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本書における主な用語の意義等は、次のとおりである。

１「決算額」とは、特に断りのない限り、普通会計に係る地方財政の純計額

　

である。

２「地方財政純計額」、「純計決算額」又は「純計」とは、都道府県決算額と

　

市町村決算額の単純合計額から地方公共団体相互間における重複額を控除し

　

た額である。したがって、都道府県決算額と市町村決算額の合計額は地方財

　

政の純計額に一致しないことがある。

３「普通会計」とは、地方公共団体における地方公営事業会計以外の会計を

　

いう。

４「地方公営事業会計」とは、地方公共団体の経営する公営企業、国民健康

　

保険事業、老人保健医療事業、収益事業、公益質屋事業、農業共済事業、交

　

通災害共済事業及び公立大学附属病院事業に係る会計の総称である。

５「市町村決算額」とは、大都市、都市、町村、特別区及び一部事務組合に

　

おける決算額の単純合計額から、一部事務組合と一部事務組合を組織する市

　

町村との間の相互重複額を控除したものである。

６「大都市」とは、札幌市、仙台市、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、

　

大阪市、神戸市、広島市、北九州市及び福岡市をいう。

７「都市」とは、大都市以外の市をいい、「中都市」とは、都市のうち平成４

　

年３月31日現在の行政区域における平成２年国勢調査人口10万人以上の市を

　

いい、「小都市」とは、人口10万人未満の市をいう。

８「一部事務組合」とは、特に断りのない限り、普通会計に係るものである。

９「財政力指数」とは、普通交付税の算定に用いた基準財政収入額を基準財

　

政需要額で除して得た数値で、平成元年度、平成２年度及び平成３年度に係

　

る数値の単純平均値である。

10「一般財源」とは、地方税、地方譲与税及び地方交付税の合計額をいう。

　　

なお、市町村においては、これらのほか、さらに都道府県から市町村が交

　

付を受ける利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、

　

自動車取得税交付金及び軽油引取税交付金（大都市のみ）を加算した額をい

　

うが、これらの交付金は、地方財政の純計額においては、都道府県と市町村

　

との間の重複額として控除される。

11「一般財源等」とは、前記10に掲げる一般財源に一般財源と同様に使用さ

　

れる財源を加算したものをいう。

12「標準財政規模」とは、地方財政再建促進特別措置法施行令第11条の２第

　

１項各号に規定する0.05及び0.2を乗ずべき額である。

13

　

各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。した

　

がって、その内訳は合計と一致しない場合がある。

　　

なお、各項目の詳細な計数は、「資料編」に集録してある。
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本報告は、地方財政法第30条の２の規定に基づき、内閣が、地方

財政の状況を明らかにして、国会に報告するものであり、以下の２

部から構成されている。

　

第１部では、平成３年度の地方財政について、その決算を中心と

して、決算収支、歳入、歳出等を分析、検討するとともに、主要な

公共施設の状況等を明らかにしている。

　

第２部では、地方財政計画等により、平成４年度の地方財政運営

の状況等及び平成５年度の地方財政の見通しについて明らかにする

とともに、最近の地方財政の動向を要約し、当面する主要な課題に

ついて取りまとめている。
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第１部

　

平成３年度の地方財政

地方財政の概況

　

地方公共団体は、その自然的・歴史的条件、産業構造、人口・財政規模

等においてそれぞれ異なっており、これに即応して多種多様な行政活動及

び財政運営を行っている。地方財政は、このような個々の地方公共団体の

財政活動の集合である。

　

地方公共団体の歳入及び歳出は、一般会計及び特別会計を設けて経理さ

れているが、これらの区分は全団体一様ではないため、地方財政では、こ

れらの会計を一定の基準により一般行政部門と企業活動部門に分け、前者
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（
決
算
規
模
）

(兆円)

を普通会計、後者を地方公営事業会計として区分している。

　

以下、地方財政について、普通会計を中心にその状況を述べるととも

に、地方公営事業会計についてもその概要を明らかにする。

（1）決

　

算

　

規

　

模

　

平成３年度の地方公共団体（47都道府県、3,237市町村、23特別区、

2,303一部事務組合）の普通会計の純計決算額は、次のとおりである。

　　　　

歳入

　　

85兆7,099億円（前年度

　　

80兆4,100億円）

　　　　

歳出

　　

83兆8,065億円（前年度

　　

78兆4,732億円）

　

これを前年度と比べると、歳入が５兆2,999億円、6.6%、歳出が５兆

3,333億円、6.8%それぞれ増加している。この伸び率は、平成２年度の対

前年度伸び率（歳入7.8％増、歳出7.9%増）と比べると、歳入は1.2%ポイ

　　　

第１図

　

決
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模

　

の
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移
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ント、歳出は1.1%ポイン

トそれぞれ下回っている。

しかし、平成３年度の地方

財政計画の対前年度伸び率

5.6%増及び同年度の名目

経済成長率5.4%増をいず

れも上回っている。

　

平成３年度の決算規模の

伸び率がこのように前年度

の伸び率を下回るものと

なったのは、歳入において

は、地方税、地方交付税及

び地方譲与税の伸び率が前

年度の伸び率を下回ったこ

と、また、歳出において

は、積立金の伸び率が前年

度の伸び率を下回ったこと
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等によるものである。

　

団体種類別の決算規模、対前年度伸び率等の状況は、第１表のとおりで

ある。歳入については、都道府県45兆8,016億円（対前年度伸び率5.4%

増）、市町村44兆7,014億円(7.5%増）、歳出につトては、都道府県45兆

2,182億円(5.4%増）、市町村43兆3,815億円（7.9％増）となっており、決

算規模の対前年度伸び率は、平成２年度と同様に、歳入歳出とも市町村が

都道府県を上回っている。

　

なお、最近における決算規模の推移は、第１図のとおりである。

（2）決
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平成３年度における実質収支の状況は，第２表のとおりである。歳入歳

出差引額（形式収支）は，１兆9,034億円の黒字（都道府県5,835億円，市

町村１兆3,200億円の黒字）であり，形式収支から明許繰越等のために翌

年度に繰り越すべき財源8,464億円（都道府県4,607億円，市町村3,857億

円）を控除した実質収支は，１兆570億円の黒字（前年度１兆1,179億円の
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黒字）となっている。

　

実質収支を団体種類別にみると、都道府県は1,227億円の黒字（前年度

1,299億円の黒字）、市町村は9,343億円の黒字（前年度9,880億円の黒字）

となっている。

　

実質収支を黒字、赤字団体別にみると、都道府県は前年度に引き続き全

団体が黒字団体である。また、市町村の黒字団体は5,551団体(3,228市町

村、23特別区、2,300一部事務組合）でその黒字額は9,407億円（前年度

9,943億円）であり、赤字団体は12団体（９市町村、３一部事務組合）’で

その赤字額は65億円（前年度63億円）となっている。

　

実質収支が赤字の団体についてみると、前年度に赤字であった22団体
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実質収支比率の推移
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字額の推移は、第２図のとおりであり、赤字団体の赤字額は減少傾向にあ

る。また、標準財政規模に対する実質収支額の割合である実質収支比率の

推移は、第３図のとおりであり、都道府県、市町村ともに実質収支比率は

低下傾向にある。
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平成３年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支
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ている。
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第３表赤字団体数の状況
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度853億円の赤字）、市町村は260億円の赤字（前年度3,365億円の黒字）と

なってトる。

　

なお、実質収支、単年度収支及び実質単年度収支の赤字団体数の状況

は、第３表のとおりである。
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昭和61年度以降における歳入純計決算額の構成比の推移は、第５表のと

おりである。地方税の構成比は、昭和54年度から昭和63年度までは年々上

昇してきたが、その後低下しており、平成３年度は前年度(41.6%)を

0.7%ポイント下回る40.9%となっている。地方交付税の構成比は、17.4%

で、前年度(17.8%)を0.4%ポイント下回っている。また、一般財源の構

成比は、昭和53年度から平成元年度までは年々上昇してきたが、平成３年

度は前年度に引き続き低下し、前年度(61.5%)を1.2%ポイｙト下回る

60.3%となっている。

　

国庫支出金の構成比は、昭和54年度以降一貫して低下してきており、平

成３年度は過去最低であった前年度(13.3%)を更に0.1%ポイント下回る

13.2%となっている。

　

地方債の構成比は8.5%で、前年度（7.8％）を0.7%ポイント上回ってい

る。なお、特定資金公共事業債（日本電信電話株式会社の株式売払収入を

活用した地方公共団体に対する無利子貸付金。以下同じ。）を除いた地方

債の構成比は、7.4%である。

　　　　　　　　　

第４図

　

歳入決算額の構成比
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次に、平成３年度の歳入決算額の構成比を団体種類別にみると、第４図

のとおりである。都道府県及び市町村とも、地方税の構成比（都道府県

39.3%、市町村38.2%)が最も高く、次いで地方交付税（都道府県17.8%、

市町村15.1%)となっており、次いで都道府県では国庫支出金（16.8％）、

市町村では地方債（8.7％）の順となってトる。都道府県におしては、国

庫支出金の構成比が市町村の約２倍となっている。

（4）歳

　　　　　

出

　

歳出の分類方法には、通常は、行政目的に着目した「目的別分類」と経

費の性質に着目した「性質別分類」が用いられるが、これらの分類による

歳出の概要は、以下のとおりである。
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地方公共団体の経費は、その行政目的によって、総務費、民生費、衛生
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公債費等に大別することができる。

　

平成３年度の歳出純計決算額は83兆8,065億円で、前年度（78兆4,732億
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決算額の目的別内訳をみると、第６表のとおり、土木費19兆1,011億円
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順となっており、土木費及び教育費で全体の43.7%を占めている。

　

これらを前年度と比べると、土木費が１兆6,092億円（伸び率9.2%増）、

教育費が8,874億円(5.3%増）、総務費が1,052億円（1.0％増）、民生費が

8,034億円(9.8%増）、公債費が3,151億円(4.8%増）、それぞれ増加してしヽ
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昭和61年度以降における目的別歳出純計決算額の構成比の推移は、第７

表のとおりである。昭和61年度以降の傾向をみると、教育費、農林水産業

費等の割合が低下しつつある一方、土木費、商工費等の割合が高まりつつ

ある。なお、総務費の割合が平成元年度から急激に高まってトるが、これ
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計

都道府県

市町村

第５図

　

目的別歳出決算額の構成比
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ド

は、普通交付税の基準財政需要額において算入措置が講じられた財源対策

債償還基金費に対応して、減債基金に積立てが行われたこと等によるもの

である。 ・ソ）

　

また、平成３年度の目的別歳出決算額の構成比を団体種類別にみると、

第５図のとおりである。都道府県においては、教育費の構成比(24.7%)

が最も高く、以下、土木費(20.8%)、総務費（10.3％）、農林水産業費

（8.4％）の順となっており、市町村においては、土木費の構成比(23.1%)

が最も高く、以下、民生費(15.8%)、総務費(15.2%)、教育費(14.7%)

の順となってしヽる。
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（ﾌ?|性質別経費

　

地方公共団体の経費は、その性質によって、義務的経費、投資的経費及

びその他の経費に大別することができる。

　

義務的経費は、職員の給与等の人件費のほか、生活保護等の扶助費及び

地方債の元利償還等のための公債費からなっている。また、投資的経費
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第８表

　

性質別歳出純計決算額の状況
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は、道路、橋りょう、公園、公営住宅、学校の建設等に要する普通建設事

業費のほか、災害復旧事業費及び失業対策事業費からなっている。

　

平成３年度の歳出純計決算額の性質別内訳をみると、第８表のとおり、

義務的経費34兆5,557億円（構成比41.2%)、投資的経費25兆4,218億円

(30.3%)及びその他の経費23兆8,290億円(28.5%)となっている。

　

義務的経費の内訳は、人件費23兆3,436億円（構成比27.9%)、扶助費４

兆3,924億円（5.2％）及び公債費６兆8,198億円(8.1%)であり、義務的経

費の約３分の２が人件費によって占められている。また、投資的経費の内

訳は、普通建設事業費24兆5,145億円(29.3%)、災害復旧事業費8,262億円

（1.0％）及び失業対策事業費810億円（0.1％）であり、投資的経費のほと

んどの部分が普通建設事業費によって占められている。

　

これらを前年度と比べると、義務的経費が１兆6,132億円（伸び率4.9%

増）、投資的経費が２兆348億円(8.7%増）、その他の経費が１兆6,852億円

(7.6%増）、それぞれ増加している。

　

昭和61年度以降における歳出決算増加額に占めるこれらの経費の割合の
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第６図

　

歳出決算増加額に占める義務的経費、

　　　　

投資的経費等の割合の推移
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みると、第９表のとおりである。義務的経費の構成比は、近年においては
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費の構成比は30.3%と前年度(29.8%)より0.5%ポイｙト上昇している。
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第９表

　

性質別歳出純計決算額の構成比の推移
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性質別歳出決算額の構成比

匹ｓＨｕ二投。ａ費二

｜

　　　

(41.2%)

　　　　　

1

　　

（30’3％）1.0％11

純

　

計

都遭府県

市町村

□

茫％

　
　

投
費

　
　

他
経

国

。

　
　

そ
資

　
　

虫

　
　

１

費

　
　

業

　
　

１

日
－
噛
・
・
・
●
ゆ

　
　

助
費

圖

む

　
　

設
費

　
　

廸
・

　
　

通

業

曰
…
…
…
ｙ
一
］
〃
一
‥
一
‥
一
一
］
‥
一
‥
一
”
善
事

回Ｉ

四

回

Ｊ

内の数値は、義務的経費及び投資的経費の構成比である。

　　　　　　　

-14-

Ｏ

(注)

　　

(37.2)

　　　　　

，’

　

(31.6)

　　

1.U

　

f

　　　　　　　　　　

j

　　　　　　　　

l

　　　　　　　　　　

e回皿喘紆ﾔぐ街

21.2

　　

73

　

8‘.6一二蝕分屈辱映i゛’G

　　　

31.2

　　　　　　　　　

♂

　

8.

　

::::::::g!Å:::::::::・

｜

　　　　

--〃W=SI-〃･

　　　　

1

　　　

●二八=J･’-〃S

　　　

l
｜

　　

(41.2%)

　　　　　

｜

　　

（30’3％）1.0％｜

I

　　　　　　　　　　　

I:･Zうﾝχ･:･ﾝM･y.゛.I.I･･?･7j’.Iφ:-Z･:::･:･:･:･Z･::χjll

　　　　

27.9%

　　　

6y

忽

　

f限

　　　

28.5%

　　　　　　　　　　　

７° ´ 10.5％::::■17.5%:::::l

　　　　　　　　　　　　　　　

1

　　　　　

7

　　　　　

(41.11 2.7　　　l　　128.8)　1.3　j’

　　　　　　　　　　　　　　　

:,.-.y,･..･..･.,.……………;･:･．:･z.’

　　　　　　　　　　　　　　　

士匹肺ぶヅユ･

　　　　　

31.3

　　　　　

7.11｀‘2ミ゛ぷご¨i441j享旨

　　　　

30.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　

2.

　　

E:E:竪：i;!

　　　　　　　　　　　　　　　

／

　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　

／

　　　　　　

ｊ



また、投資的経費のうち普通建設事業費につトて

の別にみると、昭和63年度に初めて単独事業費の割合が補助事業費の割合

を上回ったが、以後その差は広がっており、平成３年度においては、単独

事業費の割合は補助事業費の割合の約1.7倍となってトる。

　

性質別歳出決算額の構成比を団体種類別にみると、第７図のとおりであ

る。人件費の構成比は、都道府県が市町村を大きく上回っているが、これ

は、都道府県において市町村立義務教育諸学校職員の人件費を負担してい

ること等によるものである。また、市町村における普通建設事業費のうち

単独事業費の構成比は、近年急速に高まってきており、平成３年度におい

ては、人件費を上回る水準となってきている。

　　

（イ）一般財源の充当状況

　

一般財源の性質別経費に対する充当状況は、第10表のとおりである。一

般財源総額51兆6,808億円のうち、義務的経費に24兆5,976億円（構成比

47.6%)、投資的経費に11兆480億円(21.4%)、その他の経費に14兆4,322

億円(27.9%)が充当されている。
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第８図

　

一般財源充当額の性質別構成比の推移
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その内訳をみると、義務的経費に係るものでは、人件費充当分が

33.4%、公債費充当分が10.8％、扶助費充当分が3.3%となっている。ま

た、投資的経費に係るものでは、普通建設事業費充当分が21.2%と大部分

を占めている。

　

一般財源充当額の性質別構成比の推移は、第８図のとおりである。義務

的経費充当分は、昭和50年度には62.0%とピークに達し、以後次第に低下

して平成元年度以降は50％を下回っているが、平成３年度は前年度

(47.5%)より0.1％ポイント上昇している。他方、投資的経費充当分は、

昭和62年度以降年々上昇し、平成３年度も前年度(21.2%)を更に0.2%ポ

イント上回るものとなっており、自主的・主体的な地域づくり等のために

充当される一般財源の割合が高まりつつある。
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（5）財政構造の弾力性
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地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくために

は、財政構造の弾力性が確保されていなければならないが、この財政構造

の弾力性を判断する指標の一つとして、経常収支比率が用いられている。
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とするものである。
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とによるものである。なお、平成３年度の普通交付税の基準財政需要額に

おいて算入措置が講じられている財源対策債償還基金費は、平成４年度以

降における公債費負担対策に係るものであるので、その点を考慮し、当該

算入措置額を経常一般財源から控除した場合の経常収支比率をみると、

73.9%となり、前年度（同様に算出した比率72.9%)に比べて1.0％ポイン
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第９図

　

経常経費充当一般財源及び経常

　　　　

一般財源の増減状況
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（注）帯グラフの数値は、各年度の対前年度増減率である。
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卜上昇したものとなっている。

　

また、経常収支比率の推移は、第11表のとおりであり、昭和62年度から

平成元年度にかけて急速に低下してきた。これは、第９図のとおり、一時

的な性格を有する要因にもよる地方税等の増収に伴う経常一般財源の大幅

な伸びが主として寄与したものであるが、その伸び率が鈍化した平成２年

度以降、経常収支比率がやや上昇してきており、その動向には絶えず留意

する必要がある。

　

次に、経常収支比率の段階別分布状況をみると、第12表のとおりであ

る。経常収支比率が70％未満の団体が半数を超えているが、前年度と比べ

ると経常収支比率が70％以上の団体が118団体増加するなど全体としては

高いグループヘシフトしている。また、平成３年度の普通交付税の基準財

政需要額において算入措置が講じられている財源対策債償還基金費を経常

一般財源から控除した場合の経常収支比率につトてみると、市町村におい

ては、なお全体の約３割を占める930団体において経常収支比率が75％以
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経常収支比率の段階別分布状況
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上となっており、財政構造は硬直性から脱却したとは言い切れない状況に

ある。

　

イ

　

公債費負担比率

　

昭和50年度以降地方財政の財源不足に対処するため地方債が大量に増発

されたことなどにより、公債費が年々増加してきているが、財政構造の弾

力性をみる場合、義務的経費の中でも特に弾力性に乏しい経費である公債

費の増加による影響を考慮する必要がある。

　

公債費負担比率は、公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対す

る割合であり、地方税、地方交付税等の一般財源がどの程度公債費に充当

されているかをみることによって公債費による財政負担の度合いを判断し

ようとするものである。

　

平成３年度の公債費負担比率は10.8％となっており、前年度（10.9％）

と比べると0.1%ポイント低下している。なお、平成３年度の普通交付税
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公債費負担比率の段階別分布状況
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合計及び市町村には、特別区及び一部事務組合は含まれていない。第14表において同じ。
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の基準財政需要額において算入措置が講じられている財源対策債償還基金

費は、平成４年度以降における公債費負担対策に係るものであるので、そ

の点を考慮し、当該算入措置額を一般財源総額から控除した場合の公債費

負担比率をみると、11.2%となり、前年度（同様に算出した比率11.2%)

と同水準となっている。

　

また、公債費負担比率の段階別分布状況は、第13表のとおりであり、公

債費負担比率が15％以上の団体数は、都道府県では１団体（前年度３団

体）、特別区及び一部事務組合を除く市町村では1,076団体（前年度1,114団

体）となっており、いずれも前年度より減少している。

　

公債費負担比率を財政力指数の区分別にみると、第14表のとおりであ

り、都道府県、市町村ともに、財政力が弱い団体ほど公債費負担比率が高

くなっているという傾向が顕著に現れてトる。

　

また、公債費負担比率の推移をみると、第10図のとおりであり、昭和50

年度以降一貫して上昇してきたが、昭和59年度及び昭和60年度をピーク

に、以後低下してトる。これは、第11図のとおり、近年、地方税等の一般

財源が相当伸びてきた一方で、公債費充当一般財源の伸びは低い水準にと

どまっていたことによるものであるが、平成２年度以降、一般財源の伸び

が鈍化している中で公債費充当一般財源は増加傾向にあること、また、地

方債現在高も増加していることに留意する必要がある。さらに、平成３年

度の普通交付税の基準財政需要額において算入措置が講じられている財源

対策債償還基金費を一般財源総額から控除した場合の公債費負担比率につ

トて昭和49年度と比較すると、公債費負担比率は5.2%から11.2%へと

　　　　　　　

第14表

　

財政力指数の区分別公債費負担比率の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：％）
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第11図

　

公債費充当一般財源及び一般財源総額の増減状況
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6｡0％ポイント上昇しており、また、第12図のとおり、公債費負担比率が

15％以上の団体数は当時はわずか50団体に過ぎなかったものが全体の

35.4%を占める1,161団体へと増加しているなど、地方財政にとって公債費

の負担は依然として重い状況にある。

（6）将来にわたる財政負担

　

財政状況をみるには、単年度の歳入歳出ばかりでなく、地方債、債務負

担行為等のように、将来にわたり財政負担となるものや、積立金のよう

(団体数)
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公債費負担比率の段階別団体数の状況
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された財源対策債償還基金費相当額を一般財源総額から控除して算出し

　　

た公債費負担比率に係るものである。
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地方債現在高の歳入総額等に対する割合の推移
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に、年度間の財源調整を図り将来における弾力的な財政運営に資するため

財源を留保するものについても、総合的に把握する必要があり、これらの

状況をみると、次のとおりとなっている。

　

ア

　

地方債現在高

　

平成３年度末における地方債現在高は58兆6,899億円で、前年度末（55

兆969億円）と比べると３兆5,930億円、6.5%増加してトる。なお、特定資

金公共事業債を除いた地方債現在高は、平成３年度末では54兆8,699億円

で、前年度末（52兆1,883億円）と比べると２兆6,816億円、5.1%の増加と

なっている。

　

地方債現在高の歳入総額及び一般財源総額に対するそれぞれの割合の推

移ぱ、第13図のとおりであり、地方債現在高は、昭和49年度末では歳入総

額の0.36倍、一般財源総額の0.67倍であったが、平成３年度末には歳入総

額の0.68倍、一般財源総額の1.14倍となっている。

　

次に、地方債現在高の目的別構成比をみると、第14図のとおりである。

昭和60年度以降国庫補助負担率の暫定的引下げに伴い発行された臨時財政

特例債の構成比が上昇し、平成３年度においては、昭和50年度以降の巨額

の地方財源不足を補うために発行された財源対策債の構成比を上回るに

至ってトる。また、一般単独事業債の構成比は、昭和52年度以降上昇傾向
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第14図

　

地方債現在高の目的別構成比及び借入先別構成比の推移
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（注）減収補てん債は、昭和50年度分、昭和57年度分及び昭和61年度分である。
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にあり、平成３年度においては29.6% (前年度28.4%)となっている。以

下、構成比の高い順に、義務教育施設整備事業債9.4% (9.9%)、臨時財政

特例債7.1% (6.5%)、公営住宅建設事業債6.6% (6.8%)、特定資金公共事

業債6.5% (5.3%)、財源対策債6.1% (7.3%)となっている。

　

地方債現在高の借入先別の構成比をみると、政府資金は51.7% (前年度

52.6%)と最も大きな割合を占め、次いで市中銀行資金18.8% (18.8%)、

　　　　　　　　

第15図

　

地方財政（普通会計）の実質的な

　　　　　　　　　　　　

借入金残高の推移
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（注）１

　

地方債現在高は、特定資金公共事業績を除いた額である。

　　　

２

　

企業績残高（うち普通会計負担分）は、決算統計をベースとし

　　　　

た推計値である。
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市場公募債7.3% (7.5%)、公営企業金融公庫資金7.2% (7.4%)の順と

なっている。

　

なお、このほか、昭和50年度以降の巨額の地方財源不足に対処するた

め、昭和58年度までの毎年度及び昭和61年度の補正措置において交付税及

び譲与税配付金特別会計（以下「交付税特別会計」という。）で借り入れ

た借入金（地方負担分）は、その償還を地方財政全体で負担するものであ

り、また、地方公営企業において償還する企業債には、経費負担区分の原

則等に基づき普通会計でその償還財源を負担するものがあるので、地方公

共団体の今後の財政運営をみる場合には、これらに係る将来の財政負担に

ついても地方債と併せて考慮する必要がある。

　

地方債現在高（特定資金公共事業債を除く。）に地方財政全体で負担す

べき交付税特別会計借入金残高（平成３年度末約0.7兆円）と企業債残高

のうち普通会計で負担することとなるもの（約14.4兆円）を加えた実質的

な借入金残高は、第15図のとおり、平成３年度末では約70兆円にもなって

おり、その償還は将来の財政運営にとって大きな負担となるものであ

る。

　

イ

　

債務負担行為額

　

地方公共団体は、将来の支出を約束するものとして、債務負担行為を行

うことができる。この債務負担行為は、数年度にわたる建設工事、土地の

購入等の場合のように翌年度以降の経費支出が予定されているものと、債

務保証又は損失補償のように債務不履行等の一定の事実が発生したときに

支出されるものとがある。

　

これらの債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額をみると、平成３

年度末では13兆3,387億円であり、前年度末（10兆9,868億円）と比べると

２兆3,519億円、21.4%増加している。

　

翌年度以降支出予定額を目的別にみると、第16図のとおりであり、物件

の購入等に係るもの９兆9,255億円（構成比74.4%)、債務保証又は損失補

償に係るもの708億円（0.5％）、その他３兆3,423億円(25.1%)となって

いる。なお、物件の購入等に係るもののうち、製造・工事の請負に係るも
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債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額の

　　　　

目的別構成比の推移
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第15表

　

積立金現在高の状況
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の４兆7,453億円（構成比35.6%)、土地の購入に係るもの３兆8,193億円

(28.6%)となっており、いずれも最近大きく伸びている。

　

ウ

　

積立金現在高

　

地方公共団体は、財政の健全な運営を図るため、将来の財政需要に備え

て積立てを行っている。この積立金現在高の状況は第15表のとおりであ

り、平成３年度末現在高は19兆6,914億円で、前年度末（17兆858億円）と

比べて２兆6,056億円、15.3%増加している。さらに、平成３年度末現在高

の内訳をみると、年度間の財源調整を行うために積み立てられている財政

調整基金３兆9,382億円（構成比20.0％）、将来の地方債の償還費に充てる

ために積み立てられている減債基金５兆9,481億円(30.2%)及び将来の特

定の財政需要に備えて計画的に積み立てられているその他特定目的基金９

兆8,052億円(49.8%)となっており’、前年度末と比べると、財政調整基金

は584億円、1.5％、減債基金は１兆5,064億円、33.9%、その他特定目的基

金は１兆408億円、11.9%それぞれ増加している。このように減債基金及

びその他特定目的基金が増加したのは、平成３年度においても平成元年

度、２年度に引き続き地方財政の健全化に資するため、普通交付税の基準

財政需要額において財源対策債償還基金費が算入されたことに伴い、これ

に対応して減債基金に積立てが行われたこと及び将来の特定の財政需要に

備えてその他特定目的基金に計画的な積立てが行われたこと等によるもの

である。平成３年度末現在高を団体種類別にみると、都道府県は８兆

2,659億円で、前年度末（６兆7,677億円）と比べると１兆4,982億円、

22.1%、市町村は11兆4,255億円で、前年度末（10兆3,180億円）と比べる

と１兆1,075億円、10.7%それぞれ増加している。

　

エ

　

将来にわたる実質的な財政負担

　

地方債現在高（特定資金公共事業債を除く。）に債務負担行為に基づく

翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いた地方公共団体の

将来にわたる実質的な財政負担の推移をみると、第17図のとおり、平成３

年度末には48兆5,172億円となっており、前年度末（46兆894億円）と比べ

ると２兆4,279億円、5.3%増加している。なお、昭和49年度末と比べると
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4｡09倍となっており、この間の歳入総額の伸び3.65倍及び一般財源総額の

伸び4.08倍のいずれをも上回っている。
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第17図

　

将来にわたる実質的な財政負担の推移
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（7）決算の背景

　

平成３年度の地方財政を取り巻く環境をみると、次のとおりである。

　

ア

　

、平成３年度の経済見通しと国の予算

　　

ぐア）経済見通しと経済運営の基本的態度

　

平成３年１月に閣議決定された「平成３年度の経済見通しと経済運営の

基本的態度」においては、平成３年度の我が国を取り巻く国際経済情勢に

ついては、①先進諸国では、平成元年以降アメリカ、イギリス等で景気鈍

化が目立ってきてしヽるが、その他西欧諸国では総じて好調な景気拡大が続

いており、景気は引き続き緩やかに拡大するものと期待されること、②雇

用情勢は、長期の景気拡大の中で改善してきたが、アメリカ、イギリス等

では平成２年半ば以降失業率に高まりがみられること、③主要国間におし

てはなお対外不均衡が存在し、保護主義的な動きも根強いこと、④平成元

年来の東欧諸国の政治体制の変革の後を受けて、平成２年ドイツの統一が

実現し、ソ連・東欧諸国は市場経済への移行に取り組みつつあること、⑤

発展途上国は、景気の緩やかな拡大が期待されるが、一部の諸国では、債

務問題解決のための国際的な協力が進められているものの、多額の累積債

務を抱えるなど困難な状況にあること、⑥湾岸情勢の推移如何により世界

各国に物価上昇や景気鈍化への圧力が加わることも懸念されることとされ

た。

　

一方、国内経済情勢については、①経済構造調整が着実に進展しつつあ

る中で、内需主導型の経済成長が実現しているが、国民生活に関連した分

野を中心として一層の構造調整の進展が期待されている状況にあること、

②対外不均衡の是正は着実に進展しているがなお今後の推移を十分注視し

ていく必要があること、③我が国財政は、平成２年度予算において特例公

債を発行しなかったが、依然として大幅な不均衡の状態が残されているこ

ととされた。

　

このような情勢を踏まえ、平成３年度の経済運営の基本的態度は、第一

に、内需を中心とした景気の持続的拡大を図ること、第二に、国際協調型
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経済構造への変革を推進し、保護貿易主義の抑止と自由貿易体制の維持・

強化に向け率先して努力するとともに、調和ある対外経済関係の形成と世

界経済活性化への積極的貢献とを行うこと、第三に、行財政改革を強力に

推進すること、第四に、物価の安定基調を引き続き維持するとともに、内

外価格差の縮小を目指し、物価構造の是正を図ること、第五に、経済計画

「世界とともに生きる日本」等に基づき、消費者の視点を重視するととも

に、労働時間の短縮等により、経済構造調整を積極的に進め豊かさを実感

できる多様な国民生活の実現を図ること、第六に、我が国経済社会の発展

基盤の整備を図ることとされた。

　

以上のような経済運営の下において、平成３年度の国民総生産は、459

兆6,000億円程度、経済成長率は名目で5.5%程度、実質で3.8%程度になる

ものと見込まれた。

　　

（イ）国

　

の

　

予

　

算

　

平成３年度の国の予算は、今後急速に進展する人口の高齢化や国際社会

における我が国の責任の増大など今後の社会経済情勢の変化に財政が弾力

的に対応していくためには、後世代に多大な負担を残さず、再び特例公債

を発行しないことを基本として、公債残高が累増しないような財政体質を

作り上げていくことが緊要な課題であるとの考え方の下に、公債依存度の

引下げを図るため、更に歳出の徹底した見直し、合理化に取り組むこと等

により公債発行額を可能な限り縮減することとして、前述の「経済見通し

と経済運営の基本的態度」にのっとり、編成された。

　

このような基本方針に基づいて編成された国の一般会計予算案は、国会

に提出された後、湾岸地域における平和回復活動に対する我が国の支援に

係る財源措置の一環として修正が行われたが、修正後の一般会計予算の規

模は、70兆3,474億円で、前年度当初予算（66兆2,368億円）と比べると、

４兆1,106億円、6.2%の増加となった。また、公債の発行予定額は５兆

3,430億円で、前年度当初発行予定額（５兆5,932億円）と比べると2,502億

円の減少となり、公債依存度は7.6％となった。財政投融資計画は、36兆

8,056億円で、前年度当初計画（34兆5,724億円）に比べて２兆2,332億円。
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6｡5％の増加となった。

　

イ

　

地方財政計画

　

平成３年度の地方財政計画は、近年中期的な財政の健全化のための措置

が講じられてきたものの、地方財政はなお多額の借入金残高を抱えている

状況にあることなどにかんがみ、おおむね国と同一の基調により、歳入面

においては、地方債の抑制に努めるとともに、地方税負担の公平適正化の

推進と地方交付税の所要額の確保を図り、歳出面においては、経費全般に

ついて徹底した節減合理化を図るとともに、地域の特色を活かした自主

的・主体的な地域づくり、住民生活の質の向上のための社会資本の整備及

び地域住民の福祉の充実などを積極的に推進するため必要な事業費の確保

に配意する等、限られた財源の重点的配分と経費支出の効率化に徹し、節

度ある行財政運営を行うことを基本として、次の方針に基づき策定され

た。

　

①

　

地方税については、個人住民税について税率の適用区分の見直し及

　　

び基礎控除等の額の引上げにより住民負担の軽減を図るほか、固定資

　　

産税に係る土地の評価替えに伴う適切な負担調整措置を講じるととも

　　

に、土地税制の総合的な見直し等所要の措置を講じることとする。

　

②

　

地方交付税については、地方財政の円滑な運営に支障が生じないよ

　　

う、平成２年度に比し7.9%増の14兆8,404億円を確保するとともに、

　　

地方財政の中期的な健全化を図る観点から、次の措置を講じることと

　　

する。

　　

・交付税特別会計借入金１兆5,221億円のうち昭和61年度補正分を除

　　

いた１兆719億円を資金運用部特別会計に返済する。

　　

・平成３年度の地方交付税の総額から、5,000億円を減額する。すな

　　

わち、地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置として、交付

　　

税特別会計借入金（昭和61年度補正分）の残高に相当する額4,502.4億

　　

円を減額するとともに、昭和60年度分の地方交付税の総額の特例等に

　　

関する法律附則第２項に基づく減額措置として、昭和60年度補正予算

　　

における地方交付税の総額の特例措置のうち国への返済に要する額の
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残高の一部497.6億円を国に返済する。

　　

なお、このうち地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置額

　

4,502.4億円については、国は、法律の定めるところにより、当該借入

　

金の平成４年度から平成13年度までの各年度の償還額に見合って精算

　

（返済）する。

　

・地方交付税法附則第４条第４項に基づく平成３年度の加算額2,545

　

億円及び平成３年度の地方交付税の総額に加算することとされてい

　

た、昭和60年度から平成２年度までの間における投資的経費に係る国

　

庫補助負担率の引下げ措置に伴い一般会計から交付税特別会計に繰入

　

れを予定していた額等2,903億円を、法律の定めるところにより、平

　

成６年度以降の地方交付税の総額に加算する。

③

　

平成３年度における国庫補助負担率の取扱いの見直しにおいて国庫

　

補助負担率が暫定措置とされたものに係る平成３年度の地方財政への

　

影響額7,207億円については、次により措置することとする。

　

・経常経費に係る国庫補助負担率の暫定措置による平成３年度の影響

　

額907億円については、地方交付税の特例加算（全体の40％、交付団

　

体分の２分の1) 363億円、地方交付税の法定加算（後年度に加算さ

　

れることとなるもの、交付団体分の２分の1) 363億円、調整債181億

　

円により対処する。

　

・投資的経費に係る国庫補助負担率の暫定措置による平成３年度の国

　

費減額相当額6,300億円に対しては、臨時財政特例債を発行し、その

　

元利償還費に対し地方交付税上の措置を講じ、併せて昭和61年度の国

　

庫補助負担率の引下げ措置に係るもののうち補助事業分についてはそ

　

の元利償還費の50％を、昭和61年度の国庫補助負担率の引下げ措置に

　

係るもののうち直轄事業分及び昭和62年度の引下げ措置に係る’もの

　

（国庫債務負担行為に伴う平成３年度歳出化分等）につトてはその元

　

利償還費の90％（交付団体分の全額）を、一般会計から交付税特別会

　

計に繰り入れる。

以上のような方針に基づいて策定された平成３年度の地方財政計画の規
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模は、70兆8,848億円で、前年度（67兆1,402億円）と比べると３兆7,446億

円、5.6%の増加となっている。

　

歳入についてみると、地方税は32兆6,780億円で、前年度（30兆7,907億

円）と比べると１兆8,873億円、6.1%の増加となっている。

　

地方譲与税は１兆7,746億円で、前年度（１兆8,409億円）と比べると663

億円、3.6%の減少となっている。

　

地方交付税は14兆8,404億円で、前年度（13兆7,594億円）と比べると１

兆810億円、7.9%の増加となっている。これは、所得税、法人税及び酒税

の32％に相当する額、消費税（消費譲与税に係るものを除く。）の24％に

相当する額並びに国のたばこ税の25％に相当する額の合算額16兆4,749億

円から、地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置額4,502.4億円、

昭和60年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律附則第２項の規定

に基づく措置として国に返済する額497.6億円、交付税特別会計借入金に

係る償還額１兆719億円及び同特別会計借入金等に係る利子627億円を控除

した額に返還金１億円を加算した額である。

　

国庫支出金は10兆6,830億円で、前年度（10兆2,521億円）と比べると

4,309億円、4.2%の増加となっている。

　

地方債は５兆6,107億円で、前年度（５兆6,241億円）と比べると134億

円、0.2％の減少となっているが、この中には特定資金公共事業債が8,536

億円（前年度8,603億円）含まれており、これを除いた場合には、前年度

と比べると0.1％の減少となっている。

　

一方、歳出についてみると、給与関係経費は19兆6,448億円で、前年度

（18兆3,106億円）と比べると１兆3,342億円、7.3%の増加、一般行政経費

は13兆8,390億円で、前年度（12兆8,638億円）と比べると9,752億円、7.6%

の増加、公債費は５兆8,421億円で、前年度（５兆9,023億円）と比べると

602億円、1.0%の減少となっている。

　

投資的経費は22兆7,350億円で、前年度（21兆3,550億円）と比べると１

兆3,800億円、6.5%の増加となっている。その内訳をみると、公共事業費

のうち普通建設事業費は８兆3,748億円で、前年度（８兆1,408億円）と比
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べると2,340億円、2.9%の増加、地方単独事業費は13兆2,702億円で、前年

度（12兆638億円）と比べると１兆2,064億円、10.0％の増加となっている。

この地方単独事業費の中には、前年度に引き続き地域づくり推進事業費

4,670億円か措置されている。また、地方財政の健全化に資するため、平

成元年度、２年度に引き続き財源対策債等償還基金１兆9,460億円か計上

されている。

　

次に、平成３年度の地方債計画は、総額９兆815億円（うち普通会計分

５兆6,107億円）の規模で策定され、前年度当初計画額８兆8,044億円（う

ち普通会計分５兆6,241億円）に比べて2,771億円、3.1%の増加（うち普通

会計分134億円、0.2%の減少）となっている。この計画総額の中には、特

定資金公共事業債１兆836億円（うち普通会計分8,536億円）が含まれてお

り、これを除いた額は７兆9.979億円（うち普通会計分４兆7,571億円）で、

前年度と比べると2,723億円、3.5%の増加（うち普通会計分67億円、0.1%

の減少）となっている。

　

ウ

　

経済情勢の推移と財政運営の経過

　　

（ty・）経済情勢の推移

　

平成３年度の我が国経済は、住宅投資が大幅に低下し、ここ数年高い成

長を続けてきた設備投資も製造業を中心に伸びが鈍化した。また、個人消

費は基調として堅調ながら伸びが鈍化してきた。こうした中で、在庫調整

と鉱工業生産の停滞が生じ、企業収益はなお比較的高い水準にあるものの

減少してきた。また、労働力需給は依然引締まり基調で推移し、物価は基

調として安定していた。このように、我が国経済は平成２年末から緩やか

に景気の減速を始め、平成３年には調整過程に入った。一方、経常収支の

黒字幅は、大幅に拡大した。

　

政府は、このように調整過程にある我が国経済を内需を中心とするイン

フレなき持続可能な成長経路へ円滑に移行させるため、機動的かつきめ細

かな経済運営に努め、平成４年３月には公共事業等の施行促進などを内容

とする「緊急経済対策」を決定した。

　

これらの結果、平成３年度の国民総生産は458.6兆円、経済成長率は名
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目で5.4%、実質で3.4%となった。

　　

（イ）国の財政の補正措置

　

このような経済情勢の推移を背景として、税収の大幅な減収が見込まれ

たこと等に伴しヽ、平成３年12月に国の一般会計の補正予算措置が講じられ

た。

　

この補正予算においては、歳入面では、租税及び印紙収入を２兆7,820

億円減額し、公債の発行額を１兆3,870億円増額するほか、平成２年度剰

余金１兆4,025億円等を計上し、他方、歳出面では、地方交付税交付金を

1,747億円減額（平成２年度精算分4,042億円、平成３年度法人税の減収に

伴う減5,789億円）するとともに、災害関係経費6,084億円、給与改善費

3,267億円等を追加した。これにより、補正後の平成３年度一般会計予算

の規模は70兆6,135億円となり、公債依存度は、9.5% (当初予算7.6%)と

なった。

　　

（ウ）地方財政の補正措置

　

一方、地方財政におトては、国の補正予算による国税の減額補正に伴

い、一般会計から交付税特別会計に繰り入れられる地方交付税の額が

1,747億円減少することとなったが、他方、歳出面では、雲仙岳災害対策

基金に係る地方債利子支払いに要する経費８億円、廃棄物処理施設の円滑

な整備に要する経費260億円、中小商業活性化対策に要する経費92億円及

び特別交付税の増額に要する額123億円、合計483億円について財源措置を

講じる必要があった。このため、平成３年度当初に予定していた交付税特

別会計借入金の返済額（１兆719億円）を2,230億円縮減することにより、

所要額を確保することとし、この結果、平成３年度の地方交付税の総額

は、平成３年度当初に比べて483億円増の14兆8,887億円となった。
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２

地方財政の役割

　

国・地方を通じた財政支出の状況及び国民経済における地方財政の役割

は、次のとおりである。

（1）国・地方を通じた財政支出

　

ア

　

財

　

政

　

規

　

模

　

平成３年度における国（一般会計と交付税及び譲与税配付金、公共事業

関係等の10特別会計の純計）と地方（普通会計）の歳出純計額は129兆

5,589億円で、前年度(123兆9,324億円）と比べると５兆6,265億円、4.5%

（前年度6.6%)増加している。

　

歳出純計額の目的別歳出額の構成比の推移は、第18図のとおりである。

社会保障関係費が20.6% (前年度19.9%)で最も大きく、以下、国土保全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

及び開発費19.5%

(％)

30

第18図

　

国・地方を通じる目的別歳出額

　　　　

構成比の推移
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が高い水準にあるのは、昭

和50年度以降の巨額の財源

不足と昭和50年代前半にお

ける公共事業の拡大に対処

するため、国・地方を通じ

て大量の公債が発行された

ためである。

　

この歳出純計額を最終支
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一
応
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兆5,912億円）、地方は82兆7,336億円（77兆3,413億円）で、前年度と比べ

ると、国は2,341億円、0.5％、地方は５兆3,923億円、7.0%それぞれ増加し

てトる。また、歳出純計額に占める割合は、国36.1% (前年度37.6%)、地

方63.9% (62.4%)となっている。

　

イ

　

目的別支出

　

歳出純計額の目的別及び支出主体別の規模は、第19図のとおりである。

防衛費等のように国のみが行う行政は別として、国民生活に直接関連する

公衆衛生、清掃等の衛生費、小学校、中学校、高等学校等の学校教育費、

道路整備、都市計画、土地改良等の国土開発費、警察、消防等の司法警察

消防費等については、かなりの部分が地方公共団体の手を通じて支出され

ている。

第19図

　

国・地方を通じる純計歳出規模（目的別）
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（2）国民経済と地方財政

　

個々の地方公共団体の財政活動の集合である地方財政は、国民経済計算

上地方公社を加えて地方政府部門として位置付けられており、中央政府、

地方政府及び社会保障基金を合わせた政府部門は、家計部門及び企業部門

と並ぶ経済活動の主体として、資金の調達及び財政支出を通じ、資源配分

の適正化、所得分配の公正化、経済の安定化などの重要な機能を果たして

いる。なかでも、地方財政は、政府部門において国を上回る最終支出主体

として、国民経済上大きな役割を担っている。

　

ア

　

国民総支出と地方財政

　

国民経済において地方財政が果たしてトる役割を国民総支出に占める割

合でみると、第20図のとおりである。平成３年度の国民総支出は458兆

翌型胆旦であり、その支出主体別内訳をみると、家計部門は287兆4,397億

円（前年度277兆1,406億円）で構成比62.7%(前年度63.7%)、企業部門は

　　　　　　　　　

第20図

　

国民総支出と地方財政
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86兆262億円（83兆3,695億円）で構成比18.8％（19.2％）、政府部門は72兆

　

6,081億円（68兆1,508億円）で構成比15.8％（15.7％）となつている。政府

　

部門のうち、地方政府は55兆1,923億円（前年度51兆2,489億円）、中央政府

　

は16兆5,337億円（16兆604億円）であり、国民総支出に占める割合は、地

　

方政府が12.0％（前年度11.8％）、中央政府が3.6％（3.7％）となつており、

　

地方敢府の割合は、家計部門、企業部門に次いで大きなものとなつてい

　

る。なお、地方政府のうち普通会計分は47兆9,558億円（前年度44兆9,171

　

億円）で、国民総支出の10.5％（前年度10.3％）を占めている。

　　

ィ

　

公的支出の状況

　　

政府部門によりなされる公的支出の推移は、第21図のとおりであり、近

　

年、国民総支出に占める公的支出の割合はほぼ横ばいであるが、公的支出

　

に占める地方の割合は高まってきている。

　　

国民総支出に占める公的支出（対前年度比6.5％増）の内訳をみると、
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さらに、公的支出の内訳を最終支出主体別にみると、第22図のとおりで

ある。中央政府（対前年度比2.9%増）は、最終消費支出が９兆8,530億円、

総資本形成が６兆6,807億円で、前年度（最終消費支出９兆4,363億円、総

資本形成６兆6,241億円）と比べると、最終消費支出では4.4%、総資本形

成は0.9％それぞれ増加してトるが、公的支出に占める中央政府の割合は

22.8%と前年度(23.6%)より0.8％ポイント低下している。

　

これに対し、地方政府（対前年度比7.7%増）は、最終消費支出が31兆

57億円、総資本形成が24兆1,866億円で、前年度（最終消費支出29兆3,249

億円、総資本形成21兆9,240億円）と比べると、最終消費支出では5.7%、

総資本形成では10.3%それぞれ増加しており、公的支出に占める地方政府

の割合は、76.0%と前年度(75.2%)より0.8%ポイント上昇している。

　

また、平成３年度における公的最終消費支出に占める地方政府の割合は

74.4% (前年度74.2%)、公的総資本形成に占める地方政府の割合は、

78.1% (76.6%)となってtヽる。

第22図
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３

地方財源の状況

　

平成３年度における租税収入及び租税負担の状況並びに地方歳入の状況

は、次のとおりである。

（1）租税収入及び租税負担率

　

国及び地方団体の行政活動に要する経費は、最終的にはその大部分が租

税によって賄われている。平成３年度において租税として徴収された額は

98兆2,838億円で、前年度（96兆2,301億円）と比べると２兆536億円、

2.1%増加している。

　

国民所得に対する租税総額の割合である租税負担率をみると、昭和51年

度以降平成２年度まで年々上昇してきたが、平成３年度においては27.4%

と前年度の28.1%より0.7％ポイｙ卜低くなっている。なお、主要な諸外国

の租税負担率をみると、アメリカ25.7% (1991暦年計数）、イギリス38.9%

（同）、ドイツ29.4% (1990暦年計数）となってトる。

　

次に、租税を国税と地方税に分けると、国税63兆2,110億円（0.7％増）、

地方税35兆727億円(4.9%増）となっており、租税総額に占める国税と地

方税の割合は、第23図のとおり、国税64.3% (前年度65.2%)、地方税

35.7% (34.8%)となっている。また、地方交付税及び地方譲与税を国か

ら地方へ交付した後の租税の実質的な配分割合は国46.5%、地方53.5%と

なっている。なお、国税と地方税の推移は、第24図のとおりである。

（2）地

　

方

　

歳

　

入

　

ア

　

地

　　

方

　　

税

　

地方税の決算額は35兆727億円で、前年度（33兆4,504億円）と比べると

１兆6,224億円、4.9%増加してtヽる。この伸び率は、前年度(5.2%増）及

び前々年度（5.6％増）を下回るとともに歳入総額の伸び率(6.6%増）を

も下回っている。
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第23図

　

国税と地方税の状況

　

この結果、歳入総額に占める地方税の割合は、40.9%と前年度(41.6%)

を0.7％ポイント下回っている。

　

このように平成３年度の地方税の伸び率が前年度の伸び率を下回ったの

は、昭和63年度の創設以来大きく増加してきた道府県民税利子割が金利水

準の低下等に伴い0.5%の微増にとどまったこと、個人住民税が税率の適

用区分の見直し等住民負担の軽減措置が講じられたこと等により前年度の

伸び率を下回ったこと等によるものである。

　

地方税収入額のうち６割強の割合を占める住民税及び事業税の収入状況

は第16表のとおりであり。対前年度伸び率をみると、住民税は、上述のよ

うに利子割と個人住民税の伸び率が低下したこと等により4.4%増と前年

度の伸び率(8.4%増）を下回った。事業税は、その大部分を占める法人

事業税が前年度（0.7％減）より増加（2.9％増）したこと等により3.2%増

と前年度の伸び率(0.1%減）を上回っている。また、地方税総額に占め
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第24図

　

国税と地方税の推移
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第16表

　

住民税及び事業税の収入状況

　　　

収
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る割合は、住民税が43.9%と前年度(44.1%)を下回り、事業税も、

19.3%と前年度(19.6%)をわずかながら下回るものとなっている。なお、

これらのうち法人関係税の対前年度伸び率は、1.2%増と前年度(3.1%減）

を上回っているが、地方税総額に占める割合は、30.3%と前年度(31.4%)

より1.1%ポイント低下している。

　

次に、地方税の収入状況を団体種類別にみると、都道府県17兆9,848億

円、対前年度伸び率3.6%増（前年度5.3%増）、市町村17兆880億円、6.2%

増(5.1%増）となっている。また、歳入総額に占める割合は、都道府県

39.3% (前年度39.9%)、市町村38.2% (前年度38.7%)であり、全国平均

の40.9%より低い団体は、全体の８割強の2,804団体となっている。

　　

ぐアり

　

道府県税の収入状況

　

道府県税（都道府県の地方税の決算額から東京都が徴収した市町村税相

当額を除いた額をいう。）の収入額は16兆1,835億円で、前年度（15兆6,463

億円）と比べると5,372億円、3.4%増加しており、前年度の伸び率（6.0％

増）を下回るものとなっている。

　

道府県税収入額の税目別内訳は、第25図のとおり、事業税が６兆7,529

億円（構成比41.7%)と最も大きな割合を占め、道府県民税５兆3,123億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(32.8%)がこれに次いでお

軽油

　

(5

第25図

　

道府県税収入額の状況

-
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り、両者で道府県税総額の７

割を超えるものとなってい

る。

　

普通税の伸び率は、3.5%

増（前年度6.8%増）となっ

ている。その主な税目別の伸

び率をみると、道府県民税に

つtヽては個人分か11.6%増加

（前年度6.1%増）したもの
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少し、また、利子割が0.5％の微増（前年度85.5%増）にとどまったため、

全体では4.4%増加と前年度の伸び率(17.3%増）を大きく下回ってい

る。

　

一方、大きなウェイトを占める法人事業税は2.9%増（前年度0.7％減）

となっている。また、自動車税は、5.2%増（前年度6.7%増）、不動産取得

税は1.4%増(5.5%減）となっている。

　

目的税の伸び率は、3.4%増（前年度7.6%増）であり、その主な税目別

の伸び率をみると、軽油引取税4.6%増(8.8%増）、自動車取得税1.8%増

(6.1%増）となっている。

　

次に、都道府県別の状況をみると、法人住民税及び法人事業税の伸び率

に大きなばらつきがみられる（最高29.9%増、最低7.5%減）こと等から、

道府県税の伸び率も比較的大きなばらつきがみられる（最高14.1%増、最

低1.7%減）。

　

また、財政力指数の段階によるグループ別にみると、財政力指数が1.0

以上の４団体（東京都、大阪府、愛知県及び神奈川県）の道府県税の平均

伸び率は0.0%の微減（前年度3.1%増）で、0.5以上1.0未満の13団体、0.4

以上0.5未満のｎ団体、0.3以上0.4未満の5団体、0.3未満の14団体の各グ

ループの平均伸び率（それぞれ4.7%増、7.4%増、7.0%増、9.0％増）のい

ずれをもかなり下回っている。この結果、この４団体の道府県税合計が全

国合計に占める割合は、41.6%と前年度(43.1%)より1.5%ポイｙト低下

してトる。他方、財政力指数が0.3未満の14団体（大分県、山形県、徳島

県、佐賀県、鹿児島県、長崎県、岩手県、沖縄県、宮崎県、鳥取県、秋田

県、青森県、島根県及び高知県）の道府県税の平均伸び率は9.0%増（前

年度7.2%増）と道府県税全体の伸び率3.4%増を上回っており、この結果、

この14団体の道府県税合計の全国合計に占める割合は7.7%となり、前年

度（同じ14団体で7.3%)を上回ってtヽる。このように、財政力の高い団

体と財政力の低tヽ団体との間の格差はわずかではあるが縮小している。

　　

（イ）市町村税の収入状況

　

市町村税（市町村の地方税の決算額に東京都が徴収した市町村税相当額
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第26図

　

市町村税収入額の状況 を加えた額をいう。）=の収入

額は18兆8,892億円で、前年

度（17兆8,040億円）と比べ

ると１兆852億円、6.1%増加

しており、その伸び率は前年

度(4.5%増）を上回ってい

る。

　

市町村税収入額の税目別内

訳は、第26図のとおり、市町

村民税が10兆927億円で

53.4%と最も大きな割合を占

め、固定資産税6兆5,639億円

(34.7%)がこれに次いでおり、両者で市町村税総額の約９割を占めてい

る。

　

普通税のｲ申び率は、6.0％増（前年度5.3%増）となっている。その主な

税目別の伸び率をみると、市町村民税法人分の伸び率は0.4%増（前年度

4.6%減）、市町村民税個人分の伸び率は6.3%増(9.3%増）、固定資産税の

伸び率は9.0％増(5.9%増）となっている。

　

目的税の伸び率は、7.4%増（前年度5.3％増）であり、その主な税目別

の伸び率をみると、都市計画税7.4%増(4.2%増）、事業所税7.5%増

（8.9％増）となってしる。

　　

ぐウ）法定外普通税

　

法定外普通税の収入額は359億円で、前年度(366億円）と比べると７億

円、2.0%減少している。

　

法定外普通税に係る収入のあった団体数を税目別にみると、道府県税で

は核燃料税11団体及び石油価格調整税１団体となっており、市町村税で

は、商品切手発行税18団体、砂利採取税８団体、文化観光施設税２団体及

び別荘等所有税１団体等となっている。

－49－

別土地保有税(0.7%)

　　　　

軽自動車税(0.5%)

業所税･（1.6％）

　　　　　　　　

その他

町村たばこ税

　　　　　　　

※::;:::::･:･:･.,..

　

(0.3%)

　

(3.4%)

　　　　　　　　　　　　　　

E※･:･，

　　　　

3‰

　　　　　

:E::･.

　　　　　　

底i％

　　　　　　　　　　　　　　

ﾖ:.

　　　　　　　　　　　　　

｀゜::ﾐﾐ｀

　　　　　

:.･::

　　　　　　　　

混丿雪脈

　

匠四万

　

．=

　

顎?贈

　　

（100.0％）

　　

4ﾀﾞ1乃

:

↑Aj



　　

体）超

　

過

　

課

　

税

　

超過課税による収入額は7,236億円で、前年度(8,027億円）と比べると

790億円、9.8%減少している。超過課税に係る収入のあった団体数を税目

別にみると、道府県税では、道府県民税法人税割46団体及び法人事業税７

団体となっており、市町村税では、市町村民税個人均等割92団体、同法人

均等割612団体、同法人税割1.479団体、固定資産税340団体、軽自動車税

34団体等となっている。

　

イ

　

地方譲与税

　

地方譲与税には、道路経費の財源として、都道府県及び市町村に譲与さ

れる地方道路譲与税、都道府県及び大都市に譲与される石油ガス譲与税、

市町村に譲与される自動車重量譲与税、航空機の騒音により生じる障害の

防止等の費用に充てるため空港関係都道府県及び市町村に譲与される航空

機燃料譲与税、開港所在市町村に譲与される特別とん譲与税並びに都道府

県及び市町村に譲与される消費譲与税がある。

　

地方譲与税の決算額は１兆7,193億円で、前年度（１兆6,627億円）に比

べ567億円、3.4%増となり、前年度の伸び率(12.2%増）を下回った。こ

れは、消費譲与税が3.6%増と前年度の伸び率(16.5%増）を大きく下回っ

たこと等によるものである。なお、歳入総額に占める地方譲与税の構成比

は2.0％（前年度2.1%)となってtヽる。

　

次に、内訳をみると、消費譲与税１兆919億円（前年度１兆542億円）、

地方道路譲与税3,691億円(3,589億円）、自動車重量譲与税2,190億円

(2,113億円）、石油ガス譲与税154億円(157億円）、航空機燃料譲与税123

億円（n5億円）及び特別とん譲与税115億円(Ill億円）となっている。

　

ウ

　

地方交付税

　

地方交付税は、地方団体が自主的にその財産を管理し、事務を処理し、

及び行政を執行する権能を損なわずに、その財源の均衡化を図り、地方行

政の計画的な運営を保障することによって、地方自治の本旨の実現に資す

るとともに、地方団体の独立性を強化することを目的として、所得税、法

人税及び酒税の収入見込額のそれぞれ32％に相当する額、消費税（消費譲

　　　　　　　　　　　　　　

－50－



与税に係るものを除く。）の収入見込額の24％に相当する額並びにたばこ

税収入見込額の25％に相当する額の合算額を国が地方団体に対して交付す

る税である。

　

平成３年度における地方交付税の額は、このように国税五税の収入見込

額に基づき算定された額15兆8,960億円に平成２年度分の精算額4,042億円

を加算した額から、地方交付税法附則第３条に基づく特例措置額4,502億

円、昭和60年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律附則第２項に

基づく措置として国に返済する額498ｲ意円、交付税特別会計借入金の償還

額8,489億円及び同特別会計借入金に係る利子627億円を控除した額に返還

金１億円を加算した額であり、その決算額は14兆8,887億円で、前年度

（14兆3,280億円）と比べると5,607億円、3.9%の増加（前年度6.5%増）と

なってトる。また、地方交付税の内訳は、普通交付税13兆9,859億円及び

特別交付税9,027億円となってトる。

　

なお、基準財政需要額は38兆1,293億円（財源不足団体分29兆204億円、

財源超過団体分９兆1,089億円）、基準財政収入額は26兆6,014億円（財源不

足団体分14兆9,711億円、財源超過団体分11兆6,303億円）で、財源不足団

体の財源不足額は14兆493億円、財源超過団体の財源超過額は２兆5,213億

円となってトる。

　

普通交付税の交付状況をみると、不交付団体は、都道府県では、前年度

と同じく東京都、神奈川県、愛知県及び大阪府の４団体となっており、市

町村では前年度(168団体）より１団体増加し、169団体となってトる。

　

地方交付税の収入状況を団体種類別にみると、道府県８兆1,573ｲ意円、

対前年度伸び率3.4%増（前年度7.2%増）、市町村６兆7,314億円、4.6%増

(5.6%増）となっており、また、その地方交付税総額に占める割合は、道

府県54.8% (前年度55.1%)、市町村45.2% (44.9%)となってトる。

　

エ

　

ー

　

般

　

財

　

源

　

一般財源は、51兆6,808億円で、前年度（49兆4,411億円）と比べると２

兆2,397億円、4.5%の増加となっており、前年度(5.8%増）より伸び率が

低下している。この結果、歳入総額に占める一般財源の割合は60.3%とな
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り、前年度(61.5%)を1.2%ポイント下回るものとなっている。

　

次に、歳入総額に占める一般財源の割合の分布状況を団体種類別にみる

と、第27図のとおりであり、地方交付税が財源調整機能を果たしているこ

とにより、歳入総額に占める一般財源の割合は、各グループとも大差ない

　　　　　

第27図

　

歳入総額に占める一般財源の割合の分布状況

　　　　　　　　　　　　　

その１

　

道

　

府

　

県

（注）１０　内の数値は、歳入総額に対する一般財源の剛合である。

　　　

２

　

歳入総額及び地方税は、利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消

　　　　

費税交付金、自動車取得税交付金及び軽油引取税交付金に相当する額を控除し

　　　　

たものである。

　　　

３

　

グループ別の該当団体

　　　　

Ａ大阪府、愛知県、神奈川県

　　　　

Ｂ静岡県、埼玉県、千葉県、兵庫県、京都府、栃木県、茨城県、群馬県、福

　　　　　

岡県、広島県、三重県、滋賀県、岐阜県

　　　　

Ｃ宮城県、岡山県、長野県、石川県、香川県、奈良県、富山県、福島県、山

　　　　　

口県、福井県、山梨県

　　　　

Ｄ新潟県、愛媛県、北海道、和歌山県、熊本県

　　　　

Ｅ大分県、山形県、徳鳥県、佐賀県、鹿児鳥県、長崎県、岩手県、沖縄県、

　　　　　

宮崎県、鳥取県、秋田県、青森県、鳥根県、高知県

　　　

４

　

東京都については、Ａ～Ｅの各グループ及び総平均から除いている。
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その２

　

都 市

（注）Ｏ　内の数値は，歳入総額に対する一般財源の割合である。

ものとなっている。

　

なお、地方交付税が地方税を上回っている団体数は2,264団体で、全体

の約７割に及んでおり、さらに、地方交付税が地方税の２倍以上の団体数

は1,683団体で全体の５割、５倍以上の団体数は698団体で全体の２割を占

めている。

　

オ

　

国庫支出金

　

国庫支出金は、国と地方公共団体の経費負担区分に基づき、国が地方公

共団体に対して支出する負担金、委託費、特定の施策の奨励又は財政援助

のための補助金等である。

　

国庫支出金の決算額はｎ兆2,826億円で、前年度（10兆7,311億円）と比

べると5,515億円、5.1%の増加となり、前年度の伸び率(3.4%増）を上回

り、近年では比較的高い伸びとなっている。これは、国庫支出金におトて
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大きなウェイトを占める普通建設事業費支出金が、公共事業等に係る国庫

補助負担率が昭和61年度の水準まで暫定的に復元されたこと、生活関連重

点化枠が新設されたこと等により、前年度に比べて6.1%増加したこと等

によるものである。しかしながら、国庫支出金の歳入総額に占める割合は

13.2%となり、前年度(13.3%)を更に0.1％ポイント下回っている。

　

また、国庫支出金の対前年度伸び率をみると、普通建設事業費支出金

6.1%増（前年度0.4%増）、義務教育費負担金4.1%増（9.0％増）、生活保護

費負担金0.6％減(3.6%減）、災害復旧事業費支出金16.1%増(14.0%増）、

児童保護費負担金8.4%増（10.0％増）、老人保護費負担金10.6％増(9.5%

増）等となっている。

　

次に、国庫支出金の内訳をみると、普通建設事業費支出金が３兆7,639

億円で33.4%と最も大きな割合を占めている。次いで、義務教育費負担金
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が２兆9,106億円、25.8%、生活保護費負担金が１兆27億円、8.9%となっ

ており、これらの支出金等で国庫支出金総額の約７割を占めてトる。さら

に、これらを団体種類別にみると、都道府県では、構成比の高ト順に、義

務教育費負担金37.8%、普通建設事業費支出金34.1%等となっており、ま

た、市町村では、普通建設事業費支出金31.8%、生活保護費負担金23.4%

等となっている。

　

ヵ

　

都道府県支出金

　

都道府県支出金の決算額は１兆9,679億円で、前年度（１兆8,679億円）

と比べると1,000億円、5.4%増加（前年度6.5%増）している。

　

都道府県支出金の内訳をみると、国庫財源を伴うもの（国庫支出金とし

て都道府県予算の歳入に計上され市町村に間接的に支出されるもの及びこ

れに伴い都道府県が支出することを義務付けられているものをいう。）が

54.0% (前年度56.1%)、都道府県の単独施策によるものが46.0% (43.9%)

となっている。また、対前年度伸び率は、国庫財源を伴うものでは、普通

建設事業費支出金4.9%増（前年度0.7%減）、児童保護費負担金9.1%増

(12.3%増）、災害復旧事業費支出金15.9%増(33.3%増）等となっており、

また、単独施策によるものでは、普通建設事業費支出金13.4%増(12.1%

増）等となっている。

　

キ

　

地

　　

方

　　

債

　

普通会計の歳入となる地方債は、地方公共団体の建設事業等に充てるた

め、証券発行又は証書借入れの方法によって調達される財源である。

　

地方債の決算額は７兆2,587億円で、前年度（６兆2,579億円）と比べる

と１兆８億円、16.0％の増加（前年度11.5%増）となり、歳入総額の伸び

率を大きく上回っている。これは、地域総合整備事業債をはじめとする一

般単独事業債が前年度(19.5%増）を更に上回る高い伸び率(26.6%増）

となったことに加え、公共用地先行取得等事業債(48.8%増）、一般廃棄

物処理事業債(63.2%増）、一般公共事業債(18.3%増）等も高い伸び率と

なったこと等によるものである。この結果、歳入総額に占める地方債の割

合（地方債依存度）は8.5%となり、第28図のとおり、地方債依存度は前
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３（年度）

年度より上昇している。

　

地方債の決算額を団体種類別にみると、都道府県は３兆5,275億円（前

年度３兆1,561億円）で3,714億円、11.8%増加（前年度6.7%増）し、また、

市町村は3兆8,966億円（3兆2,602億円）で6,365億円、19.5%増加(16.2%

増）している。

　

なお、地方債の目的別の発行状況をみると、一般単独事業債が２兆

7,766億円で発行総額（７兆2,590億円）の38.3%と最も高い割合を占め、

以下、特定資金公共事業債9,115億円(12.6%)、臨時財政特例債6,232億円

（8.6％）、公共用地先行取得等事業債3,686億円(5.1%)、一般公共事業債

3,414億円(4.7%)の順となっている。

　

また、特定資金公共事業債を除く地方債の発行額は６兆3,476億円であ

り、前年度（５兆3,810億円）と比べると9,666億円、18.0％増加している。

なお、特定資金公共事業債を除いた場合の地方債依存度は、7.4% (前年

度6.7％）となっている。

　

ク

　

その他の収入

　　

（ﾂり

　

使用料、手数料

　

使用料は、地方公共団体の公の施設の利用等の対価としてその利用者等

から徴収するものであり、手数料は、特定の者のために行う当該地方公共
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団体の事務に要する費用に充てるために徴収するものである。

　

使用料及び手数料の決算額は２兆110億円で、前年度（１兆9,403億円）

と比べると707億円、3.6%増加しており、歳入総額に占める割合は、2.3％

（前年度2.4%)となっている。

　

使用料の決算額は１兆5,851億円で、前年度（１兆5,410億円）と比べる

と441億円、2.9%増加している。その内訳をみると、公営住宅使用料が

4,800億円（前年度4,696億円）で最も多く、以下、授業料3,797億円(3,835

億円）、保育所使用料1,828億円(1,780億円）の順となっている。

　

手数料の決算額は4,259億円で、前年度(3,993億円）と比べると266億

円、6.7%増加している。その内訳をみると、戸籍手数料、自動車運転免

許手数料等法律又はこれに基づく政令により収入したもの及び地方公共団

体手数料令に基づき当該地方公共団体の規則により収入したもの1,922億

円（前年度1,830億円）、印鑑証明書の交付手数料、入学試験手数料等地方

自治法第227条第1項の規定に基づき当該地方公共団体の条例により収入し

たもの2,337億円(2,164億円）となっている。

　　

（イ）繰

　　

入

　　

金

　

繰入金は、地方公営事業会計、基金等からの受入金である。

　

繰入金の決算額は２兆5,375億円で、前年度（１兆8,804億円）と比べる

と6,571億円、34.9%増加しており、歳入総額に占める割合は、3.0％（前

年度2.3％）となってトる。

　

繰入金の内訳をみると、積立金の取崩し等による基金からの繰入金が２

兆3,218億円で、前年度（１兆6,801億円）に比べ6,417億円、38.2%増加し

ており、繰入金総額の91.5% (前年度89.3%)を占めている。また、地方

公営事業会計からの繰入金は2,082億円で、前年度(1,916億円）に比べ165

億円、8.6%の増加となっている。

　　

（ウ）その他の収入

　

その他の収入の決算額は10兆9,394億円で、前年度（10兆1,592億円）と

比べると7,801億円、7.7%増加しており、歳入総額に占める割合は、

12.7% (前年度12.6%)となっている。
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その内訳をみると，諸収入６兆1,251億円（前年度５兆6,607億円），財産

収入２兆761億円（１兆9,008億円），繰越金１兆8,272億円（１兆7,304億

円），分担金，負担金7,284億円(6,800億円），寄附金1,826億円(1,873億

円）となっている。

-
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４

地方経費の内容

　

平成３年度における歳出決算額の状況を、行政の目的に従って土木建設

（土木費）、教育と文化（教育費）、産業の振興（農林水産業費、商工費）、

民生の安定（民生費、労働費）、保健衛生と環境保全（衛生費等）、警察と

消防（警察費、消防費）に分けてみると、次のとおりである。

（1）土

　

木

　

建

　

設

　

地方公共団体は、地域の基盤整備を図るため、道路、河川、住宅、都市

公園等各種公共施設の建設、整備等を行うとともに、これらの施設の維持

管理を行っている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である土木費の決算額は19兆1,011

億円で、歳出総額の22.8% (都道府県20.8%、市町村23.1%)を占めてい

る。これを前年度（17兆4,918億円）と比べると１兆6,092億円、9.2%増加

（都道府県7.0%増、市町村11.2%増）してトる。
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土木費の目的別内訳は、第29図のとおり、街路、公園の整備、区画整理

等の都市計画費６兆7,050億円が土木費総額の35.1%と最も高い割合を占

め、以下、道路、橋りょうの建設、改良等の道路橋りょう費５兆9,418億

円（31.1％）、河川の改修、海岸の保全等の河川海岸費２兆4,121億円

(12.6%)、公営住宅建設等の住宅費１兆9,005億円（9.9％）の順となって

いる。なお、これらの費目を前年度と比べると、都市計画費は7,171億円、

12.0%増、道路橋りょう費は3,176億円、5.6%増、住宅費は1,834億円、

10.7％増、河川海岸費は1,117億円、4.9%増とそれぞれ増加している。

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県では道路橋りょう費の

割合(35.3%)が最も高く、以下、都市計画費(22.5%)、河川海岸費

(21.7%)の順となっている。一方、市町村では都市計画費の割合

(47.0%)が最も高く、以下、道路橋りょう費(27.0%)、住宅費（10.1％）

の順となっている。

　

土木費の性質別内訳は、第30図のとおり、普通建設事業費が13兆5,518

億円（前年度12兆4,955億円）で、土木費総額の70.9%と最も高い割合を占

め、以下、下水道事業会計等への繰出金１兆3,643億円(7.1%)、住宅関係

等の貸付金１兆1,361億円（5.9％）の順となっている。

　

この普通建設事業費の内訳をみると、昭和63年度に初めて単独事業費が

補助事業費を上回ったが、平成３年度においては、補助事業費５兆84億円

（普通建設事業費に占める割合37.0%)、単独事業費７兆6,779億円

(56.7%)、国直轄事業負担金8,654億円(6.4%)となっており、単独事業

費は補助事業費の1.5倍を超える規模となっている。また、これを団体種

類別にみると、都道府県では単独事業費が45.5%を占め、補助事業費

(44.3%)を初めて上回り、市町村では単独事業費が69.2%を占め、補助事

業費(26.7%)を大きく上回っている。なお、普通建設事業費を前年度と

比べると、１兆563億円、8.5%増となっており、その内訳は、補助事業費

2,129億円、4.4%増、単独事業費9,052億円、13.4%増となっているが、国

直轄事業負担金は618億円、6.7%減となっている。

　

土木費の普通建設事業費を昭和61年度と比べると、総額では1.57倍と
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なっている。これを目的別にみると、都市計画費(1.81倍）、港湾費(1.47

倍）、道路橋りょう費(1.45倍）、河川海岸費(1.36倍）、住宅費(1.35倍）

等となっている。このうち、都市計画費の主な内訳についてみると、街路

費が2.08倍、区画整理費等が1.94倍、公園費が1.93倍といずれも高し伸び

となっている。

　

なお、地方公共団体は、交通事故等の防止を図るため、交通安全施設の

設置及び補修、交通安全運動の推進等の道路交通安全対策を実施してい

る。道路交通安全対策費として支出された経費（土木費以外の費目に係る

ものを含み、人件費を除く。）は6,498億円で、前年度(5,804億円）と比べ

ると694億円、12.0%増加している。道路交通安全対策経費の内訳は、交

通安全施設の設置費が5,347億円と全体の82.3%を占め、以下、交通安全運

動等が760億円(11.7%)、施設補修費391億円（6.0％）となっている。
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（2）教育と文化

　

地方公共団体は、教育の振興と文化の向上を図るため、学校教育、社会

教育等の教育行政を行っており、これは地方公共団体の基本的な行政分野

の一つとなっている。

　

教育行政を推進するために要する経費である教育費の決算額は17兆

4,861億円で、歳出総額の20.9% (都道府県24.7%、市町村14.7%)を占め

ており、これを前年度（16兆5,987億円）と比べると、8,874億円、5.3%増

加（都道府県4.4%増、市町村7.2%増）している。

　

教育費の目的別内訳は、第31図のとおり、小学校費が５兆911億円で、

教育費総額の29.1%と最も高い割合を占め、以下、中学校費３兆2,216億円

(18.4%)、高等学校費２兆6,473億円(15.1%)等の順となっている。これ

らの費目を前年度と比べると、社会教育費は1,616億円、11.0％増、中学校

費は1,792億円、5.9%増、保健体育費は692億円、4.9%増、高等学校費は

1,177億円、4.7%増、小学校費は2,260億円、4.6%増とそれぞれ増加してい

る。
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教育費の目的別内訳
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教育費を昭和61年度と比べると、総額では1.29倍となっている。これを

目的別にみると、社会教育費(1.79倍）、保健体育費(1.44倍）等は教育費

総額の伸びを上回っているが、教育総務費(1.28倍）、小学校費(1.23倍）、

高等学校費(1.22倍）、中学校費(1.18倍）は下回っている。

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県では小学校費の割合

(31.5%)が最も高く、以下、高等学校費(22.0%)、中学校費(19.4%)

の順となっている。市町村では小学校費の割合(24.5%)が最も高く、以

下、保健体育費(20.8%)、社会教育費（20.6％）、中学校費(16.5%)の

順となっている。

　

教育費の性質別内訳は、第32図のとおり、人件費が11兆519億円で、教

育費総額の63.2%と最も高い割合を占めており、次いで、普通建設事業費

が3兆3,449億円(19.1%)となっている。これらを前年度と比べると、人

件費は4,390億円、4.1%増（前年度6.7％増）、普通建設事業費は3.006億円、

9.9%増（前年度16.6%増）となっている。

　

性質別の構成比を団体種類別にみると、都道府県では都道府県立学校教

職員の人件費のほか市町村立義務教育諸学校教職員の人件費をも負担して

いるため人件費の割合(82.8%)が最も高く、市町村では義務教育施設整
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教育費の性質別内訳
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備等の経費である普通建設事業費の割合(41.5%)が最も高くなってい

る。

（3）産業の振興

　

ア

　

農林水産行政

　

地方公共団体は、農林漁業の振興と食糧の安定的供給を図るため、生産

基盤の整備、構造改善、消費流通対策、農林漁業に係る技術の開発・普及

等の施策を実施している。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である農林水産業費の決算額は５兆

1,360億円で、歳出総額の6.1% (都道府県8.4%、市町村4.8%)を占めてお

り、これを前年度（４兆9,599億円）と比べると、1,761億円、3.5%増加

（都道府県3.1%増、市町村6.1%増）している。

　

農林水産業費の目的別内訳は、第33図のとおり、農業基盤整備等の経費

である農地費が２兆586億円で、農林水産業費総額の40.1%と最も高い割

合を占め、以下、農業改良普及事業、農業構造改善事業等の経費である農

業費１兆2,363億円(24.1%)、林業費9,808億円(19.1%)等の順となって

いる。また、これを昭和61年度と比べると、農業費は0.5%ポイント、林
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農林水産業費の目的別内訳
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業費は0.3％ポイントそれぞれその割合が上昇し、また、農地費は同率と

なっているのに対して、畜産業費は0.6％ポイント、水産業費は0.1%ポイ

ントそれぞれその割合が低下している。なお、これらの費目を前年度と比

べると、農業費は832億円、7.2%増、水産業費は279億円、4.6%増、農地

費は449億円、2.2%増、林業費は198億円、2.1%増、畜産業費は3億円、

0.1%増とそれぞれ増加している。

　

農林水産業費の性質別内訳は、第34図のとおり、普通建設事業費が３兆

4,155億円で、農林水産業費総額の66.5%と最も高い割合を占め、人件費

7,948億円(15.5%)がこれに次いでおり、両者で全体の約８割となってい

る。

　

このうち、普通建設事業費を目的別にその構成比でみると、農地費が

52.7%と全体の２分の１を超え、以下、林業費(21.2%)、水産業費

(13.5%)等の順となってtヽる。
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イ

　

商

　

工

　

行

　

政

　

地方公共団体は、地域における商工業の振興とその経営の近代化、合理

化を図るため、中小企業の指導育成、企業誘致、消費流通対策等各種の施

策を実施している。

　

これらの諸施策に要する経費である商工費の決算額は３兆9,207億円で、

前年度（３兆4,332億円）と比べると4,875億円、14.2%増加（都道府県

13.9%増、市町村14.2%増）している。また、歳出総額に占める割合は、

4.7％（都道府県5.7%、市町村3.2%)となっており、昭和61年度と比べる

と、0.6％ポイント増加（都道府県0.6％ポイント増加、市町村0.5%ポイン

ト増加）している。

　

商工費の性質別内訳は、第35図のとおり、中小企業等に対する貸付金が

２兆5,228億円で商工費総額の64.3%と大きな割合を占め、次いで普通建設

事業費が5,095億円（13.0％）となっている。また、これを団体種類別にそ

の構成比をみると、都道府県では貸付金の割合が73.8%と大部分を占めて

いるのに対して、市町村では貸付金（構成比45.1%)に次いで普通建設事

業費が23.0%と比較的高いウェイトを占めている。
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（4）民生の安定

　

ア

　

社会福祉行政

　

地方公共団体は、社会福祉の充実を図るため、児童、老人、心身障害者

等のための各種福祉施設の整備及び運営、生活保護の実施等の施策を行っ

ている。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である民生費の決算額は９兆315億

円で、歳出総額の10.8％（都道府県6.1%、市町村15.8%)を占めており、

これを前年度（８兆2,281億円）と比べると8,034億円、9.8%増加（都道府

県8.1％増、市町村10.0％増）している。なお、市町村の民生費（６兆

8,672億円）は都道府県（２兆7,604億円）の約2.5倍となっているが、これ

は、保育所等の設置・運営が主として市町村によって行われていること、

都市区域における生活保護事務が市により行われていること等によるもの

である。

　

民生費の目的別内訳は、第36図のとおり、児童福祉費が２兆7,116億円

で、民生費総額の30.0％と最も高ト割合を占め、以下、社会福祉費２兆

4,385億円(27.0%)、老人福祉費２兆3,692億円(26.2%)、生活保護費１兆

4,834億円(16.4%)の順となってトる。これらの費目を前年度と比べる

と、老人福祉費が3,219億円、15.7%増、社会福祉費が2,663億円、12.3%

増、児童福祉費が1,981億円、7.9％増の順で増加しているが、生活保護費

は、前年度に引き続き、被保護人員の減少等により10億円、0.1%減少し

ている。

　

民生費を昭和61年度と比べると、総額では1.38倍となっており、これを

目的別にみると、社会福祉費(1.64倍）及び老人福祉費(1.71倍）が民生

費総額の伸びを大幅に上回っているのに対して、生活保護費（0.91倍）は

逆に減少している。

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県では老人福祉費の割合

(32.9%)が最も高く、以下、社会福祉費(28.9%)、児童福祉費

(27.4%)、生活保護費（10.1％）の順となってtヽる。一方、市町村では児
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童福祉費の割合(31.4%)が最も高く、以下、社会福祉費(26.1%)、老人

福祉費(24.4%)、生活保護費（18.0％）の順となっている。

　

民生費の性質別内訳は、第37図のとおり、生活保護に要する経費、保育

所の入所措置児に対する措置費、児童手当の支給に要する経費等の扶助費

が３兆9,970億円で、民生費総額の44.3%と最も高い割合を占め、以下、人

件費１兆8,107億円（20.0％）、普通建設事業費7,803億円（8.6％）、老人保

健医療事業会計、国民健康保険事業会計（事業勘定）等に対する繰出金

7,727億円(8.6%)等の順となっている。これらの費目を前年度と比べる

と、普通建設事業費1,466億円、23.1%増、人件費1,135億円、6.7%増、扶

助費2,240億円、5.9%増、繰出金356億円、4.8％増となっている。
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地方公共団体は、労働者の福祉向上を図るため、職業能力開発の充実、

労働者金融対策、失業対策等の施策を行っている。

　

これらの諸施策に要する経費である労働費の決算額は4,782億円で、歳

出総額の0.6% (都道府県0.6％、市町村0.5％）となっており、これを前年

度(4,631億円）と比べると151億円、3.3%増加（都道府県3.2%増、市町

村3.5%増）してトる。

　

労働費の目的別内訳をみると、失業対策費が924億円で労働費総額の

19.3%を占めており、労働者金融対策、労働者福祉対策、職業訓練等のた

めの経費であるその他の経費は、3,858億円で労働費総額の80.7%を占めて

tヽる。これらの経費を前年度と比べると、その他の経費は219億円、6.0％

増加しているが、失業対策費は68億円、6.8%減少している。なお、労働

費に占める失業対策費の割合は、事業吸収人員の減少等により年々減少し

ており、昭和61年度(47.3%)と比べると、28.0%ポイント低下している。

　

目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県では労政費及び職業訓

練費がそれぞれ41.9%と高い割合を占め、以下、失業対策費(12.9%)の

順となっている。一方、市町村では、失業対策費の割合が26.8%を占めて

いる。

　

労働費の性質別内訳は、第38図のとおり、貸付金が1,113億円で、労働
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労働費の性質別内訳

費総額の23.3%と最も高い割合を占め、以下、人件費999億円(20.9%)、

失業対策事業費810億円(16.9%)の順となっている。これらの費目を前

年度と比べると、貸付金が114億円、11.5%増、人件費が30億円、3.1%増

とそれぞれ増加しているが、失業対策事業費は76億円、8.6％減少してtヽ

る｡

（5）保健衛生と環境保全
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地方公共団体は、住民の健康を保持増進し生活環境の改善を図るため、

各種医療、公衆衛生、精神衛生等に係る対策を推進するとともに、し尿・

ごみなど一般廃棄物の収集、処理等、住民の日常生活に密着した諸施策を

実施している。

　

これらの諸施策の推進に要する経費である衛生費の決算額は５兆1,111

億円で、歳出総額の6.1％（都道府県3.7%、市町村8.2％）を占めており、

これを前年度（４兆5,995億円）と比べると5,116億円、11.1％（都道府県

5.4%、市町村14.0%)増加している。

　

衛生費の目的別内訳は、第39図のとおり、公衆衛生費が２兆6,777億円

で衛生費総額の52.4%と最も高い割合を占め、清掃費２兆850億円

(40.8%)がこれに次いでおり、両者で全体の９割を超えてtヽる。これら

の費目を前年度と比べると、清掃費が2,701億円、14.9%増、公衆衛生費が

2,185億円、8.9%増、保健所費が236億円、8.9%増とそれぞれ増加してい

るが、結核対策費は6億円、0.9%減少している。

　

衛生費の目的別の構成比を団体種類別にみると、都道府県では公衆衛生
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単独事業費4.6%
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衛生費の目的別内訳
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衛生費の性質別内訳

０

費の割合(72.4%)が最も高く、市町村ではし尿・ごみの収集、処理等に

係る清掃費の割合(51.9%)が最も高くなってしる。

　

次に、衛生費を昭和61年度と比べると、総額では1.46倍となっており、

公衆衛生費(1.48倍）及び清掃費(1.48倍）は衛生費総額の伸びを上回っ

ているが、保健所費(1.30倍）及び結核対策費（0.81倍）は下回ってトる。

　

衛生費の性質別内訳は、第40図のとおり、清掃関係職員、公衆衛生関係

職員等の人件費が１兆3,569億円で、衛生費総額の26.5%と最も高い割合を

占め、以下、物件費１兆216億円（20.0％）、普通建設事業費１兆78億円

(19.7%)等の順となっている。
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地方公共団体は、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、地盤沈下、悪臭等

の公害問題に対処するとともに、下水道の整備・廃棄物処理等により地域

の環境保全のための施策を推進してトる。
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環境保全対策経費の状況

547(g円(1.3%)

公害健康被害補償経費

　

1,056(1円(2.5%】

　

環境保全対策のために支出された経費（公害対策基本法第２条第１項に

規定する公害の防止対策に係る経費で地方公営企業会計に係るものを含

む。）の総額は、４兆1,563億円（都道府県１兆1,194億円、市町村３兆368

億円）となっている。これを前年度の３兆7,218億円（都道府県１兆758億

円、市町村２兆6,460億円）と比べると4,345億円（都道府県437億円増、市

町村3,908億円増）、11.7%増加（都道府県4.1%増、市町村14.8%増）して

おり、そのうち下水道整備事業費は2,663億円、10.0％増加している。

　

環境保全対策のために支出された経費の内容は、第41図のとおり、この

うち公害防止事業費が３兆7,747億円で環境保全対策経費総額の90.8%とそ

の大部分を占めている。さらに、公害防止事業費の内訳をみると、下水道

整備事業費が２兆9,398億円で、環境保全対策経費総額の70.7%を占めてお

り、ついで、廃棄物処理施設整備事業費5,886億円(14.2%)となってい

る。

（6）警察と消防
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犯罪の防止、交通安全の確保その他地域社会の安全と秩序を維持し、国

民の生命、身体及び財産を保護することなどが警察行政の内容である。

　

警察費の決算額は２兆7,794億円で、歳出総額の3.3% (都道府県歳出総

額の6.1％）を占めており、前年度（２兆6,252億円）と比べると1,542億
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警察費の性質別内訳

その他

1｡6％

円、5.9%増加している。

　

警察費の性質別内訳は、第42図のとおり、警察官等の人件費が２兆

2,222億円で、警察費総額の80.0％とその大部分を占めており、以下、警察

施設、交通信号機の設置等の普通建設事業費2,964億円（10.7％）、物件費

2,152億円(7.7%)の順となっている。これらの費目を前年度と比べると、

人件費は1,087億円、5.1%増、普通建設事業費は206億円、7.5％増、物件

費は167億円、8.4%増とそれぞれ増加している。

　

なお、国家公務員である警視正以上の階級にある地方警務官を除く都道

府県警察職員総数は、平成４年４月１日現在、25万2,506人（前年同期25

万2,027人）となっており、その内訳は、警察官は22万2,388人（22万2,047

人）、警察事務職員は３万118人（２万9,980人）となってしヽる。
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火災、風水害、地震等の災害から国民の生命、身体及び財産を保護し、

これらの災害の防除と被害を軽減することなどが消防行政の内容である。

　

消防費の決算額は１兆4,944億円で、歳出総額の1.8％（都道府県0.5％、

市町村3.0％）を占めており、前年度（１兆3,819億円）と比べると1,125億

円、8.1%増加（都道府県10.5%増、市町村7.8%増）している。

　

消防費の性質別内訳は、第43図のとおり、消防関係職員の人件費が１兆

460億円で、消防費総額の70.0％を占めており、以下、消防施設の整備、

消防自動車の購入等の普通建設事業費2,631億円(17.6%)、物件費1,229億

円（8.2％）の順となっている。これらの費目を前年度と比べると、人件

費は677億円、6.9%増、普通建設事業費は317億円、13.7%増、物件費は94
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消防費の性質別内訳

億円、8.3％増とそれぞれ増加してトる。

　

なお、消防関係職員数は、平成４年４月１日現在、13万7,934人（前年

同期13万5,448人）となっている。
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地方経費の構造

　

地方公共団体の経費を性質別に分類すると、義務的経費、投資的経費及

びその他の経費に大別されるが、これらの状況をみると、次沁とおりであ

る。

（1）義務的経費

　

義務的経費は、人件費、扶助費及び公債費からなっている。

　

義務的経費の決算額は34兆5,557億円で、前年度（32兆9,425億円）と比

べると１兆6.132億円、4.9%増加しており、前年度の伸び率(5.6%増）を

0.7%ポイント下回ってトる。また、義務的経費の伸び率は、歳出総額の

伸び率(6.8%増）を下回ってtヽることから、歳出総額に占める義務的経

費の割合は、41.2%と前年度(42.0%)より0.8%ポイｙト低下している。

なお、この義務的経費の割合は、近年におトては昭和60年度(48.8%)を

ピークに以後年々低下してきている。

　

義務的経費の内訳をみると、人件費は23兆3,436億円で義務的経費に占

める割合は67.6% (前年度67.6%)、公債費は６兆8,198億円で19.7%

(19.8%)、扶助費は４兆3,924億円で12.7% (12.6%)となっている。
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人件費は、職員給、地方公務員共済組合等負担金、退職金、委員等報

酬、議員報酬手当等からなっている。

　

人件費の決算額は23兆3,436億円で、前年度（22兆2,679億円）と比べる

と１兆757億円、4.8%増加しており、前年度の伸び率（7.0％増）を2.2％

ポイント下回っている。

　

また、人件費の歳出総額に占める割合は27.9%と過去最も低かった前年

度(28.4%)より更に0.5%ポイント低下しており、昭和40年度以降におい
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て最も高かった昭和50年度と比べると、9.0％ポイント下回っている。こ

れを団体種類別にみると、都道府県は、市町村立義務教育諸学校教職員の

給与を負担していること等のため、31.3% (前年度31.7%)と市町村の

21.2% (21.6%)に比べてかなり高くなっている。なお、人件費の歳出総

額に占める割合及び人件費に充当された一般財源の一般財源総額に占める

割合の推移は、第44図のとおりである。

　

さらに、人件費に充当された財源の内訳をみると、一般財源等が82.2%

（前年度81.9%)とその大部分を占めており、国庫支出金が14.0%

(14.2%)となっている。これを団体種類別にみると、一般財源等の割合

は、都道府県75.0% (前年度74.9%)、市町村90.3％（90.0％）と市町村が
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都道府県より高いのに対し、国庫支出金の割合は、都道府県21.6%

(21.6%)、市町村2.0% (1.9%)と都道府県が市町村よりかなり高くなっ

ている。これは都道府県が負担している市町村立義務教育諸学校教職員の

人件費について、国庫負担制度が設けられてtヽることによるものである。

　

次に、人件費の内訳別にその構成比をみると、職員給が75.3% (前年度

74.9%)と最も高い割合を占めており、以下、地方公務員共済組合等負担

金12.3% (12.4%)、退職金7.4% (7.6%)の順となっている。なお、これ

らの経費を昭和61年度と比べてみると、平成３年度の職員給は1.25倍と人

件費総額の1.25倍と同程度となっている。また、地方公務員共済組合等負

担金は負担金の料率改定等により1.27倍、退職金は退職手当の支給率の引

下げ等もあって1.23倍となっている。

　　

剛

　

職

　　

員

　　

給

　

職員給総額は17兆5,755億円で、前年度（16兆6,803億円）と比べると

8,952億円、5.4%増加している。職員給の内訳をみると、基本給が10兆

7,948億円（職員給総額の61.4%)で4.9%の増加（前年度4.7%増）、その他

の手当が６兆7,548億円(38.4%)で6.1%の増加(12.7%増）となってい

る。

　

職員給の部門別構成比をみると、教育関係が47.7% (前年度47.9%)と

最も高い割合を占めており、以下、議会・総務関係11.7％（11.6％）、警察

関係10.2% (10.2%)、民生関係8.8% (8.6%)、衛生関係6.6% (6.6%)の

順となっている。また、これを団体種類別にみると、都道府県では、職員

給総額（10兆7,013億円）のうち、教育関係が65.0% (前年度65.1%)、警

察関係が16.8% (16.7%)となっており、この両者で全体の８割強を占め

ている。市町村では、職員給総額（６兆8,742億円）のうち、議会・総務

関係が23.4% (前年度23.4%)、教育関係が20.7% (20.8%)、民生関係が

19.1% (19.0%)、衛生関係が11.9% (11.9%)となっている。

　

次に、平成４年４月１日現在における地方公務員（普通会計分）１人当

たりの平均給料月額を主な職種別にみると、全地方公共団体平均では、高

等学校教育職33万4,584円（対前年度伸び率4.5%増）、小・中学校教育職31
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万9,030円(4.3%増）、警察職31万4,508円(5.6%増）、一般行政職29万

4,215円(4.6%増）、消防職28万7,585円(5.1%増）の順となっている。こ

のように職種により平均給料月額に差があるのは、職種別の年齢構成、給

料表の構造等の違いによるものである。

　　

（イ）地方公務員の数

　

地方公共団体の職員数（普通会計分）は、昭和58年をピークに以後減少

してきたが、平成元年以降増加しており、平成４年４月１日現在の職員数

は284万140人で、前年同期(283万2,426人）に比べると、7,714人、0.3％

の増加となっている。

　

職員の部門別構成は、第45図のとおり、教育関係職員が129万6,942人

で、全体の45.7%と最も高い割合を占めており、以下、一般行政関係職員

115万2,758人(40.6%)、警察関係職員25万2,506人（8.9％）、消防関係職員

13万7,934人(4.9%)の順となっている。なお、団体種類別の職員構成比

をみると、都道府県では、教育関係職員が63.9%、一般行政関係職員が

19.5%を占め、市町村では、一般行政関係職員が69.3%、教育関係職員が

20.7%を占めている。

第45図

　

地方公務員数の状況

　　　　　

「･ｕｕい別か

（注）平成４年４月１日現在の人数である
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職員数を前年同期と比べる

と、一般行政関係職員が１万２

人、消防関係職員が2,486人、

警察関係職員が479人、それぞ

れ増加している一方、教育関係

職員が5,253人減少している。

一般行政関係職員の増減の内訳

をみると、民生関係職員が

3,502人、議会・総務関係職員

が2,467人、土木関係職員が

2,446人、衛生関係職員が1,967

人、商工関係職員が721人増加

している一方、農林水産関係職
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地方公務員数の推移
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員が595人、労働関係職員が364人、税務関係職員が142人、それぞれ減少

している。

　

また、部門別職員数の推移を昭和56年を100とした指数でみると、

第46図のとおりであり、消防関係職員、警察官の指数が高くなっている。

一方、行政改革が積極的に推進され、事務事業の見直し、定員管理の適正

化等が行われたこと等により、消防関係職員及び警察官以外の部門におト

ては、減少ないし横ばいで推移してきた。しかしながら、最近では、住民

－－ズの多様化、高度化等に伴う行政需要の増大により、これらの部門に

おしヽても増加の傾向が見られる。

　

イ

　

扶

　　

助

　　

費

　

扶助費は、社会保障制度の一環として、生活困窮者、児童、老人、心身

障害者等を援助するための経費である。
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扶助費の決算額は４兆3,924億円であり、前年度（４兆1,665億円）と比

べると2,259億円、5.4%増加している。

　

扶助費の目的別内訳をみると、生活保護費が１兆3,223億円と扶助費総

額の30.1%と最も高い割合を占めており、以下、児童福祉費１兆1,949億円

(27.2%)、老人福祉費8,293億円(18.9%)の順となっている。また、扶助

費の目的別内訳の構成比の推移は、第47図のとおりであり、生活保護費の

割合は、被生活保護者数の減少等により昭和60年度以降急速に減少してい

る。老人福祉費の割合は、老人保健制度の改革に伴い関係経費が昭和58年

第47･図

　

扶助費（目的別）の歳出総額に占める割合の推移
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２月から公営事業会計に移行したことにより昭和58年度に急減したが、そ

の後は高齢化の進展等に伴い、一貫して増加しつつある。社会福祉費の割

合は、心身障害者等に対する福祉施策の充実に伴って引き続き上昇傾向を

示しており、また、児童福祉費の割合も増加傾向にある。

　

次に、扶助費のうち地方公共団体の単独施策分をみると、その額は

6,763億円で、前年度(6,202億円）と比べると561億円、9.1%増加してお

り、その扶助費総額に占める割合も15.4%と前年度(14.9%)より0.5%ポ

イント上昇している。これを団体種類別にみると、都道府県は1,335億円

（都道府県の扶助費総額の10.9％）、市町村は5,428億円（市町村の扶助費総

額の17.2%)となっている。また、これを目的別にみると、老人福祉費の

2,334億円（単独施策分総額の34.5%)が最も多く、以下、社会福祉費

2,151億円(31.8%)、児童福祉費1,620億円(24.0%)の順となっている。

　

なお、扶助費の財源内訳をみると、国庫支出金が２兆1,493億円で全体

の48.9% (前年度50.1％）と最も高い割合を占めており、次いで一般財源

等が１兆8,959億円で43.2% (前年度42.1%)となってトる。

　

ウ

　

公

　　

債

　　

費

　

公債費は、地方債元利償還金及び一時借入金利子の支払いに要する経費

である。公債費の決算額は６兆8,198億円で、前年度（６兆5,081億円）と

比べると3,117億円、4.8%増加しており、前年度の伸び率(2.7%増）を

2.1%ポイント上回っている。その内訳をみると、地方債元利償還金が

4.7%の増加、一時借入金利子が13.5%の増加となっている。また、公債費

の歳出総額に占める割合は、8.1％（前年度8.3％）となっており、昭和60

年度の10.2%をピークとして次第に低下しつつあるが、昭和40年代後半の

水準（平均3.7%)と比較するとなお高いものとなっている。これは、昭

和50年度以降の巨額の地方財源不足を補てんするため大量に発行された財

源対策債等の元利償還に伴う影響等によるものである。なお、これらの財

源刈策侑笠に係る平戌ふ剔斟）一元利償還金昧Ｌ兆鎚卵億円で、地方債の

元利償還金の19.7%を占めている。

　

公債費の内訳は、地方債元金償還金が３兆7,333億円（公債費の54.7%)。
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地方債利子が３兆462億円(44.7%)、一時借入金利子が403億円（0.6％）

となっている。また、地方債元金償還金の目的別内訳をみると、一般単独

事業債に係るものが１兆397億円で、全体の27.8%と最も高い割合を占め

ており、以下、財源対策債4,562億円(12.2%)、公共用地先行取得等事業

債2,951億円(7.9%)、一般公共事業債2,477億円（6.6％）、義務教育施設整

備事業債2,298億円(6.2%)の順となっている。

　

次に、公債費に充当された財源の内訳をみると、一般財源等が６兆

2,249億円で、全体の91.3% (前年度90.9%)とその大部分を占めており、

使用料、手数料等の特定財源は5,948億円で全体の8.7% (9.1%)に過ぎな

tヽ。

（2）投資的経費

　

投資的経費は、道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資

本の整備に要する経費であり、普通建設事業費、災害復旧事業費及び失業

対策事業費からなっている。

　

近年、社会資本の整備水準は着実に向上しつつあるが、住民生活の質の

向上を図るとともに地域経済の維持拡大に資するため、また公共投資の充

実による内需の拡大を図る観点からも、地方公共団体は、総合的、計画的

に公共投資を行うことがより一層要請されている。

　

投資的経費の決算額は25兆4,218億円で、前年度（23兆3,869億円）と比

べると２兆348億円、8.7％の増加となっており、前年度の伸び率（10.6％

増）を1.9%ポイント下回っている。これは、投資的経費の大部分を占め

る普通建設事業費の伸び率(8.5%増）が前年度（10.6％増）を下回ったこ

とによるものである。

　

歳出総額に占める投資的経費の割合は、30.3% (都道府県28.8%、市町

村31.6%)で、前年度(29.8%)と比べると0.5％ポイント増加（都道府県

0.1%ポイント増、市町村Ｕ％ポイント増）している。

　

投資的経費の内訳別にその構成比をみると、普通建設事業費が96.4%

（前年度96.6%)を占めており、災害復旧事業費が3.2% (3.1%)、失業対
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策事業費が0.3% (0.4%)となっている。

　

ア

　

普通建設事業費

　

普通建設事業費の決算額は24兆5,145億円で、前年度（22兆5,845億円）

と比べると１兆9,300億円、8.5%増加している。その内訳をみると、補助

事業費は８兆8,020億円で、前年度（８兆5,021億円）に比べて2,999億円、

3.5%の増加、単独事業費は14兆6,735億円で、前年度（12兆9,917億円）に

比べて１兆6,818億円、12.9%の増加、国直轄事業負担金は１兆390億円で、

前年度（１兆908億円）に比べて517億円、4.7%の減少となっている。
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普通建設事業費の内訳の推移
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また、普通建設事業費の内訳の推移をみると、第48図のとおりである。

近年、補助事業費は、緊急経済対策による公共事業費の追加が行われた昭

和62年度を除いて、前年度より減少あるいは低い伸びで推移してきたが、

平成３年度においては、生活関連重点化枠の新設等により比較的高い伸び

率（3.5％増）となっている。一方、単独事業費は、５年連続して２桁の

高い伸び率（62年度16.8%増、63年度20.9%増、元年度14.1%増、２年度

19.1%増、３年度12.9%増）で推移してきている。単独事業費の伸び率が

近年このように高い水準で推移してきたのは、内需拡大の要請に応えつ

つ、住民生活に身近な生活関連施設等の計画的な整備や地域の特性を活か

した個性豊かで魅力ある地域づくりが積極的に進められてきたこと等によ

るものである。この結果、単独事業費の決算額は、補助事業費の約1.7倍

の規模となっており、昭和50年度におtヽては補助事業費が単独事業費の約

1.5倍の規模であったことと比べると、単独事業費の比重が飛躍的に高

まってきている。

　

普通建設事業費を団体種類別にみると、都道府県は12兆4,199億円（対

前年度伸び率5.6%増）、市町村は13兆2,940億円(11.6%増）となってい

る。このうち補助事業費と単独事業費についてみると、都道府県では、補

助事業費５兆7,810億円、単独事業費５兆6,936億円と、補助事業費と単独

事業費の比率はほぼ１：１となっており、市町村では、補助事業費３兆

4,855億円、単独事業費９兆4,386億円で、単独事業費が補助事業費の2.7倍

に達している。

　　

（ﾌり

　

普通建設事業費の目的別内訳

　

普通建設事業費の目的別内訳をみると、第49図のとおりであり、土木費

が13兆5,518億円（普通建設事業費に占める割合55.3%)で最も大きく、以

下、農林水産業費３兆4,155億円(13.9%)、教育費３兆3,449億円(13.6%)

の順となっている。また、これらの費目の内訳をみると、土木費のうちの

道路橋りょう費が５兆1,378億円（普通建設事業費に占める割合21.0％）で

最も大きく、以下、都市計画費４兆2,824億円(17.5%)、河川海岸費２兆

2,913億円（9.3％）、農林水産業費のうちの農地費１兆7,984億円(7.3%)
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第49図

　

普通建設事業費の目的別（補助・単独）の状況

〔主要費目〕嗇補助事業費[:]W直箆事曇E蕊ﾖ単独事業費
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計
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の順となっている。

　

さらに、これを団体種類別にみると、都道府県では道路橋りょう費（構

成比24.3%)、河川海岸費(15.9%)、都市計画費(12.6%)、農地費

(12.1%)、林業費（4.9％）の順となっており、また、市町村では都市計画

費(21.2%)、道路橋りょう費（16.6％）、小学校費(6.5%)、住宅費

(4.7%)、農地費(4.7%)、清掃費(4.7%)の順となってトる。

　

次に、これを補助事業費と単独事業費の構成比でみると、第49図のとお

り、農地費、河川海岸費等は補助事業費の占める割合が高トのに対し、道

路橋りょう費、小学校費、中学校費は６割、都市計画費は７割、社会教育

費は９割以上を単独事業費が占めてトる。

　

なお、普通建設事業費の主な目的別内訳を昭和61年度と比べると、

第50図のとおり、総額では1.57倍となっているが、その内訳をみると、社

会教育費が2.17倍と最も高い伸びを示し、以下、清掃費(1.95倍）、都市計
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第50図

　

普通建設事業費の目的別内訳の状況
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（注）Ｏ　内の数値は、各費目の昭和61年度の数値を100とした指数である。

画費(1.95倍）、港湾費(1.55倍）、道路橋りょう費(1.48倍）の順となっ

ている。

　　

（イ）補助事業費

　

国からの負担金又は補助金を受けて実施する補助事業費の決算額は８兆

8,020億円で、前年度（８兆5,021億円）と比べると2,999億円、3.5%増加し

ている。これを団体種類別にみると、都道府県では1,692億円、3.0％、市

町村では1,735億円、5.2%、それぞれ増加している。

　

補助事業費を費目の内訳別に前年度と比べると、老人福祉費（対前年度

伸び率28.7%増）、児童福祉費(16.5%増）、清掃費(15.1%増）等は比較
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的高い伸び率となっているのに対して、社会福祉費(5.9%減）、小学校費

(2.5%減）、社会教育費(1.9%減）等は減少している。

　

また、費目の内訳別にその構成比をみると、道路橋りょう費の割合

(16.4%)が最も高く、以下、河川海岸費（15.6％）、農地費(14.6%)、都

市計画費(12.9%)の順となっている。

　　

（ウ）単独事業費

　

地方公共団体が、国の補助等を受けずに自主的・主体的に地域の実情に

応じて実施する単独事業は、住民生活に身近な生活関連施設等の計画的な

整備や地域の特性を活かした個性豊かで魅力ある地域づくりに大きな役割

を担っており、地域経済の維持拡大等を図る上でも重要な機能を果たして

いる。

　

単独事業費の決算額は14兆6.735億円で、前年度（12兆9,917億円）と比

べると１兆6,818億円、12.9%増加しており、５年連続して２桁の高い伸び

率となっている。また、団体種類別にみると、都道府県は5,330億円、

10.3%、市町村は１兆1,963億円、14.5%それぞれ増加している。なお、平

成３年度の地方財政計画の単独事業費の伸び率（10.0％増）を上回ってい

る団体は、1,917団体（都道府県33団体、市町村（一部事務組合を除く。）

1,884団体）で、全団体の58.0% (都道府県70.2%、市町村57.8%)となっ

ている。

　

単独事業費を費目の内訳別にその伸び率をみると、清掃費(44.2%増）

が最も高く、以下、社会福祉費(30.4%増）、児童福祉費(25.9%増）、中

学校費(21.8%増）、老人福祉費（21.0％増）の順となっている。

　

また、費目の内訳別にその構成比をみると、道路橋りょう費の割合

(21.8%)が最も高く、以下、都市計画費(21.4%)、社会教育費(4.5%)、

河川海岸費（4.4％）、小学校費（3.6％）の順となっている。

　　

（エ）国直轄事業負担金

　

国が道路、河川、砂防、港湾等の土木事業等を直轄で実施する場合にお

いて、法令の規定により地方公共団体がその経費の一部を負担する国直轄

事業負担金の決算額は１兆390億円で、前年度（１兆908億円）と比べると
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517億円、4.7%減少している。国直轄事業負担金を費目の内訳別にその構

成比をみると、道路橋りょう費の割合(48.1%)が最も高く、以下、河川

海岸費(26.3%)、農地費(15.3%)の順となっている。

　

なお、国直轄事業負担金を団体種類別にみると、都道府県が9,453億円、

91.0%とその大部分を占め、市町村は937億円、9.0%となっている。

　　

（オ）普通建設事業費の充当財源

　

普通建設事業費に充当された財源の構成比の推移をみると、第51図のと

おりである。近年、一般財源等の割合が高まり、平成２年度には50.7%に

達したが、平成３年度においてはそれを1.1%ポイント下回る49.6%とな

り、一方、地方債の割合は低下してきたが、平成３年度は25.6%と前年度

(24.4%)を1.2%ポイｙト上回り、４年ぶりに上昇している。また、国庫

支出金は14.9%と前年度(15.3%)を0.4%ポイント下回り、昭和56年度以

降11年連続して低下してきている。

　　　　　　

第51図

　

普通建設事業費の財源構成比の推移

45

ミ ミ ミ

50 55 60

ミ ー ４

61

-

62

88

63
一
几

２

一般財源等

その他

地方債

国庫支出金

３（年度）

-

圖

47.1

10.7 /

●●･●●
難ﾐ

:治￥:

割

注聡.

2G.

・

　　

㎜--皿

　　　

㎜㎜-㎜

　　

●

28.4

　　

30'.5　　37 9

j

　　　

・

　　　

・
j

゛

j:

j

、

1

､､

j

蜃

　

皆

　

詣

…………

宍

291.8

　　

32.1

　　

27，

－

　　　

㎜㎜㎜㎜

珠7

”

　　

・

7.8

|｜

26i･

-㎜皿

　　　

----

　　

----

　　

---

　

37l9

　　

47.3

　　

49.6

--､、

7‘3≒

｀、

　

脆恥／

　　

-､､、

　　　

≒

､713

　　

8.8

゛｀

　

回……

゛｀

※EE

‥‥

‥‥

　

24j

　　

l8･.

　　

16.

■一皿

　　　

-響岬-

　　　

■■■■

　　　

--㎡

ﾐ

　　

ﾐﾐ

　

5017

≒

　　

ﾐ･

　

ﾐ|

　

●●●丿●●
●

　　

-㎜㎜

皿

　　

個儡

1％6

万

万U

回

％’



　　

（ヵ）用地取得費

　

地方公共団体が道路、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備を

推進する上で、用地取得費は大きな財政負担となっている。用地取得費の

決算額は５兆1,405億円で、前年度（４兆7,159億円）と比べると4,246億

　　　　　　　

第52図

　

用地取得費及び取得用地面積の推移
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グラフの数値は、昭和61年度の数値を100として算出した指数である。

　　　

２

　

取得用地面積には、債務負担行為に係るものを含む。
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第53図

　

用地取得費の目的別（補助・単独）の状況

(主要項目)
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円、9.0%増加しており、前年度の伸び率(16.9%増）と比べると7.9%ポ

イント下回っている。これを団体種類別にみると、都道府県は２兆231億

円で、前年度（１兆8,763億円）に比べ1,467億円、7.8%増加しているが、

このうち東京都の増加分（増加額696億円、伸び率10.9%増）が47.5%と大

きな割合を占めている。市町村は３兆1,174億円で、前年度（２兆8,395億

円）と比べると2,779億円、9.8％の増加となっている。

　

なお、用地取得費のうち用地を取得するために要した移転等の補償費、

賠償費は7,356億円で、用地取得費に占める割合は14.3% (都道府県

21.2%、市町村9.8％）となり、前年度(14.2%)より0.1%ポイント上昇し

ている。また、平成３年度の取得用地面積（債務負担行為等に係るものを

含む。）は３万1,588 ha （都道府県１万458 ha、市町村２万1,129 ha）で、

前年度（３万669 ha）と比べると919 ha、3.0%増加している。

　

用地取得費及び取得用地面積の推移を昭和61年度を100とした指数でみ
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ると、第52図のとおり、用地取得費については、総額では1.85倍、都道府

県は1.92倍、市町村は1.80倍となっており、取得用地面積につしては、全

体では1.40倍、都道府県は0.99倍、市町村は1.77倍となっている。

　

次に、用地取得費の目的別内訳をみると、第53図のとおり、土木関係が

３兆7,177億円で、用地取得費総額の72.3%と最も高い割合を占めており、

次トで教育関係4,892億円(9.5%)となってトる。さらに、これらの内訳

をみると、土木関係のうちの都市計画が２兆1,331億円（用地取得費総額

に占める割合41.5%)で最も大きく、以下、道路橋りょう9,919億円

(千億円)

10

第54図

　

用地取得費の目的別内訳の状況
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(19.3%)、河川2,773億円(5.4%)、公営住宅2,212億円(4.3%)の順と

なっている。

　

また、平成３年度の用地取得費の主な目的別内訳を昭和61年度と比べて

みると、第54図のとおり、総額では1.85倍となっているが、その内訳をみ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ると、民生関係が2.77倍と
第55図

　

普通建設事業費に占める

　　　　

用地取得費の割合の推移
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(1.77倍)、港湾(1.75倍)

の順となっている。一方、

教育関係のうち高等学校

(0.60倍)は減少している。

　

普通建設事業費に占める

用地取得費の割合は、

21.0%となっており、この

うち、都道府県は16.3%、

市町村は23.4%となってい

る。また、市町村を団体区
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いる。なお、普通建設事業

費に占める用地取得費の割

合の推移は、第55図のとお

りであり、近年、その割合

が高まる傾向にある。
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を目的別にみると、土木関係27.4%、民生関係20.9%、総務関係18.1％、

教育関係14.6%、衛生関係10.4%、農林水産業関係3.2%となっており、土

木関係のうちでは都市計画が49.8%と極めて高くなっている。

　

イ

　

災害復旧事業費

　

災害復旧事業費の決算額は8,262億円で、前年度(7,138億円）と比べる

と1,124億円、15.7%増加しており、前年度(16.6%増）に引き続き高い伸

び率となっている。これは、前年度に引き続き、台風等の現年発生災害が

多かったこと等によるものである。

　

災害復旧事業費の内訳をみると、補助事業費は7,177億円で、前年度

(6,256億円）と比べると921億円、14.7%増加している。また、単独事業費

は746億円で、前年度(470億円）と比べると276億円、58.7%の増加、国

直轄事業負担金は339億円で、前年度(412億円）と比べると73億円、

17.7%の減少となっている。

　

さらに、目的別内訳をみると、道路、河川、海岸、港湾、漁港等の公共

土木施設関係が6,020億円、農地、農業用施設等の農林水産業施設関係が

1,710億円となっており、両者で全体の93.6%を占めている。

　

また、災害復旧事業費に充当された財源につトてみると、国庫支出金

（構成比63.5%)と地方債(26.0%)の両者で約９割を占めており、一般財

源等の構成比は7.9%となっている。

　

ウ

　

失業対策事業費

　

失業者に就業の機会を与えることを主たる目的として、道路、河川、公

園の整備等を行う失業対策事業費の決算額は810億円で、事業吸収人員の

減少等により、前年度(886億円）と比べると76億円、8.6％減少した。そ

の内訳をみると、補助事業費が593億円（構成比73.1%)、単独事業費が

218億円(26.9%)となっている。また、失業対策事業費に充当された財

源についてみると、一般財源等が433億円（構成比53.5%)、国庫支出金が

312億円(38.4%)等となっている。
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（3）その他の経費

　

その他の経費は、物件費、維持補修費、補助費等、積立金、投資及び出

資金、貸付金、繰出金及び前年度繰上充用金からなっている。

　

その他の経費の決算額は23兆8,290億円で、前年度（22兆1,438億円）と

比べると１兆6,852億円、7.6%増加しているが、前年度の伸び率（8.6％

増）を1.0%ポイｙト下回っている。これは、貸付金、繰出金の伸び率が

前年度を上回ったものの、積立金の伸び率が前年度を大きく下回ったこと

等によるものである。

　

その他の経費の内訳をみると、物件費は５兆6,173億円で、歳出総額の

6.7%、補助費等は４兆9,125億円で5.9%、積立金は４兆6,769億円で5.6%、

貸付金は４兆5,578億円で5.4%等お心こってぃ゛・ﾉﾔい小ニにべ]叫沁

　

なお、その他の経費のうち地方公営企業会計に対する繰出しの状況につ

いてみると、法適用のものに対する繰出しは１兆8,346億円（補助費等１

兆3,585億円、投資及び出資金2,725億円、貸付金2,036億円）、法非適用り

ものに対する繰出し（繰出金）は１兆356億円、合計２兆8,702億円となっ

ており、これを前年度（２兆6,265億円）と比べると9.3%増加している。

　

ア

　

物

　　

件

　　

費

　

物件費の決算額は５兆6,173億円で、前年度（５兆1,681億円）と比べる

と4,493億円、8 70/増加している。その内訳をみると、委託料が２兆1,537

億円で物件費総額の38.3%と最も高い割合を占め、次いで、需用費が１兆

1115億円(30.8%)となっており、この両者で全体の約７割を占めてい

る。委託料の物件費総額に占める割合は、近年、事務事業の民間委託等の

推進により上昇してきている。

　

イ

　

維持補修費

　

維持補修費の決算額は１兆203億円で、前年度(9,484億円）と比べると

719億円、7.6%増加している。目的別にみると、道路橋りょう費が3,859億

円で維持補修費総額の37.8%と最も高い割合を占めており、以下、住宅費

1,254億円(12.3%)、清掃費818億円（8.0％）の順となっている。道路橋
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りょう、公営住宅等の土木関係施設と小・中学校等の教育関係施設に係る

ものの合計で維持補修費総額の78.1%を占めている。

　

ウ

　

補

　

助

　

費

　

等

　

補助費等の決算額は４兆9,125億円で、前年度（４兆4,303億円）と比べ

ると4,822億円、10.9％増加している。目的別にみると、総務費が8,611億

円で補助費等総額の17.5%と最も高い割合を占めており、以下、教育費

8,545億円(17.4%)、民生費7,383億円（15.0％）、衛生費7,372億円

（15.0％）、土木費7,215億円(14.7%)、農林水産業費3,716億円（7.6％）の

順となっている。

　

補助費等のうち地方公営企業会計（法適用）に対する負担金及び補助金

は１兆3,585億円で、前年度（１兆2,624億円）と比べると962億円増加して

いる。事業別にみると、下水道事業に対するものが6,014億円で地方公営

企業会計（法適用）に対する負担金及び補助金総額に占める割合は44.3%

と最も高く、次いで、病院事業4,560億円(33.6%)となっており、この両

者で総額の77.8%を占めるものとなっている。以下、交通事業1,614億円

(11.9%)、上水道事業1,084億円（8.0％）の順となっている。

　

エ

　

繰

　　

出

　　

金

　

繰出金の決算額は２兆4,807億円で、前年度（２兆1,324億円）と比べる

と3,484億円、16.3%増加している。繰出先別にその内訳をみると、地方公

営企業会計（法非適用）に対するものが１兆356億円で、繰出金総額の

41.7%と最も高い割合を占めており、以下、基金（定額の資金の運用を目

的とする基金）に対するもの6,126億円(24.7%)、国民健康保険事業会計

に対するもの4,248億円（17.1％）の順となっている。

　

地方公営企業会計（法非適用）に対する繰出金の内訳を事業別にみる

と、下水道事業に対するものが8,368億円で、地方公営企業会計（法非適

用）に対する繰出金総額の80.8%とその大部分を占めている。

　

オ

　

積

　　

立

　　

金

　

積立金の決算額は４兆6,769億円で、前年度（５兆821億円）と比べると

4,052億円、8.0％減少している。これに歳計剰余金処分による積立金
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(1,162億円）を加え、積立金取崩し額（２兆1,875億円）を控除した平成３

年度の純積立額は２兆6,056億円となっており、前年度（３兆6,446億円）

と比べると１兆390億円、28.5%減少している。

　

積立金（歳計剰余金処分による積立金を含む。）の内訳を基金の種類別

にみると、財政調整基金の積立額は6,940億円で、前年度(7,465億円）と

比べると526億円、7.0％減少している。また、その取崩し額は6,356億円

で、前年度(4,762億円）と比べると1,594億円、33.5%増加している。こ

れらの結果、財政調整基金の純積立額は584億円で、前年度(2,704億円）

と比べると2,120億円、78.4%減少している。

　

減債基金の積立額は２兆147億円で、前年度（２兆413億円）と比べると

266億円、1.3%減少している。取崩し額は5,083億円で、前年度(2,508億

円）と比べると2,575億円、102.6%増加している。これらの結果、減債基

金の純積立額は１兆5,064億円で、前年度（１兆7,905億円）と比べると

2,841億円、15.9%減少している。

　

その他特定目的基金の積立額は２兆844億円で、前年度（２兆4,105億

円）と比べると3,261億円、13.5%減少している。取崩し額は１兆436億円

で、前年度(8,267億円）と比べると2,169億円、26.2%増加している。こ

れらの結果、その他特定目的基金の純積立額は１兆408億円で、前年度

（１兆5,838億円）と比べると5,430億円、34.3%減少している。

　

ヵ

　

投資及び出資金

　

投資及び出資金の決算額は5,591億円で、前年度(4,918億円）と比べる

と673億円、13.7%増加している。目的別にみると、病院事業、上水道事

業等の衛生費に係るものが1,845億円で、投資及び出資金総額の33.2%と最

も高い割合を占めており、下水道事業、道路公社等の土木費1,348億円

(24.1%)がこれに次いでいる。

　

投資及び出資金のうち、地方公営企業会計（法適用）に対するものは

2,725億円で、前年度(2,462億円）と比べると263億円、10.7%増加してい

る。事業別にみると、上水道事業に対するものが1,085億円で、地方公営

企業会計（法適用）に対する投資及び出資金総額の39.8%と最も高い割合
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を占めており、以下、病院事業661億円(24.3%)、交通事業554億円

(20.3%)、下水道事業238億円（8.7％）の順となっている。

　

平成３年度末における投資及び出資金の現在高は４兆8,591億円で、前

年度末（４兆3,032億円）と比べると5,559億円、12.9%増加している。そ

の内訳をみると、観光・交通関係に係るもの１兆577億円（現在高総額に

占める割合21.8%)、商工関係4,244億円（8.7％）、開発関係3,282億円

（6.8％）等となっている。これに、基金の運用による投資及び出資金現在

高43億円を加えると、現在高の総計は４兆8,634億円となり、前年度末

（４兆3,183億円）と比べると5,451億円、12.6%増加している。

　

キ

　

貸

　　

付

　　

金

　

貸付金の決算額は４兆5,578億円で、前年度（３兆8,819億円）と比べる

と6,758億円、17.4%増加している。主な目的別内訳をみると、商工費に係

るものは２兆5,228億円で、前年度（２兆2,370億円）と比べると2,859億

円、12.8%増加しており、土木費に係るものは１兆1,361億円で、前年度

(8,908億円）と比べると2,452億円、27.5%増加している。これらの結果、

貸付金総額に占める割合は、商工費に係るものが55.4%、土木費に係るも

のが24.9%となり、この両者で貸付金総額の80.3%を占めている。

　

このうち地方公営企業会計（法適用）に対する貸付金は2,036億円で、

前年度(1,918億円）と比べると117億円、6.1%増加しており、貸付金総額

に占める割合は4.5%となっている。

　

平成３年度末の貸付金の現在高は６兆5,781億円で、前年度末（５兆

8,112億円）と比べると7,669億円、13.2%増加している。その内訳をみる

と、商工関係に係るものが２兆1,382億円（現在高総額の32.5%)、住宅関

係8,669億円(13.2%)、観光・交通関係6,082億円（9.2％）等となってい

る。これに定額の資金を運用するための基金による貸付金現在高6,136億

円を加えると、現在高の総計は７兆1,918億円となり、前年度末（６兆

3,556億円）と比べると8,362億円、13.2%増加している。
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丿

・ 一部事務組合による事務の広域的処理の状況

　

一部事務組合による市町村事務等の広域的処理の状況を、組合数、市町

村の加入状況及び組合の歳入歳出決算状況についてみると、次のとおりで

ある。

（1）一部事務組合数

　

平成３年度末における総組合数（道県と市町村とで組織されているもの

を含む。）は、2,303団体で、前年度末(2,314団体）と比べると11団体減少

している。

　

一部事務組合の設置目的別団体数の状況は、第17表のとおり、し尿・ご

み処理組合等衛生関係組合が1,045団体（総組合数の45.4%)で最も多く、

以下、広域消防等消防関係組合476団体(20.7%)、退職手当組合等総務関

係組合259団体(11.2%)の順となっている。
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一部事務組合の設置目的別団体数の状況

（注）設置目的は、組合の取り扱う主たる事務によって区分したものである。
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（2）市町村の一部事務組合への加入状況

　

一部事務組合に加入して事務を共同処理している市町村（一部事務組合

を含む。）の数は、平成３年度末において延べ３万202団体（市町村２万

7,340団体、一部事務組合2,862団体）となっており、１市町村（一部事務

組合を除く。）当たり平均8.4の一部事務組合に加入している。

　

一部事務組合の加入市町村数（市町村２万7,340団体）を設置目的別に

みると、衛生関係組合への加入市町村は8,801団体で全体の32.2%と最も高

い割合を占めており、以下、総務関係組合への加入市町村8,259団体

(30.2%)、消防関係組合への加入市町村4,636団体(17.0%)の順となって

いる。

（3）一部事務組合の歳入歳出決算

　

一部事務組合の歳入歳出決算の状況は、第56図のとおりである。歳入決

算額は１兆6,910億円で、前年度（１兆5,116億円）と比べると1,794億円、

第56図

　

一部事務組合の歳入歳出決算額の状況

　

歳入決算額

１兆6,910億円

　

(100.0％)

目的別歳出決算額

　

１兆6,097(≪円

　　

(100.0％)

性質別歳出決算額

　

１兆6,097(f円

　　

(100.0％)
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11.9%増加している。

　

歳入決算額の内訳をみ

ると、組合加入市町村等

からの分担金、負担金が

１兆1,510億円で歳入総

額の68.1%とその大半を

占めており、以下、地方

債1,655ｲ意円(9.8%)、繰

越金665億円（3.9％）の

順となっている。

　

歳出決算額は１兆

6,097億円で、前年度

（１兆4,331億円）と比べ

ると1,767億円、12.3%増
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加している。

　

歳出決算額の目的別の構成比をみると、衛生費(29.5%)が最も高く、

次いで、総務費(27.0%)、消防費(25.3%)の順となっており、これらで

全体の81.8%を占めている。

　

一部事務組合の歳出決算額の市町村決算額に対する割合を目的別にみる

と、消防費が30.9%と最も高く、衛生費が13.3%とこれに次いでいる。

　

次に、歳出決算額の性質別内訳をみると、人件費が6,650億円でその総

額の41.3%と最も高い割合を占めており、以下、普通建設事業費3,280億円

(20.4%)、物件費1,946億円(12.1%)、補助費等1,454億円（9.0％）の順と

なっている。人件費の構成比が最も高くなっているのは、その中に退職手

当組合がその構成団体の職員に支払った退職手当が含まれていること、消

防費における人件費の構成比（81.0％）が極めて高いこと等によるもので

ある。
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７

市町村の規模別財政状況

　

市町村の財政状況を規模別（大都市、中都市、小都市及び町村）にみる

と、次のとおりである。

（1）決

　

算

　

規

　

模

　

平成３年度の決算規模をみると、歳入は、大都市８兆149億円（前年度

７兆4,438億円）、中都市13兆4,746億円（12兆6,952億円）、小都市７兆8,926

億円（７兆2,373億円）及び町村11兆9,745億円（11兆725億円）となってお

り、また、歳出は、大都市７兆9,320億円（前年度７兆3,559億円）、中都市

13兆723億円（12兆2,691億円）、小都市７兆6,639億円（７兆53億円）及び

町村11兆5,679億円（10兆6,423億円）となっている。

　

市町村合計額（大都市、中都市、小都市及び町村の単純合計額）に占め

る割合をみると、歳入は、大都市19.4%、中都市32.6%、小都市19.1%及

び町村29.0%となっており、また、歳出は、大都市19.7%、中都市32.5%、

小都市19.0％及び町村28.8%となっている。

　

１団体平均の決算額についてみると、歳入は、大都市7,286億円、中都

市684億円、小都市174億円及び町村46億円となっており、また、歳出は、

大都市7,211億円、中都市664億円、小都市169億円及び町村45億円となっ

ている。

　

次に、人口１人当たりの決算額をみると、歳入は、大都市452千円、中

都市292千円、小都市331千円及び町村428千円となっており、また、歳出

は、大都市447千円、中都市284千円、小都市322千円及び町村414千円と

なっている。このように、大都市が大きな額となっているのは、一般市町

村とは異なり事務配分、行政組織等につき特例が設けられてトること等に

よるものであり、大都市以外の市町村については、人口が少ない順に大き

くなっている。
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（2）決

　

算

　

収

　

支

　

平成３年度の実質収支は、大都市210億円（前年度247億円）、中都市

2,567億円(2,826億円）、小都市1,673億円(1.724億円）、町村3,246億円

(3,449億円）といずれも黒字となっている。

　

実質収支の黒字、赤字団体数を規模別にみると、黒字団体は大都市11団

体（前年度11団体）、中都市196団体(196団体）、小都市450団体(440団

体）及び町村2,571団体(2,575団体）となっており、また、赤字団体は大

都市の該当はなく（前年度該当なし）、中都市１団体（１団体）、小都市３

団体（７団体）及び町村５団体（ｎ団体）となっている。

　

また、赤字団体の赤字額を規模別にみると、中都市は前年度より９億円

減の２億円、小都市は12億円減の17億円、町村は19億円増の41億円の赤字

となっている。

（3）歳

　　　　　

入

　

歳入決算における主な項目の構成比をみると、第57図のとおりであり、

地方税は、大都市46.6%、中都市51.6%、小都市36.0%及び町村21.4%と

なってトるが、地方団体の財源調整を目的とする地方交付税については、

逆に、大都市4.7%、中都市5.2%、小都市19.0%及び町村34.7%となってお

り、この結果、一般財源の構成比は、大都市56.2%、中都市62.0%、小都

市59.7%及び町村60.2%とほぼ同程度の割合となっている。

　

国庫支出金（交通安全対策特別交付金を除く。）の構成比は、大都市

9.6%、中都市8.4%、小都市9.0％及び町村6.2%と、都市の方が町村より高

くなっている。都道府県支出金の構成比は、大都市1.3%、中都市3.5％、

小都市4.7％及び町村7.2%と、町村の方が都市より高くなっている。

　

また、地方債の構成比は、大都市10.6％、中都市7.5%、小都市8 00/及

び町村9.2%となってtヽる。
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市町村合計

358千円(100.0％)
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小

　　

都

331千円(100

町

428千円(100

　

市

o％）

　

村

o％）

第57図

　

市町村の規模別歳入決算の状況

　

（人口１人当たり額及び構成比）
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（注）１「市町村合計」とは、大都市、中都市。小都市及び町村の単純合計額である。

　　　

２

　

人口１人当たり額は、平成４年３月31日現在の住民基本台帳登載人口を用いて計算したもので

　　　　

ある。

　　　

３「国庫支出金」には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含み、交通安全対策特別交付金

　　　　

を除く。

（4）歳

　　　　　　

出

　

目的別歳出決算における主な項目の構成比をみると、第58図のとおりで

あり、大都市及び中都市においては、土木費、民生費、教育費の順となっ

ているが、小都市においては、土木費、民生費、総務費の順に、町村にお

いては、総務費、土木費、教育費の順となっている。

　

目的別歳出の構成比を前年度と比較すると（前年度繰上充用金を除
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第58図

　

市町村の規模別歳出（目的別）決算の状況

　　　　

（人口１人当たり額及び構成比）

市町村合計
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小
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町

　　　　

村

414千円(100.0％)

圖

総務費

川
公債費

□
その他

（注）１「市町村合計」とは、大都市、中都市、小都市及び町村の単純合計額である。

　　　

２

　

人口１人当たり額は、平成４年３月31日現在の住民基本台帳登載人口を用いて計算したもので

　　　　

ある。

く。）、構成比の大きい土木費の割合は、大都市、中都市、小都市及び町村

のいずれにおいても増加している（大都市0.2%ポイント増、中都市0.8％

ポイｙ卜増、小都市0.6%ポイント増、町村0.8％ポイｙ卜増）。一方、公債

費の割合は、大都市を除き減少している（大都市前年度と同様、中都市

0.1%ポイント減、小都市0.1%ポイント減、町村0.3％ポイント減）。

　

性質別歳出決算における主な項目の構成比をみると、第59図のとおりで

あり、大都市及び中都市においては、普通建設事業費、人件費、扶助費の

順となっているが、小都市及び町村においては、普通建設事業費、人件

費、公債費の順となってtヽる。なお、町村では扶助費の構成比(2.1%)
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第5咽

　

市町村の規模別歳出（性質別）決算の状況（構成比）

　　

ｉ

　　　　　　　　

：

　　　　　　

｜

　　

・

　　　　　　　　　　　

：

　　　　　　　　　

・

　　

←一義務的経費→←投資的経費→:

市町村合計

大

　

都

　

市

中

　

都

　

市

小

　

都

　

市

町 村

目囲冒皿目□

公債費

　　

普通建設

　　

補助

　　

駄独

　

その他

　

その他

　　

事業費

　　

事業賢

　　

事業皿

　

投賢的経費

（注）「市町村合計」とは、大都市、中都市、小都市及び町村の単純合計額である。

が都市（大都市9.8％、中都市9.3%、小都市8.0％）と比較して小さいもの

となっているが、これは、町村における生活保護費等は原則として都道府

県が負担していることによるものである。

　

性質別歳出の構成比を前年度と比較すると（前年度繰上充用金を除

く。）、大都市、中都市、小都市及び町村のいずれにおいても、普通建設事

業費が最も上昇している（大都市1.5%ポイｙト増、中都市0.6％ポイント

増、小都市0.5%ポイント増、町村0.9％ポイント増）。このうち、補助事業

費は大都市、中都市、小都市及び町村のいずれにおいても減少してしる

が、単独事業費は大都市、中都市、小都市及び町村のトずれにおトても大
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きく増加している（大都市1.7%ポイント増、中都市0.8％ポイント増、小

都市1.0%ポイント増、町村1.3%ポイント増）。

　

一方、人件費、扶助費及び公債費は、大都市、中都市、小都市及び町村

のトずれにおトても減少している。この結果、義務的経費の構成比はいず

れの規模の団体においても減少している（大都市0.8%ポイント減、中都

市0.4％ポイント減、小都市0.8%ポイント減、町村1.0%ポイント減）。

（5）財政構造の弾力性

　

ア

　

経常収支比率

　

経常収支比率についてみると、第18表のとおり、小都市が73.1%と最も

高く、以下、大都市73.0%、中都市71.6%、町村67.6%の順となっている。

その内訳をみると、人件費分については、中都市（32.0％）が最も高く、

以下、小都市(31.7%)、大都市(29.2%)、町村(28.0%)の順となって

いるが、公債費分は、町村(14.5%)、小都市(13.5%)、大都市

(13.4%)、中都市（11.8％）の順となっている。

　

これを財政力指数の区分別にみると、第60図のとおりであり、大都市、

中都市、小都市及び町村のtヽずれにおいても、財政力の低い団体ほど経常

収支比率が高く、財政構造の弾力性に乏しい状況にある。

　

イ

　

公債費負担比率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

’

　

公債費負担比率についてみると、第61図のとおり、町村が12.6%と最も

高く、以下、大都市11.7%、小都市11.6%、中都市10.3%の順となってい

る。これを昭和49年度と比べると、町村6.3%ポイント、小都市4.9%ポイ

第18表

　

経常収支比率の状況（平成３年度）

　　　　

経常収支

　

う

　　

ち区

　

分比

　

率

　

人件費物件費

　

扶助費補助費等

　

公債費

　

その他

　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％大都市

　　　

73.0

　　　

29.2

　　　

10.2

　　　　

6.4

　　　

10､0

　　　

13.4

　　　　

3.8
中都市

　　　

71.6

　　　

32.0

　　　

11.5

　　　　

4.8

　　　　

6.1

　　　

11.8

　　　　

5.4
小都市

　　　

73.1

　　　

31.7

　　　

10.0

　　　　

4.5

　　　　

9.0

　　　

13.5

　　　　

4.4
町

　

村

　　　

67.6

　　　

28.0

　　　　

9.5

　　　　

1.2

　　　

10.8

　　　

14.5

　　　　

3.6
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第60図

　

財政力指数の区分別

　　　　

経常収支比率の状況

　

尨

　

･JD.JD.Sl､0

　

未以以以

　

満上上上

r1）Ｕ

第61図

　

公債費負担比率の状況
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ｆ成
49年度３年度

　　　

II.6

６

人都市 中郁4j

　

小都市

　

町村

（注）比率は加重平均である。

　

’大都市

　

中都市

　

小都市

　

町村

　

（注）１

　

比率は加重平均である。

　　　

２０　内の数値は団体数である。

ント、大都市4.5%ポイント、中都市3.7%ポイントと大幅に上昇してしる。

　

次に、公債費負担比率を財政力指数の区分別にみると、第62図のとおり

であり、大都市、中都市、小都市及び町村のいずれにおいても、財政力の

低い団体ほど公債費負担比率が高いものとなっている。

　

また、公債費負担比率が15％以上の団体は1,076団体であり、その財政

状況を市町村平均と比較すると、第19表のとおり、財政力指数は0.22と市

町村平均(0.41)をかなり下回るものとなっている。また、経常収支比率

は73.3%、公債費負担比率は17.7%と、いずれも市町村平均（それぞれ

71.0%、11.5%)より高く、その財政構造は弾力性に乏しいものとなって

いる。加えて、地方債現在高（特定資金公共事業債を除く。）の標準財政

規模に対する割合も1.61倍と市町村平均(1.26倍）より高く、今後の財政

運営にとっても大きな負担となるものである。
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第62図

　

財政力指数の区分別公債費負担比率の状況
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第19表

　

公債費負担比率が15％以上の団体の財政状況（平成３年度）

　　　　　　　　　　　　　

決算額に占める割合（％）

　　　　　　

財政力

　　　

歳

　　　

入

　　　　

歳

　　　

出

　　

経常収公債費地方債現在高の

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

負担比標準財政規模に

　　　　　　

指

　

数

　　　　　　

方

　　　　

普通建設事

　　　　

支比率率

　　

対する割合

　　　　　　　　　

丿也゛‰１゛ｲ責素胎詣ｊ”

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　

％

　　　　　

倍
公債費負担比
嗇采詩話旱jも

　

0.22

　

18.8

　

35.2

　

10.8

　　　

17.7

　

12.4

　

73.3

　

17.7

　　　　

1.61

(1.076団体）

乃乳t;ぶお

　

0,41

　

38.9

　

16.3

　

8.7

　　　

21.1

　

8.8

　

71.0

　

11.5

　　　　

1.26

（注）財政力指数は単純平均、決算額に占める割合、経常収支比率、公債費負担比率及び地方債現在高（特定資金公共

　　

事業債を除く。）の標準財政規模に対する割合は加重平均である。
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８

公共施設の状況

　

地方公共団体は、住民の生活や福祉の向上を図り、個性豊かで魅力ある

地域づくりを推進するため、道路、住宅、公園、廃棄物処理施設、社会福

祉施設、教育施設、文化施設、体育施設等の公共施設の整備に努めてい

る。これらの公共施設のうち主要なものの整備状況は、以下のとおりであ

る。

（1）道路・橋りょう

　

ア

　

道

　　　　　

路

　

平成４年４月１日現在における地方道の延長は107万1,058km (前年同

期106万6,645km)である。このうち改良済延長は51万5,673km (50万

3,314km)、舗装済延長は74万7,289km (73万4,041km)、最大積載量４ト

ンの普通貨物自動車が通行できない路線等（以下「自動車交通不能道」と

いう。）の延長は18万4,994km (18万7,530km)である。地方道の総延長

に占めるこれらの割合は、改良済延長（改良率) 48.1% (前年同期

47.2%)、舗装済延長（舗装率) 69.8% (68.8%)、自動車交通不能道延長

（自動車交通不能道比率) 17.3% (17.6%)であり、前年同期と比べると、

改良率は0.9％ポイｙト、舗装率は1.0%ポイント、自動車交通不能道比率

は0.3%ポイントそれぞれ改善されている。

　

なお、これらの状況を10年前と比べると、昭和57年４月１日現在におけ

る地方道の改良率は33.3%、舗装率は48.3%であり、改良率は14.8%ポイ

ント、舗装率は21.5%ポイントそれぞれ改善されている。

　

次に、国道及び地方道の整備状況をみると、第63図のとおり、改良率は

一般国道91.5% (前年同期91.1%)、都道府県道69.9% (69.1%)、市町村道

45.2% (44.2%)、舗装率は一般国道98.3% (98.2%)、都道府県道92.9%

(92.9%)、市町村道66.7% (65.6%)となっている。地方道の整備は着実

に進んではいるか、都道府県道に比べ市町村道の整備状況は依然として立
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（注）１

　

改良率は規格改良済による｡また､舗装本には簡易舗装分を含む。

　　　　

２

　

一般国道は､平成3年4月１日現在建設省調「道略施殷現況調査」による。

ち遅れている状況にある。しかし、前年同期と比べると、改良率は1.0％

ポイント、舗装率は1.1%ポイｙトそれぞれ改善されている。

　

イ

　

橋

　

り

　

ょ

　

う

　

平成４年４月１日現在における地方道に係る橋りょう数は、61万5,605

橋（前年同期61万5,560橋）である。これを構造別にみると、鋼橋、コン

クリート橋及び石橋並びにこれらの混合橋（以下「永久橋」という。）は

59万5,391橋（59万4,510橋）、木橋は1万8,995橋（1万9,825橋）、混合橋は

1,219橋(1,225橋）となっている。

　

総橋りょう数に占めるこれらの割合は、永久橋96.7% (前年同期

96.6%)、木橋3.1% (3.2%)、混合橋0.2％（0.2％）であり、前年同期と比

べると、永久橋の割合は0.1%ポイント上昇し、木橋の割合は0.1%ポイン

ト低下している。

　

また、昭和57年４月１日現在における総橋りょう数に占めるこれらの割

合は、永久橋87.6%、木橋11.9%であるので、10年間で永久橋の割合は
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9｡1％ポイント上昇し、木橋は8.8％ポイント低下している。

　

都道府県道、市町村道別にみると、都道府県道に係る橋りょう数は10万

792橋（前年同期10万889橋）で、その99.6% (99.6%)に当たる10万363橋

（10万440橋）が永久橋となっており、また、市町村道に係る橋りょう数は

51万4,813橋（前年同期51万4,671橋）で、その96.2% (96.0%)に当たる49

万5,028橋（49万4,070橋）が永久橋となっている。

（2）公営住宅等

　

平成３年度末における公営住宅等の戸数は224万430戸であり、前年同期

(222万5,968戸）と比べると１万4,462戸、0.6%増加している。

　

これを住宅の種類別にみると、公営住宅法に基づく公営住宅は205万

1,404戸（前年同期203万8,724戸）、住宅地区改良法に基づく改良住宅は15

万3,487戸（15万1,630戸）、地方公共団体が独自に建設する単独住宅は３万

5,539戸（３万5,614戸）となっており、総戸数に占める割合は公営住宅

91.6% (91.6%)、改良住宅6.9% (6.8%)、単独住宅1.6% (1.6%)となっ

ている。これらを前年同期と比べると、公営住宅は１万2,680戸、0.6%、

改良住宅は1,857戸、1.2%それぞれ増加しており、単独住宅は75戸、0.2％

減少している。

第64図

　

公営住宅等の設置者別の状況

門駿

単独住宅1.00０
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また、公営住宅等の設置者別

の状況は、第64図のとおり、都

道府県営住宅は89万2,819戸

（前年同期88万8,439戸）、市町

村営住宅は134万7,611戸(133

万7,529戸）であり、総戸数に

占める割合は、それぞれ39.9%

(39.9%)、60.1％（60.1％）と

なっている。

　

なお、平成３年度中の公営住

宅及び単独住宅の入居公募戸数
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は15万9,695戸（前年度16万5,277戸）で、これに対する応募件数は51万

6,229件（44万2,242件）であり、入居競争率は3.2倍(2.7倍）となってい

る。

　

入居競争率の状況を設置者別にみると、都道府県営は4.2倍（前年度3.4

倍）、市町村営は2.5倍(2.1倍）となっており、それぞれ前年同期と比べる

と上昇している。また、市町村営のうち、特別区は24.2倍(45.4倍）、大都

市は7.3倍(5.6倍）、都市は1.8倍(1.6倍）、町村は1.1倍(1.0倍）となって

いる。

（3）公 園

　

平成３年度末における都市公園等（地方公共団体等が都市計画区域内に

おいて設置し、管理している施設で、公園としての実態を備え、一般の利

用に供しているものを含む。なお、児童遊園は除く。）の数は７万1,862箇

所（前年同期６万9,234箇所）で、その面積は762km2（727km2）となって

いる。

　

なお、昭和56年度末における都市公園等の数は４万1,862箇所で、その

面積は479km2であるので、10年間で箇所数は３万箇所、71.7%、面積は

283km2、58.9%それぞれ増加している。

　

都市公園等を設置者別にみると、市町村が設置したものは７万1,260箇

所（前年同期６万8,676箇所）、605km2（579km2）で、総箇所数の99.2%、

総面積の79.4%を占めている。また、市町村以外が設置したものは602箇

所(558箇所）で、その面積は157km2（148km2）となっている。

　

平成３年度末の都市計画区域内の人口は１億1,243万人（前年同期１億

1,161万人）であり、この都市計画区域内の人口1人当たり都市公園等面積

は、第65図のとおり6.8m2で、前年同期（6.5m2）と比べると0.3m2増加し

ている。

　

なお、昭和56年度末の都市計画区域内の人口１人当たり都市公園等面積

は4.6m2であるので、10年間で面積は2.2m2増加している。

　

また、その他の公園（都市計画区域外に設置されている児童公園、運動
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第65図

　

都市計画区域内の人口１人当

　　　　

たり都市公園等面積

全
市
町
村

大
都
市

特
別
区

（
小
都
市
）

町

村

公園等の公園。なお、自然公

園は除く。）の数は2,750箇所

（前年同期2,559箇所）で、そ

の面積は70km2（56km2）と

なっている。なお、このうち

市町村立の公園の数は2,573

箇所（前年同期2,391箇所）

で、その面積は55km2（50

km2）となっている。

　

都市公園等とその他の公園

を合わせた公園面積に対する

行政区域内の人口（住民基本

台帳登載人口と外国人登録人

口とを合算したもの。以下同

じ。）１人当たりの面積は6.7

m2で、前年同期（6.3m2）に比べると0.4m2増加している。

（4）下水処理施設

　

汚水（し尿及び生活雑排水）並びに雨水を処理する施設としては、公共

下水道（特定環境保全公共下水道を含む。以下、この項において同じ。）、

農業集落排水施設及び漁業集落排水施設があり、また、汚水を処理する施

設としては、コミュニティ・プラント（地域し尿処理施設）及び合併処理

浄化槽がある。これらの下水処理施設については、財政措置の充実が図ら

れていることもあり、近年の環境保全意識の向上とともに、各地域の実態

に即した整備が急速に進められている。

　

これらの下水処理施設の中でも中心的な施設である公共下水道について

みると、平成３年度末における現在排水人口は、5,655万４千人で、前年

同期(5,399万６千人）と比べると255万８千人、4.7%増加している。これ

を行政区域内人口に対する割合でみると45.3%となっており、前年同期
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(43.4%)と比べると1.9%ポイント上昇している。

　

なお、公共下水道の現在排水人口の推移は第66図のとおりであり、昭和

56年度末における現在排水人口は3,410万３千人で、10年間で現在排水人

口は2,245万１千人、65.8%と大きく増加しており、行政区域内人口に対す

る割合でも16.3%ポイント上昇してしる。

第66図

　

公共下水道現在排水人口及び

　　　　

行政区域内人口に対する割合

　　　　

の推移

(％)

50

　

次に、農業集落排水施

設と漁業集落排水施設に

ついてみると、平成３年

度末における現在排水人

口は、それぞれ37万１千

人、２万３千人となって

いる。

　

この結果、公共下水

道、農業集落排水施設及

(万人)
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び漁業集落排水施設に係

　　

る現在排水人口の行政区

　　

域内人口に対する割合は

30

　

45.6%となっている。

　　　

また、平成３年度末に

　　

おけるコミュニティ・プ

20

　

ランドの処理人口は49万

　　

８千人、合併処理浄化槽

　　

の処理人口は525万人と

　　

なっている。

　　　

なお、し尿について

　　

は、上記の下水処理施設

　　

による処理のほか、し尿

（注）現在排水人口及び行政区域内人口は、住民基本台帳登載人口及び

　　

外国人登録人口に基づくものである。但し、昭和56年度末は外国人

　　

登録人口を含まない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

-115-

処理施設処理、下水道マ

ンホール投入等による収

０

）

）

）

　

－

畔守言

　

／゛゛

　　　　　　　　　　　　　　　

5,655

　　　　　　　　　　　　　

5,400

　　　　　　　　　　　

5 114

　

29.0％

　　　　　　　　

’

四声

　　　　　　　

4,564

　　　　　

4,332

　　　

4,118

　

3,410

－

　

－

　

－－－一一一一一一



第67図

　

し

　

尿

　

処

　

理

　

の

　

状

　

況

F水退

ﾏﾝﾎｰﾙ投入

0.9％

20b

集処理及び単独浄化槽等に

よる自家処理が行われてい

る。平成３年度中のし尿の

総排出量は7,067万２千kl

（前年度6,978万９千kl）で

あり、第67図のとおり、全

体の33.5% (34.2%)に当

たる2,364万６千kl (2,387

万７千kl）が収集処理され

ているが、下水処理施設に

よる処理の増加により、し

尿の総排出量に占める収集処理の割合は年々低下してきている。

（5）ごみ処理施設

　

ごみの処理は、焼却処理、埋立処理、高速堆肥化処理等の収集処理のほ

か、自家処理が行われている。平成３年度末における収集処理人口は１億

2,428万人であり、前年同期（１億2,375万人）と比べると53万人、0.4%増

加している。平成３年度中のごみの総排出量は5,401万1千t（前年度5,289

　

第68図
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万6千t）で、その処理の内訳
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は、第61図のとおり、全体の

94.7% (94.5%)に当たる5,115

万9千t (4,998万4千t）が収集

処理されており、全体の5.3%

（5.5％）に当たる285万2千t

(291万2千t）が自家処理されて

いる。このうち収集処理の内訳

は、焼却処理68.7% (前年度

68.8% )、埋立処理22.6%

(22.6%)、高速堆肥化処理0.1%
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第69図

　

ごみの年間総排出量、焼却及び高速堆

　　　　

肥化処理率の推移
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（0.1％）等となってト

る。

　

なお、焼却及び高速堆

肥化処理率の推移は第69

図のとおりであり、平成

３年度は68.8%と10年前

に比べると11.2%ポイｙ

卜上昇しているが、近年

は、排出量の増加に見

合った処理施設能力の拡

充が進んでいないため、

ほぼ横ばいで推移してい

る。

（6）保

　　

育

　　

所

　

平成３年10月１日現在

における公私立の保育所

数（へき地保育所及び季

節保育所を除く。）は、

第70図のとおり２万

2,668箇所で、前年同期

（２万2,703箇所）と比べ

ると35箇所、0.2%減少している。また、在所者数は170万9,148人（前年同

期172万3,775人）、専任職員数は25万9,048人（25万6,725人）で、前年同期

と比べると、在所者数は１万4,627人、0.8％減少しているが、専任職員数

は2,323人、0.9%増加している。

　

このうち公立の保育所についてみると、その数は保育所全体の59.7%

（前年同期59.8%)に当たる１万3,534箇所（市町村立１万3,528箇所、都道

府県立６箇所）で、前年同期（１万3,572箇所）と比べると38箇所（市町
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第70図

　

保育所の設置者別の状況

（注）厚生省調「社会福祉施設調査報告」による。

（7）老人ホーム

村立38箇所）、0.3%減少している。

また、在所者数は保育所全体の

56.3% (前年同期56.5%)に当たる

96万1,680人（97万3,262人）、専任職

員数は同じく56.4% (56.6%)に当

たる14万6,071人（14万5,195人）で、

前年同期と比べると、在所者数は１

万1,582人、1.2%減少しているが、

専任職員数は876人、0.6%増加して

いる。

　

平成３年10月１日現在における公私立の老人ホーム数は3,649箇所（公

立1,090箇所、私立2,559箇所）で、前年同期(3,488箇所）と比べると161

箇所、4.6%増加している。また、定員は25万5,955人（前年同期24万5,569

人）、専任職員数は10万1,323人（９万4,660人）で、前年同期と比べると、

定員は１万386人、4.2%、専任職員数は6,663人、7.0%それぞれ増加して

いる。

　

また、昭和56年10月１日現在における老人ホーム数は2,310箇所で、定

員は17万972人、専任職員数は5万7,534人となっているので、10年間で箇

所数は1,339箇所、58.0%、定員は８万4,983人、49.7%、専任職員数は４万

3,789人、76.1%それぞれ増加している。

　

65歳以上の要保護者数は51万4,915人（前年同期50万3,751人）であり、

この65歳以上の要保護者数に対する老人ホーム定員の割合（施設充足率）

は49.7%で、前年同期(48.7%)と比べると、1.0%ポイｙト上昇してい

る。

　

老人ホームを設置者別にみると、第71図のとおりである。公立老人ホー

ムの数は1,090箇所で、前年同期（1,080箇所）と比べると10箇所、0.9%増
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第71図老人ホームの状況

賢老人

費老人
－ム
2％

加しているが、老人ホーム

全体に占める割合は29.9%

（前年同期31.0%)となっ

ており、その割合は、私立

老人ホームの増加（対前年

同期比151箇所、6.3%の

増）により近年低下してき

ている。また、公立老人

ホームの定員は老人ホーム

全体の30.9% (前年同期

31.9%)に当たる７万9,135人（７万8,405人）、専任職員数は同じく24.7%

(25.6%)に当たる２万5,000人（２万4,190人）で、前年同期と比べると、

定員は730人、0.9％、専任職員数は810人、3.3%それぞれ増加している。

　

老人ホームを種類別にみると、養護老人ホームは老人ホーム総数の

26.0% (前年同期27.2%)に当たる948箇所（公立617箇所、私立331箇所）

で、前年同期(947箇所）と比べると１箇所、0.1%増加している。特別養

護老人ホームは65.7% (64.4%)に当たる2,396箇所（公立394箇所、私立

2,002箇所）で、前年同期(2,247箇所）と比べると149箇所、6.6%増加し

ている。軽費老人ホームぱ8.4% (8.4%)に当たる305箇所（公立79箇所、

私立226箇所）で、前年同期(294箇所）と比べると11箇所、3.7%増加し

ている。

（8）教

　

育

　

施

　

設

　

ア

　

幼

　　

稚

　　

園

　

平成４年５月１日現在における幼稚園数は１万5,001園（公立6,219園，

その他8,782園）で，前年同期（１万5,037園）と比べると36園減少してい

る。

　

このうち公立幼稚園数は幼稚園総数の41.5% (前年同期41.4%)に当た

る6,219園（市町村立6,201園，都道府県立18園）で，前年同期(6,223園）
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第72図

　

幼稚園の設置者別の状況

都道府県立

　　

0A%

と比べると４園、0.1%減少

している。また、現在入園者

数は39万1,213人（前年同期

41万707人）、教員数は２万

4,947人（２万5,048人）で、

前年同期と比べると、現在入

園者数は１万9,494人、4.7%、

教員数は101人、0.4%それぞ

れ減少している。

　

なお、幼稚園の設置者別の

状況は、第72図のとおりである。
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小

　　

学

　　

校

　

平成４年５月１日現在における公立小学校数は２万4,487校（前年同期

　　　　　　　　　

第73図

　

公立学校施設の状況
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２万4,557校）で、その校舎面積は8,271万６千m2（8,228万７千m2）であ

る。これらを前年同期と比べると、学校数は70校、0.3％減少しているが、

校舎面積は42万９千㎡、b.5%増加している。

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は7,917万５千m2（前年同期

7,835万１千m2）、木造校舎面積は354万m2（393万５千m2）となっている。

また、校舎面積に占める割合は、第73図のとおり、非木造校舎面積比率が

95.7% (95.2%)で、前年同期と比べると0.5%ポイント上昇している。な

お、危険校舎面積は80万８千m2（前年同期81万３千m2）で、校舎面積の

1.0％（1.0％）を占めてトる。

　

屋内運動場を設置している学校数は２万3,385校で、前年同期（２万

3,405校）と比べると20校、0.1％減少しているが、公立小学校数の95.5%

(95.3%)を占めている。また、プールを設置している学校数は１万9,864

校で、前年同期（１万9,760校）と比べると104校、0.5%増加しており、公

立小学校数の81.1% (80.5%)を占めている。

　

ウ

　

中

　　

学

　　

校

　

平成４年５月１日現在における公立中学校数は１万596校（前年同期

１万595校）で、その校舎面積は4,785万７千m2（4,746万３千m2）である。

これらを前年同期と比べると、学校数は１校、0.0％、校舎面積は39万４

千m2、0.8％それぞれ増加してtヽる。

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は4,627万m2（前年同期4,565万

３千m2）、木造校舎面積は158万７千m2（181万m2）となっている。また、

校舎面積に占める割合は、非木造校舎面積比率が96.7% (96.2%)で、前

年同期と比べると0.5％ポイント上昇している。なお、危険校舎面積は37

万３千m2（前年同期39万３千m2）で、校舎面積の0.8％（0.8％）を占めて

いる。

　

屋内運動場を設置している学校数は１万268校で、前年同期（１万

250校）と比べると18校、0.2%増加しており、公立中学校数の96.9%

(96.7%)を占めている。また、プールを設置している学校数は7,453校で、

前年同期(7,392校）と比べると61校、0.8％増加しており、公立中学校数
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の70.3% (69.8%)を占めている。

　

エ

　

高

　

等

　

学

　

校

　

平成４年５月１日現在における公立高等学校数は4,161校（前年同期

4,167校）で、その校舎面積は3,748万３千m2（3,737万１千m2）である。

これらを前年同期と比べると、学校数は６校、0.1％減少しているが、校

舎面積は11万２千m2、0.3%増加している。

　

校舎を構造別にみると、非木造校舎面積は3,681万８千m2（前年同期

3,666万６千m2）、木造校舎面積は66万６千m2（70万６千m2）となってい

る。また、校舎面積に占める割合は、非木造校舎面積比率が98.2%

(98.1%)で、前年同期と比べると0.1％ポイント上昇している。なお、危

険校舎面積は32万８千m2（前年同期31万３千m2）で、校舎面積の0.9%

（0.8％）を占めている。

　

体育館を設置している学校数は4,058校で、前年同期(4,059校）と比べ

ると1校減少しているが、公立高等学校数の97.5% (97.4%)を占めてい

る。また、プールを設置している学校数は2,664校で、前年同期(2,633校）

と比べると31校、1.2%増加しており、公立高等学校数の64.0% (63.2%)

を占めてtヽる。

（9）文化及び体育施設

　

ア

　

文

　

化

　

施

　

設

　

平成３年度末の公立の文化施設の状況は、次のとおりである。

　

県民会館、市民会館及び公会堂は2,303箇所（前年同期2,214箇所）で、

その面積は746万７千m2（705万７千m2）となっている。これらを前年同

期と比べると、箇所数は89箇所、4.0％、面積は41万m2、5.8%それぞれ増

加している。

　

また、昭和56年度末における県民会館、市民会館及び公会堂は1,728箇

所で、面積は473万２千m2となっているので、10年間で箇所数は575箇所、

33.3%、面積は273万５千m2、57.8%それぞれ増加している。

　

図書館は2,009館（前年同期1,943館）で、その蔵書数は１億8,190万冊
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（１億7,150万冊）となっている。これらを前年同期と比べると、箇所数は

66館、3.4%、蔵書数は1,040万冊、6.1%それぞれ増加している。

　

なお、昭和56年度末における図書館は1,395館で、蔵書数は8,579万冊と

なっているので、10年間で箇所数は614館、44.0%、蔵書数は9,611万冊、

112.0%それぞれ増加している。

　

博物館（美術館、動物園、水族館等を含む。）は482館（前年同期466館）

で、その平成３年度中の利用人員は6,858万人(6,660万人）となっている。

これらを前年同期と比べると、箇所数は16館、3.4％、利用人員は198万

人、3.0%それぞれ増加している。

　

なお、昭和56年度末における博物館は334館で、利用人員は4,964万人と

なっているので、10年間で箇所数は148館、44.3%、利用人員は1,894万人、

38.2%それぞれ増加している。

　

イ

　

体

　

育

　

施

　

設

　

平成３年度末の公立の体育施設の状況は、次のとおりである。

　

体育館は5,013箇所（前年同期4,889箇所）で、その面積は1,046万３千m2

(1,007万m2）となっている。これらを前年同期と比べると、箇所数は124

箇所、2.5%、面積は39万３千m2、3.9%それぞれ増加している。

　

また、昭和56年度末における体育館は2,890箇所で、面積は565万４千m2

となってトるので、10年間で箇所数は2,123箇所、73.5%、面積は480万

９千m2、85.1%それぞれ増加している。

　

陸上競技場は1,034箇所（前年同期1,015箇所）で、その面積は2,228万

４千m2（2,155万５千m2）となっている。これらを前年同期と比べると、

箇所数は19箇所、1.9％、面積は72万９千m2、3.4％それぞれ増加してし

る。

　

また、昭和56年度末における陸上競技場は824箇所で、面積は1,737万

６千m2となっているので、10年間で箇所数は210箇所、25.5%、面積は490

万８千m2、28.2%それぞれ増加している。

　

野球場は3,848箇所（前年同期3,765箇所）で、その面積は5,752万２千m2

(5,637万７千m2）となっている。これらを前年同期と比べると、箇所数は
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83箇所、2.2%、面積は114万５千m2、2.0％それぞれ増加している。

　

また、昭和56年度末における野球場は2,999箇所で、面積は4,151万

３千m2となっているので、10年間で箇所数は849箇所、28.3%、面積は

1,600万９千m2、38.6%それぞれ増加している。

　

プールは4,223箇所（前年同期4,101箇所）で、その水面面積は229万

７千m2（224万５千m2）となっている。これらを前年同期と比べると、箇

所数は122箇所、3.0%、水面面積は5万2千㎡、2.3%それぞれ増加してい

る。

　

また、昭和56年度末におけるプールは2,580箇所となってしるので、

10年間で1,643箇所、63.7%増加している。

(10)財政力と主要公共施設の整備水準（市町村分）

　

道路改良率や道路舗装率をはじめとする主要な公共施設の整備水準をみ

ると、団体間で依然としてばらっきがみられるが、これについては各団体

のおかれている地理的・社会的諸条件を含め様々な要因があるものと考え

られる。ここでは、市町村(3,237団体）を財政力指数により４段階に区

分して平成３年度末における整備水準を比べ、更にこれを昭和56年度の水

準と比較してみると、第20表のとおりである。

　

これによると、財政力の低い団体の方が財政力の高い団体よりもその整

備水準が相対的に低いものとなっているといえるが、この10年間の整備の

状況をみると、財政力の低い団体ほど総じてその整備率が向上しているこ

とがうかがわれる。
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９

地方公営事業の状況

（1）地方公営企業

　

ア

　

概

　　　　　

況

　　

ｙ

　

事

　　

業

　　

数

　

平成３年度末において、地方公営企業を経営している団体数は3,244団

体（企業団・一部事務組合のみに加入している64団体を含む。）であり、

その内訳は47都道府県、ｎ指定都市、3,186市町村となっている。

　

これらの団体が経営している平成３年度末における地方公営企業の事業

数は9,282事業（法適用企業3,457事業、法非適用企業5,825事業）で、前年

度末(9,030事業）に比べて252事業、2.8%増加している。これを事業別に

みると、第74図のとおり、水道事業（簡易水道事業を含む。以下同じ。）

が3,651事業（構成比39.3%)で最も多く、下水道事業（公共下水道、特定

環境保全公共下水道、特定公共下水道、流域下水道、農業集落排水事業、

漁業集落排水事業。以下同じ。) 2,279事業(24.6%)、観光施設事業821事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

業(8.8%)、病院事業738事業

第74図

　

地方公営企業の事業数の状況

－126－

（8.0％）等がこれに次いでい

る。

　　

（イ）業務の状況

　

地方公営企業は、住民の生活

水準の確保、向上のため大きな

役割を果たしている。

　

公益事業全体におtヽて、地方

公営企業の占める割合について

は、

　

水道事業では、給水人口１億

17百万人のうち98.7%、

4ぷ‾ﾘt)

　　　

193(2.1%)
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工業用水道事業では、年間総配水量49億７百万㎡のうち99.7%、

　

都市高速鉄道事業では、年間輸送人員47億18百万人のうち55.2%、

　

自動車運送事業では、年間輸送人員67億49百万人のうち25.8%、

　

病院事業では、全病院の病床数1,667千床のうち13.8%

となっており、また、下水道事業にあっては、その全部が地方公営企業で

行われている。

　

平成３年度における主要な事業の業務の状況についてみると次のとおり

となっている。

　　　

ａ

　

水

　

道

　

事

　

業

　

水道事業（用水供給事業を除く。）においては、配水能力67,706千㎡／

日、導送配水管551,033kmを有し、年間167億84百万㎡の配水を行ってお

り、前年度(165億86百万㎡）に比べると１億98百万㎡、1.2%増加してト

る。また、給水人口は１億17百万人であり、全国人口に対する割合は

93.3%となっており、昭和46年度（80.1％）、昭和56年度（90.0％）と比べ

増加している。

　　　

ｂ

　

工業用水道事業

　

工業用水道事業においては、現在配水能力21,984千㎡／日、導送配水管

7,195kmを有し、年間48億91百万㎡の配水を行っており、前年度（48億57

百万㎡）に比べると34百万㎡、0.7%増加してトる。なお、長期的にみる

と、年間総配水量は昭和50年代前半から減少傾向にあったが、昭和60年代

以降は微増傾向に転じ、平成元年度に昭和50年代前半の水準を超えた。

　　　

ｃ

　

都市高速鉄道事業

　

都市高速鉄道事業においては、車両3,114両、営業路線363kinを有し、年

間26億２百万人の人員の輸送を行っており、前年度（25億24百万人）に比

べると78百万人、3.1%増加している。なお、長期的にみると、年間輸送

人員は20年前と比べ約2.4倍、10年前と比べ約1.4倍と増加傾向にある。

　　　

ｄ

　

自動車運送事業

　

自動車運送事業におtヽては、車両12,198両、営業路線11,247kmを有し、

年間17億43百万人の人員の輸送を行っており、前年度（17億18百万人）に
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比べると25百万人、1.5%増加している。なお、長期的にみると、年間輸

送人員は20年前と比べ約0.7倍、10年前と比べ約0.9倍となる等企業環境の

変化に伴い、減少傾向にある。

　　　

ｅ

　

病

　

院

　

事

　

業

　

病院事業におトては、病院989、病床231千床を有し、年間１億98百万人

の患者に対して医療を提供しており、前年度（１億92百万人）に比べると

５百万人、2.8%増加してトる。なお、長期的にみても、患者数は20年前

と比べ約1.6倍、10年前と比べ約1.3倍と増加傾向にある。

　　　

ｆ

　

下水道事業

　

下水道事業におトては、処理能力40,895千㎡／日、管渠203,809kinを有

し、年間130億８百万㎡の下水処理を行っており、前年度(120億33百万

㎡）に比べると９億75百万㎡、Q 10/増加している。また、行政区域内人

口に対する現在処理区域内人口の割合は45.0%となってトる。

　

なお、長期的にみても、下水道のうち最も大きなシェアをもつ公共下水

道の現在処理区域内人口は10年前と比べ約1.7倍と増加してトる。

第75図

　

職員数の状況

　　

1ウj

　

職

　　

員

　　

数

　

平成３年度末におトて地方公営

企業に従事する職員は38万1,596

人（法適用企業34万7,105人，法

非適用企業３万4,491人）で，前

年度末（37万8,273人，うち法適

用企業34万4,861人，法非適用企。

業３万3,412人）に比べて3,323人

増加している。この職員数は，全

地方公共団体の職員数（平成４年

４月１日現在）の11.7% (前年度

11.7%)に相当している。職員数

を事業別にみると，第75図のとお

り，病院事業20万1,391人（前年

－128－

観光施般

　　　　　　

上策用糸心
4,690人(1.2%)
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度19万8,349人、対前年度3,042人の増）、水道事業７万790人（７万902人、

112人の減）、交通事業４万6,798人（４万7,632人、834人の減）、下水道事

業３万8,748人（３万7,777人、971人の増）となっており、これら４事業で

職員数全体の93.7%を占めてトる。

　　

Cエ）決算規模等

　

平成３年度の決算規模は17兆7,617億円で、前年度（16兆1,472億円）に

比べて１兆6,145億円、10.0％増加しており、平成３年度普通会計歳出決算

額の21.2% (前年度20.6%)に相当する規模となっている。これを事業別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

にみると、第76図のとお

(兆円)

20

15

10

５

０

第76図

　

決算規模の推移 り、下水道事業が５兆

3,192億円で全体の29.9%

を占め、水道事業４兆

298億円、22.7%、病院

事業３兆4,481億円、

19.4%等がこれに次いで

いる。

　

また、建設投資額は、

第77図のとおり６兆

8,315億円で、前年度

（５兆9,926億円）に比べ

‰諾

　

て8,389億円ヽ14.0％０増

　　　　

と近年においては極めて

　　　　

高い伸びとなっている。

　　　　

これを事業別にみると，
下水道

　　　　

下水道事業が３兆1,913

　　　　

億円で全体の46.7%を占

（注）１

　

決算規模の算出は次のとおりとした。

　　　　

法適用企業：総費用（消費税込み）一減価償却費十資本的支出

　　　　

法非適用企業：総費用十資本的支出十積立金十繰上充用金

　　　

２０　内の数値は、昭和61年度を100とした指数である。
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め、水道事業が１兆

3,827億円、20.2%でこれ

に次いでいる。
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(兆円)
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第77図

　

建設投資額の推移

（注）１

　

建設投資額とは、資本的支出の建設改良費である。

　　　

２０　内の数値は、昭和61年度を100とした指数である。

　　

（オ）企業債の状況

　

資本的支出に充当され

た企業債の平成３年度の

発行額は、３兆5,466億

円で、前年度（３兆

1,887億円）に比べて

3,578億円、11.2%増加し

宅地造成

　

ている。これを事業別に

　　　

みると，下水道事業１兆

ち。誘8,788億円（前年度１兆

　　　

7,398億円），水道事業

　　　

5,632億円(5,188億円），

　　　

宅地造成事業4.262億円

下水道

　

(2,934億円），交通事業

　　　

2,610億円(2,598億円）

　　　

等となっている。

　

平成３年度末における

企業債残高は35兆2,514

億円で、前年度末（33兆

2､763億円）に比べて１兆9,751億円、5.9%増加している。これを借入先別

にみると、政府資金が18兆397億円（全体の51.2%)と最も多く、公営企

業金融公庫資金９兆9,584億円(28.2%)、市中銀行資金２兆5,061億円

（7.1％）等がこれに次いでいる。

　　

（ヵ）他会計繰入金の状況

　

平成３年度における普通会計等からの繰入金は２兆9,207億円で、前年

度（２兆6,296億円）に比べて2,911億円、11.1%増加している。この内訳

をみると、収益的収入として１兆7,027億円（収益的収入に占める割合

16.8%)、資本的収入として１兆2,180億円（資本的収入に占める割合

17.9%)となっている。繰入額が多い主な事業をみると、下水道事業が1
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兆4,704億円で最も多く全体の50.3%を占め、病院事業5,583億円、水道事

業3,036億円、交通事業1,867億円等がこれに次いでしヽる。

　　

（キ）全体の経営状況

　

法適用企業と法非適用企業を合わせた収支の状況をみると、黒字事業は

7,088事業（前年度7,030事業）で、全体の86.9%、赤字事業は1,070事業

(972事業）で、13.1%となっており、黒字事業の黒字額は5,958億円（前年

度7,299億円）、赤字事業の赤字額は3,973億円(2,429億円）で、全体とし

ては1,984億円の黒字(4,869億円の黒字）となってトる。

　

しかしながら、収入の中には普通会計等からの繰入金によって収入不足

を補てんしていると考えられる額が含まれていること等を勘案すれば、実

質的には経営状況は依然として厳しいものがある。

　

なお、交通事業においては平成３年度より、地下高速鉄道建設費補助金

の交付方法が運営費補助方式から建設費補助方式に変更されたことに伴

ト、補助金の受入勘定が収益的収支勘定から資本的収支勘定に変わったた

め（平成３年度国庫補助金及び他会計補助金額1,099億円）、前年度に比べ

赤字幅が増加してトる。

　　

（ク）法適用企業の経営状況

　　　

ａ

　

損

　

益

　

収

　

支

　

平成３年度の法適用企業の総収益（経常収益十特別利益）は８兆6,346

億円、総費用（経常費用十特別損失）は８兆5,295億円で、総収支では、

1,051億円の黒字（前年度3,871億円の黒字）、総収支比率（総収益の総費用

に対する割合）は101.2% (前年度104.9%)となっている。一方、経常収

益（営業収益十営業外収益）は８兆4,774億円、経常費用（営業費用十営

業外費用）は８兆4,843億円で、経常収支は前年度の黒字(2,695億円）か

ら赤字（69億円）に転じ、経常収支比率（経常収益の経常費用に対する割

合）は99.9% (前年度103.4%)となり11年ぶりに100％を下回った。これ

は主として交通事業、水道事業、宅地造成事業、病院事業の経常収支が前

年度より悪化したことによるものである。

　

総収支における黒字事業は2,571事業（前年度2,663事業）、赤字事業は
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812事業(709事業）となっており、黒字事業の純利益は4,197億円（前年

度5,544億円）、赤字事業の純損失は3,146億円(1,673億円）となっている。

　

経常収支における黒字事業は2,528事業（前年度2,624事業）、赤字事業は

855事業(748事業）となっており、黒字事業の経常利益は3,414億円（前

年度4,681億円）、赤字事業の経常損失は3,483億円(1,986億円）となって

トる。事業別に経常損失の状況をみると、交通事業（81事業）では事業全

体（建設中の１事業を除く。）の63.8%に当たる51事業が1,901億円（法適

用企業全体の経常損失の54.6%)、病院事業(738事業）では事業全体（建

設中の２事業を除く。）の56.5%に当たる416事業が1,074億円（30.8％）の

経常損失を生じており、この２事業で法適用企業全体の経常損失の85.4%

を占めている。

　　　

ｂ

　

累積欠損金

　

累積欠損金は１兆8,252億円で、前年度（１兆5,798億円）に比べて2,453

億円、15.5％増加している。累積欠損金を有する事業の占める割合が大き

い事業をみると、交通事業は事業全体の63.8%に当たる51事業が9,904億円

（累積欠損金全体の54.3%)、病院事業は事業全体の65.5%に当たる482事業

が5,974億円(32.7%)、水道事業は事業全体の14.4%に当たる282事業が

861億円(4.7%)の累積欠損金を有しており、これら３事業で累積欠損金

全体の91.7%を占めている。

　　　

ｃ

　

不

　

良

　

債

　

務

　

不良債務〔流動負債－（流動資産‐翌年度へ繰り越される支出の財源充

当額）〕は1,969億円で、前年度末(2,001億円）に比べて32億円、1.6%減

少している。多額の不良債務を有する事業についてみると、病院事業が

552億円（不良債務全体の28.1%)、交通事業が549億円(27.9%)、下水道

事業が542億円(27.5%)となっており、これら３事業で不良債務全体の

83.5%を占めている。

　　　

ｄ

　

資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は５兆6,115億円で、前年度（４兆9,445億円）に比べて6,670

億円、13.5%増加している。これに対する財源は、企業債等の外部資金が
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３兆7,398億円、損益勘定留保資金等の内部資金が１兆6,910億円、合計５

兆4,307億円（前年度４兆7,696億円）で、財源不足額は1,808億円とな､つて

いる。

　

資本的支出のうち建設改良費は３兆9,373億円で、前年度（３兆4,851億

円）に比べて4,522億円、13.0%増加してトる。これを主な事業につトてみ

ると、水道事業が１兆2,863億円、下水道事業が9,811億円、病院事業が

3,709億円、交通事業が3,303億円となっている。

　　　

ｅ

　

経営の傾向

　

平成３年度は、法適用企業全体の総収支は昭和56年度以降11年連続して

黒字となったが、経常収支でみると、水道事業等前年度黒字であった事業

の黒字幅の減少、前年度赤字であった交通事業及び病院事業の赤字幅の増

大により全体では69億円の赤字となった。また、累積欠損金は１兆8,252

億円（前年度１兆5,798億円）で累積欠損金を有する事業数も951事業と全

体の28.1%を占めている。

　　

（ケ）法非適用企業の経営状況

　

法非適用企業の収益的収支は、総収益が１兆5,065億円、総費用が１兆

1,416億円となっている。また、資本的収支では、資本的収入が２兆9,452

億円（うち地方債１兆4,876億円）、資本的支出が３兆2,941億円（うち建設

改良費２兆8,942億円、地方債償還金3,304億円）となっている。

　

一方、実質収支をみると、黒字事業は全体の94.6%に当たる4,517事業

（前年度94.3%、4,367事業）でその額は1,761億円（前年度1,754億円）、ま

た、赤字事業は全体の5.4%に当たる258事業(5.7%、263事業）でその額

は827億円(756億円）となっており、全体としての収支差引では933億円

の黒字(998億円の黒字）となってトる。

　　

（コ）財政再建の状況

　

地方公営企業法第49条の規定によるトわゆる準用再建については、平成

３年度において、交通事業で１事業が再建を完了し、平成４年４月１日現

在なお２事業が再建中である。また、平成３年度に新たに病院事業で１事

業が指定を受け、平成７年度までの計画で再建中である。
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また、昭和63年度から新たに、昭和62年度末において不良債務を有する

市町村等の路面交通事業及び病院事業のうち経営努力の徹底により収支の

均衡を図ることが可能な団体（路面交通事業２団体、病院事業49団体）に

ついて、経営健全化措置が講じられている（平成４年４月１日現在の対象

は路面交通事業２団体、病院事業20団体）。

　

工業用水道事業については平成３年度から、経営健全化計画作成年度の

直前の事業年度において不良債務を有する事業等のうち経営努力の徹底に

より収支の均衡を図ることが可能な７団体（17事業）について経営健全化

措置が講じられている。

　

イ

　

事業別状況

　　

（ﾌﾟ･り

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　　　　

（ａ）上水道事業

　

平成３年度において地方公共団体が経営する上水道事業は1,972事業で、

このうち、末端給水事業は1,890事業（うち建設中11事業）、用水供給事業

は82事業（23事業）である。これを経営主体別にみると、末端給水事業

は、都県営５事業、指定都市営11事業、市営578事業、町村営1,219事業、

企業団営77事業であり、用水供給事業は、府県営24事業、町村営１事業、

企業団営57事業となっている。

　　　　

（b）簡易水道事業

　

平成３年度において地方公共団体が経営する簡易水道事業は1,679事業

（うち法適用28事業）である。これを経営主体別にみると、町村営が1,496

事業で全体の89.1%を占め、市営174事業、一部事務組合営６事業、指定

都市営２事業及び県営１事業となっている。

　　　

ｂ

　

利

　

用

　

状

　

況

　

公営水道事業の給水人口（用水供給事業を除く。）は、平成３年度末で

１億1,655万人（上水道事業１億1,069万人、簡易水道事業586万人）であ

り、前年度末（１億1,568万人）に比べて87万人、0.8％増加している。こ

の給水人口の全国人口に対する割合は93.3% (前年度93.1%)となってい
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る。なお、平成３年度中の年間総有収水量は179億94百万㎡（前年度176億

55百万㎡）、給水人口１人１日当たりの給水量は33H（前年度336幻と

なっている。

　　　

ｃ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

上水道事業及び法適用の簡易水道事業の総収益は２兆6,978億円、総費

用は２兆5,614億円で、この結果、総収支では1,364億円の黒字（前年度

2,200億円の黒字）で、総収支比率は105.3% (前年度109.1％）となってい

る。純利益を生じた事業は1,691事業（前年度1,765事業）で、その額は

1,661億円（前年度2,333億円）となっている。これに対し、純損失を生じ

た事業は274事業（前年度194事業）で、その額は297億円（前年度133億

円）となっている。一方、経常収益は２兆6,839億円、経常費用は２兆

5,584億円となった。この結果、経常収支では1,255億円の黒字（前年度

2,036億円の黒字）で、経常収支比率は104.9% (前年度108.4%)となって

いる。経常利益を生じた事業は1,686事業（前年度1,761事業）で、その額

は1,569億円（前年度2,185億円）、経常損失を生じた事業は279事業（前年

度198事業）で、その額は315億円（前年度149億円）となってトる。

　

累積欠損金は861億円で、前年度(777億円）に比べて84億円、10.7%増

加し、不良債務は42億円で、前年度（34億円）に比べて８億円、24.5%増

加してしる。

　　　　

（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は、第78図のとおり、平成３年度は１兆6,648億円で、前年

度（１兆5,159億円）に比べて1,489億円、9.8%増加している。これに対す

る財源は、外部資金が9,970億円、内部資金が6,448億円で、財源不足額は

230億円となっている。資本的支出の内訳をみると、建設改良費は１兆

2,863億円で、前年度（１兆1,732億円）に比べて1,131億円、9.6%増加し、

企業債償還金は3,123億円で、前年度(2,828億円）に比べて295億円、

10.4%増加している。
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水道事業（法適用）の資本的支出及びその財源

　　　

45

（注）Ｏ　内の数値は、

50

　　　　

55

資本的支出に占める

　　　　

60

財源の割合である。

２ ３（年度）

　　　　

（ｃ）給水原価と料金

　

給水量１㎡当たりの原価（用水供給事業を除き、法適用の簡易水道事業

を含む。）の平均は155.91円で、前年度(149.96円）に比べて5.95円、4.0%

高くなっている。給水原価の内訳をみると、資本費55.40円、職員給与費

34.49円、受水費20.62円、その他の経費45.40円となっている。

　

また、平成３年度中に料金改定（消費税導入による料金改定を含む。）

を実施した末端給水事業は188事業（前年度211事業）で、営業中の事業

(1,906事業）の9.9%となっている。

　　　　

（d）法非適用企業

　

法非適用の簡易水道事業の実質収支をみると、黒字事業が1,604事業で

107億円の黒字、赤字事業が34事業で17億円の赤字を生じ、差引90億円の

黒字となっている。
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（イ）工業用水道事業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

平成３年度において地方公共団体が経営する工業用水道事業は133事業

で前年度(125事業）に比べて８事業増加している。これを経営主体別に

みると、都道府県営40事業、指定都市営８事業、市営46事業、町村営31事

業、企業団営８事業となっている。

　

施設数は250施設（前年度243施設）、給水先事業所数は6,140箇所（前年

度5,977箇所）、年間総配水量は48億91百万㎡（前年度48億57百万㎡）と

なっている。また、施設利用率（１日平均配水量を現在配水能力で除した

もの）の平均は60.8%となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

工業用水道事業の総収益は1,866億円、総費用は1,764億円で、この結果、

総収支では103億円の黒字（前年度124億円の黒字）で、総収支比率は

105.8％（前年度110.0％）となっている。純利益を生じた事業は95事業

（前年度94事業）で、その額は125億円（前年度140億円）、純損失を生じた

事業は24事業（前年度21事業）で、その額は23億円（前年度16億円）と

なっている。一方、平成３年度に例年にない大規模な水源転用を行った事

業があり、この水源転用に伴う費用を他会計からの繰入金で賄ったため、

全体の収益、費用にかなりの影響を与えており、経常収益は18.6%の増

（前年度4.8%の増）で1,588億円、経常費用は21.4%の増（前年度5.3%の

増）で1,498億円となってしる。この結果、経常収支では90億円の黒字

（前年度105億円の黒字）で、経常収支比率は106.0％（108.5％）となって

tヽる。経常利益を生じた事業は92事業（前年度92事業）で、その額は118

億円（前年度125億円）、経常損失を生じた事業は27事業（前年度23事業）

で、その額は28億円（前年度20億円）となっている。

　

累積欠損金は222億円で、前年度(214億円）に比べて８億円、4.0%増

加し、不良債務は１億円で、前年度（２億円）に比べて１億円、52.9%減

少している。
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（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は1,863億円で、前年度(1,323億円）に比べて541億円、

40.9%増加している。これに対する財源は、外部資金が1,259億円、内部資

金が576億円で、財源不足額は28億円となっている。資本的支出の内訳を

みると、建設改良費は1,066億円で、前年度(848億円）に比べて218億円、

25.7%増加し、企業債償還金は530億円で、前年度(323億円）に比べて

207億円、63.9%増加している。

　　　　

㈲

　

給水原価と料金

　

給水量１㎡当たりの原価の平均は、前述の水源転用事業が影響し30.71

円（資本費12.27円、職員給与費5.12円、その他の経費13.32円）となって

おり、これに対して１㎡当たりの料金の平均は23.22円であり、料金が給

水原価を7.49円下回る状態となっている。

　

これを補助事業と単独事業に分けてみると、単独事業では料金(11.72

円）が給水原価(11.86円）を0.14円とわずかに下回っているのに対して、

補助事業の料金(27.76円）は給水原価(38.15円）より10.39円も低い。す

なわち補助事業においては、本来、料金で回収すべきものが普通会計等か

らの繰入れにより補てんされる形となっており、今後、料金水準を給水原

価に近づけるようその適正化に努める必要がある。

　　

ヴ

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

平成３年度において交通事業を経営する地方公共団体の数は110団体、

事業数は129事業である。これを事業別にみると、自動車運送54事業、都

市高速鉄道（地下鉄及びニュータウン鉄道）10事業、路面電車５事業、懸

垂電車等２事業、船舶58事業である。

　

これらによる年間輸送人員は約45億人、１日平均1,216万人であり、事

業別にみると、自動車運送476万人（全体の39.2%)、都市高速鉄道7n万

人(58.4%)、路面電車17万人(1.4%)、その他12万人(1.0%)となって

いる。

　

公営交通が国内の旅客輸送機関に占める割合を輸送人員からみると、第
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第79図

　

自動車運送、地下鉄にお

　　　　

ける公営交通事業の地位

自動車運送

6,749百万人

　

(100.0％)

地

　

下

　

鉄

4,718百万人

　

(100.0％)

79図のとおり自動車輸送25.8%、地下鉄

55.2%等となってトる。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

㈲法適用企業

　　　　　

（i）損

　

益

　

収

　

支

　

法適用の交通事業の総収益は7,678億

円、総費用は9,372億円で、この結果、

総収支では1,694億円の赤字（前年度541

億円の赤字）、総収支比率は81.9% (前

年度94.1%)となってトる。純利益を生

じた事業は35事業（前年度47事業）で、

その額は26億円（前年度153億円）、純損

失を生じた事業は45事業（前年度33事

業）で、その額は1,721億円（前年度694

億円）となっている。一方、経常収益は7,459億円、経常費用は9,344億円

で、この結果、経常収支では1,885億円の赤字（前年度891億円の赤字）、

経常収支比率は79.8% (前年度90.2%)となっている。経常利益を生じた

事業は29事業（前年度35事業）で、その額は16億円（前年度19億円）、経

常損失を生じた事業は51事業（前年度45事業）で、その額は1,901億円

（前年度910億円）となっている。

　

累積欠損金を有する事業は51事業（前年度44事業）で、その額は9,904

億円と前年度(8,295億円）に比べて1,610億円、19.4%増加している。

　

不良債務を有する事業は27事業（前年度25事業）で、その額は549億円

と前年度（408億円）に比べて140億円、34.3%増加している。

　

事業別にみると、自動車運送事業においては、修繕費、支払利息の増加

等による経常費用の増加等により、経常収支は115億円の赤字（前年度84

億円の赤字）となっている。経常利益を生じた事業は54事業中21事業でそ

の額は６億円、経常損失を生じた事業は33事業でその額は120億円となっ

ている。また、累積欠損金は1,006億円（前年度957億円）、不良債務は111
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億円（前年度97億円）である。

　

都市高速鉄道事業においては、乗客数の増加による料金収入の増加等が

あったものの、前述の地下高速鉄道建設費補助金の交付方法の変更による

営業外収益の減少の影響が大きく、経常収支は1,772億円の赤字（前年度

808億円の赤字）となっている。営業中の９事業すべてが経常損失を生じ、

その額は1,772億円となっている。また、累積欠損金は8,634億円と前年度

(7,081億円）に比べて1,553億円、21.9%増加しており、不良債務は224億

円（前年度104億円）となっている。

　　　　　

(ii)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用の交通事業の資本的支出は5,901億円（うち都市高速鉄道事業

5,155億円、自動車運送事業673億円）で、前年度(5,286億円）に比べて

615億円、11.6%増加している。これに対する財源は、外部資金が4,919億

円、内部資金が879億円で、財源不足額は103億円となっている。資本的支

出の内訳をみると、建設改良費は3,303億円（うち都市高速鉄道事業2,938

億円、自動車運送事業307億円）で、前年度(2,803億円）に比べて500億

円、17.8%増加し、企業債償還金は1,994億円（うち都市高速鉄道事業

1,751億円、自動車運送事業231億円）で、前年度(2,159億円）に比べて

165億円、7.7%減少している。

　　　　

（b）法非適用企業

　

交通事業における法非適用企業は船舶運航事業の48事業で、実質収支で

は36事業が２億円の黒字、12事業が４億円の赤字を生じ、差引１億円の赤

字となっている。

　　

（エ）電

　

気

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

平成３年度において地方公共団体が経営する電気事業は34事業、発電所

の数は276 (建設中の29発電所を含む。）で、すべて水力発電所である。経

営主体別にみると、都道府県営33事業、271発電所（建設中の29発電所を

含む。）、市営１事業、５発電所となっており、すべて電力会社への卸電気

事業である。
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発電能力は276発電所合計で、最大出力253万kW、年間発電電力量98億59

百万kWhとなっている。民営を含む電気事業全体に占める割合は、既設発

電所数で6.7%、最大出力で1.2%、年間発電電力量で1.1%となっている。

なお、水力のみの割合でみると、既設発電所数で14.6%、最大出力で

6.1%、年間発電電力量で9.3%となってトる。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

㈲

　

損

　

益

　

収

　

支

　

電気事業の総収益は933億円、総費用は736億円で、この結果、総収支で

は197億円の黒字（前年度190億円の黒字）、総収支比率は126.8%(前年度

126.6%)となっている。一方、経常収益は932億円、経常費用は735億円

で、この結果、経常収支では196億円の黒字（前年度190億円の黒字）、経

常収支比率は126.7% (前年度126.5%)で、前年度に引き続き、34事業す

べてが純利益及び経常利益を生じている。また、累積欠損金及び不良債務

を有する事業はなト。

　　　　

（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は464億円で、前年度(446億円）に比べて18億円、4.1%増

加している。これに対する財源は、外部資金が206億円、内部資金が258億

円で、財源不足は生じていない。資本的支出の内訳をみると、建設改良費

は316億円で、前年度(277億円）に比べて38億円、13.8%増加し、企業債

償還金は106億円で、前年度(107億円）に比べて１億円、0.9%減少して

いる。

　　

（オ）ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

平成３年度において地方公共団体が経営するガス事業は72事業で、これ

を経営主体別にみると、県営２事業、指定都市営１事業、市営36事業、町

村営30事業、企業団営３事業となっている。公営ガス事業の供給戸数は

105万５千戸（前年度103万３千戸）で、供給区域内戸数141万４千戸に対

する普及率は74.6%となっている。また､販売量は６億38百万㎡（１万kcal

換算）で、前年度（６億７百万㎡）に比べて31百万㎡、5.1%増加してい
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る。

　

民営を含むガス事業全体に占める地位をみると、事業数では29.3%、需

要戸数で4.8%、販売量で3.8％となっている。なお、民間大手４社を除い

た割合では、需要戸数で15.9%、販売量で17.4%となっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

ガス事業の総収益は899億円、総費用は834億円で、この結果、総収支で

は65億円の黒字（前年度45億円の黒字）、総収支比率は107.8% (前年度

105.5%)となっている。純利益を生じた事業は70事業（前年度68事業）

で、その額は65億円（前年度47億円）、純損失を生じた事業は２事業（前

年度５事業）で、その額は14百万円（前年度２億円）となってしる。一

方、経常収益は887億円、経常費用は833億円で、この結果、経常収支では

54億円の黒字（前年度45億円の黒字）、経常収支比率は106.5% (前年度

105.6％）となっている。経常利益を生じた事業は70事業（前年度68事業）

で、その額は54億円（前年度46億円）、経常損失を生じた事業は２事業

（前年度５事業）で、その額は14百万円（前年度73百万円）となってしる。

　

累積欠損金は１億円で、前年度（３億円）に比べて２億円、73.8%減少

している。不良債務は、昭和62年度に解消して以来なかったが、平成３年

度に１事業生じ、23百万円となっている。

　　　　

（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は346億円で、前年度（303億円）に比べて43億円、14.2%増

加してトる。これに対する財源は、外部資金が175億円、内部資金が171億

円で、財源不足額は35百万円となっている。資本的支出の内訳をみると、

建設改良費は270億円で、前年度(230億円）に比べて40億円、17.2%増加

し、企業債償還金は74億円で、前年度（73億円）に比べて2億円、2.3%増

加している。

　　

（力）病

　

院

　

事

　

業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

平成３年度において地方公共団体が経営する病院事業は738事業、病院
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数は989病院（うち建設中７病院）となっている。これを経営主体別にみ

ると、都道府県営231病院（47都道府県）、指定都市営36病院（11指定都

市）、市営273病院(251市）、町村営331病院(331町村）及び一部事務組合

営118病院（98組合）となっている。

　

一般病院のうち、病床数300床以上の大規模病院が占める割合を経営主

体別にみると、都道府県営では45.2%、指定都市営では63.6%、市営では

52.6%とそれぞれ高い割合を占めている。一方、100床未満の小規模病院

は280病院（一般病院の30.0％）である。また、一般病院の19.2%に当たる

179病院は、民間医療機関による診療が期待できない離島、山間地等のへ

き地を中心とした地域（いわゆる不採算地区）において医療の確保に当

たっている。

　

平成３年度末における病床数は23万13百床で、前年度（22万95百床）に

比べて18百床、0.8%増加しており、入院、外来延患者数は１億98百万人

で、前年度（１億92百万人）に比べて5百万人、2.8％増加している。

　

なお、病床利用率は82.2% (前年度82.5%)、外来入院患者比率（年延外

来患者数を年延入院患者数で除したもの）は186.4% (前年度180.1％）と

なっている。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）損

　

益

　

収

　

支

　

病院事業の総収益は３兆63億円、総費用は３兆782億円で、この結果、

総収支では719億円の赤字（前年度502億円の赤字）、総収支比率は97.7%

（前年度98.2%)となっている。純利益を生じた事業は348事業（前年度

353事業）で、その額は234億円（前年度229億円）、純損失を生じた事業は

388事業（前年度383事業）で、その額は953億円（前年度732億円）となっ

ている。一方、経常収益は、患者数の増加等による料金収入の伸びなどに

より、前年度に比べて7.0%の増で２兆9,793億円、経常費用は、看護職員

の処遇改善等により職員給与費が増加したこと及び医療材料費の伸びが高

かったことなどにより、前年度に比べて8.0％の増で３兆722億円となって

いる。この結果、経常収支では929億円の赤字（前年度6n億円の赤字）。
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６
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３

２

１

０

第80図

　

累積欠損金等の推移（病院）

61 62 63
一
几

２

経常収支比率は97.0% (前

年度97.9%)で、全体とし

て経営状況は厳しくなって

おり、個別の事業において

もその多くは依然厳しい状

況が続いている。経常利益

を生じた事業は320事業

（前年度337事業）で、その

額は145億円（前年度182億

円）、経常損失を生じた事

業は416事業（前年度399事

業）で、その額は第80図の

とおり、1,074億円（前年

度793億円）となっている。

　

累積欠損金を有する事業

j‾猫i）は全事業の65.5%に当たる

　　

（注）Ｏ　内の数値は､昭和61年度を100とした指数である。

　　　

482事業（前年度62.9%、

463事業）で、その額は5,974億円と前年度(5,250億円）に比べて724億円、

13.8%増加している。

　

不良債務を有する事業は全事業の14.9%に当たる110事業（前年度

14.3%、105事業）で、その額は552億円と前年度(444億円）に比べて108

億円、24.4%増加している。

　

なお、経営構造のバロメーターとなる医業収支比率はQQ CO/ C前年度

90.1%)となっており、これを病院の種別にみると、一般病院89.6%

(91.1%)、結核病院58.8% (57.8%)、精神病院64.4% (66.8%)となって

いる。

　　　　

（b）資

　

本

　

収

　

支

　

資本的支出は4,968億円で、前年度(4,318億円）に比べて650億円、

15.1％増加している。これに対する財源は、外部資金が3,655億円、内部資

　　　　　　　　　　　　　　　

－144－

重円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

協

　　

曇

　　　　　　　　　　

(126)

　

5,974

　　　　

常恰良

　　　　　　　　　　　　

5,250

　　　　

雛治

　　　　　

(10*)

　

鵬

　　　　

１

　　

ぶ

　　　

(.364

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(23S)

　

3n

｛90｝

　　

雪

　

,U00) ,8,,ぼ　ｶﾞぼ　V”　呂　　亮



金が1,143億円で、財源不足額が169億円となっている。資本的支出の内訳

をみると、建設改良費が3,709億円で、前年度(3,080億円）に比べて630億

円、20.5%増加し、企業債償還金が946億円で、前年度(932億円）に比べ

て14億円、1.5%増加している。

　　　　

㈲他会計繰入金

　

普通会計等からの繰入金は5,583億円であり、このうち収益的収入への

繰入れは4,034億円で、収益的収入に対する割合は13.4%となってトる。ま

た、資本的収入への繰入れは1,548億円で、資本的支出の31.2%となってい

る。

　　

（キ）下水道事業

　　　

ａ

　

事業数及び経営規模

　

平成３年度において地方公共団体が経営する下水道事業は2,279事業

（うち建設中900事業）で、法適用企業が80事業、法非適用企業が2,199事

業となっている。これを経営主体別にみると、都道府県営56事業、指定都

市営15事業、市営788事業、町村営1,380事業、一部事務組合営40事業と

なっている。

　

下水道事業の平成３年度末における現在処理区域内人口は5,614万人、

現在処理区域面積は72万haとなってトる。また、行政区域内人口に対す

る現在処理区域内人口の割合は45.0%となってtヽる。なお、年間総処理水

量は130億８百万㎡で、前年度（120億33百万㎡）に比べて９億75百万㎡、

8.1％増加している。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）法適用企業

　　　　　

剛

　

損

　

益

　

収

　

支

　

法適用の下水道事業の総収益は１兆604億円、総費用は１兆352億円で、

この結果、総収支では252億円の黒字（前年度321億円の黒字）、総収支比

率は102.4% (前年度103.3%)となっている。純利益を生じた事業は49事

業（前年度48事業）で、その額は346億円（前年度385億円）、純損失を生

じた事業は24事業（前年度23事業）で、その額は94億円（前年度63億円）
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となっている。一方、経常収益は有収水量の増加等により前年度に比べて

5.2%の増で１兆498億円となり、その内訳は、他会計繰入金（雨水処理負

担金を含む。）が5,665億円（経常収益に占める割合54.0%)、料金収入が

4,329億円(41.2%)等となっている。経常費用は施設の増加に伴う減価償

却費や企業債利息の増加等により前年度に比べて6.7%の増で１兆348億円

であり、その内訳は、減価償却費が2,450億円（経常費用に占める割合

23.7%)、企業債利息が4,553億円(44.0%)等となっている。この結果、

経常収支では149億円の黒字（前年度276億円の黒字）となっている。経常

収支比率は101.4% (前年度102.8%)となっており、黒字額は前年度に比

べて126億円減少している。経常利益を生じた事業は48事業（前年度45事

業）で、その額は257億円（前年度345億円）、経常損失を生じた事業は25

事業（前年度26事業）で、その額は108億円（前年度69億円）となってい

る。累積欠損金は433億円で、前年度(357億円）に比べて76億円、21.3%

増加し、不良債務は542億円で、前年度(633億円）に比べて91億円、

14.4%減少している。

　　　　　

(ii)資

　

本

　

収

　

支

　

法適用の下水道事業の資本的支出は１兆3,340億円で、前年度（１兆

2,872億円）に比べて468億円、3.6%増加している。資本的支出の内訳をみ

ると、建設改良費は9,811億円で、前年度(9,398億円）に比べて413億円、

4.4%増加し、企業債償還金は3,296億円で、前年度(3,275億円）に比べて

21億円、0.6%増加している。

　　　　

（b）法非適用企業

　

法非適用の下水道事業の総収益は8,160億円で、前年度(7,337億円）に

比べて11.2%増加し、その内訳は、他会計繰入金（雨水処理負担金を含

む。）が4,426億円（総収益に占める割合54.2%)、料金収入が2,563億円

(31.4%)等となっている。一方、総費用は8,098億円で、前年度(7,221億

円）に比べて12.1%増加し、うち地方債利息が4,209億円と総費用の52.0%

を占めている。

　

資本的支出は２兆3,510億円で、前年度（２兆670億円）に比べて2,840億
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円、13.7%増加し、その内訳は、建設改良費が２兆2,102億円で、前年度

（１兆9,393億円）に比べて2,709億円、14.0%増加し、地方債償還金が1,278

億円で、前年度(1,157億円）に比べて121億円、10.4%増加している。

　

実質収支では、1,263事業が349億円の黒字を、43事業が194億円の赤字

を生じており、差引154億円の黒字（前年度130億円の黒字）となってい

る。

　　　　

（ｃ）全体の経営状況

　

法適用企業と法非適用企業を合計した全体の総収益は１兆8,764億円で

前年度（１兆7,365億円）に比べて8.1％の増加、総費用は１兆8,450億円

で、前年度（１兆6,928億円）に比べて9.0％の増加となっており、その結

果、全体の収支は406億円の黒字（前年度451億円の黒字）となっている。

　

このように、全体の収支は黒字となっているが、普通会計等からの相当

の繰入れを行っているところもあり、実質的には経営状況は厳しい状況に

ある。

　

公共下水道でみると、汚水処理費を年間総有収水量で除して算出した処

理原価は法適用企業が131.69円／㎡（維持管理費50.21円／㎡、資本費

81.48円／㎡）、法非適用企業が186.74円／㎡(76.48円／㎡、110.25円／

㎡）、全体としては154.39円／㎡(61.04円／㎡、93.34円／㎡）となってし

る。

　

処理原価と使用料単価（使用料収入を年間総有収水量で除して算出した

もの）の関係をみると、法適用企業の使用料単価は101.18円／㎡で、処理

原価の76.8%となっているが、法非適用企業の使用料単価は84.15円／㎡

で、処理原価の45.1%と低い状況になっている。また、全体としてみる

と、使用料単価は94.16円／㎡で、処理原価の61.0％となっているが、今

後、使用料水準の適正化を図っていく必要がある。

　　

（ク）その他の地方公営企業

　　　

ａ

　

事

　　

業

　　

数

　

地方公共団体は、以上の事業のほかにも各種の事業を経営している。こ

れを事業別にみると、港湾整備事業125事業、市場事業194事業、と畜場事
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業193事業、観光施設事業825事業、宅地造成事業648事業、有料道路事業

19事業、駐車場整備事業205事業及びその他事業42事業である。

　　　

ｂ

　

経

　

営

　

状

　

況

　　　　

（ａ）港湾整備事業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は６事業でその額は12億円、純損

失を生じた事業は１事業でその額は14百万円となっており、総収支では12

億円の黒字となっている。また、経常利益を生じた事業は６事業でその額

は11億円、経常損失を生じた事業は１事業でその額は14百万円となってお

り、経常収支では11億円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で106事業が100億円の黒字を、８事業が29

億円の赤字を生じ、差引71億円の黒字となっている。

　　　　

（b）市

　

場

　

事

　

業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は11事業でその額は649億円、純

損失を生じた事業は２事業でその額は１億円となっており、総収支では

649億円の黒字となっている。多額の純利益を生じたのは、前年度に引き

続き東京都において、神田市場等の廃止に伴う跡地を普通会計に有償所管

換えしたことに伴う、多額の特別利益（３年度500億円）が計上されたこ

とによるものである。また、経常利益を生じた事業は11事業でその額は

159億円、経常損失を生じた事業は２事業でその額は１億円となっており、

経常収支では158億円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で164事業が24億円の黒字を、16事業が44

億円の赤字を生じ、差引20億円の赤字となっている。

　　　　

（ｃ）と畜場事業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は１事業でその額は62百万円、純

損失を生じた事業は１事業でその額は３百万円となっており、総収支では

59百万円の黒字となっている。また、経常利益を生じた事業は１事業でそ

の額は62百万円となっており、経常損失を生じた事業は１事業でその額は

３百万円となっており、経常収支では59百万円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で181事業が12億円の黒字を、10事業が9
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億円の赤字を生じ、差引２億円の黒字となっている。

　　　　

（d）観光施設事業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は134事業でその額は74億円、純

損失を生じた事業は33事業でその額は12億円となっており、総収支では61

億円の黒字となっている。また、経常利益を生じた事業は134事業でその

額は75億円、経常損失を生じた事業は33事業でその額は12億円となってお

り、経常収支では63億円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で586事業が71億円の黒字を、61事業が62

億円の赤字を生じ、差引９億円の黒字となっている。

　　　　

（ｅ）宅地造成事業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は47事業でその額は674億円、純

損失を生じた事業は６事業でその額はｎ億円となっており、総収支では

663億円の黒字となっている。また、経常利益を生じた事業は47事業でそ

の額は663億円、経常損失を生じた事業は６事業でその額は11億円となっ

ており、経常収支では651億円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で408事業が1,068億円の黒字を、62事業が

432億円の赤字を生じ、差引636億円の黒字となっている。

　　　　

（f）有料道路事業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は７事業でその額は42億円、純損

失を生じた事業は３事業でその額は５億円となっており、総収支では37億

円の黒字となっている。また、経常利益を生じた事業は７事業でその額は

58億円、経常損失を生じた事業は３事業でその額は３億円となっており、

経常収支では54億円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で７事業が４億円の黒字を、２事業が19億

円の赤字を生じ、差引15億円の赤字となっている。

　　　　

（ｇ）駐車場整備事業

　

法適用企業では、純利益を生じた事業は11事業でその額は４億円、純損

失を生じた事業は１事業でその額は52百万円となっており、総収支では４

億円の黒字となっている。また、経常利益を生じた事業は11事業でその額
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は４億円、経常損失を生じた事業は１事業でその額は50百万円となってお

り、経常収支では４億円の黒字となっている。

　

法非適用企業では、実質収支で162事業が26億円の黒字を、10事業が18

億円の赤字を生じ、差引８億円の黒字となっている。

　　　　

（h）その他事業

　

法適用の各種事業（有線放送、砕石、採石、林業、製材、自動車学校

等）では、純利益を生じた事業は32事業でその額は85億円、純損失を生じ

た事業は８事業でその額は28億円となっており、総収支では57億円の黒字

となっている。また、経常利益を生じた事業は32事業でその額は86億円、

経常損失を生じた事業は８事業でその額は28億円となっており、経常収支

では58億円の黒字となっている。

（2）国民健康保険事業

　

平成３年度末の国民健康保険事業の保険者は、3,254団体（11大都市、

649都市、2,569町村、23特別区、２一部事務組合）で、総保険者数は前年

度末(3,258団体）と比べると４団体減少した。直営診療所を設置してい

る団体は604団体（80都市、521町村、３一部事務組合）で、前年度末

(604団体）と同じ団体数となっている。

　

平成３年度末の被保険者数は3,829万３千人（前年度末3,885万３千人）

であり、また、世帯数は1,698万５千世帯(1,680万２千世帯）となってい

る。これらを前年度末と比べると、世帯数は18万３千世帯増加しているも

のの、被保険者数は56万人減少している。

　

なお、昭和59年10月に創設された退職者医療制度の平成3年度末の被保

険者数及び被扶養者数は388万人で、前年度末(383万５千人）と比べると

４万５千人、1.2%増加している。

　

ア

　

事

　

業

　

勘

　

定

　　

（ア

　

歳

　　　　　

入

　

事業勘定の歳入決算額は６兆2,597億円で、前年度（６兆701億円）と比

べると1,896億円、3.1%増加している。
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第81図

　

国民健康保険事業の歳入決算の状況

　　　　

(事業勘定)

　

歳入の内訳をみると、第

81図のとおり、国民健康保

険税（料）と国庫支出金の

両者で歳入総額の76.5%

（前年度77.1%)を占めて

レる。国民健康保険税

（料）は２兆4,434億円（歳

入総額の39.0%)で、前年

度（２兆3,727億円）と比

べると707億円、3.0％増加

している。国庫支出金は２

兆3,437億円(37.4%)で、

前年度（２兆3,070億円）

と比べると367億円、1.6%増加している。国庫支出金のうち、療養給付費

等負担金は１兆7,719億円(28.3%)で、前年度（１兆7,476億円）と比べ

ると243億円、1.4%増加し、財政調整交付金は4,659億円（7.4％）で、前

年度(4,589億円）と比べると70億円、1.5%増加している。さらに、都道

府県支出金は378億円（0.6％）で、前年度(371億円）と比べると７億円、

1.9％増加している。

　

また、他会計繰入金は4,245億円（6.8％）で、前年度(4,226億円）と比

べると18億円、0.4%増加している。このうち、国民健康保険の財政基盤

の安定を図るための保険基盤安定制度による繰入金は1,024億円、高医療

費基準超過額に係る繰入金は37億円、財源補てん的な繰入金は2,537億円

となっている。

　

なお、退職者医療制度に係る療養給付費交付金は6,337億円で、前年度

(5,976億円）と比べると362億円、6.1%増加してtヽる。これは、退職者医

療制度への加入者が増加していること等によるものである。

　　

（イ）歳

　　　　　

出

　

歳出決算額は６兆125億円で、前年度（５兆8,753億円）と比べると1,373
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第82図

　

国民健康保険事業の歳出決算の状況

　　　　

(事業勘定)

その他の給付費

　

1,025億円

　　

(1.7%)

億円、2.3%増加している。

　

歳出の内訳をその主な経

費についてみると、第82図

のとおり、保険給付費は４

兆1,489億円（歳出総額の

69.0%)で、前年度（４兆

31億円）と比べると1,458

億円、3.6%の増加となっ

ている。

　

保険給付費のうち、療養

諸費等は４兆321億円で、

前年度（３兆8,838億円）

と比べると1,482億円、

3.8%増加し、その他の給

付費は1,025億円で、前年

度(1,056億円）と比べると30億円、2.9%減少している。

　

また、老人保健拠出金は１兆4,018億円(23.3%)で、前年度（１兆

4,330億円）と比べると313億円、2.2%減少している。

　　

ぐウ）収

　　　　　

支

　

実質収支は2,466億円の黒字（前年度1,941億円の黒字）であるが、財源

補てん的な他会計繰入金、繰出金及び都道府県支出金を調整した後の再差

引収支は、ｎ億円の赤字（前年度585億円の赤字）となっている。

　

財源補てん的な他会計繰入金は2,537億円で、前年度(2,536億円）とほ

ぼ同じである。これを団体区分別にみると、大都市1,103億円、都市1,151

億円及び町村232億円等となっている。

　

なお、近年においては昭和60年度以降、財源補てん的な他会計繰入金が

実質収支を上回っている状況にある。

　

再差引収支を黒字・赤字団体別にみると、黒字団体数は2,802団体で、

前年度(2,736団体）と比べると66団体増加しており、その黒字額は2,164
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億円（前年度1,877億円）となっている。一方、赤字団体数は452団体で、

前年度(522団体）より70団体減少しており、その赤字額は2,175億円（前

年度2,462億円）となってトる。赤字額を団体区分別にみると、大都市889

億円、都市1,129億円、町村115億円等となっている。

　

イ

　

直

　

診

　

勘

　

定

　

直診勘定の歳入決算額は726億円で、前年度（690億円）と比べると36億

円、5.2%増加している。このうち、診療収入は509億円で、前年度(488

億円）と比べると21億円、4.3%増加している。診療収入の歳入総額に占

める割合は、70.1％で前年度(70.7%)より0.6％ポイント低下してtヽる。

一方、他会計繰入金は114億円で、前年度(105億円）と比べると9億円、

8.9%増加しており、この歳入総額に占める割合は15.7%と前年度

(15.2%)と比べると0.5%ポイント増加している。

　

歳出決算額は718億円で、前年度(688億円）と比べると31億円、4.5%

増加している。このうち、総務費は367億円（歳出構成比51.1%)で、前

年度(348億円）と比べると19億円、5.6%増加している。また、医業費は

248億円（歳出構成比34.5%)で、前年度(232億円）と比べると16億円、

7.0%増加している。なお、医業費の診療収入に対する比率は48.7% (前年

度47.5%)で、この比率は、昭和61年度以降上昇してきている。

　

実質収支は５億円の黒字（前年度１千万円の赤字）となっているが、こ

の実質収支から他会計繰入金を控除し、繰出金を加えた再差引収支の赤字

額は、108億円の赤字（前年度103億円の赤字）となっている。

（3）その他の事業

　

ア

　

収

　

益

　

事

　

業

　

平成３年度において収益事業を実施した地方公共団体の数は延べ563団

体で、前年度（延べ563団体）と同じである。事業別にみると、公営競技

については自転車競走事業を施行した団体が255団体（前年度255団体）と

最も多く、以下、モーターボート競走事業173団体(173団体）、競馬事業

69団体（69団体）、小型自動車競走事業８団体（８団体）の順となってい
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る。また、宝くじは、都道府県及び政令指定都市58団体（58団体）で発行

されている。これらを団体種類別にみると、都道府県では延べ75団体（前

年度延べ75団体）が、市町村では延べ488団体（延べ488団体）が実施して

おり、都道府県及び市町村とも前年度と同じである。

　　

(r)経

　

営

　

状

　

況

　

平成３年度の決算額は、歳入６兆3,420億円、歳出６兆1,488億円となっ

ている。これを前年度（歳入６兆757億円、歳出５兆8,740億円）と比べる

と、歳入は2,664億円、4.4%、歳出は2,748億円、4.7%それぞれ増加してい

る。

　

実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源及び他会

計からの繰入金を控除し、他会計への繰出金を加えた額）は、8,224億円

の黒字である。これを前年度(8,102億円の黒字）と比べると123億円、

1.5%増加している。実質上の収支を事業別にみると、いずれの事業とも

黒字となっており、その額は競馬事業452億円（前年度528億円）、自転車

競走事業2,124億円(2.017億円）、小型自動車競走事業427億円(381億円）、

モーターボート競走事業2,166億円(2,272億円）、宝くじ事業3,055億円

(2,904億円）となっている。

　　

（イ）収益金の使途状況

　

収益金の大部分は普通会計等に繰り入れられ、道路、教育施設、社会福

祉施設等の整備事業などの財源として活用されており、その繰入額は

6,384億円で、前年度(6,067億円）と比べると317億円、5.2%増加してい

る。

　

収益金繰入額の使途状況を目的別にみると、土木費が2,666億円（収益

金繰入総額の41.8%)と最も多く、次いで教育費が1,607億円(25.2%)と

多く、この両者で繰入総額の66.9%を占めている。この他、衛生費321億

円（5.0％）、民生費205億円(3.2%)、農林水産業費162億円（2.5％）等と

なっている。
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イ

　

共

　

済

　

事

　

業

　　

（ﾌﾟり

　

農業共済事業

　

平成３年度において農業共済事業を実施した市町村の数は370団体で、

前年度（400団体）と比べると30団体減少してトる。

　

農業共済事業会計の決算額は歳入648億円（前年度576億円）、歳出576億

円(483億円）で、前年度と比べると、歳入は72億円、12.6%の増加、歳

出は93億円、19.3%の増加となっている。

　

なお、実質上の収支（歳入歳出差引額から支払準備金積立額、責任準備

金積立額、繰入金及び未払金を控除し、繰出金及び未収金を加えた額）

は、30億円（前年度46億円）の黒字となっている。

　　

（イ）交通災害共済事業

　

平成３年度において直営方式により交通災害共済事業を実施した地方公

共団体は240団体（２県、177市町村、61一部事務組合）で、前年度(242

団体）と比べると２団体減少している。また、加入者は平成３年度末で

3,616万人（前年度末3,622万人）となっている。

　

交通災害共済事業会計の決算額は歳入249億円（前年度243億円）、歳出

212億円（206億円）で、前年度と比べると、歳入は６億円、2.6%、歳出

は５億円、2.6%それぞれ増加している。

　

なお、実質上の収支（歳入歳出差引額から未経過共済掛金、繰入金及び

未払金を控除し、繰出金及び未収金を加えた額）は３億円の赤字（前年度

１億円の黒字）となっている。

　

ウ

　

そ

　　

の

　　

他

　　

（ア）老人保健医療事業

　

老人保健医療事業会計の決算額は、歳入６兆3,237億円（前年度５兆

8,719億円）、歳出６兆2,958億円（前年度５兆8,143億円）であり、前年度

と比べると、歳入は4,518億円、7.7%、歳出は4,816億円、8.3%それぞれ増

加している。医療給付費は５兆9,473億円で、歳出総額の94.5%となってレ

る。

　

なお、実質収支は266億円（前年度555億円）の黒字となっている。
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（ｲ）公立大学附属病院事業

　

公立大学附属病院事業会計の決算額は、収益的収支では総収益1,367億

円（前年度1,226億円）、総費用1,352億円(1,223億円）で、前年度と比べ

ると、総収益は140億円、11.4%、総費用は129億円、10.6％それぞれ増加

している。また、資本的収支では資本的収入406億円（前年度349億円）、

資本的支出391億円(326億円）で、前年度と比べると、資本的収入は57億

円、16.3%増加し、資本的支出は65億円、19.9%増加している。

　

なお、実質収支は19億円（前年度12億円）の黒字となっている。

　　

（ウ）公益質屋事業

　

平成３年度において公益質屋事業を実施した市町村数は11団体（前年度

13団体）で、引き続き減少している。

　

公益質屋事業会計の決算額は歳入５億円、歳出５億円（前年度歳入６億

円、歳出６億円）となっている。

　

なお、実質上の収支（歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源及

び繰入金を控除し、繰出金を加えた額）は、前年度と同じ２億円の赤字と

なっている。
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10

　

地方単独事業の推進状況

　

地方公共団体は、自主的・主体的な活力ある地域づくりや住民生活に身

近な生活関連社会資本の整備等を図るため、国の補助等を受けずに自主的

に地域の実情に応じて実施する地方単独事業を積極的に推進しており、近

年、その規模は大幅に拡大し、地方財政のみならず我が国経済においても

大きな役割を果たすものとなっている。この地方単独事業の推進状況は、

次のとおりである。

　

なお、以下の記述においては、単独事業とは投資単独事業をトい、単独

事業費とは、普通会計における普通建設事業費のうちの単独事業費をい

う。

（1）地方単独事業の推移

　

（ア）決算額の推移

　　

ａ

　

地方全体及び団体種類別の状況

　

昭和35年度以降における普通建設事業費の推移をみると、第21表のとお

り、平成３年度における普通建設事業費は、昭和35年度の約51倍に伸びて

区

第21表

　

普通建設事業費（補助・単独）の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

億円・％）

ｊ

　

流々E麗

　

40

　　

45

　　

50

　　

55

　　

60

　

言．変

　

３

普通建設事業費

　

㈲　　4､770 13,190 33,988 76,223 144,971150,703 225,845 245,145

　　　　

（指

　

数）

　　　

(100) (277) (713) (1,598) (3,039) (3,159) (4,735) (5,139)

　　

補助事業費（Ｂ）

　

2,761

　

7,921 17,625 44,282 86,974 80,061 85,021 88,020
う

　

（指

　

1次）

　　　

（100）（287）（638）（1,604）（3,150）（2,900）（3,079）（3,188）

　　

t

ｌ-・・ｗ■（ｃ）

　

1,678

　

4,718 15,187 29,368 53,540 64,267 129,917 146,735
ら

　

（ｍ

　

・）

　　　

(100) (281) (905) (1,750) (3,191) (3,830) (7,742) (8,745)

普通建設事業費(B)/(A)

　

57.9

　

60.1

　

51.9

　

58.1

　

60.0

　

53.1

　

37.6

　

35.9

に占める割合

｛

（ｃ）/（Ａ）

　

35.2

　

35.8

　

44.7

　

38.5

　　

36.9

　

42.6

　

57.5

　　

59.9

包昭和35年度の補助事業費及び単独事業費には,受託事業費を含まない。
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いる。その内訳をみると、昭和35年度から昭和55年度の間では、補助事業

費、単独事業費ともに約32倍と同程度の伸びであるが、昭和55年度以降

は、補助事業費がほぼ横ばいであるのに対し、単独事業費は大幅に増加し

平成３年度では昭和35年度の約87倍となっている。

　

これを普通建設事業費に占める補助事業費、単独事業費の割合でみる

と、昭和55年度は、それぞれ60.0％、36.9%で、昭和35年度とほぼ同水準

であるが、近年における単独事業費の大幅な増加により、平成３年度にお

ける普通建設事業費に占める補助事業費、単独事業費の割合は、昭和55年

度と逆転し、それぞれ35.9%、59.9%となっている。

　

さらに、国の歳出の抑制に伴い、補助事業費の伸び率が大幅に低下した

昭和56年度以降について補助事業費及び単独事業費の推移をみると、第83

図のとおりである。純計、都道府県、市町村のいずれも、補助事業費は、

(兆円)

15

10

５

０

第83図

　

補助事業費及び単独事業費の推移

　　　　　　　　

その１

　

純

　

計

59 60

　　　

61

　　

62
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(兆円)

10

５

０

56 57 58 59 60

その２

　

都道府県

61 62 63
一
司

２ ３
(年度)

公共事業関係費の大幅な追加があった昭和62年度を除いて、前年度より減

少あるいは低い伸び率となっており、この間、その規模はほぼ横ばいで推

移しているのに対し、単独事業費は、昭和58年度を除いて順調な伸びを確

保し、特に、昭和62年度以降５年連続して２桁の高い伸び率となってお

り、平成３年度の規模は昭和56年度と比べて2.5倍ないし2.6倍と飛躍的に

拡大している。

　

この結果、純計では、昭和56年度においては補助事業費が単独事業費の

1.5倍の規模であったが、昭和63年度に単独事業費が補助事業費を上回り、

平成３年度においては、単独事業費の規模は補助事業費の約1L7倍となっ

ている。これを、団体種類別にみると、都道府県では、単独事業費は、昭

和56年度では補助事業費の５割以下に過ぎなかったが、平成３年度には単

独事業費と補助事業費の比率がほぼ１：１となっている。また、市町村で
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その３

　

市町村

61 62

　　

63 元
２ ３ (年度)

は、昭和56年度は補助事業費をやや下回っていた単独事業費が、翌年度に

補助事業費を上回って以来、両者の差は一貫して拡大し、平成３年度では

単独事業費は補助事業費の2.7倍の規模に達しており、普通建設事業費に

占める単独事業費の割合も７割を超えるものとなっている。

　

さらに、昭和56年度以降における補助事業費及び単独事業費の推移を、

市町村の団体区分別にみると、補助事業費は、都市及び町村では、減少傾

向が続いたため、平成３年度は昭和56年度の約８割の規模となっている

が、大都市では、ほぼ横ばいで推移している。これに対し、単独事業費

は、昭和62年度以降、大都市、都市、町村のいずれも連続して３桁の伸び

で推移し、平成３年度では、昭和56年度と比べて、大都市2.9倍、都市2.3

倍、町村2.2倍、特別区3.7倍の規模となっている。

　

この結果、昭和56年度では、特別区を除いて、補助事業費が単独事業費
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を上回っていたが、平成３年度における単独事業費の補助事業費に対する

割合は、大都市2.5倍、都市3.0倍、町村2.0倍、特別区18.0倍と、いずれも

単独事業費が補助事業費を大きく上回るものとなっている。昭和56年度以

降で、単独事業費が補助事業費を上回るものとなった時期をみると、都市

は昭和57年度、大都市は昭和58年度であったが、町村は昭和62年度となっ

ている。

　

また、普通建設事業費に占める単独事業費の割合の推移をみると、第84

図のとおり、昭和56年度では、特別区を除いて５割以下であったが、年々

上昇し、平成３年度には、大都市69.5%、都市73.0%、町村64.8%、特別

区94.6%となっている。

　　

ｂ

　

ブロック別の状況

　

ブロック別（第85図の注を参照）に、補助事業費及び単独事業費の状況

をみると、次のとおりである。

　

まず、平成３年度における決算規模（都道府県決算額と市町村決算額と

の単純合計額）のブロック別構成比をみると、第85図のとおり、補助事業

費は関東（補助事業費総額に占める割合19.3%)、東北(15.2%)、九州

(15.2%)、単独事業費は関東（単独事業費総額に占める割合39.3%)、近畿

(14.2%)、東海（11.1％）の順となっている。また、平成３年度の人口１

人当たりの決算額をブロック別にみると、補助事業費は沖縄(181千円）、

北海道（130千円）、北陸(121千円）、単独事業費は北陸(146千円）、関東

(143千円）、四国(132千円）の順に高くなってtヽる。

　

また、平成３年度の単独事業費を昭和56年度と比べると、関東(3.09

倍）、近畿(2.53倍）、東海(2.29倍）の順に高く伸びているが、北海道

(1.85倍）、東北(2.01倍）、沖縄(2.04倍）等は、比較的低い伸びとなって

いる。さらに、人口１人当たりの単独事業費でみると、関東(2.83倍）、

近畿(2.43倍）、四国(2.26倍）の順に伸びているが、北海道(1.84倍）、

沖縄(1.86倍）、東北(1.98倍）は、やや低い伸びとなっている。

　

次に、昭和56年度以降における普通建設事業費に占める単独事業費の割

合の推移をみると、第22表のとおり、各ブロックともおおむね年々上昇し
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普通建設事業費に占める単独事業費の割合の推移
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第85図

「補助事業費」及び

ブロックの区分は、

ク）

北海道

北
東
陸
海
畿
国
国
州
縄

東
関
北
東
近
中
四
九
沖

ブロック別補助事業費

及び単独事業費の状況

「単独事業費」は、都道府県及び市町村の単純合計額である。

次による。第22表において同じ。

(都道府県)

北海道

青森県、岩手県、

茨城県、栃木県、

富山県、石川県、

岐阜県、静岡県、

滋賀県、京都府、

鳥取県、鳥根県、

徳鳥県、香川県、

福岡県、佐賀県、

沖縄県

宮城県、

群馬県、

福井県

秋田県、

埼玉県、

山形県、

千葉県、

福鳥県、

東京都、

新潟県

神奈川県、山梨県、長野県

愛知県、三重県

大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

岡山県、広鳥県、山口県

愛媛県、高知県

長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児鳥県
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第22表

　

ブロック別普通建設事業費に占める単独事業費の割合の推移
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縄
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17.9

合計は、都道府県、市町村の単純合計額である。

57.5

　

60.3

　

67.0

　

69.0

　

73.0
-----

34.6

　

34.8

　

40.4

　

43.1

　

47.9

　　　　　　　　

-

51.1

　

50.3

　

55.8

　

58.0

　

61.4
一一一--

44.6

　

46.4

　

52.6
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59.1

　　　　

---

37.0

　

37.2

　

41.5

　

44.5

　

50.0

　　　　　　　　

-

35.1

　

35.2

　

41.0

　

43.9

　

46.0

32.3

　

31.7

　

36.9

　

39.8

　

43.4

17.0

　

19.8

　

23.9

　

26.3

　

23.9

３

58.8(36.0)
-

38.9(49.9)

46.1(47.1)

74.5(22.4)
-

51.3(42.5)
-

63.3(30.7)
-

61.8(34.5)
-

51.3(42.2)
-

49.1(44.6)
-

45.9(48.8)

27.0(71.6)

２

　

下線は、普通建殼事業費に占める単独事業費の割合が補助事業費の割合を上回っていることを示している。

３０　内の数値は、平成３年度における普通建設事業費に占める補助事業費の創合である。

ており、特に、昭和63年度以降急速に高まってきている。普通建設事業費

に占める単独事業費の割合が補助事業費の割合を上回っているのは、昭和

59年度においては関東（普通建設事業費に占める単独事業費の割合

54.2%)、東海(47.9%)の２ブロックに過ぎなかったが、平成３年度に

は、関東(74.5%)、東海(63.3%)、近畿(61.8%)、中国(51.3%)、北陸

(51.3%)、四国(49.1%)の６ブロックとなっている。沖縄(27.0%)、北

海道(38.9%)等４ブロックでは、依然として補助事業費の割合が単独事

業費の割合より高くなっている。

　　

ｃ

　

目的別内訳の状況

　

平成３年度における普通建設事業費に占める単独事業費の割合は、全体

で59.9%となっているが、これを目的別にみると、土木費(56.7%)、教育

費(77.3%)、衛生費(71.9%)、民生費(76.3%)等は単独事業費の割合

が補助事業費の割合を上回っているのに対し、農林水産業費(24.4%)は

補助事業費の割合(70.6%)が高くなっている。

　

さらに、これらの費目の内訳別に単独事業費の割合をみると、土木費で
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は、道路橋りょう費(62.2%)、都市計画費(73.3%)、さらに都市計画費

のうちの街路費(71.0%)、公園費(79.4%)は単独事業費が補助事業費の

割合を上回っているのに対し、河川海岸費(28.2%)、住宅費(40.3%)、

港湾費(26.4%)は、補助事業費の割合が約６割と高くなっている。ま

た、教育費では、小学校費、中学校費は約６割、社会教育費、保健体育費

は約９割を単独事業費が占めている。衛生費のうち清掃費は約６割、民生

費のうち老人福祉費は約７割が単独事業費である。一方、農林水産業費で

は、農業費は単独事業費の割合が５割を超えているのに対し、農地費、林

業費は補助事業費の割合が約７割と高くなっている。

　

次に、平成３年度の単独事業費の目的別内訳の構成比をみると、第86図

のとおり、土木費の割合(52.3%)が最も高く、以下、教育費(17.6%)、

総務費（7.3％）、農林水産業費（5.7％）、衛生費（4.9％）、民生費(4.1%)

の順となっている。さらに、主な費目の内訳別にみると、土木費では、道

路橋りょう費(21.8%)、都市計画費(21.4%)の順に大きな割合を占めて

おり、さらに、都市計画費では、街路費(9.3%)、公園費（6.6％）のウェ

イトが高くなっている。このように、単独事業費は、道路、街路、公園等

地域における基盤整備に重点的に支出されている。また、教育費では、社

会教育費(4.5%)、小学校費（3.6％）、保健体育費（3.0％）の順となって

いる。

　

また、単独事業費の目的別内訳を昭和56年度と比べると、第87図のとお

り、全体では2.53倍となってトるが、その内訳をみると、商工費(4.44

倍）、土木費(2.96倍）、民生費(2.89倍）等は、総額の伸び率を上回って

おり、他方、労働費(1.49倍）、農林水産業費(1.71倍）、教育費(1.89倍）

は、比較的低い伸びとなっている。さらに、主な費目の内訳別にみると、

土木費のうち都市計画費は5.13倍と高い伸びを示しており、そのうち街路

費(8.76倍）、公園費(4.55倍）は大幅に増加している。また、民生費のう

ち老人福祉費は6.48倍と高い伸びとなっている。一方、教育費では、社会

教育費(2.98倍）、保健体育費(2.96倍）は伸びているが、高等学校費

(0.83倍）は減少している。このように、街路、公園、老人福祉、社会教
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第86図

　

単独事業費の目的別内訳の状況

育、保健体育等住民生活に密接に関連した分野などで、単独事業費が大幅

に増加している。

　　

ｄ

　

充当財源の状況

　

単独事業費に充当された財源の構成比をみると、平成３年度においては

一般財源等62.9%、地方債24.1%、その他13.0%となっている。その推移

をみると、第88図のとおり、一般財源等は昭和62年度、昭和63年度に大幅

に上昇したが、平成元年度以降は次第に低下してきている。一方、地方債

は低下傾向で推移しており、平成３年度は上昇したものの、昭和40年代後

半の水準（平均25.7%)をやや下回っている。
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単独事業費の目的別内訳の状況

　　　　

(昭和56年度と平成３年度との比較)
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（イ）地方財政計画と決算の比較
∇≒ブ

　

地方単独事業について、地方財政計画計上額と普通会計決算額とを比較

すると、第89図のとおり、昭和60年度では計画計上額に対し決算額が１兆

7,565億円下回っていたが、住民生活に身近な社会資本の整備や地域の特

性を活かした個性豊かで魅力ある地域づくり等への取組がより一層積極的

に展開されてきたことにより、平成元年度に決算額が計画計上額を上回る

に至り、平成３年度では地方財政計画計上額（修正後）13兆3,840億円に

対し決算額は14兆9,184億円と１兆5,344億円の超過となっている。

（2）地方単独事業推進の背景とその役割

　

近年、地方単独事業が積極的に推進されてきているが、その背景として

は、自主的・主体的な地域づくりや住民生活に身近な生活関連社会資本の

整備の必要性が高まってきたこと、地方財政計画において必要な単独事業

費を確保するとともに、その積極的な推進を支援するための各種の財政措

45
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単独事業費の財源構成比の推移
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第89図

　

地方単独事業の地方財政計画計上額と決算額との比較

(兆円)
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地方財政計画計上額及び決算額は、対比の正確を期すため所要の修正を加えている。

　　

２０　内の数値は、対前年度伸び率である。

置が拡充されてきたこと、また、地域経済の維持拡大等の面からも地方単

独事業の役割が大きくなってトることなどをあげることができる。

　

（ア）自主的・主体的な地域づくりの推進

　

東京一極集中を是正し、多極分散型国土を形成してしくことが国・地方

を通じた重要な課題となっているが、そのためには、全国各地域が、それ

ぞれの地域の特色を活かして、自主的・主体的に個性豊かな地域づくりを

進め、誇りと愛着の持てる地域をつくりあげていく「ふるさと創生」を推

進していく必要がある。これを背景に、「ふるさと創生」の起爆剤として

昭和63年度から平成元年度にかけて「自ら考え自ら行う地域づくり」事業

（いわゆる１億円事業）が実施され、これを契機として、全国各地におい

て、住民参加による自主的・主体的な地域づくりが「地域づくり推進事

業」等の地方単独事業に対する支援措置を活用して活発に展開されてきて

いる。
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地方単独事業は、地方公共団体の自主的・主体的な判断により、地域の

実情、住民のニーズに即した事業を計画的に実施することができ、また、

創意と工夫により地域の特性を活かした個性的な事業を実施することがで

きるため、このような自主的・主体的な地域づくりを推進していく上で大

きな役割を果たすものである。

　

（イ）生活関連社会資本の整備

　

単独事業費の目的別内訳の状況でみたように、近年、街路費、公園費、

社会教育費、保健体育費、老人福祉費など住民生活に密接に関連した分野

などで、単独事業費が大幅に増加し、普通建設事業費に占める単独事業費

の割合も高くなっている。このように、地域の実情、住民のニーズに応

じて、住民生活に身近な生活関連社会資本の計画的な整備を行い、その

質的な向上を推進するため地方単独事業が積極的に展開されてきてい

る。

　

平成２年度に策定された「公共投資基本計画」におトては、平成３年度

から平成12年度までの10年間における公共投資総額をおおむね430兆円

（昭和56年度から平成２年度までの10年間の公共投資実績見込額約263兆

円）にするとともに、公共投資のうち生活環境・文化機能に係るものの割

合を50％台前半（計画前10年間の実績見込み）から60％程度を目途に増加

させることとされてトる。

　

地方公共団体の決算等に基づいて推計すると、昭和56年度から平成２年

度までの10年間の公共投資のうち、約７割は地方公共団体が実施し、４割

程度は地方単独事業として実施されてきたところであり、国民経済計算上

の公的固定資本形成に占める地方政府の割合は昭和56年度の66.7%から平

成３年度には77.5%に上昇しており、また、これからの公共投資は住民生

活に密着した生活関連社会資本の整備に重点が置かれることとなるため、

地方公共団体がこうした社会資本整備に自主的に取り組み、その役割を果

たしていくことが一層期待されるところである。

　

地方公共団体は、従来より生活関連社会資本の整備に大きな役割を果た

してきているがヽ豊かさとゆとりを実感できる地域社会の形成に向けて。
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「公共投資基本計画」を踏まえ、住民生活の質的向上に重点を置いた社会

資本の整備を一層積極的に進めていく上で、地方単独事業の役割はますま

す大きなものとなっている。

　

ぐウ）地方単独事業支援のための財政措置の拡充

　

地方財政計画は、地方財政全体の収支見込みを明らかにすることを通じ

て、地方財源を保障するとともに地方公共団体の毎年度の財政運営の指標

としての役割を果たしてトる。

　

この地方財政計画における単独事業費の伸び率をみると、公共事業費も

含め国の歳出が抑制基調となった昭和50年代半ば以降においては、昭和59

年度を除いて補助事業費の伸び率を上回っている。特に、昭和63年度以降

ぱ自主的・主体的な地域づくり、多極分散型国土の形成、住民生活に直

結した社会資本の整備等の要請を踏まえ高い伸び率が確保されてきてい

る。

　

また、地方財政計画における単独事業費の確保と併せて、地方公共団体

が単独事業の推進に積極的に取り組むことを支援するため、「まちづくり

特別対策事業」、「地域づくり推進事業」、「地域福祉推進特別対策事業」な

ど地方債と地方交付税を組み合わせた各種の財政措置が講じられてきてト

る。これらは、地方公共団体が地域の実情に応じて自主的・主体的に計画

する事業の円滑な実施を可能とするものであり、地方単独事業の推進に大

きな役割を果たしている。

　

（エ）地域経済の維持拡大等

　

地方単独事業は、中小企業の振興、雇用の安定等地域経済の維持拡大を

図る上で重要な役割を果たしており、我が国の経済情勢に対応して講じら

れる内需拡大対策や景気対策においても大きな役割を果たすものとなって

きている。

　

例えば、近年においては、昭和60年度から昭和62年度の経済対策におい

て、内需の拡大あるいは内需を中心とした景気の積極的な拡大を図るた

め、公共事業の追加と併せて地方単独事業の追加が盛り込まれ、また、

平成４年８月に決定された「総合経済対策」においても、公共投資等の
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拡大措置の一環として、地方単独事業の大幅な追加が盛り込まれてい

る。

　

近年、単独事業費が補助事業費を大きく上回る規模（平成３年度約1.7

倍）に達していること、地域の経済状況等に応じ、機動的、弾力的な取組

が可能であること等により、以前にも増して地域経済の維持拡大等の面で

も地方単独事業の果たすべき役割は大きくなっている。

（3）最近の地方単独事業の動向

　

（ア）平成４年度の動向

　

平成４年度の地方財政計画においては、地方単独事業について、自主

的・主体的な活力ある地域づくりや住民生活に直結した社会資本の整備等

を推進するため、14兆7,972億円(11.5%増）を計上するとともに、「地域

づくり推進事業」等の拡充、「地方特定道路整備事業」、「都市生活環境整

備特別対策事業」、「地域文化財保全事業」等の創設など、地方単独事業支

援のための財政措置の充実を図っている。

　

また、我が国経済の厳しい状況にかんがみ、平成４年３月に公共事業等

の施行促進等を内容とする「緊急経済対策」が決定され、さらに、８月に

公共投資等の拡大等を内容とする「総合経済対策」が決定された。地方公

共団体においては、これらの経済対策に呼応して、地方単独事業を含めた

公共事業等の施行促進を図るとともに、補正予算により単独事業費の大幅

な追加計上を行うなど、景気対策にも配意しつつ地方単独事業の積極的な

推進に取り組んでいる。

　

（イ）平成５年度の動向

　

平成５年度の地方財政計画においては、地方単独事業について、景気に

十分配慮しつつ、「生活大国」の実現に向けて自主的・主体的な地域づく

りや住民生活に直結した社会資本の整備等を推進するため、16兆5,772億

円(12.0%増）を計上するとともに、「ふるさとづくり事業」（第二次ふる

さとづくり）等の拡充、「ふるさと農道緊急整備事業」、「ふるさと林道緊

急整備事業」等の創設など、地方単独事業支援施策の充実を図ってtヽる。
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各地方公共団体においては、このような地方単独事業に対する財政措置

を効果的に活用し、地域の実情に応じたビジ。ンの下で、創造性と主体性

を十分発揮して地方単独事業を更に積極的に推進していくことが期待され

ている。
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第２部

　

最近の地方財政の状況と課題

平成４年度の地方財政

　

平成４年度における地方財政を取り巻く環境及びその運営状況は、次の

とおりである。

（1）平成４年度の経済見通しと国の予算

　

（アり

　

経済見通しと経済運営の基本的態度

　

「平成４年度の経済見通しと経済運営の基本的態度」（平成４年１月閣議

決定）においては、平成４年度の我が国経済を取り巻く国際経済情勢につ

いて、①先進諸国では、アメリカ、イギリス等を中心に景気が総じて緩や

かに回復するものと期待され、また、中東諸国等発展途上国も回復するこ

とから、世界経済は全体として前年度より高い成長が見込まれること、

②アメリカは依然大幅な財政赤字という構造問題を抱え、ドイツは景気上

昇テンポは鈍化しているが、旧東ドイツ地域では経済活動が上向きに転じ

ると考えられること、③東南アジア諸国では、一部の諸国を除き引き続き

内需中心の高い成長が続くと考えられるが、過熱状態を鎮静化させる政策

がとられていること、④東欧諸国り日ソ連地域の経済は依然困難な状況に

あり、とりわけ旧ソ連地域では独立国家共同体加盟国間の対立もみられる

など流動的状態が続いていること、⑤中国では成長に高まりがみられるも

のの、国営企業の経営状況が悪化していること、⑥重債務発展途上国では

いくつかの国でインフレ、国際収支の面で改善の動きがみられるものの、

他の国では依然困難な状況にあること、⑦今後、世界的な資金需要の高ま

りも予想される中で、実質長期金利の高止まりによる民間投資の抑制や累

積債務を抱える途上国の負担増とトつた悪影響を回避するため、世界的な

貯蓄増大が重要であること、⑧ウルグアイ・ラウンド交渉の成功に向けた
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努力が続けられているが、保護主義的な動きは根強いこと、⑨欧州では平

成４年末を目標にＥＣ市場統合及び欧州経済領域の形成等が進められてお

り、また、北米自由貿易協定などの締結に向けた交渉が行われていること

とされた。

　

一方、国内的には、①内需を中心とするインフレなき持続可能な成長を

図ることが当面の課題であり、また、経常収支の動向等を注視しつつ、調

和ある対外経済関係の形成を図っていく必要があること、②中長期的に

は、豊かさを一層実感できる国民生活の実現を図り、「生活大国」の形成

に努めなければならないこと、③こうした課題に応えるため、社会資本の

整備と住生活の充実を図るとともに、消費者の視点に加えて、より開放

的、競争的でかつ透明性の高い市場を形成するという視点を重視しつつ、

一層の構造調整を推進する必要があること、④他方、我が国は今後、中長

期的には人口の急速な高齢化を迎えることもあって、経済の活力を損なわ

ないため、国民負担率の上昇を極力抑制するとともに、早急に財政の健全

化を図ることが重要であることとされた。

　

このような情勢を踏まえ、平成４年度の経済運営の基本的態度は、第一

に、内需を中心とするインフレなき持続可能な成長を図ること、第二に、

経済発展の成果を生活の分野に配分し、豊かさを一層実感できる多様な国

民生活の実現を図り、「生活大国」の形成を目指すこと、第三に、国際協

調型経済構造への変革を推進し、保護貿易主義の抑止と自由貿易体制の維

持・強化に向け率先して努力するとともに、調和ある対外経済関係の形成

と世界経済活性化への積極的貢献を行うこと、第四に、行財政改革を強力

に推進すること、第五に、我が国経済社会の発展基盤の整備を図ることと

された。

　

以上のような経済運営の下において、平成４年度の国民総生産は、483

兆7,000億円程度となり、経済成長率は名目で5.0%程度、実質で3.5%程度

になるものと見込まれた。

　

（イ）国

　

の

　

予

　

算

　

平成４年度の国の予算は、今後急速に進展する人口の高齢化や国際社会
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における我が国の責任の増大など今後の社会経済情勢の変化に財政が弾力

的に対応していくためには、後世代に多大な負担を残さず、再び特例公債

を発行しないことを基本として、公債依存度の引下げ等により、公債残高

が累増しないような財政体質を作り上げていくことが緊要な課題であると

の考え方の下に、公債発行額を可能な限り抑制するため、更に歳出の徹底

した見直し、合理化に取り組むこととして、「平成４年度の経済見通しと

経済運営の基本的態度」にのっとり編成された。

　

このような基本方針に基づいて編成された国の一般会計予算案は、平成

３年12月28日に閣議決定、平成４年１月24日に国会に提出され、４月10日

に成立した。

　

これによると、国の一般会計当初予算の規模は72兆2,180億円で、前年

度当初予算（70兆3,474億円）と比べると１兆8,706億円、2.7%の増加と

なった。また、一般歳出の規模は38兆6,988億円で、前年度当初予算（37

兆365億円）と比べると１兆6,623億円、4.5%の増加となった。

　

なお、公債の発行予定額は７兆2,800億円で、前年度当初発行予定額

（５兆3,430億円）と比べると１兆9,370億円の増加となっており、公債依存

度は10.1％になった。

　

また、財政投融資計画については、社会経済情勢等の変化に即応し、資

金の重点的・効率的な配分を図ることとされ、計画規模は40兆8,022億円

で、前年度当初計画（36兆8,056億円）と比べると３兆9,966億円、10.9%

の増加となった。

（2）地方財政計画

　

最近における経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、平成４年度

の地方財政については、おおむね国と同一の基調により、歳入面におトて

は、地方債の抑制に努めるとともに、地方税負担の公平適正化の推進と地

方交付税の所要額の確保を図り、歳出面においては、経費全般について徹

底した節減合理化を図るとともに、それぞれの地域の特色を活かした自主

的・主体的な活力ある地域づくり、住民生活の質の向上のための社会資本
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の整備及び地域住民の福祉の充実などを積極的に推進するため必要な事業

費の確保に配意するなど、限られた財源の重点的配分と経費支出の効率化

に徹し、地方財政の健全化にも配意しつつ、節度ある行財政運営を行うこ

とを基本として、次の方針に基づき平成４年度の地方財政計画が策定され

た。

　

①

　

地方税については、個人住民税の非課税限度額の引上げ、住宅・住

　　

宅用土地に係る不動産取得税の税率等の特例措置の延長、非課税等特

　　

別措置の整理合理化等、地方税負担の公平適正化等を図るため、所要

　　

の措置を講じることとする。

　

②

　

地方交付税については、地方財政の円滑な運営に支障が生じないよ

　　

う、対前年度比5.7%増の15兆6,792億円を確保することとし、次の措

　　

置を講じることとする。

　　

１）平成４年度の地方交付税の総額について、次のとおり特例措置を

　　　

講じる。

　　　

・地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置として、8,500

　　　

億円を減額することとされたが、この特例措置額について、国は、

　　　

法律の定めるところにより、平成６年度から平成13年度までの各年

　　　

度の地方交付税の総額に加算することにより精算（返済）する。

　　　

・地方交付税法附則第４条第４項に基づく平成４年度における加算

　　　

額のうち210億円（平成３年度の特例措置に係る精算増分360億円と

　　　

昭和59年度の特例措置に係る精算減分150億円の合算額）を加算す

　　　

る。

　　　

・昭和60年度補正分に係る地方交付税の総額の特例措置額のうち返

　　　

済を要する額207.6億円を国に返済する。

　　

２）地方交付税法附則第４条第４項に基づく平成４年度の加算額のう

　　　

ち3,035億円及び平成４年度の地方交付税の総額に加算することと

　　　

されていた昭和60年度から平成３年度までの間における投資的経費

　　　

に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い一般会計から交付税特別

　　　

会計に繰入れを予定していた額等2,929億円を、法律の定めるとこ
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ろにより、平成９年度以降加算する。なお、この他国庫補助負担率

　　　

の暫定措置（経常経費）に係る法定加算９億円を平成９年度以降加

　　　

算する。

　

③

　

国庫補助負担率の暫定措置に伴う平成４年度の地方財政への影響額

　　

6,122億円については、次により措置することとする。

　　

１）投資的経費に係る国庫補助負担率の暫定措置による平成４年度の

　　　

国費減額相当額6,100億円に対しては、臨時財政特例債を発行し、

　　　

その元利償還費に対し地方交付税上の措置を講じ、併せて昭和61年

　　　

度の国庫補助負担率の引下げ措置に係るもののうち補助事業分につ

　　　

いてはその元利償還費の50％を、昭和61年度の国庫補助負担率の引

　　　

下げ措置に係るもののうち直轄事業分及び昭和62年度の国庫補助負

　　　

担率の引下げ措置に係るもの（国庫債務負担行為に伴う平成４年度

　　　

歳出化分等）についてはその元利償還費の90％（交付団体分の全

　　　

額）を、一般会計から交付税特別会計に繰り入れる。なお、平成４

　　　

年度に措置することとしている臨時財政特例債償還基金の対象とな

　　　

る既往の臨時財政特例債に係る国の措置につトては、元金償還費に

　　　

対してこれを講じる取扱いとする。

　　

２）経常経費に係る国庫補助負担率の暫定措置による平成４年度の影

　　　

響額22億円については、地方交付税の特例加算（全体の40％、交付

　　　

団体分の２分の１）９億円、地方交付税の法定加算（後年度に加算

　　　

されることとなるもの、交付団体分の２分の１）９億円、調整債４

　　　

億円により対処する。

　

以上のような方針に基づいて策定された平成４年度の地方財政計画の規

模は74兆3,651億円で、前年度（70兆8,848億円）と比べると３兆4,803億

円、4.9%の増加となっている。

　

歳入についてみると、地方税は34兆240億円で、前年度（32兆6,780億

円）と比べると１兆3,460億円、4.1%増加（道府県税1.6%増、市町村税

6.3％増）している。

　

地方譲与税は１兆8,838億円で、前年度（1兆7,746億円）と比べると
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1､092億円、6.2%増加している。

　

地方交付税は15兆6,792億円で、前年度（14兆8,404億円）と比べると

8,388億円、5.7%増加している。これは、所得税、法人税及び酒税の32％

に相当する額、消費税（消費譲与税に係るものを除く。）の24％に相当す

る額並びに国のたばこ税の25％に相当する額の合計額16兆6,216億円に、

地方交付税法附則第４条第４項に基づく加算額210億円及び返還金１億円

を加算し、地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置額8,500億円、

昭和60年度分の地方交付税の総額の特例等に関する法律附則第２項の規定

に基づく措置として国に返済する額208億円、交付税特別会計借入金利子

372億円及び同特別会計借入金の償還額556億円を控除した額である。

　

これらの結果、地方財政計画上、一般財源の歳入総額に占める割合は

69.4%となっている。

　

国庫支出金は11兆9,930億円で、公共事業関係費において原則として日

本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による無利子貸付金（特定資

金公共事業債）が国庫支出金に振り替えられたこと、公共投資充実臨時特

別措置枠が設定されたことなどにより、前年度（10兆6,830億円）と比べ

ると１兆3,100億円、12.3%の増加となっている。

　

地方債（普通会計分）は５兆1,400億円で、特定資金公共事業債が原則

として国庫支出金に振り替えられたため、前年度（５兆6,107億円）と比

べると4,707億円、8.4%減少しており、特定資金公共事業債を除く地方債

依存度は6.9%となっている。

　

一方、歳出についてみると、給与関係経費は20兆9,465億円で、前年度

（19兆6,448億円）と比べると１兆3,017億円、6.6%の増加、一般行政経費

は14兆9,633億円で、前年度（13兆8,390億円）と比べると１兆1,243億円、

8.1％の増加、公債費は６兆698億円で、前年度（５兆8,421億円）と比べる

と2,277億円、3.9%の増加となっている。

　

投資的経費は24兆4,655億円で、前年度（22兆7,350億円）と比べると１

兆7,305億円、7.6%増加している。その内訳をみると、公共事業費のうち

の普通建設事業費は８兆5,596億円で、前年度（８兆3,748億円）と比べる
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と1,848億円，2.2％増加しており，地方単独事業費は14兆7,972億円で，前

年度（13兆2,702億円）と比べると１兆5,270億円，ｎ.5％増加している。

　

次に，平成４年度の地方債計画は総額８兆7,500億円（うち普通会計分

５兆1,400億円）の規模で策定され，前年度当初計画９兆815億円（うち普

通会計分５兆6,107億円）と比べると3,315億円，3.7％の減少（うち普通会

計分4,707億円，8.4％減少）となっている。なお，特定資金公共事業債360

億円（うち普通会計分353億円）を除いた額は８兆7,140億円（うち普通会

計分５兆1,047億円）で，前年度当初計画と比べると7,161億円，9.0％の増

加（うち普通会計分3,476億円，7.3％増加）となっている。

（3）経済情勢の推移と財政運営の経過

　

（ア）平成３年度末における経済情勢と緊急経済対策

　

平成３年度末における我が国経済は、労働力需給は引締まり基調で推移

し、住宅建設は下げ止まりの動きが見られる一方、設備投資は製造業を中

心に伸びが鈍化し、個人消費は雇用者所得の伸びに支えられて基調として

堅調に推移しているものの伸びが鈍化している状況にあった。こうした中

で、在庫調整と鉱工業生産の停滞が生じ、企業収益は比較的高い水準にあ

るものの減少しており、企業の業況判断には減速感が広まって、我が国経

済は調整過程にあると判断された。

　

このため、政府は、平成４年３月31日の経済対策閣僚会議において、

①公共事業等の施行促進、②民間設備投資の促進、③省力化投資の促進、

④個人消費、住宅投資等の促進など７項目からなる緊急経済対策を決定し

た。

　

このうち、公共事業等の施行促進については、平成４年４月14日の閣議

において、内需を中心とするインフレなき持続可能な成長経路への円滑な

移行に資するため、平成４年度上半期末における契約済額の割合が全体と

して75％を上回ることを目途とする旨が決定されるとともに、併せて、地

方公共団体に対しても国と同様の事業施行を図るよう要請すること、ま

た、地方公共団体における事業施行の円滑化に資するため、補助金等の交
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付及び地方債の許可について事務処理の促進を図ることとされた。

　

これを受けて、各地方公共団体においても、各地域の地域特性や経済情

勢等を踏まえ、それぞれ上半期の契約目標率を定めて地方単独事業を含む

公共事業等の施行促進に取り組み、その結果、都道府県における上半期末

の契約済額の割合は77.4%となった。なお、国における上半期末の契約済

額の割合も77.4%となっている。

　

（イ）その後の経済情勢と総合経済対策

　

平成４年度に入っても、我が国経済は、最終需要を中心に停滞し、資産

価格の下落もあって厳しい状況に直面することとなった。

　

政府は、このような状況が進展しこれ以上国民経済に悪影響を及ぼすこ

とがないよう、適切かつ機動的に対処することが肝要であるとの判断か

ら、８月28日の経済対策閣僚会議において、総規模10兆7,000億円にのぼる

財政措置を中心とするパッケージとしての総合的な経済対策を決定した。

　

この総合経済対策では、①公共投資等の拡大として、一般公共事業３兆

4,000億円、地方単独事業１兆8,000億円の追加など、総額８兆6,000億円の

事業規模を確保すること、②公共投資等の拡大のうち総額１兆5,500億円

の規模で公共用地の先行取得を行うこととし、地方公共団体においても、

土地開発基金、土地開発公社、公共用地先行取得等事業債等の活用によ

り、全体として事業費１兆円の確保を図ることをはじめとして、③住宅投

資の促進、④民間設備投資の促進など11項目が定められた。

　

ぐウ）地方債計画の改定と地方公共団体における地方単独事業等の追加

　

総合経済対策に盛り込まれた地方単独事業の追加等の円滑な推進を図る

ため、９月25日付けで平成４年度地方債計画が改定され所要の地方債の追

加が行われるとともに、地方債の充当率の引上げ、公共用地の先行取得に

係る金利負担の軽減措置等の地方財政措置が講じられることとされた。

　

一方、地方公共団体においては、総合経済対策に沿って地方単独事業を

大幅に追加する予算措置が行われ、９月補正予算等における普通会計及び

企業会計を合わせた地方単独事業の追加額は、都道府県8,603億円、市町

村１兆566億円、合計１兆9,169億円（普通会計分１兆7,500億円、企業会計
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分1,669億円）となった。

　

また、総合経済対策において追加することとされていた国の公共事業等

の施行に係る地方公共団体の予算につトても、国の予算が成立した後速や

かに事業を実施することができるよう、多くの都道府県等において、補正

予算に計上する措置が講じられた。

　

匯）国の財政の補正措置

　

総合経済対策の実施を図るとともに、年度途中における国税収入の減及

び国家公務員の給与改定の実施等に対応するための国の平成４年度補正予

算は、平成４年10月30日に閣議決定され、同日召集された第125回国会

（臨時会）に提出、12月10日に成立した。

　

この補正予算においては、歳入面では、租税及び印紙収入を４兆8,730

億円減額するとともに、平成３年度決算剰余金１兆5,860億円を計上する

ほか、公債の発行額を２兆2,560億円増額することとされた。また、歳出

面では、公共事業等の追加１兆9,623億円、中小企業等特別対策費885億

円、給与改善費1,031億円などを措置し、他方、国税の減額補正等に伴レ

地方交付税交付金を１兆5,682億円減額するなどの措置が講じられた。

　

この結果、平成４年度一般会計予算の規模は、歳入歳出とも当初予算に

対し7,283億円減少し、71兆4,897億円となってトる。

　

（オ）地方財政の補正措置

　

国の補正予算による国税の減額補正等に伴し、地方交付税についても１

兆5,682億円の減額（平成３年度決算剰余金のうちの交付税相当額の増542

億円、平成４年度の所得税、法人税の減収に伴う減１兆6,224億円）が見

込まれることとなったが、これについては交付税特別会計借入金により全

額補てんし、当該借入金は平成６年度から平成13年度までの間に償還する

とともに、その利子については全額国が負担することとされた。

　

これを内容とする地方交付税法等の一部を改正する法律案は、国の補正

予算案と同じく、平成４年10月30日に閣議決定され、同日第125回国会に

提出、12月10日に成立し、この結果、平成４年度の地方交付税の総額は、

当初の地方財政計画に計上された額が確保されることとなった。
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なお、国の補正予算により追加されることとなる一般公共事業費、災害

復旧事業費等の投資的経費に係る地方負担額約１兆3,000億円（公営企業

分及び直轄事業負担金を含む。）については、原則として地方債を充当し、

その元利償還金の80％を後年度交付税の基準財政需要額に算入することと

された（いわゆる「補正予算債」方式）。

　

（ヵ）平成４年度の経済情勢と経済成長率等の見込み

　

平成４年度の我が国の経済情勢をみると、住宅投資は回復の動きがみら

れ、公共投資は堅調に推移しているが、個人消費は低い伸びとなってお

り、設備投資は製造業を中心に弱含みとなっている。鉱工業生産も在庫調

整の動きから停滞傾向で推移し、企業収益は引き続き減少し企業の業況判

断は減速感が続いており、労働力需給も製造業等で緩和の動きが続いてい

る。加えて、株価と不動産価格が大幅に低下し、金融面では金融機関の不

良資産が増大し内部蓄積が減少したことによる金融機関の融資対応力の低

下や金融システムの安定性の問題が懸念される一方、実体経済面にも影響

を与えている。以上のように、我が国経済は、引き続き低迷しており、資

産評価の下落もあって厳しい状況に直面している。

　

一方、経常収支の黒字幅は前年水準より拡大しているが、これは、輸出

数量の伸びは緩やかであるものの、円高によるドル建輸出価格の上昇や高

付加価値化か輸出金額を増加させたこと、景気調整の影響を受けた輸入数

量の減少、投資収益収支の黒字拡大などによってもたらされたものであ

る。

　

政府はこのように調整過程にある我が国経済を、内需を中心としたイン

フレなき持続可能な成長経路へ円滑に移行させるため、「緊急経済対策」、

「総合経済対策」を決定し、その円滑な実施を図るなど、適切かつ機動的

な経済運営に努めてきたところであり、その結果、平成４年度の国民総生

産は472兆3,000億円程度、経済成長率は名目で3.0%程度、実質で1.6%程

度になると見込まれている。
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（4）地方公共団体の予算

　

平成４年度の地方公共団体の普通会計予算（９月補正後）の状況は、第

23表のとおりであり、普通会計予算の総額（単純合計）は96兆4,529億円

で、前年度（89兆8,100億円）と比べると６兆6,429億円、7.4%の増加と

なっている。

　

主な内訳をみると、歳入では、地方税は34兆9,314億円で、前年度（33

兆9,419億円）に比べて9,896億円、2.9%の増加、地方譲与税は１兆8,016億

円で、前年度（１兆7,135億円）に比べて880億円、5.1%の増加、地方交付

税は14兆3,722億円で、前年度（13兆6,910億円）に比べて6,813億円、5.0%

の増加、国庫支出金は13兆3,550億円で、前年度（ｎ兆7,760億円）に比べ

て１兆5,789億円、13.4%の増加、地方債は９兆811億円で、前年度（７兆

6,973億円）に比べて１兆3,838億円、18.0%の増加となっている。

　

歳出では、普通建設事業費が31兆237億円で、前年度（27兆2,547億円）

と比べると３兆7,690億円、13.8%増加しており、地方公共団体が総合経済

対策の趣旨に沿って普通建設事業の積極的な推進に取り組んでいることが

うかがえる。そのうち、補助事業費は11兆7,245億円で、前年度（10兆

8,583億円）と比べると8,662億円、8.0％増加しているのに対し、単独事業

費は18兆2,097億円で、前年度（15兆3,545億円）と比べると２兆8,552億

円、18.6%の増加となっており、昭和62年度以降６年連続で２桁の高い伸

び率となっている。

（5）個別団体における財政健全化

　

地方財政は、多額の借入金残高を抱え、公債費負担比率も昭和40年代後

半と比較するとなお高い水準にあるなど、財政構造は依然としてその硬直

性から脱却していない状況にある。

　

このため、地方公共団体においては、従来から行財政改革の推進に努め

てきたところであるが、現下の情勢にかんがみ、「地方公共団体における

行政改革推進の方針（地方行革大綱）の策定について」（昭和60年１月自
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治事務次官通達）に沿って、推進体制の整備及び行政改革大綱の策定を行

うなど、一層の事務事業の見直し、組織・機構の簡素合理化、適正な定員

管理の推進、給与の適正化等自主的、総合的な行財政改革に積極的に取り

組むとともに、地方税の徴収確保や使用料、手数料の適正化等の歳入の確

保に努めるなど、財政運営の健全化に努めてきている。

　

このような努力もあって、実質収支が赤字である団体数及びその赤字額

は、近年では昭和50年度の269団体（27都道府県、216市町村、26一部事務

組合）、その赤字額2,034億円をピークとして、平成３年度には、12団体

（９市町村、３一部事務組合）、その赤字額65億円へと大幅に減少してきて

いる。また、地方財政再建促進特別措置法の適用を受けて財政再建を行う

団体数も、昭和53年度のｎ団体から平成４年度には１団体へと減少してき

ている。この財政再建団体においては、職員数の削減及び給与の適正化に

よる人件費の抑制、物件費や補助費等の諸経費の節減に努めるとともに、

使用料、手数料の適正化、地方税の徴収率の引上げ等による歳入の確保を

図ることにより、計画的に赤字を解消し、財政構造の健全化を推進してレ

る。

　

また、近年、主として公債費負担の増大によって財政構造の硬直化が進

み、財政運営に支障が生じ、魅力ある地域づくり、住民生活の質の向上等

の地域にとっての喫緊の課題に十分対応出来なレことが懸念される団体が

少なくない。このような状況を踏まえ、公債費負担の高い市町村が、自主

的、計画的に公債費負担の適正化を推進しつつ、その期間内においても必

要な事業費を確保することができるよう、昭和62年度から、一定割合の額

以上の歳入の確保又は歳出の合理化等を行い、財政構造の健全化の促進を

図るための公債費負担適正化計画を策定し、自治省の確認を受けた団体に

対して、財政上の支援措置を講じることとしてトる。なお、平成４年度ま

でに公債費負担適正化計画の確認を受けた団体数は、196団体であり、こ

のうち94団体はすでに計画を完了している。
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（6）地方公営事業に関する財政措置

　

ア

　

地方公営企業

　

厳しい企業環境の中にあって、地方公営企業が、公共の福祉の増進及び

地域づくりにさらに積極的な役割を果たし、住民の期待に一層的確に応え

ていくためには、経営基盤の強化を図りつつ、上・下水道、地下鉄等生活

関連社会資本の整備の推進等を積極的に進めていく必要がある。

　

このため、平成４年度においては次のような措置が講じられた。

　

企業会計と一般会計との間における経費負担区分の原則等に基づく公営

企業繰出金については、地方財政計画において２兆2,639億円か計上され

るとともに、地方交付税等により所要の財源措置が講じられた。

　

また、地方公営企業の建設改良等に要する企業債については、地方債計

画におトて３兆6,100億円が計上された。

　

さらに、公営企業金融公庫臨時特別金利制度が拡充された。

　

各事業別にみると、

　

上水道事業につtヽては、老朽管（石綿セメント管）更新事業及び高度浄

水施設整備事業の推進が図られ、一般会計出資制度の創設等の措置が講じ

られた。

　

また、未利用エネルギーの有効利用等を図るため、廃棄物発電事業（一

般廃棄物処理施設における廃熱を活用した発電事業で公営企業として行う

もの）に対し、新たに電気事業として地方債措置が講じられた。

　

水資源の有効活用及び渇水対策の観点からは、中水道事業（下水処理水

等を原水としてピル、住宅団地等に水洗便所用水、散水用水等飲料水以外

の水を供給する事業）が推進され、新たに所要の地方財政措置が講じられ

た。

　

下水道事業については、普及率の向上に寄与する面整備を一層促進する

ため、下水道普及特別対策につトて、対象団体及び対象事業費が拡大され

た。また、総合経済対策の一環として、緊急に大幅な普及拡大を図ること

が必要な地域における管渠整備について、補助事業と連携しつつ地方単独
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事業を積極的に活用する緊急下水道整備特定事業が実施された。

　

交通事業については、平成３年度以降採択路線に係る地下高速鉄道建設

費補助金が建設当年度に一括交付されるとともに、平成３年度に発行され

た都市高速鉄道事業債特別分（一般会計補助金相当額）の利息について

も、一般会計が繰り出すこととされ、所要の財政措置が講じられた。ま

た、地下鉄事業特例債につして、平成４年度以降は最終償還時における元

金の借換えを行わないこととされ、これに伴う一般会計の繰出しについて

は、所要の財政措置が講じられた。なお、路面交通事業については、引き

続き経営健全化措置が行われ、所要の地方財政措置が講じられた。

　

病院事業については、地域医療の確保と経営の健全化を図るため、病院

事業債について政府資金充当限度額の撤廃等の措置が講じられた。

　

市場事業については、取引形態、流通形態の変化等に対応し、業者の指

導監督事務費等の経費に係る一般会計の繰出しの拡充が図られた。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

平成４年度において、事務費負担金（人件費）及び助産費補助金につト

て一般財源化を図るとともに、国民健康保険の運営の安定化を支援する国

保財政安定化支援事業を創設したほか、助産費助成事業について、地域の

実情に応じ、その支給額の改善が図れるよう所要の財源措置を講じた。

　

なお、今回の一般財源化に伴い、国民健康保険に係る人件費の全部及び

助産費助成費の一部については、一般会計が負担することとされた。

　

また、高額医療費共同事業につトては従前の事業方式で暫定的に継続す

ることとされたところであるが、平成４年度においても、平成２年度と同

様の措置が取られた。
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２

平成５年度の地方財政

　

平成５年度の経済見通しと国の予算、地方財政計画及び地方公営事業に

関する財政措置の概要は、次のとおりである。

（1）平成５年度の経済見通しと国の予算

　

（アり

　

経済見通しと経済運営の基本的態度

　

「平成５年度の経済見通しと経済運営の基本的態度」（平成５年１月閣議

決定）においては、平成５年度の我が国経済を取り巻く国際経済情勢につ

いて、①先進諸国では、1980年代後半の高成長の反動という内生的景気循

環に加え、アメリカ等一部の国で金融部門の資産内容の悪化や、累積した

家計、企業等の債務残高を削減する動き、財政赤字問題、失業問題などが

景気回復の遅れの原因となっている中で、景気に改善の様相がみられる国

もあるものの総じて基調は弱く、景気の本格的回復をいかに図るかが大き

な課題となっていること、②市場経済への移行に取り組んでいる中・東欧

諸国、旧ソ連地域に対しては、我が国も諸外国と協調しつつ引き続き適切

な支援を行っているが、中・東欧諸国では、一部に明るい兆しがみられる

ものの、生産の低下が続いており、ロシア連邦では、市場経済への移行を

進める中で経済の混迷が続いていること、③アジアについては、一時期の

過熱状態を脱し、今後ともおおむね堅調な拡大を続けるものと考えられる

が、その他の発展途上国については、債務問題解決のための国際的な協力

が進められる中、中南米等で経済状況の好転がみられるのに対し、一部の

諸国では多額の累積債務を抱えるなど困難な状況にあること、④今後、中

長期的には世界的な資金需要の高まりも予想される中で、実質長期金利の

高止まりによる民間投資の抑制や累積債務を抱える途上国の負担増といっ

た悪影響を回避するため、世界的な貯蓄増大が重要であること、⑤ウルグ

アイ・ラウンドは、アメリカ・ＥＣ間の交渉の結果を受けて、交渉の成功

に向けた努力が続けられているが、一方世界的には保護主義的な動きが根
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強いこと、⑥地域統合の動きをみると、平成４年８月に北米自由貿易協定

が基本合意に達したほか、欧州ではＥＣ市場統合及び欧州経済領域の形成

等が進められていることとされた。

　

一方、国内的には、①引き続き低迷し資産価格の下落もあって厳しい状

況に直面している我が国経済を、内需を中心とするインフレなき持続可能

な成長経路へ円滑に移行させることが当面の課題であること、②経常収支

の動向等を注視しつつ、調和ある対外均衡の達成に向け継続的な努力を行

うこと等により調和ある対外経済関係の形成を図っていく必要があるこ

と、③さらに中長期的には、国民一人一人が豊かさとゆとりを日々の生活

のなかで実感できる社会の形成に努めなければならないこと、④こうした

課題にこたえるため、社会資本の整備と住生活の充実を図るとともに、消

費者の視点に加えて、より開放的、競争的でかつ透明性の高い市場を形成

するという視点を重視しつつ、一層の構造調整を推進する必要があるこ

と、⑤他方、我が国は今後、中長期的には人口の急速な高齢化を迎えるこ

とにかんがみ、経済の活力を損なわなtヽこととするよう、国民負担率の上

昇を極力抑制するとともに、早急に財政の健全化を図ることが重要である

こととされた。

　

このような情勢を踏まえ、平成５年度の経済運営の基本的態度は、第一

に、現在調整過程にある我が国経済を内需を中心とするインフレなき持続

可能な成長経路へ円滑に移行させること、第二に、新しい経済計画「生活

大国５か年計画」に沿って、国民一人一人が豊かさとゆとりを日々の生活

の中で実感できる「生活大国」の実現を目指すこと、第三に、国際協調型

経済構造への変革を推進し、保護貿易主義の抑止と自由貿易体制の維持・

強化に向け率先して努力するとともに、調和ある対外経済関係の形成と世

界経済活性化への積極的貢献を行うこと、第四に、行財政改革を強力に推

進すること、第五に、我が国経済社会の発展基盤の整備を図ることとされ

ている。

　

以上のような経済運営の下において、平成５年度の国民総生産は、495

兆3,000億円程度となり、経済成長率は名目で4.9%程度、実質で3.3%程度
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になるものと見込まれている。

　

（イ）国

　

の

　

予

　

算

　

平成５年度の国の予算は、今後急速に進展する人口の高齢化や国際社会

における我が国の責任の増大など今後の社会経済情勢の変化に財政が弾力

的に対応していくためには、後世代に多大な負担を残さず、再び特例公債

を発行しないことを基本として、公債残高が累増しないような財政体質を

作り上げていくことが基本的な課題であるとの考え方の下に、特例公債の

発行を厳に回避し、公債発行額を可能な限り抑制するため、更に歳出の徹

底した見直し、合理化等に取り組むとともに、景気に十分配慮することと

して、「平成５年度の経済見通しと経済運営の基本的態度」にのっとり編

成された。

　

このような基本方針に基づいて編成された国の一般会計予算案は、平成

４年12月26日に閣議決定され、平成５年１月22日に国会に提出された。

　

これによると、国の一般会計予算の規模は72兆3,548億円で、前年度当

初予算（72兆2,180億円）と比べると1,368億円、0.2％の増加となってい

る。また、一般歳出の規模は39兆9,168億円で、前年度当初予算（38兆

6,988億円）と比べると１兆2,180億円、3.1%の増加となっている。

　

なお、公債の発行予定額は８兆1,300億円で、前年度当初発行予定額

（７兆2,800億円）と比べると8,500億円の増加となっており、公債依存度は

11.2%になっている。

　

また、財政投融資計画については、景気に十分配慮するとともに、国民

生活の質の向上に資するため、資金配分の重点化・効率化に留意しつつ、

その積極的な活用を図ることとされ、計画規模は45兆7,706億円で、前年

度当初計画（40兆8,022億円）と比べると４兆9,684億円、12.2%の増加と

なっている。

（2）地方財政計画

　

最近における経済情勢の推移と地方財政の現状にかんがみ、平成５年度

の地方財政については、おおむね国と同一の基調により、歳入面において
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は、地方税負担の公平適正化の推進と地方交付税の所要額の確保を図り、

歳出面においては、経費全般について徹底した節減合理化を図るととも

に、景気に十分配慮しつつ、それぞれの地域の特色を活かした自主的・主

体的な活力ある地域づくり、住民生活の質の向上のための社会資本の整

備、地域住民の福祉の充実、快適な環境づくりなどを積極的に推進するた

め必要な事業費の確保に配意する等限られた財源の重点的配分と経費支出

の効率化に徹し、地方財政の健全性の確保にも配意しつつ、節度ある行財

政運営を行うことを基本として、次の方針に基づき平成５年度の地方財政

計画が策定された。

　

①

　

地方税については、個人住民税の非課税限度額の引上げ、個人事業

　　

税の事業主控除額の引上げ、自動車取得税の特例税率等の延長、軽油

　　

引取税の特例税率の引上げ等を行うほか、非課税等特別措置の整理合

　　

理化等のため所要の措置を講じることとする。

　

②

　

地方交付税については、将来にわたる交付税総額の安定的な確保に

　　

配意しつつ、平成５年度の地方財政の円滑な運営に支障が生じないよ

　　

う、15兆4,351億円（対前年度比1.6%の減）を確保することとし、次

　　

の措置を講じることとする。

　　

１）平成５年度の地方交付税の総額について、次のとおり特例措置を

　　　

講じることとする。

　　　

・地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置として、4,000

　　　

億円を減額する。なお、この特例措置額については、国は、法律の

　　　

定めるところにより、平成６年度から平成13年度までの各年度の地

　　　

方交付税の総額に加算することにより精算（返済）する。

　　　

・地方交付税法附則第４条第４項に基づく平成５年度の加算額のう

　　　

ち370億円（平成３年度の特例措置に係る精算額）を加算する。

　　

２）地方交付税法附則第４条第４項に基づく平成５年度の加算額のう

　　　

ち2,924億円及び平成５年度の地方交付税の総額に加算することと

　　　

していた昭和60年度から平成４年度までの間における投資的経費に

　　　

係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い一般会計から交付税特別会
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計に繰入れを予定していた額等4,317億円を、法律の定めるところ

　　

により、平成９年度以降加算することとする。

③

　

公共事業等に係る国庫補助負担率については、体系化、簡素化等の

　

観点から総合的な見直しを行い、恒久化等を図ることとされている

　

が、その平成５年度の地方財政への影響額（普通会計ベース）のうち

　

投資的経費に係る分6,700億円については、次により措置することと

　

する。

　

１）現年度事業に係る国庫補助負担率の恒久化に伴う影響額5,200億

　　

円については、当面の措置として公共事業等臨時特例債を発行し、

　　

その元利償還金に対し地方交付税上の措置を講じ、併せてその利払

　　

費の90％（交付団体分の全額）を一般会計から交付税特別会計に繰

　　

り入れることとする。

　

２）過年度国庫債務負担行為事業に係る国庫補助負担率の暫定措置に

　　

伴う影響額1,500億円については、従来どおり臨時財政特例債を発

　　

行し、その元利償還金について、地方交付税上の措置を講じるとと

　　

もに、従前の例により一般会計から交付税特別会計に所要額を繰り

　　

入れることとする。

④

　

国民健康保険制度の高額医療費共同事業を２年間暫定的に継続する

　

こととし、これに係る地方負担190億円については、地方交付税の特

　

例措置150億円（交付団体分相当額）及び調整債40億円により対処す

　

ることとする。また、保険基盤安定事業につしヽて国庫負担が２年間暫

　

定的に引き下げられることに伴う地方財政への影響額460億円につい

　

ては、地方交付税の特例措置390億円（交付団体分相当額）及び調整

　

債70億円により対処することとする。さらに、国民健康保険の運営の

　

安定化を支援するための財政措置を拡充する。

⑤

　

義務教育費国庫負担金等のうち共済費追加費用及び退職年金・退職

　

一時金に係る国庫負担金、保健所運営費交付金（人件費相当分）等の

　

一般財源化か行われること等に伴ト、所要の地方財政措置を講じるこ

　

ととする。
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以上のような方針に基づいて策定された平成５年度の地方財政計画の規

模は、76兆4,152億円で、前年度（74兆3,651億円）と比べると２兆501億

円、2.8%の増加となっている。

　

歳入についてみると、地方税は34兆5,552億円で、前年度（34兆240ｲ意

円）と比べると5,312億円、1.6％増加（道府県税4.2%減、市町村税6.4%

増）している。

　

地方譲与税は１兆9,509億円で、前年度（１兆8,838億円）と比べると671

億円、3.6%増加している。

　

地方交付税は15兆4,351億円で、前年度（15兆6,792億円）と比べると

2,441億円、1.6%減少してトる。これは、所得税、法人税及び酒税の32％

に相当する額、消費税（消費譲与税に係るものを除く。）の24％に相当す

る額及び国のたばこ税の25％に相当する額の合計額15兆9,803億円から、

地方交付税法附則第３条の規定に基づく特例措置額4,000億円を減額し、

地方交付税法附則第４条第４項に基づく加算額のうち370億円を加算した

額に、返還金２億円を加算し、交付税特別会計借入金利子1,246億円及び

同特別会計借入金の償還額578億円を控除した額である。

　

これらの結果、地方財政計画上、一般財源の歳入総額に占める割合は

68.0％となっている。

　

国庫支出金は12兆2,291億円で、前年度（11兆9,930億円）と比べると

2,361億円、2.0％増加してしる。

　

地方債（普通会計分）は６兆2,254億円で、前年度（５兆1,400億円）と

比べると１兆854億円、21.1%増加しており、特定資金公共事業債を除く

地方債依存度は8.1％となってトる。

　

一方、歳出につトてみると、給与関係経費は21兆8,995億円で、前年度

（20兆9,465億円）と比べると9,530億円、4.5%増加している。なお、職員

数については、国家公務員の定員削減の方針に準じ、教員、警察官、消防

職員等を除く職員について7,325人を縮減することとしている。

　

一般行政経費は15兆9,077億円で、前年度（14兆9,633億円）と比べると

9,444億円、6.3%増加している。
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公債費は６兆5,547億円で、前年度（６兆698億円）と比べると4,849億

円、8.0%増加している。

　

投資的経費は26兆7,918億円で、前年度（24兆4,655億円）と比べると２

兆3,263億円、9.5%増加している。その内訳をみると、公共事業費のうち

の普通建設事業費は９兆1,280億円で、前年度（８兆5,596億円）と比べる

と5,684億円、6.6%増加しており、地方単独事業費は16兆5,772億円で、前

年度（14兆7,972億円）と比べると１兆7,800億円、12.0%増加している。

　

また、平成５年度の地方債計画は、地方財政の健全性の確保に留意しつ

つ、地方単独事業の一層の推進を図り、景気に十分配慮するとともに、多

極分散型国土の形成と、豊かさとゆとりが実感できる住民生活の質の向上

を目指して、それぞれの地域の特色を活かした自主的・主体的な活力ある

地域づくり、都市の生活環境の整備など、公共投資基本計画に沿った生活

関連社会資本等の整備を推進するほか、国庫補助負担率の恒久化に伴う地

方財政への影響額に対処するための措置を講じ、公共事業等の円滑な推進

を図ることとし、このために必要な地方債資金の確保を図ることを基本と

して策定された。

　

計画規模は、総額10兆3,585億円（うち普通会計分６兆2,254億円）で、

前年度当初計画８兆7,500億円（うち普通会計分５兆1,400億円）と比べる

と、１兆6,085億円、18.4%の増加（うち普通会計分１兆854億円、21.1%

増加）となっている。なお、特定資金公共事業債107億円（普通会計分）

を除いた額は、10兆3,478億円（うち普通会計分６兆2,147億円）で、前年

度当初計画と比べると１兆6,338億円、18.7%の増加（うち普通会計分１兆

1,100億円、21.7%増加）となっている。

（3）地方公営事業に関する財政措置

　

ア

　

地方公営企業

　

地方公営企業については、社会経済情勢の変化、住民ニーズの多様化等

に的確に対応しつつ、豊かな生活の実現に向けて、上・下水道、交通、病

院等の住民生活に密接に関連した社会資本の積極的な整備の推進を図ると
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ともに、経営の健全化及び活性化を一層推進する必要がある。

　

このため、平成５年度においては次のような措置を講じることとされて

いる。

　

企業会計と一般会計との間における経費負担区分の原則等に基づく公営

企業繰出金については、地方財政計画において２兆5,741億円（前年度２

兆2,639億円）が計上されてtヽる。

　

また、地方公営企業の建設改良等に要する企業債については、地方債計

画におトて４兆1,331億円（前年度３兆6,100億円）が計上されており、そ

の資金については、政府資金及び公営企業金融公庫資金を大幅に増額し、

良質な資金を確保することとされてトる。

　

さらに、公営企業金融公庫臨時特別金利制度を拡充し、上・下水道事

業、国鉄清算事業団用地等の取得を対象として貸付枠3,000億円（前年度

2,000億円）を確保することとされている。

　

各事業別にみると、

　

上水道事業につtヽては、高度浄水施設整備の急速な拡大が予想されると

ころから、資本費負担の軽減を図るため、高度浄水施設整備に係る一般会

計出資制度を拡充するとともに、老朽管の更新事業を一層円滑に推進する

ため、一般会計出資制度の拡充を図ることとされている。

　

簡易水道事業につしては、水道未普及地域を抱える市町村が普及率向上

に向けて行う配水支管整備について、補助事業と連携しつつ地方単独事業

を積極的に活用することとし、新たに特別の財政措置を講じることとされ

ている。

　

下水道事業については、緊急に大幅な普及拡大を図ることが必要な地域

における管渠整備について、補助事業と連携しつつ地方単独事業を積極的

に活用する緊急下水道整備特定事業の事業量の拡大を図ることとされてト

る。また、緊急に整備する必要がある農業集落排水施設等の管路整備につ

いて、補助事業と連携しつつ地方単独事業を積極的に活用することによ

り、その一層の整備促進を図ることとされている。さらに、供用開始前の

時期において、建設投資額に見合う受益者負担金を徴収することが困難な
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場合もあることから、受益者負担金の適正な徴収を前提として、供用開始

前における受益者負担金に係る資金不足部分に対し、企業債の充当を可能

とすることとされてトる。

　

交通事業については、公営地下鉄事業の経営が依然として厳しい状況に

あることにかんがみ、新たな特例債制度を設けるとともに、現行の特例債

に係る財政措置を継続することとされている。また、地下鉄事業の経営基

盤の強化を図るため、過去の地下鉄建設事業のうち一定のものに対し、一

般会計出資比率を10％から20％に引き上げ、所要の財政措置を講じること

とされている。バス事業については、「自動車から排出される窒素酸化物

の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法」（平成４年法律第

70号）に基づトて指定された特定地域等における環境改善に資するため、

旧排ガス規制適合車の更新を促進し、最新排ガス規制適合車の普及を図る

こととし、所要の財政措置を講じることとされている。なお、低公害型車

両、リフト付きバス及び超低床型バスについても引き続き財政措置を講じ

ることとされている。

　

未利用エネルギーの有効利用等を図る観点から、ガスタービン発電等に

よる高温排気ガスを利用することにより、効率の高いスーパーごみ発電事

業を推進するほか、水道事業等の附帯事業として水路の落差を利用した小

水力発電を推進するため、所要の地方債措置を講じることとされている。

　

病院事業につトては、へき地における医師不足等の状況にかんがみ､、広

域的な観点から医療の確保を図るため、都道府県が策定する計画に基づき

実施される巡回診療、応援・代診医師の確保、へき地診療所の整備に要す

る経費等について、所要の財政措置を講じることとされている。さらに、

看護婦確保対策の一環として看護婦の研究・研修に要する経費について所

要の財政措置を講じることとされている。なお、公的病院特殊診療部門運

営費補助金、看護婦等養成所運営費補助金の一般財源化に伴ト、所要の財

政措置を講じることとされている。また、病院事業債に係る標準面積・標

準単価による制限を撤廃することとされている。

　

駐車場事業につしヽては、一層の整備推進を図るため、駐車場整備事業債
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に充当する公営企業金融公庫資金につして特別利率（政府資金金利十

〇｡15％）を適用するとともに、一般会計出資債について公営企業金融公庫

資金を充当することとされている。

　

市場事業については、取引形態、流通形態の変化等に伴い、業者の指導

監督事務費等の経費が増加していることから、これらの経費に係る一般会

計の繰出しの拡充を図ることとされている。

　

また、下水道事業等に係る国庫補助負担率の恒久化に伴う地方財政への

影響額につトては、その全額に公共事業等臨時特例債（企業債）を充当す

ることとし、その元利償還金につしヽては平成６年度以降公営企業繰出金と

して地方財政計画に計上するとともに、地方交付税措置を講じることとさ

れてトる。

　

なお、過年度国庫債務負担行為事業に係る国庫補助負担率の暫定措置に

伴う地方財政への影響額につしては、従来どおり臨時財政特例債の発行に

より対処することとし、所要の財政措置を講じることとされてtヽる。

　

イ

　

国民健康保険事業

　

平成５年度において、高額医療費共同事業に対する都道府県の助成措置

については、暫定措置として、さらに２年間継続することとし、これに対

する地方財政措置は、平成４年度と同様の方法により行うこととしてい

る。

　

また、保険基盤安定制度については、国の負担が２年間に限り暫定的に

定率負担から定額負担に変更され、さらに、平成４年度に引き続き事務費

負担金の一部が更に一般財源化されることとなったが、保険基盤安定制度

の変更に伴う地方財政への影響額及び今回一般財源化されることとなった

事務費相当額については、市町村の一般会計が負担することとなるので、

これに対しては適切な財政措置を講じることとしてtヽる。

　

さらに、国民健康保険の運営の安定化を支援するため、「国保財政安定

化支援事業」を拡充することとしている。
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３

最近の地方財政の動向と課題

　

第１部でみたように、平成３年度の普通会計決算は、歳入歳出ともその

伸び率は前年度の伸び率をやや下回ったものの、地方税、地方交付税など

一般財源の伸びが鈍化する中で、地方債や基金からの繰入金を活用して財

源の計画的－重点的配分の努力が行われ、地方単独事業が引き続き高い水

準で積極的に実施されたものとなっている。

　

地方財政の構造をみると、公債費負担比率は近年低下してきたものの昭

和40年代後半と比較するとなお高い水準にあり、また、地方債残高が依然

として累増していることに加えて、普通会計でその償還財源を負担するこ

ととなってtヽる公営企業債残高も多額にのぼっていることなどからみて、

財政構造は依然としてその硬直性から脱却していない状況にあり、地方財

政の前途は必ずしも楽観すべき状況にはなト。

　

しかしながら、地域の総合的な行政主体である地方公共団体は、自主

的一主体的な活力ある地域づくり、地方拠点都市地域の整備等の推進によ

る多極分散型国土の形成、生活関連社会資本の整備、高齢化社会の進展へ

の対応等現下の重要政策課題を推進していく上で、ますます大きな役割を

担うことが求められている。地方財政がこのような増大する財政需要に適

切に対応していくためには、引き続き行財政の簡素効率化と経費の節減合

理化を推進し、限られた財源の重点的かっ効率的な配分に徹し、節度ある

財政運営に努めるとともに、将来にわたる地方財源の充実強化等が図られ

なければならない。このような状況の下において地方財政が当面する主要

な課題は、以下のとおりである。

　

ア

　

活力にみちた地域社会の形成

　

我が国の経済社会は、今日、大きな変革のうねりの中にあり、これに対

応して、行政需要も多様化し、質的にも大きく変化してきている。また、

現在、我が国経済は調整過程にあり、これを内需を中心とするインフレな

き持続可能な成長経路へ円滑に移行させるとともに、国民一人一人が豊か
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さとゆとりを日々の生活の中で実感できる「生活大国」の実現に向けて国

民生活の質の改善を図り、さらに、我が国経済社会の発展基盤を一層整備

していく必要がある。

　

地方公共団体においては、このような社会経済情勢を踏まえ、次のよう

な観点から積極的かつ重点的に事業を推進する必要がある。

　

第一は、自主的・主体的な活力ある地域づくりの推進である。

　

現在、昭和63年度から平成元年度にかけて実施された「自ら考え自ら行

う地域づくり」事業（いわゆる１億円事業）を契機として、全国各地域で

創意工夫を凝らした個性豊かな地域づくりの取組みが行われている。

　

今後、このような地域づくりの取組みを更に支援する「ふるさとづくり

事業」、地域総合整備財団（ふるさと財団）の支援を得て民間事業者等に

無利子融資を行う「地域総合整備資金貸付制度」、複数の市町村が共同し

て地域の振興を図る「ふるさと市町村圏」、地方単独事業で実施する商店

街の基盤整備などに対して支援を行う「商店街等振興整備対策」、良好な

都市生活環境の形成を図るため実施される都市基盤施設整備に対して支援

を行う「都市生活環境整備特別対策事業」等の支援制度を活用して、各地

方公共団体が、自主的・主体的な活力ある地域づくりへの取組みを永続的

なものに発展させてしくことが必要である。

　

また、地方定住の核となる地方拠点都市地域の整備等に積極的に取り組

み、多極分散型国土の形成を図っていく必要がある。

　

第二は、生活関連社会資本等の整備の推進である。各地方公共団体が地

域づくりを推進するに当たっては、「公共投資基本計画」を踏まえつつ、

住民生活の質的向上に直接的に結びつく社会資本等の整備を一層積極的に

進めていくことが強く要請されている。この場合、地方単独事業に係る各

種の支援制度等を効果的に活用しつつ、地域の中核的施設の整備等に加え

て、住民に身近な生活関連施設のきめ細かな整備についても特に配慮する

必要がある。

　

また、この公共投資の円滑な実施に資するため、土地開発基金、地方

債、土地開発公社等の有効な活用を図り、土地基本法及びこれに基づく施

　　　　　　　　　　　　　　　

―201―



策の方針に沿って、事業用地及びその代替地を先行取得するなど計画的な

公有地の確保を推進する必要がある。

　

第三は、地域における経済対策の推進と安定的な地域経済基盤の確立へ

の対処である。現在、我が国経済は引き続き低迷しており、厳しい状況に

直面している。こうした中にあって、地方公共団体は、国の経済対策等と

適切な連携を図りながら、地域経済の維持拡大と地域間格差の是正に効果

的な地方単独事業を積極的に推進するとともに、地域における人材、技

術、情報、資源等を効果的に活用し、民間活力を有効に引き出しながら、

「新地域経済活性化対策」、「商店街等振興整備対策」等の各般にわたる地

域経済振興施策を推進する必要がある。

　

第四は、高齢化、国際化、情報化の進展や自由時間の拡大等への対応で

ある。これらは、今日の社会経済における大きな潮流であり、それに伴

い、地域社会においては、様々な面で新たな課題が生じてきている。とり

わけ、高齢化の進展に対しては、国におトて「高齢者保健福祉推進十か年

戦略」の着実な実施を図ることとされており、地方公共団体においても

「地域福祉基金」、「地域福祉推進特別対策事業」等を活用して、地域の実

情に応じた高齢者保健福祉施策の一層の充実を図る必要がある。また、我

が国経済社会の急速な国際化に対応した地域の国際化の一層の推進を図る

とともに、通信衛星等を活用した情報通信基盤づくり事業や新しい情報化

技術を活用したシステムづくりの推進、労働時間の短縮に伴う自由時間の

拡大等を踏まえた地域文化の振興などについて、それぞれの地域の実情に

即して創意工夫を凝らした諸施策を推進していく必要がある。

　

第五は、森林一山村対策、環境保全対策の推進である。昨今、山村地域

では人口の流出・高齢化が進展し、その活力が低下するとともに、森林等

の適正な維持管理が困難となりつつある。このような状況にかんがみ、山

村地域の振興と森林の有する多様な公益的機能の維持増進を図るため、地

方公共団体においても保全すべき森林の公有化、林道等の整備、森林整備

のための担い手対策等の各種の施策を推進する必要がある。また、地球的

規模での環境問題への関心が高まっている中で、地域における快適な環境
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づくりから地球環境の保全までを視野に入れ、地域における総合的な環境

保全対策を推進する必要がある。

　

イ

　

行財政改革の徹底

　

行財政改革は、国と地方が相互の信頼の下に相協力して初めてその実効

をあげることができるものであり、行財政改革の推進に当たっては、国と

しても、国・地方を通じる行財政の簡素効率化及び地方公共団体の権能の

向上と自主性・自立性の強化を基本的な方向として、所要の改革を進める

ことが必要である。

　

地方公共団体においては、かねてから行財政改革に取り組み、行財政の

簡素効率化と健全化に努めてきており、これまでに相当の成果をあげてし

るところである。しかしながら、地方公共団体を取り巻く社会経済情勢、

財政環境等は、依然として厳しい状況にある一方、地方単独施策の充実強

化による地方公共団体の自主性・自立性の高まりと相まって、地方公共団

体が責任をもって、事務事業を一層効率的かつ適切に推進していくことが

求められている。このような状況下で多様化する行政需要に適切に対応

し、地域社会の活性化及び住民福祉の増進を図るためには、各地方公共団

体において、それぞれの行政改革大綱について必要な見直しを行うととも

に、行財政改革の実施状況等を公表すること等により住民の理解と協力を

得ながら、自主的・総合的な行財政改革を強力に推進してtヽく必要があ

る。

　

第一は、事務事業の見直しについてである。地方公共団体が実施してト

る事務事業の全般にわたって、行政サービスと住民負担の公平の確保、行

政効率等の観点から、行政関与の必要性、在り方等について再点検を行

い、行政が真に責任を持つべき分野を明確にするとともに、補助金等を含

め、果断に事務事業の取捨選択を行う必要がある。

　

第二は、組織・機構の簡素合理化についてである。組織・機構の新増設

の抑制はもとより、本庁、出先機関、行政委員会等の事務部局全体を通じ

る見直しを徹底して行うとともに、地方公社等の外郭団体や審議会等につ

いてもその果たしている機能等について徹底した見直しを行tヽ、統廃合等
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によりその簡素合理化を進める必要がある。

　

第三は、適正な定員管理についてである。今後の行政需要の動向等を勘

案しつつ、定員モデルや類似団体別職員数の状況を活用するとともに、国

の第８次定員削減計画を参考としながら、中長期的な観点からの採用計画

を策定するなどにより引き続き計画的な定員管理の推進に努める必要があ

る。

　

なお、国においても、地方公共団体の定員の増加をもたらすような施策

については、厳にこれを抑制するとともに、職員の配置に関する法令等に

よる規制・関与についても厳しく見直しを行っていくことが肝要である。

　

第四は、行政運営の効率化、住民サービスの向上等についてである。地

方公共団体の事務事業のうち民間委託等により実施することが適当なもの

については、十分な管理の下に民間委託等を積極的に推進するとともに、

高度情報通信技術のめざましい発達によるＯＡ化の進展を踏まえ、十分な

検討の下にその積極的な導入と有効な活用を図る必要がある。

　

第五は、給与の適正化についてである。各地方公共団体においては、給

与の適正化について相当の努力が払われてきたところであるが、なお一部

に給与水準が著しく高い地方公共団体や国の支給基準を上回る退職手当を

支給している地方公共団体がみられる。これらの団体をはじめ、給与、退

職手当等について適正を欠く地方公共団体にあっては、国民の厳しい関心

が寄せられているところであり、速やかに適正化を図る必要がある。

　

ウ

　

地方財源の充実強化等

　

地方財政が累積した多額の借入金残高を抱え、その前途は必ずしも楽観

すべき状況にはない中で、地方公共団体に対する住民の要請は多様化し、

質的にも大きく変化している。とりわけ、地域づくりの推進、生活関連施

設の整備、地域福祉の充実等を図ることが近年強く求められており、地方

公共団体がこうした要請に自主的・主体的に応えていくためには、地方単

独事業に係る地方財政措置の一層の充実が不可欠である。このような点を

踏まえ、地方公共団体の財政運営の自主性の強化と財政構造の健全化を図

るために、地方財源の充実強化等を図っていかなければならない。
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第一は、自主財源の根幹をなす地方税源の充実である。我が国の経済社

会が大きく変貌しつつある今日、地方団体が財政運営の自主性を強化し、

行政サービスとそれに対する住民負担との関係についての住民の理解と関

心を深めながら、増大、多様化する行政需要に適切に対応することは、重

要な課題となっている。

　

このため、最近における社会経済情勢の変化に対応し、地方税負担の公

平適正化に努めるとともに、税源の普遍性の確保に配慮しつつ地方税源の

充実強化を図る必要がある。

　

第二は、地方交付税総額の安定的確保である。地方交付税は、地方税と

ともに一般財源の大宗をなすものであり、多種多様な財政構造を有する地

方団体が自主的かつ安定的な財政運営を確保するための極めて重要な財源

である。また、最近の社会経済情勢を反映して、地域の経済基盤にも大き

な変化がみられることから、地方交付税の持つ財源調整機能は、ますます

その重要性が高まってきており、今後とも地方税源の充実と併せて、地方

交付税総額の安定的確保を図っていくことが肝要である。

　

第三は、地方債の計画的な活用を図ることである。生活関連施設等の整

備、それぞれの地域の特色を活かした自主的一主体的な活力ある地域づく

り等を積極的に推進するため、将来の公債費の負担にも十分配意しつつ、

地方債の計画的な活用を図る必要がある。そのため所要の地方債資金の安

定的確保、借入条件の改善等を図っていかなければならない。

　

第四は、国庫支出金の改善合理化である。今般、公共事業等に係る国庫

補助負担率については、体系化、簡素化等の観点から総合的な見直しが行

われ、平成５年度から恒久化が図られることとなり、これに伴い、維持管

理経費に係る直轄事業負担金の負担率の引下げなど国庫補助負担制度の改

善合理化が図られたところである。国庫支出金は、一定の行政水準の維

持、特定の施策の奨励等のための政策手段として重要な機能を担うもので

あるが、一方では、地方行政の自主性を損なったり、財政資金の効率的使

用を阻害する要因となるなどの問題点が指摘されているところであり、今

後とも、国・地方を通じる行財政の簡素効率化、地方分権の推進の視点に

　　　　　　　　　　　　　　　

－205－



立って、事務事業の廃止・縮小による国庫補助金等の整理縮減等を進める

とともに、国と地方の機能分担、費用負担の在り方等を勘案し、地方の自

主性に委ねるべき事務事業に係る国庫補助金等の地方一般財源化を進める

必要がある。また、地方公共団体においても、国庫補助金等に安易に依存

することなく、自らの創意と工夫による計画的かつ自主的な財政運営に努

めるべきである。

　

第五は、各種の使用料、手数料等の受益者負担の適正化である。使用

料、手数料については、特定の行政サービスに関する受益と負担の明確

化、住民相互間の負担の公平確保等の見地から、常に、行政サービスとコ

ストの関係について検討を加え、適時適切な見直しを行うほか、国におい

て定められてしる基準等も勘案して、引き続きその適正化を図っていく必

要がある。また、分担金、負担金についても、その受益の程度等に応じて

適正な収入の確保に努める必要がある。

　

以上のような各般にわたる地方財源の充実強化等と併せて、国と地方公

共団体間、地方公共団体相互間、地方公共団体と住民間の経費負担関係を

適正に維持し、財政秩序の確立を図っていくことが肝要である。

　

エ

　

地方公営企業の経営基盤の強化等

　

地方公営企業の平成３年度の決算の状況をみると、全体の収支は、前年

度に比べ黒字幅が2,885億円減少したものの、1,984億円の黒字となってい

る。

　

しかしながら、収入の中には、普通会計等からの繰入金によって収入不

足を補てんしていると考えられる額が含まれていること等を考えれば、地

方公営企業の経営体質は、形の上では黒字となっているものの、構造的に

改善されたといえる状況とはなっていない。

　

また、法適用企業の経常収支比率は99.9%と、11年ぶりに100％を下

回ったほか、法適用企業の28.1%に当たる951事業で１兆8,252億円の累積

欠損金を抱えるなど、経営状況は悪化している。

　

一方、地方公営企業については、「公共投資基本計画」及び「生活大国

５か年計画」においても、豊かな生活実現のため極めて大きな役割を担っ
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ているところであり、地方単独事業の積極的な活用などにより、事業の円

滑な推進を図り、生活関連社会資本の整備等公共の福祉の増進及び地域づ

くりの推進を積極的に図ることが期待されている。

　

このような状況を踏まえ、各地方公共団体においては、住民の要請に的

確に対応した施策の展開を図るとともに、次の諸点に留意して、経営基盤

の強化等を図る必要がある。

　

第一は、効率的な経営の推進である。地方公営企業の経営に当たって

は、民間企業を含む他の企業の経営状況も十分参考にしつつ、サービス水

準の維持向上等に配慮の上、常に効率的な経営の推進に努める必要があ

る。このため、組織の簡素合理化、定員管理の適正化、民間委託、OA

化・機械化等の推進、勤務体制の適正化を図るとともに、給与制度又はそ

の運用が適正を欠く企業においては、その是正に格段の努力を払うべきで

ある。

　

第二は、建設投資の適切な実施である。建設投資の実施に当たっては、

社会経済情勢の推移に伴うサービス需要の動向等を踏まえつつ、投資規模

の適正化、整備進度の調整等について配慮し、過大な投資ないしは過度の

先行投資となることのないよう留意すべきである。

　

また、施設整備等に当たっては、省資源・省エネルギー及び環境保全に

寄与するとともに、経営の改善に資する新技術・システムの開発・導入に

努めるべきである。

　

第三は、料金の適正化等による収入の確保である。地方公営企業の経営

の健全性を確立するためには、能率的な経営の下における適正な原価を基

礎として、適時適切に料金改定を実施するとともに、適切な受益者負担金

を徴収し、企業収入を確保していく必要がある。この場合においては、適

正な事業報酬を織り込むとともに、利用者にとって公正妥当な料金体系に

ついて十分配慮する必要がある。なお、このためには、地方公営企業の経

営状況等について住民に対し積極的に広報活動を行い、その理解と協力が

得られるよう努めるべきである。

　

第四は、企業用資産の有効活用及び附帯事業の適切な実施である。地方
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公営企業の経営の活性化を図るため、本来業務への影響等を十分勘案しつ

つ、企業用資産その他企業が有している知識、情報、技能等の有効活用を

一層推進するとともに、各企業の実情に即し、附帯事業の適切な実施等に

努めるべきである。

　

第五は、企業会計と一般会計との間における経費負担区分の原則等の適

正な運用である。地方公営企業の経費のうち、その性質上企業経営に伴う

収入をもって充てることが適当でないもの、能率的な経営をもって充てる

ことが客観的に困難であると認められるもの等については、法令等に基づ

き一般会計が負担又は補助し、あるいは出資することとされている。各地

方公共団体においては、地方公営企業がその本来の在り方に即した健全な

経営を行い得るよう、経費負担の現状を十分分析しつつ、その適正な運用

を図る必要がある。また、企業会計においても、安易に一般会計に依存す

ることなく、一層の自助努力により経営の健全性の確保に努めるべきであ

る。

　

第六は、サービスの在り方の見直しである。地方公営企業の提供する

サービスは、住民生活に密接に関連することにかんがみ、住民の生活水準

の向上、ニーズの高度化、多様化等に対応するため、その供給している

サービスの提供の在り方につtヽて絶えず見直しを行い、量の確保から質の

向上への転換、高齢者、障害者等の利用に対する配慮等住民の目に見える

形でのサービス水準の向上に努めるべきである。

　

第七は、企業環境の整備である。地方公営企業の経営改善のためには、

企業環境の整備を図ることも重要である。水道事業における水源の確保及

び水質汚濁の防止、自動車運送事業における路面交通の渋滞に伴う輸送効

率の低下への対応、病院事業における医療機関の体系的整備の推進及び医

師等医療従事者の地域的偏在の是正等のように、地方公営企業の経営努力

のみでは解決の困難な問題が少なくない。これら地方公営企業を取り巻く

経営環境の整備につトては、国・地方公共団体の一般行政部門、その他関

係機関等の協力を求め、一体となってその解決を図るべきである。
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第１表

　

地

　

方

　

公

　

共

　

団

　　　　　　　　　　　　　　　

昭

　

和

　　　

区

　　　　　

分

　　　

28.10. 1　31. 3.31　41. 3.31　58.3.31　59.3.31　60.3.31

　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

46

　　　

46

　　　

46

　　　

47

　　　

47

　　　

47

市

　　　　

町

　　　　

村

　　

9 868　　4 776　　3 372　　3 255　　3 255　　3 253

　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　

5

　　　　

5

　　　　

6

　　　

10

　　　

10

　　　

10

　

都

　　　　　　　　　

市

　　　

281

　　　

486

　　　

554

　　　

641

　　　

641

　　　

641

　　

中

　　　

都

　　　

市

　　　　

…

　　　

…

　　　

124

　　　

182

　　　

182

　　　

182

　　

小

　　　

都

　　　

市

　　　　

…

　　　

…

　　　

430

　　　

459

　　　

459

　　　

459

　

町

　　　　　　　　　

村

　　

9 582　　4 285　　2 812　　2 604　　2 604　　2 602

計（普通地方公共団体）

　　

9 914　　4 822　　3 418　　3 302　　3 302　　3 300

特

　　　　

別

　　　　

区

　　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

一部事務組合（普通会計）

　　　

…

　　　

…

　　

1 804　　2 479　　2 447　　2 425

計（特別地方公共団体）

　　　

…

　　　

…

　　

1 827　　2 502　　2 470　　2 448

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

…

　　　

…

　　

5 245　　5 804　　5 772　　5 748

曲

　

１

　　

２

昭和28年10月１日は、旧町村合併促進法が施行された日である。

特別地方公共団体のうち財産区及び地方開発事業団は本表に掲げていない。

第２表

　

団

　

体

　

種

　

類

　

別

その１

　

国勢調査人口の推移

　　　　　　　　　　　　

人

　　　　　

ロ（千人）

　　　　　　

比

　　　　　

較

区

　　　　　　

分

　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

増

　

減

　　　

増

　　　　　　　　　

50.10.1　55.10. 1　60.10.1　　2.10. 1　　　　　　　　減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　

（Ｂ）

　

(B)-(A)

　　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　　　

％
特

　

別

　

区

　

8 647　8 352　8 355　8 164 △　191△　2.3

大

　　

都

　　

市

　　

14 618　　15 846　　16 528　　18 050　　　1 522　　　　9.2

都

　　　　　

市

　　

61 703　　64 990　　68 006　　69 430　　1 424　　　2.1

小

　　　

計（市部）

　　

84 967　　89 187　　92 889　　95 644　　　2 755　　　　3.0

町

　　　

村（郡部）

　　

26 972　　27 873　　28 160　　27 968　△　　192　△　　0.7

合

　　　　　　

計

　　

111 940　　117 060　　121 049　　123 611　　　2 562　　　　2.1

絢

　

１団体当たり人口は、人口を各調査日現在の団体数で除したものである。
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体

　　

数 の

　　

推 移

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　

較

61. 3.31 62. 3.31 63. 3.31元. 3.31　2. 3.31　3'(J'31　4‘J‘31
(ｃ)－(Ｂ)　影1,2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

％

　　　

47

　　　

47

　　　

47

　　　

47

　　　

47

　　　

47

　　　

47

　　　

－

　　

102.2

　　

3 253　　3 253　　3 245　　3 245　　3 245　　3 241　　3 237　・　　4　　　32.8

　　　

10

　　　

10

　　　

10

　　　

10

　　　

n

　　　

n

　　　

11

　　　

－

　　

220.0

　　　

641

　　　

643

　　　

644

　　　

645

　　　

644

　　　

644

　　　

650

　　　　

6

　　

231.3

　　　

192

　　

193

　　

193

　　

193

　　

192

　　

197

　　

197

　　　

－

　　　

…

　　　

449

　　　

450

　　　

451

　　　

452

　　　

452

　　　

447

　　　

453

　　　　

6

　　　

…

　　

2 602　　2 600　　2 591　　2 590　　2 590　　2 586　　2 576　・　10　　　26.9

　　

3 300　　3 300　　3 292　　3 292　　3 292　　3 288　　3 284　・　　4　　　33.1

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

23

　　　

－

　　

100.0

　　

2 404　　2 388　　2 369　　2 340　　2 326　　2 314　　2 303　・　ｎ　　　…

　　

2 427　　2 411　　2 392　　2 363　　2 349　　2 337　　2 326　・　11　　　･‥

　　

5 727　　5 711　　5 684　　5 655　　5 641　　5 625　　5 610　・　15　　　･‥

人

　　

口 の

　　

推 移

　　　　

構

　　　　

成

　　　　

比（％）

　　　　　　　　

１団体当たり人口（人）

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

昭

　

和

　　

平

　

成

　　　

比

　

較

50.10. 1　　55.10. 1　　60.10. 1　　2.10. 1　　60.10. 1　　2.10. 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｃ）

　　　

（功

　　　

（Ｄ）－（Ｃ）

　　　　

7.7

　　　　

7.1

　　　　

6.9

　　　　

6.6

　　

363 244　　　354 938　・　8 306

　　　

13.1

　　　　

13.5

　　　　

13.7

　　　　

14.6

　　

1 652 817　　1 640 946　△　11871

　　　

55.1

　　　

55.5

　　　

56.2

　　　

56.2

　　　

106 094　　　107 810　　　　1716

　　　

75.9

　　　　

76.2

　　　　

76.7

　　　　

77.4

　　　

137 818　　　141 067　　　　3 249

　　　

24.1

　　　

23.8

　　　

23.3

　　　

22.6

　　　

10 822　　　10 798　△　　　24

　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

36 950　　　37 825　　　　875
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第２表

　

団体種類別人口の推移（つづき）

その２

　

都道府県別国勢調査人口及び住民基本台帳人口の状況

　　　　　　

昭和55年

　　

昭和60年

　　

平成２年

　

増

　　

減増減率平成４年３月

区

　　

分

　

10月１日

　　

10月１日

　　

10月１日

　

(B)-(A) (C)/(A) 31日現在住民

　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　

×100基本台帳人口

　　　　　　　　　　

人

　　　　　

人

　　　　　

人

　　　　

人

　　　

％

　　　　　　

人

北海道

　

5 575 989　5 679 439　5 643 647 △　35 792 △　0.6　　5 649 829
青

　　

森

　　

1 523 907　1 524 448　1 482 873 △　41575△　2.7　　1 509 599
岩

　　

手

　　

1 421 927　　1 433 611　　1 416 928 △　16 683 △　1.2　　1 426 886
宮

　　

城

　　

2 082 320　　2 176 295　　2 248 558　　72 263　　3.3　　2 257 319
秋

　　

田

　　

1 256 745　　1 254 032　　1227 478 k　26 554 △　2.1　　1 231814
山

　　

形

　　

1 251 917　　1 261 662　　1 258 390 △　　3272 △　0.3　　1 256 856
福

　　

島

　　

2 035 272　　2 080 304　　2 104 058　　23 754　　1.1　　2 116 507
茨

　　

城

　　

2 558 007　　2 725 005　　2 845 382　　120 377　　4.4　　2 893 517
栃

　　

木

　　

1 792 201　　1 866 066　　1 935 168　　69 102　　3.7　　1951 125
群

　　

馬

　　

1 848 562　　1 921 259　　1 966 265　　45 006　　2.3　　1 976 934
埼

　　

玉

　　

5 420 480　　5 863 678　　6 405 319　　541 641　　9.2　　6 465 317
千

　　

葉

　　

4 735 424　　5 148 163　　5 555 429　　407 266　　7.9　　5 614 107
東

　　

京

　　

11 618 281　n 829 363　11 855 563　　26 200　　0.2　　11 633 582
神奈川

　　

6 924 348　7 431 974　7 980 391　548 417　7.4　　8 002 445
新

　　

潟

　　

2 451 357　2 478 470　2 474 583 △　3 887△　0.2　　2 478 504
富

　　

山

　　

1 103 459　　1 118 369　　1 120 161　　　1 792　　0.2　　1124 402
石

　　

川

　　

1 119 304　　1 152 325　　1 164 628　　12 303　　1.1　　1161856
福

　　

＃

　　　

794 354　　　817 633　　　823 585　　　5 952　　0.7　　　820 798
山

　　

梨

　　

804 256　　832 832　　852 966　　20 134　　2.4　　　862 457
長

　　

野

　　

2 083 934　　2 136 927　　2 156 627　　19 700　　0.9　　2 167 259
岐

　　

阜

　　

1 960 107　　2 028 536　　2 066 569　　38 033　　1.9　　2 077 916
静

　　

岡

　　

3 446 804　　3 574 692　　3 670 840　　96 148　　2.7　　3 694 926
愛

　　

知

　　

6 221 638　　6 455 172　　6 690 603　　235 431　　3.6　　6 650 236
三

　　

重

　　

1 686 936　1 747 311　　1 792 514　　45 203　　2.6　　1 814 296
滋

　　

賀

　　

1 079 898　1 155 844　　1 222 411　　66 567　　5.8　　1 236 867
京

　　

都

　　

2 527 330　2 586 574　2 602 460　　15 886　　0.6　　2 541 902
大

　　

阪

　　

8 473 446　　8 668 095　　8 734 516　　66 421　　0.8　　8 552 322
兵

　　

庫

　　

5 144 892　　5 278 050　　5 405 040　　126 990　　2.4　　5 403 476
奈

　　

良

　　

1 209 365　1 304 866　1 375 481　　70 615　　5.4　　1 391495
和歌山

　

1 087 012　1 087 206　1 074 325 乙　12 881△　1.2　　1 091409
鳥

　　

取

　　

604 221　　616 024　　615 722 △　　302△　0.0　　619 115
島

　　

根

　　

784 795　　794 629　　781 021 △　13 608 △　1.7　　778 816
岡

　　

山

　　

1 871 023　　1 916 906　　1 925 877　　　8 971　　0.5　　1 936 140
広

　　

島

　　

2 739 161　　2 819 200　　2 849 847　　30 647　　1.1　　2 851218
山

　　

ロ

　　

1 587 079　1 601 627　1 572 616 △　29 011 △　1.8　　1 561 558
徳

　　

島

　　

825 261　　834 889　　831 598 △　3 291△　0.4　　838 285
香

　　

川

　　　

999 864　　1 022 569　　1 023 412　　　843　　0.1　　1029 818
愛

　　

媛

　　

1 506 637　1 529 983　1 515 025 △　14 958 △　1.0　　1 526 981
高

　　

知

　　

831 275　　839 784　　825 034 △　14 750 △　1.8　　831166
福

　　

岡

　　

4 553 461　　4 719 259　　4 811 050　　91 791　　1.9　　4 800 029
佐

　　

賀

　　

865 574　　880 013　　877 851 △　2 162 △　0.2　　881 078
長

　　

崎

　　

1 590 564　1 593 968　1 562 959 △　31009△　1.9　　1 561396
熊

　　

本

　　

1 790 327　　1 837 747　　1 840 326　　　2 579　　0.1　　1 851 366
大

　　

分

　　

1 228 913　1 250 214　1 236 942 △　13 272 △　1.1　　1 242 519
宮

　　

崎

　　

1 151 587　　1 175 543　　1 168 907 △　　6636 △　0.6　　1 179 928
鹿児島

　　

1 784 623　　1 819 270　　1 797 824 △　21446△　1.2　　1 794 268
沖

　　

縄

　　

1 106 559　　1 179 097　　1 222 398　　43 301　　3.7　　1 247 658

合

　　

計

　

117 060 396　121 048 923　123 611 167　2 562 244　　2.1　　123 587 297
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第３表

　

財政力指数段階別の団体数及び構成比

｡

万力指数

　　

0.309

　

図録図録1.00j上合

　　

ｔ

　

rjR

　　　　　　　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　

％

　　　　　　

％
都

　

道

　

府

　

県

　　

14 29.8　16 34.0　13 27.7　4 8.5　47 100.0　0.51

市

　　　

町

　　　

村

　

1509 46.6　767 23.7　789 24.4　172　5.3　3 237　100.0　0.41

　

大

　　

都

　　

市

　　

－

　

－

　

－

　

－

　

8 72.7　　3 27.3　　11　100.0　0.84

　

都

　　　　

市

　　

38 5.8 124 19.1 370 56.9 n8 18.2　650 100.0　0.72

　　

中

　

都

　

市

　　

－

　

－

　

5 2.5 114 57.9　78 39.6　197 100.0　0.95

　　

小

　

都

　

市

　　

38 8.4 n9 26.3 256 56.5　40 8.8　453 100.0　0.62

　

町

　　　　　　

村

　

1471 57.1　643 25.0　411 16.0　51　2.0　2 576　100.0　0.33

　

合

　　　

計

　

1523 46.4 783 23.8 802 24.4 176 5.4 3 284 100.0　－

曲「財政力指数」は、平成元、２、３年度の各年度における普通交付税の算定に用

　

いた基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の単純平均値である。

第４表

　

一部事務組合の設置目的別団体数の推移

　　　　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　　　　　　　　　　

比

　

較

　

区

　　　　　

分

　

60.3.3161.3.31 62.3.3163.3.31元｡3.31 2.3.31 3.3.31 4.3.31

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）（Ｂ）（Ｂ）－（Ａ）

総

　

務

　

関

　

係

　　

249

　

243

　　

245

　　

247

　　

242

　　

245

　　

253

　　

259

　　　

6

　

うち退職手当組合

　　

47

　　

46

　　

46

　　

46

　　

45

　　

46

　　

45

　　

46

　　　

1

民

　

生

　

関

　

係

　　

158

　　

156

　　

155

　　

156

　　

151

　　

148

　　

147

　　

147

　　

－

衛

　

生

　

関

　

係

　

1 123　1 122　1 114　1 098　1 080　1 075　1 056　1 045 ・11

　

うち伝染病組合

　　

195

　

188

　

179

　

164

　

157

　

154

　

147

　

143 a　4

　

″し堡‘ごみ処理

　　

778

　　

780

　　

783

　　

781

　　

772

　　

772

　　

765

　　

758△

　

7

　　

組。

商

　

工

　

関

　

係

　　　

６

　　　

６

　　　

６

　　　

６

　　　

６

　　　

６

　　　

５

　　　

６

　　　

１

農林水産関係

　

172

　

167

　

159

　

158

　

158

　

155

　

153

　

151・2

　

うち林野（造林）組合

　　

81

　　

77

　　

77

　　

77

　　

77

　　

76

　　

76

　　

76

　　

－

土

　

木

　

関

　

係

　　

38

　

36

　

34

　

32

　

31

　

31

　

31

　

29△

　

2

消

　

防

　

関

　

係

　

473

　

472

　

472

　

475

　

474

　

472

　

477

　

476・1

教

　

育

　

関

　

係

　

180

　

172

　

162

　

162

　

159

　

156

　

157

　

156・1

　

うち小学校組合

　　

22

　　

23

　　

23

　　

21

　　

20

　　

20

　　

20

　　

18－

　

2

　

zz

　　

中学校組合

　　

65

　　

61

　　

61

　　

61

　　

60

　　

60

　　

57

　　

57

　　

－

そ

　　

の

　　

他

　

26

　

30

　

41

　

35

　

39

　

38

　

35

　

34△

　

1

　

合

　　　

計

　

2 425 2 404 2 388 2 369 2 340 2 326 2 314 2 303 ・11
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その１

　

単純合計額の状況

第５表

　

決 算

　　　　

規

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　

区

　　　　　

分

　　　

平成３年度

　

平成２年度

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・ｓｓ皺率

　

詣肇

歳入総額（Ａ）十（Ｂ）

　

90 503 077　85 036 661　5 466 416　　6.4　　8.1

　

都

　

道

　

府

　

県

　

㈲

　　

45 801 635　43 454 751　　2 346 884　　　5.4　　　7.8

　

市町村（純計額）（Ｂ）

　

44 701 442　41 581 910　　3 119 532　　　7.5　　　8.5

　

市町村（単純合計額）

　

45 815 705　42 598 495　　3 217 210　　　7.6　　　8.4

　　

市町村（一部事務

　　

組合を除く単純合

　　

44 124 726　41 086894　　3 037 832　　　7.4　　　8.4

　　

計額）

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　

8 014 909　　7 443 787　　　571 122　　　7.7　　　6.4

　　　

都

　　　　

市

　　

21 367 163　19 932 536　　1 434 627　　　7,2　　　8.7

　　　　

中

　

都

　

市

　　

13 474 553　12 695 209　　779 344　　　6.1　　　9.7

　　　　

小

　

都

　

市

　　　

7 892 610　　7 237 327　　　655 283　　　9.1　　　6.9

　　　

町

　　　　

村

　　

n 974 503　11 072 466　　902 037　　　8.1　　　8.8

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　

2 768 151　　2 638 105　　　130 046　　　4.9　　　9.8

　　

一部事務組合

　　

1 690 980　　1 511600　　179 380　　11.9　　10.5

歳出総額（Ｃ）十（Ｄ）

　

88 599 647　83 099 863　5 499 784　　6.6　　8.2

　

都

　

道

　

府

　

県（Ｃ）

　

45 218 158　42 888 453　　2 329 705　　　5.4　　　7.8

　

市町村（純計額）（勁

　　

43 381489　40 211 410　　3 170 079　　　7.9　　　8.5

　

市町村（単純合計額）

　

44 495 752　41 227 995　　3 267 757　　　7.9　　　8.5

　　

市町村（一部事務

　　

斎島ﾔ除く単純合

　　

42 886 023　39 794 941　　3 091 082　　　7.8　　　8.4

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　

7 932 028　　7 355 877　　　576 151　　　7.8　　　6.4

　　　

都

　　　　　

市

　　

20 736 197　19 274 446　　1 461 751　　　7.6　　　8.7

　　　　

中

　

都

　

市

　　

13 072 299　12 269 102　　803 197　　　6.5　　　9.7

　　　　

小

　

都

　

市

　　　

7 663 898　　7 005 344　　　658 554　　　9.4　　　7.0

　　　

町

　　　　

村

　　

11 567 888　10 642 326　　925 562　　　8.7　　　8.7

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　

2 649 911　　2 522 292　　　127 619　　　5.1　　　10.6

　　

一部事務組合

　　

1 609 729　1 433 054　　176 675　　12.3　　11.7

－220一



模

その２

　

の

　　

状

純計額の状況

況

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　

区

　　　　　

分

　　　　

平成３年度平成２年度

　　　　　　　　　　

＿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減額皺率詣肇

歳

　　　

入

　　

総

　　

額

　

㈲

　

90 503 077　85 036 661　　5 466 416　　6.4　　8.1

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額（Ｂ）

　

4 793 132　4 626 647　　166 485　　3.6　　12.9

　

讐顛裂混叩゛に″

　　

2 133 308　2 026 238　　107 070　　5.3　　6.5

　

星雲剪団体からの分担金、負

　　　

185 538　　150 531　　　35 007　　23.3　　25.8

　

訂森谷）大金ヽ9

　

564 343　　522 126　　　42 217　　8.1　　1.7

　

特別区財政調整交・納付金

　　

675 378　　667 553　　　7 825　　1.2△　0.6

　

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　

644 661　　684 196 △　39 535 △　5.8　94.4

　

ゴルフ場利用税交付金

　　　

67 752　　62 648　　　5 104　　8.1　　9.4

　

特別地方消費税交付金

　　

11 620　　　　－　　11 620 皆増　　一

　

自動車取得税交付金

　　

430 511　　434 351 △　　3 840△　0.9　　8.5

　

軽油引取税交付金

　　

80 021　　79 003　　1 018　1.3△　1.7

歳

　

入

　

純

　

計

　

額

　

㈲－（Ｂ）85 709 945　80 410 014　5 299 931　　6.6　　7.8

歳

　　　

出

　　

総

　　

額（Ｃ）88 599 647　83 099 863　5 499 784　　6.6　　8.2

団

　

体

　

間

　

重

　

複

　

額

　

優）

　

4 793 132　4 626 647　　166 485　　3.6　　12.9

　

芸能訂４”゛）゛

　

2 133 308　2 026 238　　107 070　　5.3　　6.5

　

同級他団体に対する負担金等

　　

185 538　　150 531　　　35 007　23.3　25.8

　

靉認談ぎ昌賢゜

　　

564 343　　522 126　　　42 217 8.1　　1.7

　

特別区財政調整交・納付金

　　

675 378　　667 553　　　7 825　　1.2△　0.6

　

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　

644 661　　684 196 △　39 535　・5.8　94.4

　

ゴルフ場利用税交付金

　　　

67 752　　62 648　　　5 104　　8.1　　9.4

　

特別地方消費税交付金

　　

11620

　　　

－

　　

11620

　

皆増

　　

一

　

自動車取得税交付金

　　

430 511　　434 351 △　　3 840△　0.9　8.5

　

軽油引取税交付金

　　

80 021　　79 003　　1 018　1.3△　1.7

歳

　

出

　

純

　

計

　

額(c)-(D) 83 806 515　78 473 217　5 333 298　　6.8　　7.9

曲

　

次表以下の各表における純計額とは、上記表中の｢歳入純計額(Ａ)－(Ｂ)｣又は｢歳

　

出純計額(C)-(D)｣をいう。
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第６表

　

純 計

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　　　　　　　　　　　　

方

区

　　　　

分

　　　

歳

　　　　　　　　　　

入

　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　　　　　　　

４ｗ額譜警策指

　

数

　

決

　

算

　

額

　

譜賢策nil

昭和36年度

　　　

2 511 550　　　24.0　　　100　　2 391 080　　　24.2　　　100

　　　

37

　　　　　

2 982 850　　　18.8　　　119　　2 887 366　　　20.8　　　121

　　　

38

　　　　　

3 397 659　　　13.9　　　135　　3 308 833　　　14.6　　　138

　　　

39

　　　　　

3 910 921　　　15.1　　　156　　3 821968　　　15.5　　　160

　　　

40

　　　　　

4 478 035　　　14.5　　　178　　4 365 140　　　14.2　　　183

　　　

41

　　　　　

5 177 746　　　15.6　　　206　　5 026 177　　　15.1　　　210

　　　

42

　　　　　

5 926 311　　　14.5　　　236　　5 725 497　　　13.9　　　239

　　　

43

　　　　　

6 958 874　　　17.4　　　277　　6 729 574　　　17.5　　　281

　　　

44

　　　　　

8 305 229　　　19.3　　　331　　8 033 912　　　19.4　　　336

　　　

45

　　　　　

10 103 998　　　21.7　　　402　　9 814 878　　　22.2　　　410

　　　

46

　　　　　

12 179 449　　　20.5　　　485　11 909 529　　　21.3　　　498

　　　

47

　　　　

15 090 702　　　23.9　　　601　14 618 283　　　22.7　　　6n

　　　

48

　　　　　

18 217 086　　　20.7　　　725　17 473 883　　　19.5　　　731

　　　

49

　　　　　

23 486 710　　　28.9　　　935　22 887 888　　　31.0　　　957

　　　

50

　　　　　

26 044 417　　　10.9　　1 037　25 654 468　　　12.1　　1073

　　　

51

　　　　　

29 503 523　　　13.3　　1 175　28 907 036　　　12.7　　1209

　　　

52

　　　　　

34 014 343　　　15.3　　1 354　33 362 119　　　15.4　　1395

　　　

53

　　　　　

39 133 798　　　15.1　　1 558　38 346 995　　　14.9　　1604

　　　

54

　　　　

43 132 151　　　10.2　　1 717　42 077 946　　　9.7　　1760

　　　

55

　　　　　

46 803 074　　　　8.5　　1864　45 780 784　　　　8.8　　1915

　　　

56

　　　　　

50 103 281　　　　7.1　　1 995　49 165 293　　　　7.4　　2 056

　　　

57

　　　　　

52 167 701　　　　4.1　　2 077　51 133 257　　　　4.0　　2 139

　　　

58

　　　　　

53 461 945　　　　2.5　　2 129　52 306 947　　　　2.3　　2 188

　　　

59

　　　　

54 973 200　　　2.8　　2 189　53 869 962　　　3.0　　2 253

　　　

60

　　　　

57 472 555　　　4.5　　2 288　56 293 463　　　4.5　　2 354

　　　

61

　　　　

60 074 817　　　4.5　　2 392　58 717 063　　　4.3　　2 456

　　　

62

　　　　

64 661859　　　7.6　　2 575　63 220 132　　　7.7　　2 644

　　　

63

　　　　

68 009 464　　　5.2　　2 708　66 401 636　　　5.0　　2 777

平成元年度

　　

74 566 747　　　9.6　　2 969　72 729 016　　　9.5　　3 042

　　　

2

　　　　　

80 410 014　　　　7.8　　3 202　78 473 217　　　　7.9　　3 282

　　　

3

　　　　　

85 709 945　　　　6.6　　3 413　83 806 515　　　　6.8　　3 505

－222－



額 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

国

　　

（一

　

般

　

会

　

計）

　　　

歳

　　　　　　　　　　

入

　　　　　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

決

　

算

　

額

　　

箔な1指

　　

数

　

決

　

算

　

額

　　

刄警肇ｍ

　

数

　　　　

2 515 932　　　　28.3　　　100　　　　2 063 468　　　　18.4　　　100

　　　　

2 947 623　　　　17.2　　　117　　　　2 556 617　　　　23.9　　　124

　　　　

3 231214　　　　　9.6　　　128　　　　3 044 292　　　　19.1　　　148

　　　　

3 446 768　　　　　6.7　　　137　　　　3 310 969　　　　　8.8　　　160

　　　　

3 773 097　　　　　9.5　　　150　　　　3 723 017　　　　12.4　　　180

　　　　

4 552 146　　　　20.6　　　181　　　　4 459 196　　　　19.8　　　216

　　　　

5 299 446　　　　16.4　　　211　　　　5 113 035　　　　14.7　　　248

　　　　

6 059 873　　　　14.3　　　241　　　　5 937 082　　　　16.1　　　288

　　　　

7 109 267　　　　17.3　　　283　　　　6 917 838　　　　16.5　　　335

　　　　

8 459 181　　　　19.0　　　336　　　　8 187 697　　　　18.4　　　397

　　　　

9 970 859　　　　17.9　　　396　　　　9 561 131　　　　16.8　　　463

　　　

12 793 873　　　　28.3　　　509　　　　n 932 172　　　　24.8　　　578

　　　

16 761978　　　　31.0　　　666　　　　14 778 303　　　　23.9　　　716

　　　

20 379 123　　　　21.6　　　810　　　　19 099 793　　　　29.2　　　926

　　　

21 473 416　　　　5.4　　　853　　　　20 860 879　　　　9.2　　10n

　　　

25 076 017　　　　16.8　　　997　　　　24 467 612　　　　17.3　　　1186

　　　

29 433 623　　　　17.4　　　1 170　　　　29 059 842　　　　18.8　　　1408

　　　

34 907 265　　　　18.6　　　1 387　　　　34 096 030　　　　17.3　　　1652

　　　

39 779 228　　　　14.0　　　1 581　　　　38 789 831　　　　13.8　　　1880

　　　

44 040 667　　　　10.7　　　1 750　　　　43 405 026　　　　11.9　　　2 103

　　　

47 443 338　　　　　7.7　　　1 886　　　　46 921 154　　　　　8.1　　　2 274

　　　

48 001 281　　　　　1.2　　　1 908　　　　47 245 064　　　　　0.7　　　2 290

　　　

51 652 905　　　　7.6　　2 053　　　　50 635 307　　　　7.2　　2 454

　　　

52 183 385　　　　1.0　　2 074　　　　51480 623　　　　1.7　　2 495

　　　

53 992 562　　　　3.5　　2 146　　　　53 004 5n　　　　3.0　　2 569

　　　

56 489 194　　　　　4.6　　　2 245　　　　53 640 432　　　　　1.2　　　2 600

　　　

61 388 769　　　　　8.7　　　2 440　　　　57 731 141　　　　　7.6　　　2 798

　　　

64 607 381　　　　　5.2　　　2 568　　　　61 471 062　　　　　6.5　　　2 979

　　　

67 247 823　　　　　4.1　　　2 673　　　　65 858 939　　　　　7.1　　　3 192

　　　

71 703 468　　　　　6.6　　　2 850　　　　69 268 676　　　　　5.2　　　3 357

　　　

72 990 559　　　　　1.8　　　2 901　　　　70 547 185　　　　　1.8　　　3 419

223



　　　　　　　　　　　　

第７表

　

決

その１

　

黒字、赤字団体別の状況

算 収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　

成

　　　　　

３

　　　　　

年

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出差引

　　　　　　　　　　　　　

団体数(Ａ)

　

歳

　　

入(Ｂ)

　

歳

　　

出(Ｃ)

　

(Ｂ)辰(Ｃ)

全

　　　　

団

　　　　

体

　

都

　

道

　

府

　

県(Ａ)

　　　　

47

　　

45 801 635　　45 218 158　　　　583 477

　

市町村(単純合計額)(Ｂ)

　　　

5 563　　45 815 705　　44 495 752　　　1 319 953

　　

市町村(一部事務組

　　　　

3 260　　44 124 726　　42 886 023　　　1 238 703

　　

合を除く単純合計

　　

額)

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

11

　　　

8 014 909　　　7 932 028　　　　82 881

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

23

　　　

2 768 151　　　2 649 9n　　　　118 240

　　　

都

　　　　　

市

　　　　

650

　　

21 367 163　　20 736 197　　　630 966

　　　　

中

　　

都

　　

市

　　　　

197

　　

13 474 553　　13 072 299　　　402 254

　　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　　

453

　　　

7 892 610　　　7 663 898　　　　228 712

　　　

町

　　　　　　

村

　　　　

2 576　　11 974 503　　11 567 888　　　　406 615

　　

一部事務組合

　　　

2 303　　1 690 980　　　1 609 729　　　　81 251

　

合

　　　　

計(Ａ)十(Ｂ)

　　　

5 610　　91 617 340　　89 713 910　　　1 903 430

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　

都

　

道

　

府

　

県(Ａ)

　　　　

47

　　

45 801 635　　45 218 158　　　　583 477

　

市町村(単純合計額)(Ｂ)

　　　

5 551　　45 688 056　　44 363 023　　　1 325 033

　　

市町村(一部事務組

　　　　

3 251　　43 997 494　　42 754 175　　　1 243 319

　　

合を除く単純合計

　　

額)

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

11

　　　

8 014 909　　　7 932 028　　　　82 881

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

23

　　　

2 768 151　　　2 649 911　　　　118 240

　　　

都

　　　　　

市

　　　　

646

　　

21 272 678　　20 640 679　　　631999

　　　　

中

　

都

　

市

　　　　

196

　　

13 441 268　　13 038 814　　　402 454

　　　　

小

　　

都

　　

市

　　　　　

450

　　　

7 831 410　　　7 601 865　　　　229 545

　　　

町

　　　　　　

村

　　　　

2 571　　11 941 756　　11 531 558　　　　410 198

　　

一部事務組合

　　　

2 300　　1 690 562　　1 608 848　　　81 714

　

合

　　　　

計(Ａ)十(Ｂ)

　　　

5 598　　91489 691　　89 581 180　　　1908 511

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　

都

　

道

　

府

　

県(Ａ)

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一

　

市町村(単純合計額)(Ｂ)

　　　　

12

　　　　

127 649　　　　132 729　△　　5 080

　　

沓7装宍jUr葦静

　　

9

　

127 232　131 848 △　4 616

　　

額)

　　　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

特

　　

別

　　

区

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

都

　　　　　　

市

　　　　　　

4

　　　　

94 485　　　　95 518　・　　1033

　　　　

中

　

都

　

市

　　　　　

1

　　　　

33 285　　　　33 485　・　　200

　　　　

小

　

都

　

市

　　　　　

3

　　　　

61200

　　　　

62 033　・　　833

　　　

町

　　　　　

村

　　　　　

5

　　　　

32 746　　　　36 330　△　　3 584

　　

一部事務組合

　　　　

3

　　　　

417

　　　　

882

　

△

　　

464

　

合

　　　　　

計(Ａ)十(Ｂ)

　　　　

12

　　　

127 649　　　132 729　△　　5 080

－224－



支 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　　　　　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　

比

　　　　　　　

較

翌年度に繰

　　

実質収支
烏鷲ず

(E)

　

(゛
(ず)

　　　

団体数(Ｇ)

　

実質収支(Ｈ)

　

‰竺丿

　

増
(Ｅ)一(Ｈ)

減

　　　

460 749　　　122 728　　　　47　　　129 851　　　　一　△　　7 123

　　　

385 683　　　934 271　　　5 578　　　988 046　・　15　・　53 775

　　　

379 166　　　859 537　　　3 264　　　917 880　・　　4　△　　58 343

　　　

61 883　　　　20 998　　　　　11　　　　24 694　　　　　－　△　　　3 696

　　　

28 380　　　　89 860　　　　23　　　　93 293　　　　－　△　　　3 433

　　　

206 913　　　424 053　　　644　　　455 003　　　　6　△　　30 950

　　　

145 526　　　256 728　　　197　　　282 646　　　　－　△　　25 918

　　　

61 387　　　　167 325　　　　447　　　　172 357　　　　　6　△　　　5 032

　　　

81 989　　　　324 626　　　2 586　　　　344 890　・　　10　△　　20 264

　　　　

6 517　　　　74 734　　　2 314　　　　70 166　a　　11　　　　　4 568

　　　

846 432　　1056 999　　5 625　　1 117898　・　15　△　60 899

　　　

460 749　　　122 728　　　　47　　　129 851　　　　－　△　　7 123

　　　

384 304　　　　940 729　　　5 556　　　　994 339　・　　5　△　　53 610

　　　

377 787　　　　865 532　　　3 245　　　　924 018　　　　　6　△　　58 486

　　　

61 883　　　　20 998　　　　　11　　　　24 694　　　　－　△　　　3 696

　　　

28 380　　　　89 860　　　　23　　　　93 293　　　　－　△　　　3 433

　　　

206 030　　　425 969　　　636　　　458 942　　　　10　△　　32 973

　　　

145 490　　　256 964　　　196　　　283 737　　　　－　△　　26 773

　　　

60 540　　　　169 005　　　　440　　　　175 205　　　　　10　△　　　6200

　　　

81 493　　　　328 705　　　2 575　　　　347 089　・　　4　△　　18 384

　　　　

6 516　　　　75 198　　　2 311　　　　70 322　・　　n　　　　　4 876

　　　

845 053　　1 063 458　　　5 603　　1 124 191　・　　5　△　　60 733

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

1379

　

△

　　　

6 459　　　　22　△　　　6 293　－　　10　△　　　166

　　　　

1379

　

△

　　　

5 995　　　　　19　△　　　6 138　・　　10　　　　　　143

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　　

883

　

△

　　　

1916

　　　　　

8

　

△

　　　

3 939　△　　　4　　　　　2 023

　　　　　

36

　

△

　　　

236

　　　　　

1

　

△

　　　

1091

　　　　

－

　　　　　

855

　　　　　

847

　

△

　　　

1680

　　　　　

7

　

△

　　　

2 847　・　　4　　　　　1167

　　　　　

495

　

△

　　　

4 079　　　　　11　・　　2199　a　　　6　△　　　1880

　　　　　

－

　

△

　　　

464

　　　　　

3

　

・

　　　

155

　　　　

－

　

△

　　　

309

　　　　

1379

　

△

　　

6 459　　　　22　・　6 293　△　　10　△　　　166

－225－



　　　　　　　　　　　　

第７表

　

決

その２

　

都道府県実質収支等の状況

算 収

E

　　

ｊ

　

歳

　　

入歳

　　

ｉ歳ぜヅ51群暫ｈ

　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　

（Ｂ）

　　　　

（Ｃ）

　　　　

（勁

北

　　

海

　　

道

　　　　

2 556 925　　　2 549 679　　　　　7 246　　　　　　590
青

　　　　　

森

　　　　　

698 880　　　　694 301　　　　　4 579　　　　　3 200
岩

　　　　　

手

　　　　　

715 675　　　　711817　　　　　3 858　　　　　3 124
宮

　　　　　

城

　　　　　

781 016　　　　773 371　　　　　7 645　　　　　4 852
秋

　　　　　

田

　　　　　

627 442　　　　624 055　　　　　3 387　　　　　1 623
山

　　　　　

形

　　　　　

597 714　　　　595 116　　　　　2 598　　　　　1 917
福

　　　　　

島

　　　　　

844 631　　　　839 643　　　　　4 988　　　　　2 436

茨

　　　　

城

　　　　

901 702　　　　887 787　　　　13 915　　　　11 595
栃

　　　　　

木

　　　　　

687 584　　　　675 563　　　　　12 021　　　　　7 727
群

　　　　

馬

　　　　

663 702　　　　651 772　　　　11 930　　　　10 925
埼

　　　　　

玉

　　　　

1 395 576　　　1 376 735　　　　　18 841　　　　　13 399
千

　　　　　

葉

　　　　

1 383 499　　　1 359 599　　　　　23 900　　　　　16 676
東

　　　　　

京

　　　　

6 810 671　　　6 725 962　　　　　84 709　　　　　84 681
神

　　

奈

　　

川

　　　　

1 683 435　　　1 650 993　　　　　32 442　　　　　23 964

新

　　　　　

潟

　　　　

1 104 837　　　1 098 941　　　　　5 896　　　　　3 705
富

　　　　

山

　　　　

556 419　　　　540 406　　　　16 013　　　　12 722
石

　　　　　

川

　　　　　

515 578　　　　510 264　　　　　5 314　　　　　4 079
福

　　　　　

＃

　　　　　

440 467　　　　432 760　　　　　7 707　　　　　6 488

山

　　　　

梨

　　　　

436 725　　　　425 119　　　　11 606　　　　10 426
長

　　　　　

野

　　　　　

920 518　　　　910 796　　　　　9 722　　　　　7 670
岐

　　　　　

阜

　　　　　

688 105　　　　679 557　　　　　8 548　　　　　2 937
静

　　　　　

岡

　　　　

1 103 498　　　1 085 789　　　　　17 709　　　　　12 144
愛

　　　　　

知

　　　　

1 886 430　　　1 868 394　　　　　18 036　　　　　6 271
三

　　　　　

重

　　　　　

644 689　　　　635 361　　　　　9 328　　　　　4 739

滋

　　　　　

賀

　　　　　

505 194　　　　495 272　　　　　9 922　　　　　8 935
京

　　　　　

都

　　　　　

773 719　　　　768 219　　　　　5 500　　　　　3 634
大

　　　　　

阪

　　　　

2 294 120　　　2 277 020　　　　　17 100　　　　　11 369
兵

　　　　　

庫

　　　　

1 543 398　　　1 524 387　　　　　19 011　　　　　15 019
奈

　　　　　

良

　　　　　

490 181　　　　483 017　　　　　7 164　　　　　4 834
和

　　

歌

　　

山

　　　　　

493 452　　　　486 066　　　　　7 386　　　　　6 079

鳥

　　　　　

取

　　　　　

362 184　　　　359 625　　　　　2 559　　　　　1 678
島

　　　　　

根

　　　　　

514 309　　　　511 478　　　　　2 831　　　　　1893
岡

　　　　　

山

　　　　　

715 521　　　　701 345　　　　14 176　　　　13 392
広

　　　　　

島

　　　　　

966 712　　　　956 799　　　　　9 913　　　　　8 196
山

　　　　　

ロ

　　　　　

651 312　　　　644 719　　　　　6 593　　　　　4 249

徳

　　　　

島

　　　　

474 237　　　　461 312　　　　12 925　　　　11 637
香

　　　　　

川

　　　　　

428 507　　　　421 068　　　　　7 439　　　　　5 802
璽

　　　　　

媛

　　　　　

602 231　　　　562 457　　　　39 774　　　　39 476
局

　　　　

知

　　　　

538 780　　　531 613　　　　7 167　　　　6 762

福

　　　　　

岡

　　　　

1 319 342　　　1 305 786　　　　　13 556　　　　　9 705
佐

　　　　　

賀

　　　　　

450 167　　　　444 737　　　　　5 430　　　　　3 668
長

　　　　　

崎

　　　　　

772 040　　　　763 565　　　　　8 475　　　　　7 918
熊

　　　　

本

　　　　

774 855　　　　757 083　　　　11111　　　　15 220
大

　　　　　

分

　　　　　

603 102　　　　593 626　　　　　9 476　　　　　8 862
宮

　　　　　

崎

　　　　　

534 029　　　　529 786　　　　　4 243　　　　　3 673
憚

　

児

　

島

　　　

827 193　　　820 447　　　　6 746　　　　6 207
沖

　　　　　

縄

　　　　　

521 334　　　　514 948　　　　　6 386　　　　　4 654

合

　　　　　

計

　　　　

45 801 635　　　45 218 158　　　　583 477　　　　460 749

－226－



支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

実質収支単年度収支積立金繰上償還額鴛jv霜実質単年度収支

　

(C)-(D)

　　　

(Ｅ)

　　　

(Ｆ)

　　　

(G)

　　　　

㈲

　　

(Ｅ)十(Ｆ)十(G)-(H)

　　　　

6 656　△　　1 207　　　12 742　　　　　－　　　　　－　　　　　　11 535

　　　　

1379

　

△

　　

260

　　　　

477

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

217

　　　　　

734

　

△

　　

133

　　　　

3 341　　　　　－　　　　　－　　　　　　　3 208

　　　　

2 793　　　　520　　　　2 240　　　　　－　　　　　－　　　　　　　2 760

　　　　

1764

　　　　　

154

　　　　　

391

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

545

　　　　　

681

　

・

　　

182

　　　　　

946

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

764

　　　　

2 552　・　　296　　　　2 244　　　　　－　　　　　－　　　　　　　1 948

　　　　

2 320　△　　234　　　　1802　　　　　－　　　　　－　　　　　　　1568

　　　　

4 294　△　　303　　　　6 173　　　　　－　　　　　－　　　　　　　5 870

　　　　

1005

　　　　

296

　　　　

1051

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　

1347

　　　　

5 442　△　　494　　　　5 496　　　　　－　　　　　－　　　　　　　5 002

　　　　

7 224　△　　　41　　　　1644　　　　　－　　　　1644　　　　△　　　41

　　　　　

28

　

・

　　

4

　　　

40 110　　　　－　　100 500　　　　・60 394

　　　　

8 478　・　　339　　　　2 134　　　　　－　　　　　－　　　　　　　1795

　　　　

2191

　　　　　

13

　　　　

1824

　　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　　　

1837

　　　　

3 291　　　　　49　　　　1497　　　　　－　　　　3 097　　　　a　　1551

　　　　

1235

　

a

　　

318

　　　　

403

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

85

　　　　

1219

　

△

　　

569

　　　　

730

　　　　　

－

　　　　

3 000　　　　△　2 839

　　　　

1180

　

△

　　

242

　　　　

373

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

131

　　　　

2 052　　　　100　　　　1861　　　　　－　　　　1861　　　　　　　　100

　　　　

56n

　

・　770

　　　　

946

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　

176

　　　　

5 565　・　　650　　　　932　　　　3 962　　　　　－　　　　　　　4 244

　　　

11765

　　　　　　

6

　　　　

1022

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　

1028

　　　　

4 589　△　　　8　　　　1 159　　　　1 975　　　　3 619　　　　a　　493

　　　　　

987

　

△

　　

326

　　　　

1484

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　

1158

　　　　

1866

　

△

　　

110

　　　　

2 541　　　　　－　　　　5 000　　　　△　2 569

　　　　

5 731　△　　475　　　　　－　　　　　－　　　　　－　　　　△　　475

　　　　

3 992　△　　766　　　　3 898　　　　2 100　　　　3 300　　　　　　　1 932

　　　　

2 330　△　　　32　　　　1828　　　　　－　　　　500　　　　　　　1296

　　　　

1307

　

△

　　

1 036　　　　992　　　　2 001　　　　　－　　　　　　　1 957

　　　　　

881

　

△

　　　

16

　　　　

532

　　　　

803

　　　　

532

　　　　　　　

787

　　　　　

938

　　　　　

98

　　　　

341

　　　　

－

　　　　

340

　　　　　　　

99

　　　　　

784

　　　　　

46

　　　

2 743　　　　－　　　　－　　　　　　2 789

　　　　

1717

　

△

　　　

35

　　　

13 167　　　　－　　　15 000　　　　△　1868

　　　　

2 344　　　　120　　　5 662　　　1 181　　　　－　　　　　　6 963

　　　　

1288

　

△

　　　

23

　　　　

857

　　　　　

－

　　　　

900

　　　　

△

　　　

66

　　　　

1637

　

△

　　

393

　　　　

1573

　　　　　

－

　　　　

1600

　　　　

・

　　

420

　　　　　

298

　　　　　

100

　　　　

1 841　　　　　－　　　　1217　　　　　　　　724

　　　　　

405

　

△

　　　

25

　　　　　

158

　　　　　

－

　　　　

500

　　　　

△

　　

367

　　　　

3 851　　　　　86　　　　1 717　　　　　－　　　　3 600　　　　△　　1797

　　　　

1762

　

△

　　　

5

　　　　

1839

　　　　　

－

　　　　

2000

　　　　

△

　　

166

　　　　　

557

　

△

　　　

80

　　　　

648

　　　　　

－

　　　　

684

　　　　

△

　　

116

　　　　

2 552　　　　　676　　　　399　　　　3 225　　　　399　　　　　　　3 901

　　　　　

614

　　　　　

50

　　　　

900

　　　　　

－

　　　　

900

　　　　　　　　

50

　　　　　

570

　

△

　　　

6

　　　　

564

　　　　

5 433　　　　564　　　　　　　5 427

　　　　　

539

　

△

　　　

46

　　　　

5 147　　　　　－　　　　　－　　　　　　　5101

　　　　

1732

　

乙

　　　

10

　　　　

1363

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　　

1353

　　　

122 728　△　7 123　　141 731　　　20 681　　150 757　　　　　　4 532
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第７表

　

決

　　　　

算

　　　　

収

その３

　

大都市・都市（平成４年３月31日現在住民基本台帳人口30万人

　　

区

　　　　　

分

　　　　

歳

　

入歳

　

出票傾帽孤影嘗

　　　　　　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　

（Ｂ）

　　　　　

（ｃ）

　

財源

　

（功

大

　　　

都

　　　

市

　　

札

　　　

幌

　　　

市

　　　　

652 319　　　648 967　　　　3 352　　　　　826

　　

仙

　　　

台

　　　

市

　　　　

323 517　　　320 295　　　　3 222　　　　2 323

　　

横

　　　

浜

　　　

市

　　　

1 202 070　　1193 299　　　　8 771　　　　7605

　　

川

　　　

崎

　　　

市

　　　　

491 580　　　484 889　　　　6 691　　　　2 654

　　

名

　

古

　

屋

　

市

　　　　

883 813　　　878 876　　　　4 937　　　　4 668

　　

京

　　

都

　　

市

　　　　

610 320　　　591 497　　　18 823　　　16875

　　

大

　　　

阪

　　　

市

　　　

1 531 260　　1 528 287　　　　2 973　　　　1465

　　

神

　　

戸

　　

市

　　　　

850 870　　　839 129　　　11 741　　　11 219

　　

広

　　　

島

　　　

市

　　　　

482 988　　　477 077　　　　5 911　　　　4 476

　　

北

　

九

　

州

　　

市

　　　　

451182

　　　

443 775　　　　7 407　　　　5 217

　　

福

　　　

岡

　　　

市

　　　　

534 990　　　525 936　　　　9 054　　　　4 554

都

　　　　　　　

市

　　

函館市（北海道）

　　　

95 998　　　95 319　　　　679　　　　　0

　　

旭川市（北海道）

　　　

115 259　　　114 174　　　　1 085　　　　　42

　　

郡山市（福島県）

　　　　

90 918　　　86 912　　　　4 006　　　　583

　　

いわき市（福島県）

　　　　

97 692　　　94 311　　　　3 381　　　　1 114

　　

宇都宮市（栃木県）

　　　　

124 478　　　122 170　　　　2 308　　　　　672

　　

川越市（埼玉県）

　　　　

70 838　　　67 379　　　　3 459　　　　382

　　

川口市（埼玉県）

　　　

119 720　　　115 171　　　　4 549　　　　1 176

　　

浦和市（埼玉県）

　　　

107 329　　　103 265　　　　4 064　　　　1 867

　　

大宮市（埼玉県）

　　　

113 323　　　109 878　　　　3 445　　　　1 586

　　

所沢市（埼玉県）

　　　　

76 105　　　66 408　　　　9 697　　　　4 191

　　

千葉市（千葉県）

　　　

263 769　　　253 353　　　10 416　　　　6 457

　　

市川市（千葉県）

　　　

104 265　　　100 520　　　　3 745　　　　872

　　

船橋市（千葉県）

　　　

136 450　　　132 498　　　　3 952　　　　1 841

　　

松戸市（千葉県）

　　　

108 391　　　105 055　　　　3 336　　　　703

　　

柏

　　

市（千葉県）

　　　　

71 930　　　67 516　　　　4 414　　　　1 296

　　

八王子市（東京都）

　　　

142 413　　　141 264　　　　1 149　　　　　120

　　

町田市（東京都）

　　　　

96 854　　　95 177　　　　1 677　　　　467

　　

横須賀市（神奈川県）

　　　　

129 838　　　125 269　　　　4 569　　　　1 244

　　

藤沢市（神奈川県）

　　　

106 814　　　102 692　　　　4 122　　　　　185

　　

相模原市（神奈川県）

　　　　

148 228　　　142 995　　　　5 233　　　　1 204

　　

新潟市（新潟県）

　　　

145 459　　　143 426　　　　2 033　　　　447

－228－



　

支

　　　

の

　　　

状

以上）実質収支等の状況

況（つづき）

(単位

　

百万円)

実質収支単年度収支積立金繰上償還額鴛玲とし霜実質単年度収支

　

(C)-(D)

　　　

(Ｅ)

　　　

(Ｆ)

　　　　

似)

　　　　

郎

　　

(Ｅ)十(Ｆ)十(Ｇ)一郎

　　　

2 526　・　　469　　　　1 100　　　　3 083　　　　4 800　　△　　1086

　　　　

899

　

・

　　

1 513　　　　1 928　　　　　－　　　　2 707　　△　　2 292

　　　

1166

　

・

　　

530

　　　　

1 572　　　　　－　　　　7 000　　△　　5 958

　　　

4 037　・　　1 271　　　　2 273　　　　　－　　　　3 097　　△　　2 095

　　　　

269

　

・

　　

460

　　　　　

740

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

280

　　　

1948

　　　　　

866

　　　　

1018

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

1884

　　　

1508

　　　　　

325

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

325

　　　　

522

　

△

　　　

n7

　　　　

1110

　　　　　

－

　　　　

6000

　　

△

　　

5 007

　　　　

1435

　

△

　　　

419

　　　　

1924

　　　　　

－

　　　　

2 000　　△　　　495

　　　　

2 190　△　　　55　　　　2 347　　　　　126　　　　3 014　　△　　　596

　　　　

4 500　△　　　54　　　　3 728　　　　　－　　　　3 600　　　　　　74

　　　　

679

　　　　

180

　　　　

247

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

427

　　　　

1043

　　　　

351

　　　　　

59

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

410

　　　　

3 423　△　　　942　　　　458　　　　　－　　　　500　　・　　984

　　　　

2 267　　　　207　　　　111　　　　520　　　　　－　　　　　838

　　　　

1636

　

△

　　　

430

　　　　

529

　　　　　

26

　　　　

1880

　　

△

　　

1755

　　　　

3 077　△　　1571　　　　425　　　　　－　　　　　－　　△　　1146

　　　　

3 373　△　　2 222　　　　1216　　　　　－　　　　　－　　△　　1006

　　　　

2 197　△　　1781　　　　n8　　　　　－　　　　　－　　△　　1663

　　　　

1859

　

a

　　　

359

　　　　

315

　　　　　

－

　　　　

1400

　　

a

　　

1444

　　　　

5 506　　　　115　　　　421　　　　　－　　　　270　　　　　266

　　　　

3 959　△　　1 719　　　　3 073　　　　　－　　　　3 198　　・　1844

　　　　

2 873　　　　639　　　　1 276　　　　　－　　　　　－　　　　1 915

　　　　

2 111　△　　1 575　　　　1 614　　　　　－　　　　6 077　　・　6 038

　　　　

2 633　ム　　　192　　　　　45　　　　　－　　　　　－　　・　　147

　　　　

3 118　　　　810　　　　178　　　　　－　　　　　－　　　　　988

　　　　

1029

　

△

　　　　

0

　　　　

303

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

303

　　　　

1 210　△　　　444　　　　778　　　　　－　　　　1684　　心　　1350

　　　　

3 325　△　　1833　　　　　－　　　　　－　　　　　－　　・　1833

　　　　

3 937　　　　200　　　　897　　　　　－　　　　2 000　　・　　903

　　　　

4 029　　　　107　　　　7 981　　　　　－　　　　1 500　　　　6 588

　　　　

1586

　

△

　　　

251

　　　　

463

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

212
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第７表

　

決

　　　　

算

　　　　

収

その３

　

大都市・都市（平成４年３月31日現在住民基本台帳人口30万人

区

　　　　　

分

　　　　

歳

　

入歳

　

出奮傾帽孤影嘗

　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　

（Ｂ）

　　　　　

（Ｃ）

　

財源

　

（剛

富山市（富山県）

　　　

101 054　　　98 613　　　　2441　　　　333

金沢市（石川県）

　　　

134 634　　　130934　　　　3700　　　　2393

長野市（長野県）

　　　　

98 852　　　97 446　　　　1406　　　　321

岐阜市（岐阜県）

　　　

116 577　　　112196　　　　4381　　　　135

静岡市（静岡県）

　　　

142 084　　　137083　　　　5001　　　　1614

浜松市（静岡県）

　　　

181 903　　　176767　　　　5136　　　　1033

豊橋市（愛知県）

　　　　

92 770　　　89 736　　　　3034　　　　420

岡崎市（愛知県）

　　　　

82 317　　　79 077　　　　3240　　　　1910

豊田市（愛知県）

　　　

119 600　　　112956　　　　6644　　　　3570

堺

　　

市（大阪府）

　　　

224341　　　217940　　　　6401　　　　2415

豊中市（大阪府）

　　　

116 505　　　114616　　　　1889　　　　930

吹田市（大阪府）

　　　

122 847　　　n7 457　　　　5390　　　　3290

高槻市（大阪府）

　　　　

94 478　　　93 129　　　　1349　　　　648

枚方市（大阪府）

　　　　

96 733　　　95 401　　　　1332　　　　1183

東大阪市（大阪府）

　　　

151 654　　　146320　　　　5334　　　　2128

姫路市（兵庫県）

　　　

155337　　　150583　　　　4754　　　　4109

尼崎市（兵庫県）

　　　

167709　　　166412　　　　1297　　　　814

西宮市（兵庫県）

　　　

141933　　　139787　　　　2146　　　　1148

奈良市（奈良県）

　　　　

96779　　　91 715　　　　5064　　　　2678

和歌山市（和歌山県）

　　　　

120 097　　　117079　　　　3018　　　　1946

岡山市（岡山県）

　　　

181475　　　173864　　　　7611　　　　6086

倉敷市（岡山県）

　　　

138690　　　132445　　　　6245　　　　5832

福山市（広島県）

　　　

n7 110　　　115469　　　　1641　　　　1009

高松市（香川県）

　　　　

96 995　　　93 385　　　　3610　　　　1680

松山市（愛媛県）

　　　

113 968　　　107395　　　　6573　　　　4140

高知市（高知県）

　　　

101 386　　　99 696　　　　1690　　　　1388

長崎市（長崎県）

　　　

159 861　　　156942　　　　2919　　　　2367

熊本市（熊本県）

　　　

181 382　　　176927　　　　4455　　　　2881

大分市（大分県）

　　　

103 818　　　101429　　　　2389　　　　585

鹿児島市（鹿児島県）

　　　　

143 774　　　139333 4 441　　　　　1086

那覇市（沖縄県）

　　　　

86 079　　　84 512　　　　1567　　　　754

－230－



支 の 状 況（つづき）

以上）実質収支等の状況（つづき） (単位

　

百万円)

実質収支単年度収支積立金繰上償還額穣jv霜実質単年度収支

　

(C)-(D)

　　　

（Ｅ）

　　　

（Ｆ）

　　　

（Ｇ）

　　　

（Ｈ）

　

（Ｅ）十（Ｆ）十（Ｇ）一如

　　　　

2 108　　　　　703　　　　　553　　　　　－　　　　　－　　　　　1256

　　　　

1307

　

△

　　　

80

　　　　　

641

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

561

　　　　

1085

　　　　　

100

　　　　　

344

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

444

　　　　

4 246　　　　　217　　　　　624　　　　　106　　　　2 123　　・　　1176

　　　　

3 387　　　　　620　　　　1 154　　　　　－　　　　2 348　　・　　574

　　　　

4 103　△　　1 045　　　　5 981　　　　4 926　　　　6 550　　　　　3 312

　　　　

2 614　△　　　362　　　　　539　　　　　－　　　　1800　　・　　1623

　　　　

1330

　　　　　

217

　　　　

1045

　　　　　

－

　　　　

2 172　　△　　　910

　　　　

3 074　△　　1 878　　　　1500　　　　　－　　　　4 600　　△　　4 978

　　　　

3 986　　　　　n8　　　　1000　　　　　－　　　　　－　　　　　1118

　　　　　

959

　

△

　　　

30

　　　　

1 263　　　　　－　　　　2 800　　△　　1567

　　　　

2 100　△　　1282　　　　2 365　　　　　－　　　　　－　　　　　1 083

　　　　　

701

　

△

　　　

19

　　　　

1723

　　　　　

－

　　　　　

187

　　　　　

1517

　　　　　

149

　

△

　　

1499

　　　　

1071

　　　　　

－

　　　　　

－

　　

△

　　　

428

　　　　

3 206　　　　　67　　　　　802　　　　　－　　　　　450　　　　　　419

　　　　　

645

　　　　　

33

　　　　　

472

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

505

　　　　　

483

　

△

　　　

203

　　　　　

954

　　　　　

750

　　　　　

－

　　　　　

1501

　　　　　

998

　

△

　　　

742

　　　　

1 748　　　　　－　　　　2 200　　△　　1 194

　　　　

2 386　　　　1 311　　　　　524　　　　　－　　　　2 760　　乙　　　925

　　　　

1072

　

△

　　　

657

　　　　

1225

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

568

　　　　

1525

　

・

　　

864

　　　　　

813

　　　　　

580

　　　　

2 000　　△　　1471

　　　　　

413

　

△

　　　

83

　　　　

1344

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

1261

　　　　　

632

　

・

　　　

5

　　　　　

880

　　　　　

－

　　　　

1000

　　

△

　　　

125

　　　　

1930

　

△

　　　

537

　　　　　

974

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

437

　　　　

2 433　△　　1 520　　　　2 500　　　　　－　　　　2 200　　・　　1220

　　　　　

302

　

△

　　　

23

　　　　　

105

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

82

　　　　　

552

　　　　　

17

　　　　　

400

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

417

　　　　

1574

　

△

　　　

606

　　　　　

679

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　　

73

　　　　

1 804　　　　　236　　　　1 221　　　　　763　　　　　－　　　　　2 220

　　　　

3 355　　　　　282　　　　　737　　　　　26　　　　　25　　　　　1 020

　　　　　

813

　

・

　　

272

　　　　　

763

　　　　　

733

　　　　

1390

　　

△

　　　

166
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第７表

　

決

その４

　

赤字団体及び赤字額の増減状況

算 収

　　　　　　

平成２年度の

　

品品昆

　　　

（Ａ）のうち平成３年度

区

　　　　

分

　

赤字讐

　　　　

ぷ消滅した団

　　　　　

赤字が増加した団体

　　　　　　　　

平成２年

　　　　

平成２年

　　　　

平成２年平成３年

　　　　　

団体数度実質収団体数度実質収団体数度実質収度実質収（b）－（a）

　　　　　　　　

支

　　　　　　　

支

　　　　　　　

支（ａ）支（b）

都道府県

　　

－

　　

－

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　　

一

　　

一

市

　

町

　

村

　　　

22△

　

6 293　　　3・1372　　　5心　933△　4 941・4 008

　

rtiBTW(―SB*　１か6 138 3△　1372　　4心822△4 790・3 968

　　

大都市

　　

－

　　

－

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　　

－

　　

一

　　

特別区

　　

一

　　

一

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　　

一

　　

一

　　

都

　

市

　　　

8△

　

3939　　1 △1045　　1ム　248△　943△　695

　　

中都市

　　　

1△

　

1091

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　　

小都市

　　　

7△

　

2 847　　　1△　1045　　　1・　248△　943・　695

　　

町

　

村

　　

ｎ△

　

2 199　　2 △　328　　3△　575△3 847△3 272

　

一部事務組合

　　　

3△

　　

155

　　

－

　　　

－

　　　

1・

　

111△

　

151△

　　

40

合

　　　

計

　　

22△

　

6 293　　3△1372　　5△　933△4 941 △4 008

その５

　

実質収支の推移

　　　　　　　　　　　　　　

全

　　　　

団

　　　　

体

　　　　　　　　　　

黒

　　　

字

　

区

　　

分

　　

総

　　　

数

　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

総

　　　　

数

　　　　　　　

団諾数

　

収支額

　

望体

　

収支額

　

娑体

　

収支額団St数(Ｂ)/㈲

　

収支額

昭和56年度

　

5 806　623 537　　47　110 936 5 759　512 601　5 736　98.8　650 934

　　

57

　　　

5 804　734 283　　47　149 998 5 757　584 285　5 740　98.9　756 966

　　

58

　　　

5 772　806 458　　47　144 570 5 725　661 888　5 717　99.0　824 776

　　

59

　　　

5 748　805 752　　47　166 838 5 701　638 913　5 686　98.9　829 808

　　

60

　　　

5 727　863 399　　47　166 637 5 680　696 762　5 665　98.9　888 829

　　

61

　　　

5 711　994 481　　47　208 035 5 664　786 446　5 648　98.9　1 022 678

　　

62

　　　

5 684 1 043 422　　47　159 789 5 637　883 633　5 644　99.3　1 067 189

　　

63

　　　

5 655 1 045 920　　47　163 244 5 608　882 676　5 620　99.4　1 063 246

平成元年度

　

5 641 1 111 033　　47　158 292 5 594　952 741　5 619　99,6　1 120 458

　　

2

　　　

5 625 1 117 898　　47　129 851 5 578　988 046　5 603　99.6　1 124 191

　　

3

　　　

5 610 1 056 999　　47　122 728 5 563　934 271　5 598　99.8　1 063 458
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支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

も赤字である団体

　　　　　

宍ｏち。字詐倍数ｕ３４．

　　　

赤字が減少した団体

　　　　

となった団体

　

嵩篠が赤字の

　

赤字団体

　　　

平成２年平成３年

　　　　　　　　

平成２年

　　　

平成３年

　　　

平成３年
団体数度実質収度実質収（d）－（ｃ）団体数度実質収団体数度実質収団体数度実質収

　　　

支（ｃ）支（d）

　　　　　　　　　

支

　　　　　　　

支

　　　　　　　

支

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

一

　　

一

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　　

4△

　

2 520 ・1198　　1322　　10△　1467　　　3・　320　　12・6 459

　　

4△

　

2 520 a　1 198　　1 322　　　8 △　1423　　　1a　　6　　9・5 995

　　

一

　　

一

　　

－

　　

－

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　

－

　　

－

　　

3△

　

2 277 △　972　　1305　　　3 a　369　　－　　　－　　　4 a　1916

　　

1△

　

1091△

　

236

　　　

855

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　　

1△

　

236

　　

2△

　

1185△

　

737

　　　

448

　　　

3△

　

369

　　

－

　　　

－

　　　

3△

　

1680

　　

1△

　

244△

　

226

　　　

18

　　

5△1053

　　

1・

　　

6

　　

5△4 079

　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2・

　

44

　　

2a

　

313

　　

3・

　

464

　　

4△

　

2 520 △　1138　　1322　　10 a 1467　　3 乙x　320　　12△6 459

(単位 百万円・％）

　　　

団

　　　　　　

体

　　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　　

総

　　　

数

　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

団体数収支額団体数収支額団結数(C)/(A)収支額娑体収支額団体数収支額

　　

46 n3 724　5 690 537 210　　70　　1.2△27 396　　1△　2 788　　69△24 608

　　

47 149 998　5 693 606 968　　64　　1.1△22 683　－　　　－　　64△22 683

　　

47 144 570　5 670 680 206　　55　　1.0△18 318　－　　　－　　55△18 318

　　

47 166 838　5 639 662 969　　62　　1.1△24 056　－　　　－　　62△24 056

　　

47 166 637　5 618 722 192　　62　　1.1△25 430　－　　　－　　62△25 430

　　

47 208 035　5 601 814 642　　63　　1.1△28 197　－　　　－　　63△28 197

　　

47 159 789　5 597 907 400　　40　　0.7△23 767　－　　　－　　40△23 767

　　

47 163 244　5 573 900 002　　35　0.6△17 326　－　　　－　　35△17 326

　　

47 158 292　5 572 962 166　　22　　0.4△　9 426　－　　　－　　22△　9 426

　　

47 129 851　5 556 994 339　　22　　0.4△　6 293　－　　　－　　22△　6 293

　　

47 122 728　5 551 940 729　　12　　0.2△　6 459　－　　　－　　12△　6 459
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第７表

　

決

その６

　

実質収支の対前年度増減額の状況

算 収

　　　　　　　　

全

　　　　　

団

　　　　　

体

　　　　　　　　　　　

黒

区

　　

分

　　　

総

　　　

数

　　

都道府県

　　　

市町村

　　

総

　　　

数

　　　　

団体数収支額団体数収支額団体数収支額団体数収支額

昭和56年度

　

・10

　　

6662　　－　　6 663　・10　△　　　1　・10△16 811

　

57

　　

△

　

2

　

110 746　　－　39 062 ・　2　71 684　　4　106 032

　

58

　　

△32

　

72 175　－ △5 428 a 32　77 603 ・23　67 810

　

59

　　　

・24△

　　

706

　　

－

　　

22 268 △　24△22 975 ^　31　　5 032

　

60

　　

・21

　

57647　－・201△21　57 849△21　59 021

　

61

　　

△

　

16

　

131 082　　－　41 398 ・16　89 684 ・17　133849

　

62

　　

△27

　

48941　　－ △48 246 心27　97187△　4　44 511

　

63

　　

△29

　

2498　－　3 455 △29△　957 " 24 " 3943

平成元年度

　

△

　

14

　

65113　　－△　4 952・14　　70 065 ・　1　　57 212

　

2

　　

△16

　

6865　－△28 441・16　35 305 △16　　3 733

　

3

　　

△15△60 899　　－△　7 123 △15△53 775 △　5△60 733

その７

　

単年度収支等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

３

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　

計

　　

都道府県

　　

市町村

単

　

年

　

度

　

収

　

支（Ａ）（

　　　

2 630）（　　　　　33）（　　　2 597)

　　　　　　　　　　　　　　　

△

　　　

60 982　　心　　　7 123　△　　　53 859

調

　

整

　

額（Ｃ）十（功－（Ｅ）（Ｂ）

　　　　　

39 550　　　　　11 655　　　　　27 895

財政調整基金積立額（Ｃ）

　　　　

595 016　　　　141 731　　　　453 284

繰

　

上

　

償

　

還

　

額（Ｄ》

　　　　

80 093　　　　20 681　　　　　59 412

財政調整基金取崩し額（Ｅ）

　　　　

635 559　　　　150 757　　　　484 802

実質単年度収支（Ａ）十（Ｂ）

　　

（。1昌（

　

４
治（。1昌

㈹（

　　

）内の数値は、単年度収支の赤字団体数及び実質単年度収支の赤字団体数
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支 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

　

字

　　　

団

　　　

体

　　　　　　　　　　

赤

　　　

字

　　　

団

　　　

体

　

都道府県

　　

市町村

　　

総

　　

数

　　

都道府県

　　

市町村

団体数収支額

　

団体数収支額

　

団体数

　

収支額

　

団体数

　

収支額

　

団体数収支額

　　

1・18 646 △11　　1 835　　－　23 474 △　1　25 309　　1 △1835

　　

1

　

36 274　3　69 758 ・6　4 713 △　1　2 788 △　5　1925

　

－△5 428△23　73 238 ・9　4 365　－　　－・9　4 365

　

－

　

22 268 △31 h^ 17 237　　7・5 738　　－　　　－　　7・5 738

　

－△

　

201△21

　

59 223　－△1374　－　　－　－△1374

　

－

　

41398・17

　

92 450　　1△2 767　　－　　　－　　1△2 767

　

－a 48 246 a　4　92 758 a 23　4 430　－　　－ ・23　4 430

　

－

　

3 455 a 24 心7 398 △　5　6 441　－　　－△　5　6 441

　

－△4 952 △　1　62 164 △13　7 900　－　　－△13　7900

　

－△28 441 △16　32173　－　3133　－　　－　－　3 133

　

－・7 123 △　5・53 610△10・166　－　　－△10△　166

(単位

　

百万円)

　　　

平

　

成

　　

２

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

額

合

　　

計

　

都道府県

　

市町村

　

合

　

計

　

都道府県

　

市

　

町

　

村

（

　　

2 345) (　　　30）（　　2 315) (　　285) (　　　3）（　　282)

　　　

6 004　　△　28 441　　　　34 445　　△　66 986　　　　21 318　　a　88 304

　　

245 170　a　56 889　　　302 058　△205 620　　　68 544　a 274 163

　　

650 060　　　101 244　　　548 817　△　55 044　　　40 487　△　95 533

　　

71 273　　　　22 319　　　　48 955　　　　8 820　　△　　1638　　　　10 457

　　

476 164　　180 451　　295 713　　159 395　△　29 694　　189 089

（

　

1956) (　　　14) (　1942) (　　340）（　　　－）（　　340)

　　

251174

　

△

　

85 330　　　336 503　△272 606　　　89 862　△362 467

である。
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第８表

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

その１

　

経常収支比率等の推移

　　　　

区

　　　　　　

分

　　　

萱草智果輦

　

57年度

　

58年度

　

59年度

都道府

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

70.2

　　　　

79.2

　　　　

81.8

　　　　

82.9

県

　　　　　　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　　　　

49.9

　　　　

47.7

　　　　

48.7

　　　　

49.2

　　　　　　　　

z･

　

公

　

債

　

費

　　　　　

4.6

　　　　

13.8

　　　　

14.9

　　　　

15.6

　　　　　

実

　

質

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

0.6

　　　　　

1.1

　　　　

1.1

　　　　

1.2

　　　　　

公債費負担比率

　　　

4.2

　　　

12.4

　　　

13.4

　　　

14.0

　　　　　

財

　

政

　

力

　

指

　

数

　　　　

0.52

　　　　

0.48

　　　　

0.48

　　　　

0.49

市町村

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

73.1

　　　　

77.6

　　　　

78.1

　　　　

79.4

　　　　　　　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　　　　

41.3

　　　　

35.5

　　　　

35.0

　　　　

35.6

　　　　　　　　

々

　　

公

　

債

　

費

　　　　　

7.3

　　　　

14.8

　　　　

15.5

　　　　

16.2

　　　　　

実

　

質

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

4.2

　　　　

3.9

　　　　

4.4

　　　　

4.0

　　　　　

公債費負担比率

　　　

6.6

　　　

13.1

　　　

13.9

　　　

14.5

　　　　　

財

　

政

　

力

　

指

　

数

　　　　

0.33

　　　　

0.39

　　　　

0.40

　　　　

0.42

"WIW--WIWWI W-----WW--W--W----W-------------W ----W-l--W---- WIWWWWIWIW〃-〃W㎜〃㎜㎜㎜㎜㎜㎜-㎜皿㎜-㎜㎜㎜--------㎜-W--

　

大都

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

71.0

　　　　

81.0

　　　　

81.3

　　　　

82.6

　

市

　　　　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　　　　

39.8

　　　　

35.7

　　　　

35.0

　　　　

35.1

　　　　　　　　

z･

　

公

　

債

　

費

　　　　　

8.0

　　　　

14.5

　　　　

14.7

　　　　

15.4

　　　　　

実

　

質

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

0.1

　　　　　

1.0

　　　　

0.9

　　　　

0.8

　　　　　

公債費負担比率

　　　

7.2

　　　

12.8

　　　

13.4

　　　

13.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(13.7)

　　　　　

財

　

政

　

力

　

指

　

数

　　　

0.78

　　　

0.75

　　　

0.77

　　　

0.78

　

都市

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

74.9

　　　　

77.7

　　　　

77.8

　　　　

78.8

　　　　　　　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　　　　

43.8

　　　　

37.2

　　　　

36.5

　　　　

37.0

　　　　　　　　

4･

　

公

　

債

　

費

　　　　　

7.6

　　　　

14.0

　　　　

14.7

　　　　

15.3

　　　　　

実

　

質

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

4.1

　　　　

3.7

　　　　

4.4

　　　　

4.0

　　　　　

公債費負担比率

　　　

6.8

　　　

12.3

　　　

13.1

　　　

13.6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(14.5)

　　　　　

財

　

政

　

力

　

指

　

数

　　　　

0.57

　　　　

0.65

　　　　

0.67

　　　　

0.70

　　

町村

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

71.1

　　　　

75.4

　　　　

76.8

　　　　

78.5

　　　　　　　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　　　　

37.7

　　　　

32.4

　　　　

32.4

　　　　

33.3

　　　　　　　　

4’

　

公

　

債

　

費

　　　　　

6.6

　　　　

16.2

　　　　

17.4

　　　　

18.4

　　　　　

実

　

質

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

6.6

　　　　

6.1

　　　　

6.5

　　　　

5.9

　　　　　

公債費負担比率

　　　

6.4

　　　

14.6

　　　

15.9

　　　

16.9

　　　　　

財

　

政

　

力

　

指

　

数

　　　　

0.27

　　　　

0.32

　　　　

0.33

　　　

（1疆

　

合

　

計

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　

71.4

　　　　

78.4

　　　　

80.0

　　　　

81.2

　　　　　　　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　　　　

46.2

　　　　

41.6

　　　　

42.0

　　　　

42.6

　　　　　　　　

″

　

公

　

債

　

費

　　　　　

5.7

　　　　

14.3

　　　　

15.2

　　　　

15.9

　　　　　

実

　

質

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

2.2

　　　　

2,4

　　　　

-2.7

　　　　

2.6

　　　　　

公債費負担比率

　　　

5,3

　　　

12.7

　　　

13.7

　　　

14.3

　

4k

　

.

　

●㎜』●㎜

　

ﾑ■一･

　

ふ

　

．．

　　　　　　　　　　　　　　　

一一一‥曲

　

１

　

市町村及び合計の経常収支比率、実質収支比率及び財政力指数には、特別区

　

及び一部事務組合は含まず、公債費負担比率にはこれを含む。その２、その３

　

において同じ。

　

２

　

経常収支比率、実質収支比率及び公債費負担比率は加重平均であり、財政力

　

指数は単純平均である。ただし、昭和59年度以降の公債費負担比率の（

　

）書

　

きは単純平均である。

　

Ｗ
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等 の 状 況

(単位

　

％)

　

60年度

　

61年度

　

62年度

　

63年度

　

平成元年度

　

２年度

　

３年度

　　　　

82.2

　　　　

83.8

　　　　

78.1

　　　　

73.8

　　　　

70.0

　　　　

70.7

　　　　

71.6

　　　　

48.3

　　　　

49.4

　　　　

45.6

　　　　

43.2

　　　　

40.8

　　　　

41.1

　　　　

41.1

　　　　

15.8

　　　　

15.5

　　　　

14.4

　　　　

13.2

　　　　

11.9

　　　　

11.5

　　　　

11.5

　　　　　

1.1

　　　　

1.3

　　　　

0.9

　　　　

0.9

　　　　

0.7

　　　　

0.5

　　　　

0.5

　　　　

14.1

　　　　

13.9

　　　　

13.1

　　　　

11.7

　　　　

10.6

　　　　

10.0

　　　　

10.0

　　　　

0.50

　　　　

0.50

　　　　

0.50

　　　　

0.50

　　　　

0.50

　　　　

0.50

　　　　

0.51

　　　　

78.7

　　　　

79.5

　　　　

76.7

　　　　

73.7

　　　　

69.5

　　　　

69.7

　　　　

71.0

　　　　

34.8

　　　　

34.4

　　　　

33.0

　　　　

31.7

　　　　

30.0

　　　　

30.0

　　　　

30.3

　　　　

16.2

　　　　

16.1

　　　　

15.6

　　　　

14.7

　　　　

13.5

　　　　

13.1

　　　　

13.2

　　　　　

3.9

　　　　

4.1

　　　　

4.5

　　　　

4.2

　　　　

4.0

　　　　

4.0

　　　　

3.5

　　　　

14.5

　　　　

14.3

　　　　

13.8

　　　　

12.8

　　　　

11.7

　　　　

11.3

　　　　

11.3

　　　　

0.43

　　　　

0.44

　　　　

0.45

　　　　

0.44

　　　　

0.43

　　　　

0.42

　　　　

0.41

皿㎜㎜-■㎜㎜-㎜㎜㎜㎜㎜㎜㎜■㎜㎜㎜㎜---d儡-a-a晶--&-㎜-S一晶晶晶番晶一晶番--一晶-一晶晶-■個個-一響響響F㎜㎜g皿㎜㎜■㎜㎜㎜皿--㎜㎜㎜-㎜血㎜M- --M一晶-一晶-勝一個個晶-

　　　　

82.8

　　　　

81.8

　　　　

78.1

　　　　

74.4

　　　　

69.8

　　　　

70.9

　　　　

73.0

　　　　

34.5

　　　

33.1

　　　

31.6

　　　

30.1

　　　

28.2

　　　

28.7

　　　

29.2

　　　　

15.8

　　　

15.2

　　　

14.8

　　　

13.9

　　　

13.3

　　　

12.9

　　　

13.4

　　　　　

0.8

　　　　

0.7

　　　　

0.9

　　　　

0.7

　　　　

0.8

　　　　

0.7

　　　　

0.5

　　　　

13.8

　　　

13.6

　　　

13.4

　　　

12.4

　　　

11.8

　　　

11.3

　　　

n.7

　　　

(13.7)

　

(13.7)

　

(13.7)

　

(12.7)

　

(12.0)

　

(11.6)

　

(12.0)

　　　　

0.80

　　　

0.82

　　　

0.82

　　　

0.83

　　　

0.83

　　　

0.83

　　　

0.84

　　　　

78.2

　　　　

79.4

　　　　

76.4

　　　　

73.8

　　　　

70.7

　　　　

70.8

　　　　

72.1

　　　　

36.1

　　　　

35.6

　　　　

34.1

　　　　

32.9

　　　　

31.7

　　　　

31.6

　　　　

31.9

　　　　

15.3

　　　　

15.0

　　　　

14.4

　　　　

13.6

　　　　

12.6

　　　　

12.3

　　　　

12.4

　　　　　

3.8

　　　　

4.1

　　　　

4.7

　　　　

4.4

　　　　

4.3

　　　　

4.2

　　　　

3.6

　　　　

13.6

　　　　

13.4

　　　　

12.9

　　　　

12.1

　　　　

11.0

　　　　

10.8

　　　　

10.8

　　　

(14.6)

　

(14.5)

　　

(14.0)

　　

(13.1)

　　

(11.8)

　　

(11.6)

　　

(11.5)

　　　　

0.72

　　　　

0.74

　　　　

0.75

　　　　

0.75

　　　　

0.74

　　　　

0.73

　　　　

0.72

　　　　

77.3

　　　　

78.3

　　　　

76.4

　　　　

72.9

　　　　

67.2

　　　　

67.0

　　　　

67.6

　　　　

32.6

　　　　

32.9

　　　　

31.9

　　　　

30.4

　　　　

28.1

　　　　

28.0

　　　　

28.0

　　　　

18.3

　　　　

18.9

　　　　

18.3

　　　　

17.2

　　　　

15.1

　　　　

14.6

　　　　

14.5

　　　　　

6.0

　　　　

6.2

　　　　

6.5

　　　　

6.2

　　　　

5.5

　　　　

5.5

　　　　

4.9

　　　　

16.9

　　　　

17.0

　　　　

16.3

　　　　

15.0

　　　　

13.2

　　　　

12.7

　　　　

12.6

　　　

（18.0）

　

(18.1)

　

(17.4)

　

（16.0）

　

(13.9)

　

(13.4)

　

(13.3)

　　　　

0.36

　　　

0.37

　　　

0.37

　　　

0.37

　　　

0.35

　　　

0.34

　　　

0.33

　　　　

80.5

　　　　

81.7

　　　　

77.4

　　　　

73.7

　　　　

69.8

　　　　

70.2

　　　　

71.3

　　　　

41.8

　　　　

42.0

　　　　

39.6

　　　　

37.7

　　　　

35.6

　　　　

35.7

　　　　

35.9

　　　　

16.0

　　　　

15.8

　　　　

15.0

　　　　

13.9

　　　　

12.7

　　　　

12.3

　　　　

12.3

　　　　　

2.4

　　　　

2.6

　　　　

2.7

　　　　

2,5

　　　　

2.2

　　　　

2.1

　　　　　

1.9

　　　　

14.3

　　　　

14.2

　　　　

13.5

　　　　

12.4

　　　　

11.3

　　　　

10.9

　　　　

10.8

４

　

実質収支比率゜標準財政規模（標JWNFでJR淳十普通交付税額）

　

×100

5

　

公債費負担比率＝

　

公ｲ?¶1晶力聶nF源

　

×100

　　　　　　　

平成元年度基準

　　

平成２年度基準

　　

平成３年度基準
，ｎヵｎ＝(週聾健。。諸賢畿，-←週賢4h)紆

　　　　　　　　

財政需要額

　　　　

財政需要額

　　　　

財政需要額
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その２

　

経常収支比率の内訳

第８表

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

３

　　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

都道府県

　　　

市町村

　　　

総

　　

額

経常一般財源(A) 24 529 223　　　23 160 345　　　47 689 568

　

地

　　　

方

　　　

税

　

15 712 121　　　15 210 479　　　30 922 600

　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

829 303　　　　　829 970　　　　　1 659 273

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

7 987 799　　　　5 998 135　　　　13 985 934

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

－

　　　　

1121 761　　　　　1 121 761

経常経費充当一般財源（Ｂ）17 574 907　　　　16 436 800　　　　34 011 920

　

人

　　　　

件

　　　　

費

　

10 084 876　41.1　7 008 958　30.3　17 097 251　35.9

　

物

　　　　

件

　　　　

費

　　

1002 904　4.1　2 403 258　10.4　3 404 182　7.1

　

扶

　　　

助

　　　

費

　　

496 769　2.0　　922 306　4.0　1 418 459　3.0

　

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

2 712 890　11.1　2 023 792　8.7　4 737 413　9.9

　

公

　　　　

債

　　　　

費

　　

2 818 012　11.5　3 061016　13.2　5 878 484　12.3

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

459 456　　1.8　1 017 470　　4.4　1476 131　　3.1

経常収支比率(B)/(A)×100

　　　　　　　

71.6

　　　　　　

71.0

　　　　　　　

71.3
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等 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　

平

　　

成

　　　

２

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　

都道府県

　　　

市

　

町

　

村

　　　

総

　　　

額

　　

都道府県

　

市町村

　

総

　

計

23 513 065　　　　21 984 747　　　　45 497 812　　　　　　4.3　　　5.3　　　4.8

14 981 673　　　　14 329 070　　　　29 310 743　　　　　　4.9　　　6.2　　　5.5

　　

802 141　　　　　802 428　　　　　1604 569　　　　　　3.4　　　3.4　　　3.4

　

7 729 251　　　　5 738 810　　　　13 468 061　　　　　　3.3　　　4.5　　　3.8

　　　　

－

　　　　

1 114 440　　　　　1114 440　　　　　　　－　　　0.7　　　0.7

16 624 335　　　　15 324 234　　　31 948 737　　　　　　5.7　　　7.3　　　6.5

　

9 655 862　41.1　6 601 645　30.0　16 259 367　35.7　　　4.4　　　6.2　　　5.2

　

916 395　　3.9　2 193 712　10.0　3 109 082　　6.8　　　9.4　　　9.6　　　9.5

　

465 376　2.0　　863 619　　3.9　1 328 667　2.9　　　6.7　　　6.8　　　6.8

2 446 387　10.4　1 874 950　8.5　4 321 653　　9.5　　　10.9　　　7.9　　　9.6

2 708 749　11.5　2 880 149　13.1　5 588 631　12.3　　　4.0　　　6.3　　　5.2

　

431566

　　

1.8

　　

910 159　4.2　1 341 337　3.0　　　6.5　　　11.8　　　10.0

　　　　　　　

70.7

　　　　　　　

69.7

　　　　　　　

70.2
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第８表

　

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

その３

　

公債費負担比率の地方債等区分別内訳

　

（1）都道府県

　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　　　　

平成２年度

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

溥額

　

貧jJ

　

溥額

　

貧濃J

　

a.

　

゛

一

　

般

　

財

　

源(A) 26 971 363　　　26 044 895

公債費充当一般財源(B) 2 688 683　　9.97　2 600 151　　9.98△　0.01

　

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　

債

　　

308 972　　1.15　287 510　　1.10　　　0.05

　

一般

　

単独

　

事

　

業債

　　

879 471　　3.26　828 503　　3.18　　　0.08

　

公営住宅建設事業債

　　

34 406　　0.13　24 582　　0.09　　0.04

　

義務教育施設整備事業債

　　　

8 905　　0.03　　8 672　　0.03　　　－

　

公共用地先行取得等事業債

　　

179 478　　0.67　191261　　0.73　・　0.06

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業債

　　

163 010　　0.60　155 984　　0.60　　　－

　

新産業都市等建設事業債

　　

71214

　　

0.26

　　

67 042　　0.26　　　一

　

一般廃棄物処理事業債

　　

15 259　　0.06　　14 698　　0.06　　　－

　

厚生福祉施設整備事業債

　　

31551

　　

0.12

　　

29 960　　0.12　　　－

　

地域財政特例対策債

　　

17 562　　0.07　17 675　　0.07　　　一

　

退

　

職

　

手

　

当

　

績

　　

18 961　　0.07　　42 373　　0.16・　0.09

　

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　　　

703

　　　

0.00

　　　

699

　　　

0.00

　　　　

－

　

畳冑震算貸付・政府関係機関

　　

21579

　　

0.08

　　

13 567　　0.05　　　0.03

　

地域改善対策特定事業績

　　　

156

　　

0.00

　　　

148

　　

0.00

　　　

－

　

減

　

収

　

補

　

て（昭和な年度j11

　　

13 845 0.05　　　15048　　0.06　△　0.01

　

財

　　

政

　　

対

　　

策

　　

債

　　　

3 896　　　0.01　　　4045　　　0.02　△　0.01

　

財

　

源

　

対

　

策

　

債

　　

441102

　　

1.64

　

511501

　　

1.96△

　

0.32

　

減

　

収

　

補
（lぶ157.お年度1?1

　

108 n3 0.40　108 169　　0.42　△　0.02

　

臨

　

時

　

財

　

政特

　

例

　

績

　　

190 585　　0.71　131 918　　0.51　　　0.20

　

調

　

（昭和60
1?
61･ 62･ 63年度j11　　129

082　　　0.48　101897　　0.39　　　0.09

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

40 949　　0.14　　34 313　　0.13　　　0.01

　　

小

　　　　　　　　　

計

　　

2 678 799　　　9.93　2 589 565　　　9.94　△　0.01

　　

うち減収補てん債

　

186 098　　0.69　174 917　　0.67　　0.02

　

特定資金公共事業債

　　　

9

　　

0.00

　　　

8

　　

0.00

　　　

－

　　

合

　　　　　　　　　

計

　　

2 678 807　　　9.93　2 589 573　　　9.94　△　0.01

　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　　

9 876　　0.04　　10 577　　0.04　　　　－

公債費負担比率(B)/(A)×100

　　　　　　　

10.0

　　　　　　　

10.0

　　　

－

－240－



等 の

（2）市

　

町

　

村

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　　　　

平成２年度

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

決算額貧JI¶ﾋ票決算額貧JI¶ﾋ票比較

一

　　

般

　　

財

　　

源㈲25 943 965　　　24 656 358

公債費充当一般財源（Ｂ）2 943 929　　11.35　2 792 097　　11.32　　　0.03

　

一般

　

公

　

共

　

事

　

業

　

債

　　

100 852　　0.39　　95 471　　0.39　　　－

　

一般

　

単独

　

事

　

業

　

債

　　

866 043　　3.34　782 723　　3.17　　　0.17

　

公営住宅建設事業債

　　

67 650　　0.26　63 434　　0.26　　　－

　

義務教育施設整備事業債

　　

489 634　　1.89　475 006　　1.93　△　0.04

　

辺

　

地

　

対策

　

事

　

業

　

債

　　

68 984　　0.27　　67 683　　0.27　　　－

　

公共用地先行取得等事業債

　　

151 358　　0.58　145 544　　0.59　△　0.01

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業ｲ責

　　

49 690　　0.19　　49 492　　0.20△　0.01

　

一般廃棄物処理事業債

　

181 087　　0.70　172 739　　0.70　　　－

　

厚生福祉施設整備事業債

　　

157 578　　0.61　147 251　　0.60　　　0.01

　

地域財政特例対策債

　　　

896

　　

0.00

　　

917

　　

0.00

　　　

－

　

退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　

5 429　　　0.02　　　7247　　　0.03　△　0.01

　

転

　　　　　

貸

　　　　　

債

　　　　

418

　　　

0.00

　　　

406

　　　

0.00

　　　　

－

　

過

　

疎

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　

199 916　　0.77　190 776　　0.77　　　－

　

畳肯羞算貸付・政府関係機関

　　

24 633　　　0.09　　21134　　　0.09　　　　－

　

地域改善対策特定事業債

　　

90 197　　0.35　　86 252　　0.35　　　－

　

減収補゛（（。‰J

　

1280

　　　

0.00

　　　

1333

　　　

0.01

　

△

　

0.01

　

財

　　

政

　　

対

　　

策

　　

債

　　　　

781

　　　

0.00

　　　

1102

　　　

0.00

　　　　

－

　

財

　

源

　

対

　

策

　

債

　　

203 031　　0.78　225 598　　0.91・　0.13

　

減

　

収

　

補（ぶ;157.よ年度頂

　　

19 615　　0.08　　18 947　　0.08　　　　－

　

臨

　

時

　

財政特例債

　　

44 401　　0.17　　32 470　　0.13　　　0.04

　

調

　

（昭和60-61･62･63年度
頂

　　

34 308　　　0.13　　29 637　　　0.12　　　0.01

　

都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　

108 611　　0.42　106 607　　0.43△　0.01

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

52 126　　0.21　　49 478　　0.21　　　－

　　

小

　　　　　　　　　

計

　　

2 918 518　　11.25　2 771 247　　11.24　　　0.01

　　

うち減収補てん債

　　

23 041　　0.09　22 519　　0.09　　　－

　

特定資金公共事業債

　　　

18

　　

0.00

　　　

9

　　

0.00

　　　

－

　　

合

　　　　　　　　　

計

　　

2 918 536　　11.25　2 771257　　11.24　　　0.01

　

一

　

時

　

借

　

入

　

金

　

利

　

子

　　

25 393　　0.10　　20 840　　0.08　　　0.02

公債費負担比率(B)/(A)×100

　　　　　　　

11.3

　　　　　　　

11.3

　　　

－

－241－



その１ 総 括

第９表

　

繰 越 額

　　　　　　　　

継

　

続

　

費

　

繰越明許費

　

事故繰越

　

事

　　

業

　

支

　　

払
区

　　　　　

分

　　　　　　　　

逓次繰越額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

延

　

額

人

　　

件

　　

費

　　　　　

－

　　　　　

2

　　　　　

－

　　　　

1603

　　　　

692

普通建設事業費

　　　

133 789　　1 091 727　　　95 118　　　70 495　　　　700

　

補助事業費

　　　

28 302　　612 540　　24 139　　　3 040　　　　－

　

単独事業費

　　

105 487　　479 187　　70 979　　67 455　　　700

災害復旧事業費

　　　　

603

　　

216 116　　　2 179　　　　　0　　　　－

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

326

　　　

18 670　　　　2 650　　　43 459　　　16 854

　

合

　　　　

計

　　　　

134 718　　1 326 515　　　99 947　　　115 557　　　18 246

曲

　

県営事業負担金は、「単独事業費」に含めた。その３において同じ。

その２

　

都道府県

　　　　　　　　

継

　

続

　

費

　

繰越明許費

　

事故繰越

　

事

　　

業

　

支

　　

払
区

　　　　　

分

　

逓次繰越額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

延

　

額

人

　　

件

　　

費

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

19

普通建設事業費

　　　

34 963　　605 227　　　53 045　　　46 918　　　　700

　

補助事業費

　　

13 227　　413 084　　17 355　　　　－　　　　－

　

単独事業費

　　　

21737

　　

192 143　　35 690　　46 918　　　700

災害復旧事業費

　　　　

－

　　

135 338　　　1941　　　　　0　　　　－

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

－

　　　　

8 670　　　　　135　　　39 089　　　15 746

　

合

　　　　

計

　　　　　

34 963　　　749 235　　　55 121　　　86 007　　　16 465

－242－



等

合

合

計

　　

2 297

1 391 828

　

668 020

　

723 808

　

218 899

　

81959

1694 983

計

19

740 853

443 666

297 188

137 279

63 641

941 792

の 状

未

　

収

　

入

特定財源

　　　　　

１

637 623

456 323

181 300

205 617

　

5 310

848 551

未

　

収

　

入

特定財源

　　　　

－

349 190

283 537

　

65 652

130 232

　

1621

481043

況

未収入特定財源内訳

国庫支出金

　　　　　

０

277 545

277 215

330

144 340

　　

499

422 384

地

　

方

　

債

306

155 072

151 326

48 597

　

3 938

358 933

(単位

　

百万円)

に繰
べき

そ

　

の

　

他

53

24

29

12

67 234

２

754

211

205

542 508

　

13 282

未収入特定財源内訳

国庫支出金

181

181 905

　　

－

93 213

　　

90

275 208

地

　

方

　

債

150 181

L
D

-
^

C
D

L
Ｏ

－243－

76 649

846 432

36 303

　

1435

187 919

(単位

　

百万円)

そ

　

の

　

他

17 104

6 146

10

17 916

19

391 664

160 128

231 535

　

7 048

460 749

｜

｜

｜

Ｉ

｜

Ｉ

｜

｜｜

｜



その３

　

市

　

町

　

村

第９表

　

繰 越 額

　　　　　　　　

継

　

続

　

費

　

繰越明許費

　

事故繰越

　

事

　　

業

　

支

　　

払
区

　　　　　

分

　　　　　　　　

逓次繰越額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

越

　

額

　

繰

　

延

　

額

人

　　

件

　　

費

　　　　　

－

　　　　　　

2

　　　　　

－

　　　　

1603

　　　　

672

普通建設事業費

　　　

98 826　　486 500　　　42 073　　　23 576　　　　－

　

補助事業費

　　　

15 075　　199 455　　　6 784　　　3 040　　　　－

　

単独事業費

　　　

83 750　　287 044　　35 289　　20 536　　　　－

災害復旧事業費

　　　　

603

　　　

80 778　　　　238　　　　－　　　　－

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

325

　　　

10 000　　　　2 516　　　　4 371　　　　1 108

　

合

　　　　

計

　　　　　

99 754　　　577 280　　　44 827　　　29 550　　　　1 780

その１

　

種類別による推移

第10表

　

財 政 再

　　　　　

930琳‰溜琵がぬ末討A苫嘔゛ｏﾖ1

l

　

叫辺写賜

ぼ観言ら㈹扉徽

全部適用団体

　　　

…

　

（混

　

－（這

　

－

　

－

　

－

　

一

一部・ｍ団ｲ本

　　　

…（

　

1A

　　

－（

　

1a

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

準

　

用

　

団

　

体

　　　

¨’

　　　

8（

　

214（

　

2

ag

　　　　

1

　　

－

　　

－

　　　

1

　　

計-

　　　　　

（36）（18）（

　

2) ( 20)　　　1　　一　　－　　　1

　　

°

　　　　　　

1558

　　　

596

　　

288

　　

883

曲（

　　

）書きは、府県の数であって、内書きである。

－244－



等

合 計

　

2 278

650 975

224 355

426 620

　

81620

753 190

建

その２

の

未

　

収

　

入

特定財源

状

　　　

1

288 433

172 786

115 648

　

75 385

　

3 689

367 508

　

の

　　

状

準用団体一覧

況（つづき）

未収入特定財源内訳

国庫支出金

　　　

0

95 640

95 311

　　

330

51128

　　

408

147 176

地

　

方

　

債

　　

－

156 217

59 586

96 632

12 294

　

2 503

171014

(単位

　

百万円)

そ

　

の

　

他

t
ｏ

C
-
-

C
X
>

i
-
Ｈ

Ｏ
Ｏ

1
-
I

1
-
I

I
―
I

49 318

翌年度に繰
り越すべき
財源

　

2 277

362 541

１

　

０

５

　

3
1

　

6 235

14 630

3856B3

(平成５年１月31日現在)

　　　　　　　　

平成４年３月

　　　

再建再建完指定日前年平成３年度平成３年

　

区

　　　　

分

　

31日現在住民再建開始了予定度実質収支実質収支赤度赤字比

　　　　　　　　

基本台帳人口期間年度年度

　

赤字額

　　

字額

　　　

率

　　　　　　　　　　　　　

人

　

年

　

年度

　　

年度

　　　

百万円

　　　

百万円

　　　　

％
福岡県赤池町

　　　

10 263　12　3　　14　　　396　　　3 173　　127.7

曲

　

赤字比率とは、標準財政規模に対する実質収支赤字額の割合である。

－245－
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その１

　

総 括

第11表

　

歳 入

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

地

　　　　

方

　　　　

税

　　

17 984 766　39.3　17 087 979 ’38.2　35 072 745　40.9

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

829 303　　1.8　　　890041　　2.0　　1 719 344　2.0

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

8 157 294　17.8　　6 731 381　15.1　14 888 675　17.4

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　　　

－

　

－

　　

644 661　1.4　　　　－　－

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　　

67 752　0.2　　　　　－　－

特別地方消費税交付金

　　　　　

－

　

－

　　　

11620

　

0.0

　　　　　

－

　

一

自動車取得税交付金

　　　　　

－

　

－

　　

430 511　1.0　　　　－　一

軽油引取税交付金

　　　　

－

　

－

　　

80 021　0.2　　　　－　一

　

小

　

計（一般財源）

　　

26 971 363　58.9　25 943 965　58.0　51 680 764　60.3

分

　

担

　

金、負

　

担

　

金

　　　

626 139　1.4　　　533 231　　1.2　　　728398　0.8

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

993 152　2.2　　1 017 848　　2.3　　2011000　2.3

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

7 639 609　16.7　　3 552 121　　7.9　11 191 730　13.1

交通安全対策特別交付金

　　　

54 861　0.1　　　36 049　0.1　　　90 910　0.1

都道府県支出金

　　　　

－

　

－

　

1 967 876　4.4　　　　－　－

財

　　

産

　　

収

　　

入

　　　

780 236　　1､7　　1 295 874　　2.9　　2 076 111　2.4

寄

　　　

附

　　　

金

　　　

25 917　0.1　　160 795　0.4　　182 559　0.2

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　

874 261　　1.9　　1663 219　　3.7　　2 537 480　3.0

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　

559 126　　1.2　　1 268 082　　2.8　　1 827 208　2.1

諸

　　　　

収

　　　　

入

　　

3 749 343　8.2　　2 690 499　　6.0　　6125 086　7.1

地

　　　　

方

　　　　

債

　　

3 527 484　　7.7　　3896 648　8.7　　7 258 700　8.5

特別区財政調整交・納付金

　　　　　

143

　

0.0

　　

675 235　1.5　　　　　－　一

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

45 801 635 100.0　44 701 442 100.0　85 709 945 100.0

曲

　

国有提供施設等所在市町村助成交付金は「国庫支出金」に含めた。

― 246 ―



額 の 状 況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

平成２年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　

前年度増減率
純

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道

　

市町村純計額

　

都道

　

市町村純計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

府県

　　　　　　　　

府県

33 450 373　41.6　　1 622 372　30.6　　3.6　　6.2　　4.9　　5.3　　5.1　　5.2

　

1 662 693　2.1　　　56 651　　1.1　　3.4　　3.4　　3.4　　12.5　　11.9　　12.2

14 327 988　17.8　　560 687　10.6　　3.4　　4.6　　3.9　　7.2　　5.6　　6.5

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－△

　

5.8

　　

－

　　

－

　

94.4

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

8.1

　　

－

　　

－

　　

9.4

　　

－

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　　

一皆増

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－△

　

0.9

　　

－

　　

－

　　

8.5

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

1.3

　　

－

　　

－△

　

1.7

　　

－

49 441 054　61.5　　2 239 710　42.3　　3.6　　5.2　　4,5　　6,1　　6.9　　5.8

　　

680 030　0.8　　　48 368　　0.9　　6.5　　8.5　　7.1　　0.2　　1.4△　1.4

　

1 940 295　　2.4　　　70 705　　1.3　　3.4　　3.9　　3.6　　5.3　　5.0　　5.1

10 655 360　13.3　　536 370　10.1　　4.4　　6.5　　5.0　　4.5　　0.9　　3.4

　　

75 760　0.1　　　15 150　0.3　19.8　20.2　20.0　10.7　10.9　10.8

　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

5.4

　　

－

　　

－

　　

6.5

　　

－

　

1 900 832　2.4　　175 279　3.3　20.1　　3.6　　9.2　36.5　42.5　40.4

　　

187 263　0.2△　　4 704 △0.1　26.0△　6.3△　2.5△　9.2　　0.7△　0.6

　

1880 423　2.3　　　657 057　12.4　　23.1　42.1　　34.9　181.0　　21.9　55.1

　

1 730 440　　2.2　　　96 768　　1.8　　2.7　　6.9　　5.6　　16,6　　12.5　　13.7

　

5 660 664　　7.0　　　464422　　8.8　　9.9　　6.8　　8.2　　11.7　　13.1　　12.5

　

6 257 893　　7.8　　1 000 807　18.9　　11.8　　19.5　　16.0　　6.7　　16.2　　11.5

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－△96.4

　　

1.8

　　

－

　

48.8△

　

0.8

　　

－

80 410 014　100.0　　5299 931　100.0　　5.4　　7.5　　6.6　　7.8　　8.5　　7.8
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その２

　

推 移

第11表

　

歳 入

　　

決 算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　　　　

入

　　　　　　

決

　

区

　　　　　　　

分

　　　

昭和61年度

　　

62年度

　　　

63年度

　　

平成元年度

地

　　　

方

　　　

税

　　

24 628 233　27 203 986　30 116 924　31 795 097

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　

482 241　　　512 268　　　526 404　　1 482 245

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　

9 830 889　　10 561 000　　11 210 407　　13 455 216

　

小

　

計（一般財源）

　　　

34 941363　　38 277 253　　41853 734　　46 732 558

分

　

担

　

金、負

　

担

　

金

　　　　

559 373　　　623 168　　　626 635　　　689 694

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

1 551180　　1 649 085　　1 736 488　　1845 449

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

10 364 769　　10 482 048　　10 015 017　　10 376 848

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　

948 509　　　738 039　　　903 246　　1 212 568

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　

1 108 937　　1 282 468　　1 348 860　　1 521 455

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

5 263 424　　5 966 219　　5 626 301　　5 614 771

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

5 337 261　　5 643 579　　5 899 183　　6 573 405

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　　

60 074817　　64 661859　　68 009 464　　74 566 747

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　

構

　　

成

　　

比
区

　　　　　　　　　

分

　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　　

２

　　　　

３

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　

41.0

　　

42.1

　　

44.3

　　

42.6

　　　

41.6

　　　

40.9

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　　

0.8

　　　

0.8

　　　

0.8

　　　

2.0

　　　

2.1

　　　

2.0

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　

16.4

　　

16.3

　　

16.5

　　

18.0

　　　

17.8

　　　

17.4

　

小

　

計（一般財源）

　　　　

58.2

　　

59.2

　　

61.5

　　

62.7

　　　

61.5

　　　

60.3

分

　

担

　

金，負

　

担

　

金

　　　　

0.9

　　　

1.0

　　　

0.9

　　　

0.9

　　　

0.8

　　　

0.8

使

　

用

　

料，手

　

数

　

料

　　　　

2.6

　　　

2.6

　　　

2.6

　　　

2.5

　　　

2.4

　　　

2.3

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

17.3

　　

16.2

　　

14.7

　　

13.9

　　　

13.3

　　　

13.2

繰

　　　　

入

　　　　

金

　　　　

1.6

　　　

1.1

　　　

1.3

　　　

1.6

　　　

2.3

　　　

3.0

繰

　　　　

越

　　　　

金

　　　　

1.8

　　　

2.0

　　　

2.0

　　　

2.0

　　　

2.2

　　　

2.1

地

　　　　

方

　　　　

債

　　　　

8.8

　　　

9.2

　　　

8.3

　　　

7.5

　　　

7.8

　　　

8.5

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

8.8

　　　

8.7

　　　

8.7

　　　

8.9

　　　

9.7

　　　

9.8

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

曲「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助
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額 の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

算

　　　　　　

額

　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　

数

　

２年度

　　　　

3年度

　　　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　

2

　　　　

3

　

33450 373　　35072745　　100　　110　　122　　129　　136　　142

　　

1662 693　　1 719 344　　100　　106　　109　　307　　345　　357

　

14 327 988　　14888 675　　100　　107　　114　　137　　146　　151

　

49441 054　51 680764　　100　　110　　120　　134　　141　　148

　　

680 030　　　728 398　　100　　ｎ1　　112　　123　　122　　130

　　

1 940 295　　2 011000　　100　　106　　112　　119　　125　　130

　

10 731 120　　ｎ282640　　100　　101　　　97　　100　　104　　109

　　

1 880 423　　2 537480　　100　　　78　　　95　　128　　198　　268

　　

1 730 440　　1 827 208　　100　　116　　122　　137　　156　　165

　　

6 257 893　　7 258700　　100　　113　　107　　107　　ｎ9　　138

　　

7 748 760　　8 383756　　100　　106　　1ｎ　　123　　145　　157

　

80410 014　　85709 945　　100　　108　　113　　124　　134　　143

　　　　

増

　

減

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　　　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

率

　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　

50.4

　

56.2

　

87.0

　

25.6

　

28.3

　

30.6

　　

5.6

　

10.5

　

10.7

　　

5.6

　　

5.2

　　

4.9

　　

0.8

　　

0.7

　　

0.4

　

14.6

　　

3.1

　　

1.1

　　

4.5

　　

6.2

　　

2.8

　

181.6

　

12.2

　　

3.4

　

14.6

　

15.9

　

19.4

　

34.2

　

14.9

　

10.6

　　

4.0

　　

7.4

　　

6.1

　

20.0

　　

6.5

　　

3.9

　

65.8

　

72.7

　

106.8

　

74.4

　

46.4

　

42.3

　　

5.2

　　

9,5

　　

9.3

　

n.7

　　

5.8

　　

4.5

　　

0.8

　　

1.4

　　

0.1

　　

1.0△

　

0.2

　　

0.9

　　

4.0

　

11.4

　　

0.6

　

10.1△

　

1.4

　　

7.1

　　

3.1

　　

2.1

　　

2.6

　　

1.7

　　

1.6

　　

1.3

　　

5.5

　　

6.3

　　

5.3

　　

6.3

　　

5.1

　　

3.6

・5.5

　　

2.6△14.0

　　

5.5

　　

6.1

　

10.4△

　

1.4

　　

1.1△

　

4.5

　　

3.6

　　

3.4

　　

5.1

・1.7△

　

4.6

　

4.9

　

4.7

　

11.4

　

12.4△

　

4.4△22.2

　

22.4

　

34.2

　

55.1

　

34,9

　　

2.2

　　

3.8

　　

2.0

　　

2.6

　　

3.6

　　

1.8

　　

5.4

　

15.6

　　

5.2

　

12.8

　

13.7

　　

5.6

　

29.4

　

15.3△10.2△

　

0.2

　

11.0

　

18.9

　

17.0

　

13.4△

　

5.7△

　

0.2

　

11.5

　

16.0

　　

5.9

　　

6.7

　　

7.8

　

10.3

　

20.1

　

12.0

　　

2.9

　　

5.7

　　

4.5

　

11.4

　

17.9

　　

8.2

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　　

4,5

　　

7.6

　　

5.2

　　

9.6

　　

7.8

　　

6,6

成交付金を含めた。
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その１

　

総

区

　　

分

道府県税

市町村税

　　

計

　　　　　

第12表

　

地

括

　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

都道府県

16 183 540

　

1801 226

17 984 766

市

　

町

　

村

17 087 979

17 087 979

100.0

100.0

合

　

計

　

額

16 183 540

18 889 204

35 072 745

方

100.0

税

-

都道府県

15 646 324

　

1 706 843

17 353 167

曲

　

都道府県欄の市町村税額は、東京都が徴収した市町村税相当分である。

その２

　

道府県税の収入状況（総括）

90.2

　

9.8

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

３

　　

年

　　

度

　　

区

　　　

分

　

調高額収合額混
/（A

5

く

Ｊ

　

１

　

普

　　　

通

　　　

税

　　

15 170 655　14 681650　　　　96､8　　　　90.7

　

（1）法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

15 151 104　14 662 099　　　96.8　　　90.6

　　

7

　

道

　

府

　

県

　

民

　

税

　　　

5 531 468　　5 312 281　　　　96.0　　　　32.8

　　　

（ア）個

　　

人

　　

分

　　　

2 932 688　　2 741 681　　　　93.5　　　　16.9

　　　

（ｲ）法

　　

人

　　

分

　　　

967 462　　939 282　　　　97.1　　　　5.8

　　　

（ウ）利

　　

子

　　

割

　　　

1 631 317　　1 631 318　　　　100.0　　　　10.1

　　

イ

　

事

　　　

業

　　　

税

　　　

6 887 273　　6 752 859　　　　98.0　　　　41.7

　　　

（ア）個

　　

人

　　

分

　　　

295 581　　276 510　　　　93.5　　　　1.7

　　　

（イ）法

　　

人

　　

分

　　　

6 591 692　　6 476 349　　　　98.3　　　　40.0

　　

ウ

　

不動産取得税

　　

671 462　　604 373　　　90.0　　　3.7

　　

エ

　

道府県たばこ税

　　　

365 403　　365 382　　　100.0　　　　2.3

　　

オ

　

ゴルフ場利用税

　　　

97 594　　　97 554　　　100.0　　　　0.6

　　

カ

　

特別地方消費税

　　　

182 111　　173 396　　　95.2　　　　1.1

　　

キ

　

自

　　

動

　

車

　

税

　　　

1 402 375　　1 342 868　　　　95.8　　　　　8.3

　　

ク

　

鉱

　　　

区

　　　

税

　　　　　

731

　　　　

698

　　　　

95.5

　　　　　

0.0

　　

ヶ

　

狩猟者登録税

　　　　

2 255　　　2 255　　　100.0　　　　0.0

　　

コ

　

固

　

定

　

資

　

産税

　　　

10 434　　　10 434　　　100.0　　　　0.1

　

（2）法定外普通税

　　　

19 551　　19 551　　100.0　　　0.1

　

2

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　

1 525 168　　1 497 202　　　　98.2　　　　　9.3

　

（1）自動車取得税

　　

624 082　　623 944　　100.0　　　3.9

　

（2）軽

　

油

　

引

　

取

　

税

　　　

899 485　　871657　　　　96.9　　　　5.4

　

（3）入

　　　

猟

　　　

税

　　　　　

1601

　　　　

1601

　　　　

100.0

　　　　　

0.0

　

3

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　

33 646　　　　4 688　　　　13.9　　　　　0.0

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　

16 729 468　16 183 540　　　　96.7　　　　100.0

&､4

　

1191J/4kゝ

　

r---.1-･i－･･’‘曲

　

収入額は、「第11表

　

歳入決算額の状況」の地方税の決算額から東京都が徴収し

　

除した額である。その３において同じ。
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の 状 況

(単位

　

百万円・％)

成

　　

２

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

前年度増減率

市

　

町

　

村

　　　

合

　

計

　

額

　　

都道市町村合計都道市町村合計

　　　　　　　　　　　　　　　

府県

　　　　　　

府県

　　　

－

　　

－

　

15 646 324　46.8　　3.4　　－　　3.4　　6.0　　－　　6.0

16 097 206　100.0　17 804 049　53.2　　5.5　　6.2　　6.1△　1.2　　5.1　　4.5

16 097 206　100.0　33 450 373　100.0　　3.6　　6.2　　4.9　　5.3　　5,1　　5.2

(単位

　

百万円・％)

　　　　

平

　

成

　

２

　　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

調

　

定

　

額

　

収

　

入

　

額

　

徴収率（Ｄ）の

　

増

　

減

　

額（Ｅ）の

　

増減率

　

前年度

　　

（Ｃ）

　　　

（功

　　　

（?）1

　

14 610 166　14 187 392　　97.1　　90.7　　494 258　　92.0　　3.5　　6.8

　

14 588 653　14 165 880　　97.1　　90.5　　　496 219　　92.4　　　3.5　　　6.7

　

5 279 118　　5 088 713　　96.4　　32.5　　　223 568　　41.6　　　4.4　　17.3

　

2 623 354　　2 457 619　　93.7　　15.7　　　284 062　　52.9　　11.6　　　6.1

　

1 032 046　　1 007 376　　97.6　　　6.4△　　68 094 △　12.7 "　　6.8△　12.1

　

1 623 718　　1 623 718　　100.0　　10.4　　　　7600　　　1.4　　　0.5　　85.5

　

6 654 885　　6 541 307　　98.3　　41.8　　　211 552　　39.4　　　3.2・　0.1

　　

263 383　　248 700　　94.4　　　1.6　　　27 810　　　5.2　　11.2　　17.8

　

6 391 501　　6 292 606　　98.5　　40.2　　　183 743　　34.2　　　2.9・　0.7

　　

650 302　　　596 190　　91.7　　　3.8　　　　8 183　　　1.5　　　1.4U　　5.5

　　

361 131　　　360 547　　99.8　　　2.3　　　　4 835　　　0.9　　　1.3　　13.6

　　　

90 400　　　90 398　　100.0　　　0.6　　　　7156　　　1.3　　　7.9　　18.5

　　

200 630　　194 521　　97.0　　1.2・　21125△　3.9△　10.9　　30.2

　

1 334 121　　1 276 176　　95.7　　　8.2　　　66 692　　12.4　　　5.2　　　6.7

　　　　

732

　　　

694

　　

94.8

　　

0.0

　　　　

4

　　

0.0

　　

0.6△

　

1.4

　　　

2 281　　　　2 281　　100.0　　　0.0△　　　　26△　　0.0△　　1.1△　　2.4

　　　

15 054　　　15 054　　100.0　　　0.1△　　4 620 △　　0.9△　30.7　　26.7

　　　

21512

　　　

21512

　　

100.0

　　　

0.1△

　　　

1961△

　　

0.4△

　　

9.1

　　

33.0

　

1 471 899　　1 448 237　　98.4　　　9.3　　　48 965　　　9.1　　　3.4　　　7.6

　　

613 183　　613 065　　100.0　　3.9　　　10 879　　2.0　　　1.8　　6.1

　　

857 087　　833 542　　97,3　　　5.3　　　38 n5　　　7.1　　　4.6　　　8.8

　　　

1629

　　

1629

　

100.0

　　

0.0△

　　

28 a　0.0△　1.7△　2.3

　　　

48 125　　10 694　22.2　　0.1△　　6 006 心　1.1△　56.2△　91.2

　

16 130 189　15 646 324　　97.0　　100.0　　　537 216　　100.0　　　3.4　　　6.0

た市町村税相当額（平成３年度1801 226百万円、平成２年度1 706 843百万円）を控
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第12表

　

地

その３

　

道府県税の収入状況（個別団体）

方 税

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

２

財政力

　

都道府県

　　

道

　

府

　

県

　

税

　　

鈴彭刄鸚

　

道

　

府

　

県

　

税
指

　　

数

　　　　　　　

収必額

　

構成比

　

収合額

　

構成比

　

収合額

　

構成比

　　　　

東

　

京

　

都

　

3 048 136　　18.8　1 642 992　　22.2　3 009 509　　19.2

1.0以上

　

大阪府

　

1 450 834　　　9.0　　760 315 10.3　1473 123　　　9.4

の団体

　

愛

　

知

　

県

　

1 146 498　　7.1　593 749　　8.0　1166 809　　7.5

　　　　

神奈川県

　

1 093 096　　　6.8　　481029　　　6.5　1 091409　　7.0

（4団体）（小

　

計）

　

6 738 563　　41.6　3 478 086　　46.9　6 740 851　　43.1

　　　　

静

　

岡

　

県

　　

525 681　　3.2　244 830　　3.3　502 626　　3.2

　　　　

埼玉

　

県

　　

678 919　　4.2　258 326　　3.5　663 318　　4.2

　　　　

千

　

葉

　

県

　　

625 575　　3.9　238 483　　3.2　595 942　　3.8

　　　　

兵庫

　

県

　　

665 042　　4.1　287 864　　3.9　640 416　　4.1

　　　　

京都

　

府

　　

342 766　　2.1　159 718　　2.2　328 956　　2.1

　　　　

栃

　

木

　

県

　　

253 986　　1.6　108 465　　1.5　241 666　　1.5

0.5以よ

　

茨城県

　　

350 655　　2.2　150 035　　2.0　329 091　　2.1
超香霖群馬県

　

242 098　　1.5　100 227　　1.4　224 204　　1.4

　　　　

福

　

岡

　

県

　　

481371

　　

3.0

　

211 297　　2.8　458 760　　2.9

　　　　

広

　

島

　

県

　　

330 401　　2.0　151021　　2.0　313 856　　2.0

　　　　

三

　

重

　

県

　　

219 074　　1.4　　96 046　　1.3　208 796　　1.3

　　　　

滋

　

賀

　

県

　　

158 414　　1.0　　76 071　　1.0　155 481　　1.0

　　　　

岐

　

阜

　

県

　　

245 395　　1.5　　97 100　　1.3　228 472　　1.5

（13団体）（小

　

計）

　

5 119 376　　31.6　2 179 482　　29.4　4 891 583　　31.3

　　　　

宮

　

城

　

県

　　

249 599　　1.5　112 497　　1.5　225 252　　1.4

　　　　

岡

　

山

　

県

　　

216 898　　1.3　　97 915　　1.3　201345　　1.3

　　　　

長

　

野

　

県

　　

256 374　　1.6　110 495　　1.5　234 207　　1.5

　　　　

石

　

川

　

県

　　

144 277　　0.9　　60 974　　0.8　132 542　　0.8

0.4以上

　

香

　

川

　

県

　　

119 804　　0.7　　57 145 0.8　　110 333　　　0.7

0.5未満

　

奈良県

　　

128 142　　0.8　　42 001　　0.6　124 631　　0.8
の団体富

　

山

　

県

　　

141 969　　0.9　　64 255　　0.9　133 279　　0.9

　　　　

福

　

島

　

県

　　

224 954　　1.4　　98 098　　1.3　215 283　　1.4

　　　　

山

　

口

　

県

　　

163 280　　1.0　　73 618　　1.0　152 759　　1.0

　　　　

福

　

井

　

県

　　

Ill 970　　0.7　　51009　　0.7　103 184　　0.7

　　　　

山

　

梨

　

県

　　

107 062　　0.7　　46 775　　0.6　102 579　　0.7

（11団体）（小

　

計）

　

1864 329　　11.5　　814 782　　11.0　1 735 394　　11.1

－252－



の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

年

　

度

　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　　

(参

　　

考)

甘荒涼諮

　　　

道

　

府

　

県

　

税

　　　　　　

甘雛巍

　　

髭獄

ｙa゛構成比‰?5
(
j構成比増減率t)?5(J構ぬﾋ・減率

潭晟３年・)

1 660 282　22.7‘ 38 627　　7.2　　1.3△　17 290△15.0△　1.0　　　　71.2

　

798 215　10.9△22 289 △　4.1△　1.5△37 900△32.8△　4.7　　　　63.2

　

636 764　　8.7△20 311△　3.8△　1.7△43 015 △37.2△　6.8　　　　60.8

　

520 246　　7.1　　1687　　0.3　　0.2△39 217 △33.9△　7.5　　　　64.9

3 615 507　49.5△　2 288△　0.4△　0.0△137 421 △118.8△　3.8　　　　B7.4

　

236 116　　3.2　　23 055　　4.3　　4.6　　8 714　　7.5　　3.7　　　　　47.6

　

269 029　3.7　15 601　2.9　2.4 a 10 703 △　9.3△　4.0　　　48.6

　

235 989　　3.2　　29 633　　5.5　　5.0　　2 494　　2.2　　1.1　　　　　45.2

　

281 592　　3.9　　24 626　　4.6　　3.8　　6 272　　5.4　　2.2　　　　　43.1

　

153 859　　2.1　　13 810　　2.6　　4.2　　5 859　　5.1　　3.8　　　　　44.3

　

106 136　　1.5　　12 320　　2.3　　5.1　　2 329　　2.0　　2.2　　　　　36.9

　

142 433　　2.0　　21564　　4.0　　6.6　　7 602　　6.6　　5.3　　　　　38.9

　　

92 489　　1.3　　17 894　　3.3　　8.0　　7 738　　6.7　　8.4　　　　　36.5

　

200 540　　2.7　　22 611　　4.2　　4.9　　10 757　　9.3　　5.4　　　　　36.5

　

143 064　　2.0　　16 545　　3.1　　5.3　　7 957　　6.9　　5.6　　　　　34.2

　　

93 637　　1.3　　10 278　　1.9　　4.9　　2 409　　2.1　　2.6　　　　　34.0

　　

77 310　　1.1　　2 933　0.5　　1.9△　1239△　1.1△　1.6　　　31.4

　　

89 699　　1.2　　16 923　　3.2　　7.4　　7 401　　6.4　　8.3　　　　　35.7

2 121 894　　29.1　227 793　　42.4　　4.7　　57 588　　49.8　　2.7　　　　　40.7

　　

97 016　　1.3　　24 347　　4.5　　10.8　　15 481　　13.4　　16.0　　　　　32,0

　　

87 489　　1.2　　15 553　　2.9　　7.7　　10 426　　9.0　　11.9　　　　　30.3

　　

97 282　　1.3　　22 167　　4.1　　9.5　　13 213　　11.4　　13.6　　　　　27.9

　　

54 065　　0.7　　11735　　2.2　　8.9　　6 909　　6.0　　12.8　　　　　28.0

　　

49 608　　0.7　　9 471　　1.8　　8.6　　7 537　　6.5　　15.2　　　　　28.0

　　

42 442　　0.6　　3 511　　0.7　　2.8△　　441 A　0.4△　1.0　　　　　26.1

　　

59 456　　0.8　　8 690　　1.6　　6.5　　4 799　　4.1　　8.1　　　　　25.5

　　

90 600　　1.2　　9 671　　1.8　　4.5　　7 498　　6.5　　8.3　　　　　26.6

　　

67 048　　0.9　　10 521　　2.0　　6.9　　6 570　　5.7　　9.8　　　　　25.1

　　

44 179　　0.6　　8 786　　1.6　　8､5　　6 830　　5.9　　15.5　　　　　25.4

　　

45 557　　0.6　　4 483　　0.8　　4.4　　1218　　1.1　　2.7　　　　　24.5

　

734 745　　10.1　　128935　　24.0　　7.4　　80 037　　69.2　　10.9　　　　　27.5
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第12表

　

地

その３

　

道府県税の収入状況（個別団体）（つづき）

方 税

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

　　　　　　　　　

平

　

成

　

2

l゛;

　

i3it)ffm

　

・府県税

　

鈴獣鬘談

　

道

　

府

　

県

　

税
ｓ

　　　　　　　　

腎5゛

　

構成比

　

≒5額構成比

　

゛合゛構成比

　　　　

新

　

潟

　

県

　　

269 174　　1.7　120 488　　1.6　244 891　　1.6

0.3以上

　

愛

　

媛

　

県

　　

134 563　　0.8　　57 925　　0.8　125 783　　　0.8

0.4未満

　

北海道

　　

563 551　　3.5　203 988　　2.8　527 461　　3.4
の団体

　

和歌山県

　　

104 253　　0.6　　40 870　　　0.6　　103 389　　0.7

　　　　

熊

　

本

　

県

　　

142 498　　0.9　　53 191　　0.7　132 900　　0.8

（5団体）（小

　

計）

　

1214 038　　　7.5　　476 462　　　6,4　1 134 425　　　7,3

　　　　

大

　

分

　

県

　　

108 281　　0.7　　46 818　　0.6　　94 906　　0.6

　　　　

山

　

形

　

県

　　

104 727　　0.6　　38 658　　0.5　　95 255　　0.6

　　　　

徳

　

島

　

県

　　

74 180　　0.5　　29 513　　0.4　　69 113　　0.4

　　　　

佐

　

賀

　

県

　　

74 403　　0.5　　29 945　　0.4　　67 800　　0.4

　　　　

鹿児島県

　　

124 455　　0.8　　46101　　0.6　118 363　　0.8

　　　　

長

　

崎

　

県

　　

108 791　　0.7　　43 163　　0.6　100680　　0.6

0.3未満

　

岩手県

　　

n3 214　　0.7　　39 304　　0.5　102 304　　0.7

の団体

　

沖縄県

　　

76 241　　　0.5　　25 524　　　0.3　　69 768　　　0.4

　　　　

宮

　

崎

　

県

　　

84 161　　0.5　　30 638　　0.4　　79 051　　0.5

　　　　

鳥

　

取

　

県

　　

53 109　　0.3　　20 144　　0.3　　48 121　　0.3

　　　　

秋

　

田

　

県

　　

92 308　　0.6　　32 525　　0.4　　85 438　　0.5

　　　　

青森

　

県

　　

104 496　　0.6　　33 959　　0.5　　95 724　　0.6

　　　　

島根

　

県

　　

65 313　　0.4　　27 371　　0.4　　59 441　　0.4

　　　　

高

　

知

　

県

　　

63 557　　0.4　　23 154　　0.3　　58 106　　0.4

（14団体）（小

　

計）

　

1247 234　　　7.7　　466 818　　　6.3　1144 072　　　7.3

　

全

　

国

　

計

　

16 183 540　100.0 7 415 631　100.0 15 646 324　100.0

－254－



の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

年

　

度

　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

　　　　　　　

（参

　　

考）

鈴胆:頴誓

　　　

道

　

府

　

県

　

税

　　　　　　

鈴獣綴

　　

訂獄

゛合゛構成比‰ﾍｻﾞ構成比増減率tが（j構むﾋ増減率
潭晟３年度）

　

100 789　　1.4　　24 283　　4.5　　9.9　　19 699　　17.0　　19.5　　　　　24.4

　　

52 229　　0.7　　8 780　　1.6　　7.0　　5 696　　4.9　　10.9　　　　　22.3

　

181 945　　2.5　　36 090　　6.7　　6.8　　22 043　　19.1　　12.1　　　　　22.0

　　

42 883　　0.6　　　864　　0.2　　0.8△　2 013△　1.7△　4.7　　　　　21.1

　　

46 149　　0.6　　9 598　　1.8　　7.2　　7 042　　6.1　　15.3　　　　　18.4

　

423 996　　5.8　　79 613　　14.8　　7.0　　52 466　　45.4　　12.4　　　　　21.9

　　

36 044　　0.5　　13 375　　2.5　　14.1　　10 774　　9.3　　29.9　　　　　18.0

　　

32 594　　0.4　　9 472　　1.8　　9.9　　6 064　　5.2　　18.6　　　　　17.5

　　

26 726　　0.4　　5 067　　0.9　　7.3　　2 787　　2.4　　10.4　　　　　15.6

　　

25 927　　0.4　　6 603　　1.2　　9.7　　4 018　　3.5　　15.5　　　　　16.5

　　

43 175　　0.6　　6 092　　1.1　　5.1　　2 926　　2.5　　6.8　　　　　15.0

　　

38 316　　0.5　　8 111　　1.5　　8.1　　4 847　　4.2　　12.7　　　　　14.1

　　

34 025　　0.5　　10910　　2.0　　10.7　　5 279　　4.6　　15.5　　　　　15.8

　　

22 019　　0.3　　6 473　　1.2　　9.3　　3 505　　3.0　　15.9　　　　　14.6

　　

28 528　　0.4　　5 110　　1.0　　6.5　　2 110　　1.8　　7.4　　　　　15.8

　　

16 829　　0.2　　4 988　　0.9　　10.4　　3 315　　2.9　　19.7　　　　　14.7

　　

29 172　　0.4　　6 870　　1.3　　8.0　　3 353　　2.9　　11.5　　　　　14,7

　　

28 418　　0.4　　8 772　　1.6　　9.2　　5 541　　4.8　　19.5　　　　　15.0

　　

22 871　　0.3　　5 872　　1.1　　9.9　　4 500　　3.9　　19.7　　　　　12.7

　　

19 198　　0.3　　5 451　　1.0　　9.4　　3 956　　3.4　　20.6　　　　　11.8

　

403 840　　5.5　103 162　　19.2　　9.0　　62 978　　54.5　　15.6　　　　　15.1

7 299 982　100.0　537 216　100.0　　3.4　115 649　100.0　　1.6　　　　　39.3
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その４

　

市町村税

第12表

　

地 方 税

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

３

　　　

年

　　

度

　　

区

　　　

分

　

調高額収心額

(B)/(A)>く1
需(Ｂ)の構成比

１

　

普

　　　

通

　　　

税

　　

18 343 773　17 547 661　　　　95.7　　　　92.9

　

(1)法

　

定

　

普

　

通

　

税

　　

18 327 434　17 531 343　　　　95.7　　　　92.8

　　

7

　

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　

10 554 395　10 092 653　　　　95.6　　　　53.4

　　　

(ﾌう個人均等割

　　　

89 843　　85 263　　　94.9　　　0.5

　　　

(ｲ)所

　　

得

　　

割

　　　

7 168 906　　6 797 603　　　　94.8　　　　36.0

　　　

(ウ)法人均等割

　　

309 246　　301 018　　　97.3　　　1.6

　　　

(エ)法

　

人

　

税

　

割:

　　

2 986 401　　2 908 768　　　　97.4　　　　15.4

　　

イ

　

固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

6 821 190　　6 563 874　　　　96.2　　　　34.7

　　　

(ア)純固定資産税

　　

6 771 718　　6 514 402　　　　96.2　　　　34.5

　　　　　

土

　　　　　

地

　　　

2 712 881　　2 602 823　　　　95.9　　　　13.8

　　　　　

家

　　　　　

屋

　　　

2 643 293　　2 529 258　　　　95.7　　　　13.4

　　　　　

償

　

却

　

資

　

産

　　　

1 415 544　　1 382 321　　　　97.7　　　　　7.3

　　　

(ｲ)交

　　

付

　　

金

　　　

49 472　　　49 472　　　100.0　　　　0.3

　　

ウ

　

軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　

100 088　　　92 466　　　　92.4　　　　0.5

　　

エ

　

市町村たばこ税

　　　

645 364　　645 305　　　100.0　　　　3.4

　　

オ

　

鉱

　　　

産

　　　

税

　　　　　

2 691　　　　2 691　　　　100.0　　　　　0.0

　　

カ

　

特別土地保有税

　　　

203 706　　134 354　　　66.0　　　　0.7

　

(2)法定外普通税

　　　

16 338　　16 318　　　99.9　　　0.1

2

　

日

　　　　

的

　　　　

税

　　　

1 385 020　　1 341 524　　　　96.9　　　　　7.1

　

(1)入

　　　

湯

　　　

税

　　　　

19 649　　　19 313　　　　98.3　　　　0.1

　

(2)事

　

業

　　

所

　

税

　　　

312 057　　309 565　　　　99.2　　　　1.6

　

(3)都

　

市

　

計

　

画

　

税

　　　

1 053 117　　1 012 450　　　　96.1　　　　　5.4

　

(4)水

　

利

　

地

　

益

　

税

　　　　　

198

　　　　　

196

　　　　

99.0

　　　　　

0.0

　

(5)共

　

同

　

施

　

設

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

(6)宅

　

地

　

開

　

発

　

税

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

３

　

旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　　　

45

　　　　　

19

　　　　

42.2

　　　　　

0.0

　　　

合

　　　　　　　

計

　　　

19 728 838　18 889 204　　　　95.7　　　　100.0

曲

　

収入額は、「第11表

　

算した額である。

歳入決算額の状況」の地方税の決算額に、東京都が徴収し
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の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

平

　

成

　

２

　　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

調

　

定

　

額

　

収

　

入

　

額

　

徴収率（DJ

　

の

　

増

　

減

　

額（Ｅ）の

　

増減率

　

前年度

　　

（Ｃ）

　

（・）

　

回儡構成比(B)-(D)
(E)構成比　回儡増減率

　

17 281 442　16 555 004　　95.8　　93.0　　　992 657　　91.5　　　6.0　　　5.3

　

17 266 311　16 539 901　　95.8　　92.9　　991 442　　91.4　　　6.0　　　5.3

　

10 071 977　　9 672 418　　96.0　　54.3　　　420 235　　38.7　　　4.3　　　4.3

　　　

87 071　　　82 823　　95.1　　　0.5　　　　2 440　　　0.2　　　2.9　　　1.8

　

6 715 095　　6 391 632　　95.2　　35.9　　　405 971　　37.4　　　6.4　　　9.4

　　

291 787　　285 143　　97.7　　1.6　　　15 875　　　1.5　　5.6　　6.2

　

2 978 023　　2 912 820　　97.8　　16.4△　　4 052 a　　0.4乙　　0.1△　　5.5

　

6 286 812　　6 022 455　　95.8　　33.8　　　541419　　49.9　　　9.0　　　5.9

　

6 238 916　　5 974 558　　95.8　　33.6　　　539 844　　49.7　　　9.0　　　5.9

　

2 495 023　　2 370 985　　95.0　　13.3　　　231 838　　21.4　　　9.8　　　2.2

　

2 458 375　　2 350 328　　95.6　　13.2　　　178 930　　16.5　　　7.6　　　8.3

　

1 285 519　　1 253 245　　97.5　　　7.0　　　129 076　　11.9　　10.3　　　8.8

　　　

47 896　　　47 896　　100.0　　　0.3　　　　1576　　　0.1　　　3.3　　　8.1

　　　

95 526　　　88 113　　92.2　　　0.5　　　　4 353　　　0.4　　　4.9　　　3.8

　　

635 888　　　635 831　　100.0　　　3.6　　　　9 474　　　0.9　　　1.5　　12.5

　　　

2 679　　　　2 678　　100.0　　　0.0　　　　　13　　　0.0　　　0.5△　8.9

　　

173 429　　n8 407　　68.3　　　0.7　　　15 947　　　1.5　　13.5　　23.1

　　　

15 132　　　15 103　　99.8　　　0.1　　　　1215　　　0.1　　　8.0　　13.6

　

1 298 973　　1 249 023　　96.2　　　7.0　　　92 501　　　8.5　　　7.4　　　5.3

　　　

18 767　　　18 420　　98.2　　　0.1　　　　　893　　　0.1　　　4.8　　　7.0

　　

289 772　　288 090　　99.4　　　1.6　　　21475　　2.0　　7.5　　8.9

　　

990 236　　942 317　　95.2　　5.3　　　70 133　　6.5　　7.4　　4.2

　　　　

198

　　　

196

　

99.0

　　

0.0

　　　

－

　　

－

　　

－△

　

22.8

　　　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

一

　　　

一

　　

一

　　

一

　　

－

　　　　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　　

59

　　　　

23

　　

39.0

　　

0.0a

　　　　

4△

　

0.0△

　

17.4△100.0

　

18 580 474　17 804 049　　95.8　　100.0　　1 085 155　　100.0　　　6.1　　　4.5

た市町村税相当額（平成３年度1 801 226百万円、平成２年度1 706 843百万円）を加
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その１

　

道府県税

第13表

　

法

　　

定

　

外

　　

普

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　

平成３年度

　　　

平成２年度

　　　

比

　　　

較

区

　　　　

分

　　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

増減額

　　　　　　　　

㈲

　　　

（Ｂ）

　　

（Ｃ）

　　

(D)

　

(A)-(C) (B)-C切

石油価格調整税

　　　　　

1

　　　　

777

　　　　　

1

　　　　

720

　　　

－

　　　

57

核燃料税

　　　

11

　　

18 774　　　10　　20 793　　　1 △　2 019

　

合

　　　

計

　　　　　　

12

　　　

19 551　　　　　11　　　21 512　　　　1 △　1 961

その１

　

道府県税

第14表

　

超 過

　　　　

課

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　　　　

平成２年度

　　　　

比

　　　

較

　

区

　　　　　　　

分

　　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

増減額

　　　　　　　　　　　　

㈲

　　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（功

　

（Ａ）－（Ｃ）（Ｂ）－（Ｄ）

道府県民税法人税割

　　　

46

　

121 606　　　46　141428　　　－△19 822

事業税法人分

　　　

7

　

172 714　　　7　232 968　　－ △60 254

　

合

　　　　　

計

　　　

－

　

294 321　　－　374 396　　－ △80 075

その１ 道府県税

第15表

　

地 方

　　

税

　　

徴

　　　　　

(単位

　

％)

　

区

　　　

分

　

現年課税分

　

滞納繰越分

　

合

　　　

計

昭

　

和

　

61

　

年

　

度

　　　　　　　　　

98.2

　　　　　　　　

38.6

　　　　　　　　

96.2

　　　　

62

　　　　　　　　　　　

98.2

　　　　　　　

39.6

　　　　　　　

96.4

　　　　

63

　　　　　　　　　　　　　

98.4

　　　　　　　　

38.9

　　　　　　　　

96.7
平

　

成

　

元

　

年

　

度

　　　　　　　　　

98.7

　　　　　　　　

38.9

　　　　　　　　

97.0

　　　　

2

　　　　　　　　　　　　　

98.6

　　　　　　　　

36.0

　　　　　　　　

97.0

　　　　

3

　　　　　　　　　　　

98.5

　　　　　　　

33.9

　　　　　　　

96.7

－258 -



通

その２

税

　　

の

市町村税

状

　　

況

(単位 百万円）

　　　　　　　　

平成３年度

　　　

平成２年度

　　

比

　　　

較
区

　　　　

分

　　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

増減額

　　　　　　　　

㈲

　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（Ｄ）

　

（Ａ）－（Ｃ）（Ｂ）－（Ｄ）

商品切手発行税

　　　　　

18

　　　

15 660　　　　　18　　　14 460　　　－　　1 200
広

　　

告

　　

税

　　　　　

１

　　　　　

０

　　　　　

２

　　　　　

５

　

△

　　

１

　

△

　　

５
文化観光施設税

　　　　　

2

　　　　

95

　　　　　

2

　　　　

87

　　　

－

　　　　

8
砂利採取税

　　　　

8

　　　

233

　　　　

8

　　　

250

　　

－・

　

17
別荘等所有税

　　　　　

1

　　　

330

　　　　

1

　　　

301

　　　

－

　　　

29

;ごよふ‾

　　

－

　　

－

　　

１

　　　　　

０

　

△

　　

１

　

△

　　

０

　

合

　　

計

　　　　　

30

　　

16 318　　　　32　　15 103　△　　2　　1215

絢

　

１「団体数」には、収入のあった団体数を計上している。

　　

２「商品切手発行税」には、東京都が徴収した市町村税相当額を含む。

　

税

　　　

の

　　　

状

　　　

況

　

その２

　

市町村税

　　　　　　　　　　　　　　　

（単位百万円）

　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　　　　

平成２年度

　　　　

比

　　　

較

　

区

　　　　　　　

分

　　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

収入額

　

団体数

　

増減額

　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　

（Ｂ）

　

（Ｃ）

　

（功

　

(A)-(C) (B)-(D)

市

　

町

　

村

　

民

　

税

　　

1499

　

393 637　　1 500　392 882　・　　1　　755

　

個

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　　

92

　　　

126

　　　

93

　　　

127

　

・

　　

1

　

△

　　

1

　

所

　　　

得

　　　

割

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　

法

　

人

　

均

　

等

　

割

　　　

612

　

11909

　　

612

　

11 n7　　　－　　792

　

法

　

人

　

税

　

割

　　

1479

　

381 603　　1480　381 637・　　1△　34
固

　

定

　

資

　

産

　

税

　　　

340

　

35 236　　　362　34 957　・　22　　　279

　

土

　　　　　　　

地

　　　

340

　

10 736　　　362　10 791　・　22　△　　55

　

家

　　　　　　　

屋

　　　

340

　

14 942　　　362　14 830　△　　22　　　112

　

償

　　

却

　　

資

　　

産

　　　

340

　　

9 558　　　361　　9 336　△　　21　　　222
軽

　

自

　

動

　

車

　

税

　　　　

34

　　　

332

　　　

35

　　　

324

　

△

　　

1

　　　　

8
鉱

　　

産

　　

税

　　

18

　　

86

　　

18

　　

88

　　

－△

　

2
入

　　　　

湯

　　　　

税

　　　　

2

　　　

31

　　　　

2

　　　

30

　　　

－

　　　　

1
旧

　

法

　

に

　

よ

　

る

　

税

　　　　

－

　　　

－

　　　　

１

　　　　

０

　

・

　　

１

　

△

　　

０

　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

－

　

429 323　　　－　428 282　　　－　　1 041

曲「市町村民税法人税割」には、東京都が徴収した市町村税相当額(109 342百万円）を含む

　

収

　　

率

　　

の

　　

推

　　

移

　

その２

　

市町村税

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位％）

　

区

　　　

分

　

現年課税分

　

滞納繰越分

　

合

　　　

計

昭

　

和

　

61

　

年

　

度

　　　　　　　　　

98.3

　　　　　　　　

28.8

　　　　　　　　

95.8

　　　　

62

　　　　　　　　　　　　　

98.3

　　　　　　　　

29.9

　　　　　　　　

95.8

　　　　

63

　　　　　　　　　　　　　

98.4

　　　　　　　　

29.1

　　　　　　　　

95.9
平

　

成

　

元

　

年

　

度

　　　　　　　　　

98.5

　　　　　　　　

28.8

　　　　　　　　

95.9

　　　　

2

　　　　　　　　　　　　　

98.4

　　　　　　　　

26.9

　　　　　　　　

95.8

　　　　

3

　　　　　　　　　　　　　

98.2

　　　　　　　　

26.3

　　　　　　　　

95.7
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区 分

昭和10年度

５

　

２

　

３

　

４

　

５

　

６

　

７

　

８

　

９

　

０

　

１

　

２

　

Ｑ
り

１

　

５

　

５

　

５

　

５

　

５

　

５

　

５

　

５

　

６

　

６

　

６

　

｛
Ｏ

平成元年度

C
＾

Ｃ
Ｏ

合

　　

18

　　

50

294 393

354 610

389 881

442 626

477 806

506 317

540 034

582 687

624 666

674 792

750108

B23107

889 312

962 301

982 838

租

一

　

計

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

第16表

　

国

　

税

　

と

　

地

　

方

税
一
直 接

　　

34

215 987

262 764

288 272

335 391

359 607

384 177

410 948

445 797

484 690

523 391

583 967

642 804

708 060

763 577

779 386

総
一
税

74.

75.8

75.3

75.9

76.1

76.5

77.6

77.6

77.9

78.1

φ

額
一
間接

7
8

　

9
1

101 609

107 235

118 199

122 140

129 086

139 976

151 400

166 140

180 303

181 252

198 724

203 452

税 等

45.0

31.7

26.6

25.9

26.1

24.2

24.7

24.1

23.5

22.4

22.4

22.1

21.9

20.4

20.7

20.7

計

184 341

232 239

249 566

283 688

304 551

320 031

341 621

367 748

391502

428 510

478 068

521 938

571361

627 798

632 110

国

100.0

100.0

100.0

畦）１

　

国税は租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石炭並びに

　　　

備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入のほか日本専売公社

　　

２

　

国税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　　　

直接税……所得税、法人税、相続税、法人臨時特別税、会社臨時特別税、

　　　　　　　　　　

税、取引所営業税、臨時利得税、利益配当税、公債及び社債利

　　　　　　　　　　

評価税、旧税、還付税及び琉球政府諸税

　　　　　

間接税等…直接税以外の諸税

　　

３

　

地方税における直接税、間接税等の区分は次のとおりである。

　　　　　

直接税……道府県民税、事業税、特別所得税、自動車税、鉱区税、狩猟者

　　　　　　　　　　

税、鉱産税、特別土地保有税、目的税（自動車取得税、軽油引

　　　　　　　　　　

柱税、漁業権税、軌道税、電話加入権税、電話税、雑種税（一

　　　　　　　　　　

自転車税、荷車税及び金庫税

　　　　　

間接税等…直接税以外の諸税

－260－

］

1

1

1

1

１

ト

１

｜

］

１

ｌ

｜

１

」
ｌ



税

　

の

　

収

　

入

　

状

　

況

直

124

接
-

　

4

27

985

160 888

170 827

201628

213 550

226 446

242 535

262 813

285 170

313 144

350 270

382 228

423 926

462 972

463 073

税
－

35

67

71.0

71.5

73.1

73.3

73.2

74.2

73.7

73.3

間

税
一
接

　　

8

　　

15

59 356

71351

78 739

82 060

91001

93 585

99 086

104 935

106 331

115 365

127 797

139 710

147 435

164 826

169 037

税 等

36.

30.7

31.6

28.9

29.9

29.2

29.0

28.5

27.2

26.9

26.7

26.8

25.8

26.3

26.7

計

　　

6

　　

8

110 052

122 371

140 315

158 938

173 255

186 286

198 413

214 939

233 165

246 282

272 040

301 169

317 951

334 504

350 727

地

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

直

方
一
接

91002

101876

117 445

133 763

146 057

157 731

168 413

182 984

199 520

210 247

233 697

260 576

284 134

300 605

316 312

(単位

　

億円・％)

税
-

92.9

92.0

82.7

83.3

83.7

84.2

84.3

84.7

84.9

85.1

85.6

85.4

85.9

86.5

89.4

89.9

90.2

　

税

間接税

　　

1

19 050

20 495

22 870

25 175

27 198

28 555

30 000

31955

33 645

36 035

38 343

40 593

338

344

等

Ｉ

　

Ｏ

　

Ｃ
Ｏ

　

Ｉ

　

－

　

一

７
０
０

t
＞
-

　
　
　
　
　
　

―

16.7

16,3

15.8

15.7

15.3

15.1

14.9

14.4

14.6

14.1

L
n

t
£
5

r
-
Ｈ

Ｏ
Ｏ

Ｑ
Ｊ

　

Ｏ

　

Ｏ

　

Ｑ
Ｊ

１

　

１

　

１

石油及び石油代替エネルギー対策特別会計分、電源開発促進対策特別会計分、道路整

納付金を含む。

地租、営業収益税、営業税、資本利子税、法人資本税、鉱区税、鉱産税、外貨債特別

子税、配当利子特別税、増加所得税、非戦災者特別税、北支事件特別税、富裕税、再

税、狩猟免許税、狩猟者登録税、市町村民税、固定資産税、自転車荷車税、軽自動車

取税、入湯税を除く。)、国税付加税、特別地税、地租、家屋税、営業税、段別税、電

部)、段別割、戸数割、戸別割、家屋割、扇風機税、と畜税、犬税、使用人税、舟税、

－261－



第17表

　

国

　

民

　

所

　

得

　

に

　

対

　　　　　　　　　　

国

　

民

　

所

　

得

　　　　　　

租

　　　　　

税

　　　　　

負

区

　　

分

　

名目額

　

指

　

数

　

国
(Ａ)

税

　

指

　

数

　

地高税

　

指

　

数

F沼早口９草屋

　　　　　

144

　　　　

－

　　　　

12

　　　　

－

　　　　　

6

　　　　

－

　　　

16

　　　　　　　

358

　　　　

－

　　　　

49

　　　　

－

　　　　　

9

　　　　

－

　　　

36

　　　　　

160 819　　　　100　　　22 269　　　　100　　　9 065　　　　100

　　　

57

　　　　

2 193 918　　　1 364　　320 031　　　1 437　　186 286　　　2 055

　　　

58

　　　　

2 308 057　　　1435　　341 621　　　1534　　198 413　　　2 189

　　　

59

　　　　

2 436 089　　　1 515　　367 748　　　1 651　　214 939　　　2 371

　　　

60

　　　　

2 595 898　　　1 614　　391 502　　　1 758　　233 165　　　2 572

　　　

61

　　　　

2 693 947　　　1 675　　428 510　　　1 924　　246 282　　　2 717

　　　

62

　　　　

2 817 375　　　1 752　　478 068　　　2 147　　272 040　　　3 001

　　　

63

　　　　

2 995 894　　　1 863　　521 938　　　2 344　　301 169　　　3 322

・■・年二■

　　

3 202 186　　　1 991　　571 361　　　2 566　　317 951　　　3 507

　　　

2

　　　　　

3 429 676　　　2 133　　627 798　　　2 819　　334 504　　　3 690

　　　

3

　　　　

3 589 991　　　2 232　　632 110　　　2 839　　350 727　　　3 869

㈱

　

１

　

国民所得は、経済企画庁の推計により、昭和36年度以降は「国民経済計算（新

　　　

値である。

　　

２

　

国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石炭並び

　　　

整備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入のほか日本専売公
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す

　

る

　

租

　

税

　

負

　

担

　

率

　　　

担

地方税の内訳

道府県税

　　　　

２

　　　　

２

4 442

83 329

86 758

95 031

102 040

105

119 864

138

147 54

156

1618

市町村税

４

102

４

1ｎ 655

119 908

131125

140 518

152 176

162 394

170 410

178 040

188 892

　

額

一

　

計

㈲十(Ｂ)

C
O

Ｇ
Ｏ

１

　
　

i
n

31334

540

624 666

674 792

750 108

823 107

889 312

962 301

982 838

指

　

数 国

　

税

L
D

Ｃ
Ｏ

８
　

　

１
３
　

－
一

　
　
　

一

100

1616

1723

1860

1994

2 154

2 394

２

t
ｘ
>

^
ｏ

ｏ
ｏ

ｑ
り

　
　

４

　
　

４

１

　
　

１

　
　

１

0
０

Ｃ
Ｏ

^

７

　
　

Ｃ
Ｏ

t
-

-

　
　

１

　
　

１

０
０

.
-
Ｈ

t
r
-

ｅ
ｎ

t
-
-

Ｃ
Ｏ

０
０

O

i
-
Ｈ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

(単位

　

億円・％)

租

　　

税

　　

負

　　

担

　　

率

地方税

４

　
　

L
O

(
£
>

L
O

≪
３

４

　
　

Ｃ
Ｏ

L
O

Ｏ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

８

　
　

０

　
　

１

　
　

７

　
　

１

　
　

９

　
　

８

　
　

０
０

8

　
　

９

　
　

９

　
　

９

　
　

０

　
　

９

　
　

９

　
　

Ｑ
Ｊ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

地方税の内訳

道府県税

C
Ｏ

<
ｒ
>

ｏ
ｏ

Ｇ
Ｏ

０
０

１

　
　

０

　
　

Ｃ
Ｍ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

３

４

４

t
o

i
n

４

　
　

４

市町村税

ｌ

　
　

ｎ
乙

　
　

４

v
n

i
n

i
ｒ
>

４

　
　

Ｃ
Ｏ

Ｃ
s
l

C
O

L
O

m

L
l
＾

L
Ｏ

計

C
Ｔ
>

C
M

(
＞
a

t
Ｄ

―

　
　

―

19.5

23.1

４

　
　

ｑ
１

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
<
1

Ｃ
Ｏ

24.1

i
n

t
o

<
M

<
M

27.5

27.8

28.1

27.4

ＳＮＡ、昭和60年基準）」、昭和16年度以前は「国民所得統計（旧ＳＮＡ）」による数

に石油及び石油代替エネルギー対策特別会計分、電源開発促進対策特別会計分、道路

社納付金を含む。

－263－

｜

｜

ｔ

｜｜

｜

｜Ｉ

｜



第18表

　

国民所得に対する租税

　　　　　　　　　　　　　

日

　　　　　

本

　　　　　　　

ア

　

メ

　

リ

　

カ

　

区

　　　　　

分

　　　

国税

　　

地方税

　

合

　

計

　

連邦税

　

澗誹

　

合If-

昭和9～11年度

　　　　

8.5

　　　

4.4

　　　

12.9

　　　

7.1

　　　

11.6

　　　

18.7

　　　

16

　　　　　　　　

13.8

　　　

2.5

　　　

16.2

　　　

12.5

　　　

8.3

　　　

20.7

　　　

19

　　　　　　　　

22.3

　　　

1.5

　　　

23.8

　　　

19.7

　　　

4.9

　　　

24.5

　　　

25

　　　　　　　　

16.9

　　　

5.6

　　　

22.4

　　　

18.3

　　　

6.9

　　　

25.2

　　　

30

　　　　　　　　

13.4

　　　

5.5

　　　

18.9

　　　

18.7

　　　

7.2

　　　

25.9

　　　

35

　　　　　　　　

13.3

　　　

5.5

　　　

18.9

　　　

18.4

　　　

8.7

　　　

27.1

　　　

40

　　　　　　　　

12.2

　　　

5.8

　　　

18.0

　　　

16.8

　　　

9.3

　　　

26.0

　　　

45

　　　　　　　　

12.7

　　　

6.1

　　　

18.9

　　　

17.0

　　　

11.0

　　　

28.0

　　　

50

　　　　　　　　

11.7

　　　

6.6

　　　

18.3

　　　

14.9

　　　

11.5

　　　

26.4

　　　

55

　　　　　　　　

14.2

　　　

8.0

　　　

22.2

　　　

16.4

　　　

10.5

　　　

26.9

　　　

60

　　　　　　

15.1

　　

9.0

　　

24.1

　　

14.5

　　

11.2

　　

25.7

　　　

62

　　　　　　

17.0

　　

9.7

　　

26.6

　　

14.9

　　

n.3

　　

2e.2

　　　

63

　　　　　　

17.4

　　

10.1

　　

27.5

　　

14.3

　　

11.1

　　

25.3

平成元年度

　　　

17.8

　　

9.9

　　

27.8

　　

14.8

　　

11.3

　　

26.1

　　　

2

　　　　　　　　

18.3

　　　

9.8

　　　

28.1

　　　

14.5

　　　

11.4

　　　

25.9

　　　

3

　　　　　　　　

17.6

　　　

9.8

　　　

27.4

　　　

14.0

　　　

11.7

　　　

25.7

曲

　

１

　

日本の国税は、租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石

　　　

分、道路整備特別会計分及び国債整理基金特別会計分）及び印紙収入のほか日

　　

２

　

大蔵省調による。

　　

３

　

日本以外は、暦年計数である。

第19表

　

地 方

　　

譲 与

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　　

計㈲

消

　

費

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　

595608　　　　　496340　　　　　1091 949

地方道路譲与税

　　　　

216799　　　　152 350　　　　369 149

石油ガス譲与税

　　　　　

13334　　　　　2 056　　　　　15 390

特別とん譲与税

　　　　　　

331

　　　　

11 155　　　　11486

自動車重量譲与税

　　　　　　　

－

　　　　

219 021　　　　219 021

航空機燃料譲与税

　　　　　　

3230　　　　　9 118　　　　　12 348

　　

合

　　　

計

　　　　　　　　

829 303　　　　　890041　　　　1 719 344

－264－



負担率の外国との比較

(単位

　

％)

　

イ

　

ギ

　

リ

　

ス

　　　　　　　

ド

　　

イ

　　

ッ

　　　　　　　

フ

　

ラ

　

ン

　

ス

国税

　　

地方税

　

合

　

計

　

消穀17

　

地方税

　

合

　

計

　　

国税

　

雰耕JJ7町

　

合

　

計

　

に1

　

］

　

楸

　

ご

　

ツ

　

2リ

　

ツ

　

J:

　

:J

　

ご

　

Ｕ

　

オ

　

ご

　

ご

　

乱

　

ム

　

ニ

　

心

　

ご

　

ｽﾞj

　

回

　

ご

　

パ

　

１

　

ゴ

　

ゴ

　

耕

　

27.7

　　　

4.2

　　

31.9

　　

25.8

　　　

3.6

　　

29.4

　　

25.4

　　　

4.1

　　　

29.5

　

お:1∩;ﾄﾞｺﾞ21バ1□に1ド:1?

　

34.6

　　　

4.8

　　

39.4

　　

27.5

　　　

4.5

　　

32.0

　　

28.2

　　　

3.7

　　

31.9

　

ガ

　

こ

　

以

　

な

　

lj

　

回

　

ご

　

］

　

回

　

ご

　

］

　

ぶ

　

諮

　

］

　

楸

　

jxj

　

リ

　

ツ

　

オ

　

］

　

副

　

2ヤ

　

ヅ

　

2?

　

な

　

:1

　

1:

炭並びに石油及び石油代替エネルギー対策特別会計分、電源開発促進対策特別会計

本専売公社納付金を含む。

税 の 状

(単位

　

百万円・％)

　　　

平

　　　

成

　　　

２

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　

較

都道府県

　

市

　

町

　

村

　　

計（Ｂ）

　　　

影混箭

　

参
（
昌凛

　　　　

574 991　　　　　479 159　　　　1 054 150　　　　　37 799　　　　　　　3.6

　　　　

210 239　　　　148 685　　　　358 924　　　　　10 225　　　　　　2.8

　　　　

13 584　　　　　　2 148　　　　　15 732　△　　　　342　△　　　　　2.2

　　　　　

315

　　　　

10 788　　　　11 103　　　　　383　　　　　　3.4

　　　　　　

－

　　　　　

211 255　　　　　2n 255　　　　　　7766　　　　　　　3.7

　　　　　

3 012　　　　　　8 516　　　　　n 528　　　　　　820　　　　　　　7.1

　　　　

802 141　　　　　860 552　　　　1 662 693　　　　　56 651　　　　　　　3.4

－265－



その１

　

収入状況

第20表

　

地 方

　　

交 付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　

区

　　　　　　

分

　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　　

特

　

別

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

構

　

成

　

比

　

交

　

付

　

額

　

構

　

成

　

比

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

7 987 799　　　　57.1　　　　　169 496　　　　18.8

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　

5 998 135　　　　42.9　　　　　733 246　　　　81.2

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　

356 073　　　　2.5　　　　20 231　　　　2.2

　

都

　　　　　　

市

　　　　　

1866 621　　　　13.3　　　　　336 782　　　　37.3

　

町

　　　　　　

村

　　　　　

3 775 441　　　　27.0　　　　　376 232　　　　41.7

合

　　　　　　　

計

　　　　

13 985 934　　　　100.0　　　　　902 741　　　　100.0

その２

　

普通交付税算定状況（平成３年度）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財源不足団体

　　

財源超過団体

　　　　　

計

都

　　

道

　　

府

　　　

県

　　　　　

15 102 303　　　　3 858 157　　　　18 960 460

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　

13 918 080　　　　5 250 762　　　　19 168 842

　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　

1 995 849　　　　2 444 981　　　　4 440 830

　　　

都

　　　　　　　　

市

　　　　　

6 158 670　　　　2 647 864　　　　8 806 534

　　　

町

　　　　　　　　

村

　　　　　

5 763 561　　　　　157 918　　　　5 921 479

　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　　

29 020 383　　　　9 108 919　　　　38 129 302

曲
１

２

市町村分は、一般算定分と合併算定替分とを単純に合算したものである。

特別区は、財源超過団体として大都市に含めた。その３において同じ。

その３

　

基準財政需要額及び基準財政収入額の状況

　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

３

　　

年

　　

度

　　　　　　　　

平

　　

成

　

区

　　　

分

　　

基準財政

　　

基準財政

　　

比

　　

率

　　

基準財政

　　　　　　　　　

需

　

要

　

額

　　

収

　

入

　

額

　　　　　　　　　　

需

　

要

　

額

　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｂ）/㈲×100

　　　

（Ｃ）

都

　

道

　

府

　

県

　　　

18 960 460　　12 320 401　　　　　65.0　　18 229 971

市

　

町

　

村

　　　

19 168 842　　14 280 984　　　　　74.5　　18 056 348

　　

大

　

都

　

市

　　　　

4 440 830　　　4 716 826　　　　　106.2　　　4 338 352

　　

都

　　　

市

　　　　

8 806 534　　　7 376 114　　　　　　83.8　　　8 173 933

　　

町

　　　

村

　　　　

5 921 479　　　2 188 044　　　　　　37.0　　　5 544 062

　

合

　　　

計

　　　　　

38 129 302　　　26 601 385　　　　　　69.8　　　36 286 319

－266－



税 の

　

度

　　　　　

計

交

　

付

　

額(Ａ)

　　　

8 157 294

　　　

6 731 381

　　　

376 305

　　　

2 203 403

　　　

4 151 673

　　

14BB8 675

基準

構成比

財

財
過

－不
体

源
団

財
足

7 081 537

7 889 587

1 635 419

4 278 628

1 975 539

14 971124

状

8
2
5
8
9
0

　

一

　

一

　

一

　

・

　

Ｉ

　

・

4
5
2
4
7
0

に
り
４

　
　

１
ｎ
乙
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

況

　

平

　

成

　

２

　

地

　

方

　

交

交

　

付

　

額(Ｂ)

　　　

7 889 587

　　　

6 438 402

　　　

459 315

　　　

2 080 696

　　　

3 898 391

　　

14 327 988

政収入額

源

　

超

団

　

体

5 238 864

6 391 397

3 081407

3 097 486

　

212 504

11 630 261

　

計

12 320 401

14 280 984

　

4 716 826

　

7 376 114

　

2 188 044

26 601 385

年

　

度

付

　

税

構成比

　　　

55.1

　　　

44.9

27.2

00.0

財

　　　

源

超

　

過

　

額

　　

1 380 707

　　

1 140 635

　　

636 426

　　

449 622

　　　

54 587

　　

2 521 342

　　

(単位

　　

比

増

　

減

　

額

(Ａ)一(Ｂ)(Ｃ)

　　

267 707

　　

292 979

△

　　

83 010

　　

122 707

　　

253 282

　　

560 687

百万円・％）

　　

較

増

　

減

　

率

(Ｃ)/(Ｂ)×100

　　　　

3.4

Ｉ
Ｑ
Ｊ
ｒ
ａ
９

　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

０
０

L
Ｔ
^

t
£
3

ｅ
*
≫

Ｉ
△

(単位

　

百万円)

財

　　　

源

不

　

足

　

額

　　

8 020 766

　　

6 028 494

　　

360 430

　　

1 880 041

　　

3 788 022

　

14 049 259

普

　　　

通

交付税額

7 987 799

5 998 135

　

356 073

1 866 621

3 775 441

13 985 934

(単位

　

百万円・％)

　　

２

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

基準財政

　

比

　　

率

　　

基準財政需要額

　　　

基準財政収入額

≒4゛

　

(D)/(C)×100

　

L渇諾勧
(

昌濡漂湧駕乱

(
験諸

　

12 087 089　　　　66.3　　　730 489　　　　4.0　　　233 312　　　　1.9

　

13 311 160　　　　73.7　　　1112 494　　　　　6.2　　　　969 824　　　　　7.3

　　

4 472 477　　　　103.1　　　　102478　　　　　2.4　　　　244 349　　　　　5.5

　　

6 782 301　　　　83.0　　　　632 601　　　　　7.7　　　　593 813　　　　　8.8

　　

2 056 382　　　　37.1　　　　377 417　　　　　6.8　　　　131 662　　　　　6.4

　

25 398 250　　　　70.0　　　1 842 983　　　　　5.1　　　1203135　　　　　4.7

－267－
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第20表

　

地

その４

　

普通交付税交付・不交付団体数の状況

方

　　

交 付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

３

　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

交

　　　

付

　　　

不

　

交

　

付

　　　　　

計

都

　　　

道

　　　

府

　　　

県

　　　　

43

　　

91.5

　　　

4

　　　

8.5

　　　

47

　　

100.0

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　

3 069　　94.8　　169　　　5.2　　3 238　　100.0

　　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　

8

　　

66.7

　　　

4

　　

33.3

　　　

12

　　

100.0

　　

都

　　　　　　　　　

市

　　　

533

　　

82.0

　　

117

　　

18.0

　　

650

　　

100.0

　　

町

　　　　　　　　　

村

　　

2 528　　98.1　　　48　　　1.9　2 576　100.0

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　

3 112　　94.7　　173　　　5.3　　3 285　　100.0

畦）
１

２

平成３年度の都道府県の不交付団体は、東京都、神奈川県、愛知県及び大阪

特別区は、不交付団体として大都市に含めた（23区を１団体としている｡）。

その１

　

総

第21表

　

一 般 財

括

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

３

　　

年

　　

度

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額

地

　　　　

方

　　　　

税

　　　　

17 984 766　　　17 087 979　　　35 072 745

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　　　

829 303　　　　　890 041　　　　1 719 344

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　　　

8 157 294　　　　6 731 381　　　14 888 675

利

　

子

　

割

　

交

　

付

　

金

　　　　　　　

－

　　　　

644 661　　　　　　－

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　　

－

　　　　

67 752　　　　　　－

特別地方消費税交付金

　　　　　　

－

　　　　

11620

　　　　　　

－

自動車取得税交付金

　　　　　　

－

　　　　

430 511　　　　　－

軽油引取税交付金

　　　　　

－

　　　

80 021　　　　　－

　

小

　　　

計（一般財源）

　　　　　

26 971 363　　　25 943 965　　　51 680 764

そ

　

の

　

他

　

の

　

財

　

源

　　　　

18 830 272　　　18 757 477　　　34 029 181

　

歳

　　

入

　　

合

　　

計

　　　　　

45 801 635　　　44 701 442　　　85 709 945

― 268 ―



税 の 状 況（つづき）

(単位

　

％)

　　　

平

　　

成

　　　

２

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　　　

付

　　

不

　

交

　

付
交

　　　

付

　　　

不

　

交

　

付

　　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増減数増減率増減数増減率

　

43

　　

91.5

　　　

4

　　　

8.5

　　　

47

　　

100.0

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

3 074　　94.8　　168　　　5.2　3 242　　100.0△　　5△　0.2　　　1　　0.6

　　

9

　　

75.0

　　　

3

　　

25.0

　　　

12

　　

100.0・

　

1・11.1

　　　

1

　　

33.3

　

532

　　

82.6

　　

112

　　

17.4

　　

644

　　

100.0

　　　

1

　　

0.2

　　　

5

　　

4.5

2 533　　98.0　　　53　　　2.0　2 586　100.0a　　5△　0.2△　　5△　9.4

3 117　　94.8　　172　　　5.2　　3 289　　100.0△　　5△　0.2　　　1　　　0.6

府である。

源 の 状 況

(単位

　

百万円)

　　　

平

　

成

　　

２

　　

年

　

度

　　　　　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

額

都道府県

　

市町村

　

純計額

　

都道府県

　

市町村

　

純計額

　

17 353 167　　16 097 206　　33 450 373　　　631 599　　　990 773　　1 622 372

　　

802 141　　　860 552　　1 662 693　　　27 162　　　29 489　　　56 651

　

7 889 587　　6 438 402　　14 327 988　　　267 707　　　292 979　　　560 687

　　　　

－

　　

684 196　　　－　　　－△　39 535　　　－

　　　　

－

　　　

62 648　　　　　－　　　　　－　　　　5104　　　　　－

　　　　

一

　　　　　

一

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

11620

　　　　　

－

　　　　

－

　　

434 351　　　－　　　－・　3 840　　　－

　　　　

－

　　　

79 003　　　　　－　　　　　－　　　　1018　　　　　－

　

26 044 895　　24 656 358　　49 441 054　　　926 468　　1 287 607　　2 239 710

　

17 409 856　　16 925 552　　30 968 960　　1 420 416　　1 831 925　　3 060 221

　

43 454 751　　41 581 910　　80 410014　　2 346 884　　3 119 532　　5 299 931
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その２

　

市

　

町

　

村

第21表

　

一 般 財

　　　　　　　　　　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　　　　

都

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　

決算額

　

構成比

　

増減率

　

決算額

　

構成比

地

　　　

方

　　　

税

　　

3 731051　　　　46.6　　　　6.5　9 800 656　　　　45.9

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　

142 604　　　　1.8　　　　4.4　　456 786　　　　2.1

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　

376 305　　　　4.7△　　18.1　2 203 403　　　　10.3

利子割交付金

　　

103 089　　　1.3△　　3.2　362 111　　　1.7

ゴルフ場利用税交付金

　　　　

2 570　　　　0.0　　　　2.8　　　29 973　　　　0.1

特別地方消費税交付金

　　　　

3 570　　　　0.0　　　　皆増　　　5 323　　　　0.0

自動車取得税交付金

　　　

68 193　　　　0.9△　　　2.7　　205 078　　　　1.0

軽油引取税交付金

　　

80 021　　　　1.0　　　　1.3　　　　－　　　　一

　

小

　

計（一般財源）

　

4 507 401　　　　56.2　　　　3.4　13 063 330　　　　61.1

その他の財源

　

3 507 508　　　43.8　　　13.6　8 303 833　　　38.9

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

8 014 909　　　100.0　　　　7,7　21 367 163　　　too.o

その１

　

純 計

第22表

　

一 般 財

　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

区

　　　　　

分

　　

決

　

算

　

額

　

指

　　

数

　

譜蟹票決

　

算

　

額

　

指

　　

数

昭和36年度

　　　

906 475　　　100　　　21.8　　　45 449　　　100

　　　

60

　　　　　　　

23 316 473　　　2 572　　　　8.5　　　461502　　　1015

　　　

61

　　　　　　　

24 628 233　　　2 717　　　　5.6　　　482 241　　　1061

　　　

62

　　　　　　　

27 203 986　　　3 001　　　　10.5　　　512 268　　　1 127

　　　

63

　　　　　　　

30 116 924　　　3 322　　　　10.7　　　526 404　　　1 158

平成元年度

　　　

31 795 097　　　3 508　　　　5.6　　1 482 245　　　3 261

　　　

2

　　　　　　

33 450 373　　3 690　　　5.2　　1 662 693　　　3 658

　　　

3

　　　　　　

35 072 745　　3 869　　　4.9　　1 719 344　　　3 783
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源 の 状 況（つづき）

(単位 百万円・％）

市

　　　　　　　

町

　　　　　　　　

村

　　　　　　　

特

　　　

別

　　　　

区

増減率決算額構成比

　

増減率

　

決算額構成比

　

増減率

　　　　

6.6

　

2 563 771　　　　21.4　　　　4.1　　992 501　　　　35.9　　　　5.8

　　　　

3.9

　　

230 580　　　　1.9　　　　2.0　　　60071　　　　2.2　　　　3.3

　　　　

5.9

　

4 151 673　　　　34.7　　　　6.5　　　　　－　　　　－　　　　－

△

　　

1.9

　　　

97 014　　　　0.8　　　　1.6　　　82 448　　　　3.0△　　27.1

　　　　

8.2

　　

35 208　　　　0.3　　　　8.5　　　　－　　　　－　　　　一

　　　

皆増

　　　

2 728　　　　0,0　　　皆増　　　　　－　　　　－　　　　－

　　　　

0.2

　　

126 883　　　　1.1　　　　0.1　　　30 356　　　　1.1△　　　7.3

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

6.1

　

7 207 858　　　　60.2　　　　5,4　1 165 376　　　　42.1　　　　2.0

　　　　

9.0

　

4 766 645　　　　39.8　　　　12.7　1602 775　　　　57.9　　　　7.2

　　　　

7.2

　

11 974 503　　　100.0　　　　8.1　2 768 151　　　100.0　　　　4.9

源 の 推 移

(単位

　

百万円・％)

税

　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　

合

　　　　　　　

計

篇鷲肇決

　

算

　

額

　

指

　　

数

　

譜Ｖ決

　

算

　

額

　

指

　　

数

　

箔V

　　　

25.7

　　　

401 704　　　　100　　　29.2　　1 353 628　　　　100　　　　24.0

△

　　

0.9

　　

9 449 937　　　2 352　　　10.6　　33 227 912　　　2 455　　　　8.9

　　　

4.5

　　

9 830 889　　　2 447　　　　4.0　　34 941 363　　　2 581　　　　5.2

　　　

6.2

　

10 561 000　　2 629　　　7.4　38 277 253　　2 828　　　9,5

　　　

2.8

　

11 210 407　　2 791　　　6.1　41 853 734　　3 092　　　9.3

　　

181.6

　　

13 455 216　　　3 350　　　20.0　　46 732 558　　　3 452　　　　11.7

　　　

12.2

　　

14 327 988　　　3 567　　　　6.5　　49 441 054　　　3 652　　　　5.8

　　　

3.4

　　

14 888 675　　　3 706　　　　3.9　　51680 764　　　3 818　　　　4.5
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その２

　

都道府県

第22表

　

一 般 財

　　　　　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

区

　　　　　

分

　　

決

　

算

　

額

　

指

　　

数

　

篇ｙ決

　

算

　

額

　

指

　　

数

昭和36年度

　　　　

497 725　　　100　　　26.1　　　43 939　　　100

　　　

60

　　　　　　　

11 353 669　　　2 281　　　　7.7　　　183 108　　　　417

　　　

61

　　　　　　　

11 843 427　　　2 380　　　　4.3　　　184 850　　　　421

　　　

62

　　　　　　　

13 453 532　　　2 703　　　13.6　　　197 658　　　　450

　　　

63

　　　　　　　

15 459 669　　　3 106　　　14.9　　　200 820　　　　457

平成元年度

　　　

16 482 171　　3 312　　　6.6　　712 943　　1 623

　　　

2

　　　　　　　

17 353 167　　　3 486　　　　5.3　　　802 141　　　1826

　　　

3

　　　　　　　

17 984 766　　　3 613　　　　3.6　　　829 303　　　1887

その３

　

市

　

町

　

村

　　　　　　　　　　

地

　　　

方

　　　

税

　　　　　　

地

　

方

　

譲

　

与

　

税
区

　　　

分

　　

決

　

算

　

額

　

指

　

数

　

篇警粟決

　

算

　

額

　

指

　

数

　

箔警粟

昭和36年度

　　　　　

408 750　　100　　　16.9　　　　　1510　　100　　　23.8

　　

60

　　　　　

11 962 804　　2 927　　　　9.2　　　　278 394　18 437　a　3.1

　　

61

　　　　　

12 784 806　3 128　　　　6.9　　　　297 391　19 695　　　　6.8

　　

62

　　　　　

13 750 454　3 364　　　7.6　　　314 610　20 835　　　5.8

　　

63

　　　　

14 657 255　3 586　　　6.6　　325 584　21562　　　3.5

平成元年度

　　　

15 312 926　3 746　　　　4.5　　　　769 302　50 947　　　136.3

　　

2

　　　　　　

16 097 206　3 938　　　　5.1　　　　860 552　56 990　　　11.9

　　

3

　　　　　　

17 087 979　4 181　　　　6.2　　　　890 041　58 943　　　　3.4

曲「その他」は、利子割交付金、ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自
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源 の 推 移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

税

　　　　　　　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　

合

　　　　　　　

計

篇ｙ決

　

算

　

額

　

指

　　

数

　

篇警策決

　

算

　

額

　

指

　　

数

　

譜警肇

　　　

25.7

　　

267 744　　　100　　　26.8　　809 408　　　100　　　26.3

　　　

2.8

　　

5 289 664　　　1 976　　　13.3　　16 826 441　　　2 079　　　　9.3

　　　

1.0

　　

5 537 992　　　2 068　　　　4.7　　17 566 269　　　2 170　　　　4.4

　　　

6.9

　　

6 052 244　　　2 260　　　　9.3　　19 703 433　　　2 434　　　　12.2

　　　

1.6

　

6 284 662　　2 347　　　3.8　21 945 151　　2 711　　　11.4

　　

255.0

　

7 358 518　　2 748　　　17.1　24 553 632　　3 034　　　11.9

　　　

12.5

　　

7 889 587　　　2 947　　　　7.2　　26 044 895　　　3 218　　　　6.1

　　　

3.4

　　

8 157 294　　　3 047　　　　3.4　　26 971 363　　　3 332　　　　3,6

(単位 百万円・％）

　

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　　　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

合

　　　　　　　

計

決算額指数篇蟹粟決算額指数鸚昌決算額指数譜警肇

　

133 960　100　　34.2　　　1501　100　　58.0　　545 721　100　　20.8

4 160 273　3 106　　　7.3　　333 235 22 201　　　5.1　16 734 706　3 067　　　8.5

4 292 897　3 205　　　3.2　　360 618 24 025　　　8.2　17 735 713　3 250　　　6.0

4 508 756　3 366　　　5.0　　401 642 26 758　　11.4　18 975 461　3 477　　　7.0

4 925 745　3 677　　　9.2　　642 853 42 828　　60.1　20 551 436　3 766　　　8.3

6 096 698　4 551　　23.8　　889 841 59 283　　38.4　23 068 767　4 227　　　12.2

6 438 402　4 806　　　5.6　1260 198 83 957　　41.6　24 656 358　4 518　　　6.9

6 731 381　5 025　　　4.6　1 234 564 82 249　△　2.0　25 943 965　4 754　　　5.2

動車取得税交付金、軽油引取税交付金及び娯楽施設利用税交付金である。
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その１

　

都道府県

第23表一般財源の人口

　　　　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　

地方交付税

　　　

一般財源

昌゜

　

゛認福歳入構成比

　

能偏歳入構成比

　

能４歳入構成比

　　

大

　　

阪

　　

157 257　　　61.5　　　　－　　　　－　　162 791　　　63.6

　　

愛

　　

知

　　

159 112　　　58.8　　　　－　　　　－　　163 912　　　60.6
A

I

神

　

奈

　

川

　　

124 895　　　　62.9　　　　－　　　　－　　129 311　　　　65.1

　　

（平

　　

均）

　

146 628　　　　61.0　　　　－　　　　－　　151 566　　　　63.1

　　

静

　　

岡

　　

131907

　　　

45.8

　　

19 167　　　　6.6　　160 361　　　55.6

　　

埼

　　

玉

　　

96 594　　　46.6　　20 087　　　　9.7　　120 442　　　58.1

　　

千

　　

葉

　　

102 437　　　43.1　　24 045　　　10.1　　130 990　　　55.2

　　

兵

　　

庫

　　

112 250　　　40.8　　33 580　　　12.2　　151 664　　　55.2

　　

京

　　

都

　　

122 243　　　41.9　　41398　　　14.2　　170 370　　　58.4

　　

栃

　　

木

　　

118 776　　　34.8　　61418　　　18.0　　188 452　　　55.3

　　

茨

　　

城

　　

Ill 386　　　36.9　　56 074　　　18.6　　173 043　　　57.3
B

　

群

　　　

県S

　　

Ill 690　　　　34.4　　　61401　　　　18.9　　180 854　　　　55.7

　　

祐S

　　　

岡

　　

90 713　　　　34.2　　　50 543　　　　19.1　　146 143　　　　55.1

　　

広

　　　

1

　　

105 658　　　　32.1　　　61810　　　　18.8　　174 003　　　　52､9

　　

三

　　　

・

　　

no 473　　　　32.0　　　79 020　　　　22.9　　196 959　　　　57.1

　　

■

　　　

W

　　

118 316　　　　29.7　　　82 745　　　　20.8　　207 640　　　　52.1

　　

由支

　　　

』歌

　　

107 594　　　　33.6　　　73 725　　　　23.0　　188 811　　　　58.9

　　

（・

　　

j句）

　

108 171　　　　38.6　　　42 556　　　　15.2　　156 717　　　　55.9

　　

’宮

　　　

・

　　

100 319　　　　29.9　　　78 661　　　　23.4　　185 543　　　　55.3

　　

岡

　　　

山

　　

103 449　　　　28.7　　90 570　　　25.1　　200 995　　　55.7

　　

・

　　　

W

　　

108 349　　　　26.1　　102 720　　　　24.8　　219 737　　　　53.0

　　

石i

　　　

丿|1

　　

114 503　　　　26.4　　109 054　　　　25.1　　236 219　　　　54.4

　　

・

　　　

丿|1

　　

106 992　　　　26.3　　101 615　　　　25.0　　215 365　　　　52.9

　　

■

　　　

良

　　

82 461　　　　24.1　　　93430　　　　27.3　　180 971　　　　52.8
C

　

富

　　　

山

　　

116 759　　　24.1　　123 302　　　25.4　　247 692　　　51.0

　　

・

　　　

■

　　

98 914　　　　25.3　　113 403　　　　29.0　　220 471　　　　56.3

　　

山

　　

ロ

　　

96 636　　　23.6　　119 229　　　29.1　　223 333　　　54.6

　　

・

　　　

ヰ

　　

126 582　　　　24.0　　152 576　　　　29.0　　287 982　　　　54.7

　

l

u」

　　

・

　　

113 359　　　　22.9　　133 819　　　　27.0　　256 242　　　　51.7

　　

（・

　　

j勾）

　

104 247　　　　25.8　　106 052　　　　26.3　　218 114　　　　54.1

　　　　　　　　　　　　　　

グループ

　

Ａ

　　　

Ｂ

　　　

Ｃ

　　　

Ｄ

　　　

Ｅ
曲

　

１

　

グループの分類は次による。財政力1.0以上0.5～1.0 0.4～0.50.3～0.40.3未満

　　　　　　　　　　　　　　

指数の団体の団体の団体の団体の団体
2(1)地方税の額は､東京都以外の団体については利子割交付金､ゴルフ場利用税交付金､特別地方消費税交付金、

　

（2）東京都の地方税については、上記５交付金のほかに特別区財政調整交付金を除き、特別区財政調整納付金

　　　

なお、Ｏ　内の数値は東京都の地方税のうちには都が徴収した市町村税相当額が含まれていることを考慮

３

　

人口１人当たり額は、平成４年３月31日現在住民基本台帳人口で除して得た額である。その２において同じ。

その２

　

市

　

町

　

村

　

（1）類型区分の状況

　　

ア

　

都

　　　

市

　　　　　　　　　　

ヽ

　　

I1次、Ⅲ次

　　　　

I1次、Ⅲ次85％

　　　

I1次、Ⅲ次

　　　　　　

産業構造

　　

95％

　

以

　

上

　　　

以上95％未満

　　　　

85％

　

未

　

満

　　　　　

類

　　　　　　

Ⅲ次60％

　

Ⅲ次60％

　

Ⅲ次55％

　

Ⅲ次55％

　

Ⅲ次50％

　

Ⅲ次50％

　　　　　　　

型

　　　　

以

　　

上

　

未

　　

満

　

以

　　

上

　

未

　　

満

　

以

　　

上

　

未

　　

満

　

人

　　

ロ

　　　　　　　　　

５

　　　　

４

　　　　

３

　　　　

２

　　　　

１

　　　　

０

　

３５０００人未満

　　　　

０

　　

０－５

　　

０－４

　　

０－３

　　

０－２

　　

０－１

　　

０－０

　　

人以上

　　

人未満

　

35000～

　

55000

　　

I

　　

I－5

　　

1－4

　　

1－3

　　

1－2

　　

1－1

　　

1－0

　

55 000 ～80000　II　II-5　　II-4　　11-3　　II-2　　II-1　　II-0

　

80 000 ～130000　Ⅲ　Ⅲ－5　　Ⅲ－4　　Ⅲ－3　　Ⅲ－2　　　※　　　※

　

130 000 ～230 000　rv　IV- 5　　IV- 4　　IV- 3　　　※　　　　※　　　※

　

230000～430 000　V　V－5　　V－4　　V－3　　　※　　　　※　　　　※

　

430 000人以上　　　　VI　VI- 5　　　※　　　　※　　　　※　　　　※　　　　※

曲

　

人口及び産業構造は平成２年国勢調査による。
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１人当たり額の状況

(単位

　

円・％)

　　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　

地方交付税

　　　

一般財源
ご匹

　

９能謐歳入構成比

　

能４歳入構成比

　

能謐歳入構成比

　　

新

　　

潟

　　

100819

　　　

23.0

　　

124 350　　　28.4　　233 632　　　53.3

　　

愛

　　

媛

　　

80 785　　　20.9　　113 598　　　29.3　　200 994　　　51.9

　　

北海道

　　

90 962　　　20.5　　136 967　　　30.9　　236 149　　　53.2
D

　

和

　

歌

　

山

　　

85 449　　　19.3　　140 385　　　31.8　　233 458 52.8

　　

熊

　　

本

　　

70 618　　　17.1　　128 680　　　31.2　　206 486　　　50.1

　

1

（平

　　

均）

　　

88 200　　　　20.5　　130 731　　　　30.3　　226 801　　　　52.6

　　

大

　　

分

　　

80 297　　　16.8　　153 060　　　32.0　　241 733　　　50.5

　　

山

　　

形

　　

76 406　　　16.3　　167 980　　　35.8　　252 860　　　54,0

　　

徳

　　

島

　　

79 932　　　14.3　　192 343　　　34.5　　279 043　　　50.1

　　

佐

　　

賀

　　

78 046　　　15.5　　178 181　　　35.3　　263 136　　　52.2

　　

鹿

　

児

　

島

　　

63 950　　　14.0　　162 495　　　35.7　　233 392　　　51.2

　　

長

　　

崎

　　

64 058　　　13.1　　155 968　　　31.9　　226 367　　　46.3

　　

岩

　　

手

　　

73 130　　　14,8　　178 725　　　36,1　　259 905　　　52.5
E

　

沖

　　

縄

　　

56 642　　　13.7　　141139　　　34.1　　202 324　　　48.9

　　

宮

　　

崎

　　

65 565　　　14.7　　179 373　　　40.1　　251 637　　　56.3

　　

鳥

　　

取

　　

78 487　　　13.6　　221456　　　38.3　　310 357　　　53.7

　　

秋

　　

田

　　

68 710　　　13.7　　188 728　　　37.5　　264 876　　　52.6

　　

青

　　

森

　　

63 649　　　13.9　　180 636　　　39.5　　250 953　　　54.9

　　

島

　　

根

　　

77 497　　　11.8　　244 471　　　37.4　　331 535　　　50.7

　　

高

　　

知

　　

68 890　　　10.8　　233 791　　　36.5　　311 038　　　48.6

　　

（平

　　

均）

　　

69 859　　　　14.1　　178 322　　　　35.9　　255 518　　　　51.5

F

　

東

　　

京

　　

345 288　　　67.2　　　　－　　　　－　　354 514　　　69.0

　　　　　　　

(248 488)　(59.6)　　　　　　　　　　(257 713)　(61.8)

総

　

東京を含む

　　

130 071　　　　36.6　　　66 004　　　　18.6　　202 785　　　　57.1
平
｛

　　　　　

(120 959)　(35.0)　　　　　　　　　　(193 673)　(56.0)
均

　

東京を含まず

　　

107 707　　　　31.8　　　72 863　　　　21.5　　187 019　　　　55.2

自動車取得税交付金､軽油引取税交付金（以下「５交付金」という｡）として市町村に交付する額を除いたものである。

を加えたものである。

し、上記５交付金のほかに当該市町村税相当額を除いたものを計上している。

イ

　

町 村

　　　　　

産業構造

　　

I1次、Ⅲ次85％以上

　　

I1次、ｍ次

　

I1次、Ⅲ次

　

I1次、ｍ次

　　　　

類

　

型

　　　　

Ⅲ次50％以上Ⅲ次50％未満759まJ4ﾑJ4 65存ともJ石4　65％未満

人

　　

ロ

　　　　　　　　　

4

　　　　　

3

　　　　　

2

　　　　　

1

　　　　　

0

3500人未満

　　　　

０

　　

０－４

　　　

０－３

　　　

０－２

　　　

０－１

　　　

０－０

　

人以上

　　

人未満
3500

　

～

　

5500

　　

I

　　

I－4

　　　

1－3

　　　

1－2

　　　

1－1

　　　

1－0
5500

　

～

　

8000

　　

II

　　

II-4

　　　

II-3

　　　

II-2

　　　

II-1

　　　

II-0
8000

　

～13000

　　

Ⅲ

　　

Ⅲ－4

　　　

Ⅲ－3

　　　

m－2

　　　

Ⅲ－1

　　　

Ⅲ－0
13000

　

～18 000　　IV　IV- 4　　　IV- 3　　　Ⅳ－2　　　rv-1　　　IV-0
18000

　

～23000

　　

V

　　

V－4

　　　

V－3

　　　

V－2

　　　

V－1

　　　

V－0
23000

　

～28 000　　VI　VI- 4　　　VI- 3　　　VI- 2　　　VI- 1　　　VI- 0
28000

　

～35 000　　vn　VII- 4　　　vn- 3　　　Ⅶ－2　　　vn- 1　　　　※
35000人以上

　　　　

VⅢ

　

VID―4

　　　

VⅢ－3

　　　

V皿－２

　　　　

※

　　　　　

※
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その２

　

市町村(つづき)

　

(2)都

　　　

市

第23表一般財源の人口

　　　　　　　

(単位

　

円・％)

　　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　

地方交付税

　　　

一般財源

類

　　　

型

　　

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

　　　　　　　

当たり額

　

構成比

　

当たり額

　

構成比

　

当たり額

　

構成比

O

　

－

　

0

　　　

81110

　　　

19.5

　　

149 140　　　35.9　　245 389　　　59.1

0

　

－

　

1

　　　

81773

　　　

18.6

　　

152 690　　　34.8　　249 145　　　56.8

0

　

－

　

2

　　　

99 539　　　27.0　　105 370　　　28.6　　220 418　　　59.8

0

　

－

　

3

　　　

97 679　　　23.8　　129 362　　　31.6　　243 112　　　59.3

0

　

－

　

4

　　　

112 380　　　29.7　　89 191　　　23.6　　217 402　　　57.4

0

　

－

　

5

　　　

107 735　　　22.6　　151071　　　31.7　　274 720　　　57.6

1

　

－

　

0

　　　

87 920　　　25.5　　106010　　　30.8　　208 905　　　60.7

1

　

－

　

1

　　　　

91779

　　　

26.6

　　

101797

　　　　

29.5

　　

207 732　　　　60.2

1

　

－

　

2

　　　

116 386　　　35.3　　66 424　　　20.2　　198 859　　　60.4

1

　

－

　

3

　　　

94 873　　　26.9　　94 148　　　26.7　　203 155　　　57.6

1

　

－

　

4

　　　

127 073　　　41.3　　42 837　　　13.9　　185 498　　　60.3

1

　

－

　

5

　　　

109 272　　　34.3　　71714　　　22.5　　195 441　　　61.4

11

　

－

　

0

　　　

98 031　　　30.9　　77 107　　　24.3　　189 518　　　59.8

11

　

－

　

1

　　　　

92 426　　　29.7　　91639　　　　29.4　　197 993　　　63.5

11

　

－

　

2

　　　

122 147　　　37.9　　51954　　　16.1　　190 806　　　59.1

11

　

－

　

3

　　　

110 009　　　33.2　　63 569　　　19.2　　187 886　　　56.8

11

　

－

　

4

　　　

124 773　　　44.0　　37 475　　　13.2　　177 544　　　62.5

11

　

－

　

5

　　　

124 183　　　42.3　　35 426　　　　12.1　　173 586　　　59.2

111

　

－

　

2

　　　

127 820　　　44.9　　28 808　　　10.1　　173 409　　　60.9

111

　

一

　

3

　　　

118 308　　　38.8　　48 775　　　16.0　　181 621　　　59.6

Ⅲ

　

－

　

4

　　　

130 812　　　46.6　　23 047　　　　8.2　　169 257　　　60.3

m

　

－

　

5

　　　

114 526　　　38.1　　37 278　　　12.4　　164 791　　　54.8

Ⅳ－

　

3

　　　

121 947　　　40.7　　39 636　　　13.2　　175 472　　　58.5

1V －　4　　　140 220　　　51.1　　17 363　　　6.3　　172 844　　　63.0

1V

　

－

　

5

　　　

132 871　　　45.8　　28 459　　　　9.8　　174 963　　　　60.3

V

　

－

　

3

　　　

126 349　　　43.2　　34 725　　　11.9　　175 283　　　60.0

V

　

－

　

4

　　　

123 440　　　55.9　　13 480　　　　6.1　　151 327　　　68.6

V

　

－

　

5

　　　

130 789　　　46.1　　26 887　　　　9.5　　171685　　　60.5

VI －　5　　　143 873　　　47､8　　20 554　　　6.8　　178 477　　　59.3
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１人当たり額の状況（つづき）

　

（3）町

　

村 (単位

　

円・％)

　　　　　　　

地

　

方

　

税

　　　

地方交付税

　　　

一般財源
類

　　　

型

　　

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

　

人口１人

　

歳

　　

入

　　　　　　

当たり額

　

構成比

　

当たり額

　

構成比

　

当たり額

　

構成比

O

　

－

　

0

　　　

57 503　　　　5.3　　529 558　　　49.0　　612 773　　　56.7
0

　

－

　

1

　　　

73 237　　　　6.7　　510 440　　　46.9　　609 194　　　55.9
0

　

－

　

2

　　　　

82 636　　　　7.9　　489 702　　　　46.8　　596 453　　　57.0
0

　

－

　

3

　　　

78 187　　　　7.8　　467 952　　　46.5　　568 092　　　56.5
0

　

－

　

4

　　　

162 319　　　12.4　　538 057　　　41.2　　729 406　　　55.9

1

　

－

　

0

　　　

54 899　　　　7.2　　362 096　　　47.8　　437 258　　　57.7
1

　

－

　

1

　　　

60 849　　　　8.4　　331 740　　　46.0　　412 725　　　57.2
1

　

－

　

2

　　　

69 158　　　10.3　　301 672　　　44.8　　389 554　　　57.9
1

　

－

　

3

　　　

83 949　　　14.4　　243 963　　　41.7　　347 696　　　59.5
1

　

－

　

4

　　　

113 430　　　16.5　　253 281　　　36,9　　389 352　　　56.7

11

　

－

　

0

　　　

62 933　　　　9.7　　300 108　　　46,4　　383 644　　　59.3
11

　

－

　

1

　　　

62 183　　　10.6　　262 587　　　44.6　　343 274　　　58.3
11

　

－

　

2

　　　

72 671　　　13.9　　220 149　　　42.0　　311483　　　59.4
11

　

－

　

3

　　　

89 786　　　18.6　　177 729　　　36.9　　286 815　　　59.5
11

　

－

　

4

　　　

105 394　　　19.1　　207 508　　　37.5　　331 395　　　59.9

Ⅲ

　

－

　

0

　　　　

55 773　　　　11.0　　227 366　　　　44.7　　300 779　　　59.1
111

　

－

　

1

　　　

65 507　　　13.5　　200 892　　　41.6　　284 104　　　58.8
Ⅲ

　

－

　

2

　　　　

78 223　　　　17.9　　164 836　　　　37.7　　261 n4　　　　59,8
Ⅲ

　

－

　

3

　　　　

97 516　　　　24.5　　128 881　　　　32.4　　244 713　　　61.5
111

　

－

　

4

　　　

97 946　　　24.2　　130 651　　　32.3　　244 838　　　60.5

1V

　

－

　

0

　　　　

56 035　　　　14.3　　175 045　　　　44.7　　245855　　　　62.8
1V － 1　　72 467　　18.4　154 558　　39.3　244 815　　62.3
1V － 2　　78 462　　21.6　129 487　　35.7　224 628　　61.9
1V

　

－

　

3

　　　　

95 975　　　　27.9　　100 915　　　　29.4　　214364　　　　62.4
1V

　

－

　

4

　　　

105 962　　　29.5　　90 535　　　25.2　　213 954　　　59.7

V

　

－

　

0

　　　　

57 519　　　　13.6　　182 040　　　　42.9　　257341　　　　60.7
V

　

－

　

1

　　　　

63 464　　　　17.3　　144 027　　　　39.3　　223567　　　61.1
V

　

－

　

2

　　　　

83 637　　　　25.0　　109 550　　　　32.7　　210 433　　　62.9
V

　

－

　

3

　　　

96 289　　　31.1　　80 161　　　25.9　　193 411　　　62.5
V

　

－

　

4

　　　

102 309　　　32.2　　80 634　　　25.4　　198 541　　　62.5

VI －　0　　　83 961　　　22.5　　129 970　　　34.8　　236 101　　　63.3
VI －　1　　　68 791　　　20.4　　123 813　　　36.6　　209 742　　　62.1
VI －　2　　　97 915　　　31.6　　88 837　　　28.7　　204 674　　　66.1
VI －　3　　　108 994　　　37.7　　59 862　　　20.7　　186 220　　　64.4
VI －　4　　　101 648　　　32.8　　67 623　　　21.8　　183 810　　　59.3

ⅥI

　

－

　

1

　　　

64 266　　　19.2　　118 616　　　35.4　　201 608　　　60.2
VII

　

－

　

2

　　　

85 615　　　28.6　　88 194　　　29.5　　190 277　　　63.7
VII

　

－

　

3

　　　

106 454　　　39.0　　56 339　　　20,6　　179 011　　　65.5
VII

　

－

　

4

　　　

103 800　　　39.7　　52 431　　　20.1　　170 733　　　65.3

VⅢ－2

　　

111516

　　

46.4

　

36 112　　15.0　161 996　　67.4
VⅢ

　

－

　

3

　　　

110 575　　　　44.6　　44 278　　　　17.8　　171 305　　　　69.0
VDl

　

－

　

4

　　　

109 786　　　41.0　　49 079　　　18.3　　173 347　　　64.8
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その１

　

国庫支出金の状況

区

務
活
童
核
神
人
ｎ
Ｅ
‥
≒

義
生
児
結
精
老
普
災
失
委

　
　

財
そ

乙

口

分

　
　
　

1
C
S
l

t
―

　
　
　

ｇ
‥
ｙ
４
１

玉

9
1

0

－
・

　
　

り
乙

道

　

35 821

　

103 650

2 622 194

　

384 290

　

12 150

　

107 685

　

25 197

　

82 488

　　

5 304

1 191 627

7 694 470

励

第24表

　

国

平

一
府 県

8
1
8
2
5
3
1
0
2
4
3
1
1

　

一

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

ゆ

　

・

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

φ

　

・

　

－

　

■

7
2
1
0
0
1
4
5
0
1
0
1
0

C
O

{
＞
:
>

100.0

成

市

840

291

　

10

３
－
町

843

910

913

　

170 280

1141 658

　

141583

　

19 102
C
Ｊ

C
O

O
i

<
Ｚ
)
０
１

０
０
　
ｃ
q
　
i
n
　
o
　
o
^

l
C
T
i

Ｃ
＾

Ｃ
ｑ

-
^

c
^
]
　
i
ｒ
＾
　
t
o
　
t
ｏ
　
Ｃ
Ｏ

１

　

０

　

i
n

１

　

１

　

Ｇ
Ｏ

3 588170

県

　

支

　

出

年

村

4
１
０
ｎ

　

●

　

Ｉ

　

ｌ

Ｃ
Ｏ

０
０
０

り
乙

4.7

31.8

100.0

純

度

計

2 910 609

1 002 712

　

433 942

　

28 152

　

35 821

　

273 931

3 763 852
L
O

i
-
Ｈ

O

f
―
I

り
０

Ｃ
＾

i
-
Ｈ

Ｃ
Ｏ

ｉ
ｆ
ｉ

c
ｓ
i

　　

11504

2 045 125

11 282 640

交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。

その２

　

都道府県支出金の状況

区 分

国庫財源を伴うも

　

児童保護費負担

　

老人保護費負担

　

普通建設事業費支出

　

災害復旧事業費支出
委

普
災
そ

　　　

託

通

　

建

　

設

　

事

害

　

復

　

旧

　

事

　　　　

の

　　　

の

　

そ

　　　　

の
都道府県費のみのも

　

普通建設事業費支出

　

災害復旧事業費支出
そ

　

合

の

計

の
金
金
金
金
金
業
業
他
他
の
金
金
他

　　　　　　

決

平

　

成

　

３

　　

年

　

度

1 063 121

　

129 382

　

58 928

　

477 410

　

103 329

　

54 069

　

24 566

　　

851

　

28 652

　

240 003

　

904 755

　

342 312

　　

1776

　

560 667

1 967 876

　

3.0

24.3

7
2
0
5
1
0
4
1
ｒ
ａ

　

Ｉ

　

・

　

吻

　

一

　

一

　

・

　

・

　

－

　

1

2
1
0
1
2
6
7
0
Ｑ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　

１
４
１

　

C
Ｍ

100.0

算

平 成 ２

額

4
4
7
4
1
5
C
O

3
6
3
1
9
5
0

7
5
7
9
1
0
<
£
>

8
8
7
4
9
7
″
a

4
1
5
5
8
8
9
｀

ｏ
１

　

４

１

Ｏ
Ｉ
ｅ
ｎ
　
1
-
4

｛
ｎ
ｙ
４
１
０

　
　

ｃ
^
i
　
ｏ
ｏ
　
ｅ
ｏ

　

516 42C

1 867 921

畦）「国庫財源を伴うもの」は、国庫支出金として都道府県の予算に計上されたうえ交

　

て交付されたものである。
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額

金

年

8
9
8
2
3
4
4
7
3
9
3
6
1
り
乙

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

－

　

一

　

一

　

一

　

・

5
8
3
0
0
2
3
4
0
1
0
1
0
C
O

り
■
J

Ｃ
Ｏ

r
H

100.0

度

1
3
1
4
8
7
4
0
3
8
9
2
1
g
）

　

儡

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

I

　

I

　

I

　

I

　

I

　

I

　

1

6
6
3
4
4
4
1
0
3
2
3
6
0
7

5

　
　
　

2

　
　
　
　
　
　
　

1
4
1

　

n
乙

100,0

の 状

度
額

年２
計

成平
純

2 796 217

1 008 704

　

400 295

　　

29 782

　　

40 308

　

247 582

3 547 065

　

452 821

　　

33 554

　

245 776

　　

33 692

　

212 084

　　

12 643

1 916 373

10 731 120

26.1

1

Ｃ
Ｏ

４
７
Ｃ
Ｏ

-
r
ｔ
Ｃ
Ｏ

　

－

　

－

　

一

　

一

　

一

ａ
^
　
Ｃ
Ｏ
０
０
ｒ
<
i

33.1

　

4.2

　

0.3

　

2.3

　

0.3

　

2.0

　

0.1

17.8

00.0

公

£ １

乙 １

乙 １

£ １

増

△
△

△
△

比

減
-

14 387

10 818

　

1191

22 496

14 138

32 986

　

1037

　　

22

31 971

　

1270

85 568

40 540

　

781

44 247

99 955

況

増

比

一
減

114 392

　

5 992

33 647

　

1630
４
｛
り
｛
ｎ
｝
り
ａ

　
　

Ｃ
Ｍ
　
T
-
1
　
ｒ
―

　
　
　
　

Ｃ
Ｏ

2 302

25 909

2 572
e
n

1
-
I
Ｇ
Ｏ

Ｃ
v
3

Ｃ
Ｏ

　
　
　
　

―
752

551520

△

△

△

△

額

a

a

a

△

ａ

△
△
△

額

7
1
1
3
8
8
り
ａ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

Ｉ

　

一

　

1

0
1
6
0
0
4
C
T
>

C
＾

C
Ｏ

　

13.2

　

0.4

　

4.7

　

0.5

　

4.2

　

0.2

　

23.4

100.0

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率

△

〈
〈

△

△

△

ａ

△

増

　

減

　
　

△
△

　
　

△
△

1
0
0
0
0
2
6
｛
り

4
3
1
0
2
1
5
0

1
C
O

C
O

０
０

-
^

100.0

　
　

△

　
　
　

a

　
　
　
　

a

1
6
4
5
1
6
1
1
Q
ぴ

　

一

　

一

　

－

　

畷

　

－

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

　

一

4
0
8
5
1
0
6
6
t
o

　
　
　
　
　
　
　
　

１
１

　

１

a

<
ｙ
i
　
t
o

5.1

ａ

　

ａ

Ｏ
｛
Ｏ
Ｏ
Ｒ
｝
ｌ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

Ｑ
Ｊ
Ｑ
Ｊ
０
１
７

　
　
　
　

－

１

　

４

３
　

　

－

(単位

　

百万円・％)

較

率

　
　
　
　
　
　

△

　
　

△

　
　
　

△

4
1
1
9
9
9
1
7
7
5
4
4
［
Ｄ

　

響

　

－

　

欄

　

響

　

響

　

一

　

－

　

－

　

■

　

■

　

畷

　

響

　

響

1
9
2
4
5
7
4
2
2
0
0
3
０
０

　
　
　
　
　
　
　
　

１
３

　
　
　

５

　

１
１
７

5.4

7
3
1
7
3
4
8
1
8
6
9
1
e
n

　

一

　

一

　

一

　

春

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

1

4
2
9
0
3
5
6
4
9
6
8
2
4

　
　

1

　
　
　

C
O

i
-
Ｈ

i
-
Ｈ

7.1

6.5

付され、又は国庫支出金に加えて国の法令の規定に基づく都道府県の補助負担分とし

一279－
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第25表

　

地 方 債

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　　

町

　　　

村

（発

　

行

　

目

　

的

　

別）
一般

　

公

　

共

　

事

　

業

　

債

　　　

265 955　　　　7.5　　　　75 474　　　　1.9
一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　

債

　　　

1 271 620　　　　36.0　　　1 504 972　　　　38.6
公営住宅建設事業債

　　　

131 874　　　3.7　　　181 034　　　4.6
義務教育施設整備事業債

　　　　

2 786　　　　0.1　　　294 363　　　　7.6
辺

　

地

　

対

　

策

　

事

　

業

　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

71204

　　　　

1.8
公共用地先行取得等事業債

　　　　

92 148　　　　2.6　　　276 430　　　　7.1
災

　

害

　

復

　

旧

　

事業債

　　　

153 979　　　4.4　　　54 312　　　1.4
新産業都市等建設事業債

　　　　

65 750　　　　1.9　　　　　－　　　　一
一般廃棄物処理事業債

　　　　

7 960　　　0.2　　　284 772　　　7.3
厚生福祉施設整備事業債

　　　　

22 821　　　　0.6　　　188 585　　　　4.8
地域財政特例対策債

　　　　　

4

　　　

0.0

　　　　

－

　　　

一
退

　　

職

　　

手

　　

当

　　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　

734

　　　　

0.0
転

　　　　

貸

　　　　

債

　　　　

14 513　　　0.4　　　28 471　　　0.7
過疎

　

対策事業債

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

226 664　　　5.8
国の予算貸付・政府関係機関

　　　　

189 420　　　　5.4　　　　44 421　　　　1.1
貸付債
地域改善対策特定事業債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

39 423　　　　1.0
財

　　

源

　　

対

　　

策

　　

債

　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

一
臨

　

時財政特例

　

債

　　　

511 060　　　14.5　　　112 109　　　2.9
調

　

整

　

債（昭和63年度分）

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　

一
都

　

道

　

府

　

県

　

貸

　

付

　

金

　　　　　

－

　　　　

－

　　　

165 432　　　　4.2
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

94 505　　　　2.8　　　140 203　　　　3.9

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　

2 824 395　　　　80.1　　　3 688 603　　　　94.7

　　

うち減収補てん債

　　　

103 281　　　2.9　　　　5 549　　　0.1
特定資金公共事業債

　　　

703 412　　　19.9　　　208 044　　　5.3

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

3 527 807　　　100.0　　　3 896 648　　　100.D

（借

　

入

　

先

　

別）
政

　　

府

　　

資

　　

金

　　　

1 201 445　　　34.1　　1804 353　　　46.3

　　

資

　

金

　

運

　

用

　

部

　　　

1098 164　　　　31.1　　　1 219 184　　　　31.3

　　

簡

　

易

　

保

　

険

　

局

　　　

103 281　　　　2.9　　　585 170　　　15.0
公営企業金融公庫

　　　

148 563　　　4.2　　195 980　　　5.0
市

　　

中

　　

銀

　　

行

　　　

790 116　　　22.4　　　990 587　　　25.4
その他の金融機関

　　　

76 226　　　2.2　　194 960　　　5.0
保

　

険

　

会

　

社

　

等

　　　　

22 134　　　0.6　　　12 133　　　0.3
交

　　　

付

　　　

公

　　　

債

　　　　　　

323

　　　　

0.0

　　　　　　

－

　　　　

一
共

　　　　

済

　　　　

等

　　　　

46 396　　　　1.3　　　134 749　　　　3.5
国の予算貸付・政府関係機関

　　　　

189 420　　　　5.4　　　　44 421　　　　1.1
貸付（公営企業金融公庫を除

く。）
市

　

場

　　

公

　

募

　

債

　　　

349 460　　　　9.9　　　141934　　　　3.6
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　

312

　　　

0.0

　　　

169 486　　　4.5

　　

小

　　　　　　　

計

　　　　　

2 824 395　　　　80.1　　　3 688 603　　　　94.7
特

　　

定

　　

資

　　

金

　　　

703 412　　　19.9　　　208 044　　　　5.3

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

3 527 807　　　100.0　　　3 896 648　　　100.0

曲
1

2

3

4

「市中銀行」とは、都市銀行、地方銀行及び長期信用銀行をいう。

「その他の金融機関」とは、信託銀行、信用金庫、各種協同組合、その他金銭

「保険会社等」には、損害保険協会及び生命保険協会を含む。

「共済等」には、全国自治協会、市町村振興協会その他都道府県及び市町村が
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発 行 状 況

(単位

　

百万円・％)

度

　　　　　　　

平辰２年度

　　　　

比

　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　

増減率

　

蕩姦肇

　

341429

　　　

4.7

　　

288 531　　　4.6　　52 898　　　5.3　　18.3　　　1.2
2 776 592　　　38.3　2 193 779　　　35.1　　582 813　　　58.3　　　26.6　　　19.5

　

312 908　　　4.3　　267 480　　　4.3　　45 428　　　4.5　　17.0　　　6.8

　

297 149　　　4.1　　285 756　　　4.6　　11393　　　1.1　　　4.0　　　9.9

　

71204

　　　

1.0

　　　

61 545　　　1.0　　　9 659　　　1.0　　　15.7△　　1.4

　

368 578　　　5.1　　247 663　　　4.0　　120 915　　　12.1　　　48.8　　　27.7

　

208 291　　　2.9　　189 112　　　3.0　　19 179　　　1.9　　10.1　　20.9

　

65 750　　　0.9　　　69 412　　　1.1△　　3 662 △　　0.4△　　5.3　　　0.7

　

292 732　　　4.0　　179 333　　　2.9　　113 399　　11.3　　63.2　　17.1

　

211406

　　　

2.9

　　

187 205　　　3.0　　24 201　　　2.4　　12.9　　33.8

　　　

4

　　

0.0

　　　

16

　　

0.0△

　　　

12△

　　

0.0△

　

75.0△

　

78.7

　　

734

　　　

0.0

　　　　

－

　　　

－

　　　

734

　　　

0.1

　

皆

　

増

　

皆

　

減

　

42 984　　　0.6　　26 380　　　0.4　　16 604　　　1.7　　62.9　　39.0

　

226 664　　　3.1　　203 633　　　3.3　　23 031　　　2.3　　11.3　　19.2

　

233 841　　　3.2　　187 747　　　3.0　　46 094　　　4.6　　24.6　　10.5

　

39 423　　　0.5　　39 058　　　0.6　　　365　　　0.0　　　0.9　　　2.8

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

一

　

皆

　

減

　

623 169　　　8.6　　732 387　　11.7△　109 218△　10.9△　14.9　　　0.5

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

一皆減

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　

234 709　　　3.2　　221974　　　3.4　　12 735　　　1.3　　　5.7　　21.6
6 347 567　　87.4　5 381 011　　86.0　966 556　　96.6　　18.0　　13.8

　

108 830　　1.5　　828　　0.0　108 002　10.8 13 043.7皆増

　

911456

　　

12.6

　

877 769　　14.0　　33 687　　3.4　　3.8△　　1.1
7 259 023　　100.0　6 258 780　　100.0　1 000 243　　100.0　　　16.0　　　11.5

3 005 798　　41.4　2 706 039　　43.2　　299 759　　30.0　　11.1　　　4.4
2 317 347　　　31.9　2 046 173　　　32.7　　271174　　　27.1　　　13.3　　　5.5

　

688 451　　　9.5　　659 866　　10.5　　28 585　　　2.9　　　4.3　　　1.0

　

344 543　　　4.7　　296 775　　　4.7　　　47 768　　　4.8　　　16.1　　　3.7
1 780 703　　　24.5　1289 283　　　20.6　　491420　　　49.1　　　38.1　　　41.5

　

271186

　　　

3.7

　　

225 283　　　3.6　　　45 903　　　4.6　　　20.4　　　65.2

　

34 267　　　0.5　　　30 479　　　0.5　　　3 788　　　0.4　　　12.4　　　9.0

　　

323

　　　

0.0

　　　　

887

　　　

0.0△

　　　

564△

　　

0.1△

　　

63.6

　

2 508.8

　

181145

　　　

2.5

　　

155 961　　　2.5　　25 184　　　2.5　　16.1　　11.6

　

233 841　　　3.2　　187 747　　　3.0　　46 094　　　4.6　　24.6　　10.5

　

491 394　　　6.8　　483 840　　　7.7　　　7 554　　　0.8　　　1.6　　　6.0

　　

4 367　　　0.1　　　4 717　　　0.2△　　　350△　　0.1k　　7.4△　　25.3
6 347 567　　　87.4　5 381 Oil　　　86.0　　966 556　　　96.6　　　18.0　　　13.8

　

911456

　　

12.6

　　

877 769　　14.0　　33 687　　　3.4　　　3.8△　　1.1

7 259 023　　100.0　6 258 780　　100.0　1 000 243　　100.0　　　16.0　　　11.5

の貸付けを業とする者で市中銀行以外のものをいう。

関係している各種機関を含む。
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第26表

　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　　

許

　　　

可

　　　

額

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

政府資金

　

民間等資金

　　

計

　　

政府資金

　

民間等資金

　　

計

一一

　

般

　

会

　

計

　

債

　

１

　

一般公共事業

　　

195 600　138 400　334 000　202 085　　91 915　294 000

　

2

　

公営住宅建設事業

　　

141700

　　

145 300　　287000　　149 424　　159 626　　309 050

　

3災害復旧事業

　

210 700　　　－　210 700　192 396　　　－　192 396

　

4

　

義務教育施設整備事業

　　

236 100　　　　－　　236 100　　266 811　　27 672　　294 483

　

5一般単独事業

　

605600

　

1703800

　

2 309400　633 781　2 096 042　2 729823

　

6

　

辺地及び過疎対策事業

　　

306 000　　　　－　　306 000　　311 794　　　　－　　311 794

　

7

　

地域改善対策特定事業

　　

140 000　　　　－　　140 000　　43 214　　　　－　　43 214

　

8

　

新産業都市等建設事業

　　

n 300　　28 800　　40 100　　33 128　　34 230　　67 358

　

9

　

4共用地先行取得等事

　　　　

200

　　

59 800　　60 000　　　　－　　386 129　　386 129

　

10調

　　　　　　　

整

　　

13 000　　n 100　　24 100　　　5 293　　　4 800　　10 093

　

11退

　

職

　

手

　

当

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

734

　　　

734

　

12減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　　　　

ー

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

109 750　　109 750

　　　　　

計

　　　　　　

1860 200　2 087 200　3 947 400　1 837 926　2 910 898　4 748 824

二

　

公

　

営

　

企

　

業

　

債

　

１

　

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

291000

　　

259000

　　

550000

　　

277 784　　255 863　　533647

　

2

　

工業用水道事業

　　

21200

　　

33100

　　

54 300　　21186　　25 489　　46 675

　

3

　

都市高速鉄道事業

　　

132 500　　185 200　　317 700　　125 183　　171 339　　296 522

　

4一般交通事業

　　

17600

　　

12 300　　29900　　17 579　　11737　　29 316

　

5

　

電気事業・ガス事業

　　

13 000　　17 300　　30 300　　12 580　　14 813　　27 393

　

6港湾整備事業

　　

74 000　　19500　　93 500　　71247　　17 811　　89 058

　

7

　

市

　

場

　

事

　

業

　　

14 500　　　9 800　　24 300　　14 393　　11 426　　25 819

　

8地域開発事業

　　　

－

　

276 400　276 400　　　－　408 511　408 511

　

9

　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

782 700　　668 400　1451100　　781185　　672 354　1453 539

　

10
a温果禁事業’駐車場　　　5

100　　21 700　　26 800 4 775　　18 506　　23 280

　

11観光その他事業

　　　

－

　　

33 000　　33 000　　　－　　23 453　　23 453

　

12
a臭輦|備事業‘草地　　　　－

（18700）（18700）　　　－　(16 059) (16 059)

　

13公営企業退職手当

　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　

1605

　　

1605

　　　　　

ft

　　　　　　　

1351600

　

篤浴

　

撚昌

1325912

　　

智識

　

指昌
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方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況

(単位 百万円）

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　

都

　　

市・町

　　

村

政府資金民同等資金

　　

計

　　

政府資金民間等資金

　　

計

　　

政府資金民同等資金

　　

計

　

141 496　　82 039　223 535　　6 188　　9 876　　16 064　　54 401　　　－　　54 401

　

29 108　　94 505　123 613　　20 929　　38 306　　59 235　　99 386　　26 815　126 201

　

141 486　　　－　141 486　　　453　　　－　　　453　　50 457　　　－　　50 457

　　

2 690　　　80　　2 770　　64 294　　4 588　　68 882　199 827　　23 004　222 831

　

267871

　

943 728　1211599　　33 421　223 952　257 373　332 489　928 362　1260 851

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

311794

　　　

－

　

311794

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

4 014　　　－　　4 014　　39 199　　　－　　39 199

　

33 128　　33 814　　66 942　　　－　　　272　　　272　　　－　　　144　　　144

　　　

－

　　

98 970　　98 970　　　－　147 287　147 287　　　－　139 872　139 872

　　

4800　　3 300　　8 100　　　－　　1 500　　1 500　　　493　　　－　　　493

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

734

　　　

734

　　　

－

　

104 000　104 000　　　－　　　900　　　900　　　－　　4 850　　4 850

　

620 579　1360 436　1981015　129 300　426 681　555 981　1088 047　1123 781　2 2U828

　

66 062　n4 787　180 849　　27 130　　52 421　　79 551　184 592　　88 655　273 247

　

17102　　20 757　　37 859　　　660　　1 025　　1 685　　3 424　　3 707　　7 131

　

19175　　46 535　　65 710　106 008　124 804　230 812　　　－　　　－　　　－

　　

463

　　

4 141　　4 604　　12 469　　6 566　　19 035　　4 647　　1 030　　5 677

　　

7 460　　8 034　　15 494　　2 478　　3 522　　6 000　　2 642　　3 257　　5 899

　

39818　　8 023　　47 841　　25 758　　9 547　　35 305　　5 671　　　241　　5 912

　　

741

　　　

637

　　

1 378　　6 519　　8 489　　15 008　　7 133　　2 300　　9 433

　　　

－

　

215 463　215 463　　　－　110 117　no n7　　　－　　82 930　　82 930

　

63 086　163 367　226 453　122 718　167 571　290 289　595 381　341 417　936 798

　　　

－

　　

1203

　　

1203

　　　

－

　　

2608　　2 608　　4 775　　14 695　　19 469

　　　

－

　　

3 016　　3 016　　　－　　2 292　　2 292　　　－　　18145　　18145

　　　

－

　

(8 902) (8 902)　　　－　(422)　(422)　　　－　(6 736) (6 736)

　　　

－

　　

411

　　

411

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1194

　　

1194

　　　　　　

（8 902) (8 902)　　　　　　(422)　(422)　　　　　(6 736) (6 736)

　

213 907　586 374　800 281　303 740　488 962　792 702　808 266　557 569　1 365 834
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第26表

　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

　

地

　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　

画

　　　

額

　　　　　

許

　　　

可

　　　

額

　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

政府資金

　

民間等資金

　　

計

　　

政府資金

　

民間等資金

　　

計

三特

　

別

　

地

　

方

　

績

　

１

　

住

　

宅

　

事

　

業

　　　

7 300　　　　－　　　7 300　　　6 390　　　　－　　6 390

　

2

　

病

　

院

　

事

　

業

　　

248 000　　　　－　　248 000　　247 240　　　732　　247 971

　

3

　

厚生福祉施設整備事業

　　

137 600　　　　－　　137 600　　189 527　　13 727　　203 254

　

4

　

一般廃棄物処理事業

　　

271400

　　　　

－

　　

271400

　　

271034

　　

25174

　　

296208

　

5簡易水道事業

　　

52200　　　－　　52 200　　48 081　　　－　　48 081

　

6

　

と畜場整備事業

　　

2000

　　　

－

　　

2000

　　

1572

　　　

－

　　

1572

　　　　　　

計

　　　　　　　

718 500　　　　－　　718 500　　763 843　　39 632　　803 475

　　

ふ

　　　　　　

計

　　　　　　　　　　

（18 700) (18 700）　　　　　(16 059) (16 059)

　　

□

　　　　　　

□

　　　　

3 930 300　3 622 900　7 553 200　3 927 681　4 583 435　8 511 116

四臨時財政特例債

　

805000

　　　

－

　

805 000　789 977　　　－　789 977
五特定資金公共事業債

　　　

－〔1083600〕〔1083600〕

　　　

－〔1085 780〕〔1085780〕
六公営企業借換債

　　　

－

　　

10 000　　10 000　　　一　　9 991　　9 991
七特

　

別

　

転

　

貸

　

績

　　

30200　　　－　30 200　29 719　　　－　29 719

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（18 700) (IB 700)　　　　　(16 059) (16 059)

　　

n

　　　　　　

j汁

　　　　　　

〔1 083 600〕〔1083 600〕　　　　〔1085 780〕〔1085 780〕

　　　　　　　　　　　　　　

4 765 500　3 632 900　8 398 400　4 747 377　4 593 426　9 340 8D3

　　

国の予算貸付・政府関係
八機関貸付績

　

１

　

冑雀企業高度化資金貸

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

145 099　　145 099

　

2

　

沓地区画整理組合貸付

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

1601

　　　

1601

　

3

　

母子福祉資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

2883　　　2 883

　

4

　

寡婦福祉資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

93

　　　　

93

　

5

　

1費生活協同組合貸付

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

100

　　　

100

　

6

　

災害援護資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

2 959　　　2 959

　

7

　

簒宅金融公庫資金貸付

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

59 074　　59 074

　

鍵照皿4肯

　　

コ

　　　　

二

　　　　

二

　　　　　

二

　　

7oご

　　

7oゴ

　

10駐車場整備資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

5 941　　　5 941

　

n雲湾整備特別会計貸付

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

224

　　　

224

　

肩ほ難討斟諮

　　

二

　　

二

　　

二

　　

二

　

134χ

　

134;

　

14胃堡材産業振興資金貸

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

939

　　　

939

　

15沿道整備資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

200

　　　

200

　

1弓瓢賢台゛庫

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

89

　　　　

89

　

17農業改芦資金貸付金

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　

9 815　　　9 815

　　　　　　

It

　　　　　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　

300 610　　300 610

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(18 700) (18 700)　　　　　(16 059) (16 059)

　　

l

　　　　　　

l汁

　　　　　　

〔1083 600〕〔1083600〕　　　　〔1 085 780〕〔1085 780〕

　　　　　　　　　　　　　　

4 765 500　3 632 900　8 398 400　4 747 377　4 894 036　9 641 413

曲 １

　

に
C
-
]

C
O

-
c
＾

1
/
5

C
O

･町村分として、一部事務組合又は地方開発事業団については、都道府県
て、その他のものにあっては都市・町村分として区分した。
に含めている。

めている。

のＯ　書きは、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫の委託を受け
〕書きは、外書きである。

である。
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特別区につtヽては都市･町村j

あっては大都市分として、そ
公庫資金は民間等資金に含め
交付公債は民間等資金に含め

公有林整備、草地開発事業の
特定資金公共事業債の〔〕
地方債計画額は最終計画額で



方

　

債

　

許

　

可

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円)

　

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

大

　　　

都

　　　

市

　　　　

都

　　

市・町

　　

村

政府資金民間等資金

　　

計

　　

政府資金民間等資金

　　

計

　　

政府資金民間等資金

　　

計

　　

1962

　　　

－

　　

1962

　　

13n

　　　

－

　　

1311

　　

3 117　　　－　　3 n7

　

102 233　　　95　102 328　　44 188　　　478　　44 666　100 819　　　159　100 977

　

15 169　　　－　　15 169　　29 369　　　－　　29 369　144 989　　13 727　158 716

　　

7 960　　　－　　7 960　　38 171　　8 397　　46 568　224 903　　16 777　241 680

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

366

　　　

－

　　　

366

　　

47 715　　　－　　47 715

　　　

69

　　　

－

　　　

69

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1503

　　　

－

　　

1503

　

127 393　　　95　127 488　113 405　　8 875　122 280　523 045　　30 662　553 707

　　　　　

（8 902) (8 902)　　　(422) (422)　　　(6 736) (6 736)

　

961 679 1946 905 2 908 784　546 444　924 518 1 470 962 2 419 358 1712 012 4131369

　

547 922　　　－　547 922　　50 069　　　－　　50 069　191 986　　　－　191 986

　　　

－〔762 668〕〔762 668〕　　－〔73 624〕〔73 624〕　　－〔249489〕〔249 489〕

　　　

－

　　

4883　　4 883　　　－　　　358　　　358　　　－　　4 750　　4 750

　

13 146　　　－　　13 146　　16 573　　　－　　16 573　　　－　　　－　　　－

　　　　　

(8 902) (8 802)　　　(422) (422)　　　(6 736) (6 736)

　　　　

〔762 668〕〔762666〕　〔73 624〕〔73 624〕　〔249 489〕〔249 489〕

1 522 947 1 951 78B 3 474 735　S13 086　924 87B 1537 962 2 611344 1716 762 4 328 106

　　　

－

　

145 099　145 099　　　－　　　－　　　－　　　－　　　－　　　－

　　　

－

　　

1181

　　

1181

　　　

－

　　　

420

　　　

420

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1984

　　

1984

　　　

－

　　　

899

　　　

899

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

67

　　　

67

　　　

－

　　　

26

　　　

26

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

100

　　　

100

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 928　　2 928　　　－　　　30　　　30　　　－　　　－　　　－

　　　

－

　　

35 535　　35 535　　　－　　19 776　　19 776　　　－　　3 763　　3 763

　　　

－

　　

30 960　　30 960　　　－　　26 647　　26 647　　　－　　12 493　　12 493

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

144

　　　

144

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

1170　　1 170　　　－　　4 771　　4 771

　　　

－

　　　

144

　　　

144

　　　

－

　　　

80

　　　

80

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

824

　　　

824

　　　

－

　　　

64

　　　

64

　　　

－

　　　

459

　　　

459

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

3

　　　　

3

　　　

－

　　　

939

　　　

939

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

200

　　　

200

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

89

　　　

89

　　　

－

　　

9 815　　9 815　　　一　　　－　　　－　　　－　　　－　　　－

　　　

－

　

229 576　229 576　　　－　　49 256　　49 256　　　－　　21 778　　21 778

　　　　　

(8 902) (8 902)　　　　　　(422)　(422)　　　　　(8 736) (6 736)

　　　　

〔762 668〕〔762668〕　　　　〔73 624〕〔73 624〕　　　　〔249 489〕〔249 489〕

1 522 947　2181364　3704311　613 086　974132　1587 216　2 611344　1738 540　4 349 884

が加入するものにあっては都道府県分として、大都市が加入するもの(都道府県が加入するものを除く｡)

て融資するものであって外書きである。
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保
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発

　

そ

手

　

法

　

条

　　

合

区

育

営

電

令

例

用

　

業

等

稚

　

の

学

分

　

所

　

使

　

用

住宅使用

水

に

に

利

の

数

基

基

料

　

料

　

校

　

園

　

他

　

料

　

料

使

　

用

　

料

づ

づ

他

　

料

　

の

　
　
　
　
　

く

く

も

計

分

の

他会計からの繰入金

　

法適用の公営企業会計

　

法非適用の公営企業会計

　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

基金からの繰入金

　

積立金取崩し額

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

財産区からの繰入金

　

合

　　　　　　　　

計
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繰

都

　

道
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数

　　

料

度

一

　

純

m

C
D

Ｃ
Ｏ

Ｑ
Ｏ

C
-
-

C
M

L
f
i

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

１

計

　

24 240

　

31723

182 837

479 962

　

26 063

516 498

425 905

192 173

233 732

2 011 000

の

度

　

合 計

2 537 480

の

　

状
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歳入決算額の状況その２推移｣の歳入区分｢その他｣の内訳で

　　　　　　

第30表地方財政と国の

　　　　　　　

国民総支出

　　　

歳

　

出

　

総

　

額
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る支出

　

る支出
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2 734 615　　　1 358　　505 465　　511 333　207 551　　5 219

　　

58

　　　　

2 859 973　　　1 420　　542 157　　523 069　201 853　　5 316

　　

59

　　　　

3 057 253　　　1 518　　529 978　　538 700　196 988　　5 222

　　

60

　　　　

3 253 705　　　1 616　　551 483　　562 935　204 189　　6 579

　　

61

　　　　

3 396 853　　　1 687　　565 406　　587 171　206 779　　7 505

　　

62

　　　　

3 562 636　　　1 769　　607 294　　632 201　218 513　　9 870

　　

63

　　　　

3 792 300　　　1 883　　644 937　　664 016　225 976　　10 036
平成元年度

　　

4 058 039　　　2 015　　708 508　　727 290　262 015　　10 715

　　

2

　　　　

4 352 543　　　2 161　　741 907　　784 732　275 996　　11 319

　　

3

　　　　

4 585 991　　　2 277　　756 274　　838 065　288 021　　10 729

曲

　

１

　

国民総支出は、経済企画庁の推計により、昭和36年度以降は新ＳＮＡ（昭和

　　　

ある。
２

　

国の歳出額は、昭和57年度以降につtヽては、一般会計と交付税及び譲与税配

　

港整備、治水、石炭並びに石油及び石油代替エネルギー対策、厚生保険（児童

　

算額であり、昭和36年度以前においても、一般会計とこれらの特別会計に相当
３「国から地方に対する支出」は、地方交付税（地方分与税、地方財政平衡交

　

庫支出金（交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金及

　

よっている。

４「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公

　

び国に対する交付公債の元利償還額の合計額）である。
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340 304 2 994　　517 753 2 200　858 057 2 459　39.7　60.3　11.9　18.1　30.0

332 990 2 930　533 478 2 267　866 468 2 483　38.4　61.6　10.9　17.4　28.3

347 294 3 056　556 356 2 364　　903 650 2 590　38.4　61.6　10.7　17.1　27.8

358 627 3 155　579 666 2 464　　938 293 2 689　38.2　61.8　10.6　17.1　27.6

388 781 3 421　622 331 2 645　1 0n 112 2 898　38.5　61.5　10.9　17.5　28.4

418 961 3 686　653 980 2 779　1 072 941 3 075　39.0　61.0　11.0　17.2　28.3

446 493 3 928　　716 575 3 045　1163 068 3 333　38.4　61.6　11.0　17.7　28.7

465 911 4 099　773 413 3 287　1 239 324 3 551　37.6　62.4　10.7　17.8　28.5

468 253 4 120　827 336 3 516　1 295 589 3 713　36.1　63.9　10.2　18.0　28.3

60年基準）、昭和10、16年度は旧ＳＮＡ（暦年分）によっており、いずれも名目値で

付金、国有林野事業（治山勘定のみ）、国営土地改良事業、港湾整備、道路整備、空

手当勘定のみ）及び電源開発促進対策（電源立地勘定のみ）の10特別会計との純計決

する特別会計がある場合には、それらの特別会計との純計決算額である。
付金、臨時地方特例交付金及び特別事業債償還交付金等を含む｡）、地方譲与税及び国

び地方債のうち特定資金公共事業債を含む｡）の合計額であり、地方の歳入決算額に

共団体の負担金（地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金に係る国への現金納付額及
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第31表平成３年度国・地

　　　　　　　　　　　　　　

歳

　　　

出
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計
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機

　　

関

　　

費

　

33 420　　－　33 420　　　－　33 420 158 058　1 396

　

一般行政費

　　

9 297　　－　9 297　　－　9 297 105 290　　682

　

司法警察消防費

　

11 260　　　－　11 260　　　－　11 260　42 491　　714

　

外

　　

交

　　

費

　　

6 869　　　－　6 869　　　－　6 869　　　－　　－

　

徴

　　

税

　　

費

　　

5 994　　　－　　5 994　　　－　　5 994　10 277　　　0

地方財政費158 258 181 861 340 119 164 735 175 384　　－ 166 195

防

　　

衛

　　

費

　

44 648　　　－　44 648　　　－　44 648　　－　　261

国土保全及び開発費

　

62 973　66 587　129 560　34 963　94 597 214 568　45 853

　

国土保全費

　

n 495　16 522　28 017　10 204　17 813　30 361　8 727

　

国土開発費

　

43 369　50 065　93 434　24 759　68 675 175 945　31 865

　

災害復旧費

　　

7 297　　　－　7 297　　　－　7 297　8 262　5 261
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の

　　

他
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－
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－
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－
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商

　　

工
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教

　　

育
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社会教育費
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そ

　　

の

　　

他
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社会保障関係費

　

134 822　1 207 136 029　　277 135 752 165 213　34 038

　

民

　　

生

　　

費

　

115 644　1 207 116 851　　277 116 574　94 173　25 360

　

衛

　　

生

　　

費

　　

8 054　　　－　　8 054　　　－　　8 054　51 111　4 056

　

住

　　

宅
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9 820　　　－　　9 820　　　－　　9 820　19 005　4 283

　

そ

　　

の
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1304

　　　

－

　　

1304

　　　

－

　　

1304

　　

924

　　

339

恩

　　　

給

　　　

費

　

18 152　　　－　18 152　　　－　18 152　　1640　　　－

公

　　

債

　　

費

　

155 366　　－ 155 366　　－ 155 366　68 407　　－

前年度繰上充用金

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

44

　　

－

そ

　　　

の

　　　

他
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156

　　

909

　　　

－

　　

909

　　　

－

　　　

－

　

合

　　　

計

　

705 472 255 097 960 569 204 295 756 274 838 065 288 021

曲

　

１

　

国の歳出総額は、一般会計と交付税及び譲与税配付金、国有林野事業（治山

　　　

石油及び石油代替エネルギー対策、厚生保険（児童手当勘定のみ）及び電源開

　　

２「国から地方に対する支出」は、地方交付税、地方譲与税及び国庫支出金

　　　

特定資金公共事業債を含む｡）の合計額であり、地方の歳入決算額によってい

　　

３「地方から国に対する支出」は、地方財政法第17条の２の規定による地方公

　　　

で、地方の歳出決算額によっている。

－290－



方の目的別歳出の状況

地方から
国に対す
る支出

10

2

7

－

－

－

－

－

－

729

823

567

339

10 729

国・地方を通じる歳出純計額

国

32 024

　

8 615

10 546

6 869

5 994

9 189

り
＆
４
４
（
χ
）

０
１
１
Ｃ
Ｔ
)

７
７
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｔ
Ｊ

１
１
１
Ｃ
Ｏ

　
　

Ｏ
Ｑ
■
i

　
　

１

７
L
O

C
M

c
a

C
O

^
Ｏ

L
O

t
£
)

i
n

Ｃ
Ｔ
ｉ

1
-
i

C
O

i
n

ｏ
ｏ

i
n

　
　
　
　
　

l
m

　
　
　
　
　
　
　

―

　

909

468 253

構成比

2
5
3
0
5
4
9
9
4
2
7
6
1
6
1
1
4
7

2
1
1
2
9
0
1
7
0
0
7
2
5
4
4
0
0
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

ｌ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

C
Ｍ

5
9
2
1
9
り
４

9
0
1
0
3
C
Ｏ

Ｉ

　
　
　
　
　
　
　

ｅ
ｎ

100.0

地

158 058

105 290

42 491

10

9
8
8
3

　
　

6
7

3
3
7
2

　

一

　

6
4

8
5
3
9

　
　

2
ら
I

3
7
8
7

　
　

6
7

0
c
v
3

^
ｏ

i
n

I
―
I

C
^
3

i
-
Ｈ

9
9
7
1
1
Q
り

1
6
9
6
1
1

9
8
6
2
9
り
乙

8
3
3
6
3
ｒ
a

3
7
3
1
2
｛
○

　
　

－
１

　
　
　
　

１

94

51

19

　

1

68

173

111

005

924

640

407

　

44

827 336

　

方

構成比

　　

19.1

　　

12.7

　　

5.1

1｡3

－

t
o

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

ｏ

４
Ｃ
Ｏ

O

.
-
1

9
9

　
　

n
／
｀

8
1
7
0
2
0
8
0

　

響

　

幽

　

欄

　

一

　

一

　

響

　

響

　

－

6
2
4
1
6
2
2
0

　
　
　
　
　
　
　

ｒ
ａ

I
-
1

C
Ｍ

n.4

総

190

113

　

53

　

6

　

16

　

9

　

44

252

　

額

構成比

082

905

037

869

271

189

4
8
9
2
0
8
2
3
1
9
3
7
7

2
8
5
1
4
5
8
6
9
5
1
2
C
X
D

6
1
9
8
4
7
6
4
8
9
6
9
C
O

6
5
9

　
　

2
9
2
5
2
6
5
6
Q
り

3
0

　
　
　
　

9
2
6
9
5
1
2
6
C
O

　
　

C
<
1

1
-
I
1
-
I

C
＾
J
r
―
I

9
2
9
2
3
4
Q
J

0
4
8
9
7
4
0

1
5
8
7
7

　
　

C
T
J

l
O

-
"
^
l
*
<
―
I
C
T
>
C
O

L
f
ｔ
C
M

≫
―
I

C
N
]

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

<
N
l

2
3
1
2
3
0

　

・

　

・

　

・
・

　

・
・

　

一

6
2
0
0
8
0

100.0 1295 589

7
8
1
5
3
7
4
5
8
8
8
1
1
3
8
1
8
3
0

　

響

　

畷

　

一

　

・

　

一

　

一

　

－

　

一

　

■

　

一

　

畷

　

欄

　

一

　

一

　

－

　

Ｉ

　

響

　

－

　

欄

4
8
4
0
1
0
3
9
2
5
0
0
7
2
4
5
1
1
n
乙

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

　
　

１

　
　
　
　
　
　
　
　

１
１

20.6

3
3
9
1
5
n
j

　

一

　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

　

摯

4
4
1
0
1
7

1

　
　
　
　
　
　
　

Ｉ

　

0.1

100.0

(単位
一
総額中地
方の占め
る割合

ｎ
乙
４
１

Ｃ
Ｏ

O
O

O

c
ｘ
>

ｏ
^

ｏ
ｏ

63.2

80.7

75.2

82.1

79.6

62.1
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０
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ｒ
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４
ｎ
乙

38.1

勘定のみ）、国営土地改良事業、港湾整備、道路整備、空港整備、治水、石炭並びに

発促進対策（電源立地勘定のみ）の10特別会計との純計決算額である。
（交通安全対策特別交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び地方債のうち

る。
共団体の負担金（地方の歳出決算額中、国直轄事業負担金に係る国への現金納付額）
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その１

　

総 括

第32表国民経済計算に

　　　　　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

区

　　　

分

　　　

61年度

　　

62年度

　　

63年度

　　

元年度

　　

２年度

　　

３年度

公

　

的

　

支

　

出

　　

555 815　577 924　590 656　630 570　681 508　726 081

　

中

　　　　

央

　　

147 936　145 563　140 868　149 175　160 604　165 337

　　

最終消費支出

　　

80 939　　79 958　　83 318　　88 526　　94 363　　98 530

　　

総資本形成

　　

66 997　　65 605　　57 550　　60 649　　66 241　　66 807

　

地

　　　　

方

　

400 844　424 776　442 422　473 533　512 489　551 923

　　

最終消費支出

　　

238 342　245 666　255 702　271 716　293 249　310 057

　　

総資本形成

　　

162 502　179 110　186 720　201 817　219 240　241 866

　

社会保障基金

　　　

7 036　　　7585　　　7 366　　　7 862　　　8 414　　　8821

　　

最終消費支出

　　　

6 319　　　6 787　　　6 628　　　7 094　　　7588　　　7 951

　　

総資本形成

　　　

717

　　　

798

　　　

738

　　　

768

　　　

826

　　　

870

国民総支出

　

3 396 853 3 562 636 3 792 300 4 058 039 4 352 543 4 585 991

曲

　

公的支出は、｢国民経済計算(新ＳＮＡ、昭和60年基準)｣による数値である。その

その２

　

地方財政分

　　　　　　　　　

昭

　

和

　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

区

　　　

分

　　　

61年度

　　

62年度

　　

63年度

　　

元年度

　　

２年度

　　

３年度

普

　

通

　

会

　

計

　

353 283　372 334　385 950　414 124　449 171　479 558

　

（歳

　　　

出）

　

587 171　632 201　　664 016　727 290　784 732　　838 065

　

（控

　　　

除）

　

233 888　259 867　278 066　　313 166　　335 561　　358 507

　

最終消費支出

　　

234 183　241 131　250 491　265 418　285 938　301 305

　

総資本形成

　　

119 100　131 203　135 459　148 706　163 233　178 253

非企業会計

　

26 244　30 282　31 703　34 513　37 180　42 058

　

最終消費支出

　　　

4 159　　　4 535　　　5 211　　　6 298　　　7 311　　　8 752

　

総資本形成

　　

22 085　　25 747　　26 492　　28 215　　29 869　　33 306

公

　

的

　

企

　

業

　　

21 317　　22 160　　24 769　　24 896　　26 138　　30 308

　

総資本形成

　　

21 317　　22 160　　24 769　　24 896　　26 138　　30 308

地方の公的支出

　　

400 844　424 776　442 422　473 533　512 489　551 923

　

最終消費支出

　　

238 342　245 666　255 702　271 716　293 249　310 057

　

総資本形成

　　

162 502　179 110　186 720　201 817　219 240　241 866

－292－



おける公的支出の推移

(単位

　

億円・％)

　　

対

　

前

　

年

　

度

　

増

　

減

　

率

　　　　　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　

5.1

　　

4.0

　　

2.2

　　

6.8

　　

8.1

　　

6.5

　

16.4

　

16.2

　

15.6

　

15.5

　

15.7

　

15.8

　

6.7△

　

1.6△

　

3.2

　

5.9

　

7.7

　

2.9

　

4.4

　　

4.1

　　

3.7

　

3.7

　

3.7

　

3.6

　

8.1△

　

1.2

　

4.2

　

6.3

　

6.6

　

4.4

　　

2.4

　　

2.2

　

2.2

　

2.2

　

2.2

　

2.1

　

5.0△

　

2.1△12.3

　

5.4

　　

9.2

　　

0.9

　

2.0

　　

1.8

　　

1.5

　　

1.5

　　

1.5

　　

1.5

　

4.6

　　

6.0

　　

4.2

　　

7.0

　　

8.2

　　

7.7

　

11.8

　

11.9

　

11.7

　

11.7

　

11.8

　

12.0

　

3.8

　　

3.1

　　

4.1

　　

6.3

　　

7.9

　　

5.7

　　

7.0

　　

6.9

　　

6.7

　　

6.7

　　

6.7

　　

6.8

　

5.6

　

10.2

　　

4.2

　　

8.1

　　

8.6

　

10.3

　　

4.8

　　

5.0

　　

4.9

　　

5.0

　　

5.0

　　

5.3

　

5.8

　

7.8△

　

2.9

　

6.7

　　

7.0

　　

4.8

　　

0.2

　　

0.2

　　

0.2

　

0.2

　　

0.2

　

0.2

　

5.9

　

7.4△

　

2.3

　

7.0

　　

7.0

　

4.8

　　

0.2

　　

0.2

　　

0.2

　

0.2

　　

0.2

　

0.2

　

5.0

　

11.3△

　

7.5

　　

4.1

　　

7.6

　　

5.3

　

0.0

　　

0.0

　　

0.0

　

0.0

　　

0.0

　

0.0

　

4.4

　　

4.9

　　

6.4

　　

7.0

　　

7.3

　　

5.4

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

too.o

２において同じ。

(単位

　

億円・％)

　　　

対

　

前

　

年

　

度

　

増

　

減

　

率

　　　　　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　

3.9

　　

5.4

　　

3.7

　　

7.3

　　

8.5

　　

6.8

　

88.1

　

87.7

　

87.2

　

87.5

　

87.6

　

86.9

　

4.3

　　

7.7

　　

5.0

　　

9.5

　　

7.9

　　

6.8

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

一

　

一

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

－

　

3.9

　　

3.0

　　

3.9

　　

6.0

　　

7.7

　　

5.4

　

58.4

　

56.8

　

56.6

　

56.1

　

55.8

　

54.6

　

3.9

　

10.2

　　

3.2

　　

9.8

　　

9.8

　　

9.2

　

29.7

　

30.9

　

30.6

　

31.4

　

31.9

　

32.3

10.3

　

15.4

　　

4.7

　　

8.9

　　

7.7

　

13ユ

　　

6.5

　　

7.1

　　

7.2

　　

7.3

　　

7.3

　　

7.6

　

0.1

　　

9.0

　

14.9

　

20.9

　

16.1

　

19.7

　　

1.0

　　

1.1

　　

1.2

　　

1.3

　　

1.4

　　

1.6

12.4

　

16.6

　　

2.9

　　

6.5

　　

5.9

　

11.5

　　

5.5

　　

6.1

　　

6.0

　　

6.0

　　

5.8

　　

6.0

　

9.1

　　

4.0

　

11.8

　　

0.5

　　

5.0

　

16.0

　　

5.3

　　

5.2

　　

5.6

　　

5.3

　　

5.1

　　

5.5

　

9.1

　　

4.0

　

11.8

　　

0.5

　　

5.0

　

16.0

　　

5.3

　　

5.2

　　

5.6

　　

5.3

　　

5.1

　　

5.5

　

4.6

　　

6.0

　　

4.2

　　

7.0

　　

8.2

　　

7.7

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

3.8

　　

3.1

　　

4.1

　　

6.3

　　

7.9

　　

5.7

　

59.5

　

57.8

　

57.8

　

57.4

　

57.2

　

56.2

　

5.6

　

10.2

　　

4.2

　　

8.1

　　

8.6

　

10.3

　

40.5

　

42.2

　

42.2

　

42.6

　

42.8

　

43.8
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その１

　

総 括

第33表

　

目

　

的

　

別

　

歳

　

出

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

議

　　　

会

　　　

費

　　　

93 780　0.2　　450 541　1.0　　544 216　0.6

総

　　　　

務

　　　　

費

　　

4 656 058　10.3　　6 588 267　15.2　10 647 005　12.7

民

　　　　

生

　　　　

費

　　

2 760 424　　6.1　　6 867 229　15.8　　9 031 467　10.8

衛

　　　　

生

　　　　

費

　　

1661913

　　

3.7

　　

3 571 396　8.2　　5 Ill 095　6.1

労

　　　

働

　　　

費

　　

266 907　0.6　　218 851　0.5　　478 219　0.6

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　　

3 819 127　8.4　　2 101037　4.8　　5 136 003　6.1

商

　　　　

工

　　　　

費

　　

2 565 048　5.7　　1 402 094　　3.2　　3 920 656　4.7

土

　　　　

木

　　　　

費

　　

9 427 565　20.8　10 019 279　23.1　19 101 052　22.8

消

　　　　

防

　　　　

費

　　　

223 588　0.5　　1 318 999　3.0　　1 494 384　　1.8

警

　　　　

察

　　　　

費

　　

2 779 852　　6.1　　　　　－　　－　　2 779 449　3.3

教

　　　　

育

　　　　

費

　　

11 176 975　24.7　　6 398 296　14.7　17 486 136　20.9

災

　

害

　

復

　

旧

　

費

　　

566 572　1.3　　368 788　0.9　　826 218　1.0

公

　　　　

債

　　　　

費

　　

3 218 877　7.1　　3 758 364　　8.7　　6840 737　8.2

諸

　　

支

　　

出

　　

金

　　　

91672

　

0.2

　　

313 841　0.7　　405 513　0.5

前年度繰上充用金

　　　　

－

　

－

　　　

4 365　0.0　　　4 365　0.0

利

　

子

　

割

　

交

　

ｲ寸

　

金

　　

644 661　1.4　　　　－　－　　　　－　－

ゴルフ場利用税交付金

　　　

67 752　0.1　　　　－　－　　　　－　一

特別地方消費税交付金

　　　

11620

　

0.0

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

一

自動車取得税交付金

　　

430 511　1.0　　　　－　－　　　　－　一

軽油引取税交付金

　　　

80 021　0.2　　　　－　－　　　　－　一

特別区財政調整交付金

　　　

675 235　1.5　　　　－　－　　　　－　－

特別区財政調整納付金

　　　　　

－

　

－

　　　　

143

　

0.0

　　　　

－

　

一

歳

　

出

　

合

　

計

　

45 218 158 100.0　43 381 489 100.0　83 806 515 100.0

― 294 ―



決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

較

平成２年度

　　　　　　　　　

増

　　　

減

　　

率

　

前年度増減率
純

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

箭

　

道市町村純計額都

　

道市町村純計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヽ県

　　　　　　　　

府

　

県

　

509 016　　0.6　　35 200　　0.7　17.1　　5.0　　6.9　　7.6　　9.3　　9.0

10 541784　13.4　　105 221　　2､0　　3.6△　0.4　　1.0　20.8　　8.1　13.2

8 228 055　　10.5　　803 412　　15.1　　8.1　　10.0　　9.8　　6.5　　7.5　　6.6

4 599 479　　5.9　　511 616　　9.6　　5.4　　14.0　　11.1　　13.0　　11.5　　12.1

　

463 072　　0.6　　15 147　　0.3　　3.2　　3.5　　3.3　　0.7△　0.1　　0.6

4 959 934　　6.3　　176 069　　3.3　　3.1　　6.1　　3.5　　2.6　　3.6　　3.2

3 433 157　　4.4　　487 499　　9.1　　13.9　　14.2　　14.2　　10.0　　16.7　　12.4

17 491 805　22.3　1 609 247　　30.2　　7.0　　11.2　　9.2　　3.2　　10.2　　6.6

　

1 381 921　　1.8　　112 463　　2.1　　10.5　　7.8　　8.1　　9.5　　9.3　　9.5

　

2 625 225　　3.3　　154 224　　2.9　　5.9　　－　　5.9　　7.8　　一　　7.8

16 598 711　21.2　　887 425　16.6　　4.4　　7.2　　5.3　　7.6　10.1　　8.6

　

713 799　　0.9　　112 419　　2.1　　12.9　21.0　　15.7　　16.0　　22.9　　16.6

6 525 674　　8.3　　315 063　　5.9　　3.6　　5.8　　4.8　　1.2　　3.7　　2.7

　

392 879　　0.5　　12 634　　0.2　　3.9　　3.0　　3.2△　10.9△10,7△10.8

　　

8 705　　0.0△　　4 340 △　0.1　　－△49.9△49.9　　－△39.3△39.3

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－△

　

5.8

　　

－

　　

－

　

94.4

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　

8.1

　　

－

　　

－

　　

9.4

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　　

－

　　

一皆

　

増

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

一乙

　

0.9

　　

－

　　

－

　

8.5

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　

1.3

　　

－

　　

－△

　

1.7

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　

1.8

　　

－

　　

－△

　

0.8

　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－△96.4

　　

－

　　

－

　

48.8

　　

－

78 473 217　100.0　5 333 298　100.0　　5.4　　7,9　　6.8　　7,8　　8.5　　7.9
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その２

　

推 移

第33表

　

目

　

的

　

別

　

歳

　

出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　　　　　　

算

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

昭和61年度

　　

62

　

年

　

度

　　

63

　

年

　

度

　　

平成元年度

議

　　　

会

　　　

費

　　　

419 712　　　426 227　　　446 781　　　466 919

総

　　　

務

　　　

費

　　　

5 327 260　　　6 084 277　　　7 024 371　　　9 308 980

民

　　　

生

　　　

費

　　　

6 544 820　　　6 788 537　　　7 209 304　　　7 716 620

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

3 509 431　　　3 632 464　　　3 818 957　　　4 101 645

労

　　　

働

　　　

費

　　　

524 980　　　444 078　　　440 023　　　460 304

農林水産業費

　　　

4 151 284　　4 569 343　　4 590 069　　4 806 531

商

　　　

工

　　　

費

　　　

2 386 420　　　2 589 878　　　2 742 753　　　3 054 579

土

　　　

木

　　　

費

　　

12 223 300　　14 033 119　　14 805 742　　16 409 794

消

　　　

防

　　　

費

　　　

1 042 317　　　1 079 381　　　1 160 268　　　1 262 150

警

　　　

察

　　　

費

　　　

2 106 443　　　2 216 142　　　2 306 533　　　2 435 706

教

　　　

育

　　　

費

　　

13 572 948　　13 895 779　　14 506 451　　15 283 604

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

6 908 148　　　7 460 907　　　7 350 384　　　7 422 184

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　　　

58 717 063　　63 220 132　　66 401 636　　72 729 016

　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　

構

　　

成

　　

比

　　　　　　　

増

　　

減

　

区

　　　

分

　　　　　　　　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　

2

　　　

3

　　　

61

　　　

62

議

　　

会

　　

費

　　　

0.7

　　

0.7

　　

0.7

　　

0.6

　　

0.6

　　　

0.6

　　

0.6

　　

0.1

総

　　

務

　　

費

　　　

9.1

　　　

9.6

　　

10.6

　　

12.8

　　

13.4

　　

12.7

　　

11.0

　　

16.8

民

　　

生

　　

費

　　

11.1

　　

10.7

　　

10.9

　　

10.6

　　

10.5

　　

10.8

　　

12.1

　　

5.4

衛

　　

生

　　

費

　　　

6.0

　　

5.7

　　

5.8

　　　

5.6

　　

5.9

　　

6.1

　　　

3.6

　　

2.7

労

　

働

　

費

　　

0.9

　　

0.7

　　

0.7

　　

0.6

　　

0.6

　　

0.6

　　

3.2△

　

1.8

農林水産業費

　　

7.1

　　

7.2

　　

6.9

　　

6.6

　　

6.3

　　

6.1

　　

4.2

　　

9.3

商

　　

工

　　

費

　　　

4.1

　　　

4.1

　　

4.1

　　

4.2

　　

4.4

　　　

4.7

　　

5.5

　　

4.5

土

　　

木

　　

費

　　

20.8

　　

22.2

　　

22.3

　　

22.6

　　

22.3

　　

22.8

　　

29.3

　　

40.2

消

　　

防

　　

費

　　　

1.8

　　　

1.7

　　　

1.7

　　　

1.7

　　　

1.8

　　　

1.8

　　　

2.3

　　

0.8

警

　　

察

　　

費

　　　

3.6

　　

3.5

　　

3.5

　　

3.3

　　　

3.3

　　

3.3

　　

4.1

　　

2.4

教

　　

育

　　

費

　　

23.1

　　

22.0

　　

21.8

　　

21.0

　　

21.2

　　

20.9

　　

12.3

　　

7.2

そ

　　

の

　　

他

　　

11.7

　　

11.9

　　

11.0

　　

10.4

　　

9.7

　　

9.6

　　

11.8

　　

12.4

　

歳出合計

　　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

－296－



決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　

数

２

　

年

　

度

　　　

３

　

年

　

度

　　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　

2

　　

3

　　　

509 016　　　　544 216　　100　　102　　106　　1ｎ　　121　　130

　

10 541 784　　　10 647 005　　100　　114　　132　　175　　198　　200

　　

8 228 055　　　9 031467　　100　　104　　ｎ0　　118　　126　　138

　　

4 599 479　　　5 111 095　　100　　104　　109　　ｎ7　　131　　146

　　　

463 072　　　　478 219　　100　　　85　　　84　　　88　　　88　　　91

　　

4 959 934　　　5 136 003　　100　　110　　111　　116　　ｎ9　　124

　　

3 433 157　　　3 920 656　　100　　109　　115　　128　　144　　164

　

17 491 805　　　19 101 052　　100　　115　　121　　134　　143　　156

　　

1381 921　　　1 494 384　　100　　104　　111　　121　　133　　143

　　

2 625 225　　　2 779 449　　100　　105　　109　　116　　125　　132

　

16 598 711　　　17 486 136　　100　　102　　107　　113　　122　　129

　　

7 641 058　　　8 076 833　　100　　108　　106　　107　　111　　117

　

78 473 217　　83 806 515　　100　　108　　113　　124　　134　　143

　　

額

　　

構

　　

成

　　

比

　　　　　　　

増

　　　　　　

減

　　　　　　

率

　

63

　　　

元

　　　

2

　　　

3

　　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　

2

　　　

3

　　

0.6

　　

0.3

　　

0.7

　　　

0.7

　　　

3.7

　　　

1.6

　　

4.8

　　

4.5

　　

9.0

　　

6.9

　　

29.5

　　

36.1

　　

21.5

　　

2.0

　　　

5.3

　　

14.2

　　

15.5

　　

32.5

　　

13.2

　　　

1.0

　　

13.2

　　

8.0

　　　

8.9

　　

15.1

　　　

4.7

　　

3.7

　　

6.2

　　

7.0

　　

6.6

　　

9.8

　　

5.9

　　

4.5

　　　

8.7

　　

9.6

　　

2.5

　　　

3.5

　　

5.1

　　　

7.4

　　

12.1

　　

11.1

△

　

0.1

　　

0.3

　　

0.0

　　

0.3

　　

17.1

　

△15.4

　

△

　

0.9

　　

4.6

　　

0.6

　　

3.3

　　

0.7

　　

3.4

　　　

2.7

　　

3.3

　　　

2.5

　　

10.1

　　　

0.5

　　

4.7

　　

3.2

　　　

3.5

　　

4.8

　　

4.9

　　

6.6

　　

9.1

　　　

5.9

　　

8.5

　　

5.9

　　

11.4

　　

12.4

　　

14.2

　　

24.3

　　

25.4

　　

18.8

　　

30.2

　　　

6.2

　　

14.8

　　

5.5

　　

10.8

　　

6.6

　　

9.2

　　

2.5

　　　

1.6

　　

2.1

　　　

2.1

　　　

5.6

　　　

3.6

　　　

7.5

　　

8.8

　　

9.5

　　

8.1

　　

2.8

　　

2.0

　　　

3.3

　　

2.9

　　

5.0

　　

5.2

　　

4.1

　　

5.6

　　

7.8

　　

5.9

　　

19.2

　　

12.3

　　

22.9

　　

16.6

　　

2.3

　　

2.4

　　

4.4

　　

5.4

　　

8.6

　　

5.3

・

　

3.4

　　　

1.2

　　　

3.8

　　

8.1

　　　

4.3

　　

8.0

　

△

　

1.5

　　　

1.0

　　

2.9

　　

5.7

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　　

4.3

　　

7.7

　　

5.0

　　

9,5

　　

7.9

　　

6.8
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その１

　

日的別内訳

第34表

　

民 生 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

社

　

会

　

福

　

祉

　

費

　　

798 979　　28.9　1 791826　　26.1　2 438 529　　27.0

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　

907 568　　32.9　1 673 989　　24.4　2 369 215　　26.2
児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　

755 999　　27.4　2 155 379　　31.4　2 711 620　　30.0
生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　

277 494　　10.1　1 233 262　　18.0　1483 364　　16.4
災

　

害

　

救

　

助

　

費

　　

20 384　　0.7　　12 773　　0.2　　28 739　　0.3

　

合

　　　　　　　

計

　　　

2 760 424　100.0　6 867 229　100.0　9 031 467　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　　

269 860　　9.8　1 540 823　　22.4　1810 683　　20.0
物

　　　

件

　　　

費

　　

99 687　　3.6　　430 300　　6.3　　529 987　　5.9
扶

　　　　

助

　　　　

費

　

1 035 818　　37.5　2 961 213　　43.1　3 997 031　　44.3
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

979 290　35.5　　304 158　　4.4　　738 337　　8.2
普通建設事業費

　

223 230　8.1　601562　8.8　780 312　8.6

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

115 171　　4.2　　96 410　　1.4　　184 676　　2.0

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

108 059　　3.9　　505 064　　7.4　　595 636　　6.6

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

88

　　

0.0

　　　

－

　　

一
貸

　　　

付

　　　

金

　　

55 189　　2.0　　49 416　　0.7　　98 010　　1.1
繰

　　　

出

　　　

金

　　　　

95

　　

0.0

　　

772 579　11.3　　772 674　　8.6
そ

　　　

の

　　　

他

　　

97 255　　3.5　　207 178　　3,0　　304 433　　3.3

　

合

　　　　　　　

計

　　

2 760 424　100.0　6 867 229　100.0　9 031 467　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

661880

　　

24.0

　

1 760 689　　25.6　2 422 569　　26.8
都道府県支出金

　　　

－

　

－

　

540 784　7.9　　　－　一
使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

35 183　　1.3　　200 292　　2.9　　235 475　　2.6
分担金、負担金、寄附金

　　　

77 316　　2.8　　250 401　　3.6　　293 442　　3.2
地

　　　

方

　　　

債

　　

32 950　　1.2　　172 599　　2.5　　193 008　　2.1
その他特定財源

　　

136 092　4.9　202 423　3.0　333 739　3.8
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

1817 003　　65.8　3 740 041　　54.5　5 553 234　　61.5

　

合

　　　　　　　

計

　　　

2 760 424　100.0　6 867 229　100.0　9 031 467　100.0
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6.6

の 状

度
額

年２
計

成平
純

2 172 227

2 047 317

2 513 499
1484 374

　

10 639

8 228 055

度
額

年２
計

成平
純

平
純

1697 206

　

469 505

3 773 025

　

655 967

　

633 728

　

159 210

　

474 518

　　　

－

　

86 472

　

737 063

　

175 089

8 228 055

　

成

　

２

　　

計

-

2 296 591

　　

一

　

228 659

　

267 549

　

124 068

　

291189

5 019 999

8 228 055

度
額

年

26.4

し
ド

L
O
O

1
-
1

3 0
　

1 8
　
０
　

100.0

　

5.7

　

45.9

　

8.0

　

7.7

　

1.9

　

5.8

　

－

　

1.1

　

9.0

　

2.0

100.0

？

２
　

８

３
　

３

１
　

５
一
一
一

１
　

０

０
　

０

増

況

　

比

減

　

額

　
　
　
　

△

－
２
８
１
<
=

Ｏ
Ｑ
"
i

C
M

I
―

Ｃ
Ｏ
Ｏ
Ｏ

r
Ｈ

Ｃ
:

t
o

I
―
I
ｏ
ｏ

t
―

≪
C

Ｃ
＾

<
Ｔ
>

C
M

Ｃ
Ｏ

f
―
I

18 100

803 412

　　　

比

増

　

減

　

額

113 477
60 482

224 006
82 370

146 584
25 466

121118

　　

－
O
Ｏ

≫
―
(

■
*
＊

ｅ
-
s
j

Q
り
1
4
1

1
n
t
ｏ

Ｃ
Ｏ

^
ａ
-

1
i
n

C
T
)

c
*
ａ

ｌ
ｎ
ｊ
り
乙
０

　
　
　

１
８

比

増

　　

減

　　

額

125 978

t
Ｃ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
３

Ｃ
３

Ｉ
Ｑ
■
>

"
^
ｍ

Ｏ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

C
T
)
L
f
S

<
£
>
i
n

ｏ
ｏ
ｃ
＾

　
　

り
ぬ
｛
ｎ
｝
４

533 235

803 412
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△

－
1
7
1
3
0

　

一
1
1
1
1

　

1

3
0
4
0
2
0

C
O

-
^

C
N
l

^
３

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

100.0

15.7

8
2
6
3
4
0

　

4
一
一
一
－

　

1

0
3
8
5
6
0

　
　
　
　
　
　
　

″
ｂ
ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増減率

　
　
　
　
　

△

C
O

t
>
-
C
T
^
i
-
Ｈ

　

一
一
φ
一

Ｃ
Ｍ

L
n

c
~
-
０

１
１

170.1

　

9.8

C
T
J
■
<
＊
1
-
I
1
-
I
"
^

　

一
一
一
一
・

Ｏ
Ｏ

T
-
Ｈ
t
＞
-
Ｃ
Ｏ

"
^

　
　

１

　
　

７

6.6

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増減率

増

7
9
9
6
1
0
ｒ
ａ

　

Ｉ
Ｉ
一
一
－
一
1

6
2
5
2
3
6
L
T
i

　
　

1

　

1
C
J

T
―
I
C
V
J

　
　

△

ｌＣ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｏ
^

C
O

　

－
！
ゆ

　

－

Ｃ
Ｏ

"
^

Ｃ
Ｏ

O
≫

１

　

７

5
3
8
8
0
5
C
O

　

一
一
泰
一
泰
一
一

7
1
3
3
3
1
7

　
　

1

　
　

C
O

C
S
l
Ｃ
Ｏ

７
１
０
'
■
'
-
'

t
ｏ

L
O

Ｏ
Ｏ

Ｃ
O

(単位

　

百万円・％)

　

較

一
減率

0
7
6
6
6
8

3
9
5
4
0
9

　
　
　

m

I
―
Ii
-
Ｈ

｜

｜

１

｜

｜

Ｉ

｜

｜

｜



第35表

　

社 会

　　

福 祉

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

110 947　13.9　　336 028　18.8　　446 975　18.3
物

　　　

件

　　　

費

　　

44 672　　5.6　　109 364　　6.1　　154 036　　6.3
扶

　　　

助

　　　

費

　　

190 626　23.9　　449 518　25.1　　640 143　26.3
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

260 696　32.6　　128 002　　7.1　　258 487　10.6
普通建設事業費

　　

84 205　10.5　184 704　10.3　248 939　10.2

　

う

　

補助事業費

　　

26 019　3.3　　24 478　1.4　　43 704　1.8

　

ち
{

単独事業費

　　

58 186　　7.3　160 222　　8.9　205 235　8.4
貸

　　　

付

　　　

金

　　

31676

　　

4.0

　　

22 448　　1.3　　52 032　　2.1
繰

　　　

出

　　　

金

　　　　

95

　　

0.0

　　

420 912　23.5　　421 007　17.3
そ

　　　

の

　　　

他

　　

76 062　　9.5　　140 850　　7.8　　216 910　　8.9

　

合

　　　　　　　

計

　　　

798 979　100.0　1 791 626　100.0　2 438 529　100.0

第36表 老 人 福 祉

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

27 238　　3.0　　158 387　　9.5　　185 625　　7.8
物

　　　

件

　　　

費

　　

21328

　　

2.4

　　

159 760　　9.5　　181 088　　7.6
扶

　　　

助

　　　

費

　　

264 368　29.1　　564 935　33.7　　829 303　35.0
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

486 838　53.6　　94 320　　5.6　　386 322　16.3
普通建設事業費

　　

87 955　9.7　280 564　16.8　351 238　14.8

　

う

　

補助事業費

　　

68 140　7.5　　49 131　2.9　102 073　4.3

　

ち
{

単独事業費

　　

19 815　　2.2　231 348　13.8　249 165　10.5
貸

　　　　

付

　　　　

金

　　　

5 303　　0.6　　14 356　　0.9　　19 434　　0.8
繰

　　　

出

　　　

金

　　　　

－

　　

－

　　

351 667　21.0　　351667　14.8
そ

　　　

の

　　　

他

　　

14 538　　1.6　　50000　　3.0　　64 538　　2.9

　

合

　　　　　　　

計

　　　

907 568　100.0　1 673 989　100.0　2 369 215　100.0

第37表 児 童 福 祉

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　　

105 669　　14.0　　947 947　　44.0　1 053 616　　38.9
物

　　　

件

　　　

費

　　

28 130　　3.7　　151187　　7.0　　179 317　　6.6
扶

　　　　

助

　　　　

費

　　

358 381　　47.4　　836 546　　38.8　1 194 927　　44.1
普通建設事業費

　　

47 215　6.2　133 314　6.2　173 345　6.4

　

う

　

補助事業費

　　

19 232　2.5　　21659　1.0　　36 018　1.3

　

ち
{

単独事業費

　　

27 983　　3.7　111655　　5.2　137 327　　5.1
貸

　　　　

付

　　　　

金

　　　

13 822　　1.8　　　4 601　　0.2　　　18 229　　0.7
そ

　　　

の

　　　

他

　　

202 782　26.9　　81784　　3.8　　92 186　　3.3

　

合

　　　　　　　

計

　　　

755 999　100.0　2 155 379　100.0　2 711 620　100.0

- 300



況状の費

(単位

　

百万円・％)

　　

較

減率増額

　

比

減増

度
額

年２
計

成平
純
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C
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c
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第38表

　

生 活

　　

保 護

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

25 947　　9.4　　98 026　　7.9　　123 973　　8.4
扶

　　　　

助

　　　　

費

　　

214 366　　77.3　1 107 903　　89.8　1 322 269　　89.1
そ

　　　

の

　　　

他

　　

37 181　13.3　　27 333　　2.3　　37 122　　2.5

　

合

　　　　　　　

計

　　　

277 494　100.0　1 233 262　100.0　1 483 364　100.0

第39表

　

被 保

　　

護 者

　　　　　　　　　　　　

被保護者実人員

　　　　

生活扶助

　

ｌ

　　　

゛

　

実

　　

・ｍ

　　

・琵数び人

　　　

員

　

指

　　　

数

昭和36年度

　　　　

1643
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平成元年度
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2
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61

　　　　

3
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58

　　　　　

7.6
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㈱ １

２

厚生省調による。

昭和36年度の数値には、沖縄県分に係るものは含まれていない。
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災 害

　　

救 助

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３
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府
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計

　　

額
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件

　　　　

費
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3.4
扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　

8 078　　39.6　　　2 312　　18.1　　　10390　　36.2
補

　　

助

　　

費

　　

等
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1.6
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1 571　　7.7　　　260　　2.0　　1831　　6.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

－

　　

－

　　　　

78

　　

0.6

　　　　

78

　　

0.3

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

1571

　　

7.7

　　　　

181

　　

1.4

　　　

1752

　　

6.1
積

　　　　

立

　　　　

金

　　　

5 864　　28.8　　　　247　　1.9　　　6 112　　21.3
貸

　　　　

付

　　　　

金
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計

　　　　

20 384　100.0　　　12 773　100.0　　　28 739　100.0
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第41表

　

衛 生 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

公

　

衆

　

衛

　

生

　

費

　

1 203 499　　72.4　1 579 319　　44.2　2 677 676　　52.4

結

　

核

　

対

　

策

　

費

　　

28 546　　1.7　　32 289　　0.9　　60 674　　1.2

保

　　

健

　　

所

　　

費

　　

182 200　11.0　　106 147　　3.0　　287 707　　5.6

清

　　　　

掃

　　　　

費

　　

247 667　　14.9　1 853 641　　51.9　2 085 038　　40.8

　

合

　　　　　　　

計

　　　

1661913

　

100.0

　

3 571 396　100.0　5 111 095　100.0
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性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　　

413 250　　24.9　　943 661　　26.4　1 356 911　　26.5

物

　　　　

件

　　　　

費

　　

190 217　　11.4　　831 375　　23.3　1 021 592　　20.0

扶

　　　

助

　　　

費

　　

185 649　11.2　　141148　　4.0　　326 797　　6.4

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

394 837　23.8　　425 445　11.9　　737 206　14.4

普通建設事業費

　　

189 238　11.4　849 823　23.8　1 007 823　19.7

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

21004

　　

1.3
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単

　

独

　

事

　

業

　

費
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県営事業負担金
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一

繰

　　　

出

　　　

金
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そ

　　　　

の

　　　

他
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合

　　　　　　　

計
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債
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3 571 396　100.0　5 111 095　100.0
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計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

篇姦肇

　

1 286 269　　　　28.0　　　　　70 642　　　　13.8　　　　　5.5　　　　　6.5

　　

931 412　　　　20.3　　　　90 180　　　　17.6　　　　9.7　　　　8.7

　　

323 402　　　　　7.0　　　　　3 395　　　　　0.7　　　　　1.0△　　　0.6

　　

655 659　　　　14.3　　　　81547　　　　15.9　　　　12.4　　　　13.4

　　

776 509　　　　16.9　　　　231 314　　　　45.2　　　　29.8　　　　18.8

　　

244 940　　　　　5.3　　　　　38462　　　　　7.5　　　　15.7　　　　　8.4

　　

531 569　　　　11.6　　　　192 853　　　　37.7　　　　36.3　　　　24.3
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－

　　　

－

　　　

－
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4 599 479　　　　100.0　　　　511 616　　　　100.0　　　　11.1　　　　12.1
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年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

篇急票

　

2 459 205　　　　53.5　　　218 471　　　　42.7　　　　8.9　　　　15.4

　　

61247

　　　

1.3・

　　　

573△

　　

0.1a

　　

0.9△

　　

2.2

　　

264 096　　　　5.7　　　　23 611　　　　4.6　　　　8.9　　　　9.4

　

1 814 931　　　　39.5　　　　270 107　　　　52.8　　　　14.9　　　　　8.9

　

4 599 479　　　　100.0　　　　511616　　　　100.0　　　　11.1　　　　12.1
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第42表

　

公 衆

　　

衛 生

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

148 931　12.4　　290 017　18.4　　438 947　16.4
物

　　　

件

　　　

費

　　

103001

　　

8.6

　　

292 492　18.5　　395 493　14.8
扶

　　　

助

　　　

費

　　

162 282　13.5　　126 864　　8.0　　289 146　10.8
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

387 764　32.2　　386 231　24.5　　701 257　26.2
普通建設事業費

　　

122 668　10.2　216 752　13.7　314 489　11.7

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

15 511　　1.3　　25 077　　1.6　　38 432　　1.4

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

107157

　　

8.9

　　

191417

　

12.1

　　

276 057　10.3

　

県営事業負担金
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金
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出

　　　　

金

　　

26 127　　2.2　　92 097　　5.8　　118 224　　4.4
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

97 594　　8.0　　138 696　　8.8　　236 292　　8.8

　

合

　　　　　　　

計

　　

1 203 499　100.0　1 579 319　100.0　2 677 676　100.0

第43表

　

結 核

　　

対 策

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

2 028　　7.1　　　5 754　　17.8　　　7 783　　12.8
物

　　　

件

　　　

費

　　　

1585

　　

5.6
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扶
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23 367　81.9　　14 284　44.2　　37 651　62.1
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保 健 所
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年
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町

　　

村

　　

純
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件

　　　

費

　　

155 087　85.1　　81931　77.2　　237 017　82.4
物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

13 357　　7.3　　　7 701　　7.3　　21058　　7.3
普通建設事業費

　　

10 370　5.7　　14 540　13.7　　24 874　8.6
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

3 386　　1.9　　　1975　　1.8　　　4 758　　1.7

　

合

　　　　　　　

計

　　　

182 200　100.0　　106 147　100.0　　287 707　100.0
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第45表

　

清 掃 費

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

107204　43.3　　565 959　30.5　　673 163　32.3

物

　　　

件

　　　

費

　　

72274　29.2　　520 736　28.1　　593 010　28.4

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

3531　　1.4　　36 865　　2.0　　30 822　　1.5

普通建設事業費

　　

55631　22.5　618 241　33.4　667 603　32.0

　

う

　

補助事業費

　　

2198　　0.9　238 645　12.9　240 803　11.5

　

ち{単独事業費

　　

53433　21.6　379 596　20.5　426 799　20.5

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9 027　　3.6　　Ill840　　6.0　　120440　　5.8

　

合

　　　　　　

計

　　　

247 667　100.0　1853 641　100.0　2 085038　100.D

その１

　

日的別内訳

第46表

　

労 働 費

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

失

　

業

　

対

　

策

　

費

　　　

34 462　12.9　　58 687　26.8　　92 431　19.3

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

232 445　87.1　　160 164　73.2　　385 788　80.7

　

合

　　　　　　

計

　　　

266 907　100.0　　218 851　100.0　　478 219　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

80 249　30.1　　19 674　　9.0　　99 923　20.9

普通建設事業費

　　

27 116　10.2　　28 115　12.8　　54 392　11.4

失業対策事業費

　　

26 591　10.0　　54 439　24.9　　81030　16.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

20 498　　7.7　　38 763　17.7　　59 261　12.4

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

6 094　　2.3　　15 676　　7.2　　21769　　4.6

貸

　　　

付

　　　

金

　　

48 990　18.4　　62 335　28.5　　Ill 256　23.3

そ
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他

　　

83 961　31.3　　54 288　24.8　　131 618　27.5

　

合

　　　　　　　

計

　　　

266 907　100.0　　218 851　100.0　　478 219　100.0

－308－



の 状

度
額

年２
計

成平
純

の

平
純

641

539

　

28

505

209

295

100

814

227

642

049

195

212

982

818

931

成

　

２

　　

計

-

96 919

56 190

88 609

63 892

24 717

99 810

121544

463 072

状

度
額

年

35.3

29.7

　

1.5

c
≫

i
ｒ
^

Ｃ
Ｏ

t
^

７
１
Ｕ
Ｄ

L
r
t

<
N
1

.
―
I

.
―
I

00.0

20.9

12.1

19.1

13.8

　

5.3

21.6

26.3

100.0

△

△

△

△

増
-

　

31

　

53

　

2

162

　

31

130

　

19

270

増

況

　

比
一
減

936

368

773

408

591

817

622

107

　

減
-
3 004

1798

7 579

4 631

2 948

11446

10 074

15 147

比

心

△

£X

a

－309－

額

額

8
8
0
1
7
4
3
0

1
9
1
0
1
8
7
0

1
1

　
　

６
１
４

　
　

０

19.8

n.9

50.0

30.6

19.5

75.6

66.5

100.0

△

△

△

△

(単位

　

百万円・％)

　

較

一
増減率

;
I
3

Ｃ
Ｔ
)

L
f
ｔ

I
r
-
^

Ｉ
C
T
>

(
£
>

　

Ｉ

　

一

　

一

<
^

(
N
l

L
O

１
１

18.7

19.7

　

8.9

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率

3,3

＆

　

△

　

△

△

　

4.8

　

1.8

15.8

16.8

6.0

9.3

0.6

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

箔訟肇

　　

99 210　　　21.4△　　6 779 △　　44.8 '^　　6.8△　　15.1

　　

363 862　　　　78.6　　　　21 926　　　　144.8　　　　　6.0　　　　　5.9

　　

463 072　　　　100.0　　　　15 147　　　　100.0　　　　　3.3　　　　　0.6

・ ７

　

－ 〃 －

　

●



その３

　

財源内訳

第46表

　

労 働 費

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府
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計
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財

　

源

　

等

　　

143 409　53.7　　104 141　47.6　　249 738　52.2

　

合

　　　　　　　

計

　　　

266 907　100.0　　218 851　100.0　　478 219　100.0

第47表

　

失 業

　　

対 策

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成
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計

　　

額
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件

　　　　

費

　　　

2 248　　6.5　　　3 367　　5.7　　　5 615　　6.1

失業対策事業費

　　

26 591　77.2　　54 439　92.8　　81030　87.7

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

20 498　59.5　　38 763　66.1　　59 261　64.1

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

6 094　　17.7　　15 676　　26.7　　21769　　23.6

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

5 623　　16.3　　　　881　　1.5　　　5 786　　6.2

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

34 462　100.0　　　58 687　100.0　　　92 431　100.0

その１

　

日的別内訳

第48表

　

農 林

　　

水 産
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費
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畜

　　

産

　　

業

　　

費
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合

　　　　　　　

計

　　　

3 819 127　100.0　2 101 037　100.0　5 136 003　100.0
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性質別内訳

第48表
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費
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補

　　

助

　　

費

　　

等
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単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

452 151　11.8　　561152　26.7　　832 003　16.2

　

国直轄事業負担金

　　

167 775　　4.4　　　5 832　　0.3　　173 607　　3.4

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　

100035

　　

4.8

　　　

－

　　

－

そ

　　　

の

　　　

他

　　

228 886　　5.9　　107010　　5.0　　335 180　　6.5

　

合

　　　　　　　

計

　　　

3 819 127　100.0　2 101 037　100.0　5 136 003　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

1 292 201　　33.8　　62 259　　3.0　1 354 460　　26.4
都道府県支出金

　　　

－

　　

－

　

591487

　

28.2

　　　

－

　

一

分担金、負担金、寄附金

　　

231945

　　

6.1

　　

72 462　　3.4　　199 674　　3.9
地

　　　

方

　　　

債

　　

455 905　11.9　　151 901　　7.2　　601 649　11.7

その他特定財源

　　

282 943　7.5　134 258　6.4　408 253　7.9
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

1 556 133　　40.7　1 088 670　　51.8　2 571 967　　50.1

　

合

　　　　　　　

計

　　

3 819 127　100.0　2 101 037　100.0　5 136 003　100.0

第49表

　

農 業 費

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

246 830　32.7　　244 192　34.9　　491022　39.7
物

　　　

件

　　　

費

　　

49 596　　6.6　　54 700　　7.8　　104 296　　8.4
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

147 606　19.6　　83 497　11.9　　179 290　14.5
普通建設事業費

　

232 853　30.9　282 204　40.3　349 006　28.2

　

う補助事業費

　

129 277　17.1　153 106　21.9　170 736　13.8

　

ち
{

単独事業費

　　

103 576　13.7　125 814　18.0　178 270　14.4

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

77 460　10.2　　35 785　　5.1　　112 636　　9.2

　

合

　　　　　　　

計

　　　

754 345　100.0　　700 378　100.0　1 236 250　100.0
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業

　　

費 の

　

状

度
額

年２
計

成平
純

の

　

762 041

　

203 868

　

342 142

3 326 298

2 399 829

　

762 938

　

163 531

　　　

－

　

325 585

4 959 934

状

度
額

年２
計
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純

(
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I
―
I

7
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T
>

ｔ
-
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1
-
I

L
r
t
　
i
n
　
0

1
1
1

1153 076

４
１
Ｃ
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一
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４
Ｃ
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一

　

一
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７
０
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L
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｛
０
４
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C
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響
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響
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8
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7
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0
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l
o
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T
-
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―
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00.0

況（つづき）

　　　

比

増
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C
Z
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―
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況
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比
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額
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6 922

　

8 240
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22 497

11325

83 174

－313－

　

5.5

100.0
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27

100.0

(単位
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較

増減率
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(単位
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較
一
増減率

　
　
　
　
　
　
　
　

△

　
　

△

0
1
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2
0
4
り
乙

　

一

　

一

　

ｆ
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4
7
4
2
0
4
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1
1
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n
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一
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一

　

一

　

一

　

一

　

一

5
0
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0
4

　
　

1

　

1

　

C
T
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i
-
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5.3

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

箔集肇

　

1 301410　　　26.2　　　53 050　　　30.1　　　4.1△　　0.4

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

216 650　　　　4.4△　　16 976 △　　　9.6△　　　7.8 "　　　6.1

　　

593 516　　　　12.0　　　　　8 133　　　　　4.6　　　　　1.4　　　　　1.2

　　

388 238　　　　7.8　　　　20 015　　　　11.4　　　　5.2　　　　6.2

　

2 460 120　　　　49.6　　　　Ill 847　　　　63.5　　　　　4.5　　　　　6.1

　

4 959 934　　　　100.0　　　　176 069　　　　100.0　　　　　3.5　　　　　3.2

－ － ＝ － －

　

■

｜｜

｜

｜

｜



第50表

　

畜 産 業

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

52 117　　32.2　　　8 937　　10.6　　61054　　27.8

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

17 079　　10.6　　　9 206　　11.0　　26 285　　12.0
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

17 936　11.1　　14 322　17.0　　27 454　12.5
普通建設事業費

　　

61173

　

37.8

　　

42 373　50.4　　82 408　37.5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

27 969　17.3　　23 892　28.4　　37 165　16.9

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

30 371　18.8　　16 438　19.6　　41884　19.1

　

国直轄事業負担金

　　　

2 833　　1.8　　　526　　0.6　　　3 360　　1.5

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

1517

　　

1.8

　　　

－

　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

13 428　　8.3　　　9184　　11.0　　22 590　　10.2

　

合

　　　　　　　

計

　　　

161733

　

100.0

　　

84 022　100.0　　219 791　100.0

第51表

　

農 地 費

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

44 420　　2.8　　43 646　　5.5　　88 067　　4.3
普通建設事業費

　

1496 701　92.9　624 493　79.2　1 798 369　87.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

1215 918　　75.5　　252 282　　32.0　1 287 066　　62.5

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

126 591　　7.9　　291 041　36.9　　351817　17.1

　

国直轄事業負担金

　　

154 193　　9.6　　　5 294　　0.7　　159 486　　7.7

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

75 875　　9.6　　　－　　－
そ

　　　

の

　　　

他

　　

70 252　　4.3　　120 810　15.3　　172 143　　8.3

　

合

　　　　　　　

計

　　

1 611373　100.0　　788 949　100.0　2 058 579　100.0

第52表

　

林 業 費

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

71410

　　

8.9

　　

21453

　　

7.1

　　

92 862　　9.5
普通建設事業費

　　

603 065　75.0　235 999　78.5　724 809　73.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

469 153　58.4　　131149　43.6　　526 898　53.7

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

127 096　15.8　　100 032　33.3　　191 090　19.5

　

国直轄事業負担金

　　　

6 816　　0.8　　　　5　　0.0　　　6 821　　0.7

　

県営事業負担金

　　　　

－

　　

－

　　

4 812　　1.6　　　－　　－
そ

　　　

の

　　　

他

　　

129 246　16.1　　43 297　14.4　　163 171　16.6

　

合

　　　　　　

計

　　　

803 721　100.0　　300749　100.0　　980842　ioo.g
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費

の

の

の

状

状

状 況

況

況

－315－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

篇急粟

　　

88 918　　　　9.3　　　　　3 944　　　　19.9　　　　4.4　　　　5.5

　　

702 360　　　　73.1　　　　22 449　　　113.5　　　　3.2　　　　2.7

　　

522 936　　　　54.4　　　　　3 962　　　　20.0　　　　0.8　　　　0.6

　　

171 522　　　　17.8　　　　19 568　　　　99.0　　　　11.4　　　　9.5

　　

7 902　　　0.8△　　1081△　　5.5△　　13.7　　　4.7

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

169 792　　　17.6△　　6 621 △　　33.4△　　3.9　　　13.5

　　

961070

　　　　

100.0

　　　　　

19 772　　　　100.0　　　　　2.1　　　　　4.7

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

箔急粟

　　

83 411　　　　　4.1　　　　　4 656　　　　10.4　　　　　5.6　　　　　7.0

　

1789 189　　　　88.9　　　　　9 180　　　　20.4　　　　　0.5　　　　　0.4

　

1 309 273　　　　65.0 -　　　22 207 △　　　49.4△　　　　1.7△　　　2.3

　　

331633

　　　　

16.5

　　　　

20 184　　　　44.9　　　　6.1　　　　7.5

　　

148 284　　　　　7.4　　　　　11202　　　　24.9　　　　　7.6　　　　11.7

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

一

　　

141 061　　　　7.0　　　　31082　　　　69.2　　　　22,0　　　　5.9

　

2 013 661　　　　100.0　　　　　44918　　　　100.0　　　　　2.2　　　　　1.1

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

箔姦粟

　　　

58 301　　　　26.6　　　　　2 753　　　　857.6　　　　　4.7　　　　　6.5

　　　

25 203　　　　11.5　　　　　1082　　　　337.1　　　　　4.3　　　　　6.2

　　　

26 575　　　　12.1　　　　　879　　　273.8　　　　3.3　　　　4.7

　　　

83 420　　　　38.0 a　　　　1012 △　　315.34　　　　1.2　　　　　4.3

　　　

37 540　　　17.1△　　　　375△　　116.8 -　　　1.0　　　　3.2

　　　

42 554　　　　19.4 ^　　　　　670△　　208.7△　　　　1.6　　　　　5.3

　　　

3 326　　　　　1.5　　　　　　34　　　　10.6　　　　　1.0　　　　　4.1

　　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

25 971　　　　11.8 a　　　　3 381 △　　1053.2心　　　13.0　　　　25.4

　　

219 470　　　　100.0　　　　　　321　　　　100.0　　　　　0.1　　　　　7.3



第53表

　

水 産 業

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

50 778　10.4　　11033　　4.9　　61811　　9.6

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

17 932　　3.7　　　5 127　　2.3　　23 060　　3.6

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　　

21885

　　

4.5

　　　

9 076　　4.0　　28 932　　4.5

普通建設事業費

　

351 008　71.9　182 247　80.3　460 934　72.0

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

282 558　57.9　　139 868　61.6　　388 051　60.6

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

64 517　13.2　　27 826　12.3　　68 943　10.8

　

国直轄事業負担金

　　　

3 933　　0.8　　　　6　　0.0　　　3 940　　0.6

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

14 547　　6.4　　　－　　－

そ

　　　

の

　　　

他

　　

46 350　　9.5　　19 456　　8.5　　65 803　10.3

　

合

　　　　　　　

計

　　　

487 953　100.0　　226 939　100.0　　640 540　100.0

その１

　

性質別内訳

第54表

　

商 工 費

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

111 094　　4.3　　Ill 598　　8.0　　222 692　　5.7

物

　　　

件

　　　

費

　　

49 989　　1.9　　82 628　　5.9　　132 617　　3.4

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

210 835　　8.2　　122 684　　8.8　　313 824　　8.0

普通建設事業費

　

209 792　8.2　322 142　23.0　509 540　13.0

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

25 599　　1.0　　11735　　0.8　　35 681　　0.9

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

184 193　　7.2　　309 746　22.1　　473 859　12.1

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

661

　　

0.0

　　　

－

　　

一

貸

　　　　

付

　　　　

金

　

1 894 239　　73.8　　632 994　　45.1　2 522 838　　64.3

そ

　　　

の

　　　

他

　　

89 099　　3.6　　130 048　　9.2　　219 145　　5.6

　

合

　　　　　　　

計

　　

2 565 048　100.0　1 402 094　100.0　3 920 656　100.0

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　　

16 855　　0.7　　24 159　　1.7　　41015　　1.0
分担金、負担金、寄附金

　　　

2 066　　0.1　　　5 118　　0.4　　　4 066　　0.1

地

　　　

方

　　　

債

　　

208 349　　8.1　　122 072　　8.7　　326 048　　8.3

諸

　　　　

収

　　　　

入

　

1 628 444　　63.5　　627 271　　44.7　2 250 859　　57.4

その他特定財源

　　

140 197　5.4　117 342　8.4　232 320　6.0
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

569 137　　22.2　　506 132　　36.1　1 066 348　　27.2

　

合

　　　　　　

計

　　

2 565 048　100.0　1 402 094　100.0　3 920 656　100.0
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その１

　

日的別内訳

第55表

　

土 木 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

土

　

木

　

管

　

理

　

費

　　

417 323　　4.4　　902 606　　9.0　1 309 755　　6.9

道路橋

　

り

　

ょ

　

う費

　

3 330 953　35.3　2 701 173　27.0　5 941 840　31.1

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　

2 044 248　　21.7　　408 588　　4.1　2 412 096　　12.6

港

　　　

湾

　　　

費

　　

484 897　　5.1　　281961　　2.8　　725 205　　3.8

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　

2 119 086　　22.5　4 708 162　　47.0　6 705 022　　35.1

住

　　　　

宅

　　　　

費

　　

927 924　　9.8　1 008 455　　10.1　1900 478　　9.9

空

　　　　

港

　　　　

費

　　

103 135　　1.1　　　8 334　　0.1　　106 656　　0.6

　

合

　　　　　　　

計

　　　

9 427 565　100.0　10 019 279　100.0　19 101 052　100.0

その２ 性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

276 375　　2.9　　676 296　　6.7　　952 671　　5.0
物

　　　

件

　　　

費

　　

100 693　　1.1　　291407　　2.9　　392 099　　2.1
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

289 239　　3.1　　348 204　　3.5　　637 443　　3.3

普通建設事業費

　

7 564 504　80.2　6 285 012　62.7 13 551 800　70.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

3 347 798　　35.5　1 676 059　　16.7　5 008 422　　26.2

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

3 439 165　　36.5　4 349 475　　43.4　7 677 939　　40.2

　

国直轄事業負担金

　　

777 541　　8.2　　87 898　　0.9　865 439　　4.5

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　

171580

　　

1.7

　　　

－

　　

－
貸

　　　

付

　　　

金

　　

601775

　　

6.4

　　

541 364　　5.4　1 136 050　　5.9
繰

　　　　

出

　　　　

金

　　

197 336　　2.1　1 166 915　　11.6　1 364 251　　7.1

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

397 643　　4.2　　710 081　　7.2　1 066 738　　5.7

　

合

　　　　　　　

計

　　

9 427 565　100.0　10 019 279　100.0　1 9 101 052　100.0

その３

　

財源内訳
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庫
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－

　

－
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使

　

用
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数

　

料
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分担金、負担金、寄附金

　　

257 979　　2.7　　91331　　0.9　　182 614　　1.0

地

　　　　

方

　　　　

債

　

2 109 107　　22.4　1 657 400　　16.5　3 700 013　　19.4

その他特定財源

　　

973 813　10.3　1 147 358　11.4　2 078 089　10.9

一

　

般

　

財

　

源

　

等
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合

　　　　　　　

計

　　　

9 427 565　100.0　10 019 279　100.0　19 101 052　100.0
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第56表

　

道

　

路

　

橋

　

り よ

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

53 276　　1.6　　146 315　　5.4　　199 591　　3.4
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

158 399　　4.8　　227 485　　8.4　　385 884　　6.5
普通建設事業費

　

3 015 825　90.5　2 209 667　81.8　5 137 765　86.5

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

1104 956　　33.2　　336 294　　12.4　1 441 085　　24.3

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

1466 791　　44.0　1 757 773　　65.1　3 197 168　　53.8

　

国直轄事業負担金

　　

444 078　13.3　　55 434　　2.1　　499 511　　8.4

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

60 166　　2.2　　　－　　－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

103 453　　3.1　　117 706　　4.4　　218 600　　3.6

　

合

　　　　　　　

計

　　

3 330 953　100.0　2 701 173　100.0　5 941 840　100.0

第57表

　

河 川

　　

海 岸

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

27 355　　1.3　　20 684　　5.1　　48 039　　2.0
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

28 281　　1.4　　15 043　　3.7　　43 324　　1.8
普通建設事業費

　

1971 028　96.4　359 591　88.0　2 291 272　95.0

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

1 276 387　　62.4　　107 278　　26.3　1 371 387　　56.9

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

421 664　20.6　　236 822　58.0　　646 712　26.8

　

国直轄事業負担金

　　

272 977　13.4　　　196　　0.0　　273 173　11.3

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

15 296　　3.7　　　－　　－
そ

　　　

の

　　　

他

　　

17 584　　0.9　　13 270　　3.2　　29 461　　1,2

　

合

　　　　　　　

計

　　

2 044 248　100.0　　408 588　100.0　2 412 096　100.0

第58表

　

港 湾 費

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

12 256　　2.5　　20 740　　7.4　　32 996　　4.5
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

6 899　　1.4　　　5 242　　1.9　　　12 141　　1.7
普通建設事業費

　

413 747　85.3　216 739　76.9　597 388　82.4

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

277 627　57.3　　85 783　30.4　　363 411　50.1

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

90 408　18.6　　77 111　27.3　　157 972　21.8

　

国直轄事業負担金

　　

45 712　　9.4　　30 293　10.7　　76 005　10.5

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

23 551　　8.4　　　－　　－
そ

　　　

の

　　　

他

　　

51995

　

10.8

　　

39 240　13.8　　82 680　11.4

　

合

　　　　　　　

計

　　　

484 897　100.0　　281961　100.0　　725 205　100.0
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その１

　

日的別内訳

第59表

　

都 市

　　

計 画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

街

　　　　

路

　　　　

費

　

1 044 797　　49.3　1 041371　　22.1　2 029 103　　30.3
下

　　

水

　　

道

　　

費

　　

288 406　　13.6　1 294 575　　27.5　1 568 678　　23.4
公

　　　　

園

　　　　

費

　　

339 294　　16.0　1 178 300　　25.0　1 502 017　　22.4
区

　

画

　

整

　

理

　

費

　

等

　　

446 589　　21.1　1 193 916　　25.4　1 605 224　　23.9

　

合

　　　　　　　

計

　　

2 119 086　100.0　4 708 162　100.0　6 705 022　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

24 147　　1.1　　217 326　　4.6　　241 474　　3.6
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

24 694　　1.2　　42 127　　0.9　　66 821　　1.0
補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

195 675　　9.2　　442 296　　9.4　　628 271　　9.4
普通建設事業費

　

1 565 982　73.9　2 824 622　60.0　4 282 446　63.9

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

375 985　　17.7　　760 813　　16.2　1 135 774　　16.9

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

1184 185　　55.9　1 994 690　　42.4　3 139 983　　46.8

　

国直轄事業負担金

　　　

5 812　　0.3　　　876　　0.0　　　6 689　　0.1

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　

68 243　　1.4　　　－　　一
繰

　　　

出

　　　

金

　　

78 989　　3.7　　786 414　16.7　　865 403　12.9
そ

　　　

の

　　　

他

　　

229 599　10.9　　395 377　　8.4　　620 607　　9.2

　

合

　　　　　　　

計

　　

2 119 086　100.0　4 708 162　100.0　6 705 022　100.0

第60表

　

住 宅 費

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

21573

　　

2.3

　　

49 693　　4.9　　71265　　3.7
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

68 564　　7.4　　56 810　　5.6　　125 374　　6.6
普通建設事業費

　

494 673　53.3　624 694　61.9　1099 100　57.8

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

275 956　29.7　　382 140　37.9　　656 494　34.5

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

218 716　23.6　　242 210　24.0　　442 607　23.3

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

345

　　

0.0

　　　

－

　　

－
貸

　　　

付

　　　

金

　　

257 051　27.7　　171 985　17.1　　427 363　22.5
そ

　　　

の

　　　

他

　　

86 063　　9.3　　105 273　10.5　　177 376　　9.4

　

合

　　　　　　　

計

　　　

927 924　100.0　1 008 455　100.0　1 900 478　100.0

－322－



費 の

度
額

年２
計

成平
純

の

　

223 083

　

59 090

　

591145

3 762 696

1094 136

2 662 507

　　

6 053

　　　

－

　

789 140

　

562 778

　

5 987 932

状

度
額

年２
計

成平
純

6
8
1
5

　

１

966 103
596 938
369 166

　　

－
369 028
198 062

717 114

状

7
0
9
8
3
5
1

　

一
Ｉ
Ｉ
－
ゆ
一
一

3
1
9
2
8
4
0

　
　
　
　
　

t
o

I
―
(
"
≪
!
＊

　

13.2

　

9.4

100.0

　

－

21.5

11.5

100.0

ａ

況

増

　

18

　　

7

　

37

　

519

　

41

　

477

減

391
731
126
750
638
476
636

76 263
57 829

717 090

比

額

　　　

比

増

　

減

　

額

C
v
l
<
？
>
Ｃ
Ｏ

Ｏ
Ｏ

^

C
O

I
r
t
C
-
-

I
T
J
C
Ｓ
J

１

ヤ
Ｌ

“
゛
一
3
3
6
8

183 364

－323－
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Ｏ
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１

　
　

０
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i
L
f
5
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-
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Ｉ
一
一
一
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1
I
r
t

C
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C
V
J
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7
り
ａ
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100.0

△

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率

　
　
　
　
　
　
　

△

2
1
3
8
8
9
ｒ
Ｄ

　

ｌ
一
一
一
一
ゆ
曾

8
3
6
3
3
7
0

　
　

－
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6
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7
6
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一
一
一
一
一
1
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0
2
7
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－
１
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10.8

(単位
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較
一
増減率
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１

　

C
Ｍ

G
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O

■
^
―

ｒ
Ｄ
｛
ｎ
ｙ

　

９

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

紫雲粟

　

1822 447　　　　30.4　　　　206 656　　　　28.8　　　　11.3　　　　15.2

　

1441 771　　　　24.1　　　　126 907　　　　17.7　　　　8.8　　　　3.2

　

1 308 030　　　　21.8　　　　193 987　　　　27.1　　　　14.8　　　　　9.2

　

1 415 683　　　　23.6　　　　189 541　　　　26.4　　　　13.4　　　　15.4

　

5 987 932　　　100.0　　　　717 090　　　100.0　　　　12.0　　　　10.8
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その１

　

性質別内訳

第61表

　

消 防 費

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

159 965　71.5　886 014　67.2　1 045 979　70.0
物

　　　

件

　　　

費

　　

12 521　　5.6　　110 408　　8.4　　122 929　　8.2
普通建設事業費

　　

43 152　19.3　220 704　16.7　263 057　17.6

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

1115

　　

0.5

　　

40 399　　3.1　　41513　　2.8

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

42 038　18.8　　179 586　13.6　　221 544　14.8

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

719

　　

0.1

　　　

－

　　

－

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

7 950　　3.6　　101873　　7.7　　62 419　　4.2

　

合

　　　　　　　

計

　　　

223 588　100.0　1 318 999　100.0　1 494 384　loo.g

その２ 財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

660

　　

0.3

　　

14 711　　1.1　　15 371　　1.0
地

　　　　

方

　　　　

債

　　　

2 625　　1.2　　100 141　　7.6　　99 062　　6.6
その他特定財源

　　

32 966　14.7　　62 384　4.7　　37 646　2.6
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　

187 337　　83.8　1141 763　　86.6　1 342 305　　89.8

　

合

　　　　　　　

計

　　　

223 588　100.0　1 318 999　100.0　1 494 384　100.0

　　　　　　

第62表

　

警

　

察

　

費

　

の

　

状

その１

　

性質別内訳

況

　

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　

平成3年度

　　　

平成2年度

　　　　

比

　　　　　　　

較

　　

区

　　　

分

　　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　

増

　

減

　

額

　

増減率素謡

人

　　

件

　　

費

　

2 222 188　80.0　2 113 508　80.5 108 680　70.5　　5.1　　6.6
物

　　

件

　　

費

　

215 186　7.7　198 495　7.6　16 691　10.8　　8.4　10.5
補

　

助

　

費

　

等

　　

19 503　0.7　　18 944　0.7　　559　0.4　　3.0　　6.7
普通建設事業費

　　

296 370　10.7　275 801　10.5　20 569　13.3　　7.5　16.3
そ

　　

の

　　

他

　　

26 202　0.9　　18 477　0.7　7 725　5.0　41.8　　2.9

　

合

　　

計

　

2 779 449 100.0 2 625 225 100.0 154 224 100.0　5.9　7.8

その２ 財源内訳 (単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　

平成３年度

　　　

平成２年度

　　　　

比

　　　　　　　

較

　

区

　　　　

分

　　　

純

　

計

　

額

　　　

純

　

計

　

額

　　

増

　

減

　

額

　

増減率素裴

国庫支出金

　　

54 353　2.0　51379　2.0　2 974　1.9　5.8　8.6
使用料、手数料

　　

122 687　4.4　Ill 161　4.2　11526　7.5　10.4　　9.9
諸

　　

収

　　

入

　　　

5 749　0.2　　　4 414　　0.2　　1335　　0.9　30.2△22.4
その他特定財源

　　

82 674　3.0　　63 539　2.4　19 135　12.4　30.1　15.9
一般財源等

　

2 513 986　90.4 2 394 732　91.2 n9 254　77.3　　5.0　7.5

　

合

　　

計

　

2 779 449 100.0 2 625 225 100.0 154 224 100.0　5.9　7.8

－324－
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978 255
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231 343
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193 782

　　

－
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1 381 921
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第63表

況

増

-

　

67

　

9

　

31

　

3

　

27

　

3

　

112

　

減

-
724

381

714

952
762

　

－
644

463

比

額

　　　

比

増

　

減

　

額

　

1 146

14 359

　

1577
95 381

112 463

O
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s
l
L
O

I
＞
-

Ｃ
Ｏ

^
Ｓ

　

…
・

ｊ
一
ｊ

・

0
8
8
3
4

　

3
0

t
o

C
S
l

Ｃ
v
l

^
３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

１

100.0

増
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較
一
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り
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D

(単位
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較
一
増減率

警察職員数の推移
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L
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Ｃ
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一
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8
0
7
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0

　

2
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乙
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Ｏ
Ｏ
Ｃ
Ｄ
Ｏ
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一
Ｉ
響
－

C
O
C
X
D

t
ｏ

Ｃ
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１
１

9.5

(単位

　

人)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

地

　　

方

　　

警

　　

察

　　

職

　　

員
区

　　　　

分

　

地方警務官

　　　　　　　　　　　　　　　

警

　

察

　

官

　

事務職員

　　　

計

昭

　

和

　

36

　

年

　　　　　　

280

　　　　

129482　　　　19 833　　　　149315

　　　　

58

　　　　　　　　

557

　　　　

215138　　　　29 909　　　　245047

　　　　

59

　　　　　　　　

561

　　　　

216 294　　　　29 796　　　　246090

　　　　

60

　　　　　　　　

564

　　　　

216269　　　　29 798　　　　246067

　　　　

61

　　　　　　　　

564

　　　　

216836　　　　29 725　　　　246561

　　　　

62

　　　　　　　　

564

　　　　

218466　　　　29 832　　　　248298

　　　　

63

　　　　　　　　

564

　　　　

220 393　　　　29 847　　　　250240
平

　

成

　

元

　

年

　　　　　　

566

　　　　

220848　　　　29 757　　　　250605

　　　　

2

　　　　　　　　

566

　　　　

220786　　　　29 727　　　　250513

　　　　

3

　　　　　　　　

566

　　　　

222 047　　　　29 980　　　　252027

　　　　

4

　　　　　　　　

566

　　　　

222 388　　　　30 118　　　　252506

曲

　

１

　

地方警務官は警察庁調、その他は自治省調による。

　　

２

　

昭和36年は５月31日現在、58～4年は４月１日現在の職員数である。

　　　　

ただし、地方警務官数については、58年は４月５日、59年は４月11日、60年

　　　

は４月６日、61年は４月５日、62年は５月21日、63年は４月８日、平成元年は

　　　

５月29日、２年は６月８日、３年は４月12日、４年は４月11日現在の職員数で

　　　

ある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－325－
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その１

　

日的別内訳

第64表

　

教 育 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

小

　　

学

　　

校

　　

費

　

3 525 094　　31.5　1 570 484　　24.5　5 091 132　　29.1
中

　　

学

　　

校

　　

費

　

2 171670　　19.4　1 053 530　　16.5　3 221 587　　18.4
高

　

等

　

学

　

校

　

費

　

2 458 980　　22.0　　189 496　　3.0　2 647 307　　15.1
社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　

326 343　　2.9　1 321 030　　20.6　1 626 062　　9.3
保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　

174 840　　1.6　1 334 037　　20.8　1 490 075　　8.5
大

　　　

学

　　　

費

　　

193 154　　1.7　　74 787　　1.2　　267 723　　1.5
特

　

殊

　

学

　

校

　

費

　　

527 765　　4.7　　33 116　　0.5　　560 552　　3.2
幼

　　

稚

　　

園

　　

費

　　　

1466

　　

0.0

　　

237 844　　3.7　　237 963　　1.4
教

　

育

　

総

　

務

　

費

　

1 797 663　　16.1　　583 972　　9.1　2 343 735　　13.4

　

合

　　　　　　　

計

　　

11 176 975　100.0　6 398 296　100.0　17 486 136　100.0

その２

　

性質別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　

9 249 097　　82.8　1 802 815　　28.2　11 051 913　　63.2
物

　　　　

件

　　　　

費

　　

401405

　　

3.6

　

1 285 815　　20.1　1 687 220　　9.6
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

32 424　　0.3　　126 710　　2.0　　159 135　　0.9
扶助費、補助費等

　　

664 339　　5.9　325 516　　5.1　923 025　5.3
普通建設事業費

　　

707 419　　6.3　2 655 002　41.5　3 344 931　19.1

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　

82 543　　0.7　　675 982　10.6　　758 317　　4.3

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　

624 876　　5.6　1 978 541　　30.9　2 586 613　　14.8

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

479

　　

0.0

　　　

－

　　

－
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　

122 291　　1.1　　202 438　　3.1　　319 912　　1.9

　

合

　　　　　　　

計

　　

11 176 975　100.0　6 398 296　100.0　17 486 136　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

3 059 517　　27.4　　290 820　　4.5　3 350 337　　19.2
都道府県支出金

　　　

－

　　

－

　　

63 828　1.0　　　－　一
使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

341 046　　3.1　　104 304　　1.6　　445 351　　2.5
分担金、負担金、寄附金

　　　

5 266　　0.0　　53 048　　0.8　　48 676　　0.3
地

　　　　

方

　　　　

債

　　

227 916　　2.0　　832 845　　13.0　1026 147　　5.9
その他特定財源

　　

165 287　1.5　431 644　6.9　593 582　3.3
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

7 377 943　　66.0　4 621807　　72.2　12 022 043　　68.8

　

合

　　　　　　　

計

　　

11 176 975　100.0　6 398 296　100.0　17 486 136　100.0
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第65表

　

小 学 校

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　

3 490 761　　99.0　　227 820　　14.5　3 718 581　　73.0
物

　　　

件

　　　

費

　　

31737

　　

0.9

　　

354 067　22.5　　385 804　　7.6
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

－

　　

－

　　

57 739　　3.7　　57 739　　1.1
普通建設事業費

　　　

104

　

0.0

　

865 396　55.1　865 390　17.0

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　　

6

　　

0.0

　　

332 831　21.2　　332 838　　6.5

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　

98

　　

0.0

　　

532 561　33.9　　532 552　10.5

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　　

4

　　

0.0

　　　

－

　　

－
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

2 492　　0.1　　65 462　　4.2　　63 618　　1.3

　

合

　　　　　　　

計

　　　

3 525 094　100.0　1 570 484　too.o　5 091 132　100.0

第66表

　

中 学 校

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　

2 147 170　　98.9　　113 730　　10.8　2 260 900　　70.2
物

　　　

件

　　　

費

　　

23 010　　1.1　　221 768　21.0　　244 778　　7.6
維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

－

　　

－

　　

33 633　　3.2　　33 633　　1.0
普通建設事業費

　　　

288

　

0.0

　

622 377　59.1　622 382　19.3

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　　

5

　　

0.0

　　

233 316　22.1　　233 321　　7.2

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

283

　　

0.0

　

389 061　36.9　　389 061　12.1

　

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

一

　　

一
そ

　　　

の

　　　

他

　　　

1202

　　

0.0

　　

62 022　　5.9　　59 894　　1.9

　

合

　　　　　　　

計

　　

2 171 670　100.0　1 053 530　100.0　3 221 587　10･0,0

第67表

　

高 等

　　

学 校

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道府

　

県

　

市

　

町

　

村

　

純

　

計

　

額・

人

　　　　

件

　　　　

費

　

1 948 847　　79.3　　128 661　　67.9　2 077 508　　78.5
物

　　　

件

　　　

費

　　

162 122　　6.6　　15 265　　8.1　　177 387　　6.7
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持

　

補

　

修

　

費

　　

22 089　　0.9　　2 123　　1.1　　24 213　　0.9
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事
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－

　　

－
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計
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第68表

　

社 会

　　

教 育

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

58 413　17.9　　350 786　26.6　　409 199　25.2

物

　　　

件

　　　

費

　　

61 384　18.8　　269 974　20.4　　331 358　20.4

普通建設事業費

　　

146 172　44.8　572 224　43.3　710 772　43.7

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費
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単

　

独

　

事

　

業
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－

　　

－
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0.0

　　　

－
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他
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合

　　　　　　　

計

　　　

326 343　100.0　1 321 030　100.0　1 626 062　100.0

第69表

　

保 健

　　

体 育

　　　　　　　　　　　　　　

平
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年

　　　

度
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費
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３
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O

　

i
ｒ
>

-
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１

ａ

ａ

△

増

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
減率

t
o

Ｃ
Ｄ

L
f
i

C
T
l

　

一

　
　

ｌ

　
　

ｐ

　
　

Ｉ

７

　

１

　

t
o

i
-
Ｈ

　
　
　

１

　

１

18.3

　

－

　

0.4

11.0

９

７

12.2

17.3

(単位

　

百万円・％)

　

較

一
増減率

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

９

　

０

　

４

　

９

　

０
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８
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ｒ
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L
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L
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t
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t
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1
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ｊ

1
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1
9

13.2

10.2

16.6
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その１

　

総 括

第70表

　

性

　

質

　

別

　

歳

　

出

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

人

　　　　

件

　　　　

費

　

14 137 757　　31.3　9 205 850　　21.2　23 343 606　　27.9

物

　　　　

件

　　　　

費

　

1 520 842　　3.4　4 096 479　　9.4　5 617 321　　6.7

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　

386 187　　0.9　　634 112　　1.5　1 020 298　　1.2

扶

　　　　

助

　　　　

費

　

1 229 499　　2.7　3 162 875　　7.3　4 392 374　　5.2

補

　　

助

　　

費

　　

等

　

5 704 076　　12.6　2 439 190　　5.6　4 912 530　　5.9

普通建設事業費

　

12 419 921　27.5 13 294 047　30.6 24 514 547　29.3

う

　

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

5 780 973　　12.8　3 485 548　　8.0　8 802 014　　10.5

ち

|

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

5 693 633　　12.6　9 438 620　　21.8　14 673 488　　17.5

災害復旧事業費

　

566 563　1.3　368 776　0.9　826 204　1.0

失業対策事業費

　　

26 591　0.1　　54 439　0.1　　81030　0.1

公

　　　　

債

　　　　

費

　

3 206 018　　7.1　3 750 246　　8.6　6 819 759　　8.1

積

　　　　

立

　　　　

金

　

2 227 334　　4.9　2 449 573　　5.6　4 676 907　　5.6

投資及び出資金

　

288 032　0.6　271039　0.6　559 070　0.7

貸

　　　　

付

　　　　

金

　

3 205 987　　7.1　1 469 120　　3.4　4 557 772　　5.4

繰

　　　　

出

　　　　

金

　　

299 351　　0.7　2 181 380　　5.0　2 480 731　　3.0

前年度繰上充用金

　　　　

－

　　

－

　　

4 365　　0.0　　4 365　　0.0

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　

45 218 158　100.0　43 381 489　100.0　83 806 515　100.0

　

う義務的経費

　

18 573 274　　41.1　16118 970　37.2 34 555 739　41.2

　

ち

|

投資的経費

　

13 013 075　28.8 13 717 262　31.6 25 421 781　30.3

曲

　

普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事
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決

　

算

　

額

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　

較

平成２年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

前年度増減率
純

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

鴛素市町村純計額鴛臓市町村純計額

22 267 924　28.4　　1 075 682　20.2　　4.1　　6.0　　4.8　　6.5　　7.7　　7.0

　

5 168 051　　6.6　　　449 270　　8.4　　6.8　　9.4　　8.7　11.9　　8.6　　9.5

　　

948 421　　1.2　　　71877　　1.3　　7.5　　7.6　　7.6　11.7　11.0　11.2

　

4 166 492　　5.3　　　225 882　　4.2　　6.1　　5.2　　5.4　　4.7　　2.8　　3.3

　

4 430 322　　5.6　　　482 208　　9.0　　5.9　　9.0　10.9　13.9　　4.7　　7.5

22 584 536　28.8　　1 930 011　36.2　　5.6　11.6　　8.5　　7.5　13.3　10.6

　

8 502 087　10.8　　　299 927　　5.6　　3.0　　5.2　　3.5k　0.1　　1.2　　0.4

12 991 696　16.6　　1 681 792　31.5　10.3　14.5　12.9　17.7　19.3　19.1

　　

713 791　　0.9　　112 413　　2.1　12.9　21.0　15.7　16.0　22.9　16.6

　　

88 609　　0.1△　　7 579 △　0.1△　9.5△　8.1△　8.6△17.3△15.1△15.8

　

6 508 105　　8.3　　311654　　5.8　　3.6　　5.7　　4.8　　1.3　　3.8　　2.7

　

5 082 138　　6.5△　　405 231 △　7.6△　1.6△13.1△　8.0　22.5　　4.7　11.9

　

491811

　　

0.6

　　　

67 259　　1.3　16.2　11.1　13.7　33.1　30.1　31.6

　

3 881 938　　4.9　　　675 834　12.7　16.3　18.7　17.4　11.0　12.4　11.6

　

2 132 372　　2.7　　348 359　　6.5△　5.8　20.2　16.3△47.2　　7.3△　7.0

　　　

8 705　　0.0△　　4 340 △　0.1　　－△49.9△49.9　　－△39.3△39.3

78 473 217　100.0　　5 333 298　100.0　　5.4　　7,9　　6.8　　7,8　　8.5　　7.9

32 942 521　42.0　　1 613 218　30.2　　4.1　　5.8　　4.9　　5.4　　5.8　　5.6

23 386 937　29.8　　2 034 844　38.2　　5.8　11.7　　8.7　　7.7　13.3　10.6

業費には、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
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その２

　

推 移

第70表

　

性

　

質

　

別

　

歳

　

出

　

決

　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　　　　　

算

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

昭和61年度

　　　

62年度

　　　　

63年度

　　　

平成元年度

人

　　　

件

　　　

費

　　

18 702 913　　19 175 695　　19 863 960　　20 819 143

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　

3 930 616　　　4 045 542　　　4 263 383　　　4 720 754

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

696 641　　　723 910　　　777 370　　　852 649

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　

3 822 878　　　3 871 436　　　3 905 229　　　4 033 639

普通建設事業費

　　

15 593 882　17 855 013　18 877 420　20 428 451

災害復旧事業費

　　　

660 338　　549 923　　565 127　　612 320

失業対策事業費

　　　

230 866　　131 801　　117 276　　105 273

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　

5 940 536　　　6 190 852　　　6 209 041　　　6 334 844

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　

1 259 131　　　2 032 213　　　2 772 046　　　4541 128

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

7 879 262　　　8 643 747　　　9 050 784　　10 280 815

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　　

58 717 063　　63 220 132　　66 401 636　　72 729 016

　

う義務的経費

　　

28 466 326　29 237 983　29 978 230　31187 626

　

ち
{

投資的経費

　　

16 485 087　18 536 737　19 559 822　21146 044

　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　

算

　

額

　

構

　

成

　

比

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　　

２

　　　　

３

人

　　　　

件

　　　　

費

　　　

31.9

　　　

30.3

　　　

29.9

　　　

28.6

　　　

28.4

　　　

27.9

物

　　　　

件

　　　　

費

　　　　

6.7

　　　

6.4

　　　

6.4

　　　

6.5

　　　

6.6

　　　

6.7

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　　

1.2

　　　

1.1

　　　

1.2

　　　

1.2

　　　

1.2

　　　

1.2

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　　

6.5

　　　

6.1

　　　

5.9

　　　

5.5

　　　

5.3

　　　

5.2

普通建設事業費

　　

26.6

　　

28.2

　　

28.4

　　

28.1

　　

28.8

　　

29.3

災害復旧事業費

　　

1.1

　　

0.9

　　

0.9

　　

0.8

　　

0.9

　　

1.0

失業対策事業費

　　

0.4

　　

0.2

　　

0.2

　　

0.1

　　

0.1

　　

0.1

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　

10.1

　　　

9.8

　　　

9.4

　　　

8.7

　　　

8.3

　　　

8.1

積

　　　　

立

　　　　

金

　　　

2.1

　　　

3.2

　　　

4.2

　　　

6.2

　　　

6.5

　　　

5.6

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

13.4

　　　

13.8

　　　

13.5

　　　

14.3

　　　

13.9

　　　

14.9

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　　

100.0

　

う義務的経費

　　

48.5

　　

46.2

　　

45.1

　　

42.9

　　

42.0

　　

41.2

　

ち
{

投資的経費

　　

28.1

　　

29.3

　　

29.5

　　

29.1

　　

29.8

　　

30.3
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算

　　

額 の

　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　

数

２年度

　　　　

3年度

　　　　

61

　　　

62

　　　

63

　　　

元

　　　

2

　　　

3

22267 924　　23 343606　　100　　103　　106　　111　　ｎ9　　125

　

5168 051　　　5617321　　100　　103　　108　　120　　131　　143

　

948 421　　　1020298　　100　　104　　ｎ2　　122　　136　　146

　

4 166 492　　　4392 374　　100　　101　　102　　106　　109　　ｎ5

22584 536　　24 514 547　　100　　115　　121　　131　　145　　157

　

713 791　　　　826204　　100　　　83　　　86　　　93　　108　　125

　　

88 609　　　　81 030　　100　　　57　　　51　　　46　　　38　　　35

　

6 508105　　　6819759　　100　　104　　105　　107　　110　　115

　

5 082138　　　4676 907　　100　　161　　220　　361　　404　　371

10 945150　　12 514 469　　100　　110　　115　　130　　139　　159

78 473217　　83 806 515　　100　　108　　113　　124　　134　　143

32 942521　　34 555 739　　100　　103　　105　　110　　116　　121

23 386937　　25 421 781　　100　　112　　119　　128　　142　　154

　　　　

増

　

減

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　　　　　　　

増

　　　　

減

　　　　

率

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　　

3

　

29.3

　

10.5

　

21.6

　

15.1

　

25.2

　

20.2

　　

4.0

　　

2.5

　　

3.6

　　

4.8

　　

7.0

　　

4.8

　

6.6

　　

2.6

　　

6.8

　　

7.2

　　

7.8

　　

8.4

　　

4.3

　　

2.9

　　

5.4

　

10.7

　　

9.5

　　

8.7

　

0.5

　　

0.6

　　

1.7

　　

1.2

　　

1.7

　　

1.3

　　

1.7

　　

3.9

　　

7.4

　　

9.7

　

11.2

　　

7.6

　

4.1

　　

1.1

　　

1.1

　　

2.0

　　

2.3

　　

4.2

　　

2.7

　　

1.3

　　

0.9

　　

3.3

　　

3.3

　　

5.4

　

21.6

　

50.2

　

32.1

　

24.5

　

37.5

　

36.2

　　

3.5

　

14.5

　　

5.7

　　

8.2

　

10.6

　　

8.5

　

2.7△

　

2.5

　

0.5

　

0.7

　

1.8

　

2.1

　

11.2△16.7

　

2.8

　

8.4

　

16.6

　

15.7

　

2.6△

　

2.2△

　

0.5k

　

0.2△

　

0.3△

　

0.1

　

38.1△42.9△11.0△10.2△15.8△

　

8.6

　

8.5

　　

5.6

　　

0.6

　　

2.0

　　

3.0

　　

5.8

　　

3.6

　　

4.2

　　

0.3

　　

2.0

　　

2.7

　　

4.8

　

4.5

　

17.2

　

23.3

　

28.0

　　

9.4△

　

7.6

　　

9.4

　

61.4

　

36.4

　

63.8

　

11.9△

　

8.0

　

19.6

　

16.9

　

12.8

　

19.5

　

11.6

　

29.5

　　

6.4

　　

9.7

　　

4.7

　

13.6

　　

6.5

　

14.3

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　

100.0

　　

4.3

　　

7,7

　　

5,0

　　

9.5

　　

7.9

　　

6.8

　

41.9

　

17.1

　

23.3

　

19.1

　

30.6

　

30.2

　　

3.7

　　

2.7

　　

2.5

　　

4.0

　　

5.6

　　

4.9

　

27.0

　

45.6

　

32.2

　

25.1

　

39.0

　

38.2

　　

4.1

　

12.4

　　

5.5

　　

8.1

　

10.6

　　

8.7
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その１

　

総 括

第71表

　

一 般

　　

財 源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

純

　

計

　

額

一

　　

般

　　　

財

　　

源

　

26 971 363　100.0　25 943 965　100.0　51 680 764　100.0

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

12 937 696　48.0　10 997 675　42.4　24 597 577　47.6

　

人

　　　　

件

　　　　

費

　　

9 778 469　36.3　7 131 409　27.5　17 283 564　33.4

　

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　

470 543　　1.7　　922 336　　3.6　1 707 563　　3.3

　

公

　　　　

債

　　　　

費

　　

2 688 683　10.0　2 943 929　11.3　5 606 450　10.8

投

　

資

　　

的

　

経

　

費

　　

5 316 392　19.7　5 555 503　21.4　11 047 988　21.4

　

普通建設事業費

　

5 287 886　19.6　5 487 207　21.2 10 949 863　21.2

　

災害復旧事業費

　　

17 404　0.1　　46 090　0.2　　59 112　0.1

　

失業対策事業費

　　

11102

　

0.0

　　

22 206　0.1　　39 013　0.1

そ

　

の

　

他

　

の

　

経

　

費

　　

8 266 145　30.6　8 295 931　32.0　14 432 231　27.9

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　

26 520 233　98.3　24 849 109　95.8　50 077 796　96.9

翌年度への繰越額

　　

451130

　

1.7

　

1 094 856　4.2　1 602 968　3.1

曲「翌年度への繰越額」には、翌年度へ繰り越された事業費に充当すべき財源を含ん

その２

　

推 移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　

区

　　　　　

分

　　　

61年度充当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

61

　　　　

62

　　　　

63

　　　　

元

一

　　

般

　　

財

　　　

源

　　　

34 941 363　　　100　　　110　　　120　　　134

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　　

20 355 050　　　100　　　103　　　106　　　110

　

人

　　　

件

　　　

費

　　

13 951 816　　　100　　　103　　　106　　　112

　

扶

　　　　

助

　　　　

費

　　　

1458 113　　　100　　　103　　　104　　　104

　

公

　　　　

債

　　　　

費

　　　

4 945 121　　　100　　　104　　　105　　　107

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　

5 269 534　　　100　　　120　　　157　　　178

　

普通建設事業費

　　

5 108 218　　100　　122　　160　　182

　

災害復旧事業費

　　　

29 945　　100　　77　　98　　108

　

失業対策事業費

　　　

131 371　　100　　51　　45　　40

そ

　

の

　

他

　

の

　

経

　

費

　　　

8 145 618　　　100　　　118　　　131　　　164

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　

33 770 202　　　100　　　110　　　120　　　134

翌年度への繰越額

　　

1 171 161　　100　　107　　118　　135
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の

　　

充

都道府県

26 044 895

12 456 680

9 416 626

　

439 903

2 600 151

5 111 946

5 086 634

　

12 215

　

13 098

8 033 847

25 602 473

　

442 422

-

でいる。

当

　　

状

平

　

成

　

２

　

年

　

度

100.0

　

47.8

　

36.2

　

1.7

　

10.0

　

19.6

　

19.5

　

0.0

　

0.1

30.9

98.3

　

1.7

市

　

町

　

村

24 656 358

10 426 201

　

6 764 994

　

869 110

　

2 792 097

　

5 183 830

　

5 123 872

　　

34 595

　　

25 363

　

7 896 264

23 506 295

1150 063

100.0

　

42.3

　

27.4

　

3.5

　

11.3

　

21.0

　

20.8

　

0.1

　

0.1

32.0

95.3

　

4.7

況

純

　

計

　

額

49 441054

23 500 005

16 543 501

　

1 591410

　

5 365 093

10 476 846

10 387 388

　　

45 735

　　

43 723

13 814 754

47 791 605

　

1 649 449

100.0

47.5

u
ｎ

Ｃ
Ｏ

ａ
^

ｃ
<
i

ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

O

I
―
(

1
-
１

Ｃ
Ｏ

i
-
Ｈ

Ｃ
Ｏ

C
＾

0｡1

0.1△

28.0

96.7

　

3.3△

　　

比

一

増減額

-

2 239 710

1 097 572

740 063

116 153

241 357

　

571142

　

562 475

　

13 377

　　

4 710

　

617 477

2 286191

　

46 481

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増減率
年
減

8
０
０

ｒ
３
４

8
０
０

４
Ｃ
^
l

5.8

5.1

1.7

n.7

n.8

41.0

17.3

L
Ｏ

ｅ
ｎ

Ｃ
Ｏ

1
＊
５

4.2

(単位

　

百万円・％)

　　

数

　　　　　　　　　　　

構

　　　　　　　

成

　　　　　　　

比

2

　　　　

3

　　　　

61

　　　　

62

　　　　

63

　　　　

元

　　　　

2

　　　　

3

　

141

　　　

148

　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　　　

100.0

　

115

　　　

121

　　　

58.3

　　　

55.0

　　　

51.4

　　　

48.0

　　　

47.5

　　　

47.6

　

119

　　　

124

　　　

39.9

　　　

37.6

　　　

35.5

　　　

33.4

　　　

33.5

　　　

33.4

　

109

　　　

117

　　　

4.2

　　　　

3.9

　　　　

3.6

　　　　

3.2

　　　　

3.2

　　　　

3.3

　

108

　　　

113

　　　

14.2

　　　

13.5

　　　

12.4

　　　

11.3

　　　

10.9

　　　

10.8

　

199

　　　

210

　　　

15.1

　　　

16.5

　　　

19.7

　　　

20.1

　　　

21.2

　　　

21.4

　

203

　　　

214

　　　

14.6

　　　

16.3

　　　

19.5

　　　

19.9

　　　

21.0

　　　

21.2

　

153

　　　

197

　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　

33

　　　　

30

　　　　

0.4

　　　　

0.2

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　　　　

0.1

　

170

　　　

177

　　　

23.2

　　　

25.2

　　　

25.6

　　　

28.5

　　　

28.0

　　　

27.9

　

142

　　　

148

　　　

96.6

　　　

96.7

　　　

96.7

　　　

96.6

　　　

96.7

　　　

96.9

　

141

　　　

137

　　　

3.4

　　　　

3.3

　　　　

3.3

　　　　

3.4

　　　　

3.3

　　　　

3.1

－337－
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その１

　

人件費の内訳

第72表

　

人 件 費

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

議員報酬手当

　　

40 810　0.3　288 370　3.1　329 179　1.4

委

　

員

　

等

　

報

　

酬

　　

136 313　　1.0　　242 396　　2.6　　378 708　　1.6

特

　

別

　

職

　

給

　

与

　　　　

4 508　　0.0　　134 570　　1.5　　139 078　　0.6

職

　　　

員

　　　

給

　

10 701 297　　75.7　6 874 201　　74.7　17 575 498　　75.3

　

基

　　　

本

　　　

給

　　

6 579 619　　46.5　4 215 195　　45.8　10 794 815　46.2

　

その他の手当

　　

4 118 595　29.1　2 636 237　28.6　6 754 832　28.9

　

臨時職員給与

　　　

3 083　0.0　　22 769　　0.2　　25 852　0.1

貰迄盆務員共済組合等

　　

1 856 770　　13.1　　1012 227　　11.0　2 868 997　　12.3

退

　　　

職

　　　

金

　　

1 168 262　　8.3　　565 623　　6.1　　1 733 885　　7.4

恩給及び退職年金

　　

147 244　　1.0　　16 737　　0.2　　163 980　　0.7
災

　

害

　

補

　

償

　

費

　　　

14 890　　0.1　　10 994　　0.1　　25 885　　0.1

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

67 663　　0.5　　60 732　　0.7　　128 396　　0.6

　

合

　　　　　　

計

　　

14 137 757　100.0　　9 205 850　100.0　23 343 606　100.0

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

3 049 992　　21.6　　186 523　　2.0　3 273 525　　14.0
使用料、手数料

　　

409 907　2.9　　294 538　3.2　　708 192　3.0
地

　　　

方

　　　

債

　　　　　

－

　　

－

　　　　

734

　　

0.0

　　　　

734

　　

0.0
その他特定財源

　　

73 997　0.5　　413 635　4.5　　170 912　0.8
一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

10 603 861　　75.0　8 310 420　　90.3　19 190 243　　82.2

　

合

　　　　　　

計

　　

14 137 757　100.0　9 205 850　100.0　23 343 606　100.0

その３

　

団体区分別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

３

　

年

　

度

　　　　　　

平

　

成

　

２

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　

構

　

成

　

比

　　

決

　　

算

　　

額

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　

14 137 757　　　　　31.3　　　　13 581289
市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　

9 205 850　　　　　　21.2　　　　　8 686 635

　

大

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　

1 388 583　　　　　　17.5　　　　　1 323 088

　

中

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　

2 893 928　　　　　　22.1　　　　　2 727 913

　

小

　　　　

都

　　　　

市

　　　　　　

1621415

　　　　　　

21.2

　　　　　

1 511 186

　

町

　　　　　　　　　　

村

　　　　　　

2 211 937　　　　　　19.1　　　　　2 104 437

　

一

　

部

　

事

　

務

　

組

　

合

　　　　　

664 968　　　　　41.3　　　　　612 755

　

特

　　　

別

　　　

区

　　　　　

633 572　　　　　23.9　　　　　602 611

合

　　　　　　　　　　

計

　　　　　

23 343 606　　　　　27.9　　　　　22 267 924

曲 平成２年度及び平成３年度の構成比は、団体区分別の歳出総額に対するものであ

　　　　　　　　　　　　　　　

－338－



の 状

度
額

年２
計

成平
純

　

314 825

　

372 475

　

132 617

16 680 279

10 292 172

　

6 363 959

　　

24 149

　

2 766 377

　

1 690 543

　

169 071

　　

22 729

　

119 008

22 267 924

年
一
構

4
7
6
9
2
6
1
4
6
8
1
5
0

　

I

　

I

　

畷

　

■

　

欄

　

一

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

－

　

響

　

響

　

・

1
1
0
4
6
8
0
2
7
0
0
0
0

　
　
　
　
　
　

7
4
n
／
｀

　
　

１

　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

度
額

年２
計

成平
純

3 154

　

707

　

157

18 248

度
一
成 比

7
6
0
2
6
8
8
9
4

　

一

　

一

　

一

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

ゆ

　

Ｉ

　

1

1
1
8
2
1
9
2
3
8

3
2
1
2
2
1
4
2
９
１

０
７
Ｃ
Ｔ
>

^

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

幽

0
0
1
0

　
　
　
　

｛
χ
｝
０

　
　
　
　
　
　

１

決

ａ

増

4
6
6
5
2
0

1

　
　

Q
-
i
　
Ｃ
＝
>
　
(
Ｔ
ｉ

　
　
　
　
　

０
０
　
i
n
　
Ｃ
Ｏ

況

　

比

減

　

額

　　

1703

　

102 620

　

43 342

　　

5 091

　　

3 156

　　

9 388

1075 6B2

△

比

増 減

　

118 760

　　

976

　　

734

　

13 342

　

941 870

1 075 682

増

　　　

減
一
算

　　

額

　

556 468

　

519 215

　　

65 495

　

166 015

　

110 229

　

107 500

　　

52 213

　　

30 961

　

1075 682

構

額
一
成

額

比

3
6
6
2
7
3
2
5
0
5
3
0
0

　

I

　

一

　

－

　

■

　

一

　

一

　

一

　

ゆ

　

一

　

Ｉ

　

・

　

一

　

●

1
0
0
3
6
6
0
9
4
0
0
1
0

　
　
　
　
　
　

o
o
　
-
"
ａ
*
　
Ｃ
Ｏ

^
３

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

9
4
4
7
7
6
6
3
C
S
I

　

ゆ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

－

　

・

　

・

　

1

3
6
1
0
6
1
9
4
0

2
1
1
2
1
1
2
2
Ｃ
Ｎ
I

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率

a

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

9
1
1
7
6
0
9
Q
″

　

一

　

一

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

4
6
7
3
2
3
3
7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

4.8

8
1
5
6
7
7
Q
り

　

一

　

ゆ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

9
5
9
7
4
2
Q
り

　
　

１

　
　
　
　

１

4
8
8
9
0
0

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

　

一

　

φ

2
6
3
5
2
7

　
　
　
　
　
　
　
　

１

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

3
2
0
7
9
0

　

f

　

4

　

1

　

I

　

■

　

1

8
1
0
0
6
7

　
　
　
　

0
1

　
　
　
　

－

　
　
　
　

△

ｏ
ｏ
　
T
―
I
　
ｓ
m
i
　
L
O
　
c
ｖ
a
　
C
O

　

・

　

・
増

　

・
・

　

・

Ｃ
Ｏ
　
O
皆
ｏ
ｏ
　
i
n
　
^

0
1
1
2
6
0

　

9

　

1

　

1

　

－

　

I

　

1

1
0
0
1
7
0

1

　
　
　
　

Q
り
０

(単位

　

百万円・％)

増

　

減

　

率

1
0
0
1
C
O

　

一

　

－

　

一

　

一

　

一

４
t
ｏ

L
O

(
C

t
~
-

ｊ
e
e

ｒ
ａ
４

前年度増減率

5
7
9
5
5
2
6
7
0

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

ゆ

　

Ｉ

　

９

　

一

　

一

　

1

6
7
5
8
5
7
5
6
7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－

り、増減額の構成比は団体区分別の歳出総額の対前年度増加額に対するものである。
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その１

　

日的別内訳

区 分

議会関係

総務関係

民生関係

衛生関係

労働関係

農林水産関係

商工関係

土木関係

警察関係

消防関係

教育関係

　

合

　　

計

平

都道府県

　

14 789

427 641

225 137

351 982

　

62 110

C
Ｏ

-
^

O
l

o
^

e
n

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

C
Ｍ

　

1 800 234

　

141 111

6 960 850

10 701 297

成

0.1

4.0

2.1

3.3

(
^

t
~
―

Ｏ
^

1
-
Ｉ

Ｏ

　

Ｏ
＾

O

C
Ｍ

O
Ｏ

Ｃ
Ｏ

t
o

｡
―
I

１

65.0

100.0

第73表

　

人

　

件

　

費

　

中

　

の

３

市

　

町

　

村

　

77 636

1 531105

1 313 574

　

815 291

β
り

　

４

　

｛
０

　

７

１

　

７

　

Ｃ
Ｔ
>

Ｏ
Ｏ

　
　
　

<
N
i

i
n

1 422 216

6 874 201

年

　

1.1

22.3

19.1

11.9

　

0.2

　

4.0

　

1.4

　

8.6

　

－

　

10.8

　

20.7

100.0

度

純

　

計

　

額

　

92 425

1 958 746

1 538 711

1 167 273

　

78 342

　

667 964

　

190 937

　

817 514

1 800 234

　

880 287

8 383 066

17 575 498

その２

　

平均給料月額の状況（普通会計分）

平

　　

成

都道府県

0.5

11.1

8.8

一
一
一
6
0

－６
　

６

０
　

４

　

3.8

　

1.1

　

4.7

　

10.2

　

5.0

　

47.7

100.0

　

377 089

　

89 315

　

221 568

1 705 430

　

133 856

6 639 912

10 201 723

０
　

１

　

４
　

０

2.1

100.0

　　　　　　　　　

平成４年４月１日現在

　　　　　

平成

　

３

　

区

　　　　

分

　　　　　　　

全団体都道府県大都市都

　

市町

　

村全団体都道府県

一般行政職294 215 298 901 308 323 303 489 271 519 281 247 286 409

高等学校教育職

　

334 584　334 137　344 931　344 328　293 586　320 042　319 479

小・中学校教育職

　

319 030　320 203　311 472　297 499　257 909　305 831　307 067

消

　　

防

　　

職

　

287 585　323 700　292 843　292 046　256 539　273 608　307 800

警

　　

察

　　

職

　

314 508　314 508　　　－　　　－　　　－　297 900　297 900

曲 高等学校教育職には、専修学校、各種学校及び特殊学校の教育職を含み、小・中

－340－
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職

　　

員

　　

給

　　

の

　　

状 況

(単位

　

百万円・％)

　

２

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　

減

　

率

　　

前年度増減率

　

市

　

町

　

村

　　　

純

　

計

　

額

　　　

増

　

減

　

額

　　

都道市町純計都道市町純計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

府県村

　

額

　

府県村

　

額

　

73 544　1.1　　87 720　0.5　　　4 705　0.5　4.3　5.6　5.4　7.9　8.6　8.5

1 443 934　22.3　1 854 889　11.1　　103 857　11.6　4.1　6.0　5.6　7.4　7.1　7.2

1 228 685　19.0　1 442 536　8.6　　96 175　10.7　5.3　6.9　6.7　7.6　8.3　8.2

　

770 506　11.9　1105 817　6.6　　61456　6.9　5.0　5.8　5.6　7.4　7.3　7.3

　

16 048　0.2　　76 309　0.5　　　2 033　0.2　3.1　1.2　2.7　6.3　2.4　5.4

　

262 530　4.1　　639 620　3.8　　28 344　3.2　4.4　4.5　4.4　7.0　6.7　6.9

　

89 814　1.4　　179 129　1.1　　11808　1.3　5.6　7.6　6.6　7.5 10.1　8.8

　

555 293　8.6　　776 862　4.7　　40 652　4.5　3.6　5.9　5.2　9.9　7.6　8.3

　　　

－

　

－

　

1 705 430　10.2　　94 804　10.6　5.6　－　5.6　8.8　－　8.8

　

689 121　10.6　　822 976　4.9　　57 311　6.4　5.4　7.3　7.0　9.7　9.2　9.3

1 349 081　20.8　7 988 993　47.9　　394 073　44.0　4.8　5.4　4.9　7.2　7.3　7.2

6 478 556 100.0 16 680 279 100.0　895 219 100.0　4.9　6,1　5.4　7.6　7.7　7.6

(単位

　

円・％)

年４月１日現在

　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　

前年度増減率

大都市都

　

市町

　

村姦団鴛纂余都都市町村姦団箭豪余都都市町村

　

294 042　290 714　258 536　4.6　4.4　4.9　4.4　5.0　4.7　4.3　4.7　4.5　5.2

　

331 457　333 237　279 294　4.5　4.6　4.1　3.3　5.1　4.4　4.4　3.8　4.0　3.3

　

296 132　283 555　242 185　4.3　4.3　5.2　4.9　6.5　4.0　4.0　5.6　5.3　6.5

　

278 843　278 403　243 957　5.1　5.2　5.0　4.9　5.2　5.5　5.8　5.7　5.1　5.3

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

5.6

　

5.6

　

－

　

－

　

－

　

5.6

　

5.6

　

－

　

－

　

－

学校教育職には、幼稚園教育職を含む。

－341－



その１

　

総 括

第74表

　

地 方

　　

公 務

　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

４

　

年

　

４

　

月

　

１

　

日

　

現

　

在

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

市

　　

町

　　

村

　　　

総

　　　　　

計

一般行政関係職員

　　　

320 427　　19.5　　832 331　　69.3　　1 152 758　　40.6

　

議

　

会・総

　

務

　　　

48 221　　2.9　　207 545　　17.3　　　255 766　　9.0

　

税

　　　　

務

　　　

22 592　　1.4　　　60 589　　5.0　　　83181　　2.9

　

民

　　　　

生

　　　

34 718　　2.1　　242 253　　20.2　　276 971　　9.8

　

衛

　　　　

生

　　　

52 700　　3.2　　128 891　　10.7　　181 591　　6.4

　

労

　　　　　

働

　　　　

7 885　　　0.5　　　　3334　　　0.3　　　11219　　0.4

　

農

　

林

　

水

　

産

　　　

73 835　　4.5　　　52 257　　4.4　　126 092　　4.4

　

商

　　　　

工

　　　

13 083　　0.8　　　16 019　　1.3　　　29 102　　1.0

　

土

　　　　

木

　　　

67 393　　4.1　　121443　　10.1　　188 836　　6.6
教育関係職員

　　

1 048 071　　63.9　　248 871　　20.7　　1 296 942　　45.7

　

教

　　　　

員

　　

945 674　　57.7　　　45 768　　3.8　　991442　　34.9

　　

高等学校

　　

211 827　12.9　　13 305　　1.1　　225 132　　7.9

　　

義務教育

　　

672 830　41.0　　　276　　0.0　　673 106　23.7

　　

そ

　

の

　

他

　　　

61017

　　

3.8

　　　

32 187　　2.7　　　93 204　　3.3

　

そ

　　

の

　

他

　　

102 397　　6.2　　203 103　　16.9　　305 500　　10.8
警察関係職員

　　

252 506　　15.4　　　　－　　－　　252 506　　8.9

　

警

　

察

　

官

　　

222 388　　13.6　　　　－　　－　　222 388　　7.8

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

30118

　　

1.8

　　　　

－

　　

－

　　　

30118

　　

1.1
消防関係職員

　　　

18 261　　1.1　　119 673　　10.0　　137 934　　4.9

　

合

　　　　

計

　　　

1 639 265　　100.0　　1200 875　　100.0　　2 840 140　　100.0

絢

　

特殊学校の小・中学部に係る教員は、「教員」の「その他」に計上している。

その２

　

推 移

　　　　　　　　　

昭和36年５月31日

　　

平成２年４月１日

　　　

平成３年

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　

職

　

員

　

数

　　

構成比

　　

職

　

員

　

数

　　

構成比

　　

職

　

員

　

数

一般行政関係職員

　　　　　

676

　　　

39.6

　　　　

1136

　　　

40.3

　　　　

1143

　

民

　　　　　

生

　　　　　　

85

　　　　

5.0

　　　　　

272

　　　　

9.6

　　　　　

273

　

衛

　　　　　

生

　　　　　　

74

　　　　

4.3

　　　　　

179

　　　　

6.3

　　　　　

180

　

労

　　　　　

働

　　　　　　

18

　　　　

1.1

　　　　　　

13

　　　　

0.5

　　　　　　

12

　

土

　　　　　

木

　　　　　

107

　　　　

6.3

　　　　　

184

　　　　

6.5

　　　　　

186

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

392

　　　

22.9

　　　　　

488

　　　

17.4

　　　　　

492
教育関係職員

　　　　

842

　　　

49.4

　　　

1302

　　　

46.1

　　　

1302

　

義務教育職員

　　　　　

572

　　　

33.5

　　　　

682

　　　

24.2

　　　　

680

　

高等学校職員

　　　　　

104

　　　

6.1

　　　　

228

　　　

8.1

　　　　

227

　

学校給食職員

　　　　　

29

　　　

1.7

　　　　　

24

　　　

0.9

　　　　　

24

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

137

　　　　

8.1

　　　　　

368

　　　

12.9

　　　　　

371
警察関係職員

　　　　

149

　　　

8.7

　　　　

251

　　　

8.9

　　　　

252

　

警

　　

察

　　

官

　　　　　

129

　　　　

7.6

　　　　　

221

　　　　

7.8

　　　　　

222

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　

20

　　　　

1.1

　　　　　

30

　　　　

1.1

　　　　　

30
消防関係職員

　　　　　

39

　　　

2.3

　　　　

134

　　　

4.7

　　　　

135

　

合

　　　　

計

　　　　　　

□06

　　　

100.0

　　　　

2 822　　　100.0　　　　2 832

曲 教育関係職員のうち平成２年、３年及び４年４月１日現在の学校給食職員数は、
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況の

　　

状員

　　

数

(単位

　

人・％)

　　　　

較比日現在
１

平成３年４月

増減率減増計総町

　

村市都道府県

C
Ｄ

1
-
1
i
-
Ｈ
t
-
-

　

争
一
一
－

0
1
0
0

　
　
　
　

△

　

ゆ
欄

ｏ
C
Ｍ

0
1
4
3
3
3
6
6
9
1

　

一
一
一
一
Ｉ
一
一
－
1
1

0
0
0
0
2
0
0
0
0
1

　
　

△
△
△

9
0
2
3
1
1
5
5
3
4
7
8
0
9
5
2
2
5
8
’
3

0
1
0
1
1
3
0
2
1
0
0
0
1
1
0
0
0
0
1
バ
０

129.710 002

　
　

△

２
　

０

１
　

８

５
　

４

Ｃ
Ｏ

■
'
ｄ
'

払

2
1

4 6

1 4

5 0

△

△

25.5

　

4.7

C
-
J

Ｃ
Ｏ

T
―
(

△

△
△
〈
△

7
3
7
1
7
5
1
9
6
2
4
8
り
乙

　

一
－
Ｉ
Ｉ
φ
一
一
一
一
一
－
1
1

7
9
1
8
9
3
8
1
1
6
4
1
n
乙

　
　
　

3
6
8
2
8
2
2

　
　
　

Ｑ
ａ

△
△

△
△

△

△

721
O
J

L
Ｏ

△
△

Ｉ
t
ｏ

I
―
Ir
Ｈ

△
△
△
△

100.0

2 486

7 714

3
9
9
7
3
4
5
0
6
0
2
0
0
2
8
9
8
1
只
り

　

Ｉ
ゆ
Ｉ
一
一
一
―
一
一
一
―
一
一

　

－
Ｉ
響
■
Ｉ
欄

0
8
2
9
6
0
4
1
6
6
5
8
4
3
0
8
7
1
4

4

　
　
　
　
　
　
　
　
　

4
C
O

C
-
０

I
―
I

り
'
I
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

Ｏ
^

4
1
0

Ｏ
Ｏ

C
-

t
＞
-

１
Ｃ
v
l

Ｃ
＾

1
-
I

１

１
t
ｒ
>

ｏ
ｏ
*
Ｄ

Ｃ
Ｑ

１
Ｃ
>
J

C
V
]
Ｏ
Ｏ

O

　
　

ｌ

　

ｌ
C
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　

１

9
7
1
1
6
7
7
0
ｎ
ｏ

5
4
0
1
3
2
4
8
4

3
9
9
5
8
0
0
9
4

8
6
9
1
3
2
2
9
L
O

9
2
7
9
0
5
2
2
ｎ
ｊ

９
２
６

　

３
２
２

　

１

2
3
1
1
7
3
4
3
0
9
9
1
0
8
0

　

一
一
－
Ｉ
－
一
一
一
‐
一
Ｉ
－
Ｉ
－
1

9
7
5
0
0
0
4
1
0
0
3
1
0
2
7

6
1

　

２
１

　
　
　

１
２

　
　
　
　

１

100.02 832 426

　

9.9

100.0

　

32 259

　

202 825

　　

－

　　

－

　　

－

　

117 328

1 189 845

4
9
4
1
2
5
5
8
1
1
0
0
4
6
1
3
5
8
1

　

一
Ｉ
Ｉ
－
Ｉ
Ｉ
Ｉ
－
1
1
1
1
一
一
泰
一
季
Ｉ
ゆ

9
2
1
2
3
0
4
0
4
4
8
3
1
3
6
5
3
1
1

1

　
　
　
　
　
　
　
　

6
5
1
4

　
　

１
１

319 062

47 721
8
6
8
8
7
2
1
7
6
3
7
5
1
2
4
8
C
M

8
5
9
9
0
9
9
3
3
5
5
2
0
0
0
9
1

2
4
1
7
4
2
6
3
2
3
9
9
1
2
2
9
0
0

2
3
5

　

7
1
6
5
5
1
7
5
0
5
2
2
1

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

0
9
2
6

　

1
2
り
乙

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

―

100.01 642 581

(単位

　

千人・％)

４月１日

　　

平成４年４月１日

　　　　　　

指

　　　　　　　　　　

数

　

構成比

　　

職

　

員

　

数

　　

構成比

　　

36. 5.31　2. 4. 1　　3. 4. 1　　4. 4. 1

　　　

40.4

　　　　

1153

　　　

40.6

　　　　

100

　　　　

168

　　　　

169

　　　　

171

　　　　

9.6

　　　　　

277

　　　　

9.8

　　　　

100

　　　　

320

　　　　

321

　　　　

326

　　　　

6.4

　　　　　

182

　　　　

6.4

　　　　

100

　　　　

242

　　　　

243

　　　　

246

　　　　

0.4

　　　　　

11

　　　　

0.4

　　　　

100

　　　　

72

　　　　

67

　　　　

61

　　　　

6.6

　　　　　

189

　　　　

6.7

　　　　

100

　　　　

172

　　　　

174

　　　　

177

　　　

17.4

　　　　　

494

　　　

17.3

　　　　

100

　　　　

124

　　　　

126

　　　　

126

　　　

46.0

　　　　

1297

　　　

45.7

　　　　

100

　　　　

155

　　　　

155

　　　　

154

　　　

24.0

　　　　　

673

　　　

23.7

　　　　

100

　　　　

n9

　　　　

119

　　　　

118

　　　　

8.0

　　　　　

225

　　　　

7.9

　　　　

100

　　　　

219

　　　　

218

　　　　

216

　　　　

0.8

　　　　　　

24

　　　　

0.8

　　　　

100

　　　　

83

　　　　

83

　　　　

83

　　　

13.2

　　　　　

375

　　　

13.3

　　　　

100

　　　　

269

　　　　

271

　　　　

274

　　　　

8.9

　　　　　

253

　　　　

8.9

　　　　

100

　　　　

168

　　　　

169

　　　　

170

　　　　

7.8

　　　　　

222

　　　　

7.8

　　　　

100

　　　　

171

　　　　

172

　　　　

172

　　　　

1.1

　　　　　

31

　　　　

1.1

　　　　

100

　　　　

150

　　　　

150

　　　　

155

　　　　

4.8

　　　　　

138

　　　　

4.9

　　　　

100

　　　　

344

　　　　

346

　　　　

354

　　　

too.o

　　　　

2 840　　　100.0　　　　100　　　　165　　　166　　　　166

給食センターの職員数で、他の学校給食職員数は「その他」に含まれている。
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第75表

　

物 件 費

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

賃

　　　　　　　　

金

　　

34 844　　2.3　　218 046　　5.3　　252 890　　4.5

旅

　　　　　　　　

費

　　

224 114　14.7　　131607　　3.2　　355 721　　6.3

交

　　　　

際

　　　　

費

　　　

1501

　　

0.1

　　　

19 078　　0.5　　20 578　　0.4

備

　

品

　

購

　

入

　

費

　　

48 207　　3.2　　225 029　　5.5　　273 235　　4.9

需

　　　　

用

　　　　

費

　　

412 084　　27.1　1 315 413　　32.1　1 727 497　　30.8

役

　　　

務

　　　

費

　　

157 854　10.4　　189 118　　4.6　　346 972　　6.2

委

　　　　

託

　　　　

料

　　

493 586　　32.5　1 660 087　　40.5　2 153 673　　38.3

そ

　　　

の

　　　

他

　　

148 652　　9.7　　338 101　　8.3　　486 755　　8.6

　

合

　　　　　　　

計

　　　

1 520 842　100.0　4 096 479　100.0　5 617 321　100.0

第76表

　

維 持

　　

補 修

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

総

　　　

務

　　　

費

　　

21968

　　

5.7

　　

30 288　　4.8　　52 256　　5.1
衛

　　　　

生

　　　　

費

　　　

9 126　　2.4　　80 496　　12.7　　89 622　　8.8

　

保

　　

健

　　

所

　　

費

　　　　

830

　　

0.2

　　　

1056

　　

0.2

　　　

1886

　　

0.2

　

清

　　　

掃

　　　

費

　　　

6 910　　1.8　　74 927　　11.8　　81836　　8.0

　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

1386

　　

0.4

　　　

4 513　　0.7　　　5 900　　0.6
農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

7 598　　2.0　　14 349　　2.3　　21947　　2.2

　

農

　　　

業

　　　

費

　　　　

944

　　

0.2

　　　

1599

　　

0.3

　　　

2 543　　0.2

　

畜

　　

産

　　

業

　　

費

　　　　

390

　　

0.1

　　　　

394

　　

0.1

　　　　

784

　　

0.1

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　

2 024　　0.5　　　8 198　　1.3　　10 223　　1.0

　

林

　　　

業

　　　

費

　　　

1064

　　

0.3

　　　

3 534　　0.6　　　4 598　　0.5

　

水

　　

産

　　

業

　　

費

　　　

3 175　　0.8　　　　625　　0.1　　　3 800　　0.4
土

　　　

木

　　　

費

　　

289 239　74.9　　348 204　54.9　　637 443　62.5

　

道路橋りょう費

　　

158 399　41.0　227 485　35.9　385 884　37.8

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　

28 281　　7.3　　15 043　　2.4　　43 324　　4.2

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　

24 694　　6.4　　42 127　　6.6　　66 821　　6.5

　

住

　　　

宅

　　　

費

　　

68 564　17.8　　56 810　　9.0　　125 374　12.3

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

9 301　　2.4　　　6 739　　1.0　　16 040　　1.7
警

　　　

察

　　　

費

　　

15 739　　4.1　　　　－　　－　　15 739　　1.5
消

　　　　

防

　　　　

費

　　　

4 340　　1.1　　　7 717　　1.2　　12 057　　1.2
教

　　　

育

　　　

費

　　

32 424　　8.4　　126 710　20.0　　159 135　15.6

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　

－

　　

－

　　

57 739　　9.1　　57 739　　5.7

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　

－

　　

－

　　

33 633　　5.3　　33 633　　3.3

　

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　

22 089　　5.7　　　2 123　　0.3　　24 213　　2.4

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

10 335　　2.7　　33 215　　5.3　　43 550　　4.2
そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

5 753　　1.4　　26 348　　4.1　　32 099　　3.1

　

合

　　　　　　　

計

　　　

386 187　100.0　　634 112　100.0　1 020 298　100.0
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況状の

(単位

　

百万円・％)

　　　

較

増減率額

　

比

一
減増

度
額

年

c
-
>

o

o

　

一

　

－

　

一

Ｏ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

I
―
I

　
　
　

―

４
０
Ｃ
Ｏ

　

一

　

一

　

e

l
L
O

"
"
Ｓ
*

―

12.0

18.5

　

9.5

4
5
9
9
6
7
7
0
7

　

－

　

－

　

－

　

Ｉ

　

一

　

－

　

一

　

一

　

●

9
7
2
2
4
5
2
3
8

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

－
―

8
5
1
7
0
2
1
6
0

　

一

　

－

　

－

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

　

I

　

1

4
5
0
1
7
4
4
2
0

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

1

　
　

に
Ｊ
１
０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

6
3
0
2
3
4
8
4
0

8
5
8
5
4
5
9
0
7

7
7
5
7
5
7
9
1
e
≪
s
i

1
4

　
　

7
6
8
2
6
9

2
2

　
　
　
　

7
1
4
5
4

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

n
乙

　
　

４

5
4
4
1
9
4
0

4
6
0
5
1
6
7

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

e
n

e
n

100.0

成

　

２

　　

計

231 104

330 968

　

19 998

　

265 483

1 650 954

　

328 218

1 910 675

　

430 651

5 168 051

平
純

状の費

(単位

　

百万円・％)

　

較
一
増減率額

　

比

一
減増

度
額

年

0
5
0
2
4
6
8
3
0
3
3
2
5
2
6
｛
り

　

一

　

Ｉ

　

４

　

一

　

Ｉ

　

Ｉ

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

I

　

I

　

1

6
4
5
5
8
1
5
0
9
7
4
2
3
8
5
8

－
１

　

１

　

１
１
１

　

1
1
1
1

　

１

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

1
1
0
1
2
3
2
5
0

　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

　

Ｉ

　

一

　

一

　

一

　

一

1
3
8
4
5
9
9
3
C
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第77表

　

扶 助 費

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

民

　　　　

生

　　　　

費

　　

1 035 818　　84.2　2 961213　　93.6　3 997 031　　91.0

　

社

　

会

　

福

　

祉

　

費

　　

190 626　15.5　　449 518　14.2　　640 143　14.6

　

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　

264 368　21.5　　564 935　17.9　　829 303　18.9

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　

358 381　29.1　　836 546　26.4　1 194 927　27.2

　

生

　

活

　

保

　

護

　

費

　　

214 366　　17.4　1 107 903　　35.0　1 322 269　　30.1

　

災

　

害

　

救

　

助

　

費

　　　

8 078　　0.7　　　2 312　　0.1　　　10 390　　0.2

衛

　　　

生

　　　

費

　　

185 649　15.1　　141148　　4.5　　326 797　　7.4

　

結

　

核

　

対

　

策

　

費

　　

23 367　　1.9　　14 284　　0.5　　37 651　　0.9

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　

162 282　13.2　　126 864　　4.0　　289 146　　6.5

教

　　　　

育

　　　　

費

　　　

8 028　　0.7　　60 513　　1.9　　68 541　　1.6

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　

0

　　

0.0

　　

13 255　　0.4　　13 255　　0.3

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　

1

　　

0.0

　　

17 304　　0.5　　17 304　　0.4

　

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　　

n3

　　

0.0

　　

16 831　　0.5　　16 944　　0.4

　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　

7 914　　0.7　　13 123　　0.5　　21038　　0.5

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　　　

4

　　

0.0

　　　　　

1

　　

0.0

　　　　　

5

　　

0.0

　

合

　　　　　　　

計

　　

1 229 499　100.0　3 162 875　100.0　4 392 374　100.0
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前

　

年

　

度
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減
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率

　　　　　　　

合

　　　　　

計
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率

市町村

　　　　　　

単

　　

純

　

純

　　

計

　

単

　　

純

　

純

　　

計

　

単純

　

純計

　

単純

　

純計

　

257 456　443 386　　　　…　　44 627　　　　…　　10.1　　…　　11.1　　…

　

753 960　5 109 642　　　　…　　237 960　　　　…　　4.7　　…　　13.8　　…

1 226 289　2 073 206　　　　…　　234 445　　　　…　　ｎ.3　　…　　4.7　　…

2 237 705　7 626 234　4 430 322　　517 032　　482 208　　6.8　　10.9　　11.0　　7.5
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その１

　

性質別内訳

第79表

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　

5 780 973　　46.5　3 485 548　　26.2　8 802 014　　35.9

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　

5 693 633　　45.8　9 438 620　　71.0　14 673 488　　59.9

国直轄事業負担金

　　

945 316　　7.6　　93 730　　0.7　1 039 046　　4.2

県営事業負担金

　　　

－

　　

－

　

276 150　2.1　　　－　一

　

合

　　　　　　

計

　　

12 419 921　100.0 13 294 047　100.0 24 514 547　100.0

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

2 540 850　　20.5　1 117 516　　8.4　3 658 545　　14.9

分担金、負担金、寄附金

　　

486 885　　3.9　　165 333　　1.2　　400 795　　1.6

財

　　

産

　　

収

　　

入

　　

55 084　　0.4　　127 242　　1.0　　182 327　　0.7

地

　　　　

方

　　　　

債

　

2 894 904　　23.3　3 540 376　　26.6　6 283 103　　25.6

その他特定財源

　

707 966　5.7　1949 193　14.7　1831 953　7.6

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

5 734 232　46.2 6 394 387　48.1 12 157 824　49.6

　

合

　　　　

計

　

12 419 921　100.0 13 294 047　100.0 24 514 547　100.0
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況

－349－
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百万円・％)
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百万円・％)
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成
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度
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較

純

　　

計

　　

額
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減

　

額

　　　

増減率

　

梨果菜

　

3 450 549　　　　15.3　　　　207 996　　　　10.8　　　　　6.0　　　　　0.5

　　

389 673　　　　1.7　　　　11122　　　　0.6　　　　2.9△　　　4.1

　　

170 078　　　　0.8　　　　12 249　　　　0.6　　　　7.2△　　　5.0

　

5 511 426　　　　24.4　　　　771 677　　　　40.0　　　　14.0　　　　　8.6

　

1 604 962　　　　　7.1　　　　226 991　　　　11.7　　　　14.1　　　　34.6

　

11 457 848　　　　50.7　　　　699 976　　　　36.3　　　　6.1　　　　13.0

　

22 584 536　　　　100.0　　　1 930 011　　　　100.0　　　　　8.5　　　　10.6
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日的別内訳

第79表

　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

総

　　　

務

　　　

費

　　　

355 135　　2.9　　　834691　　6.3　　1 102 001　4.5

民

　　　

生

　　　

費

　　　

223 230　1.8　　601 562　4.5　　780 312　3.2

　

社

　

会福

　

祉

　

費

　　　

84 205　0.7　　184 704　1.4　　248 939　1.0

　

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　　

87 955　0.7　　280 564　2.1　　351 238　1.4

　

児

　

童福

　

祉

　

費

　　　

47 215　0.4　　133 314　1.0　　173 345　0.7

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

3 855　　0.0　　　　2980　　0.0　　　　6790　0.1

衛

　　　

生

　　　

費

　　　　

189 238　　1.5　　　849823　　6.4　　1 007 823　4.1

　

清

　　

掃

　　

費

　　　

55 631　0.4　　618 241　4.7　　667 603　2.7

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

133 607　1.1　　231 582　1.7　　340 220　1.4

労

　　　

働

　　　

費

　　　

27 116　0.2　　　28 115　0.2　　　54 392　0.2

農林水産業費

　　

2 744 802　22.1　1 367 315　10.3　3 415 525　13.9

　

農

　　

業

　　

費

　　　

232 853　1.9　　282 204　2.1　　349 006　1.4

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

61 173　0.5　　　42 373　0.3　　　82 408　0.3

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　

1496 701　12.1　　　624 493　　4.7　　1 798 369　7.3

　

林

　　

業

　　

費

　　　

603 065　4.9　　235 999　1.8　　724 809　3.0

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

351 008　2.8　　182 247　1.4　　460 934　1.9

商

　　　

工

　　　

費

　　　

209 792　1.7　　322 142　2.4　　509 540　2.1

土

　　　

木

　　　

費

　　　

7 564 504　60.9　　6 285 012　47.3　13 551 800　55.3

　

道路橋りょう費

　　

3 015 825　24.3　　2 209 667　16.6　　5 137 765　21.0

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　　

1971 028　15.9　　　359 591　　2.7　　2 291272　9.3

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

413 747　3.3　　216 739　1.6　　597 388　2.4

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　

1 565 982　12.6　　2 824 622　21.2　　4 282 446　17.5

　　

街

　　

路

　　

費

　　　

966 156　　7.8　　1 on 925　　7.6　　1 921 737　7.8

　　

公

　　

園

　　

費

　　　

279 647　　2.3　　　956389　　7.2　　1 223 400　5.0

　　

下

　

水

　

道

　

費

　　　

11076

　

0.1

　　

102 358　0.8　　104 168　0.4

　　

区画整理費等

　　　

309 102　2.5　　753 950　5.7　1 033 141　4.2

　

住

　　　

宅

　　　

費

　　　

494 673　4.0　　624 694　4.7　　1 099 100　4.5

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

103 249　0.8　　　49 699　0.5　　143 829　0.6

消

　　　

防

　　　

費

　　　

43 152　0.3　　220 704　1.7　　263 057　1.1

教

　　　

育

　　　

費

　　　

707 419　　5.7　　2655 002　20.0　　3 344 931　13.6

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　　

104

　

0.0

　　

865 396　6.5　　865 390　3.5

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　　

288

　

0.0

　　

622 377　4.7　　622 382　2.5

　

高

　

等

　

学校

　

費

　　　

318 873　2.6　　　39 964　0.3　　358 152　1.5

　

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　　

146 172　1.2　　572 224　4.3　　710 772　2.9

　

保

　

健

　

体育

　

費

　　　

64 447　0.5　　428 776　3.2　　485 448　2.0

　

大

　　

学

　　

費

　　　

73 294　0.6　　　18 639　0.1　　　91883　0.4

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

104 241　0.8　　107 626　0.9　　210 904　0.8

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

355 533　2.9　　129 681　0.9　　485 166　2.0

　

合

　　　　

計

　　

12 419 921 100.0　13 294 047 100.0　24 514 547 100.0
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(単位
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比
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増

　　

減

　　

率

　　　

前年度増減率

　

純

　

計

　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

箭

　

道市町村純計額都

　

道市町村純計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヽ県

　　　　　　　　

府

　

県

　

1175 533　　5.2△　　73 532 △　3.8△30.8　13.2a　6.3　67.5　20.2　38.2

　

633 728　　2.8　　146 584　　7.6　19.3　25.4　23.1　　4.9　49.2　33.0

　

203 796　　0.9　　　45 143　　2.3　　9.9　31.0　22.2　17.3　50.7　37.1

　

285 134　　1.3　　　66 104　　3.4　20.8　24.1　23.2　16.5　65.4　49.2

　

139 959　　0.6　　　33 386　　1.7　36.5　20.0　23.9△28.1　24.2　　5.7

　　

4 839　　0.0　　　1951　　0.2　21.8　74.5　40.3　31.1△　14.8　　11.9

　

776 509　　3.4　　231 314　12.0　　7.4　34.9　29.8　　8.8　22.5　18.8

　

505 195　2.2　162 408　8.4△　1.0　35.6　32.1△14.0　18.0　12.9

　

271 314　　1.2　　　68 906　　3.6　11.3　33.2　25.4　24.2　35.9　31.9

　　

56 190　　0.2k　　1798△　0.1△　8.8　　2.1△　3.2△　7.7　　3.0△　1.8

3 326 298　14.7　　　89 227　　4.6　　2.6　　5.9　　2.7　　1.3　　3.6　　2.2

　

311010

　　

1.4

　　　

37 996　　2.0　10.0　15.6　12.2　　5.2　　9.0　11.0

　　

83 420　0.4△　　1012△　0.1△　0.9　2.8△　1.2　4.7　0.1　4.3

　

1 789 189　　7.9　　　9 180　　0.5　　1.2　　2.9　　0.5　　0.3　　1.7　　0.4

　

702 360　　3.1　　　22 449　　1.2　　2.7　　3.8　　3.2　　2.3　　3.8　　2.7

　

440 318　　1.9　　　20 616　　1.1　　4.6　　6.0　　4.7　　1.6　　4.1　　2.4

　

408 754　　1.8　　100 786　　5.2　41.1　14.0　24.7△　9.2　27.1　11.2

12 495 531　55.3　1 056 269　54.7　　7.9　　9.1　　8.5　　6.1　10.5　　8.1

4 864 897　21.5　　272 868　14.1　　4.8　　6.9　　5.6　　6.1　　9.1　　7.3
2 188 365　　9.7　　102 907　　5.3　　4.1　　8.4　　4.7　　2.4　　8.0　　3.0

　

583 524　　2.6　　　13 864　　0.7　　1.1　　5.2　　2.4　11.3　11.1　　11.7
3 762 696　16.7　　519 750　26.9　18.5　　11.0　13.8　　9.4　11.4　　10.8

1 680 334　　7.4　　241403　12.5　　19.9　　9.0　14.4　16.0　　9.9　12.5
1053 113　　4.7　　170 287　　8.8　　14.0　16.6　16.2△　2.4　　12.1　　8.5

　

Ill 229　　0.5△　　7 061 △　0.4　　8.4△　6.8△　6.3　　9.6△　3.6△　3.5

　

918 020　　4.1　　115 121　　6.0　18.8　　9.8　12.5　　2.8　15.4　12.5

　

966 103　　4.3　　132 997　　6.9　18.6　10.3　13.8　　9.7　12.0　11.3

　

129 946　　0.5　　　13 883　　0.8　12.6　　7.6　10.7　　2.0　23.7　　8.1

　

231 343　　1.0　　　31714　　1.6　28.2　n.4　13.7　16.2　17.2　17.3

　

3 044 335　13.5　　300 596　15.6　　6.9　10.8　　9.9　24.7　14.6　　16.6

　

817 184　　3.6　　　48 206　　2.5△　74.7　　5.9　　5.9 1145.5　10.6　　10.6

　

541362

　　

2.4

　　　

81020

　　

4.2

　　

3.6

　

15.0

　

15.0

　

202.2

　

12.6

　

12.6

　

332 664　　1.5　　　25 488　　1.3　　6.5　17.9　　7.7　12.9　18.3　13.5

　

610 208　　2.7　　100 564　　5.2　24.8　14.6　16.5　41.8　23.9　27.0

　

462 762　　2.0　　　22 686　　1.2　　8.8　　5.0　　4.9　　9.0　17.5　16.1

　　

96 539　　0.4△　　4 656 △　0.2△　ｎ.6　36.9△　4.8　64.8　　6.0　52.8

　

183 616　　0.9　　　27 288　　1.4　　1.7　30.6　14.9　30.6　　3.4　17.3

　

436 315　　2.1　　　48 851　　2.6　　8.8　18.1　11.2　　9.8　11.7　10.2

22 584 536　100.0　1 930 011　100.0　　5,6　11.6　　8.5　　7.5　13.3　10.6
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第80表普通建設事業費中

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

総

　　　

務

　　　

費

　　　　　

8 770　0.2　　　18 551　　0.5　　　24 543　0.3

民

　　　

生

　　　

費

　　　

115 171　2.0　　　96 410　2.8　　184 676　2.1

　

社

　

会福

　

祉

　

費

　　　

26 019　0.5　　　24 478　0.7　　　43 704　0.5

　

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　　

68 140　1.2　　　49 131　1.4　　102 073　1.2

　

児

　

童福

　

祉

　

費

　　　

19 232　0.3　　　21659　0.6　　　36 018　0.4

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

1780

　　

0.0

　　　　

1142

　　

0.1

　　　　

2 881　0.0

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

21004

　

0.4

　　

264 595　7.6　　283 402　3.2

　

清

　　　

掃

　　　

費

　　　　　

2 198　　0.0　　　238645　6.8　　　240 803　2.7

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

18 806　0.4　　　25 950　0.8　　　42 599　0.5

労

　　　

働

　　　

費

　　　　　

9 860　0.2　　　　1519　　0.0　　　11307　0.1

農林水産業費

　　

2 124 876　36.8　　700 297　20.1　2 409 915　27.4

　

農

　　

業

　　

費

　　　

129 277　2.2　　153 106　4.4　　170 736　1.9

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

27 969　0.5　　　23 892　0.7　　　37 165　0.4

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　

1215 918　21.0　　　252 282　　7.2　　1 287 066　14.6

　

林

　　

業

　　

費

　　　

469 153　8.1　　131149　3.8　　526 898　6.0

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

282 558　4.9　　139 868　4.0　　388 051　4.4

商

　　　

工

　　　

費

　　　

25 599　0.4　　　11735　0.3　　　35 681　0.4

土

　　　

木

　　　

費

　　　

3 347 798　57.9　　1 676 059　48.1　　5 008 422　56.9

　

道路橋りょう費

　　

1 104 956　19.1　　336 294　9.6　　1 441 085　16.4

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　　

1 276 387　22.1　　　107 278　　3.1　　1 371 387　15.6

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

277 627　4.8　　　85 783　2.5　　363 411　4.1

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　

375 985　6.5　　　760 813　21.8　　1 135 774　12.9

　　

街

　　

路

　　

費

　　　

239 411　4.1　　316 967　9.1　　556 320　6.3

　　

公

　　

園

　　

費

　　　

57 956　1.0　　187 477　5.4　　245 387　2.8

　　

下

　

水

　

道

　

費

　　　　　

2 054　　0.0　　　56 877　　1.6　　　58 931　0.7

　　

区画整理費等

　　　

76 563　1.3　　199 493　5.7　　275 136　3.1

　

住

　　

宅

　　

費

　　　

275 956　4.8　　382 140　11.0　　656 494　7.5

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

36 887　0.6　　　　3 751　　0.1　　　40 271　0.4

消

　　　

防

　　　

費

　　　　　

1115

　

0.0

　　　

40 399　　1.2　　　41513　0.5

教

　　　

育

　　　

費

　　　

82 543　1.4　　675 982　19.4　　758 317　8.6

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　　

6

　

0.0

　　

332 831　9.5　　332 838　3.8

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　　

5

　

0.0

　　

233 316　6.7　　233 321　2.7

　

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　　

60 681　　1.0　　　　4235　　0.1　　　64 916　0.7

　

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　　　　

3 941　　0.1　　　50 550　　1.5　　　54 283　0.6

　

保健体育費

　　　　

1916

　

0.0

　　　

44 436　1.3　　　46 352　0.5

　

大

　　　

学

　　　

費

　　　　　

1103

　　

0.0

　　　　

288

　　

0.0

　　　　

1391

　

0.0

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

14 891　0.3　　　10 326　0.3　　　25 216　0.3

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

44 237　0.7　　　　－　－　　44 238　0.5

　

合

　　　　

計

　　

5 780 973 100.0　3 485 548 100.0　8 802 014 100.0
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の補助事業費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較
平成２年度

　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

前年度増減率
純

　

計

　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　

箭

　

素市町村純計額鳶

　

豪市町村純計額

　

23 569　0.3　　　974　　0.3　　6.7　10.1　　4.1△27.2　16.2 A　3.3

　

159 210　　1.9　　25 466　　8.5　19.7　18.3　16.0　15.5　36.5　21.5

　

46 441　　0.5△　　2 737 △　0.9　　2.8　　1.1△　5.9　28.0　61.4　39.7

　

79 281　　0.9　　22 792　　7.6　27.5　32.9　28.7　18.9　39.7　22.0

　

30 926　　0.4　　　5 092　　1.7　23.3　10.3　　16.5△　9.5　　13.2　　1.2

　

2 562　　0.1　　　　319　　O.lk　6.0　68.9　　12.5　36.0△25.4　13.3

　

244 940　　2.9　　38 462　12.8△16.4　18.7　15.7△　5.2　10.4　　8.4

　

209 212　2.5　　31 591　10.5△72.3　18.6　15.1△38.8　　8.7　　5.6

　

35 728　　0.4　　　6 871　　2.3　　9.3　20.1　19.2　27.0　29.5　28.9

　

14 111　　0.2△　　2 804 △　0.9△　19.9△　15.4△　19.9　14.8　　3.3　13.2

2 399 829　28.2　　10 086　3.4　1.1　2.9　0.4△　0.8△　2.1△　1.2

　

155 237　1.8　　15 499　5.2　9.7　11.3　10.0△　4.2△　3.7△　3.3

　

37 540　0.4△　　375△　0.1△　4.1　8.2△　1.0　3.0△　0.1　3.2

1 309 273　15.4△　22 207 △　7.4△　0.0△　0.9△　1.7△　1.2△　5.6△　2.3

　

522 936　　6.2　　　3 962　　1.3　　1.1△　1.3　　0.8　　0.7　　0.2　　0.6

　

374 843　4.4　　13 208　4.4　3.1　5.0　3.5△　0.4　4.0　0.7

　

27 775　　0.3　　　7 906　　2.6　34.1　14.4　28.5　13.7　18.5　15.1

4 795 537　56.4　　212 885　71.0　3.9　5.5　4.4△　0.3　0.1△　0.2

1406 927　16.5　　34 158　11.4　2.9　0.9　2.4△　0.8　1.3△　0.3
1 296 864　15.3　　　74 523　24.8　　5.5　　8.7　　5.7　　0.4　　2.9　　0.5

　

361 644　4.3　　1767　0.6△　0.2　2.6　0.5△　1.5　9.1　0.8
1094 136　12.9　　41638　13.9△　0.8　6.2　3.8△　1.0△　3.7△　2.7

　

553 267　6.5　　3 053　1.0△　4.3　4.5　0.6　1.4△　2.0△　0.5

　

223 565　2.6　　21822　7.3　2.6　12.2　9.8△　0.9△　1.0△　1.0

　

64 660　0.8△　　5 729 △　1.9△27.9△　8.0△　8.9　　1.2△10.4△10.0

　

252 644　3.0　　22 492　7.5　10.1　8.4　8.9△　8.8△　6.3△　6.9

　

596 938　　7.0　　　59 556　19.9　11.9　　8.6　10.0　　3.7　　4.5　　4.1

　

39 028　0.4　　　1243　0.4　5.2△18.0　3.2△14.7△　3.7△12.8

　

37 561　　0.4　　　3 952　　1.3△　4.1　11.0　　10.5　　4.4　　4.1　　4.1

　

759 166　　8.9△　　　849△　0.3△　3.6　　0.4△　0.1　　5.2　　0.8　　1.3

　

341 303　4.0△　　8 465 △　2.8　20.0△　2.5△　2.5　0.0△　0.7△　0.7

　

222 016　2.6　　11305　　3.8△28.6　　5.1　　5.1　　0.0　　5.7　5.7

　

60 150　0.7　　　4 766　　1.6　10.5△19.1　7.9△　8.7△14.3△　9.2

　

55 309　0.7△　　1026△　0.3△　9.4△　1.0△　1.9　59.6　5.1　7.9

　

45 005　0.5　　　1347　0.4　14.0　2.6　3.0　39.5△11.2△10.0

　　

1369

　

0.0

　　　　

22

　

0.0

　

6.2△12.5

　

1.6△

　

3.3

　

22.3

　

1.9

　

34 014　0.4△　　8 798 △　3.0△37.0△　0.4△25.9　45.6△　2.4　26.6

　

40 389　　0,5　　　3 849　　1.3　10.5　皆減　　9.5　　13.8　445.6　14.6

8 502 087　100.0　　299 927　100.0　　3.0　　5.2　　3.5△　0,1　　1.2　　0.4

一353－



第81表普通建設事業費中

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

農林水産業費

　　

167 775　17.7　　5 832　6.2　　173 607　16.7

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　

2 833　　0.3　　　　526　　0.6　　　　3 360　　0.3

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　

154 193　16.3　　　　5 294　　5.6　　　159486　15.3

　

林

　　　

業

　　　

費

　　　　

6 816　　0.7　　　　　5　　0.0　　　　6 821　　0.7

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　　

3 933　　0.4　　　　　6　　0.0　　　　3 940　　0.4

土

　　　

木

　　　

費

　　　

777 541　82.3　　　87 898　93.8　　865 439　83.3

　

道路橋りょう費

　　　

444 078　47.0　　55 434　59.1　　499 511　48.1

　

河

　

川

　

海岸

　

費

　　　

272 977　28.9　　　　196　0.2　　273 173　26.3

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

45 712　4.8　　　30 293　32.3　　　76 005　7.3

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　　

5 812　　0.6　　　　876　　0.9　　　　6 689　　0.6

　　

街

　　

路

　　

費

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

120

　　

0.1

　　　　

120

　　

0.0

　　

公

　　

園

　　

費

　　　　

5 812　　0.6　　　　757　　0.8　　　　6 569　　0.6

　　

区画整理費等

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　　　　

－

　

一

　

空

　　　

港

　　　

費

　　　　

8 961　　0.9　　　　1099　　1.2　　　10 061　　1.0

　

合

　　　　　　

計

　　　　

945 316　100.0　　　93 730　100.0　　1039 046　100.0
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の国直轄事業負担金の状況

度
額

年２
計

成平
純

163 531

　

3 326

148 284

　

7 902

　

4 019

927 222

520 590

297 170

80 198

　

6 053

6 050

　　　

3

　

23 211

1 090 753

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

Ｏ

　

ｏ
-
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△

Ｏ

　

Ｉ

Ｏ

　

C
Ｍ

100.0 a

比

増

　　

減

　　

額

10 076

　　

34

11202

　

1081

　　

79

61783

21079

23 997

　

4 193

120

13 150

51707

(単位

　

百万円・％)

　　

較

増減率

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

ｒ
ａ

　

１

　

７

　

１

Ｃ
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O

I
―
(

C
M
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<
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第82表普通建設事業費中

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

総

　　　

務

　　　

費

　　　

346 365　　6.1　　　813823　8.6　　1 077 458　7.3

民

　　　

生

　　　

費

　　　

108 059　1.9　　505 064　5.4　　595 636　4.1

　

社

　

会福

　

祉

　

費

　　　

58 186　1.0　　160 222　1.7　　205 235　1.4

　

老

　

人

　

福

　

祉

　

費

　　　　

19 815　0.3　　231348　2.5　　249 165　1.7

　

児

　

童福

　

祉

　

費

　　　

27 983　0.5　　Ill 655　1.2　　137 327　0.9

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

2 075　0.1　　　　1839　0.0　　　　3 909　0.1

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

168 234　3.0　　584 961　6.2　　724 422　4.9

　

清

　　

掃

　　

費

　　　

53 433　0.9　　379 596　4.0　　426 799　2.9

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

114 801　2.1　　205 365　2.2　　297 623　2.0

労

　　　

働

　　　

費

　　　

17 255　0.3　　　26 591　0.3　　　43 085　0､3

農林水産業費

　　

452 151　7.9　　561152　5.9　　832 003　5.7

　

農

　　

業

　　

費

　　　

103 576　1.8　　125 814　1.3　　178 270　1.2

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　

30 371　0.5　　　16 438　0.2　　　41884　0.3

　

農

　　

地

　　

費

　　　

126 591　2.2　　291 041　3.1　　351817　2.4

　

林

　　

業

　　

費

　　　

127 096　2.2　　100 032　1.1　　191 090　1.3

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

64 517　1.1　　　27 826　0.3　　　68 943　0.5

商

　　　

工

　　　

費

　　　

184 193　3.2　　309 746　3.3　　473 859　3.2

土

　　　

木

　　　

費

　　　

3 439165　60.4　　4 349 475　46.1　　7 677 939　52.3

　

道路橋りょう費

　　

1466 791　25.8　　1 757 773　18.6　　3 197 168　21.8

　

河

　

川

　

海

　

岸

　

費

　　　

421664

　

7.4

　　

236 822　2.5　　646 712　4.4

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

90 408　1.6　　　77 111　0.8　　157 972　1.1

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　

1 184 185　20.8　　1 994 690　21.1　　3 139 983　21.4

　　

街

　　

路

　　

費

　　　

726 745　12.8　　　647 565　　6.9　　1 365 298　9.3

　　

公

　　

園

　　

費

　　　

215 879　3.8　　760 219　8.1　　971 444　6.6

　　

下

　

水

　

道

　

費

　　　　　

9 021　　0.2　　　44 871　　0.5　　　45 236　0.3

　　

区画整理費等

　　　

232 540　4.1　　542 034　5.7　　758 005　5.2

　

住

　　

宅

　　

費

　　　

218 716　3.8　　242 210　2.6　　442 607　3.0

　

そ

　　　

の

　　

他

　　　

57 401　1.0　　　40 869　0.5　　　93 497　0.6

消

　　　

防

　　　

費

　　　

42 038　0.7　　179 586　1.9　　221 544　1.5

教

　　　

育

　　　

費

　　　

624 876　11.0　　1 978 541　21.0　　2 586 613　17.6

　

小

　

学

　

校

　

費

　　　　　

98

　

0.0

　　

532 561　5.6　　532 552　3.6

　

中

　

学

　

校

　

費

　　　　　

283

　

0.0

　　

389 061　4.1　　389 061　2.7

　

高

　

等学

　

校

　

費

　　　

258 192　4.5　　　35 688　0.4　　293 236　2.0

　

社

　

会

　

教

　

育

　

費

　　　

142 231　2.5　　521 654　5.5　　656 489　4.5

　

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　

62 532　1.1　　383 925　4.1　　439 096　3.0

　

大

　　

学

　　

費

　　　

72 190　1.3　　　18 351　0.2　　　90 492　0.6

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

89 350　1.6　　　97 301　1.1　　185 687　1.2

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

311 297　5.5　　129 681　1.3　　440 929　3.1

　

合

　　　　

計

　　

5 693 633 100.0　9 438 620 100.0　14 673 488 100.0

－356－



の単独事業費の状況

(単位

　

百万円・％)

　　　　　　　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

平成２年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　

減

　　

率

　　　

前年度増減率

　

純

　

計

　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

鴛

　

道市町村純計額都

　

道市町村純計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ヽ県

　　　　　　　　

府

　

県

　

1151964

　　

8.9△

　　

74 506 △　4.4△31.4　　13.0△　6.5　71.1　20.3　39.4

　

474 518　　3.7　　121118　　7.2　　18.8　26.8　25.5△　4.4　52.1　37.3

　

157 355　　1.2　　　47 880　　2.8　13.4　37.2　30.4　12.6　48.6　36.3

　

205 854　　1.6　　　43 311　　2.6　　2.3　22.3　21.0　10.1　71.5　63.1

　

109 033　　0.8　　　28 294　　1.7　47.3　22.1　25.9△38.5　26.9　　7.0

　　

2 276　　0.1　　　1 633　　0.1　63.3　77.9　71.7　24.5△　5.8　10.4

　

531 569　　4.1　　192 853　11.5　11.4　43.8　36.3　11.6　30.5　24.3

　

295 982　　2.3　　130 817　　7.8　10.8　49.1　44.2△　7.8　26.6　18.7

　

235 587　　1.8　　　62 036　　3.7　11.7　35.0　26.3　23.7　37.5　32.3

　　

42 079　　0.3　　　1006　　0.1△　1.0　　3.4　　2.4△　19.0　　2.9△　5.9

　

762 938　　5.9　　　69 065　　4.1　　9.0　　9.7　　9.1　10.2　12.3　12.3

　

155 773　　1.2　　　22 497　　1.3　10.2　21.5　　14.4　20.0　31.5　30.2

　　

42 554　　0.3△　　　670△　0.0　　2.6△　4.6△　1.6　　6.9　　0.1　　5.3

　

331 633　　2.6　　　20 184　　1.2　　6.7　　5.6　　6.1　　4.7　　8.0　　7.5

　

171 522　　1.3　　　19 568　　1.2　10.5　11.5　11.4　　8.8　　9.6　　9.5

　　

61456

　　

0.5

　　　

7 487　　0.4　12.4　　10.2　12.2　12.0　12.5　14.0

　

380 979　2.9　　92 880　5.5　42.1　14.1　24.4△11.9　27.4　11.0

　

6 772 772　52.1　　905 167　53.8　16.3　11.1　　13.4　14.9　15.6　15.6

　

2 937 380　22.6　　259 788　　15.4　　9.7　　8.3　　8.8　13.4　　11.2　　12.2

　

594 330　　4.6　　　52 382　　3.1　　8.8　　8.6　　8.8　11.1　10.6　10.6

　

141681

　　

1.1

　　　

16 291　　1.0　　4.4　20.2　　11.5　100.7　29.5　66.2

　

2 662 507　20.5　　477 476　28.4　26.4　　13.3　17.9　14.2　　18.8　17,6

　

1 127 067　　8.7　　238 231　　14.2　30.8　　11.8　21.1　24.0　　16.8　20.3

　

823 498　　6.3　　147 946　　8.8　17.8　18.0　18.0△　3.1　16.0　11,4

　　

46 569　　0.4△　　1333△　0.1　22.4△　4.5△　2.9　13.2　　6.1　　7.1

　

665 373　　5.1　　　92 632　　5.5　22.0　10.3　13.9　　7.8　26.8　22.2

　

369 166　　2.8　　　73 441　　4.4　28.1　13.1　19.9　19.5　27.2　25.6

　　

67 708　　0.5　　　25 789　　1.5　56.1　19.1　38.1△　3.2　21.0　　6.6

　

193 782　　1.5　　　27 762　　1.7　29.4　11.3　14.3　16.7　20.9　20.3

　

2 285 169　17.6　　301444　17.9　　8.5　14.9　13.2　28.2　21.0　22.7

　

475 880　　3.7　　　56 672　　3.4△　75.9　11.9　11.9 1403.7　20.4　20.4

　

319 345　　2.5　　　69 716　　4.1　　4.0　21.8　21.8　220.0　17.9　17.9

　

272 514　　2.1　　　20 722　　1.2　　5.6　24.9　　7.6　19.3　27.0　20.1

　

554 898　　4.3　　101 591　　6.0　26.1　16.4　18.3　41.2　26.5　29.3

　

417 757　　3.2　　　21339　　1.3　　8.7　　5.2　　5.1　　8.3　22.3　19.9

　　

95 170　　0.7△　　4 678 △　0.3△　11.9　38.1ム　4.9　66.3　　5.7　53.9

　

149 605　　1.1　　　36 082　　2.2　13.3　35.0　24.1　26.7　　4.3　15.3

　

395 926　　3.0　　45 003　　2.6　　8.5　18.5　11.4　　9.2　11.4　　9.7

12 991 696　100.0　　1681 792　100.0　　10.3　14.5　12.9　　17.7　　19.3　19.1

－357 -



その１

　

日的別内訳

第83表普通建設事業費

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

総

　

務

　

関

　

係

　　　

25 043　1.2　　174 414　5.6　　199 458　3.9

　

う

　　

ち

　

庁

　

舎

　　　　

6 608　　0.3　　　36 733　　1.2　　　43 341　　0.8

民

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　

7 288　　0.4　　　155633　　5.0　　　162921　　3.2

　

うち社会福祉施設

　　　　

4 920　0.2　　112 964　3.6　　117 885　2.3

衛

　

生

　

関

　

係

　　　

16 050　0.8　　　88 519　2.8　　104 569　2.0

　

うち清掃施設

　　　

8 934　0.4　　49 903　1.6　　58 837　1.1

農林水産業関係

　　　

59 162　2.9　　50 225　1.6　　109 387　2.1

　

農

　

業

　

関

　

係

　　　

51605

　

2.6

　　　

42 148　1.4　　　93 752　’1.8

　

林業・水産業関係

　　　　

7 557　0.4　　　8 077　0.3　　　15 635　0.3

　　

う

　

ち

　

漁

　

港

　　　　

1150

　　

0.1

　　　　

647

　　

0.0

　　　　

1798

　　

0.0

土

　　

木

　　

関

　　

係

　　　

1 733 587　85.7　　1984 161　63.6　　3 717 748　72.3

　

道路橋りょう

　　　

533 718　26.4　　458 209　14.7　　991 927　19.3

　

河

　　　　　　

川

　　　

226 213　n.2　　　51041　1.6　　277 254　5.4

　

港

　　　　　　　

湾

　　　　

7 489　　0.4　　　　4629　　0.1　　　12 117　　0.2

　

都

　

市

　

計

　

画

　　　

831 792　41.1　　1 301 264　41.7　　2 133 055　41.5

　　　

街

　　　　　

路

　　　

589 749　29.2　　591 302　19.0　　1181 051　23.0

　

う

　

都市下水路

　　　　

382

　

0.0

　　　

5 518　0.2　　　5 900　0.1

　

ち

|

区

　

画

　

整

　

理

　　　　

99 798　　4.9　　174 167　　5.6　　273 964　5.3

　　　

公

　　　　

園

　　　

141863

　

7.0

　　

487 551　15.6　　629 414　12.2

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　　

84 815　4.2　　136 345　4.4　　221 160　4.3

　

空

　　　　　　

港

　　　

15 113　0.7　　　　333　0.0　　　15 446　0.3

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

34 447　1.7　　　32 340　1.1　　　66 789　1.3

教

　

育

　

関

　

係

　　　

56 670　2.8　　432 545　13.9　　489 216　9.5

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　　

22 483　　1.1　　　　4666　　0.1　　　27 149　　0.5

　

大

　　　　　　　

学

　　　　

19 012　　0.9　　　　6694　　0.2　　　25 706　　0.5

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

15 175　0.8　　421185　13.6　　436 361　8.5

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

125 284　6.2　　231925　7.5　　357 207　7.0

　

合

　　　　　　

計

　　　　

2 023 084　100.0　　3117 422　100.0　　5140 506　100.0

－358－



中の用地取得費の状況

(単位

　

百万円・％)

　

平成２年度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

　

合

　

計

　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　　

増

　　

減

　　

率前年度増減率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県市町村合計額都道府県市町村合計額

　

252 149　5.3　・　　52 691 ・　12.4△　69.9　3.3△20.9　　･‥　　…　　…

　

58 637　1.2　・　15 296 ・　　3.6△　36.2△23.9△26.1　　…　　…　　…

　

150 907　3.2　　　　12 014　　　　2.8△　37.1　11.7　8.0△　45.1　63.0　41.6

　

90 459　1.9　　　　27 426　　　　6.5△　50.8　40.4　30.3　　…　　…　　…

　　　

…

　

…

　　　　　　

…

　　　　

…

　　　

…

　

62.9

　　

…

　　　

…

　　

…

　　

…

　

50 719　1.1　　　　　8 118　　　　1.9△　55.6　63.2　16.0 2 096.4　　3.4　66.3

　

111827

　

2.4

　

△

　　　

2 440△　　　0.6△　　9.3　　7.7△　2.2　　9.3　17.4　12.6

　

93 452　2.0　　　　　300　　　　0.1△　3.7　5.7　0.3　　8.1　19.1　12.5

　

18 376　0.4　△　　　2 741 △　　0.6△　35.1　19.9△14.9　　15.5　　8.2　12.8

　　

3 135　0.1　△　　　1337・　　0.3△　58.2　68.9△42.6　232.5△29.9　128.2

3 302 825 70.0　　　　414923　　　97.7　　16.4　　9.4　12.6　　7.4　13.8　10.8

　

918 096 19.5　　　　73 831　　　17.4　　8.4　　7.6　　8.0　　6.2　11.7　　8.7

　

247 648　5.3　　　　29 606　　　　7.0　　10.2　20.5　12.0　　　…　　…　　…

　

12 161　0.3　・　　　44△　　0.0　　23.4△24.0k　0.4△　27.2　113.6　8.7

1 859 755 39.4　　　　273 300　　　64.4　　21.4　10.8　14.7　　　…　　…　　…

1010 827 21.4　　　　170 224　　　40.1　　25.7　　9.2　16.8　　23.1　10.2　15.8

　　

4 689　0.1　　　　　1211　　　　0.3皆　増　17.7　25.8　　　…　　…　　…

　

254 288　5.4　　　　19 676　　　　4.6△　4.4　16.2　　7.7　　･‥　　…　　…

　

507 172 10.8　　　　122 242　　　28.8　　27.3　23.2　24.1　　　…　　…　　…

　

184 576　3.9　　　　36 584　　　　8.6　　39.5　10.1　19.8　　28.0　36.2　33.4

　　

9 704　0.2　　　　　5 742　　　　1.4　　56.21 048.3　59.2　　　…　　…　　…

　

70 885　1.4　a　　　4 096・　　1.1　　15.4△21.2△　5.8　　　…　　…　　…

　

498 632 10.6△　　9 416 a　　2.2△28.6　3.2△1.9　　…　…　…

　

41790 0.9・　14 641 △　3.4△37.6△19.0△35.0　33.5 634.0　50.4

　　

9 099 0.2　　16 607　　3.9　126.8 836.2 182.5　…　…　…

　

447 743 9.5・　11 382 "　　2.7△56.6　2.0△2.5　　…　…　…

　　　

…

　

…

　　　　　　

…

　　　　

…

　　　

…

　

17.5

　　

…

　　　

…

　　

…

　　

…

4 715 882 100.0　　　　424624　　　100.0　　7.8　　9.8　　9.0　　12.7　19.B　16.9

－359－



その２

　

財源内訳等

第83表普通建設事業費

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　

市

　　

町

　　

村

　

合

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

271 676　13.4　208 967　6.7　480 642　9.4

都道府県支

　

出

　

金

　　　　

－

　

－

　　

65 640　2.1　　65 640　1.3

分担金、負担金、寄附金

　　

53 877　2.7　　23 480　0.8　　77 357　1.5

地

　　　　

方

　　　　

債

　　

441 321　21.8　979 576　31.4　1 420 897　27.6

そ

　

の

　

他特

　

定

　

財源

　　

87 116　4.3　293 331　9.4　380 448　7.4

一

　　

般

　　

財

　　

源

　　

等

　　

1169 094　57.8　1 546 428　49.6　2 715 522　52.8

　

合

　　　　

計

　　　

（Ａ）

　　

2 023 084　100.0　3 117 422　100.0　5 140 506　100.0

　

う

　

ち

　

補

　

償

　

費

　　

429 264　21.2　306 344　9.8　735 607　14.3

取得用地面積（m2）

　　　

104 583 202　　211 293 518　　315 876 720

㈲に係る取得用地面積（m2）

　　　

97 501 315　　　202 205 606　　　299 706 921

曲

　

取得用地面積には、債務負担行為等による取得面積を含む。

その３

　

団体区分別内訳

　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　　

３

　

年

　

度

　　　　　

平

　　

成

　　

２

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

決

　　

算

　　

額

　　　

構成比

　　　

決

　　

算

　　

額

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　　　　　　

2 023 084　　　16.3　　　　　　　1 876 342

市

　　　

町

　　　

村

　　　　　　　　

3 117 422　　　23.4　　　　　　　2 839 540

　

大

　　

都

　　

市

　　　　　　　

792 972　　　34.6　　　　　　　729 079

　

特

　　

別

　　　

区

　　　　　　　

377 820　　　46.6　　　　　　　320 496

　

都

　　　　　　　

市

　　　　　　　　

1 463 550　　　24.4　　　　　　　1 366 731

　

町

　　　　　　

村

　　　　　　　

454 116　　　11.7　　　　　　　410 787

　

一部事務組合

　　　　　　　

28 964　　　8.8　　　　　　12 448

曲

　

平成２年度及び平成３年度の構成比は、団体区分別の普通建設事業費に対するも

　

るものである。
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中の用地取得費の状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　　　　　

較

合

　　　

計

　　　

額

　　

増

　　　

減

　　　

額

　　

増

　

減

　

率

　　

箔

　

急

　

粟

　　　　

454 599　　9.6　　　　　26 043　　6.1　　　　　　　5.7　　　　△　　4.6

　　　　　

56 410　　1.2　　　　　　9 230　　2.2　　　　　　16.4　　　　△　　1.5

　　　　　

69 621　　1.5　　　　　7 736　　1.8　　　　　　n.1　　　　　　15.7

　　　

1 196 398　25.4　　　　224 499　52.9　　　　　　18.8　　　　　　18.1

　　　　

371 143　　7.9　　　　　　9 305　　2.2　　　　　　　2.5　　　　　　40.4

　　　

2 567 711　　54,4　　　　　147811　　34.8　　　　　　　5.8　　　　　　18.7

　　　

4 715 882　100.0　　　　　424 624　100.0　　　　　　　9.0　　　　　　16.9

　　　　

667 420　　14.2　　　　　68 187　　16.1　　　　　　10.2　　　　　　　6.7

　　　　　　

306 686 268　　　　　　　　9 190 452　　　　　　　3.0　　　　△　　19.3

　　　　　　

271 488 864　　　　　　　28 218 057　　　　　　10.4　　　　　　　…

年

　

度

一
構成比

9
8
1
8
0
9
n
乙

5
3
6
3
5
1
ｒ
ａ

1
2
3
4
2
1

増
一
決

　　　

減

算

　　

額

　　

146 742

　　

277 882

　　　

63 893

　　　

57 324

　　　

96 819

　　　

43 329

　　　

16 516

　

額

構成比

　　

22.4

　　

20.1

　　

23.1

　　

72.5

　　

18.2

　　

10.7

　　

18.5

(単位

増

　　

減

　　

率

8
8
8
9
1
5
7

　

－

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

　

一

7
9
8
7
7
0
C
V
]

　
　
　
　
　
　
　

ｌ

　
　

ｌ
Ｃ
Ｏ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

―

前
増

百万円・％）

度
率

年
減

7
8
6
5
4
1
ｒ
ｎ
ｖ

2
9
6
6
2
8
0

1
1
2
4
1
1
1

のであり、増減額の構成比は、団体区分別の普通建設事業費の対前年度増加額に対す

－361－
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第83表

　

普通建設事業費中の用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決

　　　　　　　　　　　

算

　　

区

　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

昭和61年度

　　　　　

62

　　　　　　　

63

総

　　　

務

　　　

関

　　　

係

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

う

　　　

ち

　　　

庁

　　　

舎

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

･･･

民

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　　

58 882　　　　　60 912　　　　　93 718

　

うち社会福祉施設

　　　　　　

…

　　　　　

…

　　　　　

…

衛

　　　

生

　　　

関

　　　

係

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

う

　

ち

　

清

　

掃

　

施

　

設

　　　　　

43 581　　　　　49 930　　　　　42 287

農

　

林

　

水

　

産

　

業

　

関

　

係

　　　　　

74 110　　　　80 324　　　　89 862

　

農

　　

業

　　

関

　　

係

　　　　　

64 392　　　　　69 696　　　　　75 183

　

林業・水産業関係

　　　　　

9 718　　　　10 628　　　　14 679

　　

う

　　

ち

　　

漁

　　

港

　　　　　　　

1672

　　　　　　

1601

　　　　　　

1410

土

　　　

木

　　　

関

　　　

係

　　　　　

1 950 378　　　　2 258 160　　　　2 691 499

　

道

　

路

　

橋

　

り

　

ょ

　

う

　　　　　

558 985　　　　652 068　　　　769 297

　

河

　　　　　　　　　　

川

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

‥●

　　　　　　　

…

　

港

　　　　　　　　　　

湾

　　　　　　　

6 911　　　　　13 866　　　　　　9 736

　

都

　　　

市

　　

計

　　　

画

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　

街

　　　　　　　

路

　　　　　

467 754　　　　574 699　　　　728 324

　

う

　

都

　

市

　

下

　

水

　

路

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

ち

|

区

　　

画

　　

整

　　

理

　　　　　　　　

’¨

　　　　　　　

･¨

　　　　　　　

¨゛

　　　

公

　　　　　　　　

園

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

公

　　

営

　　

住

　　

宅

　　　　　

174 987　　　　162 361　　　　134 619

　

空

　　　　　　　　　　

港

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

教

　　　

育

　　　

関

　　　

係

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

高

　　

等

　　

学

　　

校

　　　　　

45 300　　　　　28 671　　　　　35 925

　

大

　　　　　　　　　　

学

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　

そ

　　　　　

の

　　　　

他

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　　　

2 783 768　　　　3 369 456　　　　3 949 562

― 362 ―



地取得費の状況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　

数

平成元年度

　　　　　

2

　　　　　　　

3

　　　　

61

　

62

　

63

　

元

　　

2

　　

3

　　　　　

…

　　　　

252 149　　　　199 458　…　…　…　…　100　79

　　　　　

…

　　　　

58 637　　　　43 341　…　…　…　…　100　74

　　　

106 584　　　　150 907　　　　162 921　100　103　159　181　256　277

　　　　　

…

　　　　　

90 459　　　　117 885　･‥　…　…　…　100　130

　　　　　

…

　　　　　　　

…

　　　　

104 569　　…　　…　　…　　…　　…　　…

　　　

30 497　　　　50 719　　　　58 837　100　115　97　70　116　135

　　　

99 344　　　　111827　　　　109 387　100　108　121　134　151　148

　　　

83 047　　　　93 452　　　　93 752　100　108　n7　129　145　146

　　　

16 298　　　　18 376　　　　15 635　100　109　151　168　189　161

　　　　

1374

　　　　　

3 135　　　　　1798　100　96　84　82　188　108

　　

2 980 213　　　3 302 825　　　3 717 748　100　n6　138　153　169　191

　　　

844 668　　　　918 096　　　　991 927　100　n7　138　151　164　177

　　　　　

…

　　　　

247 648　　　　277 254　･‥　…　…　…　100　112

　　　　

11 187　　　　12 161　　　　12 n7　100　201　141　162　176　175

　　　　　

…

　　　

1 859 755　　　2 133 055　…　…　…　…　100　n5

　　　

872 638　　　1 010 827　　　1 181 051　100　123　156　187　216　252

　　　　　

…

　　　　　

4 689　　　　　5900　　･‥　　…　　…　　…　100　126

　　　　　

…

　　　　

254 288　　　　273 964　…　…　…　…　100　108

　　　　　

…

　　　　

507 172　　　　629 414　…　…　…　…　100　124

　　　

138 398　　　　184 576　　　　221 160　100　93　77　79　105　126

　　　　　

…

　　　　　

9 704　　　　　15 446　　…　　…　　…　　…　100　159

　　　　　

…

　　　　　

70 885　　　　　66 789　　･‥　　…　　…　　…　100　94

　　　　　

…

　　　　

498 632　　　　489 216　･‥　…　…　…　100　98

　　　

27 779　　　　41 790　　　　27 149　100　63　79　61　92　60

　　　　　

…

　　　　　

9 099　　　　　25 706　　…　　…　　…　　…　100　283

　　　　　

…

　　　　

447 743　　　　436 361　　…　　…　　…　　…　100　97

　　　　　

…

　　　　

348 823　　　　357 207　…　…　…　…　…　…

　　

4 034 491　　　4 715 882　　　5 140 506　100　121　142　145　169　185
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第84表

　

普通建設事業費中の用

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

総

　　

務

　　

関

　　

係

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　

92

　　

0.0

　　　　　

92

　

0.0

　

う

　　

ち

　

庁

　

舎

　　　　　　

－

　　

一

　　　　　

一

　　

－

　　　　　

－

　　

一

民

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

2 303　　0.4　　　　2303　0.2

　

うち社会福祉施設

　　　　　

－

　　

－

　　　　

559

　

0.1

　　　　

559

　

0.0

衛

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　　　

0

　　

0.0

　　　　　

126

　　

0.0

　　　　　

126

　

0.0

　

うち清掃施設

　　　　

－

　

－

　　　　

97

　

0.0

　　　　

97

　

0.0

農林水産業関係

　　　

46 803　6.9　　16 419　2.8　　63 222　5.0

　

農

　

業

　

関

　

係

　　　

44 639　6.6　　　15 226　2.6　　　59 864　4.7

　

林業・水産業関係

　　　　

2 165　0.3　　　1193　0.2　　　3 358　0.3

　　

う

　

ち

　

漁

　

港

　　　　　

1000

　　

0.1

　　　　

409

　

0.1

　　　　

1409

　

0.1

土

　　

木

　　

関

　　

係

　　　

633 148　93.0　　　502 013　84.6　　1 135 161　89.1

　

道路橋りょう

　　

266 316　39.1　　104 264　17.6　　370 580 29.1

　

河

　　　　　　

川

　　　

177 312　26.1　　　32 878　5.5　　210 190　16.5

　

港

　　　　　　　

湾

　　　　　

6 529　　1.0　　　　2877　　0.5　　　　9407　0.7

　

都

　

市

　

計

　

画

　　　

148 842　21.9　　307 789　51.8　　456 631　35.8

　　

街

　　　　　

路

　　　

113 765　16.7　　182 367　30.7　　296 132　23.2
う

　

都

　

市下水路

　　　　　

－

　

－

　　　

2 691　0.5　　　2 691　0.2

ち

|

区

　

画

　

整

　

理

　　　　

11103

　

1.6

　　　

24 532　4.1　　　35 635　2.8

　　

公

　　　　　

園

　　　

23 974　3.5　　　96 216　16.2　　120 190　9.4

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　　　　

2 148　　0.3　　　47 968　　8.1　　　50 116　3.9

　

空

　　　　　　　

港

　　　　　

5 873　　0.9　　　　　129　　0.0　　　　6002　0.5

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

26 128　3.7　　　　6 108　　1.1　　　32 235　2.6

教

　

育

　

関

　

係

　　　　　

530

　

0.1

　　　

72 027　12.1　　　72 557　5.7

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

一

　

大

　　　　　　　

学

　　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　

－

　

そ

　　

の

　　

他

　　　　　

530

　

0.1

　　　

72 027　12.1　　　72 557　5.7

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　　　

57

　

0.0

　　　　　

728

　　

0.1

　　　　　

785

　

0.0

　　

合

　　

計

　　　　

680 538 100.0　　593 708 100.0　1 274 246 100.0

曲

　

上記の決算額には、受託事業費に係る補助事業費を含む。

－364－



地取得費（補助事業費）の状況

(単位

　

百万円・％)

平成２年度

　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

合

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　

額

　　　

都道

ま

　

市

;

村

　

ご

計額

　　　

71

　　

0.0

　　　　　　

21

　　

0.1

　　　　　

－

　　　　　

29.6

　　　　　

29.6

　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

2 501　0.2△　　198△0.5　　　－△　　7.9△　　7.9

　　　

460

　　

0.0

　　　　　　

99

　　

0.2

　　　　　

－

　　　　　

21.5

　　　　　

21.5

　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　

…

　　　　　　

‥●△

　　　

85.2

　　　　　

…

　　　

268

　

0.0△

　　

171△0.4

　　　

－△

　　

63.8△

　　

63.8

　　

63 016　5.1　　　206　0.5　　　0.8△　　0.9　　　0.3

　　

58 593　4.8　　　1271　3.0　　　3.5△　　1.4　　　2.2

　　

4 423　0.4△　　1065△2.6△　　34.5　　　6.9ム　　24.1

　　

2 993　0.2△　　1584△3.8△　　63.2　　　48.7△　　52.9

　

1 063 603　86.3　　　71558　171.7　　　　　7.4　　　　　5.9　　　　　6.7

　　

357 745　29.0　　　12 835　30.8　　　　　4.6　　　　　1.2　　　　　3.6

　　

189 450　15.4　　　20 740　49.8　　　　　9.4　　　　20.2　　　　10.9

　　

7 653　　0.6　　　　1754　　4.2　　　　16.4　　　　40.8　　　　22.9

　　

418 082　33.9　　　38 549　92.5　　　　　9.2　　　　　9.2　　　　　9.2

　　

281 753　22.9　　　14 379　34.5　　　　　6.0　　　　　4.6　　　　　5.1

　　

2 603　　0.2　　　　　88　　0.2　　　　　－　　　　　3.4　　　　　3.4

　　

34 570　　2.8　　　1065　　2.6　　　　15.1△　　　1.6　　　　3.1

　　

96 188　　7.8　　　24 002　57.6　　　　23.9　　　　25.2　　　　25.0

　　

55 532　　4.5△　　　5 416△13.0△　　　18.6△　　　　9.3△　　　　9.8

　　

4 386　　0.4　　　　1616　　3.9　　　　34.4　　　　706.3　　　　36.8

　　

30 755　2.5　　　1480　3.5　　　9.1△　　10.3　　　4.8

　　

101647

　　

8.2△

　　

29 090 △69.8　　　　　7.5△　　　28.8△　　　28.6

　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　

－

　　　　

－

　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

101647

　　

8.2△

　　

29 090 △69.8　　　　　7.5△　　　28.8△　　　28.6

　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　　　　

48.0

　　　　　

●‥

　

1 232 559　100.0　　　41687　100.0　　　　6,8△　　　0,3　　　　3.4
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第85表

　

普通建設事業費中の用

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

総

　

務

　

関

　

係

　　　

25 043　1.9　　174 323　6.9　　199 366　5.2

　

う

　　

ち

　

庁

　

舎

　　　　　

6 608　　0.5　　　36 733　　1.5　　　43 341　1.1

民

　　

生

　　

関

　　

係

　　　　　

7 288　　0.5　　　153331　　6.1　　　160618　4.2

　

うち社会福祉施設

　　　　

4 920　0.4　　112 405　4.5　　117 325　3.0

衛

　

生

　

関

　

係

　　　

16 049　1.2　　　88 394　3.5　　104 443　2.7

　

うち清掃施設

　　　　

8 934　0.7　　49 806　2.0　　58 740　1.5

農林水産業関係

　　　

12 358　0.9　　33 806　1.3　　46 165　1.2

　

農

　

業

　

関

　

係

　　　　　

6 966　0.5　　　26 922　　1.1　　　33 888　0.9

　

林業・水産業関係

　　　　

5 392　0.4　　　6 884　0.3　　　12 276　0.3

　　

う

　

ち

　

漁

　

港

　　　　　

151

　　

0.0

　　　　

238

　　

0.0

　　　　　

389

　

0.0

土

　　

木

　　

関

　　

係

　　　

1100 440　82.0　　1482 148　58.7　　2 582 587　66.8

　

道路橋りょう

　　　

267 402　19.9　　353 945　14.0　　621 347　16.1

　

河

　　　　　　

川

　　　

48 901　3.6　　　18 163　0.7　　　67 064　1.7

　

港

　　　　　　　

湾

　　　　　

959

　

0.1

　　　　

1751

　　

0.1

　　　　

2 710　0.1

　

都

　

市

　

計

　

画

　　　

682 949　50.9　　　993 475　39.4　　1 676 424　43.4

　　

街

　　　　　

路

　　　

475 984　35.5　　408 935　16.2　　884 919　22.9
う

　

都市下水路

　　　　

382

　

0.0

　　　

2 828　0.1　　　3 209　0.1

ち

|

区

　

画

　

整

　

理

　　　　

88 695　6.6　　　149 634　5.9　　238 329　6.2

　　

公

　　　　　

園

　　　

117 889　8.8　　391335　15.5　　509 224　13.2

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　　

82 666　6.2　　　88 377　3.5　　171 043　4.4

　

空

　　　　　　　

港

　　　　　

9 240　　0.7　　　　204　　0.0　　　　9 444　0.2

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

8 323　　0.6　　　26 233　　1.0　　　34 555　0.9

教

　

育

　

関

　

係

　　　

56 140　4.2　　360 519　14.3　　416 659　10.8

　

高

　

等

　

学

　

校

　　　　

22 483　　1.7　　　　4666　0.2　　　27 149　0.7

　

大

　　　　　　　

学

　　　　

19 012　　1.4　　　　6694　　0.3　　　25 706　0.7

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

14 645　1.1　　349 159　13.8　　363 804　9.4

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

125 228　9.3　　231193　9.2　　356 422　9.1

　　

合

　　

計

　　　

1 342 546 100.0　2 523 714 100.0　3 866 260 too.o

曲

　

上記の決算額には、受託事業費に係る単独事業費を含む。
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地取得費（単独事業費）の状況

(単位

　

百万円・％)

;成ニ年：

　　

増

　

減

　

額

比

　　

増

　　　

；

　　　

率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　

市町村

　

合計額

　　

252 078　　7.2△　　52 712 △13.8△　　　69.9　　　　　3.3△　　　20.9

　　

58 637　　1.7△　　15 296 乙4.0△　　36.2△　　　23.9△　　26.1

　　

148 405　　4.3　　　12 213　　3.2△　　　37.1　　　　12.1　　　　8.2

　　

89 998　　2.6　　　27 327　　7.1△　　　50.8　　　　40.5　　　　30.4

　　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　　　　

65.3

　　　　　

●‥

　　

50 451　　1.4　　　　8 289　　2.2△　　　55.6　　　　　64.3　　　　　16.4

　　

48 811　　1.4△　　　2 646 △　0.7△　　　34.1　　　　　12.5△　　　　5.4

　　

34 859　1.0△　　　971△0.3△　　33.2　　　10.2△　　　2.8

　　

13 952　　0.4△　　　1676△　0.4△　　　35.3　　　　　22.4△　　　12.0

　　　　

142

　　

0.0

　　　　　

247

　　

0.1

　　　　

344.1

　　　　

120.4

　　　　

173.9

　

2 239 222　64.3　　　343 365　89.7　　　　　22.4　　　　　10.6　　　　　15.3

　　

560 352　16.1　　　60 995　15.9　　　　12.6　　　　9.6　　　　10.9

　　

58 198　　1.7　　　　8 866　　2.3　　　　　13.2　　　　　21.0　　　　　15.2

　　　

4 507　　0.1△　　　1797△　0.5　　　　107.6△　　　56.7 A　　　39.9

　

1441673

　

41.4

　　　

234 751　61.3　　　　　24.4　　　　　11.3　　　　　16.3

　　

729 074　20.9　　　155 845　40.7　　　　　31.5　　　　　11.4　　　　　21.4

　　　

2 086　　0.1　　　　1 123　　0.3　　皆　増　　　　　　35.6　　　　　53.8

　　

219 717　　6.3　　　18 612　　4.9△　　　6.4　　　　19.7　　　　8.5

　　

410 984　11.8　　　98 240　25.7　　　　28.0　　　　22.7　　　　23.9

　　

129 043　　3.7　　　42 000　11.0　　　　42.1　　　　24.7　　　　32.5

　　　

5 318　　0.2　　　　4 126　　1.1　　　　　74.2　　　1 469.2　　　　　77.6

　　

40 131　　1.1△　　　5 576 △　1.4　　　　　40.7△　　　23.3△　　　13.9

　　

396 985　11.4　　　19 674　　5.1△　　　28.9　　　　13.3　　　　5.0

　　

41790

　　

1.2△

　　

14 641 △3.8△　　　37.6△　　　19.0△　　　35.0

　　　

9 099　　0.3　　　　16 607　　4.3　　　　126.8　　　　836.2　　　　182.5

　　

346 096　　9.9　　　17 708　　4.6△　　　57.5　　　　12.1　　　　5.1

　　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　

…

　　　　　　

…

　　　　　

17.4

　　　　　

…

　

3 483 323　100.0　　　382 937　100.0　　　　　8.3　　　　　12.5　　　　　11.0

－367－



その１

　

性質別内訳

第86表

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

520 144　91.8　　306 002　83.0　　717 699　86.9

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　

12 519　2.2　　　62 317　16.9　　　74 605　9.0

国直轄事業負担金

　　　

33 900　6.0　　　　－　－　　33 900　4.1

県営事業負担金

　　　　

－

　

－

　　　

457

　

0.1

　　　　

－

　

一

　

合

　　　　　　

計

　　　　

566 563　100.0　　368 776　100.0　　826 204　100.0

その２ 目的別内訳

　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

公共土木施設

　　

405 814　71.6　　196 660　53.3　　602 018　72.9

農林水産業施設

　　　

144 513　25.5　　135 065　36.6　　170 982　20.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

16 236　2.9　　　37 051　10.1　　　53 204　6.4

　

合

　　　　　　

計

　　　　

566 563　100.0　　　368776　100.0　　　826204　100.0

その３

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

384 057　67.8　　140 432　38.1　　524 490　63.5

地

　　　

方

　　　

債

　　　

160 547　28.3　　　54 246　14.7　　214 792　26.0

その他特定財源

　　　　

3 086　0.6　　120 388　32.6　　21288　2.6

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

18 873　3.3　　　53 710　14.6　　　65 634　7.9

　

合

　　　　　　

計

　　　　

566 563　100.0　　　368776　100.0　　　826204　100.0

その１

　

性質別内訳

第87表

　

失

　

業

　

対 策 事

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

補

　

助

　

事

　

業

　

費

　　　

20 498　77.1　　　38 763　71.2　　　59 261　73.1

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　

6 094　22.9　　　15 676　28.8　　　21769　26.9

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

26 591　100.0　　　54 439　100.0　　　81030　100.0

－368－



業

　　

費

業

　　

費

の

　

状

の

　　

状

度
額

年２
計

成平
純

　

72.1

　

27.9

100.0

△

△

△

況

況

　　　

比

増

　　

減

　　

額

4 631

2 948

7 579

－369－

61.1△

38.9△

100.0△

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

　　

較

讐芦ｙ｣
…

　　

7.2△

　　

ｎ.9△

　　

8.6△

16.8

13.3

15.8

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増減率

　　

篇果菜

　　

451 298　　　　63.2　　　　73 192　　　　　65.1　　　　　16.2　　　　　14.2

　　

197 354　　　　27.6　　　　17 438　　　　　15.5　　　　　8.8　　　　　19.1

　　

14 691　　　　　2.1　　　　6 597　　　　　5.9　　　　　44.9△　　　　8.2

　　

50 448　　　　　7.1　　　　15 186　　　　　13.5　　　　　30.1　　　　　42.4

　　

713 791　　　　too.o　　　112 413　　　　100.0　　　　　15.7　　　　　16.6

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増減率

　　

篇急肇

　　

532 614　　　　74.6　　　　69 404　　　　　61.7　　　　　13.0　　　　　13.8

　　

152 663　　　　21.4　　　　18 319　　　　　16.3　　　　　12.0　　　　　27.6

　　

28 514　　　　　4.0　　　　24 690　　　　　22.0　　　　　86.6　　　　　16.1

　　

713 791　　　　100.0　　　112 413　　　　100.0　　　　　15.7　　　　　16.6

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増減率

　　

箔畏票

　

625 605　　　　87.6　　　92 094　　　　81.9　　　　14.7　　　　13.8

　

47 005　　　　6.6　　　27 600　　　　24.6　　　　58.7　　　　32.0

　

41180

　　　

5.8△

　　

7 280 △　　　6.5△　　　17.7　　　53.1

　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　

713 791　　　　100.0　　　112 413　　　　100.0　　　　　15.7　　　　　16.6

｜



その２

　

財源内訳

第87表

　

失

　

業

　

対

　

策

　

事

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計「額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

12 150　45.7　　　19 005　34.9　　　31155　38.4

その他特定財源

　　　　

2 402　9.0　　　9 556　17.6　　　6 558　8.1

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　　　

12 039　45.3　　　25 878　47.5　　　43 317　53.5

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

26 591　100.0　　　54 439　100.0　　　81030　100.0

その１

　

繰出先別内訳

第88表

　

繰 出 金

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

誇非適用の公営企業会

　　　

113 192　37.8　　922 397　42.3　　1 035 589　41.7計

国民健康保険事業会計

　　　　　　

－

　　

－

　　

424 830　19.5　　424 830　17.1

老人保健医療事業会計

　　　　　　

－

　　

－

　　

350 278　16.1　　350 278　14.1

公益質屋事業会計

　　　　　

－

　

－

　　　　

182

　

0.0

　　　　

182

　

0.0

農業共済事業会計

　　　　　

－

　

－

　　　

1864

　

0.1

　　　

1864

　

0.1

収益事業会計

　　　

450

　

0.2

　　　

310

　

0.0

　　　

760

　

0.0

交通災害共済事業会計

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

1439

　　

0.1

　　　　

1439

　　

0.1

公各大学附属病院事業

　　　　

22 646　　7.6　　　29 892　　1.4　　　52 538　2.1

基

　　　　　　　

金

　　　

163 063　54.5　　449 573　20.6　　612 637　24.7

財

　　　

産

　　　

区

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

614

　　

0.0

　　　　

614

　　

0.0

　

合

　　　　　　

計

　　　　

299 351　100.0　　2181 380　100.0　　2480 731　100.0

その２

　

日的別内訳

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

運

　　

転

　　

資

　　

金

　　　　

8 018　　2.7　　　48 951　　2.2　　　56 969　　2.3

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　　　

9 786　　3.3　　512 175　23.5　　　521 961　21.0

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　　

29 490　9.9　　346 059　15.9　　375 549　15.1

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　　

71140

　

23.8

　　

417 489　19.1　　488 629　19.7
赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　　

13 903　4.6　　165 386　7.6　　179 289　7.2

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

167 014　55.7　　691 320　31.7　　858 334　34.7

　

合

　　　　　　

計

　　　　

299 351　100.0　　2181 380　100.0　　2480 731　100.0
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業

　　

費

の

の

　

状

状

況（つづき）

況

－371－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

合

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増減率

　　

箔姦肇

　　

56 127　　　2.6　　　　842　　　　0.2　　　　1.5 k　　　8.6

　

474 628　　　　22.3　　　47 333　　　　13.6　　　　10.0　　　　　4.3

　

319 050　　　　15.0　　　56 499　　　　16.2　　　　17.7　　　　　5.0

　

453 706　　　　21.3　　　34 923　　　　10.0　　　　　7.7　　　　　6.6

　

176 419　　　　　8.3　　　　2 870　　　　　0.8　　　　　　1.6　　　　　2.5

　

652 442　　　　30.5　　　205 892　　　　59.2　　　　31.6△　　　25.5

　

2 132 372　　　100.0　　　348 359　　　　100.0　　　　16.3△　　　　7.0

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

合

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増減率

　　

箔果肇

　

926 186　　　　43.4　　　109 403　　　　　31.4　　　　　11.8　　　　　5.7

　

425 395　　　19.9△　　　565△　　　0.2△　　　0.1　　　　5.4

　

315 797　　　14.8　　　34 481　　　　　9.9　　　　10.9　　　　　5.0

　　　

216

　　　　

0.0△

　　　　

34△

　　　

0.0△

　　　

15.7△

　　　

3.6

　　

1989

　　　　　

0.1△

　　　　

125△

　　　　

0.0△

　　　　

6.3△

　　　　

1.0

　　　

694

　　　　

0.0

　　　　

66

　　　　

0.0

　　　　

9.5△

　　　

85.2

　　

1446

　　　　　

0.1△

　　　　　

7△

　　　　

0.0△

　　　　

0.5

　　　　　

3.7

　　

42 496　　　　2.0　　　10 042　　　　　2.9　　　　23.6　　　　26.2

　

417 822　　　19.6　　194 815　　　　55.9　　　　46.6△　　　37.6

　　　

331

　　　

0.0

　　　　

283

　　　　

0.1

　　　　

85.5△

　　　

13.4

　

2 132 372　　　100.0　　348 359　　　100.0　　　　16.3△　　　7.0

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増減率

　　

箔果菜

　　

33 464　　　　37.8△　　　2 309　　　　　30.5△　　　　6.9△　　　　15.7

　　　

6 917　　　　　7.8△　　　　359　　　　　4.7△　　　　5.2△　　　　12.5

　　

48 228　　　　54.4△　　　4 911　　　　　64.8△　　　　10.2△　　　　16.4

　　

88 609　　　100.0△　　　7 579　　　100.0△　　　8.6△　　　15.8



　　　　　　　　　　　　

第88表

　

繰

その３

　

繰出先別、繰出目的別内訳

出 金

　　

区

　　　　　

分

　　　

総

　　

額

　

弊駄目鸚撰ｍ籤琵

　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｑ

運

　

転

　

資

　

金

　　

56 969　　13 180　　23 479　　18 815　　　一

事

　

務

　

費

　

財

　

源

　　

521 961　　117 891　　75 258　　304 677　　　118

建

　

設

　

費

　

財

　

源

　　

375 549　　362 890　　　1 638　　　　292　　　－

公

　

債

　

費

　

財

　

源

　　

488 629　　476 792　　　2 379　　　　　1　　　－

赤

　

字

　

補

　

て

　

ん

　　

179 289　　　35 970　　131 848　　　　1 131　　　　58

そ

　　　

の

　　　

他

　　

858 334　　28 866　　190 228　　25 362　　　6

　

合

　　　　　　

計

　　

2 480 731　　1 035 589　　424 830　　350 278　　　182

第89表

　

積 立 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　

成

　　　　　

３

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　

積

　　　

立

　　　

金

　　　　　　

積

　

立

　

金

　　　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市町村

　　

合計額（Ａ）

　

都道府県

歳出決算積立金

　　

2 227 334　　2 449 573　　4 676 907　　736 351

歳計剰余金処分積立金

　　　　　

7 172　　　109 036　　　116 209　　　　　－

　

合

　　　　　　　

計

　　　　

2 234 507　　2 558 609　　4 793 116　　　736 351

　　

財政調整基金積立金

　　　　

147 936　　　546 039　　　693 975　　　150 757岨

二レ二二二ドニ

－372－



の 状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

農業共済

　

収

　　　

益

　

交通災害共

　

公立大学附属
事業会計

　

事業会計

　

済事業会計

　

病院事業会計

　

基

　　　

金

　

財

　

産

　

区

　　　　

20

　　　　

464

　　　　　

7

　　　　　

1000

　　　　　

－

　　　　　

2

　　　

1578

　　　　

213

　　　　

1142　　　　21022　　　　　－　　　　　63

　　　　

10

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

10 576　　　　　－　　　　143

　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

9409　　　　　－　　　　　49

　　　　

174

　　　　　

－

　　　　　

64

　　　　

10 045　　　　　－　　　　　0

　　　　

82

　　　　　

83

　　　　

226

　　　　　

486

　　　

612637　　　　357

　　　

1 864　　　　760　　　　1 439　　　　52 538　　　612637　　　　614

の 状

　　

年

　　　　　

度

取

　

崩

　

し

　

額

市町村
-

14511:

451127

484 802

218 806

747 519

合計額(Ｂ)

-

2 187 4

2187

－

478

　

635 559

　

508 337

1 043 581

況

純積立額

（Ａ）－（Ｂ）

2 489 429

　

116 209

2 605 638

　

58 416

1 506 381

1 040 842

平

金立
㈲

積

5 082 138

5 198 316

　

746 536

2 041304

2 410 476

－373－

(単位

　

百万円)

成

　　

２

　　

年

　　

度

額
㈲

立積
一

純
○

―金
剛

　

額
立
し

　

崩
積
取

1 553 681

1 553 681

　

476 164

　

250 849

　

826 668

3 528 457

　

116 179

3 644 635

　

270 372

1 790 455

1 583 808

！



第90表

　

投

　

資

　

及

　

び

　

出

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

総

　　　

務

　　　

費

　　　

27 924　9.7　　　42 492　15.7　　　70 417　12.6

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

90 309　31.4　　　95 109　35.1　　185 419　33.2

　

公

　

衆衛

　

生

　

費

　　　

90 193　31.3　　　94 282　34.8　　184 475　33.0

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

116

　　

0.1

　　　　

827

　

0.3

　　　　

944

　

0.2

農林水産業費

　　　

13 172　4.6　　　4 881　1.8　　18 053　3.2

　

農

　　　

業

　　　

費

　　　　　

6 018　　2.1　　　　2408　　0.9　　　　8425　1.5

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　　

872

　　

0.3

　　　　

599

　　

0.2

　　　　

1471

　

0.3

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　　　　

10

　

0.0

　　　　　

119

　

0.0

　　　　　

129

　

0.0

　

林

　　　

業

　　　

費

　　　　　

1991

　　

0.7

　　　　

1020

　　

0.4

　　　　

3 012　0.5

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　　　

4 281　　1.5　　　　735　　0.3　　　　5 016　0.9

商

　　　

工

　　　

費

　　　

40 595　14.1　　　21009　7.8　　　61604　11.0

土

　　　

木

　　　

費

　　　

80 160　27.8　　　54 687　20.2　　134 847　24.1

　

土

　

木

　

管

　

理

　

費

　　　　　

8 400　　2.9　　　　1823　　0.7　　　10 223　1.8

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　

28 549　9.9　　　44 081　16.3　　　72 630　13.0

　

住

　　　

宅

　　　

費

　　　　　

736

　

0.3

　　　　

1006

　　

0.4

　　　　

1741

　

0.3

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　

42 475　14.7　　　　7 777　　2.8　　　50 253　9.0

教

　　　

育

　　　

費

　　　　　

7 348　　2.6　　　　4914　　1.8　　　12 261　2.2

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

28 524　9.8　　　47 947　17.6　　　76 469　13.7

　

合

　　　　

計

　　　

288 032 100.0　　271039 100.0　　559 070 100.0

談判誘:゛・”1）

　　　

122 154　42.4　　　150 355　55.5　　　272 509　48.7

七

　　　

の）

　　　

ｲ也

　　　　

165 878　57.6　　　120 684　44.5　　　286 561　51.3

－374－



資

　　

金

-

平

　

成

　

２

合

　　　

計

73 051

174 803

174 653

　　

150

1
5

　

３

C
^
J

L
O

O

　
　
　
　
　
　
　

４

121 618

　

7 514

6
4

　

ｌ

48 088

　

9 393

56 515

491811

246 168

245 643

年

の

　　

状

度

額

0.8

0.1

0.4

1.2

△

△

△

△

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

△

７

　

５

　

０

　

４

　

８

　

９

　

５

　

０

　

１

　

<
Ｔ
>

　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

一

　
　

・

　
　

一

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

　
　

一

　
　

・

４

　

１

　

３

　

０

　

９

　

１

　

１

　

０

　

０

　

Ｑ
ぴ

２

　
　
　

１

　
　
　
　
　
　
　

１

　

０

　

５

　

４

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

況

比

減

　　

額

2 634

10 616

9 822

　

794

2 415

5 091

2 603

　

212

　

897

　

759

20 811

13 229

　

2 709

　

8 574

　

219

　

2 165

　

2 868

19 954

67 259

26 341

40 918

△

ａ

△

△

△

－375－

り
ｏ

t
o

Ｃ
Ｄ

ｌ

　

Ｃ
Ｏ

C
-
-

3.9

0.3

1.3

　

1.1

30.9

19.7

　

4.0

12.7

３

　

３

　

３

　

６

　

０

　

２

　

ｏ
ｏ

　

－

　
　

一

　
　

一

　
　

Ｉ

　
　

・

　
　

Ｉ

　
　

Ｉ

０

　

３

　

４

　

９

　

０

　

９

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

り
ｆ
″
Ｏ

　

ｎ
ｊ

　

″
ｈ
り

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

１

増

-

△

△

£1

△

△

(単位

　

百万円・％)

　　

較

減 率

ｒ
ｎ
ｙ

　

ｌ

　

｛
０

Ｃ
Ｏ

t
ｏ

L
Ｏ

529.3

　

15.4

152.7

　

63.9

　

62.2

　

42.4

　

13.1

　

51.0

９

　

１

　

４

　

２

　

５

　

５

　

ｎ
ｊ

０

　

６

　

３

　

１

　

４

　

０

　

ｒ
ａ

１

　

３

　

１

　

１

　
　
　

３

　

ｎ
ａ

13.7

10.7

16.7

o
ｏ

t
o

3
0

　

8
4

１

　

１

8
5

　

5
5

△

ａ

ａ

△

△

４

　

ｎ
乙

1
8

　

1
9

304.6

　

n.7

0
０

O

C
X
>

Ｏ

　

Ｌ
Ｄ

O

C
>
J

I
―
(

C
^
J

10.6

i
n

o

n
／
｀

192.1

21.6

11.4

48.6

31.6

ｏ

　

β
0

i
n

I
―
I

四

　

・ ｒ ・

　

｜



その１

　

日的別内訳

第91表

　

貸 付 金

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

民

　　　

生

　　　

費

　　　

55 189　1.7　　　49 416　3.4　　　98 010　2.2

　

児

　

童

　

福

　

祉

　

費

　　　　

13 822　　0.4　　　　4601　　0.3　　　18 229　0.4

　

社

　

会福

　

祉

　

費

　　　

31676

　

1.0

　　　

22 448　1.5　　　52 032　1.1

　

そ

　　　

の

　　　

他

　　　　　

9 691　　0.3　　　22 367　　1.6　　　27 749　0.7

衛

　　　

生

　　　

費

　　　

157 138　4.9　　　40 942　2.8　　190 180　4.2

労

　　　

働

　　　

費

　　　

48 990　1.5　　　62 335　4.2　　Ill 256　2.4

農林水産業費

　　

202 489　6.3　　42 234　2.9　　244 007　5.4

　

農

　　

業

　　

費

　　　

70 495　2.2　　　17 596　1.2　　　87 481　1.9

　

畜

　

産

　

業

　

費

　　　　

12 165　　0.4　　　　6485　　0.4　　　18 630　0.4

　

農

　　　

地

　　　

費

　　　　　

6 398　　0.2　　　　853　0.1　　　　7 234　0.2

　

林

　　　

業

　　　

費

　　　　

74 647　2.3　　　　2 006　　0.1　　　76 585　1.7

　

水

　

産

　

業

　

費

　　　

38 784　1.2　　　15 293　1.0　　　54 077　1.2

商

　　　

工

　　　

費

　　　

1 894 239　59.1　　　632 994　43.1　　2 522 838　55.4

土

　　　

木

　　　

費

　　　

601 775　18.8　　　541 364　36.8　　1 136 050　24.9

　

土

　

木

　

管理

　

費

　　　

104 254　3.3　　213 785　14.6　　318 039　7.0

　

港

　　

湾

　　

費

　　　

13 318　0.4　　　11901　0.8　　　24 839　0.5

　

都

　

市

　

計

　

画

　

費

　　　

153 832　4.8　　112 659　7.7　　262 124　5.8

　

住

　　

宅

　　

費

　　　

257 051　8.0　　171 985　11.7　　427 363　9.4

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

73 320　2.3　　　31034　2.0　　103 685　2.2

教

　　　

育

　　　

費

　　　

63 373　2.0　　　44 576　3.0　　103 136　2.3

　

教

　

育

　

総

　

務費

　　　

48 884　1.5　　　17 618　1.2　　　66 497　1.5

　

高

　

等

　

学

　

校

　

費

　　　　　

1095

　　

0.0

　　　　

504

　　

0.0

　　　　

1 599　0.0

　

保

　

健

　

体

　

育

　

費

　　　　　

3 265　0.1　　　　2 803　　0.2　　　　5356　0.1

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

10 129　0.4　　　23 651　1.6　　　29 684　0.7

そ

　　　

の

　　　

他

　　　

182 794　5.7　　　55 259　3.8　　152 295　3,2

　

合

　　　　

計

　　

3 205 987 100.0　1 469 120 100.0　4 557 772 100.0

絲蒜mJ゛・１）

　　　

167 319　5.2　　　36 248　　2.5　　　203567　4.5

七

　　　　

の

　　　

ｲ也

　　　

3 038 668　94.8　　1 432 872　97.5　　4 354 205　95.5

－376－



況状の

(単位

　

百万円・％)

　　　　　

較

増

　

減

　

率額

　　　　

比

増

　　

減

度
額

年２

　

計

成平
純

６
　

７

４
　

８

　

3.7

17.0

Ｑ
り

　

０

　

４

ｎ
乙

　

た
り

　

り
、
り

１

Ｑ
1

c
ｓ
i

ｒ
ｏ

t
o

ｒ
Ｈ

Ｏ
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１

　

１

　
　
　
　
　
　

△

4.7

2.1

15.4

７

　

０

　

６

　

５

　

０

　

９

　

７

　

４

　

４

　

一

　

―

　

一

　
　

－

　

響

　
　

一

　

欄

　
　

一
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―
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i
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I
―
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C
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Ｃ
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１

　

０

　

０
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11446
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ａ
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C
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Ｏ
Ｏ

C
X
D
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ｒ
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I
―
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ｎ
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１
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０
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１

285 864

245 211

60 507

　

86 472

　

16 804

　

49 701

　

19 967

　

160 334

　

99 810

　

232 367

　

78 168

　

18 945

　　

6 931

　

75 499

　

52 824

2 236 974

　

890 839

109 055

58 335

17 027
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その２

　

現在高の状況

第91表

　

貸 付 金

　　　　　　　　　　　　

平成２年度末現在高

　　　　　　　　　　

平成３年度貸付額

　

区

　　

分

　　　　　　　　　　　

㈲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（B）

　　　　　　　

都道府県

　

市町村

　　

合

　

計額

　　

都道府県

　

市町村

　　

合

　

計額

努努ｌにｉる

　　　

163 092　　232 293　　395 385　　6.8　　　18279　　　34942　　53 222　　1.1

七

　

の

　

4也

　　

4 394 822　1020 992　5 415 814　93.2　3 187 708　1 434 178　4 621 884　98.9

　

1工l i　1 889 972　　72 905　1 962 877　33.8　1 825 705　621 719　2 447 424　52.4

　

儀梵ｉｌｊ裳

　　

391194

　　

11614

　　

402 808　　6.9　　202 281　　41 646　　243 927　5.2

　

属雀’夕釧動

　　

180 032　　68 118　　248 150　　4.3　　100 788　　107 851　　208 638　　4.5

　

11Ξｌ係

　　

332 747　453 282　786 029　13.5　256 539　170 498　427 038　9.1

　

腿昏’?茫1

　　

425 701　　43 356　　469 057　　8.1　　208 316　　22 329　　230 644　　4.9

　

l l l i　　199 142　113 879　313 021　5.4　　106 171　211 253　317 424　6.８

　

ＩＷ関i

　　

114 170　　44 196　158 366　2.7　　61 453　　44 460　　105 912　2,3

　

七

　

の他

　　

861 864　　213 642　1 075 506　18.5　　426 455　　214 422　　640 877　13.7

　

1

　　

1汁

　　

4 557 914　1253 285　5811199　100.0　3 205 987　1 469 120　4 675 106　100.0

嘉ぶl(^*m

　　

324 989　　29 637　　354 626　　－　1 583 709　　648 363　2 232 072　　－

ぞyﾐ

｛

jllal

（7197631）（2546292）（9743924）－（5194372）（1974903）（7169275）一

ｍｊ”に

　　

390 392　　153 971　　544 363　　－　　87 229　　103 494　　190 722　　－

　

総

　　

計

　　

4948 306　1 407 256　6 355 562　　－　3 293 215　1 572 613　4 865 829　　－

その１

　

推 移

第92表地方公営企業等に

　　

区

　　　　　

分

　　　　

昭和36年度

　　　

59

　　　　　

60

　　　　　

61

決

　　　

算

　　　

額

　　　　

415

　　　

21 229　　　23 192　　　24 932

指

　　　　　　　　　

数

　　　　　

100

　　　　

5 115　　　　5 588　　　　6 008

― 378 ―



の

対

状 況（つづき）

する繰出しの状況

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

億円)

62

　　　　　　　

63

　　　　

平成元年度

　　　　　

2

　　　　　　　

3

　

28372　　　　29 695　　　　32 356　　　　34 151　　　　37 035

　

6837　　　　　7155　　　　　7797　　　　　8229　　　　　8924

－379－

　　　　　

平成３年度回収額

　　　　

一

　　　　　　

平成３年度末現在高

　　　　　　　　　

（C）

　　　　　　　　　

調整額

　　　　　

㈲十(B)-(C)十(D)(E)　　　　　　比　較

都道府県

　

市町村

　　

合

　

計額

　　　

（剛

　　

都道府県

　

市町村

　　

合計額

　　

蓼閃P

　　

9 305　　12 996　　22 301　0.6k　137　172 066　254 104　426 169　6.5　　30 784　7.8

2 594 937 1 282 581 3 877 518　99.4△8 222 4 981 179　1 170 778 6 151 958　93.5　736144　13.6

1 660 287　612 186 2 272 473　58.3　　341 2 055 793　　82 375 2 138 169　32.5　175 292　8.9

　

173 699　　39 018　212 717　5.5△　1 045　418 854　　14 120　432 973　6.6　　30 165　7.5

　　

93 661　　97 426　191 088　4.9△　934　186 604　　78 162　264 766　4.0　　16 616　6.7

　

200 132　147 346　347 478　8.9　1 353　389 154　477 787　866 942　13.2　　80 913　10.3

　　

86 361　　5 336　　91 697　2.4　　200　547 656　　60 549　608 204　9.2　139147　29.7

　　

66 862　159 849　226 710　5.8心　637　238 451　164 647　403 098　6.1　　90 077　28.8

　　

46 594　　42 292　　88 886　2.3△　3 855　125 514　　46 023　171 537　2.6　　13171　8.3

　

267 341　179 128　446 469　11.3△3 645　1 019153　247 115 1266 269　19.3　190 763　17.7

2 604 242 1 295 577 3 699 619 100.0△8 359 5 153 245 1 424 882 6 578 127 100.0　766 928 13.2

1 551 834　633 909 2 185 743　－△　781　356 863　　43 310　400 174　－　　45 548　12.8

(4455466) (1646451) (6101917)　－（△35574) (7920 575)1(2 855132)1(10775708)　(1 031784) (10.6)

　　

46 474　　75 326　121800　－　　345　431146　182 484　613 630　　　　69 267　12.7

2 650 716 1370 903 4 021619　－△8 014 5 584 391 1 607 366 7 191 758　　　　836 196　13.2



その２

　

事業別内訳

第92表地方公営企業等に

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

　　

上水道事業

　　　

90 905　10.0　　141 258　5.1　　232 163　6.3

　　

工業用水道事業

　　　　

28 516　3.1　　　4 494　0.2　　　33 010　0.9

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　

41127

　

4.5

　　

180 117　6.5　　221 244　6.0

法

　

電

　

気

　

事

　

業

　　　　　　　

1

　　

0.0

　　　　　

－

　　

－

　　　　　　

1

　

0.0

適

　

ガ

　

ス

　

事

　

業

　　　　　　

28

　　

0.0

　　　　　

607

　　

0.0

　　　　　

635

　

0.0

用

　

簡易水道事業

　　　　　

44

　

0.0

　　　

2 088　0.1　　　2 132　0.1

の

　

港湾整備事業

　　　　

7 457　0.8　　　　356　0.0　　　7 813　0.2

公

　

病

　

院

　

事

　

業

　　　

345 697　37.9　　277 725　9.9　　623 422　16.8

営

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　　　

7 665　　0.8　　　　3422　　0.1　　　11088　0.3

企と畜場事業

　　　　

－

　

－

　　　

60

　

0.0

　　　　　

60

　

0.0

業観光施設事業

　　　

28 910　3.2　　　2 265　0.1　　　31 175　0.8

会

　

住宅用地造成事業

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

3 872　　0.1　　　　3872　0.1

計

　

工業用地造成事業

　　　　

28 630　3.1　　　　747　0.0　　　29 377　0.8

　　

下水道事業

　　

188 521　20.7　　438 583　15.7　　627 104　16.9

　　

その他の企業会計

　　　　

8 123　　1.0　　　　3395　　0.1　　　11517　0.3

　　

小

　　　　

計

　　　

775 624　85.1　1 058 989　37.9　1 834 613　49.5

　　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　

－

　　

－

　　　　

1752

　　

0.1

　　　　

1752

　

0.0

法簡易水道事業

　　　　　

－

　

－

　　

40 877　1.5　　40 877　1.1
非

　

港湾整備事業

　　　

12 372　1.4　　　2 059　0.1　　　14 431　0.4
適

　

市

　

場

　

事

　

業

　　　　　

2 411　　0.3　　　33 966　　1.2　　　36 377　1.0
用

　

と畜場事業

　　　　

3 396　0.4　　　9 197　0.3　　　12 592　0.3
E観光施設事業

　　　　

589

　

0.1

　　

19 833　0.7　　20 422　0.6

営

　

住宅用地造成事業

　　　　

5 745　0.6　　　39 336　1.4　　　45 081　1.2

企

　

工業用地造成事業

　　　　　

5 491　　0.6　　　　4961　　0.2　　　10 452　0.3

業下水道事業

　　　

78 967　8.7　　757 829　27.1　　836 796 22.6
き

　

その他の企業会計

　　　　　

4 221　　0.3　　　12 587　0.4　　　16 809　0.5
計

　　

小

　　　　　

計

　　　　

113 192　12.4　　　922 397　33.0　　1 035 589　28.0

国民健康保険事業会計

　　　　　　

－

　　

－

　　

424 830　15.2　　　424 830　11.5

その他の事業会計

　　　

23 096　2.5　　385 386　13.9　　408 482　11.0

　

合

　　　　　　

計

　　　　　

911912

　

100.0

　　

2 791 602　100.0　　3703 514　100.0

－380－



対する繰出しの状況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　　　

較

合

　　　

計

　　　

額

　　　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増

　

減

　

率

　

篇

　

急

　

粟

　

214 700　　　　6.3　　　17 463　　　　　6.1　　　　　8.1　　　　66.0

　　

27 214　　　　　0.8　　　　5 796　　　　　2.0　　　　　21.3 ^　　　　10.9

　

218 498　　　　　6.4　　　　2 746　　　　　1.0　　　　　1.3△　　　18.6

　　　

31

　　　　

0.0・

　　　

30△

　　　

0.0△

　　　

96.8△

　　　

8.8

　　　

669

　　　　

0,0a

　　　

34△

　　　

0.0・

　　　

5.1

　　　　

0.9

　　

2 558　　　0.1△　　426・　　0.1 a　　16.7　　　41.8

　　

9 308　　　0.3・　1495・　　0.5 a　　16.1△　　12.1

　

551 284　　　　16.1　　　72 138　　　　25.0　　　　13.1　　　　11.7

　　

12 061　　　0.4 a　　973ム　　　0.3△　　　8.1　　　26.1

　　　

61

　　　　

0.0△

　　　　

1△

　　　　

0.0△

　　　　

1.6

　　　　

60.5

　　

28 247　　　　　0.8　　　　2 928　　　　　1.0　　　　　10.4△　　　　17.6

　　

4 896　　　　　0.1△　　　1024・　　　　0.4・　　　20.9△　　　　1.8

　　

29 668　　　　　0.9・　　　291 a　　　　0.1a　　　　1.0△　　　10.3

　

592 173　　　　17.3　　　34 931　　　　12.1　　　　　5.9　　　　　0.4

　　

8 989　　　　　0.3　　　　2 528　　　　　0.7　　　　　28.1　　　　　83.9

　

1 700 357　　　　49.8　　　134 256　　　　46.5　　　　　7.9　　　　　5.5

　　

1584

　　　　

0.0

　　　　　

168

　　　　　

0.1

　　　　

10.6

　　　　　

8.0

　　

38 577　　　　1.1　　　　2 300　　　　　0.8　　　　　6.0　　　　12.8

　　

16 057　　　0.5a　　1626 a　　　0.6 a　　10.1△　　14.2

　　

35 003　　　1.0　　　1374　　　0.5　　　3.9△　　　6.1

　　

12 983　　　0.4△　　391△　　　0.1△　　　3.0 A　　　2.0

　　

15 920　　　　　0.5　　　　4 502　　　　　1.6　　　　　28.3　　　　　17.4

　　

44 722　　　　1.3　　　　359　　　　0.1　　　　0.8 -　　　6.5

　　

9 561　　　　　0.3　　　　　891　　　　　0.3　　　　　9.3　　　　　13.6

　

733 933　　　　21.5　　　102 863　　　　35.7　　　　14.0　　　　　6.6

　　

17 846　　　0.5△　　1037△　　　0.5乙　　　5.8　　　31.1

　

926 186　　　　27.1　　　109 403　　　　37.9　　　　11.8　　　　　5.7

　

425 395　　　12.5△　　565△　　0.2△　　0.1　　　5.4

　

363 158　　　　10.6　　　45 324　　　　15.8　　　　12.5　　　　　5.7

　

3 415 096　　　100.0　　　288 418　　　　100.0　　　　　8,4　　　　　5,5

－381－



その１

　

性質別内訳

第93表

　

公 債 費

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

地方債元利償還金

　

3 195 309　99.7　3 720 655　99.2　6 779 459　99.4

　

元

　　　　　　　　

金

　

1 795 582　　56.0　2 035 849　　54.3　3 733 276　　54.7

　

利

　　　　　　　　

子

　

1 399 727　　43.7　1 684 806　　44.9　3 046 183　　44.7

一時借入金利子

　　

10 709　0.3　　29 591　0.8　　40 300　0.6

　

合

　　　　　　　

計

　　　

3 206 018　100.0　3 750 246　100.0　6 819 759　100.0

その２

　

財源内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

純

　　

計

　　

額

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

5 861　　0.２　　　７７２２　　０.2　　　15886　　0.2

使

　

用

　

料、手

　

数

　

料

　　

144 395　　4.5　　193 033　　5.1　　337 719　　5.0

その他特定財源

　　

140 130　4.4　118 853　3.2　241 215　3.5

一

　

般

　

財

　

源

　

等

　

2 915 632　　90.9　3 430 638　　91.5　6 224 939　　91.3

　

合

　　　　　　　

計

　　

3 206 018　100.0　3 750 246　100.0　6 819 759　100.0

― 382 ―



の 状 況

－383－

(単位

　

百万円・％)

(単位

　

百万円・％)

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

篇畏叢

　　

18 105　　　0.3△　　2 219△　　0.7△　　12.3・　　6.9

　　

332 186　　　　　5.1　　　　　5 533　　　　　1.8　　　　　1.7　　　　　6.4

　　

239 827　　　　　3.7　　　　　1388　　　　　0.4　　　　　0.6a　　　2.0

　

5 917 987　　　　90.9　　　　306 952　　　　98.5　　　　5.2　　　　2.8

　

6 508 105　　　　100.0　　　　311 654　　　　100.0　　　　　4.8　　　　　2.7

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

純

　　

計

　　

額

　　　　

増

　

減

　

額

　　　

増減率

　

箔条肇

　

6 472 594　　　　99.5　　　　306 865　　　　98.5　　　　　4.7　　　　　2.6

　

3 520 388　　　　54.1　　　　212 888　　　　68.3　　　　　6.0　　　　　3.1

　

2 952 206　　　　45.4　　　　　93 977　　　　30.2　　　　　3.2　　　　　2.1

　　　

35 5n　　　　　0.5　　　　　4 789　　　　　1.5　　　　13.5　　　　22.6

　

6 508 105　　　　100.0　　　　311 654　　　　100.0　　　　　4.8　　　　　2.7



区 分

一般公共事業債

一般単独事業債

公営住宅建設事業債

義務教育施設整備事業債

辺地対策事業債

公共用地先行取得等事業
債

災害復旧事業債

新産業都市等建設事業債

一般廃棄物処理事業債

厚生福祉施設整備事業債

地域財政特例対策債

退

　

職

　

手

　

当

　

債

転

　　　　

貸

　　　　

債

過疎対策事業債

国の予算貸付・政府関係
機関貸付債

地域改善対策特定事業債

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　　　

(昭和50年度分)

財

　

政

　

対

　

策

　

債

財

　

源

　

対

　

策

　

債

減

　

収

　

補

　

て

　

ん

　

債

　　　　

(昭和57･61年度分)

臨時財政特例債

調

　　　　

整

　　　　

債

　　

(昭和60･61･62･63年度分)

都道府県貸付金

そ

　　　　

の

　　　　

他

　

小

　　　　　　　

計

　

うち減収補てん債

特定資金公共事業債

-
就）１

計

第94表

　

地

　

方

　

債

　

元

　

金

　　　

平

都

　

道

　

府

177 949

495 002

84 870

146 990

125 497

52 820

11400

18 443

11829

15 891

10 401

　　

－

92 788

　　

97

8 482

2 670

316

76

51

73

1 795 572

　

132 488

　　　

10

1795 582

県

成

27.6

　

4.7

　

0.2

8.2

-
市

　　

町

69 748

544 669

122 758

226 175

　

58 163

148 088
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「交付公債」、「枠外債」は各項目に含まれている。
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20 364 494　　　　37.0　　　1 039 928　　　　28.9　　　　　5.1　　　　　4.5

　

8 633 738　　　　15.7　　　　301 227　　　　　8.4　　　　　3.5　　　　　3.9

　

4 087 081　　　　　7.4　　　　127 880　　　　　3.6　　　　　3.1　　　　　2.4

　

1 150 859　　　　2.1　　　　120 351　　　　3.3　　　　10.5　　　　7.8

　

10 362 071　　　　18.8　　　　670 393　　　　18.7　　　　6.5　　　　1.6

　

1 331 236　　　　　2.4　　　　115 508　　　　　3.2　　　　　8.7　　　　　7.0

　　

170 855　　　　　0.3　　　　　3 410　　　　　0.1　　　　　2.0　　　　　0.5

　　　

8 189　　　0.0△　　1182△　　0.0 a　　14.4△　　13.7

　

4 128 309　　　　7.5　　　　168 818　　　　4.7　　　　4.1　　　　4.6

　

1 008 448　　　　1.8　　　　69 844　　　　1.9　　　　6.9　　　　5.6

　　　　

－

　　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

943 066　　　　1.8　　　　65 421　　　　1.8　　　　6.9　　　　6.3

　

52 188 346　　　　94.7　　　2 681 598　　　　74.6　　　　5.1　　　　3.8

　

2 908 548　　　　　5.3　　　　911425　　　　25.4　　　　31.3　　　　43.2

　

55 096 895　　　　100.0　　　3 593 023　　　　10D.0　　　　　6.5　　　　　5.4



その４

　

推 移

第95表

　

地 方

　　

債 現

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　　　　

道

　　　　

府

　　　　

県

　

区

　　　　　　　

分

　　　

現

　　

在

　　

高

　

指

　　　　　

数

　

譜％゛肇

昭

　

和

　

49

　

年

　

度

　　　　　　

3 688 067　　　　　　　100　　　　　　　23.3

　　　　　

59

　　　　　　　　　

18 818 178　　　　　　　510　　　　　　　6.8

　　　　　

60

　　　　　　　　　

19 514 481　　　　　　　529　　　　　　　3.7

　　　　　

61

　　　　　　　　　

20 769 169　　　　　　　563　　　　　　　6.4

　　　　　

62

　　　　　　　　　　

22 418 504　　　　　　　608　　　　　　　7.9

　　　　　

63

　　　　　　　　　

23 796 716　　　　　　　645　　　　　　　6.1

平

　

成

　

元

　

年

　

度

　　　　　

25 049 520　　　　　　　679　　　　　　　5.3

　　　　　

2

　　　　　　　　　　

26 490 427　　　　　　　718　　　　　　　5.8

　　　　　

3

　　　　　　　　　

28 222 651　　　　　　　765　　　　　　　6.5

その１

　

日的別内訳

　　

区

第96表債務負担行為額

分

１

　

物件の購入等に係るもの

　　

土地の購入に係るもの

　　

建造物の購入に係るもの

　　

その他の物件の購入に係るもの

　　

製造・工事の請負に係るもの

２

　

債務保証又は損失補償に係るもの

　　

公社、協会等に係るもの

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

３

　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　

利子補給に係るもの

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　

合

　　　　　　　　　　　

計

都

　

平

　　

道
-

4 776 123

1 275 411

　

630 425

　

141 875

2 728 412

　

4 637

　

2 939

　

1698

1 405 469

　

730 285

　

675 184

6 186 229

　

成

府

　　　

県

77.2

u
ｓ

Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

　

一

　

一

　

Ｉ

０

　

０

　

２

ｃ
*
a

i
-
Ｈ

１

　

１

　

０

　

●

　

・

　

一

４

　

０

　

０

４

　

0.1

22.7

C
Ｏ

O
)

　

一

　

・

1
1

　

1
0

100.0

曲

　

１「２債務保証又は損失補償に係るもの」には、履行すべき額の確定したもの

　　

２「３その他」には、実質的な債務負担に係るものを含む。

－390－

｜



在

　　

高 の

　

状 況（つづき）

(単位 百万円・％）

　　

市

　　　　　

町

　　　　　

村

　　　　　　　

合

　　　　　

計

　　　　　

額

現

　

4=

　

高m

　

ｔ笛警策現

　　

在

　　

高

　

指

　　

数

　

笛V

　　　

4 851 720　　　　100　　　　26.4　　　　　8 539 787　　　　100　　　25.0

　　　

22 283 211　　　459　　　　6.2　　　　41 101 389　　　481　　　　6.5

　　　

23 173 918　　　　478　　　　4.0　　　　42 688 398　　　　500　　　　3.9

　　　

24 182 918　　　　498　　　　4.4　　　　44 952 086　　　　526　　　　5.3

　　　

25 236 442　　　　520　　　　4.4　　　　47 654 947　　　　558　　　　6.0

　　　

26 256 607　　　　541　　　　4.0　　　　50 053 323　　　586　　　　5.0

　　　

27 247 752　　　　562　　　　3.8　　　　52 297 272　　　　612　　　　4.5

　　　

28 606 468　　　　590　　　　5.0　　　　55 096 895　　　　645　　　　5.4

　　　

30 467 267　　　　628　　　　6.5　　　　58 689 918　　　　687　　　　6.5

（翌年度以降支出予定額）の

　

状

　

況

　　　

３

　　　　　　

年

　　　　　　

度

市

-

5 149 355

2 543 864

　

510 331

　

78 314

2 016 846

　

66 202

　

29 974

　

36 228

1 936 877

　

603 233

1 333 644

7152 434

町

を計上している。

　
　
　
　
　
　
　

６

　

１

　

１

　

２

　

９

　

４

　

５

　

１

　

４

　

７

　

０

　
　
　
　
　
　
　
　

・

　

一

　

ゆ

　

Ｉ

　

Ｉ

　

－

　

Ｉ

　

Ｉ

　

－

　

一

　

Ｉ

　
　
　
　

２
　

０

　

５

　

７

　

１

　

８

　

０

　

０

　

０

　

７

　

８

　

８

　

０

村

一

７

　

３

　
　
　
　

２

　
　
　
　
　
　

２

　
　

１

　

1 0

合

一

9 925 477

3 819 275

1140 756

　

220 188

4 745 258

　

70 839

　

32 912

　

37 927

3 342 347

1 333 518

2 008 829

13 338 663

計

－391－

額

４

　

６

　

６

　

６

　

６

　

５

　

２

　

３

　

１

４

　

８

　

８

　

１

　

５

　

０

　

０

　

０

　

Ｌ
ｎ

７

　

Ｃ
>
０

Ｃ
Ｏ

Ｃ
＾

　

10.0

　

15.1

100.0

(単位

　

百万円・％)

平成２年度

合

　

計

　

額

　

7 860 114

　

2 942 923

　

1 044 413

　　

210 918

　

3 661 860

　　　

78 614

　　　

27 222

　　　

51392

　

3 048 039

　

1 247 297

　

1 800 742

　

10 986 767

増

　

減

　

率

C
Ｏ

Ｏ
Ｏ

Ｃ
v
)

t
D

C
T
i

C
T
>

(
M

Ｃ
-
J

４

　

t
o

Ｃ
Ｔ
ｉ

４

　

ｅ
ｎ

<
Ｔ
>

　
　
　

(
M

　
　
　
　
　
　

△

C
T
J

Ｃ
＾

t
＞
-

０

　

t
o

Ｃ
Ｔ
ｉ

Ｃ
<
l

Ｃ
Ｏ

　
　
　

△

6.9

11.6

21.4



その２

　

推 移

第96表債務負担行為額

　　　　　　　　　　　　　　　　

合

　　　　　　　　

計

　　　　　

１

　

物件の購入等に係

　

区

　　　　　

分

　　

支出予定額指

　

数刄町JF粟支出予定額

　

指

　　

数

昭

　

和

　

61

　

年

　

度

　　　

8 942 528　　　100　　　　2.0　　6 030 187　　　　100

　　　　　

62

　　　　　　　

8 740 895　　　　98 乙　　2.3　　5 863 768　　　　97

　　　　　

63

　　　　　　　

8 853 711　　　　99　　　　1.3　　6 035 742　　　　100

平

　

成

　

元

　

年

　

度

　　　

9 715 078　　　109　　　　9.7　　6 764 521　　　　112

　　　　　

2

　　　　　　　

10 986 767　　　123　　　13.1　　7 860 114　　　　130

　　　　　

3

　　　　　　　

13 338 663　　　149　　　21.4　　　9 925 477　　　　165

その１

　

日的別内訳

第97表

　

積 立

　　

金 現

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

都道府県

　　

市

　

町

　

村

　　

合

　

計

　

額

財政調整基金

　　

764 246　9.2　3 173 911　27.8　3 938 157　20.0

減

　　

債

　　

基

　　

金

　　

3 959 635　47.9　　1 988 444　17.4　　5 948 080　30.2

その他特定目的基金

　　

3 542 004　42.9　　6 263 154　54.8　　9 805 158　49.8

　

合

　　　　　

計

　　　　

8 265 885　100.0　11 425 510　too.o　19 691 395　100.0

その２

　

推 移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総

　　　　　　　　

額

　　　　　　

財

　

政

　

調
区

　　　　　　　

分

　　　　

積立・

　

ｒＶＪ

　

積

　

立

　

金

昭

　

和

　

57

　

年

　

度

　　　　　　

4 213 094　　　　　　　10.4　　　　2 136 546

　　　　　

58

　　　　　　　　　　　

4 723 541　　　　　　　12.1　　　　2 347 807

　　　　　

59

　　　　　　　　　　　

5 100 486　　　　　　　8.0　　　　2 495 603

　　　　　

60

　　　　　　　　　　　

5 417 802　　　　　　　6.2　　　　2 563 669

　　　　　

61

　　　　　　　　　　　

5 993 359　　　　　　　10.6　　　　2 697 382

　　　　　

62

　　　　　　　　　　　

7 581 706　　　　　　　26.5　　　　3 107 489

　　　　　

63

　　　　　　　　　　　

9 762 965　　　　　　　28.8　　　　3 390 102

平

　

成

　

元

　

年

　

度

　　　　　　

13 434 232　　　　　　　37.6　　　　3 612 322

　　　　　

2

　　　　　　　　　　

17 085 757　　　　　　　27.2　　　　3 879 741

　　　　　

3

　　　　　　　　　　

19 691 395　　　　　　　15.3　　　　3 938 157

－392－



（翌年度以降支出予定額）の

　

状

　

況（つづき）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

百万円・％）

るもの

　　　　

２

　

讐賃讐鷲見は損失補償

　　　　　　

３

　

そ

　　

の

　　

他

jUI幣策支出予定額

　

指

　　

数

　

刄警策支出予定額

　

指

　　

数

　

篇鷲IE

　　

2.4

　　　

82 529　　100 △　22.2　　2 829 812　　100　　2.1

△

　

2.8

　　　

55 396　　　67△　32.9　　2 821 731　　100 ・　0.3

　　

2.9

　　　

57 659　　70　　4.1　　2 760 310　　98 ・　2.2

　　

12.1

　　　　

76 974　　　　93　　　33.5　　　2 873 583　　　102　　　4.1

　　

16.2

　　　　

78 614　　　　95　　　2.1　　　3 048 039　　　108　　　6.1

　　

26.3

　　　

70 839　　86△　9.9　　3 342 347　　118　　9.7

在

　　

高

平

合

成 ２

計

3 879 741

4 441 700

8 764 316

17 085 757

の

　

状

年 度

額

-

　

22.7

　

26.0

　

51.3

　

100.0

況

　　　　

比

増

　　

減

　　

額

　

58 416

1 506 380

1 040 842

2 605 638

　

2.2

　

57.8

　

39.9

100.0

(単位

　

百万円・％)

　　　　

較

増減率

15.3

　

7.4

67.6

22.2

27.2

(単位

　

百万円・％)

整

　

基

　

金

　　　　　

減

　

債

　

基

　

金

　　　　　　

その他特定目的基金

対前年度

　　　

一

　　　

，対前年度

　　　

一

　　　

対前年度

増

　

減

　

率

　　

積

　

ｎ

　

金

　

増

　

減

　

率

　

積

　

立

　

金

　

増

　

減

　

率

　　　　　　　

8.4

　　　　　

380 585　　　　　　21.6　　　　1 695 963　　　　　　10.7

　　　　　　　

9.9

　　　　　

454 223　　　　　　19.3　　　　1921511　　　　　　13.3

　　　　　　　

6.3

　　　　　

494 481　　　　　　8.9　　　　2 no 402　　　　　　9.8

　　　　　　　

2.7

　　　　　

554 773　　　　　　12.2　　　　2 299 359　　　　　　9.0

　　　　　　　

5.2

　　　　　

632 704　　　　　　14.0　　　　2 663 273　　　　　　15.8

　　　　　　

15.2

　　　　　

774 843　　　　　　22.5　　　　3 699 374　　　　　　38.9

　　　　　　　

9.1

　　　　　

915 338　　　　　　18.1　　　　5 457 525　　　　　　47.5

　　　　　　　

6.6

　　　　

2 650 673　　　　　189.6　　　　7 171237　　　　　　31.4

　　　　　　　

7.4

　　　　

4 441 700　　　　　　67.6　　　　8 764 316　　　　　　22.2

　　　　　　　

1.5

　　　　

5 948 080　　　　　　33.9　　　　9 805 158　　　　　　11.9

－393 -

１



第98表

　

平

　

成

　

３

　

年

　

度

　

資

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

第１・四半期

　

第２・四半期

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　

（３年４月～６月）

　

（３年７月～９月）

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

入

　　

21 743 170　82.3　16 636 092　92.4

　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　

10 863 148　　41.1　　7 946 033　44.2

　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　

7 019 558　26.6　　3 540 295　19.7

　　

収

　　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

1 332 364　　5.0　　1 764 763　　9.8
合

　　　

都道府県支出金等

　　

203 897　0.8　　860 125　4.8

　　　　

地方債（起債前借を含む｡）

　　　

153 183　　0.6　　　229 795　　1.3

　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

18 739　　0.1　　　29 541　　0.2

　　　　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

2 152 281　　8.1　　2 265 540　12.4

　　

入

　

奔咎更皇貸付金回収金及び他会

　　　

1 192 102　　4.5　　　254 119　　1.4

　　　

1

一時借入金借入額

　　

3 481 184　13.2　　1 105 194　　6.1

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

26 416 457　100.0　　17 995 405　100.0

計

　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　

14 999 971　77.2　　17 828 551　92.6
°

　

支

　

塁監1§IUI付金及び他会計借入

　　　

1 214 341　　6.3　　　419 742　　2.2

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

3 203 753　16.5　　1 007 156　　5.2

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

19 418 065　100.0　　19 255 449　100.0

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

入

　　

n 918 095　　86.1　　8 017 812　96.3

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

6 040 292　　43.7　　3 630 643　43.6

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　　

4 062 577　29.4　　1 998 854　24.0
都収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

940 328　　6.8　　1 257 431　15.1

　　　　　

地方債（起債前借を含む｡）

　　　

107 842　　0.8　　　163 237　　2.0

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

10 565　　0.1　　　17 163　　0.2

道

　　　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

756 491　　5.3　　　950 484　11.4

　　

入

　

爵諮更皇貸付金回収金及び他会

　　　

460 911　　3.3　　　23 679　　0.3

府

　　

|

一時借入金借入額

　　

1455 688　10.5　　　283 889　　3.4

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

13 834 694　100.0　　8 325 380　100.0

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　

出

　　

7 963 370　81.1　　9 184 058　96.1
県

　

支

　

雲疆雲皇黛付金及び他会計借入

　　　

443 190　　4.5　　　58 828　　0.6

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

1407 126　14.3　　315 823　3.3

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

9 813 685　100.0　　9 558 709　100.0

　　　　

歳

　　　　　　　　　　　　　

入

　　　

9 825 075　　78.1　　8 618 280　89.1

　　　　　

地

　　　　　

方

　　　　　

税

　　　

4 822 856　　38.3　　4 315 390　44.6

　　　　　

地方交付税及び地方譲与税

　　

2 956 982　23.5　　1 541441　15.9

　　

収

　

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

等

　　　

392 036　　3.1　　　507 332　　5.2
市

　　　

都道府県支出金等

　　

203 897　1.6　　860 125　8,9

　　　　　

地方債（起債前借を含む｡）

　　　

45 341　　0.4　　　66 558　　0.7

　　　　　

公営事業会計からの繰入れ

　　　　

8 175　　0.1　　　12 378　　0.1

田I入
轟甦鮒盛田ａこ詔

　　

１ゴド1j

　

1こい1;

　　　

|

一時借入金借入額

　　

2 025 497　16.1　　821 305　8.5

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

12 581 763　100.0　　9 670 025　100.0

”支h討馴ｎ四回融

　　

７昌卜］

　

８ゴレヅ

　　

出

|

一時借入金返済額

　　

1 796 627　18.7　　691 333　7.1

　　　　　　

合

　　　　　　　

計

　　　　　

9 604 380　100.0　　9 696 739　100.0

－394－



金

　

収

　

支

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

第３・四半期

　

第４・四半期

　

出納整理期

　　

ム

　　　

。
（３年10月～12月）（４年１月～３月）（４年４月～５月）

　　

゜

　　　　

計

　

19 371 969　　92.0　21 332 468　　86.6　10 706 433　　91.4　89 790 133　　88.2

　

8 636 806　　41.0　　6 449 159　　26.2　　1 177 599　　10.1　35 072 745　　34.5

　

4 171659　　19.8　　1842 750　　7.5　　　33 756　　0.3　16 608 019　　16.3

　

2 624 326　　12.5　　4 343 794　　17.6　　1 217 393　　10.4　11 282 640　　11.1

　　

871449

　　

4.1

　　

1 085 046　　4.4　　857 159　　7.3　　3 877 676　　3.8

　　

545 580　　2.6　　1467 029　　6.0　　5 028 545　　42.9　　7 424 132　　7.3

　　　

38 819　　0.2　　　86 565　　0.4　　139 802　　1.2　　313 466　　0.3

　

2 483 330　　11.8　　6 058 125　　24.5　　2 252 179　　19.2　15 211 455　　14.9

　　

427 453　　2.0　　　609 925　　2.5　　1 005 499　　8.6　　3 489 098　　3.4

　

1248 885　　5.9　　2 682 763　　10.9　　　　　－　　－　　8 518 027　　8.4

　

21 048 307　100.0　24 625 156　100.0　11 711 933　100.0　101 797 257　100.0

　

20 805 446　93.8　22 272 711　88.9　13 802 865　86.6　89 709 545　88.1

　　

410 030　　1.8　　609 538　　2.4　　951656　　6.0　　3 605 306　　3.5

　　

970 803　　4.4　　2 159 404　　8.6　　1 176 912　　7.4　　8 518 027　　8.4

　

22 186 279　100.0　25 041 653　100.0　15 931 432　100.0　101 832 878　100.0

　

10 111417　　96.9　10 866 430　　92.3　　4 328 755　　92.0　45 242 509　　92.2

　

4 697 891　　45.0　　3 048 424　　25.9　　　567 516　　12.1　17 984 766　　36.7

　

2 201 610　　21.1　　　723 555　　6.1　　　　　　1　　0.0　　8 986 597　　18.3

　

1 904 631　　18.3　　3 174 678　　27.0　　　417 402　　8.9　　7 694 470　　15.7

　　

350 334　　3.4　　　754 113　　6.4　　2 151 957　　45.7　　3 527 484　　7.2

　　　

18 351　　0.2　　　37 986　　0.3　　　96 146　　2.0　　180 210　　0.4

　　

938 600　　8.9　　3 127 674　　26.6　　1 095 733　　23.3　　6 868 982　　13.9

　　　

63 657　　0.6　　　96 895　　0.8　　　375 689　　8.0　　1 020 830　　2.1

　　

258 452　　2.5　　　803 723　　6.8　　　　　－　　－　　2 801 752　　5.7

　

10 433 526　100.0　11 767 049　100.0　　4 704 443　100.0　49 065 092　100.0

　

10 876 732　97.5　10 847 254　　92.5　6 346 743　93.5　45 218 158　92.2

　　　

63 197　　0.6　　128 891　　1.1　　333 897　　4.9　　1 028 003　　2.1

　　

214 088　　1.9　　　754 450　　6.4　　　110 266　　1.6　　2 801752　　5.7

　

11 154 017　100.0　1 1 730 594　100.0　　6 790 907　100.0　49 047 913　100.0

　

9 260 552　　87.2　10 466 038　　81.4　　6 377 679　　91.0　44 547 624　　84.5

　

3 938 915　　37.1　　3 400 734　　26.4　　　610 083　　8.7　17 087 979　　32.4

　

1970 050　　18.6　　1 119 195　　8.7　　　33 756　　0.5　　7 621 422　　14.5

　　

719 695　　6.8　　1169116　　9.1　　　799 991　　11.4　　3 588 170　　6.8

　　

871449

　　

8.2

　　

1 085 046　　8.4　　　857 159　　12.2　　3 877 676　　7.4

　　

195 246　　1.8　　　712 916　　5.5　　2 876 588　　41.1　　3 896 648　　7.4

　　　

20 468　　0.2　　　48 580　　0.4　　　43 656　　0.6　　133 256　　0.3

　

1 544 729　　14.5　　2 930 451　　22.9　　1 156 446　　16.5　　8 342 473　　15.7

　　

363 796　　3.4　　　513 030　　4.0　　　629 811　　9.0　　2 468 267　　4.7

　　

990 433　　9.3　　1 879 040　　14.6　　　　　－　　－　　5 716 274　　10.8

　

10 614 781　100.0　12 858 108　100.0　　7 007 489　100.0　52 732 165　100.0

　

9 928 714　　90.0　11 425 457　　85.8　　7 456 122　　81.6　44 491 387　　84.3

　　

346 833　　3.1　　　480 648　　3.6　　　617 758　　6.8　　2 577 304　　4.9

　　

756 715　　6.9　1 404 954　10.6　1 066 645　11.7　5 716 274　10.8

　

11 032 262　100.0　13 311 058　100.0　　9 140 525　100.0　52 784 965　100.0
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その１

　

道路の状況

第99表

　

道 路・橋

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度(4. 4. 1現在）

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

実

　　　　　　

延

　　　　　　

長（km）㈲

　　　

127 362　　　943 696　　1 071 058

　　　

改

　

良

　

済

　

延

　

長（km）（Ｂ）

　　

88 967　　　426 706　　　515 673

　　

う

　

舗

　

装

　

済

　

延

　

長

　

(km) (C)　　118 280　　　629 009　　　747 289

　　

ｿ

，動車交通不能道延長(km)
CD)　　　2 106　　　182 888　　　184 994

改

　　　

良

　　　

率(B)/(A)×100（％）

　　　

69.9

　　　　

45.2

　　　　

48.1

舗

　　　

装

　　　

率(C)/(A)×100（％）

　　　　

92.9

　　　　

66.7

　　　　

69.8

自動車交通不能道比率(D)/(A)×100（％）

　　　　

1.7

　　　　

19.4

　　　　

17.3

その２

　

橋りょうの状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度(4. 4. 1現在）

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　

計

総

　

橋

　　

り

　　

ょ

　　

う

　　

数㈲

　　　

100 792　　　514 813　　　615 605

　

永

　　　

久

　　　

橋

　　　

数（Ｂ）

　　

100 363　　　495 028　　　595 391

　

混

　　　

合

　　　

橋

　　　

数

　　　　　　　　

80

　　　　

1139

　　　　

1219

　

木

　　　　　

橋

　　　　　

数

　　　　　　　

349

　　　

18 646　　　18 995
荷

　　

重

　　

制

　　

限

　　

橋

　　

数（Ｃ）

　　　　　

404

　　　　

9 127　　　　9 531

交

　

通

　

不

　

能

　

橋

　

数（Ｄ）

　　　　

478

　　　

57 183　　　57 661

永久橋比率(B)/(A)×100（％）

　　　　

99.6

　　　　

96.2

　　　　

96.7

荷重制限橋比率{C)/(A)×100（％）

　　　　　

0.4

　　　　　

1.8

　　　　　

1.5

交通不能橋比率(D)/(A)×100（％）

　　　　　

0.5

　　　　

11.1

　　　　　

9.4

第100表 公 営 住 宅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度(4. 3.31現在）

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

都道府県

　

市

　

町

　

村

　

合

　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（戸）

　　　

（戸）

　　　

（戸）

第

　

一

　

種

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　　　

597 529　　　568 017　　1 165 546

　　　　　

木

　　　　　　　　　　

造

　　　　　

8 210　　　　46 087　　　　54 297

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　　

589 319　　　521 930　　1 111 249

第

　

二

　

種

　

公

　

営

　

住

　

宅

　　　　

260 219　　　625 639　　　885 858

　　　　　

木

　　　　　　　　　　

造

　　　　　

5 669　　　　80 724　　　　86 393

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　　

254 550　　　544 915　　　799 465
改

　　　　

良

　　　　

住

　　　　

宅

　　　　

22 855　　　130 632　　　153 487

　　　　　

木

　　　　　　　　　　

造

　　　　　　　

－

　　　　　

210

　　　　　

210

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　　

22 855　　　130 422　　　153 277
単

　　　　

独

　　　　

住

　　　　

宅

　　　　

12 216　　　23 323　　　35 539

　　　　　

木

　　　　　　　　

造

　　　　　

613

　　　

10 516　　　11 129

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　　

11 603　　　12 807　　　24 410

　

合

　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

892 819　　1 347 611　　2 240 430

　　　　　

木

　　　　　　　　

造

　　　　

14 492　　　137 537　　　152 029

　　　　　

非

　　　　

木

　　　　

造

　　　　

878 327　　1 210 074　　2 088 401
公

　　　

募

　　　

戸

　　　

数（Ａ）

　　　

72 136　　　87 559　　　159 695
応

　　　

募

　　　

件

　　　

数（Ｂ）

　　　

300 3n　　　215 918　　　516 229
入

　

居

　

競

　

争

　

率（倍）（Ｂ）/（Ａ）

　　　　　　

4.2

　　　　　

2.5

　　　　　

3.2
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り
よ

う

の

　

状

　

況

　

平

　

成

　

２

　

年

　

度(3. 4. 1現在）　　　　　　　増　　　　　　　減

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　　

計

　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　　

計

　　

126 921　　　939 724　　1 066 645　　　　　441　　　　3 972　　　　4 413

　　　

87 760　　　415 554　　　503 314　　　　1 207　　　　11 152　　　　12 359

　　

117 859　　　616 182　　　734 041　　　　421　　　12 827　　　13 248

　　　　

2 142　　　185 389　　　187 530　ム　　　36　△　　2 501　△　　2 536

　　　　

69.1

　　　　　

44.2

　　　　　

47.2

　　　　　

0.8

　　　　　

1.0

　　　　　

0.9

　　　　

92.9

　　　　　

65.6

　　　　　

68.8

　　　　　

－

　　　　　

1.1

　　　　　

1.0

　　　　　

1.7

　　　　　

19.7

　　　　　

17.6

　　　　　

－

　

△

　　　

0.3

　

△

　　　

0.3

　

平

　

成

　

２

　

年

　

度(3. 4. 1現在）　　　　　　　増　　　　　　　減

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　　

計

　

都道府県道

　

市町村道

　

合

　　　

計

　　

100 889　　　514 671　　　615 560　△　　　97　　　　　142　　　　　45

　　

100 440　　　494 070　　　594 510　△　　　77　　　　958　　　　881

　　　　

84

　　　　

1141

　　　　

1225

　

△

　　　

4

　

a

　　　

2

　

△

　　　

6

　　　　

365

　　　

19 460　　　19 825　△　　　16　a　　814　△　　830

　　　　

419

　　　　

9 359　　　　9 778　△　　　15　・　　232　△　　247

　　　　

494

　　　

58 148　　　58 642　△　　　16　a　　965　△　　981

　　　　

99.6

　　　　

96.0

　　　　

96.6

　　　　　

－

　　　　　

0.2

　　　　　

0.1

　　　　

0.4

　　　　　

1.8

　　　　　

1.6

　　　　　

－

　　　　　

－

　

a

　　　

0.1

　　　　

0.5

　　　　　

11.3

　　　　　

9.5

　　　　　

－

　

△

　　　

0.2

　

△

　　　

0.1

等 の 管

　

理

　

状

　

平

　

成

　

２

　

年

　

度(3. 3.31現在）　　　　　　増　　　　　　減

都道府県

　

市

　

町村

　

合

　　

計

　

都道府県

　

市

　

町村

　

合

　　

計

　　　

（戸）

　　　

（戸）

　　　

（戸）

　　　

（戸）

　　　

（戸）

　　　

（戸）

　　

594 908　　　563 268　　1 158 176　　　　2 621　　　　4 749　　　　7 370

　　　

9 940　　　　47 442　　　　57 382　△　　1730　△　　1355　△　　3 085

　　

584 968　　　515 826　　1 100 794　　　　4 351　　　　6 104　　　　10 455

　　

258 304　　　622 244　　　880 548　　　　1 915　　　　3 395　　　　5 310

　　　

6 413　　　　82 971　　　　89 384　△　　　744　△　　2 247　△　　2 991

　　

251 891　　　539 273　　　791 164　　　　2 659　　　　5 642　　　　8 301

　　　

22 455　　　129 175　　　151 630　　　　400　　　　1 457　　　　1 857

　　　　

－

　　　　　

193

　　　　　

193

　　　　　

－

　　　　　

17

　　　　　　

17

　　　

22 455　　　128 982　　　151 437　　　　400　　　　1 440　　　　1 840

　　　

12 772　　　22 842　　　35 614　△　　556　　　　481　a　　　75

　　　　

855

　　　

10 630　　　11 485　△　　242　△　　n4　a　　356

　　　

11917

　　　

12 212　　　24 129　△　　314　　　　595　　　　281

　　

888 439　　1 337 529　　2 225 968　　　　4 380　　　　10 082　　　　14 462

　　　

17 208　　　141 236　　　158 444　△　　2 716　△　　3 699　・　6 415

　　

871 231　　1 196 293　　2 067 524　　　　7 096　　　　13 781　　　　20 877

　　

72 853　　　　92 424　　　165 277　△　　　717　△　　4 865　・　5 582

　　

244 627　　　197 615　　　442 242　　　55 684　　　18 303　　　73 987

　　　　

3.4

　　　　　

2.1

　　　　　

2.7

　　　　　

0.8

　　　　　

0.4

　　　　　

0.5
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第101表

　

公 園 の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度(4. 3.31現在）

　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

市町村立

　

市町村立以外

　

合

　　　

計

都市計画区域内人口（千人）㈲

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

112 434
行政区域内人口（住民基本台帳登

　

載人口十外国人登録人口）（千人）（Ｂ）

　　　　　

‾

　　　　　

‾

　　　

124 889

都市公園等

　　　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　

71 260　　　　　602　　　　71 862

　

（都市計画区域内）

　

面積（ぼ）（Ｃ）

　　　　

604.6

　　　　

157.3

　　　　

761.9

その他公園

　　　　　

箇

　

所

　

数

　　　　　　　　

2 573　　　　　177　　　　2 750

　

（都市計画区域外）

　

面積（ぼ）

　　　　　　　

55.2

　　　　　

15.2

　　　　

70.4

心

　　　　　　　

゜

　　　

箇所数

　　　　

73 833　　　779　　74 612
°

　　　　　　

計

　

面積（㎡）（I:9

　　　　　

659.8

　　　　

172.5

　　　　

832.3

都市計画区域内人口１人当たり

　　　　　　　

都市公園等面積（㎡/人）

　　　　　　

5.4

　　　　　

1.4

　　　　　

6.8

行政区域内人口１人当たり

　　　　　　　　　　

公園面積（㎡/人）

　　　　　　

5.3

　　　　　

1.4

　　　　　

6.7

その１

　

し尿処理

第102表

　

し

　

尿

　

及

　

び

　

ご

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度平成２年度増

　　　

減

　　

区

　　　　　　　　　　

分

　　

(4. 3.31現在) (3. 3.31現在)

処

　

理

　

計

　

画

　

人

　

ロ(千人)

　　　　

124 611　　　　124 116　　　　　　495

処

　　

理

　　

人

　　　

ロ(千人)

　　　　　

38 195　　　　　40 054　－　　　1859
年

　

間

　

総

　

排

　

出

　

量(千kl)(A)

　　　　　

70 672　　　　　69 789　　　　　　883

年

　

間

　

総

　

収

　

集

　

量(千kl)(B)

　　　　　

23 646　　　　　23 877　△　　　　231

年

　

間

　

総

　

処

　

理

　

量(千kl)

　　　　　　

23 646　　　　　23 877　・　　　231

　

下水道マｙホール投入(千kl)(C)

　　　　　　

652

　　　　　　

668

　

△

　　　　

16

　

処理施設処理(千kl)(D)

　　　　

21430

　　　　

21454

　

△

　　　

24

　

そ

　　　

の

　　　

他(千kl)

　　　　　　

1564

　　　　　

1756

　

△

　　　　

192
自

　

家

　

処

　

理

　

量(千k1)

　　　　　　

47 025　　　　　45 911　　　　　1 114

　

下

　

水

　

道

　

放

　

流(千kl)(E)

　　　　　

28 914　　　　　27 659　　　　　1 255

　

し

　

尿

　

浄

　

化

　

槽(千kI)(F)

　　　　　

16 637　　　　　16 567　　　　　　　70

　

そ

　　　

の

　　　

他(千kl)

　　　　　　

1475

　　　　　

1686

　

△

　　　　

211
収

　　

集

　　

職

　　

員

　　

数(人)

　　　　　

12 080　　　　　12 618　△　　　　538

収

　

集

　

車

　

両

　

台

　

数(台)

　　　　　

6 850　　　　　6 981　△　　　　131

　

ノく

　

キ

　

ュ

　

ー

　

ム

　

車(合)

　　　　　

6 599　　　　　6 725　△　　　　126

　

運

　　　　

搬

　　　　

車(台)

　　　　　　

251

　　　　　　

256

　

・

　　　　

5
処

　

理

　

場

　

職

　

員

　

数(人)

　　　　　

8 395　　　　　8 555　△　　　　160
処

　

理

　

施

　

設

　

能

　

力(k1/日)

　　　　

137 831　　　　145 973　△　　　8 142

　

処

　　

理

　　

施

　　

設(kl/日)

　　　　

86 765　　　　86 353　　　　　　412

　

海

　

洋

　

投

　

棄

　

船(k1/日)

　　　　　

51 066　　　　　59 620　△　　　8 554
収

　　

集

　　

率(Ｂ)/㈲×100(％)

　　　　　

33.5

　　　　　

34.2

　

△

　　　　

0.7
衛生処理率

　　　

(Ｃ)十(Ｄ)応(Ｅ)十(Ｆ)×100(％)

　　　　　　

95.7

　　　　　　

95.1

　　　　　　

0.6
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状 況

　　

平成２年度(3. 3.31現在）　　　　　　増　　　　　　減

市町村立

　

市町村立以外

　

合

　　　

計

　

市町村立

　

市町村立以外

　

合

　　　

計

　　　　

－

　　　　

－

　　

111611

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

823

　　　　

－

　　　　

－

　　

124 290　　　　－　　　　－　　　　599

　　　

68 676　　　　558　　　69 234　　　　2 584　　　　　44　　　　2 628

　　　

579.4

　　　　

148.0

　　　　

727.4

　　　　

25.2

　　　　　

9.3

　　　　

34.5

　　　

2 391　　　　　168　　　　2 559　　　　　182　　　　　9　　　　　191

　　　

49.6

　　　　　

6.5

　　　　

56.1

　　　　　

5.6

　　　　　

8.7

　　　　

14.3

　　　

71 067　　　　　726　　　　71 793　　　　2 766　　　　　　53　　　　2 819

　　　

629.0

　　　　

154.4

　　　　

783.5

　　　　

30.8

　　　　

18.1

　　　　

48.8

　　　　

5.2

　　　　　

1.3

　　　　　

6.5

　　　　　

0.2

　　　　　

0.1

　　　　　

0.3

　　　　

5.1

　　　　　

1.2

　　　　　

6.3

　　　　　

0.2

　　　　　

0.2

　　　　　

0.4

み収集処理の状況

その２

　

ごみ処理

　　

区

　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　

平成２年度

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

(4. 3.31現在)　C3. 3.31現在)　　増　　　　減

処

　

理

　

計

　

画

　

人

　

ロ(千人)

　　　　　

124 629　　　　　124128　　　　　　501
処

　　　

理

　　　

人

　　　

ロ(千人)

　　　　　

124281　　　　　123748　　　　　　533
年

　

間

　

総

　

排

　

出

　

量(千t)㈲

　　　　　　

54 011　　　　　52 896　　　　　　1115
年

　

間

　

総

　

収

　

集

　

量(千t)(B)

　　　　　

51 159　　　　　49 984　　　　　　1175
年

　

間

　

総

　

処

　

理

　

量(千t)

　　　　　　

51 159　　　　　49 984　　　　　　1175

　

焼

　　

却

　　

処

　　

理(千t)0

　　　　　　

37 088　　　　　36 410　　　　　　678

　

高速堆肥化処理(千t)(D)

　　　　　　

60

　　　　　　

52

　　　　　　

8

　

埋

　　

立

　　

処

　　

理(千t)

　　　　　　

12 225　　　　　11 952　　　　　　273

　

そ

　　　　

の

　　　　

他(千t)

　　　　　　　

1786

　　　　　　

1570

　　　　　　

216

　

(再計)圧縮・破砕処理(千t)

　　　　　　　

3 061　　　　　　2791　　　　　　270
自

　　

家

　

処

　

理

　

量(千t)

　　　　　　　

2 852　　　　　　2912　・　　　　60
収

　　

集

　　

職

　　

員

　　

数(人)

　　　　　

64 187　　　　　62 797　　　　　　1390
収

　

集

　

車

　

両

　

台

　

数(台)

　　　　　

30 758　　　　　29 753　　　　　　1005

　

特

　　

殊

　　

運

　　

搬

　　

車(台)

　　　　　

23 196　　　　　22 401　　　　　　795

　

運

　　　　　

搬

　　　　　

車(台)

　　　　　　

7 562　　　　　7 352　　　　　　210
処

　

理

　

場

　

職

　

員

　

数(人)

　　　　　

24 128　　　　　23 278　　　　　　850
処

　

理

　

施

　

設

　

能

　

力(ｔ／日)

　　　　　

132 039　　　　　127143　　　　　4 896

　

焼

　　

却

　　

処

　　

理(ｔ／日)

　　　　　

96 398　　　　　97 606　・　　　1208

　

高速堆肥化処理(ｔ／日)

　　　　　

531

　　　　　

477

　　　　　

54

　

圧

　

縮・破

　

砕

　

処

　

理(ｔ／日)

　　　　　

35 110　　　　　29 060　　　　　6 050
収

　　

集

　　

率(B)/㈲×100(％)

　　　　　　

94.7

　　　　　　

94.5

　　　　　　

0.2
答jljl硲

　　　　

叫ﾐ(功ｘloo(％)1

　　　　　

68.8

　　　　　

68.9

　

｡

　　　　

0.1
化処理率

　　　　

(Ａ)

㈱「年間総処理量」のうち中間処理としての圧縮・破砕処理量は、「年間総処理量」の最終

　

処理方法別の各項目に区分して計上している。

　　

なお、「（再計）圧縮・破砕処理」欄は、「年間総処理量」のうち圧縮・破砕処理による

　

中間処理量を再計したものである。
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第103表

　

下 水 道 等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　

(4. 3.31現在）

行政区域内人口（住民基本合帳登載人口十

　　　　　　　　　　　　　　　　

124 8

　　　　　　　　　　　

外国人登録人口）（千人) (A)　　　　　　　　　　　　89
行

　　

政

　　

区

　　

域

　　

面

　　

積

　

（ぼ）（Ｂ）

　　　　　　　　

371225

　　　

現

　　

在

　　

排

　　

水

　　

人

　　

ロ（千人) (C)　　　　　　　　　　56 554

zゝ

　　

計

　

画

　

排

　

水

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ）（Ｄ）

　　　　　　　　　

14 227
ぶ

　　

現

　

在

　

排

　

水

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ）（Ｅ）

　　　　　　　　　　　

7 056

　　　

計

　

画

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ）（Ｆ）

　　　　　　　　　

14 017
共

　　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ）似）

　　　　　　　　　

6 922

　　　

現在処理区域内人口（千人）

　　　　　　　　　

55 756
下

　

現在水洗便所設置済人口（千人）

　　　　　　　　　　　

49 702

　　　

普

　

及

　

率（行政区域人口）（Ｃ）/（Ａ）×100（％）

　　　　　　　　　　

45.3水

　　　　

4･

　

（行政区域面積）（Ｅ）/（Ｂ）×100（％）

　　　　　　　　　　　　

1.9

　　　

処

　

理

　

率

　　　　　　　　

(G)/(E)×100（％）

　　　　　　　　　　　

98.1
道

　　

実

　

施

　

率（排水面積）（Ｅ）/（Ｄ）×100（％）

　　　　　　　　　

49.6

　　　　　　

4･

　

（処理面積) (G)/(F)×100（％）　　　　　　　　　　49.4

農排

　

現

　　

在

　

排

　　

水

　　

人

　　

ロ（千人）佃

　　　　　　　　　　　

371

業水

　

現在処理区域内人口（千人）

　　　　　　　　　　　

364

　　　

現

　

在

　

排

　

水

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ）（I）

　　　　　　　　　　

253
集き

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ｗ）

　　　　　　　　　　　　　

246
落設

　

現在水洗便所設置済人口（千人）

　　　　　　　　　　　　

239

漁排

　

現

　　

在

　　

排

　　

水

　　

人

　　

ロ（千人）（J）

　　　　　　　　　　　　

23

竃水

　

現在処理区域内人

　

ロ（千人）

　　　　　　　　　　　　

23

　　　　

現

　

在

　

排

　

水

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ) (K)　　　　　　　　　　　6
集甕

　

現

　

在

　

処

　

理

　

区

　

域

　

面

　

積

　

（ぼ）

　　　　　　　　　　　　　　

６
落ａ

　

現在水洗便所設置済人口（千人）

　　　　　　　　　　　　　

18

　

普及率（行政区域人口) ((C)十知十(J))/(A)×100（％）　　　　　　　　　　45.6

　　

z’（行政区域面積）（（Ｅ）十（I）刊Ｋ））/（Ｂ）×100（％）

　　　　　　　　　　　　

2.0

　

コミュニティ・プラント処理人口（千人）

　　　　　　　　　　　　

498

　

合併処理浄化槽処理人口（千人）

　　　　　　　　　　

5 250

第104表

　

保

　

育 所

　

の

　

状

　

況

　　　　　　　

平成３年度

　　　　

平成２年度

　　　　　　　　

減
区

　　

分

　　　

(3.10. 1現在）　　　　　(2.10. 1現在）　　　　増

　　　　　

公立分私立分合

　

計

　

公立分私立分合

　

計公立

　

私立分合

　

計

猛

　

摩

　

歿

　

13 534　9 134　22 668　13 572　9 131　22 703△　　38　　3△　　35

゛

　

(
R

1181 430 787 7671 969 1971188 89317905661 979 459乙7 463乙2 799乙10 262

為Ξ所び

　

961680 747 4681709148　973 262 750 5131 723 775乙11582乙3 045乙14 627

ｗfﾓ・讐

　

146 071112 977　259 048　145 195 111 530　256 725　　876　1 447　2 323

絢

　

1.厚生省調「社会福祉施設調査報告」による。

　　　

2.保育所箇所数には、へき地保育所及び季節保育所を除いている。

－400－



の 状 況

平成２年度

　　　　　　　　　

、、

　

(3. 3.31現在）　　　　　増　　　　　減

　　　　　　

124 290　　　　　　　　　　599

　　　　　　

370969　　　　　　　　　　256

　　　　　　

53 996　　　　　　　　　　2558

　　　　　　

13 492　　　　　　　　　　735

　　　　　　　

6 590　　　　　　　　　　466

　　　　　　

13 263　　　　　　　　　　754

　　　　　　　

6 450　　　　　　　　　　472

　　　　　　

53 131　　　　　　　　　　2625

　　　　　　

47 384　　　　　　　　　　2318

　　　　　　　

43.4

　　　　　　　　　　　

1.9

　　　　　　　　

1.8

　　　　　　　　　　　

0.1

　　　　　　　

97.9

　　　　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　

48.8

　　　　　　　　　　　

0.8

　　　　　　　

48.6

　　　　　　　　　　　

0.8

　　　　　　　

288

　　　　　　　　　　　

83

　　　　　　　

283

　　　　　　　　　　　

81

　　　　　　　

205

　　　　　　　　　　　

48

　　　　　　　

192

　　　　　　　　　　　

54

　　　　　　　

181

　　　　　　　　　　　

58

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　

21

　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

6

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　　　

2

　　　　　　　

43.7

　　　　　　　　　　　

1.9

　　　　　　　　

1.8

　　　　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　　

597

　　　　　　　

△

　　　　

99

　　　　　　　

4 878　　　　　　　　　　　　372

第105表老人ホ
- ムの状況

　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度

　　　

平成２年度

　　

区

　　　　　　

分

　　　　　

(3.10.1現在）　　　(2.10. 1現在）　　　　　増　　　　減

　　　　　　　　　　　　　

公立分私立分合計公立分私立分合計公立分私立分合計

65歳以上の人口（千人) (A)　　－　　－15 876　　－　　－ 15 218　　－　　－　658

留晋温歯鼠

　

cAに）

　

－

　　

― 514 915　　－　　－ 503 751　　－　　－ 11 164

養ホ

　

箇所

　

数

　　　　　　

617

　　

331

　　

948

　　

619

　　

328

　　

947△

　　

2

　　

3

　　

1
墳1

　

1

　　

皿（人）

　　

43 570 24 275 67 845 43650 24 058 67 708 乙　80　　217　　137

人

　

ｗ££耳駿貝ｌ（人）

　　

10 810　6 535 17 345 10 705　6 414　17 119　　105　　121　　226

特老

　

箇所数

　　　　　　

394

　

2 002　2 396　　383　1 864　2 247　　11　　138　　149
男1』仝

　

■

　　

員（人）

　　　

30 599 139 610 170 209 29 819 130 711 160 530　　780　8 899　9 679
昌1

　

ｗ任Ξ職員・（人）

　　　

13 303 66 972 80 275 12606 61 352 73 958 697　5 620　6 317

鰹ホ

　

箇所数

　　　　　　　

79

　　

226

　　

305

　　

78

　　

216

　　

294

　　

1

　　

10

　　

11
嬰1

　

■

　　

員（人）

　　

4966 12 935 17 901　4 936 12 395 17 331　　30　　540　　570

人

　

ｗをE・員■（人）

　　　

887

　

2 816　3 703　　879　2 704　3 583　　8　　112　　120

　　　

■所数

　　　　　　

1 090　2 559　3 649　1 080　2 408　3 488　　10　　151　　161
11t

　

lΞ

　　

皿（人) (0 79 135 176 820 255 955 78 405 167 164 245 569　　730　9 656 10386

　　　

WむΞ・皿■（人）

　　

25 000 76 323 101 323 24 190 70 470 94 660　　810　5 853　6 663

施設充足率
（
ふ俎

100（％）

　　　

0.5

　　

1.1

　　

1.6

　　

0.5

　　

1.1

　　

1.6

　　

－

　　

－

　　

－

　　

″（諮霧Ｐ‰）

　

15.4

　

34.3

　

49.7

　

15.6

　

33.2

　

48.7△

　

0.2

　　

1.1

　　

1.0

－401－



その１ 義務教育

第106表

　

教 育

　　

施 設

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　　

4. 5. 1現W　　3.5.1;在

学

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　

（校) (A)　　　　24 487　　　　24 557

学

　　　　　　　

級

　　　　　　　

数（学級）（Ｂ）

　　　

305 442　　　　310 607

校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（千㎡）（Ｃ）

　　　　

82 716　　　　82 287

　　

木

　　　　　　　　　　　　　

造（千㎡）

　　　　　　　

3 540　　　　　3 935

　　

非

　　　　　　

木

　　　　　　

造（千㎡）（Ｄ》

　　　　

79 175　　　　78 351
危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（千㎡）（Ｅ）

　　　　　

808

　　　　　　

813
校

　　

舎

　　

不

　　

足

　　

面

　　

積（千㎡）

　　　　　　　

3 206　　　　　3 609
屋内運動場設置学校数

　

（校）㈲

　　　

23 385　　　23 405
屋

　

内

　

運

　

動

　

場

　

面

　

積（千㎡) (G)　　　　16 918　　　　16 721

プ

　

ー

　　

ル

　

設

　

置

　

学

　

校

　

数

　

（校) (H)　　　　19 864　　　　19 760
児

　　　　

童・生

　　　　

徒

　　　　

数（千人）（I）

　　　　

8 834　　　　　9 045
教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数（千人）（J）

　　　　　

436

　　　　　　

440

非木造校舎面積比率(D)/(C)×100（％）

　　　　

95.7

　　　　

95.2
危険校舎面積比率(E)/(C)×100（％）

　　　　　

1.0

　　　　　

1.0
屋内運動場設置学校比率CF)/(A)×100（％）

　　　　　

95.5

　　　　　

95.3
プール設置学校比率(H)/(A)×100（％）

　　　　

81.1

　　　　

80.5
児童生徒１人当たり校舎面積

　

（㎡）（Ｃ）/（I）

　　　　　

9.4

　　　　　

9.1
児童生徒１人当たり屋内運動場面積

　

（㎡) (G)/(I)　　　　　1.92　　　　　1.85
1校当たり児童生徒数

　

（人) (I)/(A)　　　　361　　　　368
1学級当たり児童生徒数

　

（人）（I）/（Ｂ）

　　　　

28.9

　　　　

29.1
教員１人当たり児童生徒数

　

（人）（I）/（J）

　　　　

20.3

　　　　

20.5

その２

　

高等学校

　　　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　　

4.5.1現在

　

3.5.1現在

　

増

　

減

学

　　　　　　　

校

　　　　　　　

数

　

（校）㈲

　　　

4 161　　　4 167　△　　　６
校

　　　　

舎

　　　　

面

　　　　

積（千㎡）（Ｂ）

　

37 483　　37 371　　　112

　　

木

　　　　　　　　　　　　　

造（千㎡）

　　　　　

666

　　　

706

　

・

　　

40

　　

非

　　　　　　

木

　　　　　　

造（千㎡）（ｃ）

　　

36 818　　36 666　　　152
危

　　

険

　　

校

　　

舎

　　

面

　　

積（千㎡）（勁

　　　　

328

　　　

313

　　　　

15
体

　

育

　

館

　

設

　

置

　

学

　

校

　

数

　

（校) (E)　　4 058　　　4 059　△　　　1
体

　　　

育

　　　

館

　　　

面

　　　

積（千㎡）（Ｆ）

　　

7 434　　　7 335　　　　99
プ

　

ー

　　

ル

　

設

　

置

　

学

　

校

　

数

　

（校）（Ｇ）

　　

2 664　　　2 633　　　　31
生

　　　　　　　

徒

　　　　　　　

数（千人）如

　　　

3 685　　　3 869　△　　184

　　

全

　　　　　　

日

　　　　　　

制（千人）

　　　　　

3 562　　　3 736　・　174

　　

定

　　　　　　

時

　　　　　　

制（千人）

　　　　　

119

　　　

130

　

－

　　

11

　　

そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他（千人）

　　　　　　

３

　　　　

３

　　　　

－
教

　　　　　　　

員

　　　　　　　

数（千人）（I）

　　　

218

　　　

220

　

・

　　

2
非木造校舎面積比率(C)/(B)×100（％）

　　

98.2

　　

98.1

　　　

0.1
危険校舎面積比率（Ｄ》/（Ｂ）×100（％）

　　　

0.9

　　　

0.8

　　　

0.1
体育館設置学校比率(E)/(A)×100（％）

　　

97.5

　　

97.4

　　　

0.1
プール設置学校比率(G)/(A)×100（％）

　　

64.0

　　

63.2

　　　

0.8
生徒１人当たり校舎面積

　

（㎡）（Ｂ）/闘

　　　

10.2

　　　

9.7

　　　

0.5
生徒１人当たり体育館面積

　

(irf) (F)/(H)　　　2.02　　　1.90　　　0.12
1

　

校

　

当

　

た

　

り

　

生

　

徒

　

数

　

（人）（Ｈ）/（Ａ）

　　　

886

　　　

929

　

・

　　

43
教員１人当たり生徒数

　

（人）弱/（I）

　　

16.9

　　　

17.6△

　　

0.7
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の 状 況（公立学校分）

　

校

　　　　　　　　　　　

中

　　　　　　　　

学

　　　　　　　　

校

増

　　　　

減

　　　　

4. 5. 1現在　　　　　3. 5. 1現在　　　　増　　　　減

　　

△

　　　

70

　　　　　　　

10 596　　　　　　　10 595　　　　　　　　　1

　　

△

　　

5 165　　　　　　142 043　　　　　　145 924　　　　△　　　3 881

　　　　　　

429

　　　　　　

47 857　　　　　　47 463　　　　　　　　394

　　

a

　　　

395

　　　　　　　

1587

　　　　　　　

1810

　　　

△

　　　

223

　　　　　　

824

　　　　　　

46 270　　　　　　45 653　　　　　　　　617

　　

・

　　　

5

　　　　　　　　

373

　　　　　　　　

393

　　　

△

　　　　

20

　　

・

　　

403

　　　　　　　

1 364　　　　　　　1 671　　　△　　　307

　　

・

　　　

20

　　　　　　　

10 268　　　　　　　10 250　　　　　　　　18

　　　　　　

197

　　　　　　　

10 499　　　　　　　10 358　　　　　　　　141

　　　　　　

104

　　　　　　　

7 453　　　　　　　7 392　　　　　　　　61

　　

a

　　　

211

　　　　　　　

4 783　　　　　　　4 942　　　△　　　159

　　

a

　　　　

4

　　　　　　　　

271

　　　　　　　　

276

　　　

△

　　　　

5

　　　　　　

0.5

　　　　　　　

96.7

　　　　　　　

96.2

　　　　　　　　

0.5

　　　　　　

－

　　　　　　　　

0.8

　　　　　　　　

0.8

　　　　　　　　

－

　　　　　　

0.2

　　　　　　　　

96.9

　　　　　　　

96.7

　　　　　　　　

0.2

　　　　　　

0.6

　　　　　　　　

70.3

　　　　　　　　

69.8

　　　　　　　　　

0.5

　　　　　　

0.3

　　　　　　　　

10.0

　　　　　　　　　

9.6

　　　　　　　　　

0.4

　　　　　　

0.07

　　　　　　　　

2.20

　　　　　　　　

2.10

　　　　　　　　

0.10

　　

△

　　　　

7

　　　　　　　　

451

　　　　　　　　

466

　　　

△

　　　　

15

　　

・

　　　

0.2

　　　　　　　　

33.7

　　　　　　　　

33.9

　　　　

△

　　　　

0.2

　　

△

　　　

0.2

　　　　　　　　

17.7

　　　　　　　　

17.9

　　　　

△

　　　　

0.2

その３

　

幼 稚 園

　　

区

　　　　　　　　　　　　　

分

　　　　

4.5.1現在

　　

3.5.1現在

　　

増

　

減

幼

　　　

稚

　　　

園

　　　

数

　

（園）㈲

　　　　

6 219　　　　6 223　△　　　　4

現

　

在

　

入

　

園

　

者

　

数

　

（人）（Ｂ）

　　　

391 213　　　410 707　△　19 494

教

　

員

　

数（本務者のみ）

　

（人）（Ｃ）

　　　

24 947　　　25 048　△　　　101

1園当たり園児数

　

（人）（Ｂ）/㈲

　　　　

62.9

　　　

66.0・

　　

3.1

教員１人当たり園児数

　

（人）（Ｂ）/（Ｃ）

　　　　

15.7

　　　　

16.4

　

△

　　　

0.7
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第107表

　

文

　

化

　

及

　

び

　

体

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度(4. 3.31現在）

　　

区

　　　　　　　　　　　　　　

分

　　　

都道府県立

　

市町村立

　

合

　　

計

県市公

　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　

116

　　　　

2 187　　　　2 303
民民会
会会堂
館館

　　

延

　　　

面

　　　

積（千㎡）

　　　　

1107

　　　　

6 361　　　　7 467

　

図

　　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　　

65

　　　　

1944

　　　　

2 009

　

書

　

館

　　　

蔵

　　　

書

　　　

数（万冊）

　　　　　

2 511　　　　15 679　　　　18 190

　

博

　　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　

110

　　　　　

372

　　　　　

482

　

物

　

館

　　　

利

　

用

　

人

　

員（万人）

　　　　　

2 520　　　　4 337　　　　6 858

　

体

　　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　

155

　　　　

4 858　　　　5 013

　

育

　

館

　　

延

　　　

面

　　　

積（千㎡）

　　　　　

887

　　　　

9 577　　　　10 463

　

堕

　　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　　

79

　　　　　

955

　　　　

1034

　

競

　

11

　　

敷

　

地

　

面

　

積（千㎡）

　　　　

2 271　　　　20 013　　　　22 284

　

野

　　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　

138

　　　　

3 710　　　　3 848

　

球

　

場

　　

敷

　

地

　

面

　

積（千㎡）

　　　　

2 484　　　　55 038　　　　57 522

　

プ

　　　

箇

　　　

所

　　　

数

　　　　　　　　　　

214

　　　　

4 009　　　　4 223

　　

1

　

ル

　　　

水

　

面

　

面

　

積（千㎡）

　　　　　

185

　　　　

2 113　　　　2 297

曲

　

博物館の利用人員は、平成３年度中の実績である。

－404－



育

　

施

　

設

　

の

　

状

　

況（公立分）

　　　

平成２年度（3、3.31現在）

　　　　　　

増

　　　　　　

減

都道府県立

　

市町村立

　

合

　　　

計

　

都道府県立

　

市町村立

　

合

　　　

計

　　　　　

113

　　　　

2 101　　　　2 214　　　　　3　　　　　86　　　　　89

　　　　

1068

　　　　

5 989　　　　7 057　　　　　　39　　　　　372　　　　　410

　　　　　

65

　　　　

1878

　　　　

1943

　　　　　

－

　　　　　

66

　　　　　　

66

　　　　

2 418　　　　14 732　　　　17 150　　　　　　93　　　　　947　　　　1 040

　　　　　

108

　　　　　

358

　　　　　

466

　　　　　　

2

　　　　　　

14

　　　　　　

16

　　　　

2 605　　　　4 055　　　　6 660　　△　　　85　　　　　282　　　　　198

　　　　　

150

　　　　

4 739　　　　4 889　　　　　　5　　　　　119　　　　　124

　　　　　

854

　　　　

9 216　　　　10 070　　　　　　33　　　　　361　　　　　393

　　　　　

75

　　　　　

940

　　　　

1015

　　　　　　

4

　　　　　　

15

　　　　　　

19

　　　　

2 156　　　　19 400　　　　21 555　　　　　115　　　　　613　　　　　729

　　　　　

141

　　　　

3 624　　　　3 765　　・　　　3　　　　　　86　　　　　　83

　　　　

2 503　　　　53 874　　　　56 377　　a　　　19　　　　1 164　　　　1 145

　　　　　

203

　　　　

3 898　　　　4 101　　　　　　ｎ　　　　　111　　　　　122

　　　　　

174

　　　　

2 071　　　　2 245　　　　　　11　　　　　　42　　　　　　52

－405－



その１

　

事業数調

第108表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　

成

　　　

３

　　　

年

　　

度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

法適用企業

　　

法非適用企業

　　

合

　　　　

計

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　

1972

　　　　　　　

－

　　　　　　

1972

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

28

　　　　　　

1651

　　　　　　

1679

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　

133

　　　　　　　

－

　　　　　　　

133

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

81

　　　　　　　

48

　　　　　　　

129

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

34

　　　　　　　

－

　　　　　　　

34

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

72

　　　　　　　

－

　　　　　　　

72

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　

738

　　　　　　　

－

　　　　　　　

738

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

80

　　　　　　

2199

　　　　　　

2 279

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

319

　　　　　　

1 927　　　　　　2 246

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

3 457　　　　　　5 825　　　　　　9 282

その２

　

事業数の推移

　　

年

　　　　　　　　

度

　　　　　

昭和58年度

　　　　

59

　　　　　　

60

法

　

適

　

用

　

事

　

業

　

数

　　　　　　　

3 304　　　　　3 324　　　　　3 351

法

　

非

　

適

　

用

　

事

　

業

　

数

　　　　　　　

4 636　　　　　4 644　　　　　4 737

― 406 ―



の

　

事

　

業

　

数

　

の

　

状

　

況

(各年度末日現在)

　　　

平

　　

成

　　　

２

　　　

年

　　

度

　　　　　　　　

増

　　　　　　　

減

法適用企業

　

法非適用企業

　

合

　　　　

計

　

法適用企業

　

法非適用企業

　　　　

1967

　　　　　　

－

　　　　　

1967

　　　　　　　

5

　　　　　　

－

　　　　　　

29

　　　　　

1658

　　　　　

1687

　

△

　　　　　

1

　

△

　　　　　

7

　　　　　

125

　　　　　　

－

　　　　　　

125

　　　　　　　

8

　　　　　　

－

　　　　　　

81

　　　　　　

48

　　　　　　

129

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

34

　　　　　　

－

　　　　　　

34

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

72

　　　　　　

－

　　　　　　

72

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　

736

　　　　　　

－

　　　　　　

736

　　　　　　　

2

　　　　　　

－

　　　　　　

77

　　　　　

1977

　　　　　

2 054　　　　　　　3　　　　　　222

　　　　　

318

　　　　　

1 908　　　　　2 226　　　　　　　1　　　　　　19

　　　　

3439　　　　　5 591　　　　　9 030　　　　　　18　　　　　　234

(各年度末日現在)

61

　　　　　

62

　　　　　

63

　　　

平成元年度

　　　　

2

　　　　　　

3

　

3 366　　　　3376　　　　3399　　　　3419　　　　3439　　　　3457

　

4 790　　　　4801　　　　4878　　　　5447　　　　5591　　　　5825

－407－



第109表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　

区

　　　　　　

分

　　　　

損益勘定所属職員

　　　

資本勘定所属職員

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　　

61208

　　　　　　　　　　

6 641

簡

　

易

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

2 816　　　　　　　　　　　125

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　　

2 798　　　　　　　　　　　181

交

　　　

通

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

44 629　　　　　　　　　　2 169

電

　　　

気

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

2 643　　　　　　　　　　　　94

ガ

　　　

ス

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

1979

　　　　　　　　　　　

103

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

201 214　　　　　　　　　177

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　

22 672　　　　　　　　16 076

そ

　　

の

　　

他

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　　

11577

　　　　　　　　　　

4 494

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　　　　

351 536　　　　　　　　　　30 060

曲 平成４年３月31日現在の職員数で、法非適用企業を含む。

第110表

　

地

　

方

　

公

　

営

　

事

　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　

成

　

３

　

年

　

度（Ａ）

　　　　　　

平

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

収

　　

入

　

支

　　

出

　

差

　　

引

　

収

　　

入

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　

17 306 523　17 761 680　△　455 157　16 164 311

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

12 639 690　13 202 536　△　562 846　11 888 511

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　

4 666 833　　4 559 144　　　107 689　　4 275 800

収

　　　

益

　　　

事

　　　

業

　　　

6 342 025　　6 148 818　　　193 207　　6 075 664

国民健康保険事業

　　

6 332 274　6 084 357　　247 918　6 139 129

老人保健医療事業

　　

6 323 729　6 295 828　　27 901　5 871 912

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　

475

　　　　

452

　　　　　

23

　　　　

642

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　

64 789　　　57 602　　　　7 186　　　57 556

交通災害共済事業

　　　

24 916　　21 165　　　3 751　　24 287

公立大学附属病院事業

　　　

177 211　　174 396　　　2 816　　157 512

　

合

　　　　　　　　

計

　　　

36 571 942　36 544 298　　　27 645　34 491 013

曲

　

地方公営企業の額の算出につしては、次による。

　　　　　　　

法適用：総収益（消費税込み）十資本的収入

　

１

　

収入額｛法非適用：総収益十資本的収入十前年度繰越金

　　　　　　　

法適用：総費用（消費税込み）一減価償却費十資本的支出

　

２

　

支出額｛法非適用：総費用十資本的支出十積立金十繰上充用金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

－408－



の

　

職

　

員

　

数

　

の

　

状

　

況

(単位

　

人)

合

　　　　　

計

　　　

前年度末職員

　　　

増

　　　　　

減

　　　　　　　　

67 849　　　　　　　　　67 961　　　　　△　　　　112

　　　　　　　　

2 941　　　　　　　　　　2 941　　　　　　　　　　　－

　　　　　　　　

2 979　　　　　　　　　　　2 997　　　　　　△　　　　　18

　　　　　　　　

46 798　　　　　　　　　47 632　　　　　△　　　　834

　　　　　　　　

2 737　　　　　　　　　　　2 681　　　　　　　　　　　　　56

　　　　　　　　

2 082　　　　　　　　　　　2 032　　　　　　　　　　　　　50

　　　　　　　

201 391　　　　　　　　　　198 349　　　　　　　　　　　3 042

　　　　　　　　

38 748　　　　　　　　　37 777　　　　　　　　　　971

　　　　　　　　

16 071　　　　　　　　　15 903　　　　　　　　　　168

　　　　　　　

381 596　　　　　　　　　　378 273　　　　　　　　　　　3 323

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

成

　

２

　

年

　

度

　

（Ｂ）

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　

㈲－（Ｂ）

　

支

　　　

出

　　　

差

　　　

引

　　　

収

　　　

入

　　　

支

　　　

出

　　　

差

　　　

引

　　　

16 147 177　　　　17 134　　　　1 142 212　　　1 614 503　△　　　472 291

　　　

12 000 828　・　　112 317　　　　751 179　　　1 201 708　・　　450 529

　　　

4 146 349　　　　129 451　　　　391 033　　　　412 795　△　　　21762

　　　

5 874 045　　　　201 619　　　　266 361　　　　274 773　△　　　8 412

　　　

5 944 031　　　　195 098　　　　193 145　　　　140 326　　　　　52 820

　　　

5 814 264　　　　57 648　　　　451 817　　　　481 564　△　　　29 747

　　　　　　

611

　　　　　　

31

　

・

　　　　

167

　

△

　　　　

159

　

△

　　　　　

8

　　　　

48 270　　　　　9 285　　　　　7 233　　　　　9 332　△　　　2 099

　　　　

20 627　　　　　3 660　　　　　　629　　　　　　538　　　　　　91

　　　　

154 966　　　　　2 547　　　　　19 699　　　　　19 430　　　　　　269

　　　

34 003 991　　　　487 022　　　　2 080 929　　　　2 540 307　△　　　459 377

－409－



その１

　

損益収支の状況

第111表

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

区

　　

分

　

水道事業柔迪5夢雲交通事業電気事業

総

　　　　

収

　　　　

益

　　　

2 697 786　　　186 616　　　767 808　　　　93 311

経

　　

常

　　

収

　　

益

　　　

2 683 857　　　158 807　　　745 909　　　　93 153

　

うち料金収入

　　

2 229 768　　112 553　　629 606　　　82 126

総

　　　　

費

　　　　

用

　　　

2 561 415　　　176 360　　　937 246　　　　73 596

経

　　

常

　　

費

　　

用

　　　

2 558 402　　　149 803　　　934 390　　　　73 523

　　

職員給与費

　　

510 313　　　24 860　　431 690　　　24 905

　

51

減価償却費

　　

435 935　　　28 756　　138 361　　　12 646

　

ち

　

支

　

払

　

利

　

息

　　　

542 105　　　30 739　　　226 539　　　14 107

経

　

常

　

損

　

益

　　　

125 455　　　9 004△　188 481　　　19 630

　

経

　　

常

　　

利

　　

益

　　　　

156 948　　　　11 808　　　　　1 640　　　　19 630

　

経

　　

常

　　

損

　　

失

　　　　

31 493　　　　2 803　　　190 121　　　　　－

純

　　　

損

　　　

益

　　　

136 371　　　10 256 ・　169 438　　　19 715

累

　

積

　

欠

　

損

　

金

　　　　

86 080　　　22 224　　　990 442　　　　　－

不

　　

良

　　

債

　　

務

　　　　　

4 243　　　　　112　　　　54 865　　　　　　－

累積欠損金比率

　　　　

3.7

　　　

18.6

　　　

150.9

　　　　

－

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　　

0.2

　　　　　　

0.1

　　　　　　

8.4

　　　　　　

－

経

　

常

　

収

　

支

　

比

　

率

　　　　　

104.9

　　　　

106.0

　　　　　

79.8

　　　　　

126.7

赤字事業数の割合

　　　　

14.2

　　　　

22.7

　　　　

63.8

　　　　

－

絢 １

２

３

水道事業には簡易水道事業を含む。以下第112表までにおいて同じ。

不良債務は再建債を加算しないものである。

赤字事業数の割合は、建設中を除く全事業数に対する経常損失を生じた事業

その２

　

経常費用の性質別構成及び対営業収益比率の状況

　　　　　

水道事業

　　　

柔il％;1

　　

交通事業

　　　

電気事業

　　　　

が

゜!

　

゛
・゛

"^ Sit
Ｉ゛

ｒＨ
Ｉ゛

ｒＨ
Ｉ゛ＰＩ§１兼

職員給与費

　

510313　20.6　21.8　24860　16.7　20.8　431690　46.2　65.8　24905　34.0　29.8　15055

減価償却費

　

435935　17.6　18.6　28756　19.3　24.1　138361　14.8　21.1　12646　17.2　15.1　12049

支払利息

　

542105　21.9　23.2　30739　20.6　25.8　226539　24.3　34,5　14107　19.2　16.9　　5892

その他

　

983 162 39.9 42.0　64 596 43.4 54,1　137484 14.7 20.9　21656 29.6 25.9　42182

　　

計

　

2471515 100.0105.6 148951 100.0124.8 934074 100.0142.3　73 314 10ｕ 87.7　75 ns

粉 １

２

費用合計は、経常費用から受託工事費、附帯事業費、材料及び不用品売却原価を除いたものである。

対営業収益比における営業収益は、受託工事収益を除tヽたものである。
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決

　　

算 の

　

状 況

(単位

　

百万円・％)

ガス事業

　

病院事業

　

下水道事業

　

その他事業

　

合

　　　

計

　　　　

89 902　　　3 006 294　　　1 060 357　　　　732 533　　　　8 634 607

　　　　

88 651　　　2 979 254　　　1 049 771　　　　678 008　　　　8 477 410

　　　　

74 970　　　2 454 419　　　　432 895　　　　498 764　　　　6 515 101

　　　　

83 374　　　3 078 153　　　1 035 153　　　　584 200　　　　8 529 497

　　　　

83 268　　　3 072 156　　　1 034 846　　　　577 960　　　　8 484 348

　　　　

15 055　　　1 483 880　　　　104 445　　　　　38 846　　　　2 633 994

　　　　

12 049　　　　148 102　　　　245 037　　　　　16 724　　　　1 037 609

　　　　

5 892　　　　109 318　　　　457 617　　　　49 145　　　　1 435 462

　　　　

5 383 △　　92 902　　　14 925　　　100 048 △　　　6 938

　　　　

5 397　　　　　14 539　　　　　25 684　　　　105 710　　　　341 355

　　　　　

14

　　　　

107 441　　　　　10 760　　　　　5 662　　　　348 294

　　　　

6 528 △　　71 859　　　25 204　　　148 333　　　105 110

　　　　　

70

　　　　

597 356　　　　　43 347　　　　85 649　　　　1 825 167

　　　　　

23

　　　　

55 245　　　　　54 226　　　　28 210　　　　196 925

　　　　　

0.1

　　　　　　

23.2

　　　　　　　

5.0

　　　　　　

15.8

　　　　　　

25.1

　　　　　

0.0

　　　　　　　

2.1

　　　　　　　

6.3

　　　　　　　

5.2

　　　　　　　

2.7

　　　　

106.5

　　　　　

97.0

　　　　　

101.4

　　　　　

117.3

　　　　　　

99.9

　　　　　

2.8

　　　　　　

56.5

　　　　　

34.2

　　　　　　

18.1

　　　　　　

25.3

数の割合である。

(単位 百万円 ％）

ス事業

　　　

病

　

院

　

事

　

業

　　

下水道事業

　　

その他事業

　　

合

　　　　

計

ｕ顧・

　

。６顧・

　

。６顧金

　

ｇ６顧１

　

。回顧
比

　

益比

　　　　　　

比

　　

益比

　　　　　

比

　　

益比

　　　　　　

比

　　

益比

　　　　　　

比

　

益比

　

20.0

　

19.3

　

1483 880　48.3　57,5　104 445　10.2　12.1　　38846　6.8　7.2　2 633994　31.5　36.3

　

16.0

　

15.4

　

148 102　4.8　5.7　245 037　23.9　28.5　　16724　2.9　3.1　1 037609　12.4　14.3

　

7.8

　

7.5

　

109 318　3.6　4.2　457 617　44.6　53.1　　49145　8.6　9.1　1 435462　17.1　19.8

56.2

　

54.0

　

1330 856　43.3　51.7　219 729　21.3　25.5　466 241　81.7　86.2　3265907　39.0　44.9

100.0

　

96.2

　

3072156 100.0 119.1　1026828 100.0 119.2　570 956 100.0 105.6　8372972 100.0 115.3
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その３

　

資本収支の状況

第111表

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　　

区

　　　

分

　

水道事業柔道義群雲交通事業電気事業

資

　

本

　

的

　

収

　

入

　

額

　

A

　　

1 037 768　　　116 001　　　506 815　　　20 624

　

企

　　　　

業

　　　　

債

　　

527 852　　　43 101　　259 937　　　14 955

　

（うち建設改良のための企業債）

　　

483 828　　　39 689　　　201 890　　　14 955

　

他

　

会

　

計

　

出

　

資

　

金

　　

128 699　　　10 853　　　55 384　　　　－

　

他

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金

　　　　

10 637　　　36 573　　　　1 351　　　　371

　

他

　

会

　

計

　

補

　

助

　

金

　　　

11 294　　　2 563　　　74 351　　　　　－

　

そ

　　　　　

の

　　　　　

他

　　　

359 286　　　22 911　　　115 792　　　　5 298

　

赫数m
Bヤ）　16

873　　　1 257　　　1800　　　　　－

　

前年度許可債で当年度収入分

　

C

　　　

15 199　　　　834　　　9 369　　　　－

　

純

　　

計

　

Ａ－（Ｂ十Ｃ）D

　　

1 005 697　　　113 910　　　495 646　　　20 624

資

　

本

　

的

　

支

　

出

　

額

　

E

　　

1 664 759　　　186 331　　　590 101　　　46 425

　

建

　　

設

　　

改

　　

良

　　

費

　　

1 286 339　　　106 620　　　330 309　　　31 580

　

（うち職員給与費）

　　

52 234　　　1 285　　19 056　　　730

　

企

　

業

　

債

　

償

　

還

　

金

　　

312 348　　　52 957　　199 403　　　10 611

　

(5*>JliS改良のための企業

　　　

285 482　　　50 618　　133 636　　　10 594

　

そ

　　　　

の

　　　　

他

　　　

66 072　　　26 754　　　60 389　　　4 234

亨沓雲収令が資本的支出に不足

　　　

678 040　　　72 545　　　96 080　　　25 802

補

　

て

　

ん

　

財

　

源

　

G

　　　

655 077　　　69 723　　　85 787　　　25 802

補てん財源不足額（F－Ｇ）H

　　　

22 964　　　2 822　　　10 294　　　　　－

財源不足率H/ExlOO

　　　　

1.4

　　　　

1.5

　　　　

1.7

　　　　

－

曲「資本的収入が資本的支出に不足する額」の算出は、「Ｄ－Ｅ」がマイナスの団体
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決

　　

算 の

　　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

ガス事業

　

病院事業

　

下水道事業

　

その他事業

　

合

　　　

計

　　　　

17 465　　　　376 044　　　1 053 259　　　　741 564　　　　3 869 540

　　　　

12 288　　　　204 n2　　　　738 928　　　　257 833　　　　2 059 007

　　　　

12 288　　　　201 792　　　　650 454　　　　213 891　　　　1 818 789

　　　　　

56

　　　　　

80 702　　　　　21 982　　　　　7 763　　　　305 438

　　　　　

30

　　　　　

30 448　　　　　1 857　　　　113 132　　　　194 398

　　　　　

269

　　　　　

4 458　　　　36 680　　　　　4 854　　　　134 469

　　　　

4 822　　　　　56 324　　　　253 812　　　　357 982　　　　1176 228

　　　　　

－

　　　　　

7 804　　　　　4 796　　　　　10 793　　　　　43 323

　　　　　

－

　　　　　

4 818　　　　131 701　　　　　1 904　　　　163 824

　　　　

17 465　　　　363 422　　　　916 763　　　　728 866　　　　3 662 393

　　　　

34 624　　　　496 776　　　1 333 989　　　1 258 541　　　　5 611 547

　　　　

26 952　　　　370 946　　　　981 119　　　　803 471　　　　3 937 336

　　　　　

820

　　　　　

1 429　　　　40 602　　　　　17 358　　　　133 513

　　　　

7 442　　　　　94 641　　　　329 572　　　　131 247　　　　1 138 221

　　　　

7 424　　　　　94 102　　　　237 096　　　　129 010　　　　947 962

　　　　　

230

　　　　　

31 189　　　　　23 298　　　　323 823　　　　535 990

　　　　

17 159　　　　135 694　　　　417 250　　　　556 374　　　　1 998 944

　　　　

17 124　　　　118 808　　　　295 602　　　　550 202　　　　1 818 124

　　　　　

35

　　　　　

16 886　　　　121 648　　　　　6 172　　　　180 820

　　　　　

0.1

　　　　　　

3.4

　　　　　　

9.1

　　　　　　

0.5

　　　　　　

3.2

のみを集計したものである。

－413－



　　　　　　　　　　　

第111表

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

その４

　

資産、負債及び資本に関する調

　　

区

　　　

分

　

水道事業索道9事素交通事業電気事業

資

　　　　　　　　　　　　　

産

　　

18 112 275　　1 769 359　　4 900 358　　　560 221

　

固

　　　

定

　　　

資

　　　

産

　　

16 227 954　　1 642 272　　4 510 886　　　443 685

　

土

　　　

地

　　　

造

　　　

成

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　

流

　　　

動

　　　

資

　　　

産

　　

1 873 696　　　126 827　　　370 231　　　116 514

　

繰

　　

延

　　

勘

　　

定

　　　

10 625　　　　260　　　19 241　　　　22

負

　　　　　　　　　　　　

債

　　　

960 213　　　124 807　　1 190 688　　　33 175

　

固

　　

定

　　

負

　　

債

　　

367 635　　　97 716　　961 231　　　17 855

　

流

　　

動

　　

負

　　

債

　　

592 578　　　27 091　　229 458　　　15 319

資

　　　　　　　　　　　　

本

　　

17 152 062　　1 644 552　　3 709 670　　　527 047

　

自

　　

己

　　

資

　　

本

　　

金

　　

2 630 206　　　205 664　　　664 162　　　199 875

　

借

　　

入

　　

資

　　

本

　　

金

　　

9 100 186　　　825 014　　3 392 656　　　238 601

　

資

　　

本

　　

剰

　　

余

　　

金

　　

4 856 188　　　595 093　　　522 310　　　31424

　

利

　

益

　

剰

　

余

　

金

　　

565 482　　　18 782 △　869 458　　　57 147

自己資本構成比率

　　　

44.9

　　　

46.8

　　　

6.5

　　　

51.5

固定資産対長期資本比率

　　　　

92.6

　　　　

94.3

　　　　

96.6

　　　　

81.4

流

　　　

動

　　　

比

　　　

率

　　　　

316.2

　　　　

468.2

　　　　

161.4

　　　　

760.6

企業債償還額対減価償却額比率

　　　　

65.5

　　　　

176.0

　　　　

96.6

　　　　

83.8

鸚％圃する企業債元利償

　　　　　

36.7

　　　　　

69.8

　　　　

56.9

　　　　

29.7

不

　　　

良

　　　

債

　　　

務

　　　　

4 243　　　　n2　　　54 865　　　　　－

不

　

良

　

債

　

務

　

比

　

率

　　　　　

0.2

　　　　　

0.1

　　　　　

8.4

　　　　　

－

曲

　

不良債務は、再建債を加算しなtヽものである。
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決

　　

算 の

　　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円・％)

ガス事業

　

病院事業

　

下水道事業

　

その他事業

　

合

　　　

計

　　　

250 456　　　3 605 908　　　14 663 035　　　9 011 491　　　52 873 104

　　　

200 038　　　2 737 158　　　14 165 949　　　2 714 447　　　42 642 388

　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　

4 325 226　　　　4 325 226

　　　　

50 145　　　　850 559　　　　489 492　　　1 967 108　　　　5 844 573

　　　　　

274

　　　　　

18 191　　　　　7 594　　　　　4 710　　　　　60 917

　　　　

22 600　　　　565 786　　　　467 580　　　5 255 487　　　　8 620 336

　　　　

9 720　　　　109 414　　　　　54 209　　　3 182 173　　　　4 799 953

　　　　

12 880　　　　456 373　　　　413 371　　　2 073 315　　　　3 820 384

　　　

227 856　　　3 040 121　　　14 195 456　　　3 756 003　　　44 252 767

　　　　

49 350　　　1 269 434　　　1 687 483　　　　809 873　　　　7 516 047

　　　　

97 494　　　1 781 878　　　7 695 769　　　1 654 180　　　24 785 777

　　　　

56 599　　　　473 141　　　4 773 481　　　　498 084　　　11 806 322

　　　　

24 413 ・　　484 333　　　38 723　　　793 866　　　144 622

　　　　　

52.1

　　　　　　

34.9

　　　　　　

44.3

　　　　　　

23.3

　　　　　　　

36.8

　　　　　

84.2

　　　　　　

86.9

　　　　　　

99.4

　　　　　　

39.1

　　　　　　　

86.9

　　　　

389.3

　　　　　

186.4

　　　　　

118.4

　　　　　　

94.9

　　　　　

153.0

　　　　　

61.6

　　　　　　

63.5

　　　　　　

96.8

　　　　　　

771.4

　　　　　　　

91.4

　　　　　

17.7

　　　　　　　

8.0

　　　　　　

159.9

　　　　　　

30.7

　　　　　　　

35.8

　　　　　　

23

　　　　　

55 245　　　　　54 226　　　　28 210　　　　196 925

　　　　　　

0.0

　　　　　　

2.1

　　　　　　

6.3

　　　　　　

5.2

　　　　　　

2.7
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第112表

　

法

　

適

　

用

　

企

　

業

　

の

　

区

　　　　　

分

　　

昭和60年度

　　　　

61

　　　　　　

62

　　

経

　

常

　

利

　

益(1 573)　135 488 (1 599)　138 136 (1640)　160 406
水

　

経

　

常

　

損

　

失( 353)　16 570 ( 325)　16 682 ( 292)　15 683
道

　

累積欠損金

　　　　

121 141　　　　114 781　　　　105 949

（

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

18.3

　　　　　　　

16.9

　　　　　　　　

15.1
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

6.4

　　　　　　　

5.9

　　　　　　　

5.2

　　

経

　

常

　

利

　

益（

　

76）

　

7 647 （　81）　　9 049 （　86）　10 593
工水

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

22）

　　

4 007 （　22）　　2 214 (　17）　　2 264
業道累積欠損金

　　　　　

18 573　　　　　20 215　　　　　21 216

　

事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

22.4

　　　　　　　

21.4

　　　　　　　

16.5
用業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

18.0

　　　　　　　

18.6

　　　　　　　

19.3

7．

　

経

　

常

　

利

　

益（

　

47）

　　

7 066 （　43）　　8 939 （　42）　10 090
・

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

36）

　

90 556 （　40）　91204 (　40）　99 542
通

　

累積欠損金

　　　　

670 354　　　　731869　　　　781 211

（

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

43.4

　　　　　　　

48.2

　　　　　　　

48.8
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

125.0

　　　　　　

134.1

　　　　　　

138.4

　　

経

　

常

　

利

　

益（

　

33）

　

15 547 （　33）　15 479 （　33）　14 555
電

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

－）

　　　

－（

　

－）

　　　

－（

　

－）

　　　

一
気

　

累積欠損金

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

一
事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　　　　　　

－

　　

経

　

常

　

利

　

益（

　

63）

　　

6 394 （　66）　　9 406 (　64）　　6 316
が

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

10）

　　　

120 (　　7）　　　132 (　　9）　　　　121
ス

　

累積欠損金

　　　　　

804

　　　　　

529

　　　　　

448

U

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

13.7

　　　　　　　　

9.6

　　　　　　　

12.3
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

1.1

　　　　　　　

0.7

　　　　　　　

0.6

病

　

経

　

常

　

利

　

益（440）

　

32 130 ( 474)　38 965 （509）　45 406
丙

　

経

　

常

　

損

　

失( 287)　39 401 ( 256)　33 578 ( 221)　　28 869
院

　

累積欠損金

　　　　

411 481　　　　417 986　　　　421 658

（

赤字事業数の割合

　　　　　　　　

39.5

　　　　　　　

35.1

　　　　　　　

30.3業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　

22.3

　　　　　　　

21.2

　　　　　　　

19.9

下

　

経

　

常

　

利

　

益（

　

24）

　

44 235 （　31）　40 447 (　29）　39 338
水

　

経

　

常

　

損

　

失（

　

18）

　　

4 007 （　14）　　2 381 (　21）　　4 523
道

　

累積欠損金

　　　　　

14 475　　　　13 351　　　　22 809
事

|

赤字事業数の割合

　　　　　　　

42.9

　　　　　　　

31.1

　　　　　　　

420
業

　

累積欠損金比率

　　　　　　　　

2.4

　　　　　　　

2.1

　　　　　　　

3:3

そ事

　

経

　

常

　

利

　

益( 221)　54 355 （220）　70 043 ( 226)　92 666

　　

経

　

常

　

損

　

失（

　

94）

　

12 084 （　92）　12 857 (　80）　10 236
の

　

|

累積欠損金

　　　　　

92 066　　　　　99 128　　　　103 924
ｕ蛮装響討泉

　　　

昌

　　　

鎚

　　　

脂

１

　

靉

　

果

　

裂

　

焚

　

?昌

　

詔回

　

ど器

　

摺諧

　

げ昌

　

混沿

計

t

垂逼を瘤
．

をj垂1328涅a 1397痙1 1457言u

曲

　

１

　　

２

（

　

）書きは事業数を示す。ただし、建設中の事業は含まない。

赤字事業数とは経常損失を生じた事業数のことである。
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事業別決算の推移

(単位

　

百万円・％)

　　

63

　　　　　　　

平成元年度

　　　　　　　

2

　　　　　　　　　

3

(1694) 175 807　(1 710) 182 610　(1 761) 218 504　(1686) 156 948

( 248)　12 958　（240）　14 305　( 198)　14 858　( 279)　31493

　　　　　

95 561　　　　　　　81 396　　　　　　77 725　　　　　　　86 080

　　　　　　

12.8

　　　　　　　　

12.3

　　　　　　　　

10.1

　　　　　　　　　

14.2

　　　　　　

4.5

　　　　　　　　　

3.7

　　　　　　　　　

3.4

　　　　　　　　　

3.7

（

　

87) 11288　（　90) 12 834　（　92) 12 502　（　92) 11808
（

　

18）

　

1942

　

（

　

20）

　

2 231　（　23）　1958　（　27）　2 803

　　　　　

21 250　　　　　　　21 649　　　　　　　21 376　　　　　　　22 224

　　　　　

17.1

　　　　　　　

18.2

　　　　　　　

20.0

　　　　　　　

22.7

　　　　　

19.0

　　　　　　　

19.2

　　　　　　　

18.4

　　　　　　　

18.6

（

　

47）

　

5 826 (　34）　8 260　（　35）　1885　（　29）　1640

（

　

34) 98 156 （　46) 80 473　（　45) 90 988　（　51) 190 121

　　　　

866 543　　　　　　779 775　　　　　　829 466　　　　　　990 442

　　　　　

42.0

　　　　　　　

57.5

　　　　　　　

56.3

　　　　　　　

63.8

　　　　　

147.3

　　　　　　　

128.4

　　　　　　　

130.4

　　　　　　　

150.9

（

　

33) 15 768　（　33) 16 623　（　34) 18 952　（　34) 19 630

（－）

　　

－

　

（

　

恍〉

　　

－

　

（づ

　　

ー

　

（

　

－）

　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

　　　　　　

－

（

　

69）

　

6 824　（　69）　6 224　（　68）　4 604　（　70）　5 397
（

　

4）

　　

28

　

（

　

4）

　　

23

　

（

　

5）

　　

73

　

（

　

2）

　　

14

　　　　　　

224

　　　　　　　　

163

　　　　　　　　

267

　　　　　　　　

70

　　　　　　

5.5

　　　　　　　　

5.5

　　　　　　　　

6.8

　　　　　　　　

2.8

　　　　　　

0.3

　　　　　　　　

0.2

　　　　　　　　

0.4

　　　　　　　　

0.1

( 444)　30 907　( 392)　22 770　（337）　18 185　（320）　14 539

（288）

　

38 216　( 337)　50 854　( 399)　79 329　( 416) 107 441

　　　　

436 420　　　　　　468 798　　　　　　524 993　　　　　　597 356

　　　　　

39.3

　　　　　　　　

46.2

　　　　　　　　

54.2

　　　　　　　　

56.5

　　　　　

19.9

　　　　　　　

20.2

　　　　　　　　

21.6

　　　　　　　　

23.2

（

　

35) 37 277　（　37) 36 792　（　45) 34 485　（　48) 25 684
（

　

21）

　

4 488　（　28）　7 247　（　26）　6 929　（　25) 10 760

　　　　　

26 212　　　　　　30 988　　　　　　35 731　　　　　　43 347

　　　　　

37.5

　　　　　　　

43.1

　　　　　　　

36.6

　　　　　　　

34.2

　　　　　　

3.6

　　　　　　　　

4.0

　　　　　　　　

4.4

　　　　　　　　

5.0

( 226) 155 236　( 247) 134 506　( 252) 158 989　( 249) 105 710
（

　

84) 13 073　（　63）　4 821　（　52）　4 434　（　55）　5 662

　　　　　

99 460　　　　　　　91 888　　　　　　　90 272　　　　　　　85 649

　　　　　

27.1

　　　　　　　　

20.3

　　　　　　　　

17.1

　　　　　　　　

18.1

　　　　　

12.2

　　　　　　　　

19.1

　　　　　　　　

16.5

　　　　　　　　

15.8

(2 635) 438 932　（2 612) 420 619　（2 624) 468 104　（2 528) 341355

( 697) 168 861　( 738) 159 955　( 748) 198 570　( 855) 348 294

　　　

1 545 670　　　　　1 474 656　　　　　1 579 831　　　　　1 825 167

　　　　　　

20.9

　　　　　　　　

22.0

　　　　　　　　

22.2

　　　　　　　　

25.3

　　　　　　

23.1

　　　　　　　　

22.2

　　　　　　　

22､6

　　　　　　　　

25.1
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第113表

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

区

　　　　　　　　　

分

　　　

ｒ水棄交通事業

　

ぶ帽

　　　

総

　　

収

　　

益

　　

A

　　　　

89 253　　　6 968　　815 996　　　54 576

　　　　

（営

　

業

　

収

　

益）

　　　　　

63 761　　　3 751　　476 544　　　42 355

　　　

総の

　

料

　

金

　

収

　

入

　　　　

62 205　　　3 590　　256 321　　　39 786
緊

　　

変心｛
他会計繰入金

　　　　

18 455　　　1 449　　291 478　　　4 155
殷

　　

総

　　

費

　　

用

　　

B

　　　　

72 753　　　6 744　　809 804　　　33 478

支

　

う職員給与費

　　　

16 088　　　3 868　　　81 075　　　4 438

　　　

ち
｛

支

　

払

　

利

　

息

　　　　

25 314　　　　330　　424 755　　　17 609

　　　

収支差引（Ａ－Ｂ）C

　　　　

16 500　　　　224　　　6 193　　　21 097

　　　

資本的収入D

　　　

99 116　　　1 367　2 326 091　　84 408

　　　　　

地

　　

方

　　

債

　　　　

35 354　　　1 038　　1139 860　　　59 842

　　　

う

　

他会計繰入金

　　　　

22 669　　　303　　400 306　　　8 379

資

　　

ち

|

国庫補助金

　　　

20 992　　　－　552 836　　　260

本

　　　　

都道府県補助金

　　　　

5 796　　　　10　　　28 440　　　　32
回

　

資本的支出E

　　　

110 278　　　1 623　2 351 007　　100 028
支

　　

う

　

建設改良費

　　　

96 340　　1 166　2 210 160　　75 553

　　　　

1

地方債償還金

　　　　

12 991　　　　457　　127 831　　19 405

　　　

ち

　

他会計繰出金

　　　　　

286

　　　　

－

　　　

3 818　　　4 409

　　　

収支差引（Ｄ－Ｅ）Ｆ

　　

△

　

11162・

　　

256△

　

24 916 乙　　15620

収支再差引（Ｃ十Ｆ）G

　　　　　

5 338 ・　　　32△　18 723　　　5 478

形

　　

式

　　

収

　　

支

　　

H

　　　　　

9 879 △　　　115　　　36 352　　　9 992

翌年度に繰り越すべき財源1

　　　　　　

883

　　　　　

29

　　　

20 909　　　2 889

実

　

質

　

収

　

支（Ｈ－I）

　　　　

8 996 △　　　144　　　15 443　　　　7103

　　

黒

　　　　　　　　　

字

　　　　

10 661　　　　207　　　34 851　　　9 967

　　

赤

　　　　　　　　　

字

　　　　　

1 666　　　　351　　　19 407　　　2 864

赤

　

字

　

事

　

業

　

数

　

割

　

合

　　　　　　

2.1

　　　　

25.0

　　　　

3.3

　　　　　　

7.0

赤

　　　

字

　　　

比

　　　

率

　　　　　　

2.6

　　　　

9.4

　　　　

4.1

　　　　　　

6.8

曲

　

１

　　　

２

　　　

３

営業収益は、受託工事収益を除いた額である。

赤字事業数割合とは、建設中の事業を除いた総事業数に対する実質赤字を生

赤字比率とは、営業収益に対する実質赤字額の割合である。
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業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円・％)

市場事業

　

ぶ畜彙ＦｒＰ％ｒ彗墓轟梁

　

合

　

計

　　

70 757　　22 784　　75 556　　346 605　　　1 987　　22 048　1 506 529

　　

39 434　　10 971　　64 016　　318 346　　　1 951　　　19 995　1 041 123

　　

33 832　　10 801　　58 600　　306 608　　　1 904　　　19 927 －　793 575

　　

17 285　　　9 976　　　8 375　　　8 277　　　　10　　　1 430　　360 890

　　

66 836　　21199　　61501　　54 026　　　1520　　　13 767　1 141 626

　　

14 933　　　6 356　　12 639　　　3 172　　　　88　　　　482　　143 140

　　

16 113　　　2 622　　　5 396　　28 999　　　　748　　　3 655　　525 542

　　

3 921　　　1 585　　14 055　　292 580　　　　467　　　8 281　　364 903

　　

41 882　　10 152　　29 306　　323 355　　　3 130　　26 390　2 945 198

　　

16 479　　　3 699　　12 699　　198 481　　　　480　　　19 626　1 487 558

　　

18 246　　　2 548　　12 926　　58 017　　　2 651　　　5 798　　531 843

　　

4 222　　　1 040　　　　58　　　7 090　　　　－　　　　208　　586 707

　　

1 252　　　1 502　　　　538　　　2 806　　　　－　　　　258　　40 635

　　

45 481　　11 440　　39 125　　596 919　　　4 114　　34 109　3 294 122

　　

24 334　　　8 158　　28 098　　422 949　　　　527　　26 906　2 894 191

　　

19 748　　　2 159　　　8 138　　134 759　　　1 064　　　3 802　　330 353

　　　

357

　　　　

94

　　　

2 390　　23 184　　　　28　　　3 219　　37 785

△

　

3 599 △　1287△　9 818△273 564 乙　　983△　7 719 ・348 924

　　　

322

　　　

297

　　

4 237　　19 016 ・　516　　　562　　15 979

△

　

1 823　　　303　　2 715　　83 308 △　1 539　　1 404　140 475

　　　

221

　　　　

59

　　　

1801

　　

19 733　　　　－　　　　630　　47 154

△

　

2 044　　　244　　　914　　63 575 △　1 539　　　774　　93 321

　　

2 359　　　1 153　　　7 067　　106 818　　　　365　　　2 618　　176 066

　　

4 403　　　　910　　　6 153　　43 243　　　1 904　　　1 845　　82 745

　　　

8.9

　　　　

5.2

　　　　

9.4

　　　

13.2

　　　

22.2

　　　　

5.8

　　　　

5.4

　　　

11.2

　　　　

8.3

　　　　

9.6

　　　

13.6

　　　

97.6

　　　　

9.2

　　　　

7.9

じた事業数の割合である。
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その１

　

収支の状況

　

（1）事業勘定

第114表

　

国

　

民

　

健

　

康

　

保

　

険

　　　　　　　　　　

平

　　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　　

度

区

　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　

財

　

政

　

措

　

置

　

額

　　　

再差引収支

　　　　　　

団体数実響支財政援

　

繰入金

　

繰出金

　

㈲－（Ｂ）一

　　　　　　　　　　　　　　

助額（Ｂ）

　

（Ｃ）

　　

（Ｄ）

　

(C)十（功

全

　

市

　

町

　

村

　　

3 254　　246 568　　　17 456　　253 715　　23 508　・　1094

　

黒字団体

　

2 802　267 838　　4 835　　47 526　　　965　216 443

　

赤字団体

　　

452

　

△21 271　　12 621　206 188　　22 543　・217 537

大

　　

都

　　

市

　　　

11

　　　

4 242　　　2 698　　110 251　　　19 786　・88 921

　

黒字団体

　　

一

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　

赤字団体

　　　

11

　　

4 242　　2 698　　110 251　　19 786　・88 921

都

　　　　　

市

　　　

649

　　　

96 634　　11 717　　115 063　　　2 927　・27 220

　

黒字団体

　　

467

　

122 154　　2 614　　34 133　　　224　　85 633

　

赤字団体

　　

182

　

△

　

25 521　　9 104　　80 930　　2 703　△112 852

町

　　　　　

村

　　

2 569　　133 530　　　3 037　　23 154　　　　795　　108 134

　

黒字団体

　

2 312　　134 486　　2 218　　13 394　　　741　　119 615

　

赤字団体

　　

257

　

△

　

956

　　　

819

　　

9 760　　　54　・11481

一部事務組合

　　　

2

　　　

193

　　　　

3

　　　　

－

　　　　

－

　　　

190

　

黒字団体

　　　

2

　　　

193

　　　

3

　　　

－

　　　

－

　　　

190

　

赤字団体

　　

－

　　　

－

　　　

一

　　　

一

　　　

－

　　　

一

特

　　

別

　　

区

　　　

23

　　　

11969

　　　　

－

　　　

5 247　　　　－　　　6 722

　

黒字団体

　　

21

　　

11005

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

11005

　

赤字団体

　　　

2

　　　

964

　　　

－

　　

5 247　　　－　・4 283

鵬「黒字団体」、「赤字団体」の区分は、再差引収支による。

（2）直診勘定

　　　　　　　　　

平

　　

成

　　

３

　　

年

　　

度

　　　　　　　　　

平
１

　

分
団体数実Ｖ・゛政謡置額苛砂団

　

体

　

数

全

　

市

　

町

　

村

　　　　　

604

　　　　　

508

　　　

11 274　△　　10765　　　　　604

　

黒字団体

　　　　

541

　　　

4 367　　　10 068 ・　5 701　　　　541

　

赤字団体

　　　　

63・

　

3 859　　　1206・　5 065　　　　63

都

　　　　　

市

　　　　　

80

　

△

　　　

645

　　　

1395

　

△

　　

2 040　　　　　81

　

黒字団体

　　　　

69

　　　

403

　　　

1185△

　　

782

　　　　

69

　

赤字団体

　　　　

11△

　

1048

　　　

210△

　

1258

　　　　

12

町

　　　　

村

　　　　

521

　　　

1 101　　　9 861　△　　8 760　　　　520

　

黒字団体

　　　　

469

　　　

3 912　　　8 865 △　4 953　　　469

　

赤字団体

　　　　

52・

　

2 811　　　996 △　　3 807　　　　51

一部事務組合

　　　　　

3

　　　　　

52

　　　　　

18

　　　　　

35

　　　　　

3

　

黒字団体

　　　　

3

　　　　

52

　　　　

18

　　　　

35

　　　　

3

　

赤字団体

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

－
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事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

　　　

平

　　　

成

　　　

２

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　

比

　　　　　　　

較

　　　　　　　

財

　

政

　

措

　

置

　

額

　

再差引収支
団体数実響・

財政援繰入金繰出金(Ｅ)－(Ｆ)－

　

団体数実質収支再差引収支

　　　　　　　

助額(F) (G)　　闘　　似)十佃

　

3 258　194 065 17 532 253 644 18 627 △　58 483△　4　52 503　　57 389

　

2 736　233 975　4 413　42 801　　960　　187 720　　66　　33 863　　　28 723

　

522△39 909 13 n8 210 843 17 667 ・246 203 △　70　18 638　　28 666

　　

11△

　　　

71

　

2 610 n4 428　17 508　・　99 601　　－　　4 313　　　10 680

　　

－

　　

－

　

－

　

－

　

－

　　　

－

　

－

　　

－

　　　

－

　　

11△

　　　

71

　

2 610 114 428　17 508　・　99 601　　－　　4 313　　　10 680

　

643

　

60 202 11877 113 759　311 a　65 122　　6　36 432　　37 902

　

432

　

99 264 2 371 28 295　198　68 796　35　22 890　　16 837

　

211△39 061　9 506 85 464　112 △133 919 △　29　13 540　　21 067

　

2 579　124 250　3 041　25 457　　809　　　96 561 ・　10　　9 280　　　n 573

　

2 279　125 028　2 038　14 506　　761　　109 245　　33　　9 458　　　10 370

　

300△

　

777

　

1 003 10 951　　47 △　12 684 a　43 △　179　　　1203

　　

2

　　

219

　　

4

　

－

　

－

　　

215

　

－△

　

26

　

△

　

25

　　

2

　　

219

　　

4

　

－

　

－

　　

215

　

－・

　

26・

　

25

　　

－

　　

－

　

－

　

－

　

一

　　　

一

　

－

　　

－

　　　

－

　　

23

　　

9 464　　－　　－　　－　　9 464　　－　　2 505　△　2 742

　　

231

　

9 464　‘ ｜　　－|　　－1　　9 464 △　21　　1541　　1541

　　

－

　　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　　

－

　　　

2

　　　

964

　

乙

　

4 283

(単位

　

百万円)

　

成

　　　

２

　　　

年

　　　

度

　　　　　　　　　　

比

　　　　　　　　　

較

実ｙ支財政湛置額劈回4び団体ｔ実質収ｔ再が収々

・

　　　

10

　　　　

10 295　△　　10 305　　　　　－　　　　　518　・　　　460

　　　

3 914　　　　9 031　・　　5 117　　　　　　－　　　　　453　－　　　584
△

　　　

3 924　　　　1264　・　　5 187　　　　　　－　　　　　　65　　　　　122

a

　　　

780

　　　　

1216

　

△

　　　

1997

　

△

　　　　　

1

　　　　　

135

　

a

　　　　

43

　　　　

3n

　　　　　

986

　

△

　　　

675

　　　　　　

－

　　　　　　

92

　

a

　　　

107

△

　　　

1091

　　　　　

230

　

△

　　　

1321

　

△

　　　　　

1

　　　　　　

43

　　　　　　

63

　　　　

710

　　　　

9 060　△　　　8350　　　　　　1　　　　　391　△　　　410

　　　

3 542　　　　8 026　△　　　4484　　　　　　－　　　　　370　△　　　469
a

　　　

2 832　　　　1034　△　　　3 866　　　　　　1　　　　　　21　　　　　　59

　　　　　

60

　　　

19

　　　

42

　　　

－a

　　　

8・

　　

7

　　　　　

60

　　　

19

　　　

42

　　　

－a

　　　

8・

　　

7

　　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－
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その２

　

歳入歳出内訳

　

（1）事業勘定

　　

ア

　

歳

　　

入

第114表国民健康保険事

(単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　

増

　

減

　

率

　

区

　　　　　

分

　　

言
年

芸

　　

ず年変

　　

増減額

　

３年度２年度３年度２年度

保

　　

険

　

税（料）2 443 372　2 372 669　　70 703　　39.0　39.1　　3.0　　1.9

　

jtち退職被保険者

　　

335 073　308 130　　26 943　　5.4　　5.1　　8.7　　2.7

一部負担金

　　　

561

　　　

581△

　　

20

　　

0.0

　　

0.0△

　

3.4△

　

0.7

　

ｽﾞﾄﾞ

　　　　

61△

　　　

3

　　

0.0

　　

0.0△

　

4.9

　

17.3

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　

2 343 718　2 307 031　　36 687　37.4　　38.0　　1.6　　0.2

　

事務費負担金

　　

97 710　　91 720　　5 990　　1.6　　1.5　　6.5　　8.4

　

1養給付費等負担

　

1 771 916　1 747 570　　24 346　28.3　28.8　　1.4△　1.2

　

助産費補助金

　　

8191

　　

8 809△　　618　　0.1　　0.1△　7.0△　8.1

　

財政調整交付金

　　

465 902　458 932　　6 970　　7.4　　7.6　　1.5　　4.4

療養給付費交付金

　　

633 716　597 563　　36 153　10.1　　9.8　　6.1　　9.0

都道府県支出金

　　

37 815　　37 104　　　711　　0.6　　0.6　　1.9　　3.8

　

刄源補てん的なも

　　　

17 456　　17 532△　　76　　0.3　　0.3△　0.4　　3.1

　

その他のもの

　　

20 359　　19 572　　　787　　0.3　　0.3　　4.0　　4.4

共同事業交付金

　　

50 160　　47 481　　2 679　　0.8　　0.8　　5.6　　7.4

他会計繰入金

　

424 474　422 638　　1 836　　6.8　　7.0　　0.4　　5.4

　

腎源補てん的なも

　　

253 715　253 644　　　　71　　4.1　　4.2　　0.0　　6.9

　

昆賛野呂102 408　98 754　　3 654　1.6　1.6　3.7△　1.2

　

認悶琵“

　

3 717　　　　…　　　　…　　0.1　　…　　…　　…

　

その他のもの

　　

64 634　　　…　　　…　　1.0　　･‥　　…　　…

基

　

金

　

繰

　

入

　

金

　　

24 169　　20 921　　　3 248　　0.4　　0.3　　15.5△　4.4

繰

　　

越

　　

金

　

245 514　213 436　　32 078　　3.9　　3.5　15.0△　1.2

その他の収入

　　

56 153　　50 676　　5 477　　1.0　　0.9　10.8　24.5

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　

6 259 652　6 070 100　　189 552　100.0　100.0　　3.1　　2.2
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業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況（つづき）

イ

　

歳

　　

出 (単位 百万円・％）

　

区

　　　　　

分

　　　

平

　

成

　　

平

　

成

　　　

、ヽ

　　　

決算額構成比

　

増

　

減

　

率

　　　　　　　　　　

３年度

　　

２年度

　　

増減額

　

３年度２年度３年度２年度

総

　　

務

　　

費

　　

200 512　188 756　　11 756　　3.3　　3.2　　6.2　　5.5

　

一般管理費

　

130 181　122 005　　8 176　2.2　2.1　6.7　7.4

　

賦課徴収費

　　

48 970　45 917　　3 053　0.8　0.8　6.6　2.0

　

連合会負担金

　　　

3 520　　3 454　　　66　　0.1　　0.1　　1.9・3.2

　

その他の総務費

　　

17 841　　17 380　　　461　　0.2　　0.2　　2.7　　2.6

保

　

険

　

給

　

付

　

費

　

4 148 910　4 003 097　　145 813　　69.0　　68.1　　3.6　　3.0

　

療養諸費等

　

4 032 054 3 883 841　148 213　67.1　66.1　　3.8　　3.0

　

その他の給付費

　　

102 526　105 568 △　3 042　　1.7　　1.8△　2.9　　1.1

　

学芸舞酬審査支払

　　

14 330　　13 688　　　642　　0.2　　0.2　　4.7　10.0

老人保健拠出金

　

1 401 772　1433 031 △　31259　23.3　24.4△　2.2△　3.9

　

畜之保健医療費拠

　

1 390 570　1 422 504 △　31 934　23.1　24.2△　2.2△　4.0

　

畜念保健事務費拠

　　

11 203　　10 527　　　676　　0.2　　0.2　　6.4　　10.5

共同事業拠出金

　　

32 543　　29 361　　3 182　　0.5　　0.5　10.8　　2.5

　

苗星事業医療費拠

　　

32 449　　29 264　　　3 185　　0.5　　0.5　　10.9　　2.7

　

苗蛮事業事務費拠

　　　　

50

　　　　

54△

　　　

4

　　

0.0

　　

0.0△

　

7.4△25.0

　

ぶ茎他共同事業拠

　　　　

44

　　　　

43

　　　　

1

　　

0.0

　　

0.0

　　

2.3△51.7

保

　

健

　

施

　

設

　

費

　　

26 206　　21 233　　　4 973　　0.4　　0.4　　23.4　　14.3

繰

　　　

出

　　　

金

　　

26 744　　20 917　　　5 827　　0.4　　0.4　　27.9　　10.1

　

讐源補てん的なも

　　　

23 508　　18 627　　　4 881　　0.4　　0.3　　26.2　　10.9

　

その他のもの

　　　

3 236　　2 290　　　946　　0.0　　0.1　41.3　　4.4

基

　

金積

　

立

　

金

　　

61 384　　45 951　　15 433　　1.0　　0.8　33.6　26.9

公

　　　

債

　　　

費

　　　

3 419　　　3 576△　　157　　0.1　　0.1△　4.4　　32.7

　

元利償還金

　　　

84

　　　

67

　　　

17

　

0.0

　

0.0

　

25.4△

　

1.5

　

一時借入金利子

　　　

3 335　　　3 510△　　175　　0.1　　0.1△　5.0　33.7

前年度繰上充用金

　　

73 141　　80 703 △　7 562　　1.2　　1.4・9.4△　7.5

その他の支出

　　

37 905　48 653△　10 748　0.8　0.7△22.1　32.8

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　

6 012 536　5 875 278　137 258　100.0　100.0　　2.3　　1.5
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第114表国民健康保険事

その２

　

歳入歳出内訳（つづき）

　

（2）直診勘定

　

ア

　

歳

　　

入

　　　　　　　　

（単位百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　

、

　　　　　　　　

決算額構成比

　

増

　

減

　

率

　

区

　　　　　

分

　　

ぎ年慶

　　

言
年

変

　　

増減額

　

３年度２年度３年度２年度

診

　

療

　

収

　

入

　　

50 898　　48 787　　　2111　　70.1　　70.7　　4.3　　0.7

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　　

2 436　　　2 163　　　273　　3.4　　3.1　　12.6　　10.4

　

財政調整交付金

　　　

2 323　　1 920　　　403　　3.2　　2.8　21.0　12.6

　

そ

　　

の

　　

他

　　　

n3

　　　

243△

　　

130

　　

0.2

　　

0.3△53.5△

　

4.3

都道府県支出金

　　　

393

　　　

392

　　　　

1

　　

0.5

　　

0.6

　　

0.3△

　

7.3

他会計繰入金

　　

n 412　10 479　　933　15.7　15.2　8.9　12.5

　

葛通会計からのも

　　

10 217　　　9 320　　　897　　14.1　　13.5　　9.6　　9.2

　

:?7業勘定からのも

　　　

1 169　　　1 130　　　　39　　1.6　　1.6　　3.5　49.3

　

応7焚の会計から

　　　　

26

　　　　

29△

　　　

3

　　

0.0

　　

0.1△10.3

　

38.1

基

　

金

　

繰

　

入

　

金

　　　　

679

　　　

521

　　　

158

　　

0.9

　　

0.8

　　

30.3

　　

4.0

繰

　　　

越

　　　

金

　　　

3 988　　　4 092△　　104　　5.5　　5.9△　2.5　　10.8

地

　　

方

　　

債

　　

1239

　　

1250△

　　

11

　　

1.7

　　

1.8△

　

0.9△

　

8.8

その他の収入

　　

1578

　　

1345

　　　

233

　　

2.2

　　

1.9

　

17.3

　

25.8

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

72 623　　69 029　　　3 594　100.0　100.0　　5.2　　3.4

その３

　

国民健康保険、健康保険の被保険者数等の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

被

　　

保

　　

険

　　

者

　　

数

　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度末

　

昭和36年度末

　

増

　　　

減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

千人

　　　　　　

千人

　　　　　　

千人
国

　　

民

　　

健

　　

康

　　

保

　　

険

　　　

42 780　　　　46 809　　△　　4 029

　　　

う

　　

ち

　　

退

　　

職

　　

者

　　　　

3 913　　　　　　－　　　　　3 913

健

　　　　

康

　　　　

保

　　　　

険

　

政府管掌被保険者分

　　

18 574　　　　9 755　　　　8 819

　

政府管掌被扶養者分

　　

18 310　　　10 231　　　　8 079

　

組合管掌被保険者分

　　

15 145　　　　5 629　　　　9 516

　

組合管掌被扶養者分

　　

17 374　　　　7 994　　　　9 380

曲

　

１

　

厚生省保険局調による。

　　

２「国民健康保険」は、市町村及び国民健康保険組合分である。

　　

３「受診率」は､療養給付費のうち､診療費に係る100人当たりの受診件数である。

　　

４「１人当たり医療給付費」とは､療養の給付（家族の療養の給付）に療養費（家

　　　

で除した額をいう。

　　

５

　

平成３年度の「受診率」及び「１人当たり医療給付費（平成３年度）」は、老
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業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況（つづき）

　　

イ

　

歳

　

出 (単位 百万円・％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

決算額構成比

　

増

　

減

　

率

　

区

　　　　　

分

　　　

で磋

　

孔護

　

皺額３年度２年度３年度２年度

総

　　　

務

　　　

費

　　

36 691　　34 758　　　1 933　　51.1　　50.6　　5.6　　4.4

医

　　　

業

　　　

費

　　

24 810　　23 179　　　1 631　　34.5　　33.7　　7.0　　1.2

施

　

設

　

整

　

備

　

費

　　　

3132

　　　

3 489△　　357　　4.4　　5.1△10.2　　23.5

繰

　　

出

　　

金

　　　

139

　　　

184△

　　

45

　　

0.2

　　

0.3△24.5△13.6

　

苛苛会計に対する

　　　　

90

　　　

108△

　　

18

　　

0.1

　　

0.2△16.7△20.0

　

で鴛勘定に対する

　　　　

16

　　　　

37△

　　

21

　　

0.0

　　

0.1△56.8△

　

9.8

　

報谷゛宋ﾆ″

　

33

　

39△

　　　

6

　　

0.1

　　

0.0△15.4

　　

5.4

基

　

金

　

積

　

立

　

金

　　　　

907

　　　

883

　　　　

24

　　

1.3

　　

1.3

　　

2.7

　　

13.5

公

　　　

債

　　　

費

　　　

2 116　　　2 114　　　　　2　　2.9　　3.1　　0.1　　2.2

　

元利償還金

　　

2 025　　2 032 △　　　7　2.8　3.0△　0.3　2.3

　

一時借入金利子

　　　　

91

　　　

82

　　　　

9

　　

0.1

　　

0.1

　

11.0

　　

－

前年度繰上充用金

　　　

3 705　　3 979△　　274　　5.2　　5.8△　6.9△　6.0

その他の支出

　　　

320

　　

167

　　

153

　

0.4

　

0.1

　

91.6

　

47.8

　

歳

　

出

　

合

　

計

　　　　

71 820　　68 753　　　3 067　100.0　100.0　　4.5　　3,5

　　　　

受

平成３年度

　　　　　　　

件

　　　　

702.7

　　　　

1174.0

690.3

672.4

592.1

657.7

　　　

診

昭和36年度

　　　　　　

件
257.9

　

－

472.6

353.6

523.4

601.6

増

率

　

減
-

　

件
444.8

1174.0

217.7

318.8

　

68.7

　

56.1

１人当たり医療給付費

　　

(平成３年度)

　　　　　　　　　　

円

　　　　　　　

156 549

　　　　　　　

298 825

　　　　　　　

118 903

　　　　　　　

77 216

　　　　　　　

92 576

　　　　　　　

69 985

族療養費）及び高額療養費（家族高額療養費）を加えた額を、年度間平均被保険者数

人保健による受診件数及び医療給付額を含まない。
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その１

　

収支の状況

第115表

　

老

　

人

　

保

　

健

　

医

　

療

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　

成

　　　　　

３

　

区

　　　　　　

分

　　

団

　

体

　

数

　

歳入合計

　　

歳出合計

　

歳入歳出差引

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(B) - (C)

　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　　

（Ｂ）

　　　　

（Ｃ）

　　　　

（功

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　

3 260　　6 323 729　　6 295 828　　　　27 901

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

2 737　　5 175 289　　5 140 978　　　　34 312

　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

523

　　

1 148 440　　1 154 851　・　　6 411

その２

　

歳入歳出内訳

　

（1）歳

　　　

入 (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　　

分

　　

平成３年度

　

平成２年度

　

増減額増減率

支払基金交付金

　

4 340 992　68.6 4 047 181　68.9　293 811　　7.3

　

医療費交付金

　

4 324 849　68.4 4 031911　68.7　292 938　　7.3

　

審査支払手数料交付金

　　　

16 143　　0.3　　15 270　　0.3　　　873　　5.7

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

1 248 043　　19.7　1167 564　　19.9　　80 479　　　6.9

都道府県支出金

　　

313 250　5.0　290 172　4.9　23 078　　8.0

他

　

会

　

計繰

　

入

　

金

　　

350 278　　5.5　315 800　　5.4　　34 478　　10.9

　

医療費に係るもの

　　

326 436　　5.2　294 197　　5.0　　32 239　　11.0

　

その他の

　

も

　

の

　　

23 842　　0.3　　21603　　0.4　　2 239　　10.4

繰

　　　

越

　　　

金

　　

58 940　　0.9　　38 958　　0.7　　19 982　　51.3

そ

　

の他

　

の

　

収入

　　

12 226　　0.3　　12 237　　0.2△　　11△　0.1

　

歳

　

入

　

合

　

計

　　　

6 323 729　100.0　5 871 912　100.0　　451817　　　7.7
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事

　

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

年

　　　　　

度

　　　　　　　　

平

　

成

　

２

　

年

　

度

　　　　　　

比

　　　

較

　

繰越等

　

実質収支

　

団体数

　

実質収支

　

団

　

体数

　

実質収支

　　　　　　　

（功一（Ｅ）

　　

（Ｅ）

　　　

（Ｆ）

　　　

（Ｇ）

　　　　

㈲

　　

（A）一似）（Ｆ）－（Ｈ）

　　　

1 309　　　　26 592　　　　3 264　　　　55 486　△　　　　4　△　　28 894

　　　　

825

　　　　

33 487　　　　3 022　　　　57 286　・　　　285　△　　23 799

　　　　

484

　

－

　　　

6 895　　　　　242　△　　　1801　　　　　281　△　　　5 094

(2) 歳 出 (単位

　

百万円・％)

　

区

　　　　　　

分

　　

平成３年度

　

平成２年度

　

増減額増減率

総

　　　

務

　　　

費

　　

20 043　　0.3　　18 418　　0.3　　1625　　8.8

　

人

　　　

件

　　　

費

　　　

15 124　　0.2　　14 284　　0.2　　　840　　5.9

　

そ

　　　　

の

　　　

他

　　　　

4 919　　0.1　　　4 134　　0.1　　　785　　19.0

医

　　

療

　　

諸

　　

費

　　

6 221 935　　98.8　5756 019　　99.0　　465916　　　8.1

　

医

　

療

　

給

　

付

　

費

　　

5 947 281　　94.5　5585 623　　96.1　　361658　　　6.5

　

医

　　　

療

　　　

費

　　

184 906　　2.9　155 225　　2.7　　29 681　　19.1

　

老人保健施設療養費

　　　

73 504　　1.2　　　…　　…　　　　…　　　…

　

審査支払手数料

　　

16 244　　0.3　　15 171　　0.3　　1073　　7.1

繰

　　　

出

　　　

金

　　

15 314　　0､2　　14 951　　0.3　　　363　　2.4

前年度繰上充用金

　　　

1930

　　

0.0

　　

4 911　　0.1・2 981・60.7

そ

　

の

　

他

　

の

　

支

　

出

　　　

36 606　　0.7　　19 965　　0.3　　16 641　　83.4

　

歳

　　

出

　

合

　

計

　　　

6 295 828　100.0　5 814 264　100.0　　481 564　　　8.3

畦）特定療養費及び老人保健施設療養費は、平成２年度は「その他の支出」に含まれ

　

ており、平成３年度は「医療諸費」に含まれている。
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第116表

　

収

　　

益

その１

　

収支の状況（団体別）

事

　　

業

　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　

成

　　　　　

３

　　　　　

年

　

区

　　　　

分

　　

団体数

　　

歳入合計

　　

歳出合計

　

歳入歳出差引翌年度に繰り

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｂ）－（Ｃ）

　

越すべき財源

　　　　　　　　　

㈲

　　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（I:ｶ

　　　　

（Ｅ）

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

47

　　　

873 073　　　827 153　　　　45 920　　　　3 653

　

黒字団体

　　　　

47

　　

873 073　　827 153　　　45 920　　　3 653

　

赤字団体

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

市

　　

町

　　

村

　　　　　

150

　　

5 468 952　　5 321 666　　　147 286　　　　5 221

　

黒字団体

　　　　

144

　　

5 295 073　5 148 935　　　146 137　　　　3 798

　

赤字団体

　　　　　

6

　　

173 879　　172 730　　　1149　　　1424

合

　　　　　

計

　　　　　

197

　　

6 342 025　　6 148 818　　　193 207　　　　8 874

　

黒字団体

　　　　

191

　

6 168 146　5 976 088　　　192 058　　　　7 450

　

赤字団体

　　　　

6

　　

173 879　　172 730　　　1 149　　　1 424

その２

　

収支の状況（事業別）

　

区

　　　　　　　

分

　　　

競

　

馬

　

事

　

業

　　

自転車競走事業

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計(Ａ)

　　　　　　　　

1 041 637　　　　　　　　2 111 799

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計(Ｂ)

　　　　　　　　

1 018898　　　　　　　　2 013 275

歳入歳出差引(A)-(B)(C)

　　　　　　

22 739　　　　　　　98 524

翌年度に繰り越すべき財源(Ｄ》

　　　　　　　　　

1771

　　　　　　　　　　

5 016

繰

　　　　　

入

　　　　　

金(Ｅ)

　　　　　　　　　

11 268　　　　　　　　　　6 817

繰

　　　　　

出

　　　　　

金(Ｆ)

　　　　　　　　　

35 538　　　　　　　　　125 676

再

　

差

　

引(Ｃ)－(Ｄ)－(Ｅ)十(F)(G)

　　　　　　　　

45 237　　　　　　　　　212 368

車

　

馬

　

券

　

等

　

売

　

上

　

額闘

　　　　　　　　　

988 177　　　　　　　　1 952 441

収

　　　

益

　　　

率(G)/(H)×100

　　　　　　　　　　　

4.6

　　　　　　　　　　

10.9
前

　

年

　

度

　

収

　

益

　

率

　　　　　　　　　　　　

5.6

　　　　　　　　　　　

10.7

施

　　

行

　　

団

　　

体

　　

数

　　　　　　　　　　　　

69

　　　　　　　　　　　

255

　

都

　　

道

　　

府

　　　

県

　　　　　　　　　　　　　

16

　　　　　　　　　　　　

9

　

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　　　　　　　　　

53

　　　　　　　　　　　

246

曲
１

２

３

施行団体数は、平成３年４月１日現在の団体数である。

施行団体数は、１の団体が２以上の事業を実施している場合はそれぞれの事

宝くじ事業の車馬券等売上額は消化額を計上している。
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決

　　

算 の

　　

状 況

(単位 百万円）

　　　

度

　　　　　　　　　　　

平成２年度

　　　　

比

　　

較

繰入金

　

繰出金

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　　　　　　　　　　

(t)》－(Ｅ)－

　

(Ｆ)

　　　

口

　　

㈲十(G) (H)　(I)　　(J)　　㈲一(I)　(H)-(J)

　　

1958

　　

280 201　　320 510　　　　47　　304 904　　　　－　　15 606

　　

1 958　　280 201　　320 510　　　　47　　304 904　　　　－　　15 606

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

26 044　　385 912　　501 932　　　150　　505 248　　　　－ △　　3 316

　　

19 588　　383 745　　506 496　　　　145　　507 872 △　　　　1△　　1376

　　

6 456　　　2167△　　4 564　　　　　5 △　　2 624　　　　　1 △　　1940

　　

28 002　　666 112　　822 443　　　　197　　810 152　　　　　－　　　12 291

　　

21 546　　663 945　　827 007　　　192　　812 776 △　　　1　　14 231

　　

6 456　　　2167△　　4 564　　　　　5 △　　2 624　　　　　1 △　　1940

(単位

　

百万円・％)

1,1 X自丿嗇　　嘉－ぷすｰふ　　宝くじ事業　　合　　　　計

　　　　　

375 221　　　　　2 505 885　　　　　　307 484　　　　　6 342 025

　　　　　

357 237　　　　　2 456 435　　　　　　302 973　　　　　6 148 818

　　　　　

17 984　　　　　　49 450　　　　　　　4 511　　　　　　193 207

　　　　　　

268

　　　　　　　

1 819　　　　　　　　－　　　　　　　8 874

　　　　　　

361

　　　　　　　

9 556　　　　　　　　－　　　　　　28 002

　　　　　

25 334　　　　　　178 551　　　　　　301 013　　　　　　666 112

　　　　　

42 688　　　　　　216 626　　　　　　305 524　　　　　　822 443

　　　　　

350 952　　　　　2 252 688　　　　　　666 455　　　　　6 210 712

　　　　　　

12.2

　　　　　　　　

9.6

　　　　　　　

45.8

　　　　　　　

13.2

　　　　　　

11.3

　　　　　　　　

10.3

　　　　　　　　

46.0

　　　　　　　　

13.5

　　　　　　　　

8

　　　　　　　　

173

　　　　　　　　

58

　　　　　　　　

563

　　　　　　　　

2

　　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　

47

　　　　　　　　　

75

　　　　　　　　

6

　　　　　　　　

172

　　　　　　　　

ｎ

　　　　　　　　

488

業ごとに１団体としている。
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第116表

　

収

その３

　

収益金繰入金の使途状況

益

　　

事 業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

左

　　　　　　　　　　

の

　

区

　　　　　　　

分

　　

収益金繰入額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

民

　

生

　

費

　

衛

　

生

　

費

　

土

　

木

　

費

競

　　

馬

　　

事

　　

業

　　　　　

26 527　　　　2 603　　　　1 177　　　　7 045

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

12 627　　　　1 611　　　　　969　　　　2 002

　　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

13 900　　　　　992　　　　　208　　　　5 044

自転車競走事業

　　　

124 757　　　4 409　　　5 206　　　42 978

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

19 827　　　　　491　　　　　815　　　　5 696

　　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　

104 930　　　　3 918　　　　4 391　　　　37 282

小型自動車競走事業

　　　　

25 334　　　　2 142　　　　301　　　11 295

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

6 384　　　　　　－　　　　　－　　　　3 306

　　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

18 950　　　　2 142　　　　　301　　　　7 989

モーターボート競走事業

　　　　

165 514　　　　7 596　　　　13 530　　　　64 589

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　　

4 400　　　　　　－　　　　　650　　　　　240

　　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　

161 114　　　　7 596　　　　12 880　　　　64 349

宝

　

く

　　

じ

　

事

　

業

　　　　

296 228　　　　3 741　　　　11 870　　　140 673

　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

242 703　　　　3 341　　　　4 073　　　125 157

　　　　

市

　　

町

　　

村

　　　　　

53 525　　　　　400　　　　7 796　　　　15 516

　

。

　　　　　　

計

　　　

( 100.0)　（　3.2)　（　5.0)　（　41.8)

　

ロ

　　　　　　　

ロ

　　　　　　　

638 359　　　　20 491　　　　32 085　　　266 580

　　　　

都5

　

・

　

乖F

　

!展

　　　　

285 940　　　　5 443　　　　6 507　　　136 400

　　　　

竹i

　　

F町

　　

村t

　　　　

352 419　　　　15 049　　　　25 577　　　130 180

曲「合計」の（

　　

）書きは、構成比（％）である。

第117表

　

公

　

立

　

大

　

学

　

附

　

属

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

３

　　　

年

　　　

区

　　　　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　　

大

　　

都

　　

市

収収

　

総

　　　　

収

　　　　

益（Ａ）

　　　　　　　

82 326　　　　　　　　54 336
益支
的

　

|

総

　　　　

費

　　　　

用（Ｂ）

　　　　　　　

81631

　　　　　　　　

53 618

資収

　

資

　

本

　

的

　

収

　

入（ｃ）

　　　　　　　　

8 346　　　　　　　　32 205
本支
的

｛

資

　

本

　

的

　

支

　

出（口）

　　　　　　　　

7 815　　　　　　　　31332

　　　

収支差引㈲－（Ｂ）十(C)-(D)(E)　　　　　　　1225　　　　　　　　1590

　　　

積

　　　　

立

　　　　

金（Ｆ）

　　　　　　　　

1113

　　　　　　　　　

786

　　　

繰

　　　　

越

　　　　

金（G）

　　　　　　　　　

917

　　　　　　　　　

152

　　　

前年度繰上充用金佃

　　　　　　　

－

　　　　　　　

一

　　　

形式収支(E)-(F)十（Ｇ）一如（I）

　　　　　　　　

1029

　　　　　　　　　

957

　　　

翌年度に繰り越すべき財（J）

　　　　　　　　　

1

　　　　　　　　　　

86

　　　

源

　　　

実

　

質

　

収

　

支(I)-(J)

　　　　　　　　

1028

　　　　　　　　　

870

－430－



決

　　

算 の

　

状 況（つづき）

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　

内

　　　　　　　　　　　　　　

訳

ｈ。姦商工費

　

おに育費

　

Ｌs喜

　

モ・ｔ

　

頷認でﾔ

　　　

2 251　　　　　90　　　　6 967　　　　　81　　　　6 163　　　　　150

　　　

1 928　　　　　90　　　　　653　　　　　65　　　　5 309　　　　　－

　　　　

323

　　　　　

－

　　　　

6 313　　　　　16　　　　　854　　　　　150

　　　

4 085　　　　1 763　　　45 608　　　　168　　　14 455　　　　6 085

　　　

1 493　　　　367　　　　4 931　　　　　66　　　　5 268　　　　700

　　　

2 592　　　　1 396　　　40 677　　　　102　　　　9 187　　　　5 385

　　　

1 512　　　　928　　　　5 713　　　　　43　　　　3 191　　　　209

　　　

1220

　　　　

814

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

1044

　　　　　

－

　　　　

292

　　　　

114

　　　　

5 713　　　　　43　　　　2 147　　　　209

　　　

4 456　　　　2 583　　　45 817　　　　438　　　17 779　　　　8 726

　　　　

450

　　　　　

80

　　　　

2 500　　　　　－　　　　480　　　　　－

　　　

4 006　　　　2 503　　　43 317　　　　438　　　17 299　　　　8 726

　　　

3 895　　　　1 449　　　56 597　　　　　　3　　　78 000　　　　　－

　　　

3 895　　　　1 304　　　28 380　　　　　　3　　　76 550　　　　　－

　　　　

－

　　　　　

144

　　　

28 217　　　　　－　　　　1 452　　　　　－

　

（

　　

2.5)

　

（

　　

1.1)

　

（

　

25.2)

　

（

　　

0,1）

　

（

　

18.7)

　

（

　　

2.4)

　　　

16 199　　　　6 812　　　160 702　　　　　733　　　119 588　　　　15 169

　　　

8 986　　　　2 655　　　　36 465　　　　　134　　　　88 650　　　　　700

　　　

7 213　　　　4 157　　　124 238　　　　　599　　　　30 937　　　　14 469

病院事業決算の状況

(単位

　

百万円・％)

　

度

　　　　　　

平成２年度

　　　　

比

　　　　　　　

較

合

　　

計

　　

額

　　

合

　　

計

　　

額

　　

増

　　

減

　　

額

　　　

増

　　

減

　　

率

　　　　

136 661　　　　　122 633　　　　　　14 028　　　　　　　n.4

　　　　

135 249　　　　　　122 316　　　　　　　12 933　　　　　　　　10.6

　　　　　

40 550　　　　　　34 879　　　　　　　　5 671　　　　　　　　　16.3

　　　　　

39 147　　　　　　32 649　　　　　　　　6 498　　　　　　　　　19.9

　　　　　　

2 816　　　　　　　2 547　　　　　　　　　269　　　　　　　　　10.6

　　　　　　

1899

　　　　　　

1996

　　　

△

　　　　　

97

　　　

△

　　　　　

4.9

　　　　　　

1069

　　　　　　

1385

　　　

△

　　　　　

316

　　　

△

　　　　

22.8

　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　

1 985　　　　　　1 935　　　　　　　　　50　　　　　　　　2.6

　　　　　　　

87

　　　　　　

776

　　

△

　　　　

689

　　

△

　　　

88.8

　　　　　　

1899

　　　　　

1159

　　　　　　　

740

　　　　　　

63.8
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第118表

　

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　　

成

　　　　　　

３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳入歳出

　

翌年度に

　

区

　　　　　　　

分

　　

団体数

　

歳入合計

　

歳出合計

　

差

　　

引

　

繰り越す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（Ｂ）－（Ｃ）

　

べき財源

　　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（Ｂ）

　　　

（Ｃ）

　　　

（Ｄ）

　　　

（Ｅ）

市

　　　　

町

　　　　

村

　　　　　

11

　　　　

475

　　　　

452

　　　　　

23

　　　　　

5

　

黒

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

1

　　　　

116

　　　　

116

　　　　

－

　　　　

一

　

赤

　　

字

　　

団

　　

体

　　　　　

10

　　　　

358

　　　　

336

　　　　

23

　　　　　

5

第119表

　

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　　　　

成

　　　　　　　　

３

区

　　　　

分

　

団体数

　

歳入合計

　

歳出合計

　

歳入歳出

　

支払準備

　

責任準備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(B)-(C)金積立額

　

金積立額

　　　　　　　　

（Ａ）

　　　

（Ｂ）

　　　

（ｃ）

　　　

（功

　　　

（Ｅ）

　　　

（Ｆ）

市

　　

町

　　

村

　　　　

370

　　

64 789　　57 602　　　7 186　　　　522　　　1 022

　

黒字団体

　　　

197

　　

43 332　　37 237　　6 095　　　116　　　725

　

赤字団体

　　　

173

　

21456

　

20 365　　1091　　406　　297

第120表交通災害共済事業

　　　　　　　　　　　　　

平

　　　　　　　　

成

　　　　　　　　

３

区

　　　

分

　

団体数

　

歳入合計

　

歳出合計

　

肇入歳UI

　

未､ヽ経過

　

繰入金

　　　　　　　　

㈲

　　　

（Ｂ）

　　　

（ｃ）

　　　

（％（ｃ）共讐金

　

（Ｆ）

都

　

道

　

府

　

県

　　　　

2

　　

1420

　　

1400

　　　　

21

　　　

573

　　　　

－

　

黒字団体

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

一

　

赤字団体

　　　　

2

　　

1420

　　

1400

　　　

21

　　　

573

　　　

－

市

　　

町

　　

村

　　　　

238

　　

23 496　　19 765　　　3 730　　　2 644　　　　893

　

黒字団体

　　　

167

　　

16 453　　13 593　　2 860　　　825　　　136

　

赤字団体

　　　　

71

　　

7 043　　6 172　　　871　　1 819　　　758

合

　　　　　

計

　　　　

240

　　

24 916　　21 165　　　3 751　　　3 217　　　　893

　

黒字団体

　　　

167

　　

16 453　　13 593　　2 860　　　825　　　136

　

赤字団体

　　　　

73

　　

8 463　　7 572　　　891　　2 392　　　758

－432－



業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位

　

百万円)

年

　　　　

度

　　　　　　　　

平成２年度

　　　

比

　　　　　

較

繰入金

　

繰出金

　

昌jUI

　

団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　

（Ｆ）

　　　

（Ｇ）

　　　

（Ｆ）十(G)(H)

　

（I）

　　

（J）

　

㈲－（I）（Ｈ）－（J）

　　　

292

　　　　

110

　

△

　　

164

　　　　　

13

　

△

　　

167

　

心

　　　　

2

　　　　　

3

　　　

110

　　　　

110

　　　　　

0

　　　　　

2

　　　　　

28

　

△

　　　　

1△

　　　　

28

　　　

182

　　　　　

0

　

△

　　

164

　　　　　

11

　

a

　　

195

　

△

　　　　

1

　　　　　

31

業

　

決

　

算

　

の

　

状

　

況

(単位 百万円）

　　　

年

　　　　　　　

度

　　　　　　　　　

平成２年度

　　

比

　　　

較

繰入金

　

繰出金

　

未収金

　

未払金（喬Ｌ?（ﾚ）団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　　　　　　　　　　　　　　

-(G)十（Ｈ）十

　

（Ｇ）

　　

佃

　　

（I）

　

（J）（Iト(J) (K) (L)　（Ｍ）（Ａ）－（Ｌ）（Ｋ）一叫

　

3 925　1747　1432　1858　　3 038　　400　4 583・　30△1545

　

1 831　1 546　　981　　930　　5 021　　218　6 243 △　21△1222

　

2 095　　　201　　　451　　　928　△　　1982　　　182△　1660△　　　9△　322

（直営方式）決算の状況

(単位 百万円）

　　

年

　　　　　　　

度

　　　　　　　　　

平成２年度

　　　

比

　　　

較

繰出金

　

未収金

　

未払金

　

乱
（

置

（
謬

団体数

　

再差引

　

団体数

　

再差引

　

（Ｇ）

　　

（Ｈ）

　　

（I）

　　

㈲十票‾（I）

　

（Ｋ）

　　　

(L) (A) - (K)　（J）－（Ｌ）

　　

－

　　

－

　　

－△

　　　

553

　　　　

2△

　

569

　　　

－

　　

16

　　

－

　　

－

　　

－

　　　　

－

　　　

－

　　

－

　　　

－

　　

－

　　

－

　　

－

　　

－△

　　　

553

　　　　

2△

　

569

　　　

－

　　

16

　　

74

　　　　

0

　　　

－

　　　　　　

267

　　　　

240

　　　

636 a　　　2△　　369

　　

74

　　　　

0

　　　

－

　　　　　

1 973　　　　164　　2 229　　　　　3 △　　256

　　

一

　　

一

　　

－△

　　　

1706

　　　

76△

　

1594△

　　　

5△

　

112

　　

74

　　　

0

　　

－・

　　　

286

　　　

242

　　

67△

　　　

2△

　

353

　　

74

　　　　

0

　　　

－

　　　　　

1 973　　　　164　　2 229　　　　　3 △　　256

　　

－

　　　

－

　　　

－・

　　　

2 259　　　　78△　2 162 △　　　5△　　97

－433－



第121表企業債等の状況

(単位

　

百万円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成３年度償還額

　　　

平成３年度

　　

区

　　　　　　　

分

　　　　

元

　　

金

　

利

　

子

　　　

計

　　

末現在高

地

　

方

　

公

　

営

　

企

　

業

　　　

1 468 574　　1 904 226　　3 372 800　35 251 390

　

法

　

適

　

用

　　

企

　

業

　　　

1 138 221　　1 387 137　　2 525 358　24 895 507

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　

312 348　　　533 167　　　845 515　　8 989 485

　　

工業用水道事業

　　　

52 957　　27 988　　80 945　　697 427

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　

199 403　　　224 582　　　423 985　　3 966 751

　　

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

10 611　　　13 776　　　24 387　　238 307

　　

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　　　

7 442　　　　5 880　　　13 322　　　96 586

　　

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

94 641　　　102 180　　　196 821　　1 738 604

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

329 572　　　455 297　　　784 869　　7 571 667

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　

131 247　　　24 267　　　155 514　　1 596 681

　

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

　　　

330 353　　517 089　　847 442　10 355 883

　　

簡

　

易

　

水

　

道

　

事業

　　　

12 991　　　25 165　　　38 156　　425 905

　　

交

　　

通

　　

事

　　

業

　　　　　

457

　　　　

296

　　　　　

753

　　　　

5 659

　　

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　

127 831　　　420 904　　　548 735　　8 264 889

　　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　　

189 074　　　70 724　　　259 798　　1 659 430

国民健康保険事業

　　　

1 163　　　945　　　2 109　　15 958

公

　

益

　

質

　

屋

　

事

　

業

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

農

　

業

　

共

　

済

　

事

　

業

　　　　　　

１

　　　　　　

２

　　　　　　

３

　　　　　

３１

公立大学附属病院事業

　　　　

5 616　　　5 704　　　11 320　　101 753

収

　　　

益

　　　

事

　　　

業

　　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　　

4 100

　

合

　　　　　　　　　

計

　　　　

1 475 354　　1 910 877　　3 386 232　35 373 232

曲「平成３年度末現在高」には、特定資金公共事業債(765,887百万円）を含まな≒

　　　　　　　　　　　　　　　　

－434－



第122表

　

公営企業金融公庫の貸付状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(単位 百万円）

　　　　　　　　　　　　

平成３年

　　　　　　

内

　　　　　　　

訳

　　　　　　

貸

　　

付

　　

区

　　　　　

分

　　　

度貸付額

　

都道府県

　　

市

　　

町

　　

村

　

廠讐彗累々・

上

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

178 468　　47 287　　90 702　　10 268　　30 211　4 494 617

工業用水道事業

　　

22 826　17 467　　3 318　　168　　1 872　637 421

交通事

　

‾

　

般

　

交

　

通

　　　

6 240　　　190　　6 050　　　　－　　　－　　143 674

業

　

{

都市高速鉄道

　　

64 246　　3 000　　61246　　　－　　　－　1 082 625

電

　　

気

　　

事

　　

業

　　　

7 591　　7 591　　　－　　　－　　　－　　200 522

ガ

　　

ス

　　

事

　　

業

　　　

7 014　　　235　　6 532　　　212　　　　35　　105 754

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　

9 531　　3 604　　4 871　　　　－　　1 056　　142 748

病

　　

院

　　

事

　　

業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

8 319

市

　　

場

　　

事

　　

業

　　　

3 476　　　－　　3 476　　　－　　　－　　270 770

と

　

畜

　

場

　

事

　

業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

3 620

観

　

光

　

施

　

設

　

事

　

業

　　　

5 070　　　　－　　　747　　1 923　　2 400　　62 473

有料道路

　

事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　

81028

駐車場整備事業

　　

9 089　　　189　　8 900　　　－　　　－　　65 994

　　　　

臨

　　　　　

海

　　　

6 164　　4 545　　　847　　　　－　　　772　　295 258

　　　　

内

　　　　　

陸

　　　

2 293　　1 696　　　　－　　　－　　　597　　107 662

濤輦望

　

流

　　　　　

通

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

4 827

　　　

|

市街地再開発

　　　

2 212　　　　－　　2 212　　　　－　　　－　　32 720

　　　　

区

　

画

　

整理

　　　

800

　　　

497

　　　

303

　　　

－

　　　

－

　　

56 940

下

　

水

　

道

　

事

　

業

　　

402 640　　17 458　333 030　　47 545　　4 607　4 816 565

産業廃棄物処理事業

　　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

－

　　　

699

公

　

営住宅

　

事業

　　

63144

　　

29 255　　33139　　　750　　　－　1193 435

臨時地方道整備事業

　　

192 695　　84 979　　89 771　　17 944　　　－　2 819 867

臨時河川等整備事業

　　

17 373　　12 913　　4 384　　　77　　　－　　405 158

臨時高等学校整備事業

　　　

6 464　　5 704　　　760　　　　－　　　－　　228 200

　

小

　　　　　　　

計(A) 1 007 335　236 610　650 288　　78 887　　41 550　17 260 895

貸

　

付

　

累

　

計

　

額(Ｂ)

　　　

－

　

4 818 235 10 166 550　1 379 132　896 979　17 260 895

　　　　

公有林整備事業

　　

13 731　　8 624　　2 233　　2 865　　　　9　　370 650

受

　

託

　

草地開発事業

　　　

1 787　　　－　　　428　　1 345　　　15　　37 759

貸付

|

小

　　　

計(ｃ)

　　

15 518　　8 624　　2 660　　4 210　　　　24　　408 409

　　　　

貸付累計額(勁

　　　　

－

　

182 999　　59 962　161 740　　3 708　　408 409

　

合

　　　

計(Ａ)十(C)(E) 1 022 853　245 234　652 948　　83 097　　41 574　17 669 304

貸付累計額(Ｂ)十(勁

　　　

－5 001 234 10 226 511 1 540 873　900 686 17 669 304

地方道路公社(Ｆ)

　

15 211　12 905　　2 306　　　－　　　－　232 239

土地開発公社(Ｇ)

　　

4 790　　1 770　　1 812　　1 208　　　－　　45 672

　

総合計(Ｅ)十(Ｆ)十助

　　

1 042 854　259 909　657 066　　84 305　　41 574　17 947 216

廊

　

貸付累計額は、平成４年３月31日現在のものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　

－435－



その１

　

歳 入

第123表

　

予 算

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

４

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

地

　　　

方

　　　

税

　

17 595 693　36.1　17 335 721　36.4　34 931 414　36.2

地

　

方

　

譲

　

与

　

税

　　　

899 293　　1.8　　902 281　　1.9　　1 801574　　1.9

地

　

方

　

交

　

付

　

税

　　

7 841186　16.1　　6 531 056　13.7　14 372 242　14.9

利子割交付金

　　　　

－

　

－

　

612 165　1.3　612 165　0.6

ゴルフ場利用税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　　

66 603　　0.1　　　66 603　　0.1

特別地方消費税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　　

17 359　　0.0　　　17 359　　0.0

自動車取得税交付金

　　　　　

－

　　

－

　　

412 632　　0.9　　412 632　　0.4

軽油引取税交付金

　　　　

－

　　

－

　　

86 600　0.2　　86 600　0.1

　

小計（一般財源）

　　

26 336 172　54.0　25 964 417　54.4　52 300 589　54.2

国

　

庫

　

支

　

出

　

金

　　

9 174 033　18.8　　4 180 922　　8.8　13 354 955　13.8

地

　　　

方

　　　

債

　　

4 319 867　　8.9　　4 761 187　10.0　　9 081 054　　9.4

そ

　　　　

の

　　　

他

　　

8 937 552　18.3　12 778 780　26.8　21 716 332　22.6

　

合

　　　　　　

計

　　　

48 767 624　100.0　47 685 306　100.0　96 452 930　100.0

㈲
１

２

「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町

この数値は、各年度の９月補正後のものであり、前年度からの繰越事業に係

その２

　

歳出（性質別）

　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

４

　　　　

年

　　　

度

　　

区

　　　　　

分

　　　　　　　　　　　　

都

　

道

　

府

　

県

　　

市

　　

町

　　

村

　　

合

　　

計

　　

額

人

　　　

件

　　　

費

　　

14 598 300　29.9　　9 810 187　20.6　24 408 487　25.3

物

　　　

件

　　　

費

　　

1 669 736　　3.4　　4 782 956　10.0　　6 452 692　　6.7

維

　

持

　

補

　

修

　

費

　　　

397 119　　0.8　　680 384　　1.4　　1 077 503　　1.1

扶

　　　

助

　　　

費

　　

1 350 654　　2.8　　3 482 821　　7.3　　4 833 475　　5.0

補

　　

助

　　

費

　　

等

　　

5 976 647　12.3　　3 633 845　　7.6　　9 610 492　10.0

普通建設事業費

　

15 642 927　32.1　15 380 785　32.3　31 023 712　32.2

う

　

補助事業費

　　

7 285 785　14.9　4 438 682　9.3　11 724 467　12.2

ち
{

単独事業費

　　

7 377 415　15.1　10 832 301　22.7　18 209 716　18.9

災害復旧事業費

　　

506 958　1.0　　214 394　0.4　　721 352　0.7

失業対策事業費

　　　

22 402　0.0　　47 662　0.1　　70 064　0.1

公

　　　

債

　　　

費

　　

3 225 366　　6.6　　3 959 635　　8.3　　7 185 001　　7.4

そ

　　　

の

　　　

他

　　

5 377 515　11.1　　5 692 637　12.0　11070 152　11.5

　

合

　　　　　

計

　　

48 767 624　100.0　47 685 306　100.0　96 452 930　100.0
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i
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7
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1578
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2
7
1
0
5
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1
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5
0
0
0
0
0
6
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C
v
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1
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C
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too.o

33 941 855

　

1 713 538

13 690 963

　

643 662

　　

60 969

　　

4 552

　

408 677

　　

80 769

50 544 985

11 776 024

　

7 697 253

19 791 756

89 810 018

村助成交付金を含む。

るものを含む。その２において同じ。

(単位
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－
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C
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一

　

Ｉ

　

Ｉ

Ｏ
Ｃ
Ｏ

Ｃ
Ｏ

C
3

　
　
　
　
　
　
　
　

０

　
　
　
　
　
　
　
　

１

△

　

162 123

　

14 461

　

234 516

　

174 536

6 642 912

△

　

△

9
6
1
0
1
3
1
1
0

5
6
1
5
0
0
2
7
1

C
O

1
-
Ｈ
Ｃ
Ｏ

r
Ｈ

.
―
I

　

0.1

　

7.7

　

12.2

100.0

23 250 547

　

5 934 907

　

1 009 763

　

4 512 ｎ8

　

9 033 864

27 254 718

10 858 316

15 354 510

　

883 475

　　

84 525

　

6 950 485

10 895 616

89 810 018
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その１

　

歳 入

第124表

　

地 方 財

　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

画

　　　　　

額

　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

平成５年度

　　

平成４年度

　　

平成３年度

地

　　　　　　

方

　　　　　　

税

　　　

345 552　　　340 240　　　326 780

　

普

　　　　　　

通

　　　　　　

税

　　　

314 480　　　311 438　　　299 190

　

日

　　　　　　

的

　　　　　　

税

　　　　

31 072　　　　28 802　　　　27 590

地

　　

方

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　

19 509　　　　18 838　　　　17 746

　

消

　　

費

　　

譲

　　

与

　　

税

　　　　

12 968　　　　12 450　　　　11 621

　

地

　

方

　

道

　

路

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

3 822　　　　　3 769　　　　　3 591

　

石

　

油

　

ガ

　

ス

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　

160

　　　　　　

163

　　　　　　

170

　

航

　

空

　

機

　

燃

　

料

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　

135

　　　　　　

123

　　　　　　

117

　

自

　

動

　

車

　

重

　

量

　

譲

　

与

　

税

　　　　　

2 301　　　　　2 220　　　　　2 134

　

特

　

別

　

と

　　

ん

　

譲

　

与

　

税

　　　　　　

123

　　　　　　

113

　　　　　　

113

地

　　

方

　　

交

　　

付

　　

税

　　　

154 351　　　156 792　　　148 404

国

　　

庫

　　

支

　　

出

　　

金

　　　

122 291　　　119 930　　　106 830

　

義務教育職員給与費負担金

　　　

27 946　　　28 288　　　27 347

　

その他普通補助負担金等

　　　

37 769　　　37 448　　　35 039

　　

生

　

活保

　

護

　

費

　

負

　

担

　

金

　　　　

10 406　　　　10 587　　　　10 716

　　

児童保護費等負担金

　　　　

5 522　　　　5 224　　　　4 754

　　

老

　

人

　

保

　

護

　

費

　

負

　

担

　

金

　　　　　

3 024　　　　　2 815　　　　　2 500

　　

精神保健費等負担金

　　　　

405

　　　　

415

　　　　

445

　　

その他の補助負担金等

　　　

18 412　　　18 407　　　16 624

　

公共事業費補助負担金

　　　

48 133　　　45 773　　　36 352

　　

普通建設事業費補助負担金

　　　　

47 741　　　　45 419　　　　36 022

　　

災害復旧事業費補助負担金

　　　　　

392

　　　　　

354

　　　　　

330

　

失業対策事業費負担金

　　　　

258

　　　　

281

　　　　

320

　

望有提供施設等所在市町村助成交付

　　　　　

216

　　　　　　

216

　　　　　　

208

　

施設等所在市町村調整交付金

　　　　　

56

　　　　　

56

　　　　　

54

　

交通安全対策特別交付金

　　　　

853

　　　　

880

　　　　

713

　

電源立地促進対策等交付金

　　　　

1138

　　　　

1263

　　　　

1255

　

特定防衛施設周辺整備調整交付金

　　　　　

117

　　　　　

117

　　　　　　　

112

　

石油貯蔵施設立地対策等交付金

　　　　　

80

　　　　　　

80

　　　　　　　　

86

　

地方道路整備臨時交付金

　　　　

5 725　　　　5 528　　　　5 344

地

　　　　　　

方

　　　　　　

債

　　　　

62 254　　　　51 400　　　　56 107

使

　

用

　

料

　

及

　

び

　

手

　

数

　

料

　　　　

13 354　　　　12 758　　　　12 203

雑

　　　　　　

収

　　　　　　

入

　　　　

46 841　　　　43 693　　　140 778

　

歳

　　　

入

　　　

合

　　　

計

　　　　　

764 152　　　　743 651　　　　708 848

－438－



政 計 画

(単位 億円・％）

　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　　　　

率

平成５年度

　

平成４年度

　

平成３年度

　

平成５年度

　

平成４年度

　

平成３年度

　　　　

45.2

　　　　　

45.8

　　　　　

46.1

　　　　　

1.6

　　　　　

4.1

　　　　　

6.1

　　　　

41.2

　　　　　

41.9

　　　　　

42.2

　　　　　

1.0

　　　　　

4.1

　　　　　

6.0

　　　　　

4.1

　　　　　

3.9

　　　　　

3.9

　　　　　

7.9

　　　　　

4.4

　　　　　

7.4

　　　　　

2.6

　　　　　

2.5

　　　　　

2.5

　　　　　

3.6

　　　　　

6.2

　

△

　　　　

3.6

　　　　　

1.7

　　　

1.7

　　　

1.6

　　　

4.2

　　　

7.1△

　　

7.8

　　　　　

0.5

　　　　　

0.5

　　　　　

0.5

　　　　　

1.4

　　　　　

5.0

　　　　　

6.2

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　

△

　　　　

1.8

　

△

　　　　

4.1

　　　　　

0.6

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

9.8

　　　　　

5.1

　　　　　

6.4

　　　　　

0.3

　　　　　

0.3

　　　　　

0.3

　　　　　

3.6

　　　　　

4.0

　　　　　

5.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

8.8

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　

20.2

　　　　　

21.1

　　　　　

20.9

　

△

　　　　

1.6

　　　　　

5.7

　　　　　

7.9

　　　　

16.0

　　　　　

16.1

　　　　　

15.1

　　　　　

2.0

　　　　　

12.3

　　　　　

4.2

　　　　　

3.7

　　　　　

3.8

　　　　　

3.9

　

△

　　　　

1.2

　　　　　

3.4

　　　　　

6.3

　　　　　

4.9

　　　　　

5.0

　　　　　

4.9

　　　　　

0.9

　　　　　

6.9

　　　　　

2.2

　　　　　

1.4

　　　　　

1.4

　　　　　

1.5

　

△

　　　　

1.7

　

△

　　　　

1.2

　

△

　　　　

3.1

　　　　　

0.7

　　　　　

0.7

　　　　　

0.7

　　　　　

5.7

　　　　　

9.9

　　　　　

10.1

　　　　　

0.4

　　　　　

0.4

　　　　　

0.4

　　　　　

7.4

　　　　　

12.6

　　　　　

9.4

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　

△

　　　　

2.4

　

a

　　　　

6.7

　

a

　　　　

8.2

　　　　　

2.4

　　　　　

2.5

　　　　　

2.3

　　　　　

0.0

　　　　　

10.7

　　　　　

3.0

　　　　　

6.3

　　　　　

6.2

　　　　　

5.1

　　　　　

5.2

　　　　　

25.9

　　　　　

4.3

　　　　　

6.2

　　　　　

6.1

　　　　　

5.1

　　　　　

5.1

　　　　　

26.1

　　　　　

4.6

　　　　　

0.1

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

10.7

　　　　　

7.3

　

△

　　　

14.9

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　

△

　　　　

8.2

　

△

　　　

12.2

　

△

　　　　

4.8

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

3.8

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

3.7

　　　　　

0.0

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　

△

　　　　

3.1

　　　　　

23.4

　　　　　

6.9

　　　　　

0.1

　　　　　

0.2

　　　　　

0.2

　

△

　　　　

9.9

　　　　　

0.6

　　　　　

5.5

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

4.5

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　

△

　　　　

7.0

　

△

　　　　

5.5

　　　　　

0.7

　　　　　

0.7

　　　　　

0.8

　　　　　

3.6

　　　　　

3.4

　　　　　

6.6

　　　　　

8.1

　　　　　

6.9

　　　　　

7.9

　　　　　

21.1

　

△

　　　　

8.4

　

a

　　　　

0.2

　　　　　

1.8

　　　　　

1.7

　　　　　

1.7

　　　　　

4.7

　　　　　

4.5

　　　　　

5.0

　　　　　

6.1

　　　　　

5.9

　　　　　

5.8

　　　　　

7.2

　　　　　

7.1

　　　　　

9.9

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

2.8

　　　　　

4,9

　　　　　

5.6

－439－



その２

　

歳 出

第124表

　

地 方 財

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　

画

　　　　　

額

　　

区

　　　　　　　　　　　　

分

　　　

平成５年度

　　

平成４年度

　　

平成３年度

給

　　

与

　　

関

　　

係

　　

経

　　

費

　　　

218 995　　　209 465　　　196 448

　

給

　　　　　　

与

　　　　　　

費

　　　

217 555　　　207 974　　　194 876

　　

義務教

　

育

　

関

　

係職員

　　　

65 748　　　63 586　　　59 822

　　

警

　　　

察

　　　

職

　　　

員

　　　

22 698　　　21 711　　　20 356

　　

諮問総義務制以外の職員並

　　　　

129 109 122 677　　　　114 698

　

恩

　　　　　　　

給

　　　　　　　

費

　　　　　

1440

　　　　　

1491

　　　　　

1572

一

　　

般

　　

行

　　

政

　　

経

　　

費

　　　

159 077　　　149 633　　　138 390

　

国庫補助負担金等を伴うもの

　　　　

67 999　　　　65 393　　　　60 909

　　

生

　　

活

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　

13 844　　　　14 084　　　　14 256

　　

児

　　

童

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　

11 166　　　　10 563　　　　　9 618

　　

老

　　

人

　　

保

　　

護

　　

費

　　　　　

6 105　　　　　5 681　　　　　5 046

　　

老

　

人

　

医

　

療

　

給

　

付

　

費

　　　　　

7 399　　　　　6 944　　　　　6 336

　　

精

　　

神

　　

保

　　

健

　　

費

　　　　　　

692

　　　　　　

691

　　　　　　

719

　　

その他の一般行政経費

　　　

28 793　　　27 430　　　24 934

　

国庫補助負担金を伴わないもの

　　　　

87 078　　　　80 740　　　　75 381

　

地

　　

域

　　

福

　　

祉

　　

基

　　

金

　　　　　

4 000　　　　　3 500　　　　　2 100

公

　　　　　　

債

　　　　　　

費

　　　　

65 547　　　　60 698　　　　58 421
臨時財政特例債償還基金

　　　　

－

　　　

11882

　　　

19 460

維

　　　

持

　　　

補

　　　

修

　　　

費

　　　　　

8 674　　　　　8 179　　　　　7 846

投

　　

資

　　

的

　　

経

　　

費

　　　

267 918　　　244 655　　　227 350

　

直

　

轄

　

事

　

業

　

負

　

担

　

金

　　　　　

9 830　　　　10 067　　　　　9 840

　

公

　　

共

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　

91883

　　　　

86 141　　　　84 259

　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　

91 280　　　　85 596　　　　83 748

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

603

　　　　　　

545

　　　　　　

511

　

失

　

業

　

対

　

策

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

433

　　　　　　

475

　　　　　　

549

　

一

　　

般

　　

事

　　

業

　　

費

　　　　

59 974　　　　56 725　　　　52 408

　　

普

　

通

　

建

　

設

　

事

　

業

　

費

　　　　

59 573　　　　56 348　　　　52 093

　　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　

費

　　　　　　

401

　　　　　　

377

　　　　　　

315

　

特

　　

別

　　

事

　　

業

　　

費

　　　

105 798　　　　91 247　　　　80 294

　　

長

　

期

　

計

　

画

　

事

　

業

　

費

　　　　

54 257　　　　48 383　　　　44 407

　　

過密過疎対策事業費

　　　

16 727　　　15 717　　　14 542

　　

広域市町村圏等振興整備事業費

　　　　　

2 989　　　　　2 877　　　　　2 785

　　

地域総合整備特別対策事業費

　　　　

5 930　　　　5 260　　　　5 530

　　

ふるさとづく

　

り事業費

　　　

10 000　　　　6 670　　　　4 670

　　

都市生活環境整備特別対策事業費

　　　　

2 350　　　　1 500　　　　　－

　　

特

　

別

　

単

　

独

　

事

　

業

　

費

　　　　

12 765　　　　10 060　　　　　7 580

　　

自然災害防止事業費

　　　　

780

　　　　

780

　　　　

780
公

　

営

　

企

　

業

　

繰

　

出

　

金

　　　　

25 741　　　　22 639　　　　20 433

　

収

　

益

　

勘

　

定

　

繰

　

出

　

金

　　　　

14 780　　　　13 464　　　　12 539

　

資

　

本

　

勘

　

定

　

繰

　

出

　

金

　　　　

10 961　　　　　9 175　　　　　7 894
土

　　

地

　　

開

　　

発

　　

基

　　

金

　　　　　　

－

　　　　　

5 000　　　　　5 000
雑魏暫諮ぽ本尚49

　　

18 200　　　　31 500　　　　35 500

　

歳

　　　

出

　　　

合

　　　

計

　　　　　

764 152　　　　743 651　　　　708 848

－440－



政 計 画（つづき）

(単位

　

億円・％)

　　　

構

　　　　　

成

　　　　　

比

　　　　　　　

増

　　　　　

減

　　　　　

率

平成５年度

　

平成４年度

　

平成３年度

　

平成５年度

　

平成４年度

　

平成３年度

　　　　

28.6

　　　　　

28.2

　　　　　

27.7

　　　　　

4.5

　　　　　

6.6

　　　　　

7.3

　　　　

28.5

　　　　　

28.0

　　　　　

27.5

　　　　　

4.6

　　　　　

6.7

　　　　　

7.4

　　　　　

8.6

　　　　　

8.6

　　　　　

8.4

　　　　　

3.4

　　　　　

6.3

　　　　　

6.1

　　　　　

3.0

　　　　　

2.9

　　　　　

2.9

　　　　　

4.5

　　　　　

6.7

　　　　　

6.9

　　　　

16.9

　　　　　

16.5

　　　　　

16.2

　　　　　

5.2

　　　　　

7.0

　　　　　

8.1

　　　　　

0.2

　　　　　

0.2

　　　　　

0.2

　

心

　　　　

3.4

　

△

　　　　

5.2

　

ム

　　　　

1.1

　　　　

20.8

　　　　　

20.1

　　　　　

19.5

　　　　　

6.3

　　　　　

8.1

　　　　　

7.6

　　　　　

8.9

　　　　　

8.8

　　　　　

8.6

　　　　　

4.0

　　　　　

7.4

　　　　　

4.3

　　　　　

1.8

　　　　　

1.9

　　　　　

2.0

　

△

　　　　

1.7

　

△

　　　　

1.2

　

△

　　　　

3.2

　　　　　

1.5

　　　　　

1.4

　　　　　

1.4

　　　　　

5.7

　　　　　

9.8

　　　　　

10.1

　　　　　

0.8

　　　　　

0.8

　　　　　

0.7

　　　　　

7.5

　　　　　

12.6

　　　　　

9.5

　　　　　

1.0

　　　　　

0.9

　　　　　

0.9

　　　　　

6.6

　　　　　

9.6

　　　　　

7.0

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　

△

　　　　

3.9

　

△

　　　　

6.1

　　　　　

3.8

　　　　　

3.7

　　　　　

3.5

　　　　　

5.0

　　　　

10.0

　　　　　

5.3

　　　　

11.4

　　　　

10.9

　　　　

10.6

　　　　　

7.8

　　　　　

7.1

　　　　　

7.4

　　　　　

0.5

　　　　　

0.5

　　　　　

0.3

　　　　　

14.3

　　　　　

66.7

　　　　

皆増

　　　　　

8.6

　　　

8.2

　　　

8.2

　　　

8.0

　　　

3.9△

　　

1.0

　　　　　

－

　　　　　

1.6

　　　　　

2.8

　　　　

皆減

　

△

　　　

38.9

　

△

　　　　

6.2

　　　　　

1.1

　　　　　

1.1

　　　　　

1.1

　　　　　

6.1

　　　　　

4.2

　　　　　

2.0

　　　　

35.1

　　　　　

32.9

　　　　　

32.1

　　　　　

9.5

　　　　　

7.6

　　　　　

6.5

　　　　　

1.3

　　　　　

1.4

　　　　　

1.4

　

△

　　　　

2.4

　　　　　

2.3

　

△

　　　　

4.7

　　　　

12.0

　　　　　

11.6

　　　　　

11.9

　　　　　

6.7

　　　　　

2.2

　　　　　

2.7

　　　　

11.9

　　　　

11.5

　　　　

11.8

　　　　　

6.6

　　　　　

2.2

　　　　　

2.9

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

10.6

　　　　　

6.7

　

△

　　　

14.7

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　

△

　　　　

8.8

　

△

　　　

13.5

　

△

　　　　

6.0

　　　　　

7.8

　　　　　

7.6

　　　　　

7.4

　　　　　

5.7

　　　　　

8.2

　　　　　

12.4

　　　　　

7.8

　　　　　

7.6

　　　　　

7.3

　　　　　

5.7

　　　　　

8.2

　　　　　

12.5

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.0

　　　　　

6.4

　　　　　

19.7

　　　　　

1.6

　　　　

13.8

　　　　　

12.3

　　　　　

11.3

　　　　　

15.9

　　　　　

13.6

　　　　　

8.5

　　　　　

7.1

　　　　　

6.5

　　　　　

6.3

　　　　　

12.1

　　　　　

9.0

　　　　　

8.8

　　　　　

2.2

　　　　　

2.1

　　　　　

2.1

　　　　　

6.4

　　　　　

8.1

　　　　　

5.5

　　　　　

0.4

　　　　　

0.4

　　　　　

0.4

　　　　　

3.9

　　　　　

3.3

　　　　　

6.1

　　　　　

0.8

　　　

0.7

　　　

0.8

　　　

12.7△

　　

4.9 ｚx　　14.3

　　　　　

1.3

　　　　　

0.9

　　　　　

0.7

　　　　

49.9

　　　　

42.8

　　　　

133.5

　　　　　

0.3

　　　　　

0.2

　　　　　

－

　　　　　

56.7

　　　　

皆増

　　　　　

－

　　　　　

1.7

　　　　　

1.4

　　　　　

1.1

　　　　　

26.9

　　　　　

32.7

　　　　　

0.3

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.1

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

0.0

　　　　　

3.4

　　　　　

3.0

　　　　　

2.9

　　　　　

13.7

　　　　　

10.8

　　　　　

10.8

　　　　　

1.9

　　　　　

1.8

　　　　　

1.8

　　　　　

9.8

　　　　　

7.4

　　　　　

3.8

　　　　　

1.4

　　　　　

1.2

　　　　　

1.1

　　　　　

19.5

　　　　　

16.2

　　　　　

24.1

　　　　　

－

　　　　　

0.7

　　　　　

0.7

　　　　

皆減

　　　　　

0.0

　　　　

皆増

　　　　　

2.4

　　　　　

4.2

　　　　　

5.0

　

△

　　　

42.2

　

△

　　　

11.3

　

△

　　　

11.7

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　

100.0

　　　　　

2.8

　　　　　

4.9

　　　　　

5.6

－441－



その１

　

算定基礎

第125表

　

地 方

　　

交 付

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　

４

　　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

平成５年度

　　

当

　　　

初

　　

補

　　　

正

　　

所

　　　　　　

得

　　　　　　

税

　　　

27 046 000　　27 279 000 ・　1 929 000

　　

法

　　　　　　

人

　　　　　　

税

　　　

15 952 000　　18 122 000 ・　3 141 000
国

　

酒

　　　　　　　　　　　　　　

税

　　　

2 051 000　　2 025 000　　　　　－

　　　　　　　　　

計

　　　　

㈲

　　

45 049 000　47 426 000 △　5 070 000

税

|

消費税の4/5

　　　　　　　

（b）

　　

5 458 000　　　4 968 000　　　　　－

　　

たばこ税

　　　　　　　

（ｃ）

　　

1 019 000　　1 012 000　　　　　－

　　

（ａ）

　　　

×

　　　

32％

　　　

㈲

　　　

14 415 680　　15 176 320 △　　1 622 400

地（b）

　　

×

　　　

24％

　　

（Ｂ）

　　

1 309 920　　1 192 320　　　　　－

　　

（c）

　　

×

　　　

25％

　　

（Ｃ）

　　　

254 750　　　253 000　　　　　－

　　

精

　　　　

算

　　　　

分（功

　　　　　

－

　　　　　

－

　　　

54 177

ﾌﾞi

　

緊翻皿影紫昌ａ

　

（Ｅ）乙

　　

400 000 乙　　850000　　　　　　－

　　

墳百jaL舅讐捺温裂■4■・4（Ｆ）

　　　　

37 000　　　　21 000　　　　　　－

交

　

哭蓋鷺地方交付税特例措置額

　

○

　　　　　　

－△

　　　

20 760　　　　　－

f寸

　

計一

　

叩

（iな）（旱）高?（iS（I）》

　　　　

知

　　

15 617 350　　15 771 880 乙　1 568 223

　　

返

　　　　　

還

　　　　　

金（I）

　　　　　

172

　　　　　　

119

　　　　　　

－

　　

特

　

別

　

会

　

計

　

借

　

入

　

金（J）△

　　　

57 800 △　　　55 600　　　1 568 223

税借入金等利子充当分（Ｋ）゜

　

124 600 ° 37 200　　　　　－

　　

合

　　

計如十（I）十（J）十（Ｋ）

　　　

15 435 122　　15 679 199　　　　　－

その２

　

普通交付税算定状況（平成４年度）

　　　　　　　　　　　　　　　

基

　

準

　

財

　

政

　

需

　

要

　

額

　　　　

基

　　

準

　　

区

　　　　　

分

　　

財源不足団体

　

財源超過団体

　　　

計

　　　

財源不足団体

都

　　

道

　　

府

　　

県

　　　

15 248 185　　　4 040 538　　19 288 723　　　7 184 947

市

　　　

町

　　　

村

　　　

15 893 915　　　5 054 102　　20 948 016　　　9 159 133

　

大

　　　

都

　　　

市

　　　

2 191 835　　　2 752 979　　　4 944 814　　　1 737 124

　

都

　　　　　　　

市

　　　

7 455 008　　　2 134 825　　　9 589 833　　　5 265 052

　

町

　　　　　　　

村

　　　

6 247 072　　　　166 297　　　6 413 370　　　2 156 958

合

　　　　　　　　

計

　　　

31 142 100　　　9 094 639　　40 236 739　　16 344 079

１

２

本表の額は、当初算定の数値である。

市町村は、一般算定分と合併算定替分とを単純に合算したものである。

　　　　　　　　　　　　　

－442－



税 の 状 況

(単位

　

百万円)

年

　　

度

　　　　　　　　　　

平

　　　

成

　　　　

３

　　　　

年

　　　

度

補

　　

正

　　

後

　　　

当

　　　　　

初

　　　

補

　　　　　

正

　　　

補

　　

正

　　

後

　　　　

25 350 000　　　　25 738 000　　　　　　　　－　　　　25 738 000

　　　　

14 981 000　　　　　19 267 000　　　△　　1 809 000　　　　　17 458 000

　　　　　

2 025 000　　　　　　2 000 000　　　　　　　　　－　　　　　　2 000 000

　　　　

42 356 000　　　　　47 005 000　　　△　　1 809 000　　　　　45 196 000

　　　　　

4 968 000　　　　　4 944 000　　　　　　　　－　　　　　4 944 000

　　　　　

1 012 000　　　　　　987 000　　　　　　　　－　　　　　　987 000

　　　　

13 553 920　　　　　15 041 600　　　△　　578 880　　　　14 462 720

　　　　　

1 192 320　　　　　　1 186 560　　　　　　　　　－　　　　　　1 186 560

　　　　　

253 000　　　　　　246 750　　　　　　　　－　　　　　　246 750

　　　　　　

54 177　　　　　　　－　　　　　404 155　　　　　404 155

　　

△

　　

850 000　　　△　　450 240　　　　　　　　－　　　△　　450 240

　　　　　　

21000

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　

△

　　　

20 760　　　△　　　49 760　　　　　　　　－　　　△　　　49 760

　　　　

14 203 657　　　　15 974 910　　　a　　174 725　　　　15 800 185

　　　　　　　

119

　　　　　　　　

47

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

47

　　　　　

1 512 623　　　△　1 071 895　　　　　　223 038　　　・　　848 857

　　

・

　　

37 200　　　△　　　62 700　　　　　　　　－　　　△　　　62 700

　　　　

15 679 199　　　　14 840 362　　　　　48 313　　　　14 888 675

(単位

　

百万円・％)

財

　　

政

　　

収

　　

入

　　

額

　　　　　　　　　　　　　　　　

普

　

通

　

交

　

付

　

税

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

財源超過額

　

財源不足額
財源超過団体

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　

交

　

付

　

額

　

構

　

成

　

比

　　　

4 997 118　　　12 182 065　　　956 581　　8 063 238　　8 034 015　　　　54.5

　　　

5 951 697　　　15 110 830　　　897 595　　6 734 782　　6 704 321　　　　45.5

　　　

3 270 884　　　5 008 007　　　517 904　　　454 711　　　450 511　　　　　3.1

　　　

2 465 988　　　7 731 039　　　331 163　　2 189 956　　2 175 668　　　　14.8

　　　　

214 826　　　2 371 783　　　48 528　　4 090 114　　4 078 142　　　　27.7

　　　

10 948 815　　　27 292 895　　1 854 176　14 798 020　14 738 335　　　　100.0
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第126表

　

地 方

　　　　　　　　　　　　　　

平成５年度

　　

平成４年度

　

区

　　　　　　　　　　　

分

　　　

当

　

初

　

計

　

画

　　　

当

　

初

　

計

　

画

一

　　

般

　　

会

　　

計

　　

債

　　　　　　　　

48 902　　　　　　　40 254

　

一

　

般

　

公

　

共

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

3 869　　　　　　　　　3122

　

公営住宅建設事業

　　　　　　　

2 904　　　　　　　2 880

　

災

　

害

　

復

　

旧

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

148

　　　　　　　　　　

146

　

義務教育施設整備事業

　　　　　　　　

2 446　　　　　　　　2 357

　

一

　

般

　

単

　

独

　

事

　

業

　　　　　　　　

33 558　　　　　　　26 216

　

辺地及び過疎対策事業

　　　　　　　　

3 550　　　　　　　　3 220

　

地域改善対策特定事業

　　　　　　　　

1000

　　　　　　　

1 100

　

新産業都市等建設事業

　　　　　　　　

347

　　　　　　　　

333

　

公共用地先行取得等事業

　　　　　　　　　

700

　　　　　　　　

600

　

調

　　　　　　　　　　　　　

整

　　　　　　　　　　

380

　　　　　　　　　　

280

公

　　

営

　　

企

　　

業

　　

債

　　　　　　　　

35 888　　　　　　　31 852

　

上

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　　　

7 099　　　　　　　　　6 799

　

工

　

業

　

用

　

水

　

道

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

540

　　　　　　　　　　

520

　

都市高速鉄道事業

　　　　　　　　

3 849　　　　　　　3 336

　

一

　

般

　

交

　

通

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

467

　　　　　　　　　　

341

　

電気事業・ガス事業

　　　　　　　　

455

　　　　　　　

307

　

港

　

湾

　

整

　

備

　

事

　

業

　　　　　　　　　

1294

　　　　　　　　　　

967

　

市

　　　

場

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

365

　　　　　　　　　　

233

　

地

　

域

　

開

　

発

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

3 471　　　　　　　　　3 020

　

下

　　

水

　　

道

　　

事

　　

業

　　　　　　　　

17 485　　　　　　　15 623

　

有料道路事業･駐車場整備事業

　　　　　　　　　　

533

　　　　　　　　　　

376

　

観

　

光

　

そ

　

の

　

他

　

事

　

業

　　　　　　　　　　

330

　　　　　　　　　　

330

　

公有林整備事業・草地開発事業

　　　　　　　　　

（184）

　　　　　　　

(183)

特

　　

別

　　

地

　　

方

　　

債

　　　　　　　　　　

9 500　　　　　　　　　6 715

　

住

　　　

宅

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　　

70

　　　　　　　　　　

68

　

病

　　　

院

　　　

事

　　　

業

　　　　　　　　　　

4 400　　　　　　　　　3 062

　

厚生福祉施設整備事業

　　　　　　　　

2 000　　　　　　　1 538

　

fｙjXT1

　　　

2ﾘ§

　　　

・ヨ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(184)

　　　　

(183)
衣

事業等臨時特。』な

　　　　

’ぽ

　　　　

叩!

ド列氏こ］叫§

　　　　

１回

　　　　

７回

　　

ａ

　　　　

お

　　　

1

詣

　　　

昌

　　　　

政

　

府

　

資

　

金

　　　　　　　　

57000

　　　　　　　

48 950

　　　　

特

　　

定

　　

資

　　

金

　　　　　　　　　　

107

　　　　　　　　　　　　

360

　　　　

民

　

間

　

等

　

資

　

金

　　　　　　　　　

4
潔

　　　　

ぶ‰

曲

　

１

　

公有林整備事業・草地開発事業の（

　

）書きは、公営企業金融公庫が農林漁

　　

２

　

特定資金とは、「日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会

　　　

体に対して貸し付けられる無利子貸付金をいうものである。
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債 計 画

(単位

　

億円)

　　　　　　

平

　　　　　

成

　　　　　

３

　　　　　

年

　　　　　

度

当初計画

　　　　　

改定計画

　　　　　

改定後計画

　　　　　　　　

36 624　　　　　　　　　　2 850　　　　　　　　　　39 474

　　　　　　　　

3 010　　　　　　　　　　　330　　　　　　　　　　3 340

　　　　　　　　

2 870　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　2 870

　　　　　　　　　

147

　　　　　　　　　　

1960

　　　　　　　　　　

2 107

　　　　　　　　

2 361　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　2 361

　　　　　　　　

22 554　　　　　　　　　　　540　　　　　　　　　　23 094

　　　　　　　　

3 060　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　3 060

　　　　　　　　

1400

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

1400

　　　　　　　　　

401

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

401

　　　　　　　　　

600

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

600

　　　　　　　　　

221

　　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　　　

241

　　　　　　　　

28 873　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　28 873

　　　　　　　　

5 500　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　5 500

　　　　　　　　　

543

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

543

　　　　　　　　

3 177　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　3 177

　　　　　　　　　

299

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

299

　　　　　　　　　

303

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

303

　　　　　　　　　

935

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

935

　　　　　　　　　

243

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

243

　　　　　　　　

2 764　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　2 764

　　　　　　　　

14 511　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　14 511

　　　　　　　　　

268

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

268

　　　　　　　　　

330

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　

330

　　　　　　　　

（187）

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

（187）

　　　　　　　　

6 030　　　　　　　　　　1 155　　　　　　　　　　7 185

　　　　　　　　　　

73

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

73

　　　　　　　　

2 480　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　2 480

　　　　　　　　

1376

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　

1376

　　　　　　　　

1559

　　　　　　　　　　

1 155　　　　　　　　　　2 714

　　　　　　　　　

522

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

522

　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

20

　　　　　　　　

（187）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(187)

　　　　　　　　

71 527　　　　　　　　　　　4 005　　　　　　　　　　　75 532

　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

8 050　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　8 050

　　　　　　　　

10 836　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　10 836

　　　　　　　　　

100

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

100

　　　　　　　　　

302

　　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　

302

　　　　　　　　

(187)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(187)

　　　　　　　　

90 815　　　　　　　　　　　4 005　　　　　　　　　　　94 820

　　　　　　　　

43 650　　　　　　　　　　　4 005　　　　　　　　　　　47 655

　　　　　　　　

10 836　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　10 836

　　　　　　　　

(187)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（187）

　　　　　　　　

36 329　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　36 329

業金融公庫から委託を受けて融資するものであって、外書きである。

資本の整備の促進に関する特別措置法」第２条第１項第２号に基づいて地方公共団
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その１ 国民総生産等

第127表主要経済指標及び

　

区

　　　　　　　

分

　

昭和56年度

　　

57

　　　　

58

　　　　

59

　　　　

60

国民総生産(名目)

　

2 603 343　2 734 615　2 859 973　3 057 253　3 253 705

国民所得(要素費用表示)

　

2 097 489　2 193 918　2 308 057　2 436 089　2 595 898

公

　　

的

　　

支

　　

出

　　

498 113　　505 604　　514 244　　529 127　　528 703

　

うち地方の公的支出

　　

356 283　　363 322　　366 748　　373 484　　383 381

諾回定資本形成のうち民

　　

548 459　　557 741　　559 487　　614 363　　677 204

　

うち企業設備

　

400 358　405 502　420 764　472 186　529 596

・当為o九割1諧

　　

85.2

　　　　

85.5

　　　　

88.1

　　　　

96.4

　　　

100.0

消費者物価指数

　　

(平2 =100、歴年、　　　85.6　　　　88.0　　　　89.6　　　　91.7　　　　93.5

　　

全国分)

゛‰Ｌ箆o､垠護

　　

101.9

　　　

103.7

　　　

101.4

　　　

101.1

　　　

100.0

　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

国民総生産（名目）

　　

6.1

　　

5.0

　　

4.6

　　

6.9

　　

6.4

　　

4.4

　　

4.9

　　

6.4

　　

7.0

1（４。み諺

　

5.1

　　

4.6

　　

5.2

　　

5.5

　　

6.6

　　

3.8

　　

4.6

　　

6.3

　　

6.9

公

　

的

　

支

　

出

　　

5.3

　

1.5

　

1.7

　

2.9△

　

0.1

　　

5.1

　　

4.0

　　

2.2

　　

6.8

　

妾ぶ地方の公的

　　

6.5

　　

2.0

　　

0.9

　　

1.8

　　

2.6

　　

4.6

　　

6.0

　　

4.2

　　

7.0

賢講詐゛）

　

2.2

　　

1.7

　　

0.3

　　

9.8

　

10.2

　　

3.1

　　

12.1

　

13.5

　

12.0

　

うち企業設備

　　

3.9

　　

1.3

　　

3.8

　

12.2

　

12.2

　　

1.3

　　

7.1

　

16.1

　

14.0

㈱

　

１

　

鉱工業生産指数は通商産業省調、消費者物価指数は総務庁調、卸売物価指数

　　

２

　

公的支出＝政府最終消費支出十公的総固定資本形成十公的企業在庫品増加
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地方財政計画等の推移

(単位

　

億円・％)

61

　　　　　

62

　　　　　

63

　　　

平成元年度

　　　　

2

　　　　　　

3

3 396 853　　3 562 636　　3 792 300　　4 058 039　　4 352 543　　4 585 991

2 693 947　　2 817 375　　2 995 894　　3 202 186　　3 429 676　　3 589 991

　

555 815　　　577 924　　　590 656　　　630 570　　　681 508　　　726 081

　

400 844　　　424 776　　　442 422　　　473 533　　　512 489　　　551 923

　

698 015　　　782 714　　　888 007　　　994 337　　1 114 543　　1 114 849

　

536 253　　　574 217　　　666 880　　　760 169　　　859 017　　　883 737

　　

99.8

　　　　

103.2

　　　　

113.0

　　　　

119.9

　　　　

125.4

　　　　

128.0

　　

94.1

　　　　　

94.2

　　　　　

94.9

　　　　　

97.0

　　　　

100.0

　　　　

103.3

　　

90.9

　　　　　

87.5

　　　　　

86.6

　　　　　

88.8

　　　　　

90.6

　　　　　

90.8

　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

2

　　

3

　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　

3

7.3

　　

5.4

　

100

　

105

　

n0

　

117

　

125

　

130

　

137

　

146

　

156

　

167

　

176

7.1

　　

4.7

　

100

　

105

　

n0

　

116

　

124

　

128

　

134

　

143

　

153

　

164

　

171

8.1

　　

6.5

　

100

　

102

　

103

　

106

　

106

　

112

　

116

　

119

　

127

　

137

　

146

8.2

　　

7.7

　

100

　

102

　

103

　

105

　

108

　

113

　

119

　

124

　

133

　

144

　

155

12.1

　

0.0

　

100

　

102

　

102

　

n2

　

123

　

127

　

143

　

162

　

181

　

203

　

203

13.0

　

2.9

　

100

　

101

　

105

　

118

　

132

　

134

　

143

　

167

　

190

　

215

　

221

は日本銀行調、その他は経済企画庁調（新ＳＮＡ、昭和60年基準）による。
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その２

　　　　　　

第127表主要経済指標及び

予算及び地方財政計画等（当初）

区

　　　　　　　

分

　

昭和56年度

　　　

57

　　　　　

58

　　　　　

59

　　　　　

60

国の一般会計

　

46 788 131　49 680 837　50 379 603　50 627 214 ’52 499 643

財政投融資計画

　

19 489 700　20 288 800　20 702 900　21 106 600　20 858 000

地方財政計画

　

44 550 900　47 054 200　47 486 000　48 289 200　50 527 100

　　

給

　

与

　

費

　

12 361 500　13 198 300　13 459 900　13 971 000　14 775 100

う

　

投ｉ自勺経1 1　16 535 900　16 978 900　16 920 600　16 386 500　16 634 300

〕

　

5■鸚

　　

15 970 200　16 469 600　16 429 500　16 012 900　16 315 900

　　　　　　　　　　

（26 100）　（27 000）　（27 100）　(26 500)　（25 200)
j也

　

方

　

債

　

計

　

画

　　

6 930 300　　6 540 300　　7 541 100　　7 210 000　　6 480 000

曲（

　

）書きは，公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて地方公共団

　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

国の一般会計

　

9.9

　

6.2

　

1.4

　

0.5

　

3.7

　

3.0

　

0.0

　

4.8

　

6.6

財政投融資計画

　　

7.2

　

4.1

　

2.0

　

1.9△

　

1.2

　

6.2

　

22.2

　

9.4

　

9.0

地方財政計画

　

7.0

　

5.6

　

0.9

　

1.7

　

4.6

　

4.6

　

2.9

　

6.3

　

8.6

　

給

　　

与

　　

費

　　

6.6

　　

6.8

　　

2.0

　　

3.8

　　

5.8

　　

6.2

　　

3.1

　　

2.3

　　

4.0

う

　

投資的経費

　　

3.8

　

2.7△

　

0.3△

　

3.2

　

1.5

　　

2.5

　　

3.1

　

11.0

　　

5.3

〕

5ち掌鸚

　

3.9

　

3.1△

　

0.2△

　

2.5

　

1.9

　

2.9

　

3.6

　

11.3

　

5.3

地方債計画△

　

1.4△

　

5.6

　

15.3△

　

4.4△10.1

　

9.4

　

14.4

　

13.2k

　

4.1
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位

　

百万円・％)

　

61

　　　　　

62

　　　　　

63

　　　

平成元年度

　　　　

2

　　　　　　

3

54 088 643　54 101 019　56 699 714　60 414 194　66 236 791　70 347 419

22 155 100　　27 081 300　　29 614 000　　32 270 500　　34 572 400　　36 805 600

52 845 800　　54 379 600　　57 819 800　　62 772 700　　67 140 200　　70 884 800

15 686 300　　16 171 200　　16 543 100　　17 212 000　　18 151 600　　19 487 600

17 058 400　　17 593 900　　19 526 800　　20 553 600　　21 355 000　　22 735 000

16 788 500　17 395 000　19 353 100　20 385 200　21 200 000　22 590 300

　

（24 900）　(23 500)　（23 200)　（22 700）　（20 300）　（18 700）
7 092 000　　8 115 000　　9 185 100　　8 805 100　　8 804 400　　9 081 500

体に融資する公有林整備事業債及び草地開発事業債であって外書きである。

　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

　

2

　　

3

　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　

3

　

9.6

　

6.2

　

100

　

106

　

108

　

108

　

n2

　

n6

　

116

　

121

　

129

　

142

　

150

　

7.1

　

6.5

　

100

　

104

　

106

　

108

　

107

　

114

　

139

　

152

　

166

　

177

　

189

　

7.0

　

5.6

　

100

　

106

　

107

　

108

　

113

　

119

　

122

　

130

　

141

　

151

　

159

　

5.5

　

7.4

　

100

　

107

　

109

　

n3

　

120

　

127

　

131

　

134

　

139

　

147

　

158

　

3.9

　

6.5

　

100

　

103

　

102

　　

99

　

101

　

103

　

106

　

118

　

124

　

129

　

137

　

4.0

　　

6.6

　

100

　

103

　

103

　

100

　

102

　

105

　

109

　

121

　

128

　

133

　

141

△

　

0.0

　　

3.1

　

100

　　

94

　

109

　

104

　　

94

　

102

　

117

　

133

　

127

　

127

　

131
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その３

　

決算額（総括）

第127表主要経済指標及び

　

区

　　　　　　　

分

　

昭和56年度

　　

57

　　　　

58

　　　　

59

　　　　

60

国の一般会計歳入

　

47 443 338 48 001 281 51 652 905 52 183 385 53 992 562

　

国

　　　　　　　

税

　

30 455 131 32 003 088 34 162 125 36 774 805　39 150 161

　　

う

　

ち

　

法

　

人

　

税

　

8 822 450　9 134 589　9 824 470　11 340 191　12 020 653

国の一般会計歳出

　

46 921154 47 245 064 50 635 307 51 480 623 53 004 511

普通

　

会計歳

　

入

　

50 103 281 52 167 701 53 461 945 54 973 200 57 472 555

　

一

　

般

　

財

　

源

　

26 488 083 28 266 334 29 207 302 30 504 578 33 227 912

　　

地

　　

方

　　

税

　

17 325 498 18 628 645 19 841 303 21 493 940 23 316 473

普通会計歳

　

出

　

49 165 293 51 133 257 52 306 947 53 869 962 56 293 463

　

義

　

務

　

的

　

経

　

費

　

22 934 941 24 113 569 24 769 012 26 054 716 27 450 840

　　

人

　　

件

　　

費

　

15 532 594 15 920 222 16 494 307　17 210 956　17 991 638

　

投

　

資

　

的

　

経

　

費

　

15 877 692 15 977 338 15 647 432　15 489 017　15 831 453

　　

普通建設事業費

　

15 004 023 14 883 358 14 639 751 14 706 993 15 070 261

国と地方の歳出純計

　

77 511 531 80 402 801 85 805 785 86 646 678 90 365 058

租

　　

税

　　

総

　　

額

　

47 780 630 50 631 732 54 003 428 58 268 745 62 466 634

　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　

分

　　　　　　　　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

国の一般会計歳入

　　

7.7

　　

1.2

　　

7.6

　　

1.0

　　

3.5

　　

4.6

　　

8.7

　　

5.2

　　

4.1

　

国

　　　　　

税

　　

7.4

　　

5.1

　　

6.7

　　

7.6

　　

6.5

　　

9.5

　

11.6

　　

9.2

　　

9.5

　　

うち法人税△

　

U

　

3.5

　

7.6

　

15.4

　　

6.0

　　

8.9

　

20.8

　

16.6

　　

3.0

国の一般会計歳出

　　

8.1

　　

0.7

　　

7.2

　　

1.7

　　

3.0

　　

1.2

　　

7.6

　　

6.5

　　

7.1

普通会計歳入

　　

7.1

　

4.1

　

2.5

　

2.8

　

4.5

　

4.5

　

7.6

　

5.2

　

9.6

　

一

　

般

　

財

　

源

　　

8.3

　　

6.7

　　

3.3

　　

4.4

　　

8.9

　　

5.2

　　

9.5

　　

9.3

　

11.7

　　

地

　

方

　

税

　　

9.0

　　

7.5

　　

6.5

　　

8.3

　　

8.5

　　

5.6

　

10.5

　

10.7

　　

5.6

普通会計歳出

　　

7.4

　

4.0

　

2.3

　

3.0

　

4.5

　

4.3

　

7.7

　

5.0

　

9.5

　

義務的経費

　　

9.1

　

5.1

　

2.7

　

5.2

　

5.4

　

3.7

　

2.7

　

2.5

　

4.0

　　

人

　

件

　

費

　　

7.5

　　

2.5

　　

3.6

　　

4.3

　　

4.5

　　

4.0

　　

2.5

　　

3.6

　　

4.8

　

投資的経費

　　

4.5

　

0.6△

　

2.1△

　

1.0

　

2.2

　

4.1

　

12.4

　

5.5

　

8.1

　　

普通建設事業費

　　

3.5△

　

0.8△

　

1.6

　　

0.5

　　

2.5

　　

3.5

　

14.5

　　

5.7

　　

8.2

国と地方の歳出純計

　　

7.4

　　

3.7

　　

6.7

　　

1.0

　　

4.3

　　

3.8

　　

7.8

　　

6.1

　　

8.4
租

　

税

　

総

　

額

　　

7.9

　　

6.0

　　

6.7

　　

7.9

　　

7.2

　　

8.0

　

11.2

　　

9.7

　　

8.0

曲

　

国税は租税（一般会計分、交付税及び譲与税配付金特別会計分、石炭並びに石油

　

特別会計分）及び印紙収入のほか日本専売公社納付金を含む。
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位 百万円・％）

　

61

　　　　　

62

　　　　　

63

　　　

平成元年度

　　　　

2

　　　　　　

3

56 489 194　　61 388 769　64 607 381　　67 247 823　　71 703 468　　72 990 559

42 850 951　　47 806 781　　52 193 816　　57 136 114　　62 779 770　　63 211 030

13 091 139　　15 810 841　　18 438 129　　18 993 327　　18 383 592　　16 595 118

53 640 432　　57 731 141　　61 471 062　　65 858 939　69 268 676　70 547 185

60 074 817　　64 661 859　　68 009 464　　74 566 747　80 410 014　　85 709 945

34 941 363　　38 277 253　41 853 734　　46 732 558　　49 441 054　　51 680 764

24 628 233　　27 203 986　　30 116 924　　31 795 097　　33 450 373　　35 072 745

58 717 063　　63 220 132　66 401 636　　72 729 016　　78 473 217　83 806 515

28 466 326　　29 237 983　　29 978 230　　31 187 626　　32 942 521　　34 555 739

18 702 913　19 175 695　19 863 960　20 819 143　22 267 924　23 343 606

16 485 087　　18 536 737　　19 559 822　　21 146 044　　23 386 937　25 421 781

15 593 882　　17 855 013　　18 877 420　　20 428 451　　22 584 536　24 514 547

93 829 222　101 111 266　107 294 205　116 306 831　123 932 438　129 558 870

67 479 185　　75 010 767　82 310 740　88 931 211　　96 230 143　　98 283 775

　　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

　

2

　　

3

　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　

3

　　

6.6

　

1.8

　

100

　

101

　

109

　

110

　

114

　

n9

　

129

　

136

　

142

　

151

　

154

　　

9.9

　

0.7

　

100

　

105

　

n2

　

121

　

129

　

141

　

157

　

171

　

188

　

206

　

208

△3.2△9.7

　

100

　

104

　

n1

　

129

　

136

　

148

　

179

　

209

　

215

　

208

　

188

　　

5.2

　　

1.8

　

100

　

101

　

108

　

110

　

113

　

114

　

123

　

131

　

140

　

148

　

150

　　

7.8

　　

6.6

　

100

　

104

　

107

　

110

　

115

　

120

　

129

　

136

　

149

　

160

　

171

　　

5.8

　

4.5

　

100

　

107

　

110

　

n5

　

125

　

132

　

145

　

158

　

176

　

187

　

195

　　

5.2

　　

4.9

　

100

　

108

　

115

　

124

　

135

　

142

　

157

　

174

　

184

　

193

　

202

　　

7.9

　　

6.8

　

100

　

104

　

106

　

110

　

114

　

119

　

129

　

135

　

148

　

160

　

170

　　

5.6

　　

4.9

　

100

　

105

　

108

　

114

　

120

　

124

　

127

　

131

　

136

　

144

　

151

　　

7.0

　

4.8

　

100

　

102

　

106

　

Ill

　

n6

　

120

　

123

　

128

　

134

　

143

　

150

　

10.6

　

8.7

　

100

　

101

　　

99

　　

98

　

100

　

104

　

117

　

123

　

133

　

147

　

160

　

10.6

　

8.5

　

100

　　

99

　　

98

　　

98

　

100

　

104

　

n9

　

126

　

136

　

151

　

163

　　

6.6

　

4.5

　

100

　

104

　

111

　

112

　

n7

　

121

　

130

　

138

　

150

　

160

　

167

　　

8.2

　　

2.1

　

100

　

106

　

ｎ3

　

122

　

131

　

141

　

157

　

172

　

186

　

201

　

206

及び石油代替エネルギー対策特別会計分、電源開発促進対策特別会計分及び道路整備
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その４

　　　　　　

第127表主要経済指標及び

決算額（都道府県、市町村）

　

区

　　　　　　

分

　　

昭和56年度

　　

57

　　　　

58

　　　　

59

　　　　

60

　

歳

　　　　　　

入

　

26 650 187 27 731 371 28 504 556 29 303 348　30 780 295

都

　

一

　

般

　

財

　

源

　

13 529 770 14 366 800 14 631 995　15 391 309　16 826 441

　　　　

地

　　

方

　　

税

　

8 709 935　9 206 141　9 613 236　10 544 003　11 353 669

道

　　　

うち法人事業税

　

2 971 160　3 071 357　3 100 691　3 484 648　3 807 246

　

歳

　　　　　　

出

　

26 371 803 27 424 286 28 149 289 28 963 180 30 430 899
府

　

義務的経費

　

12 470 890 12 957 987 13 534 362 14 169 706 14 971 584

県

　　　

人

　　

件

　　

費

　

9 765 465　9 935 018　10 276 599　10 656 757　11 170 464
・

|

　

投資的経費

　

8 254 401　8 406 362　8 232 571　8 178 250　8 468 717

　　　　

普通建設事業費

　

7 708 048　7 679 193　7 565 669　7 671 132　7 983 062

　

歳

　　　　　　

入

　

26 083 736 27 149 570 27 651 889 28 373 438 29 537 388

市

　

一

　

般

　

財

　

源

　

13 225 338 14 181 362 14 876 413 15 430 372　16 734 706

　　　　

地

　　

方

　　

税

　

8 615 563　9 422 503　10 228 067　10 949 937　11 962 804

町歳

　　　　　　

出

　

25 424 133 26 422 211 26 852 158 27 610 368 28 707 693

　　　

義務的経費

　

10 559 657 n 258 998 11 344 272 12 001 672 12 599 903

　　　　

人

　　

件

　　

費

　

5 767 129　5 985 204　6 217 708　6 554 199　6 821 174
村

|

　

投資的経費

　

8 696 920　8 635 970　8 433 526　8 289 988　8 361 661

　　　　

普通建設事業費

　

8 285 634　8 142 947　7 978 049　7 941 732　8 009 346

　　　　　　　　　　　　　　　

増

　　　　　　　　

減

　　　　　　　　

率

　

区

　　　　　　

分

　　　　　　　　　　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

歳

　　　　　　　

入

　　

7.0

　

4.1

　　

2.8

　

2.8

　　

5.0

　　

4.6

　　

9.2

　　

5.1

　　

9.2

都

　　

一

　

般

　

財

　

源

　　

7.1

　

6.2

　　

1.8

　

5.2

　　

9.3

　　

4.4

　

12.2

　

11.4

　

11.9

　　　　

地

　　

方

　　

税

　　

7.0

　

5.7

　

4.4

　

9.7

　

7.7

　　

4.3

　

13.6

　

14.9

　　

6.6

道

　　　

うち法人事業税

　　

4.5

　　

3.4

　　

1.0

　

12.4

　

9.3k

　

0.2

　

20.4

　

22.4

　

13.1

　　

歳

　　　　　　　

出

　　

7.3

　

4.0

　　

2.6

　

2.9

　

5.1

　　

4.4

　　

9.5

　　

4.8

　　

9.1
府

　

義務的経費

　

9.0

　

3.9

　

4.4

　

4.7

　

5.7

　

3.6

　

2.7

　

2.8

　

3.3
県

　　　

人

　　

件

　　

費

　　

7.6

　　

1.7

　　

3.4

　　

3.7

　

4.8

　　

3.8

　　

2.3

　　

3.6

　　

3.8
’

j

　

投資的経費

　

5.1

　

1.8△2.1△0.7

　

3.6

　

4.4

　

17.3

　

3.7

　

6.2

　　　　

普通建設事業費

　　

3.7△

　

0.4△

　

1.5

　

1.4

　

4.1

　

3.9

　

19.7

　

3.8

　

6.2

　　

歳

　　　　　　　

入

　　

7.0

　

4.1

　　

1.9

　

2.6

　　

4.1

　　

4.6

　　

6.0

　　

5.9

　

10.5
市

　　

一

　

般

　

財

　

源

　　

9.6

　　

7.2

　

4.9

　

3.7

　

8.5

　　

6.0

　　

7.0

　　

8.3

　

12.2

　　　　

地

　　

方

　　

税

　

11.1

　

9.4

　

8.5

　　

7.1

　　

9.2

　　

6.9

　　

7.6

　　

6.6

　　

4.5

町

　

歳

　　　　　　　

出

　　

7･3

　

3.9

　　

1.6

　

2.8

　

4.0

　　

4.4

　　

5.7

　　

5.9

　

10.4

　　　

義務的経費

　

9.2

　

6.6

　

0.8

　

5.8

　

5.0

　

3.9

　

2.7

　

2.2

　

4.9

　　　　

人

　

件

　

費

　

7.2

　

3.8

　

3.9

　

5.4

　

4.1

　

4.2

　

2.9

　

3.5

　

65村

|

　

投資的経費

　

4.4・0.7・2.3・1.7

　

0.9

　

3.2

　

7.0

　

6､9

　

9:8

　　　　

普通建設事業費

　　

3.8△

　

1.7△

　

2.0△

　

0.5

　

0.9

　

2.6

　

8.8

　

7.0

　

9.9
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地方財政計画等の推移（つづき）

(単位 百万円・％）

　

61

　　　　　

62

　　　　　

63

　　　

平成元年度

　　　　

2

　　　　　　

3

32 195 238　　35 161 570　　36 941 578　　40 327 285　　43 454 751　　45 801 635

17 566 269　　19 703 433　21 945 151　　24 553 632　　26 044 895　　26 971 363
11 843 427　　13 453 532　　15 459 669　　16 482 171　　17 353 167　　17 984 766

　

3 798 066　　4 574 348　　5 600 471　　6 336 879　　6 292 606　　6 476 349

31 775 217　　34 782 620　　36 468 140　　39 775 825　42 888 453　　45 218 158

15 510 834　　15 927 691　　16 378 093　　16 914 207　　17 834 828　　18 573 274
11 595 300　　ｎ 859 351　　12 290 881　　12 752 832　　13 581 289　　14 137７５７

　

8 841 738　　10 368 958　　10 752 332　　11 416 436　　12 295 815　　13 013 075

　

8 293 467　　9 925 086　　10 305 071　　10 948 564　　11 764 786　　12 419 921

30 910 708　　32 750 822　　34 685 7ｎ　　38 336 098　　41 581 910　　44 701 442

17 735 713　　18 975 461　　20 551 436　23 068 767　　24 656 358　　25 943 965
12 784 806　　13 750 454　　14 657 255　　15 312 926　　16 097 206　　17 087 979

29 972 975　　31 688 044　　33 551 321　　37 049 828　　40 211 410　　43 381 489

13 085 004　　13 443 225　　13 734 226　　14 410 957　　15 240 390　　16 118 970
7 107 613　　7 316 344　　7 573 079　　8 066 310　　8 686 635　　9 205 850
8 632 000　　9 232 552　　9 865 945　　10 835 321　　12 278 124　　13 717 262
8 218 658　　8 941 074　　9 569 938　　10 517 623　　11 914 218　　13 294 047

　　　　　　　　　　　　　　　

指

　　　　　　　　　　　　　　　　

数

　

2

　　

3

　　

56

　　

57

　　

58

　　

59

　　

60

　　

61

　　

62

　　

63

　　

元

　　

2

　　

3

　　

7.8

　

5.4

　

100

　

104

　

107

　

110

　

115

　

121

　

132

　

139

　

151

　

163

　

172

　　

6.1

　　

3.6

　

100

　

106

　

108

　

114

　

124

　

130

　

146

　

162

　

181

　

193

　

199

　　

5.3

　　

3.6

　

100

　

106

　

110

　

121

　

130

　

136

　

154

　

177

　

189

　

199

　

206
△

　

0.7

　

2.9

　

100

　

103

　

104

　

117

　

128

　

128

　

154

　

188

　

213

　

212

　

218

　　

7.8

　

5.4

　

100

　

104

　

107

　

U0

　

115

　

120

　

132

　

138

　

151

　

163

　

171

　　

5.4

　

4.1

　

100

　

104

　

109

　

114

　

120

　

124

　

128

　

131

　

136

　

143

　

149

　　

6.5

　

4.1

　

100

　

102

　

105

　

109

　

114

　

119

　

121

　

126

　

131

　

139

　

145

　　

7.7

　

5.8

　

100

　

102

　

100

　　

99

　

103

　

107

　

126

　

130

　

138

　

149

　

158

　　

7.5

　

5.6

　

100

　

100

　

98

　

100

　

104

　

108

　

129

　

134

　

142

　

153

　

161

　　

8.5

　　

7.5

　

100

　

104

　

106

　

109

　

113

　

119

　

126

　

133

　

147

　

159

　

171

　　

6.9

　

5.2

　

100

　

107

　

112

　

n7

　

127

　

134

　

143

　

155

　

174

　

186

　

196

　　

5.1

　

6.2

　

100

　

109

　

n9

　

127

　

139

　

148

　

160

　

170

　

178

　

187

　

198

　　

8.5

　

7.9

　

100

　

104

　

106

　

109

　

113

　

n8

　

125

　

132

　

146

　

158

　

171

　　

5.8

　

5.8

　

100

　

107

　

107

　

n4

　

119

　

124

　

127

　

130

　

136

　

144

　

153

　　

7.7

　

6.0

　

100

　

104

　

108

　

114

　

118

　

123

　

127

　

131

　

140

　

151

　

160

　

13.3

　

11.7

　

100

　　

99

　　

97

　　

95

　　

96

　　

99

　

106

　

113

　

125

　

141

　

158

　

13.3

　

11.6

　

100

　　

98

　　

96

　　

96

　　

97

　　

99

　

108

　

ｎ6

　

127

　

144

　

160
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第３図

　

実質収支比率の推移…………………………

第４表
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第５図
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第８表

　

性質別歳出純計決算額の

第６図

　

歳出決算増加額に占める義務的経費、投資的経費等

第９表

　

性質別歳出純計決算額の構成比の推移………………………14

第７図

　

性質別歳出決算額の構成比……………………………
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